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第76回租税研究大会の開催に当たり、一言ご
挨拶を申し上げます。
本年も、多くの皆様方にご参加いただき、心
からお礼申し上げます。
また、皆様方には、常日頃から、当協会の事
業活動に深いご理解と多大なご協力を賜ってお
り、この場をお借りして、重ねてお礼申し上げ
ます。

さて、わが国経済はコロナ禍の 3年間を乗り
越え、高水準の賃上げや企業の設備投資意欲の
高まりなど、今までにない前向きな動きがみら
れます。
円安・物価上昇によるマイナス効果や、金
融・為替市場の動向、海外景気の下振れリスク
には今後も注意を払う必要がありますが、デフ
レからの完全脱却と新たなステージへの移行に
向けたチャンスを迎えていると考えられます。
6月に決定された「骨太の方針2024」では、

社会課題への対応、賃上げの定着と戦略的な投
資による所得と生産性の向上を通じた持続的な
経済成長の実現と財政健全化の両立が謳われて
おります。
財政につきましては、好調な税収を背景とし
て2025年度における国・地方のプライマリーバ
ランス黒字化の見通しも示されておりますが、
その一方で、「金利ある世界」への移行による

利払い費負担の増加も懸念され、中長期的な計
画に基づき、経済再生と財政健全化を両立させ
る歩みを着実に進めていくことが必要です。
いうまでもなく、巨額な政府債務は、我が国
の経済・財政、国民生活にとっての大きな足か
せであり、将来世代に多大な負担を残すことに
なります。納税者である国民・企業に対して、
極めて厳しい財政の現状を分かりやすく伝え、
受益と負担のあるべき関係について理解を促す
取組が欠かせないと考えます。
税制面では、令和 6年度改正において、デフ
レマインドを払拭し、物価上昇を上回る構造的
な賃上げを実現する観点から、所得税・個人住

会長挨拶
第76回租税研究大会開催にあたり

公益社団法人 日本租税研究協会会長

宗岡 正二
（日本製鉄株式会社社友）
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民税の定額減税の実施や、賃上げ促進税制の強
化が行われました。
また、GX・DX・経済安全保障といった分野
における国内投資を促進するための措置として
「戦略分野国内生産促進税制」、研究開発拠点
としての立地競争力を強化し、無形資産投資を
後押しするための措置として「イノベーション
ボックス税制」が創設されました。そのほか、
スタートアップ・エコシステムの抜本的強化、
グローバル化を踏まえたプラットフォーム課税
の導入、地域経済や中堅・中小企業の活性化等
の観点からの所要の改正が行われたところであ
ります。
当協会におきましては、民間の中立的な立場
から税制・財政に関する調査・研究、提言活動
を行っており、今般、「令和 7 年度　税制改正
に関する租研意見」を取りまとめたところであ
ります。
私どもの活動が、わが国の税制・財政の現状
や課題に対する国民の理解・認識を促進する一
助となればと考えており、今後も積極的に提
言・情報発信を行ってまいりたいと考えており
ます。
さて、租税研究大会は、当協会における税・

財政に関する調査・研究の成果を発表・発信す
る場として、毎年開催しているものであり、今
回で76回目を迎えます。
本日午前の部においては、前政府税制調査会
会長で東京大学名誉教授の中里実（なかざと・
みのる）先生からご講演をいただきました。
この後開催する討論会「地方税制の基本問題」
では、当協会の税制基本問題研究会での研究成
果をもとに、各方面でご活躍の先生方による討
論をいただく予定です。
また、明日は「国際課税を巡る現状と課題」、
「税制改革を巡る現状と課題」と題した 2つの
討論会と、「税制改正に関する租研意見」の解
説を予定しております。ご登壇いただくのは、
いずれも税制、財政に精通された方々ばかりで
あり、それぞれのプログラムが皆様にとりまし
て有意義なものとなれば幸いでございます。
最後になりましたが、ご参加の皆様方のます
ますのご発展とご健勝を心からお祈りするとと
もに、当協会の活動につきまして、今後ともご
支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げま
して、大会開催に当たってのご挨拶とさせてい
ただきます。
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ご紹介ありがとうございます。金子宏先生が
2 年前の 8 月23日にお亡くなりになって，今年
は三回忌ということですけれども，そうしたと
ころへ私の大学入学以来の50年以上に及ぶ親し
い友人であった，西村あさひ法律事務所の元代
表パートナーの米田隆弁護士が 9 月の初めに急
にお亡くなりになり，出張から急きょ戻ってお
通夜に出て，次の日はご葬儀ということがござ
いました。私はまだ70歳になったばかりですが，
まさかこの年で友人の弔辞を読むことになると
は想像もしておらず，世の中の時間の流れがい
かに早いかということを実感しているわけであ
ります。

同様に，われわれが当たり前だと思っていた
ことが次から次へと急激に変化してしまいまし
て，それぞれ全部に目を配っていくことが難し
いのですが，大きな流れをつかみ損なうととん
でもないことになります。そういうときには，
自らの組織をとか，友人をとかいろいろあると
思うのですが，とにかく，どうやったら身を守
れるかということを考えなければいけませんし，
国や社会，企業，その他の発展のためにはどの
ように制度を変えたら世の中が良くなっていく
のかということも考えていかなければいけませ
ん。以上を背景として，今日は税金とは直接関

係ないように思われるコンプライアンスや利益
相反，コンフリクトチェックの問題についてお
話ししたいと思います。

本当ならば，今後アメリカ大統領選挙を控え，
年度改正がどうのといろいろなことがあります
から，BEPSの話とかをすればよろしいのだろ
うと思いますけれども，なかなかこれもPillar 1
がどうなるとか読めない点がたくさんあります。
ジャーナリスティックにそういうことをお話し
することはとても重要なことだと思うのですが，
研究者がやっても意味も小さくて，こちらでは
こうなっているということを例えば参事官室で
お話をうかがって，それを講演会で話すという

報告 9 月17日㈫・午前

課税とコンプライアンス―利益相反を中心に

東京大学名誉教授

中里　　実
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ことも場合によっては必要なのかもしれません
が，今の段階でそれがどこまで意味があるのか
何とも言えませんので，今日はこういう話にさ
せていただきました。

1 ．はじめに

本日のテーマは，私自身の専門とは相当に距
離があるわけですけれども，私自身もプロフェ
ッショナルのはしくれとして一度整理しておき
たい問題ですので，皆さまにこんな問題がある
ということを，もちろんとうにご存じでしょう
けれども，ある程度包括的に扱ってみようとい
うことでこのような話をテーマに選びました。

きっかけは，弁護士会の倫理研修でして，弁
護士登録をするとさまざまな研修を受けなけれ
ばいけない制度になっています。

倫理研修というのはその中でも非常に厳しい
ものがあって，「解説・弁護士職務基本規程」
第 3 版という300ページぐらいある結構厚い本
を全部読んで，講義を受けた後，試験を受ける
わけです。問題が10問出されて 7 問正解しない
ともう一度試験を受けなければいけなくて，さ
らにそこでも落ちるとレポートを提出しなけれ
ばいけないという，かなり厳しいものです。も
ちろんクリアカットに，これは利益相反だ，こ
れは非弁だとそう簡単に結論は出ず，場合にも
よるし，事実関係にもよるわけですが，一応の
流れをつかむことは重要で，それが社会の広範
な経済取引に影響を及ぼすのではないかという
ことを考えるようになりました。

それからもう 1 つは，中古車ディーラーを巡
る最近のさまざまな報道などを通じて，利益相
反という問題がかなり深刻な問題であるにも拘
らず，そういう問題意識を持たずに企業経営が
なされることによって，後で大きな反動が来る
ということを現実に目の前に見ました。これは
税務の世界でも同じようなことがあるのかもし
れない，あったらいけない，できれば税務のプ
ロフェッショナルである以上，そういう問題に

巻き込まれないようにしよう，そして，われわ
れプロフェッショナルが巻き込まれないことも
重要ですが，クライアントである企業の皆さま
がそういう問題に巻き込まれないようにという
ことも極めて重要ですので，そういうことを考
えてみたいと思ったわけです。

要約のところをまず簡単に見ていきましょう。
現実の経済社会においては，想像以上に利益相
反の事例があふれているように見受けられます。
その中には，世の中で幅広く行われていて，私
たちがそういう取引の不適切さに気が付かない
ようなものも実は少なくないのかもしれません。
当然のことだと思ってやっていたのだけれども，
実は問題があるというものです。しかし，コン
プライアンスや組織のガバナンスが強調される
昨今，従来ならば特に問題とされてこなかった
ような事象が急に糾弾されることも珍しくない
わけです。SNS等もありますので，本人たちが
意識しないままに厳しいご批判を頂戴すること
が出てくるのです。従って利益相反について，
これはコンプライアンス全体の中での利益相反
ということになると思いますが，十分に認識し
ておくことは，われわれ租税の専門家にとって
極めて重要なことであると考えております。

ここで重要なのは，利益相反として糾弾され
る対象がかなり広がりを見せている点ではない
かと思います（この糾弾という言葉は相当怖い
言葉ですが）。特に利益相反については民法が
適用されるので，たとえ業法等の法律において
利益相反禁止の条文がない業務や士業について
も利益相反はかなり深刻な法的効果をもたらす
可能性があるという点を理解しておかなければ
ならないわけです。しかし，今まで特に問題は
起きていなかったということもあるのでしょう
けれども，そういう深刻な問題が起こるかもし
れないという認識を持っていない方もいらっし
ゃらないわけではないのかもしれません。

利益相反状況を回避するためには，何といっ
てもそういう問題があるということをまず認識
した上で，日常的な客観性の確保の努力，例え
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ばこういう取引を行ったら利益相反状況になっ
てこんな法的効果があるというような事前の慎
重な対応，それから取引関係についての記録を
正確に保持しておくこと，これが身を守る基本
となります。利益相反について大したことはな
いという感じで感覚的に対応すると，取り返し
のつかない事態がもたらされることがあり得る
という点を肝に銘じておく必要があると考えて
います。

2 ．�想像以上に広範に存在する利
益相反状況

考えてみないとなかなかわからないものにつ
いて，考えてみるとあれもこれも引っかかりう
るのです。一般には取締役の善管注意義務や，
先ほど私が申し上げたような弁護士倫理，会計
士の方もそうかもしれませんが，そういうとこ
ろで利益相反が注目を浴びているし，一生懸命
議論や対応をしているわけですが，これはそう
ではないもっと広範な広がりを有するテーマな
のだということです。その重要性が最近急速に
拡大していることを認識する必要があると思い
ます。

ここでは，さまざまな例として利益相反にな
るもの，ならないもの，利益相反とは関係なさ
そうなものなど，コンプライアンスという観点か
らいろいろなものを並べてみます。。例えば，諸
外国でいわゆるリボルビング・ドアということを
言います。外国では，今まで役所にいた人が民
間に行って活躍したり，そういう自由な移動が
行われていることはとても素晴らしいことだと
いうことが喧伝されているわけです。確かに素
晴らしいのかもしれませんけれども，この背後
には実に深刻な利益相反の問題があって，それ
についてのかなり熱心な議論が実際に行われて
いるということを無視すべきではありません。

今まで監督する側にいた方が急に監督される
側に移るわけですが，職務を辞めた後も一定程
度の縛りがありますから，利益相反は出てくる
わけです。例えばある分野の専門家がいたとし

て，急に役所から企業に移ったときに，或いは
逆でもいいのですが，なかなか複雑な問題が生
じるわけで，リボルビング・ドアというと利益
相反というふうに頭が動くということが結構重
要なことなのではないかと思います。もちろん
常に駄目ということはあり得ないのですが，注
意深く行動することが重要になってくるのでは
ないかと思います。

それから，これはほとんど利益相反にはなら
ないと私は思いますけれども，例えば今まで政
治を批判する立場にあったジャーナリストが選
挙に出馬するとします。考えようによっては，
行司がまわしを着けて土俵に乗るという感じな
のでしょうか。これについては，大丈夫だと思
いますけれども，よくよく考えると，今まで政
治家にいろいろと取材していた方が急に自らも
政治家になってしまうということに関して，そ
ういう方々は十分に注意して行動されていると
思いますので問題はないと思いますけれども，
場合によっては何が出てくるかわからないとい
うのが今の世の中なのかもしれません。

それから迂回寄付といって，利益相反という
のかどうかわかりませんけれども，最後に自ら
に返ってくるような寄付がありうるわけです。
誰かがどこかに寄付をして，それが結局は自分
の利益に返ってくるということも行われえます。
また，迂回寄附については幾つかの新聞報道が
ありましたが，それは，自分に返ってくる問題
ではなくて本当の迂回寄付，寄附をしてはいけ
ないところへのトンネル寄付が問題になった事
案だったようでしたが，これについても大きな
問題があります。

さらに，例えば外国の大学に寄付する際に，
いったん第三者に寄付をしてそこから外国の大
学に寄付を回していただくことによって寄付金
控除が取れることもあるようです。外国の大学
に寄付しても通常は寄付金控除は取れませんが，
そういう寄付金控除を取れるような形で寄付を
するというのは，ある日本の私立大学のホーム
ページでこういうことができると書いてあるの
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を見て驚いたことがあるのですが，それは必ず
しも悪いことだとは私は思いません。国税の了
解を得ていればそれでいいのだと思いますが，
よくよく考えるとそういう問題があるというこ
とを認識することが重要なことなのではないか，
その上で行動することが重要なのではないかと
思うわけです。

それからこれは最近の新聞で見たのですが，
第三者管理のマンションに管理会社が入ってき
て，その管理会社が身内の修繕の業者に発注し
ていて，少し割高の発注になるということが問
題として取り上げられていましたけれども，こ
の辺を詳しく考えるといろいろ問題が出てくる
のだと思いますが，特に第三者管理をしている
方はここだったら信頼できるということでその
会社を選んだのでしょうし，実際そうだと思う
のです。それでもそれが糾弾を受けることもあ
り得るわけです。

それからより深刻なのは，これは大学に関係
があるのですが，「厚生労働科学研究における
利益相反の管理に関する指針」というのが出さ
れていて，こういうふうに書いてあります。「公
的研究である厚生労働科学研究の」，主に医学
や薬学が多いのだと思いますが，「公正性，信
頼性を確保するためには，利害関係が想定され
る企業等との関わり（利益相反）」，理科系では
こういうふうに利益相反を捉えているのでしょ
うね，「について適正に対応する必要がある。
本指針は，利益相反について，透明性が確保さ
れ，適正に管理されることを目的とする」。こ
ういうものが出されるということは，不透明な
ものが行われている可能性がないわけではない
ということを意味しているのかもしれません。

それから日本臨床検査医学会は，学術集会に
おけるconflict of interest（COI：利益相反）の
開示ということで，特に大学と製薬会社等の関
係について次のように述べています。「医学に
おける利益相反とは，科学的客観性の確保や患
者ないし被験者の利益を保護するという研究者
や研究機関の責任に，不当な影響を与え，重大

なリスクを生じうるような利害の対立状況を指
します。具体的には，企業等営利団体からの資
金提供によって実施された医学研究の結果の判
断が，資金提供元にとって有利あるいは不利に
なる可能性がある場合に，公正であるべき研究
結果の判断に影響をもたらしかねないと第三者
から見て懸念される状況を意味します」。

あるところからお金を頂いて研究をして，研
究結果をねじ曲げるのは研究不正そのものです
から，利益相反というような軽いものではない
のでしょう。そんなことでは済まないのだと思
いますが，上のような懸念される状況も利益相
反ということで注意しなければいけないという
ことを医学の皆様は十分に考えながら行動なさ
っていることがここからわかるわけです。

それから社外役員の行動，或いは会計監査等
もそうなのですが，社外役員については伊藤邦
雄先生が中心となって経済産業省から出された
レポートがかなり深刻な影響を及ぼして，世の
中に社外役員が広がったり，コンプライアンス
の重視がうたわれたりということで，日本の社
会が劇的に変化したということが言えるのでは
ないかと思いますけれども，伊藤先生は，一橋
を代表する会計学者でいらっしゃいます。安藤
先生や伊藤先生など，一橋の商学部には実に優
秀な会計学の先生がいらっしゃいますけれども，
会計学を専門とするからこそ伊藤先生はコンプ
ライアンスについて深刻に考えてこのようなレ
ポートの作成に携わったのではないかと思いま
す。

これは，コンプライアンスで社外役員を置い
たり会計監査を行ったりということ，つまり第
三者的チェックを置くということは，利益相反
よりももっと広がりのあるコンプライアンス全
体の問題であり，そういう意味では利益相反と
は少し異なるものだと思いますが，考えてみる
と相手から手数料を取って，その手数料を支払
ってくださっている方の監査をするという行為
自体の位置付けが問題となり得るのではないか
と思います。あなたからお金を頂きます，あな
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たの監査をさせていただきますということで，
お金を出してくれる方に甘い監査をする可能性
は出てこないとは限りません。利益相反状況と
いうのか，そういうのは出てくると思うのです。
だからこそ会計士の方々は，そういう利益相反
についてかなり深刻に考えていらっしゃるし，
会計士協会もそれについてさまざまな意見を出
していらっしゃるのだと思います。

当初の枠組み自体が利益相反的状況と関係し
ているので，疑われないように独立して監査す
るのですが，独立といっても相手からお金をも
らって監査するわけですから，そこでどう独立
ということを言うのかということに関して会計
監査の方々は相当注意なさっていると思うので
す。社外取締役もそうでしょう。給料を頂いて
第三者的にチェックするわけですから，会計監
査と同じような状況になりうるということで，
それだけ慎重な行動が要求されると思うのです。

これは経済学でプリンシパル・エージェント
のモデルというのか，いわゆる委任契約でエー
ジェンシー・プロブレムというものが出てきま
す。例えば代理人がクライアントの仕事を引き
受けたときに，クライアントの利益のためでは
なくて，自分自身の利益のために行動してしま
うのをエージェンシー・プロブレムというわけ
です。これをモニターするためにモニタリン
グ・コストをかけることがプリンシパル・エー
ジェント・モデルの議論になっています。だか
ら，そういう委任関係にある場合には厳しい規
制がどうしても課されるということを私たちは
理解しなければいけません。私たちはプロフェ
ッショナルですから，そういう状況に立たされ
やすいということです。

それから，コンプライアンスに関するいろい
ろな活動があった場合に，コンプライアンスの
違反を指摘して，「あの人のやっていることは
おかしいではないか」と指摘した人に対して糾
弾がなされるということでは，本当の意味でコ
ンプライアンスは満たせないということもある
かもしれませんから，そういう通報制度のよう

なものも議論されているということになるので
しょう。難しい問題ですね。いいか悪いかとい
うのはそう簡単にわかるようなものではないわ
けですから，それについて誰かを単純に糾弾す
れば済む話ではないということ，しかも世の中
がある程度円滑に動いていかなければいけない
ので，そういうバランスの取れた考え方が重要
になってくるのではないかと思いますが，バラ
ンスばかり取っていると時代に乗り遅れてしま
いますので，またこれでとんでもないことにな
ってしまうということを危惧しております。

3 ．一般的な認識の限界？

実は利益相反について調べていたときに，あ
る先生のブログを読んで私は衝撃を受けたわけ
です。これはその先生を批判するというつもり
は全くありません。ただ，こういう認識もある
のかということで，びっくりしたのです。世間
一般の認識はこういうものなのかと，認識を新
たにいたしました。

これは私が税制調査会の会長だったときに書
かれたものなのでしょう。

「中里会長は，税理士は，弁護士同様，利益
相反駄目よと。『例えば，税理士でも弁護士で
もそうですが，利益相反が最もあってはいけな
いということです』と述べている」。とあります。

これは税理士会のある講演会で私がこのよう
に発言したのを受けたものです。それに対して，
この先生は，

「いや，私も，監査法人時代，利益相反うる
さく言われた育ちなので。規範論として，強く
そう思いますが。制度としては，そうなってい
ないのが現状ですよね。税理士には，弁護士の
ような利益相反義務（利益相反回避義務？）は
課されていない。…中里会長は，その点が分か
って発言されているのでしょうかねぇ」。

と，ここに書いていらっしゃいます。全て場
合によると思うのですけれども，この先生の書
き込みは，税理士法上，税理士には利益相反回
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避義務が課されていない，弁護士とは異なるの
だということでしょう。中里はそのことや，或
いは現実を良く知らないのではないかというご
批判です。学者の青臭い議論だとお考えになっ
たのだろうと思います。研究者が世の中でその
ように見られているというのはしょうがないこ
とで，私もそういうことだと思いますので，こ
の先生のおっしゃることはもっともだと思うの
です。

ただ，法律家ですから，証拠なしに物事を語
ることはあまりありません。いろいろ自分なり
に取材して，調査して，その中でこんな問題が
あるのかもしれないということを，誰かを批判
するということではなくて，こんな問題があり
得るということを調査して整理するのが研究者
の役割だと思っていますので，「その点が分か
って発言されているのでしょうかねぇ」という
ご心配はご無用のように思いました。

この先生の議論の問題点ですが，これは決し
て批判ではないということをご理解ください。
もしご批判に取られてしまうと良くないですか
ら。この先生は，問題を限定的に税理士法の問
題として理解されているのではないかという点
が少しだけ気になるわけです。税理士法には弁
護士法のような利益相反回避義務の定めがない
から，それでいいのだとは言いませんけれども，
弁護士とは異なるというご理解なのでしょうか。
しかし，この先生は民法を無視していらっしゃ
るのか，ご存じないのかちょっとわかりません
けれども，そこが少し心配になるわけです。

そこで，大学の 1 年生のときのように，これ
は有斐閣の「法律学小辞典」で，なかなかよく
できた辞典なのですが，この中で利益相反につ
いて触れていて，民法において利益相反行為と
は，「当事者の間で利益が相反する内容の行為
をいい，この場合は，それぞれの利益を守るた
め，一方が他方を代理したり，一人が双方を代
理することは禁止される。…禁止に違反して行
われた利益相反行為は，無権代理行為となる」
と書いてあります。

無権代理行為というのは，民法においてはな
かなか強烈なものです。もちろんその効果につ
いて追認したりいろいろなことがありますから，
別に刑事罰を食らうということではないのだろ
うと思いますが，なかなかに法的効果は強烈で，
利益相反には税理士法に弁護士法のような定め
があろうがなかろうが，民法が適用されるので
す。まさか民法の適用が排除されるということ
はないのではないかと思いますので，そこがか
なり心配なのです。つまり，利益相反的な状況
が士業や業法で禁止されていなかったとしても，
民法の無権代理行為だということで相手方から
訴えられた場合にどうなるのかというと，訴え
る人もそんなにいないと思いますが，深刻な状
況がもたらされる可能性はないわけではないと
いうふうに思っているわけです。

4 ．�最近の流れと世の中の意識の
乖離

われわれはあまり意識していないのだけれど
も，最近の流れは，今言ったような行為や考え
方について相当厳しい状況になりつつあり，今
後もっと厳しくなることが予想されるというこ
ともありえます。先ほどの伊藤レポートもそう
ですが，ガバナンスやコンプライアンスの強調
が相当強く言われています。

法制度以上に強い拘束力というと，それは法
制度の方が拘束力は強いだろうと思われるかも
しれませんが，法制度は裁判でその制度を使っ
て相手と争えるということなのですけれども，
法制度にまでなっていないものであっても，取
り決めというのかソフトローに従わないと，そ
もそも取引ができなくなってしまうようなこと
が世の中にはあるわけです。証券取引所のコー
ドに違反していると上場に大きな問題が出てく
るというようなことなのではないかと思います
けれども，それだけではなくて，もっといろい
ろなことがあって，ガバナンスやコンプライア
ンスは非常に重要になっています。そこでは客
観性の確保がやはり重要なのでしょう。客観性
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が確保されていなければ，誰かのために何かを
曲げてしまったり，誰かの利益のために中立的
であるべき人が行動してしまったりすることが
ないわけではありません。

新しい税制調査会の中には，EBPM（evidence- 
based policy making）に関する専門家会合が
設けられています。こういうテーマについて政
府税調の小委員会が立ち上げられるということ
は相当のことだろうと思うわけです。データを
重視して政策提言を行うということで，では今
まではデータを無視して政策提言を行ってきた
かというと，そういうわけではないのですけれ
ども，データを重視して政策提言を行うことを
全面的に打ち出して，そういう形で行動すると
いう 1 つの宣言のようなものなのではないかと
思います。こういうものがいろいろなところに
間接的な影響を及ぼしています。

従来当たり前だったことが批判される時代が
現実に来ているということは，こういうことを
審議会でおっしゃるようになったということの
中にとてもよく表れているのではないかと思い
ます。もっとも，私はからかうわけではないの
ですが，何か皆さん「エビデンス」と無アクセ
ントでおっしゃるわけです。英語では，平坦な
アクセントの「エビデンス」ではなく，エにア
クセントを置いた「エビデンス」であり，アク
セントがちょっと違うのではないかと思います。

それから経済学の方で，evidence-based policy 
makingというのが比較的新しいのかどうかわ
からないけれども強調されるのですが，われわ
れ法律家は証拠に基づいて事実認定するわけで
すから，証拠法は民事訴訟法の中でも非常に重
要な位置付けとなっています。これは理論上も
実務上もそうです。ハーバード・ロー・スクー
ル 出 身 のWigmoreと い う 人 が『Wigmore on 
Evidence』という分厚い本を書いていますけ
れども，20世紀の初めというか，ずっと昔から
証拠に基づいて事実認定を行うことは法律家に
とって当たり前のことだったのです。それが，
政策形成においてもそういうことを考えるよう

になったのかという感じなのでしょうかね。経
済学の方にお聞きしてみないとこの辺はわから
ないのですが，民事訴訟法の証拠法のところは，
対審構造，原告と被告が争う中で一定のルール
に基づいて証拠を提出して行うということで，
非常に厳格なルールが定められています。

ですから，evidence-based policy makingと
いうのは，そういう厳格な行動のことを言って
いるわけではなさそうです。ただ，EBPMとい
う流れがあるのだということをおっしゃってい
るわけです。まさかそのための裁判所ができる
ということはないと思いますけれども，そうは
いってもこの流れは誰も止めることはできない
と思っています。

コンプライアンスと，その一部だと思います
がコンフリクト防止については，課税問題と少
し離れた問題ですけれども極めて重要なのです。
先ほど弁護士倫理の話をしましたけれども，こ
れは事務所によっても多少違うと思いますが，
株式取引が禁止されているところも少なくない
と思います。株価指数などは取引できると思い
ますし，為替のような取引はできるのだろうと
思いますけれども，個別株式取引の禁止という
ことでなかなか厳しい状況です。

それから，常に見ていなければいけないのは，
事務所の同僚から多くのコンフリクトチェック
のメールが送られてくることです。「今度こう
いう話を自分は受任したいと思うのだけれども，
これについてコンフリクトはありますでしょう
か」，つまり相手方の依頼を受けている方はい
ませんでしょうかということについての問い合
わせが，毎日次から次へとやって来ます。これ
はどこの弁護士事務所でも同じだと思います。

それから先ほど申しましたとおり，弁護士倫
理に関する極めて厳しい研修があります。ある
程度の年齢になってからこういうのをやるのは，
高齢になるとなかなかつらそうです。例えば，
裁判官の先生が定年で弁護士登録するときに，
登録直後に，場合によっては倫理研修を受けて
試験まで受けなければいけないというのは厳し
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い状況です。もちろん弁護士にそういう厳しさ
が要求されるのは当然のことだと思うのですが，
コンプライアンスやコンフリクトといっても，
業種や分野によって様相が相当異なるのではな
いかと思います。

それから，コンプライアンスやコンフリクト
関連の規制等も分野によってかなり異なると思
いますので，一律にこうだとは言えないのです
が，底流というのか，全体的な傾向としてはコ
ンプライアンスの問題やコンフリクトの問題が
いろいろな分野に，強弱はあるけれども及びつ
つあるということは指摘できるのではないかと
思います。

これについて本当は論文でも書ければいいの
ですが，さまざまな分野においてあれこれと問
題になる事例を全て集めてきれいに整理するの
は難しく，とても片手間でできる作業ではあり
ません。これは大変なことです。そこで，ここ
では本当に思い付きの大まかな整理だけしたい
と思います。

5 ．租税とコンプライアンス

まず租税とコンプライアンスの話ですけれど
も，当事者の課税に関わるコンプライアンスの
確保というのは当然のことで，われわれがコン
プライアンスなしに課税問題に携わることはで
きません。みんな一生懸命やっているというこ
とだと思うのです。例えば，納税者が適法・適
正な納税を行うことは義務ですから，変なこと
をしたらそれ相応の制裁があります。

もっとも，純粋経済合理的に考えると，一定
の適法・適正でない行動をしても，それが課税
庁に見つかるリスクというのは何パーセントぐ
らいで，そこで見つかったとしても科される制
裁はこの程度だから，これは適法・適正に行動
しなくていいのだというような行動をする納税
者の方もいないわけではないのかもしれません。
要するに制裁を織り込み済みの経済計算を行っ
ている方もいらっしゃるのかもしれませんが，

そうはいってもレピュテーションリスクはある
ので，なかなか厳しいところがあります。

それから，税理士の先生も当然，適法・適正
な業務運営が要求されています。それに反する
と懲戒処分があります。税理士会による懲戒と，
国税審議会等を通じた懲戒とがあります。

それから課税庁も，当然のことですが非常に
厳格な，適法・適正な業務の執行を心掛けてお
り，非常に厳しいルールの下で行動されている
ことはわかっています。非常に厳格な行動が要
求される役所ですので，それを日本の役所は極
めて真面目に守っているのではないかと思いま
す。

例えば，私は税務大学校の顧問をしています
けれども，この前，研究科の方々に講義をしに
和光の税務大学校に参りました。来年の年明け
には専科や本科でも講義をすることになります
が，われわれのような研究者が税務大学校で講
義をする際に注意しなければいけないこととし
て，非常に慎重な発言が重要だということを山
根校長からいろいろ教えていただきました。も
ちろん，昔もあまり余計なことを言ったら問題
でしたけれども，最近はより 1 つ 1 つの発言が
厳しくなっているということを実感したわけで
す。

ある税理士会の試みがそこに書いてあります。
これは言っていいのだろうと思いますけれども，
東京税理士会で今度，コンプライアンスに関す
る研究会を開くということです。この間の税理
士会の偉い方々が集まった会合でも，コンプラ
イアンスのお話が議題としてずっと出ていたそ
うです。税理士の先生は経済の最先端に立って
いるわけですから，時代の流れを敏感に受け止
めて，コンプライアンスについて自分たちもよ
り一層注意しようということを実践していらっ
しゃるし，そういう動きが出ているということ
でしょう。東京税理士会でそういう動きが出れ
ば，他の税理士会でも似たような動きが出てく
るのではないかと考えておりますけれども，こ
れは世の中の流れを考えた場合にとてもいいこ
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とではないかと思います。
もちろんコンプライアンスといっても，何で

もかんでもがちがちで身動きが取れなくなって
しまうというのでは困る場合もありうるのです
が，今の流れは多少身動きが不自由になっても
コンプライアンスだというふうになっています
から，そのこと自体に対して反対を唱えること
はなかなか難しいのではないかと思います。で
あるならば，積極的にそれを受け入れて，自分
たちの行動を変えていくのは賢い試みなのでは
ないかと思っています。

問題となり得る事例ですけれども，まず納税
者について申しますと，これはここで書くこと
でもないし話すことでもないのですが，節税の
ためというのか，税理士への相談というのは，
節税のための相談は別に構わないと思いますが，
単なる節税を超えてしまうとなかなか問題があ
るのではないかと思います。ところが，これは
難しいところがあって，納税者にしてみると，
過度の節税をすると課税処分のリスクがあると
いうことは当たり前なのですが，だからといっ
て，課税庁が言ったこと全てを，納税者として
は納得できないことも含めて全てを唯々諾々と
して納税してしまうと，場合によっては代表訴
訟のリスクを取締役が負うこともないわけでは
ないでしょう。

ですから，少なく払い過ぎたら課税処分，多
く払い過ぎたらというのもおかしいですが，そ
うすると代表訴訟ということで，真ん中のしか
るべきところに落とし込まないといけないので，
企業は大変なのではないかと思います。ばんば
ん払えばいいというものではないというところ
が実はあるのです。過度の節税による課税処分
のリスクは租税法の問題ですが，唯々諾々の納
税による代表訴訟のリスクは会社法の問題で，
会社法と租税法律がせめぎ合っているようなと
ころがないわけではありません。

税理士の問題となり得る事例としては，不確
かな節税スキームを販売したようなケースがあ
ります。昔はそういうことがあって，タレコミ

のような分厚い資料が送られてきてびっくりし
たことがありますが，ある取引について，ある
偉い先生の「これは節税になる」という意見書
が付いていて，その最後のページに「なお，こ
れは一般論であって，細かい点についてはそれ
ぞれの納税者の皆さんの税理士にご相談の上，
お決めください」という一文が書いてあるよう
な節税商品がありましたが，ああいうのを販売
するとなかなか厳しい場合もあるということで
しょう。

ここで具体的な商品を挙げたり，具体的な企
業の名前を挙げるというのも少し品がないです
から，その辺にしておきますが，納税者の利益
を一生懸命考えた税理士の先生や企業が努力す
るというのも，それはそれで企業活動としては，
或いは事業活動としてはあり得るのだろうと思
いますが，限界を超えると大変なことになって
しまうということです。

それから，非弁の怖さです。非弁というのは，
弁護士でない者が弁護士業務をすることなので
すが，非弁提携というのもあって，弁護士でな
い方と弁護士の間で一定の協調関係があり，い
ろいろなことが行われていることを非弁提携と
いうわけです。例えば，企業の方でも税理士の
方でもいいのですが，ある方が友人の弁護士か
らお金を受け取って税務の案件を日常的に当該
弁護士に紹介したとします。単発で友人に紹介
する分には問題ないと思うのですが，それを経
常的というのか，繰り返し報酬を得て行ってい
たとなると，これは非弁提携ということで，弁
護士でない者と弁護士が提携してということに
なりうるので，これはなかなか厳しい状況です。

私も最近，非弁提携のある事例についてお聞
きしたことがありますけれども，ご本人たちは
悪気も何もないのだろうと思います。しかし，
あまり経常的にそういうことが行われるとなる
と，場合によっては弁護士の先生は懲戒処分を
食らいます。また，例えば，友人の弁護士に税
務の案件を経常的にご紹介なさっていた税理士
の先生等も，非弁提携は場合によっては刑事事
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件になる可能性もありますので，なかなか危な
い場合もあるということなのです。税理士の先
生が税理士法に違反しなくても弁護士法27条に
違反することはあり得るというのがなかなか面
倒なところではないかと思います。

保険代理店について，この辺は難しいところ
ですが，自動車修理業者が保険代理店も一緒に
やっているような場合に，コンプライアンス自
体もそうですし，利益相反も出てくるというな
かなか難しいことになると思いますが，中古車
ディーラーの事件等，新聞報道しか知りません
が，難しいところはあります。しかし，同じよ
うなことが全部駄目かといったら必ずしもそう
ではないのかもしれません。これは場合による
ということなので，よく考えて行動することが
必要になってくるのではないかと思います。

6 ．租税とコンフリクト

利益相反はコンプライアンスの中でも特に重
要な話ではないかと思いますけれども，監督す
る側と監督される側というのは本質的な利害対
立があるわけです。それから，依頼する側と依
頼される側というのも同様に，非常に本質的な
利害対立があるわけです。そうしますと，同一
の顧客に対して複数のサービスを提供するとい
うことは，場合によっては問題になり得るかも
しれません。例えば，税務サービスを提供しつ
つ別のサービスも提供する，その間に何か利益
相反がないとは限らないというところは，先生
方もそういうふうにお考えになるようなことも
あるのではないかと思いますが，いろいろ出て
くるわけです。

中古車販売会社と保険会社の例については，
新聞報道等でまたいろいろご覧になっていただ
ければよろしいと思いますけれども，考えれば
考えるほどこの辺は問題の広がりが大きいもの
ですから，ケーススタディというのか，できる
範囲で事実関係を整理して，同じようなことが
税務で起こり得るのか起こり得ないのか，或い

は税理士の先生の事業で起こり得るのか起こり
得ないのか，金融機関で起こり得るのか起こり
得ないのかということを考えていく必要がある
のではないかと思います。

どうしても企業では，積極的な営業活動を展
開する部門と，そんなことを言ってもこういう
問題もあるという部門の間でせめぎ合いは当然
あるのだろうと思いますけれども，そこはコン
プライアンスだ，利益相反だと言う方の声も場
合によっては一定程度聞いた方がいい場合もあ
り得るので，程度問題ですね。その判断は経営
トップの責任ということになるのではないかと
思いますけれども，ちょっとわかりません。

利害が対立する複数当事者への助言というの
は，AさんとBさんが対立しているのに両方に
助言してしまってはいけないというのは当たり
前のことなのでしょうが，場合によってはあり
得るのかもしれません。双方代理ということで
す。ここについてこれ以上いろいろ述べるだけ
の事例を私は持っていないのでその程度にして
おきますけれども，納税者，税理士，課税庁そ
れぞれについて利益相反のさまざまな場合が出
てきます。

この中で一番難しいのはやはり，税理士業務
です。税務サービスは無償独占ですから税理士
の独占業務なのですが，例えば相続関係で，税
理士でない方が付随サービスとして税務のよう
なこともしなければいけないときに，（もちろん
税理士の先生がそこにコミットしていらっしゃ
る場合が多いと思うのですが）相当慎重になら
ないといけないでしょう。また，例えば，ある
販売業者がある商品を売るときに，これはお得
ですというのがそのまま通るのかどうかという
ことについても，一定程度慎重に事前の検討を
行っておく必要があるのではないかと思います。

コンプライアンスの一環としてこのような利
益相反の問題が今後どんどん重要になってくる
のではないかと思います。伊藤レポートはガバ
ナンスやコンプライアンスの話ですが，その先
にそのうちコンフリクトレポートというものが，
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これは誰がお書きになるのかわかりませんけれ
ども，どこの役所でやるのかわかりませんけれ
ども，出てくるのではないかとさえ思っていま
すし，既に検討されているところはあると思い
ます。あるとすれば例えば金融庁とか消費者庁
などになるのではないかと，ちょっとわかりま
せんけれどもそのような気もします。

問題はこのような利益相反がどこまで広がる
のかということなのではないかと思います。官
公庁と企業は，利益は対立しますけれども，場
合によっては実際は何ら悪いことはしていない
し，違法なこともしていないのだけれども，例
えば新聞等で糾弾を受けてしまうようなことが
ありえます。手続きにのっとってちゃんと適法
に行っている行為であっても，けしからんとい
うふうに批判が起こることはあり得るわけです。
さすがに官庁と企業ですから直接違法行為とい
うのはあまりないと思いますけれども，「あれ
はけしからん」と糾弾されることは今の世の中，
SNS等を通じてあり得るのではないかと思いま
すので，この辺はどこまでどうしたらいいのか
よくわかりませんが，常に自分の立場をディフ
ェンドできるようにしながら行動していかない
といけないということが起こってくるような気
がします。

それから金融機関と貸付先は，利益が相反し
うるのですが，多くの場合は特に問題があるわ
けではありませんけれども，何かあったときに
はとんでもないことになり得ないとも限らない
のかもしれないし，私には日本の金融機関はそ
んなにひどいことをしているとはとても思えま
せんけれども，場合によって，例えばレピュテ
ーションの問題として何か書かれたりすること
もあり得るかもしれないということなのです。
これは考え出すと眠れなくなるということでも
ないかもしれませんが，結構深刻で，世の中で
広く行われていることであるが故にどう対応し
たらいいのかということに関して一定のガイド
ラインなどを設けておく必要が場合によっては
あるのかもしれません。

それから販売業者と購入者は，難しい問題で
す。販売する側は，販売の際にどこまで説明す
べきかということはなかなか難しいのではない
でしょうか。販売する側としては自分が一番厚
い利益の取れるものを販売したがるわけでしょ
う。それが顧客にとって得かどうかは次の話に
なりますから利益相反事例になりえないわけで
はないと思いますけれども，あまりそれを言い
過ぎてもものの販売ができなくなってしまいま
す。ここは消費者保護の話になってくるのでし
ょうか。難しいと思います。

極端な規制は必要かということがここで大き
な問題になってくると思います。極端な規制の
ところで個人情報保護法のことを書くのは適切
かどうかわかりませんけれども，例えばアメリカ
のインターネットのサイトでRedfin.comというと
ころがあって，ここにアクセスして，例えばそこ
にアメリカの住所を入れるわけです。昔，私が
住んでいた所ですと「5 Fernald Dr, Cambridge, 
MA」，これはハーバードのアパートですけれ
ども，そういう住所を入れてクリックすると，
何と幾らかという値段が出てくるのです（もっ
とも，ハーバードのアパートについては出てこ
ないと思いますが）。それだけではなくて写真
も出てくるし，場合によっては間取りも出てき
てしまって，最後は固定資産税評価額，何年に
幾らで売られたかというのが出てきます。こう
いうのは日本だったらどうなのでしょうか。「10
年前に現在の持ち主が80万ドルで買いました」
というのがちゃんと出てくるわけです。だから，
個人情報保護について日本はかなり厳格です。
厳格だから守られているかどうかはちょっとわ
かりませんけれども，かなり細かいのではない
かと思います。

アメリカに住んだことのある方は，自分の名
前を入れると，市役所に登録したときのものが
出てきます。別にそれが個人情報保護で禁止さ
れたという話は聞かないので，何かすごい状況
になっているわけです。日本の個人情報保護は
それと比べると厳しくて，日本人は何でも徹底
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的に真面目に追求するということがあるのだろ
うと思います。極端な規制と言うと批判してい
るみたいですが，極端だから悪いということは
なくて，極端に規制しなければいけないことも
世の中には多々あると思うのですが，利益相反
についてどこまでこれは駄目だというふうにす
るか，利益相反はいけないことだという立場に
だけ立てば全部禁止してしまえばいいのかもし
れませんが，そうしたら経済社会は成り立たな
いかもしれません。

そうすると，どの場合にどうなのかというこ
とに関しては，業種によって多分違ってくるの
ではないかと思います。それぞれの業界で，こ
れは禁止すべき利益相反に当たらない，これは
別に問題ないのだということに関して，一定程
度のガイドラインが必要になるような時期が来
るのかもしれないという予想をしています。

単なる予想ですから根拠は何もないのですが，
そんなことはあり得ないよということがどんど
んどんどんあり得るようになってきているのが
現代社会ですよね。今までは，何を言っている
のだ，そんなことで仕事ができるかというよう
なことが，今は全部駄目というのも場合によっ
てはあり得るわけですから，○○ハラスメント
というのはなかなか難しいものがあります。相
手側がどう考えるかということ，感じるかとい
うことが大きいですから，これは世の中の流れ
というか，人間として誰かに対して不愉快なこ
とを言うとか，不利益なことをするというのは
いいことではないので，全く同様に，利益相反
もない方がいいのですが，かといって何もかも
利益相反に引っかけて禁止してしまえば世の中
は動かなくなってしまうかもしれませんので，
この辺のバランスは難しく，時代によっても変
わっていくのではないかと思います。何から何
まで禁止すればいいというものではないのかも
しれませんけれども，これは社会情勢とともに
変化し，今の社会情勢を考えると拡大していく
と言っていいのではないかと思っています。

その際に私たちが注意しなければいけないの

は，後から何か言われたときに最低限説明のつ
くような行動をし，そのことを記録しておくこ
となのではないかと思います。これは結構重要
なことで，説明がつくように行動しようと思う
だけで人間は一定程度自分の行動にブレーキが
かかるというのか，そういうところがあります。
そのことを記録しておけばより安全であり，自
分の身を守るためだけでなく相手方の身を守る
ためにもなるので，これは重要なことだと思い
ます。

ただ，利益相反の問題やコンプライアンスの
問題が将来どうなるのかということに対しては，
いかにもそれがどんどんどんどん進んでいくと
いう話を今までしてきましたけれども，実を言
うと将来のことは実はわからないのです。誰に
もわからないし，私にもわかるはずもないとい
うことが非常に重要なのではないかと思います。
コンプライアンスやコンフリクトの話をしなが
ら「将来はわかりません」と言うのも非常に情
けない話なのですが，やはり将来はわからない。

将来がわからないときに人間はどういうふう
に行動していったらいいのかというと，私は 3
つあるのではないかと思っています。第 1 はミ
ニマックス戦略といって，ご存じだと思います
が，ごく簡単に言ってしまうと小さなミスはあ
っても構わないけれども，致命的なミスは避け
る（不利益の最大値を最小化する）という，そ
れが本当にミニマックスなのかどうかわかりま
せんが，そういう行動パターンです。ミスが一
切ないようにしてしまえば人間は身動きが取れ
なくなってしまいます。そこで，小さなミスは
取り返しがつくからいいではないか，でも致命
的なミスをしてしまえば立ち直りができなくな
るからこれだけはやめようということをするだ
けで，人間の活動はそれなりのルールの下に，
活発な経済活動なり，例えば私だったら研究活
動なりができるということなのだと思います。

失敗を恐れて全く何もしないというのはなか
なか困るというか，本人にとってあまり益にな
りません。益になれば何でもいいというもので
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はありませんけれども，そういうところがあり
ますので，致命的なミスは避けるが，小さなミ
スは場合によっては起こり得るということを考
えてリスク管理を行っていくということです。

第 2 がアドホックということです。世の中の
ことは何がどちらに転ぶか，何がどう起こるか
わかりませんから，何が起こっても大丈夫なよ
うにその都度対応を考えるということです。あ
らかじめ原則を決めておいて行動することも必
要なのだけれども，そうはいってもアドホック
に対応していくこともやはり必要なのです。

このアドホックというのは，例えば裁判所の
判決はアドホックです。法律に定められている
原理・原則はいろいろありますが，それについ
て判例は場合によって変わってきます。アドホ
ックな判例の積み重ねによって判例法は徐々に
一定の方向を向いていって，それが国会での立
法に影響を与えるということもあります。アド
ホックは英米法的な考え方なのでしょうけれど
も，事例の積み重ねというのは人類の英知が詰
まっているわけですから，ばかにしたものでは
ありません。原理・原則を最初に決めてそのと
おりというのも必要ですけれども，アドホック
に行動すれば世の中のいろいろな変化に対応で
きるということもありうると思います。

第 3 は柔軟にということです。柔軟にという
のは，見方を変えるといいかげんということに
なってしまいかねないのですが，別にいいかげ
んということではなくて，杓子定規でやっても
世の中うまくいかないことはいっぱいあります。
しかし，守るべきものは守らなければいけませ
ん。そうはいってもここはという，大岡裁きで
はないですけれども，よくわかりませんが，柔
軟さというのは人間にとってとても重要だと思
うのです。

ただ，柔軟なだけでポリシーがないというの
は困るのですけれども，この辺のさじ加減とい
うのはそれぞれの人間によって個性が出てくる
のではないかと思います。どの程度柔軟に，ど
の程度原則重視でというバランスの問題は人に

よって違いますから，己の才覚でリスクを取っ
て自分で判断していくしかないわけです。それ
で失敗する人もいるし成功する人もいるのかも
しれません。浮世のことは厳しいものです。

7 ．関連問題

これを関連問題と言うのかどうかわかりませ
んけれども，守秘義務と説明義務があります。
いろいろなことを秘密にしなければいけない，
しかし説明は同時に行えるようにしておかなけ
ればいけないということで，この辺は私があれ
これここで述べるまでもないことだろうと思い
ますけれども，いろいろ考えなければいけませ
ん。それから一定のルール，手続きを踏んだな
らばしょうがなくて，これだけやったのだから
許されるという場合もあるかもしれません。何
をやっても駄目だということになってしまった
ら，断罪されて不幸になる人が増え過ぎてしま
うような気もしないわけではありません。だか
ら，手続きを保護し，その法的効果として一定
のルールに従って行動した以上，これはあまり
糾弾しないようにしましょうということも一定
程度必要かもしれません。

「職務を離れたら何を言ってもいいわけでは
ない」と書きましたけれども，職務上知り得た
秘密はあちこちで言ってはいけないということ
が当然に多いですよね。かといって自分の行動
を説明する際に，こういうときにはこうだった
と言うことが必要な場合も出てくるかもしれま
せんし，なかなか難しい問題です。

それで，最後に世の中の変化について最近見
聞きしたことを述べたいと思います。こういう
ことがコンプライアンスや利益相反の問題の背
後にもしかするとあるのかもしれないと考えて
いるからです。去年の秋とつい最近の 2 回，ド
イツに出かけました。ご承知のとおり，ドイツ
はメルケル政権の下での移民の大量受け入れが
あり，それからドイツ国内では原子力発電は駄
目で，その代わりフランスで原子力発電した電
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気を買っています。考えれば矛盾なのですけれ
ども，それでも守らなければならない理念のよ
うなものが何か多分あったのだろうと思います
が，政策の結果なのかどうかは何とも言えない
のですけれども，一部のドイツの経済人の方々
は，経済停滞はメルケルさんの責任だというこ
とで，いろいろなご批判を展開されているよう
です。何が原因で何が結果かというのはそう簡
単に言えるものではありませんけれども，そう
いうふうに考えていらっしゃる方がいるという
ことは重要なことではないかと思います。

それで，経済停滞がひどいものですから，価
値観の転換が最近また起こりつつあるのではな
いか，極右の政党が相当の支持を集めつつある
とか，いろいろなことが起こってきているので
はないかと思います。何がいいか悪いかは外国
のことなのでわれわれがここであれこれ言える
ものではないのですが，深刻な状況ではないか
と思います。

その例を申し上げます。去年，チェコからフ
ランクフルト経由でマドリードに飛んだ時に，
フランクフルトで乗り換えたわけです。それで
マドリードの空港に着いたら，私の荷物が出て
こなかったのです。なくなったわけではないの
ですね。少し後から，「 2 便後の飛行機で送る
からそれまで待つように」と言うのですが，空
港で待っているわけにもいかないので，「明日
でいいから運んでくれ」と言ったら，「わかり
ました」ということだったので，遅延の証明書
だけもらってそうしたのですけれども，次の日
に電話がかかってきて，「今日は土曜日で送れ
ないから，帰りにマドリード空港から帰るとき
にピックアップしてくれ」ということで，とう
とう私はスペイン滞在中，荷物を開けることが

できなかったということで困ったのです。
これは皆さんかなりの方がご存じだろうと思

いますが，フランクフルト空港は今，コロナ後
の旅客数の急増と，いったんレイオフした人を
急に補充というわけにもいきませんから従業員
が足りないということなのでしょうか，混乱し
ているということなのだろうと思うのです。と
ころが，それと同じことが先日あって，私は先
週の日曜日にミュンヘンから帰国したのですが，
飛行機に乗り込んでから 1 時間以上離陸しない
のです。荷物の積み込み等にだいぶ時間がかか
っているらしくて，大変な状況でした。

問題は，メルケル政権が進めた経済政策の結
果なのかわかりませんが，今のような経済状態
になっているときに，それでもいいのだという
方もいらっしゃるのかもしれません。生産性が
多少落ちても，今までのドイツの価値観と違う
ような方々の登場によって世の中が変わってい
く，環境政策もエネルギー不足になっている，
ロシアからの輸入もできませんから火力発電が
うまくいかないというところもあるのかもしれ
ませんけれども，それでもいいと思うのか，そ
れとも変えるのか，こういう選択をヨーロッパ
は迫られているのでしょうね。

アメリカもそうなのではないかと思っていま
す。今のままでいいのだという考えと，もっと
変えて，保守的な昔のアメリカに戻さなければ
いけないのだという方々のせめぎ合いがあるの
ではないかと思います。そういう中で，政治が
どちらに転ぶかによってコンプライアンスや利
益相反の問題も影響を受けるかもしれないと，
実に無責任な結論ですけれども，そういうふう
に思っております。
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討論会 1 � 9 月17日㈫・午前

地方税制の基本問題

林 氏（司会）

坂巻 氏 林 氏

松村 氏

●参加者（五十音順）

	 同志社大学大学院司法研究科教授	 坂巻　綾望
	 甲南大学経済学部教授	 林　　亮輔
	 大阪市財政局税財政企画担当部長	 松村　隆則

	 司会　関西大学経済学部教授	 林　　宏昭
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はじめに

（林（宏））　関西大学の林と申します。どう
ぞよろしくお願いいたします。個人的なことを
申し上げると，大学院の時代，ちょうど抜本的
税制改革，消費税に向かう議論があったときか
ら租研と関わらせていただいて，非常に長くお
世話になっております。そういうこともあって
か，2009年から大阪で税制に関する研究会を開
催する運びになりました。当初，2009年から
2014年まで，東京ではなくて大阪で開催という
ことで，地方税研究会という名称で研究会を進
めてきました。 5年間，2014年まで地方税につ
いて，当時の委員の皆さんのご発表を順番にお
伺いする形で進めてきました。2014年10月から
は，今の税制基本問題研究会として開催してお
ります。
この研究会の特徴としては，私は財政を専門
としておりますけれども，ほぼ半々の 7， 8名
ずつ，途中での入れ替わりもありますが，財政
学，税法の研究者にそれぞれの関心，或いは研
究テーマに沿った報告をしていただく形で進め
ていることです。そして，研究会には会員企業
の皆さんにも入っていただいておりまして，そ
れぞれの研究テーマの報告を聴いた後に，企業
として，或いは一納税者としていろいろなご意
見を頂く形で進めてきました。途中で外部の研
究者の方にも外部講師として報告をしていただ
いております。
今回は，共通テーマを設定する現在の形式の
研究会となって 4回目です。研究会として大き
な統一テーマを設定しようということで，これ
までに税制改革，それから租税原則，前回は社
会・経済環境の変化と税制の課題といったキー
ワードを基本的なテーマに設定して，それぞれ
の研究者にそのキーワードを念頭に置いて報告
してもらう形でお願いしています。そしてこの
租研大会のときに取りまとめて皆さんにご紹介
するという形を取っております。

2022年度からの 2年間につきましては，統一
的なテーマを「地方税制の基本問題」と設定し
ました。よくいわれますように国と地方は車の
両輪であり，日本は意外と税収全体の中で地方
税の割合の高い国であります。同時にいろいろ
な行政を担っている範囲が非常に多いというの
も日本の特徴の 1つであるかと思います。ただ，
コロナ禍が今はちょっと落ち着いてきましたが，
10万円の給付を代表として様々な形で支出が拡
大しました。その際，実施に当たっては地方が
大きな役割を果たし，財源については国であっ
ても，支援金や補助金の給付は地方が直接当た
ってきました。それはそれでいいことなのです
が，一方でこの数十年いわれてきていた地方分
権，地方の自立という話で考えると，国の資金
への依存が大きくなるというのもちょっと違う
のかなとは思っています。このようなコロナ対
策が一段落したところで，改めて地方税の在り
方，分権なども含めて研究者の皆さんのご報告
を伺ったというのがこの 2年間の歩みでありま
す。
今日は，財政学の研究者からは甲南大学の林
先生，税法学の分野については同志社大学の坂
巻先生にそれぞれ取りまとめていただいて，今
日はパネリストとして大阪市の松村部長にも参
加いただいております。15の報告がありますの
で，かなり駆け足のご紹介になると思います。
先ほど事務局からもお話がありましたように，
何か質問がおありであればということで，その
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手順もお示しいただきました。時間が取れれば
ご質問にもお答えする形を取りたいと思います
けれども，皆さんそれぞれ関心をお持ちだと思
いますので，できるだけ質問をしていただき，
有意義な大会にしていきたいと思います。視聴
者の皆さん，それから登壇者の皆さん，どうぞ
よろしくお願いいたします。
それではまず最初に，自己紹介を兼ねてお三
方から順番にお話しいただきたいと思います。
では，林さんからよろしくお願いします。

（林（亮））　こんにちは。甲南大学経済学部
の林亮輔と申します。私は，2019年から税制基
本問題研究会に参加させていただいております。
私が専門としている財政学という学問を簡単に
説明しますと，「政府活動に必要な資金をどの
ように調達して，調達した資金をどのように支
出するかについて考える学問」であるといえま
す。
この税制基本問題研究会では，政府活動に必
要な資金を調達するための最も重要な手段であ
る租税について学ぶ機会を頂いております。税
制基本問題研究会では，先ほどご紹介がありま
したとおり，財政学からのアプローチによる研
究報告と租税法からのアプローチによる研究報
告が行われておりますが，本日は私から財政学
側の研究を中心に報告させていただきます。本
日はよろしくお願いいたします。

（林（宏））　それでは坂巻さん，お願いします。

（坂巻）　同志社大学の坂巻綾望と申します。
私の専門は税法（租税法）です。普段は，すで
に出来上がった法律を見て，それを具体的な事
例に当てはめて，結論がどうなるかということ
を見ております。ですので，未来に向かって税
制がどうあるべきかについては，得意な分野と
あまりよくわからない分野があります。本日は，
税法の視点から意見を述べさせていただきます。
どうぞよろしくお願いいたします。

（林（宏））　ありがとうございます。では松
村さん，お願いします。

（松村）　大阪市財政局の松村と申します。税
制基本問題研究会には2019年から参加させてい
ただいており，今年で 6年目となります。私の
日頃の業務で税制に関わるものとしましては，
税制改正要望や課税自主権に関わることを担当
しております。この間の税制基本問題研究会で
は，地方税がテーマということで，まさに日々
の仕事に直結する話が多くあり，毎回の研究会
では大変興味深く先生方の研究成果を聴かせて
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いただいております。本日の討論会も同様に楽
しみにしております。よろしくお願いいたしま
す。

（林（宏））　ありがとうございます。それで
は早速ですけれども，中身に入りたいと思いま
す。今もお話がありましたけれども，財政から
のアプローチの報告についてまず林亮輔さんか
ら，ご紹介を兼ねて報告をお願いいたします。
時間は15分程度ですので，どうぞよろしくお願
いいたします。

Ⅰ．財政学のアプローチからの報告

（林（亮））　甲南大学経済学部の林亮輔です。
それでは私の方から，今回のシリーズのテーマ
である「地方税制の基本問題」について，財政
学の観点からの報告を簡単に紹介させていただ
きます。

1 ．地方税原則と地方税の課題
第 1は，本日ご登壇されている関西大学の林
宏昭先生によるご報告「地方税原則と地方税の
課題」についてです。本シリーズの基本コンセ
プトである「地方税制の基本問題」について議
論するに当たり，抑えておかなければならない
地方税原則と地方税に関する現状と課題につい

てご紹介いただきました。
主要な点をお伝えしますと，①地方分権を進
めるためには，地方税の割合を増やすべきとい
う意見があるものの，地方税の割合を国税に比
べて高めても分権化が進むわけではなく，地方
分権はマクロの比率の議論ではないということ，
②個人住民税は個人が行う経済活動の大きさを
受益の大きさの代理変数と見なすことで，応能
原則よりも応益原則を重視するべきであるとい
うこと，③法人に対する地方税については，企
業が各地域でさまざまな公共サービスの利益を
享受しながら事業活動を行っていることを課税
の根拠として捉え，個人の場合と同じように生
産等の経済活動の規模に応じて負担を求めるこ
とで，応益原則を実現するべきであるというこ
と，④税制論としては，所得・消費・資産とい
った課税ベースにバランスよく課税することが
望ましいものの，国・都道府県・市町村それぞ
れにバランスを取る必要はなく，むしろ納税者
側から見て，どこに，何のための税を負担して
いるのかについて明確にする方がよいというこ
と，⑤地方分権の意識の浸透のためにも，都道
府県と市町村の税源を独立させる必要があると
いうことなどを報告されていました。

2 ． 地方税と交付税措置：地方公共団体の資
金調達・運営と財政健全化

続きまして，甲南大学の足立先生によるご報
告「地方税と交付税措置：地方公共団体の資金
調達・運営と財政健全化」です。「建設地方債
及び赤字地方債が許可制度から協議制度を経て
届け出制度へと移行したこと」や，「協議必要
団体の設定条件」が，地方公共団体の財政運営
に対してどのような影響を及ぼしたかについて
検証がされています。
主な研究結果ですが，①建設地方債の起債は
届け出制度への移行後も，財政状況に留意が必
要な団体の歳出には抑制効果が認められたこと，
②赤字地方債においては負債が積み上がること
で生じる将来の財政悪化が懸念され，各地方公
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共団体が歳出を抑えていることなどを明らかに
されていました。
これからの地方税制に対する示唆として，①
人口減少が進み財源確保が難しくなる中で，元
金の返済に加えて利子の支払いは，地方公共団
体の財政状況を悪化させ，過度な将来負担を招
く恐れがあること，③今後も地方公共団体の起
債においては，一定の国の関与を設けながら自
主・自立を促すことが重要であることなどを報
告されていました。

3 ． 地方税における応益原則の適用と課題－
個人と法人の受益と負担について－

続いては，私自身の報告「地方税における応
益原則の適用と課題－個人と法人の受益と負担
について－」です。個人と法人の間で受益と負
担の不一致が生じていないかについて検証し，
わが国の地方財政システムが財政錯覚を生じさ
せやすい構造になっていないかについて検証し
ました。
主な研究結果ですが，①地方財政支出の個人
と法人への配分については，都道府県・市町村
の財政支出ともに約 3割が社会全体に便益が及
ぶもの，約 6割が一次的に個人のみに便益が及
ぶもの，約 1割が一次的に法人のみに便益が及
ぶものであるということ，②一方，地方税負担
の個人と法人への配分については，都道府県税，
市町村税ともに約 6割が個人負担であるなどを
明らかにしました。
以上の結果を受け，これからの地方税制度に
対する示唆として，①社会全体が受益する行政
サービスの財源が法人によって賄われていると
いう結果は，わが国の地方財政システムが財政
錯覚を発生させやすいものになっているという
こと，②応益原則の観点から考えた場合，地方
財政規模を適切に保つためには，地方税のウエ
ートを企業課税から個人課税にシフトさせるこ
とを検討しなければならないということなどを
報告しました。

4 ． 日本型税務行政の生成過程－「徴税協力」
から「納税協力」へ－

続いては，神戸大学大学院経済学研究科博士
課程後期課程の正保様と神戸大学の玉岡先生に
よるご報告「日本型税務行政の生成過程－「徴
税協力」から「納税協力」へ－」です。日本型
の税務行政がどのように生成されてきたのか，
そこにはどのようなものが埋め込まれているの
かについて，日本の税務行政の歴史を振り返り，
その独自性や特徴について検証されています。
主な研究結果ですが，①近代には義務的租税
観をベースとした上意下達による税務行政が行
われるとともに，納税側を取り込んだ「徴税協
力」の体制が構築され，それが政府による国民
への社会規範の刷り込みとともに浸透していっ
たこと，②戦後には納税側の自発的・能動的な
形で行われる「納税協力」という日本の税務行
政の特徴的な概念・形態へと帰着していったこ
と，③この「日本型税務行政」と呼ぶべき特質
は，現代にも続く日本における租税観の表出事
象であり，また内在的な規定要因でもあるとい
うことなどを明らかにされていました。
これらの結果を受け，これからの地方税制度
に対する示唆として，①日本型税務行政が「税
を確実に納める」という側面に偏重しがちであ
るとすれば，納税という行為に埋め込まれてい
る権利の側面への認識を向上させることや，徴
税側と納税側が相互信頼関係を構築していく応
答的規制理論からの示唆を得ることが重要であ
ること，②日本型税務行政に表れる国税を巡る
「徴税側・納税側」の関係と，税務行政上の
「国・地方」の関係に共通項が見いだせるか，
税務行政を巡る国家との関係性という観点で今
後検討が必要であることなどが報告されていま
した。

5 ． 地方の法人所得税は生き残れるのか？
続きまして，関西学院大学の上村先生による
ご報告「地方の法人所得税は生き残れるのか？」
です。資本所得税や法人所得税の課税の根拠を
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経済学の視点から検討し，地方の法人所得税の
課題と将来の展望を明らかにされています。
主な研究結果ですが，①OECD諸国の中で地
方の法人所得税を持つ国は非常に少ないという
こと，②OECD諸国における法定税率の平均値
の推移を見ると，地方の法人所得税を持たない
国の方が，地方の法人所得税を持つ国よりも税
率引き下げを行っていることから，地方の法人
所得税の存在が税率引き下げを妨げている可能
性があるということ，③地方法人所得税の最大
の問題は偏在性であり，デジタル化と東京一極
集中により，ビジネス提供エリアと企業の所在
エリアの乖離がますます広がる可能性があると
いうことなどを明らかにされていました。
以上の結果を受け，これからの地方税制度に
対する示唆として，①地方の法人所得税の在り
方は，全体的に縮小し，ゆがみを軽減して限界
実効税率を低下させ，法定税率の引き下げで平
均実効税率も低下させ，超過利潤への課税と地
域への税収配分が望ましいということ，②具体
的には，法人住民税法人税割は縮小化又は国税
化，又は法人事業税付加価値割や地方消費税へ
移管する，法人事業税所得割はドイツの営業税
改革を参考にして損金算入を廃止しつつ標準税
率を引き下げ，又は付加価値割へと移管，さら
には外形標準課税の中小企業への適用拡大で税
率引き下げを行う，地方法人税及び特別法人事
業税は重点化することが望ましいことなどを報
告されていました。

6 ． 高齢化が個人住民税課税ベースに与える
効果

続きまして，京都産業大学の八塩先生による
ご報告「高齢化が個人住民税課税ベースに与え
る効果」です。高齢化で年金給付額が増えると，
国民全体の所得に占める公的年金給付の比率が
高まる，「勤労から年金への所得代替」という
現象が生じます。2000年代と2010年代における
勤労から年金への所得代替が，地方部の個人住
民税課税ベースにどのような影響を与えたかに

ついて検証がされています。
主な研究結果ですが，①2000年代について
「勤労から年金への所得代替」が，高齢化が進
む地方部の課税ベースを浸食した実態を分析し
た結果，高齢化による「勤労から年金への所得
代替」の実態が見て取れること，②年金への所
得代替が進む地方部の県ほど課税ベースの浸食
が進んだこと，③2010年代以降，高齢化がさら
に進展したにも拘らず，「勤労から年金への所
得代替」は進まず，高齢化が特に進む東北，九
州，四国で 1人当たりの課税ベースがむしろ大
きく増えたこと，④その理由として，高齢者の
就労増加により「勤労から年金への所得代替」
が進まず，課税ベースの浸食が起きなかった点
が挙げられることなどを明らかにされていまし
た。
これらの結果から，これからの地方税制度に
対する示唆として，①65歳以上の引退延期など
があったとすると，単なる問題の先送りに過ぎ
ない可能性があること，②将来この世代が一斉
に引退すると，課税ベース浸食が一気に顕在化
するかもしれず，この点で課題は残ったままと
いえることなどを報告されていました。

7 ． 子育て世代における個人所得課税の所得
再分配効果

最後は，神戸学院大学の金田先生によるご報
告「子育て世代における個人所得課税の所得再
分配効果」です。子どもの教育機会の格差是正
への関心が高まっており，世帯の経済格差が教
育格差に直結することが指摘されていることか
ら，所得再分配政策としての税制が子育て世代
にどのような影響を与えるかを把握する必要が
あるという問題意識のもと，勤労所得税と個人
住民税の所得再分配効果の経年的な変化を比較
し，その要因について検証がなされています。
また，子育て世代への所得再分配効果は，世帯
内の子どもの数や子どもの属する学校種によっ
ても異なる可能性があることから，それぞれの
影響についても考察されています。
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主な研究結果ですが，①2007・2011・2012年
における勤労所得税と個人住民税に関する税負
担の集中度係数の変動は，三位一体改革や扶養
控除の変更によるものであること，②子どもの
数別の分析では三位一体改革や扶養控除の影響
が若干異なること，③学校種別に見ると，税負
担の集中度係数については大きな変化が確認さ
れていないことなどを明らかにされていました。
これらの結果から，これからの地方税制度に
対する示唆として，勤労所得税と個人住民税の
それぞれの租税の影響が異なるだけでなく，子
育て世代においては世帯内の子ども数や子ども
の属する学校種によって税制改正の影響が異な
るなどを報告されていました。
以上，駆け足になりましたが，財政学の観点
からの研究報告について紹介させていただきま
した。ご清聴ありがとうございました。

（林（宏））　ありがとうございました。時間
が限られている中で，非常に要領よくまとめて
いただきました。では，税法の分野から参加し
ていただいている坂巻さんと大阪市の松村さん
から，今の財政学の報告について一言感想なり
お伺いできたらと思います。ではまず坂巻さん，
どうぞよろしくお願いします。

（坂巻）　税法の視点からコメントさせていた
だきます。第 1に，税法は，どうしても地方財
政のうち収入側に着目せざるを得ない分野であ
るため，財政学の先生方から，支出側にも着目
した研究がなされて，大変ありがたいと感じま
した。特に，地方税においては，受益と負担の
関係が重視されておりますから，支出側を無視
して望ましい税制のあり方を議論することはで
きないと思っております。
第 2に，今後の地方税収をどのような税目に
よりどのくらい賄うべきかという点は，税法学
においても大きな関心のあるところなのですが，

税法学では答えを出すことの難しい問題であり
ます。その点について，林宏昭報告において，
どこに何のために税を負担しているかが納税者
にとってわかるようにすることが必要である点
が示され，そうした視点から，林亮輔報告にお
いて，わが国の地方税制が財政錯覚を生じさせ
やすい構造になっていないかどうかが検討され，
結論として，財政錯覚を生じさせやすいものと
なっていることとが示され，法人課税から個人
課税へのウエートの移行が提案された点が，非
常に興味深く思いました。今後も，個人住民税
が重要な財源であることを確認することができ
ました。
また，地方における法人課税のあり方につい
ては，税法学においても大きな関心が持たれて
いるのですが，財政学においても大きな関心が
持たれていると感じました。特に，上村報告で
は，法人事業税の標準税率を引き下げ，付加価
値割の中小企業への適用拡大が提案されていま
した。税法学においても，後に紹介しますよう
に，堀報告及び小塚報告において，法人事業税
における外形標準課税の見直しが提言されてお
り，同様の方向性が示されております。この点
を興味深く思いました。以上です。

（林（宏））　ありがとうございます。では松
村さん，実務家の立場で一言お願いします。

（松村）　今回研究会のテーマが地方税という
ことで，やはりその特徴として応益性の観点が
重要になると思いますが，研究会でも応益性に
まつわる課題についてさまざまな研究を聴くこ
とができ，大変勉強になりました。応益性は地
方税の基礎的な概念でありますけれども，その
内容は抽象的ですので，何をもって応益性があ
るというのか，また何を基準に応益性を測るの
かということを考えることはとても大切なこと
だと考えております。
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先ほどご報告いただいた中では，地方の法人
課税について地域的な偏在が大きいということ
や，受益と負担の相関が低い点など，ご指摘が
ありました。地域偏在の課題について，地方法
人課税の大きい大阪市のような都市部の自治体
としては，法人や企業の集積を 1つの要因とす
るインフラ整備など，都市的な財政需要も大き
いことから，そのような財政需要を賄うには地
方法人課税は適しているのではないかと考えて
おり，今後もその安定的な確保を求めていると
ころです。
ただ，デジタル技術の進展などもあって，企
業の経済活動の変化が大きくなっている現状に
おきましては，課税標準の分割基準の在り方や
均等割課税の在り方なども含めて，地方法人課
税の諸課題について，その対応を検討する時期
が来ていると認識しております。
他に報告では，地方の財政や実務との関連に
おいて，臨時財政対策債など赤字地方債に係る
課題，高齢化による税源浸食の課題，教育格差
の課題，納税協力の歴史など，私の仕事上身近
な課題が取り上げられ，非常に興味深く聴かせ
ていただきました。
国と比べて財政力が小さい地方自治体は，深
刻化する少子高齢化への対応などで財源確保が
より重要になってきますけれども，地方税だけ
の対応では困難で，地方交付税や地方債といっ
た財源をどのように有効に組み合わせていくか，
国と地方の役割分担や税源配分の課題として考
えていかなければならないというふうに思って
おります。私からは以上です。

（林（宏））　ありがとうございます。また後
でいろいろ取りまとめたり，お互いの議論の中
で追加でお話しいただける機会があるかと思い
ますので，よろしくお願いします。
それでは続けて，租税法のアプローチから行
われた報告のご紹介を坂巻さんからお願いいた
します。では，よろしくお願いします。

Ⅱ． 税法のアプローチからの報告

（坂巻）　それでは，税法学の分野における報
告を紹介させていただきます。税法学の視点か
らは，合計 8個の報告がなされました。分野と
しては，個人住民税，法人事業税，消費税，不
動産取得税，国際課税と多岐にわたりました。
アプローチ方法は，主に，諸外国の動向の紹介
と，社会や経済環境の変化に伴って生じている
課題の提示でした。順番に，各報告の概要を見
ていきたいと思います。

1 ． 個人住民税
（1） 米国連邦所得税における州・地方税額の

控除制限
個人住民税については，まず，関西学院大学
の一高先生による報告において，国税である所
得税において地方税をどのように扱うべきかに
ついて報告がなされました。わが国の国税であ
る所得税の計算においては，地方税である個人
住民税を，必要経費に算入することも所得控除
することも税額控除することも，できません。
これに対して，米国では，連邦所得税の創設時
から，連邦所得税の計算において州・地方税額
を所得控除する仕組みが採用されてきました。
これは，「SALT控除」と呼ばれております。
4ページ（租税法資料）にお示ししているのは，
連邦所得税の計算方法です。所得から費用や損
失を差し引いた後，項目別控除又は標準控除の
いずれかを納税者が選択して控除する仕組みと
なっています。
項目別控除の内容は 5 ページ（租税法資料）
に掲げておりますが，その 1つとして，租税を
控除することが認められております。ここに，
地方税も含まれています。このような形で，連
邦所得税の計算において，地方税が所得控除さ
れます（租税法資料 6 ページ）。このような仕
組みの当初の意図は，必ずしも明らかではあり
ませんが，2017年の税制改正により，この控除
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に上限が設けられることになりました。これを
「SALT�Cap」と呼びます。このSALT�Capが設
けられことは，州・地方にとっては好ましいこと
ではないため，連邦と州で争いになり，さまざ
まな議論が生じていることが報告されました。
（2）個人住民税における応益原則と住所地課税
2 つ目の同志社大学の倉見先生による報告に

おいては，個人住民税における応益原則と住所
地課税の見直しがなされました。第 1に，応益
原則はどのような意味で用いられているかが明
らかにされました。それは，論者によって異な
っており，おおむね 3つの意味で用いられてい
るということが整理して示されました。
第 2に，受益と負担の乖離が生じる場面が，
時間軸と空間軸という 2つの視点から整理して
示されました。つまり，受益と負担の対応関係
が求められる個人住民税において検討すべき課
題が示されました。例えば，地方で教育を受け
て，成人してから都会で働く場合に，受益を受
けた場所で納税をしないという意味で，受益と
負担の乖離が生じます。これは，時間軸におけ
る乖離といえます（租税法資料 8ページ）。また，
都会で会社に勤めた後に，地方の故郷で退職後
の余生を過ごす場合，同じように，時間軸から
見た受益と負担の乖離が生じます。
そして，空間軸から見た受益と負担の乖離と
しては，例えば，単身赴任をしている方や別荘
地を持っている方が，単身赴任地や別荘地にお
いて，受益をしながらもその地域に納税をしな
いという，空間軸から見た受益と負担の乖離が
生じえます。
こうした受益と負担の乖離が生じる場面につ
いては，今後の個人住民税のあり方について検
討すべき点です。また，倉見報告では，それら
の解決策として，複数の方策が検討されており
ますので，報告書をご覧いただければと思いま
す。
（3）米国州所得税の過去，現在，未来
私の報告では，これからの個人住民税のあり
方を広い視野で論じるために，米国における州

所得税をめぐる最近の議論を紹介しました。
第 1に，米国では，リモートワークによる所
得の源泉地をめぐって議論が生じています。米
国における州所得税は，居住地と源泉地が課税
をすることができる仕組みになっているところ，
給与については，源泉地は勤務地であると考え
られてきました。ところが，リモートワークに
ついては，勤務地は労働者の物理的な所在地
（自宅）であるとする見解と，雇用主の物理的
な所在地（オフィス）のままであると考える見
解とに分かれております。源泉地の判定につい
て，解釈上及び立法上の議論が活発になってい
ます。
第 2に，投資所得や退職所得に対する州所得
税をめぐる米国の議論を紹介しました。例えば，
ニューヨーク州で働いて退職後に，所得税が低
税率であったり無税である州に移ってから退職
金を受け取る場合，ニューヨーク州で課税がな
されず，移転後の州においても低税率の課税又
は無税になります。このようにして州所得税の
税逃れが可能となっていることが問題視されて
います。また，受益と負担の乖離が生じている
といえます。こうした問題について提案されて
いる解決策を紹介いたしました。

2 ．法人事業税
（1）減資と地方税法
法人に対する課税については，堀報告と小塚
報告において，法人事業税について検討がなさ
れました。
東北学院大学の堀先生による報告では，外形
標準課税のあり方について検討がなされました。
外形標準課税は，資本金 1億円以下の中小企業
については，その負担を考慮して，適用除外と
されてきました。そのような措置のせいか，最
近は，法人の減資や組織再編成により，外形標
準課税の対象法人が導入時の 3分の 2まで減少
していることが指摘され，令和 6年度税制改正
により対応がなされました（租税法資料17ペー
ジ）。具体的には，資本金基準の見直しがなさ
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れました。堀報告では，こうした改正は，いわ
ば小手先の改正であり，もう少し根本的な対応
を考えるべきであるとの問題提起がなされまし
た。
そこで，他の法令において中小企業・中小法
人がどのように定義されているかについて，検
討がなされました。とりわけ中小企業基本法に
おいては，中小企業は相対的に経済的弱者であ
るとこれまで考えられてきましたが，近年では，
イノベーションの担い手，雇用の受け皿，地域
経済発展の担い手としてその持続的成長を後押
しすべき存在として考えられるようになってい
ることが示されました。
今後は，法人事業税における外形標準課税の
あり方として，資本金以外の適用除外基準を検
討することや，中小企業を外形標準課税の適用
対象とすることについて，提案がなされました。
（2） 地方法人課税のあり方が法人課税に与え

る影響の検討
岡山大学の小塚先生による報告では，法人事
業税における外形標準課税の適用を免れるため
に資本金を減少させるという行動を法人が本当
にとっているのかという問題意識のもと，上場
企業の財務データ分析がなされました。
第 1に，上場企業についての資本金階級別企
業数を見ると（租税法資料20ページ），資本金
1 億円及び5,000万円以上 1 億円未満の法人の
数は，減少傾向にあります。そして， 1億円超
10億円未満の法人の数は，増加傾向にあります。
上場企業について，増資の状況を見ると，外
形標準課税の拡大がなされたあたりに，増資を
行った企業が多く，項目振替（資本金の増加額
を資本剰余金を減少させる行為）を行った企業
のほとんどは，資本金 1億円超への増資であっ
たことをうかがうことができます。反対に，減
資を行った企業は非常に少ないことが示されま
した。
第 2に，同一の法人について，外形標準課税
が適用された場合（原則）の事業税額と，外形
標準課税が適用されなかった場合（例外）の事

業税額を計算して比較すると，原則の適用を受
けた場合の税負担が小さくなる企業の方が少な
いことが示されました。すなわち，上場企業に
ついては，増資を行って原則の適用を受けよう
とする可能性があることが示唆されました。
第 3に，人件費率が高くなるほど，例外の適
用（外形標準課税の適用除外）を受けた方が税
負担が少なくなるという関係がなりたっている
ことが示されました。つまり，賃金の比率が高
くなればなるほど，外形標準課税を免れること
が有利であります。
以上により，法人は，資本金を減少させて外
形標準課税の適用を免れるだけではなく，反対
に，資本金を増加させて外形標準課税の適用を
あえて受ける場合があることが示唆されました。
そこで，今後は，外形標準課税の適用を納税者
の選択により受けたり受けなかったりするとい
う行動に問題がないのかどうかを検討すべきと
の提言がなされました。

3 ．消費税
（1）アメリカ州売上税における近年の傾向
次に，消費税に関して，大阪公立大学の酒井
先生からアメリカの州売上税について報告がな
されました。売上税の納税義務者は，小売販売
者だけであるという点で，消費税とは若干異な
っております。
州売上税においては，州内の消費者に対して
州外の事業者から資産の販売や役務の提供など
をした場合に，その州が課税をすることができ
るのかどうかについて，これまでに連邦憲法上
の問題として争われてきました。
Wayfair事件判決において，そのような売上
税の課税が連邦憲法に反しないことが示されま
した。ただし，その州と州外の事業者との間に
経済的なつながり（経済ネクサス）があること
が前提となります。そのため，各州は，売上の
閾値や取引数の閾値を設けて，それを超える州
外事業者に対して売上税の納付義務を課してい
ます。したがって，事業者にとって，各州にお
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いて売上税の納税義務があるかどうかそれぞれ
の州の閾値を確認して判断する必要があり，そ
の複雑さが事業者にとって負担になっているこ
とが示されました。
さらに，アメリカ州売上税におけるプラット
フォーム課税についても，現状と課題が紹介さ
れました。プラットフォーム課税は，わが国の
消費税においても導入されたところです。これ
は，州外の事業者が州内の消費者に対して資産
の販売や役務の提供をする場合には，州外事業
者に納税をしてもらうことが容易でない場合が
ありうるため，アマゾンなどのプラットフォー
ムに徴収義務を課する仕組みです。そのような
法律が各州で導入されるにいたった経緯が報告
され，またこのようなプラットフォーム課税も
州ごとに異なっていることから，州売上税の納
税義務を誰が負うかについて，非常に複雑な状
況になっているという問題点が報告されました。

4 ．不動産取得税
（1）土地法制の変化と不動産取得税制
不動産取得税については，兵庫県立大学の濵
田先生から報告がなされました。不動産取得税
は，導入時の昭和29年においては，不動産を取
得するという比較的担税力のある機会に相当の
税負担を求め，その反面固定資産税を緩和する
という趣旨で，設けられました。そのため，不
動産取得税は固定資産の前取りといわれてきま
した。
しかし，次のような土地政策の変化を踏まえ
て，そのような不動産取得税の理論的根拠ない
し位置づけを見直す必要があることが示されま
した。土地政策の変化の前提にあるのは，人口
減少時代において土地は価値がどんどん上がる
ものではないということです。所有者が不明で
ある土地が生じるようになっており，それはイ
ンフラの整備を阻害し，災害を生じさせる原因
になっているという意識があります。
そこで，土地基本法の改正がなされ，それに
関連する法令の改正がなされました。土地基本

法では，地方公共団体は，円滑な土地の取引に
資するため，必要な措置を講ずることが求めら
れています。そのような地方公共団体の役割を
踏まえて，不動産取得税のあり方を見直すべき
タイミングにきています。とりわけ，不動産の
流通段階においては，印紙税，登録免許税及び
不動産取得税の 3段階の課税がなされているた
め，本当にそのような 3重の税負担を負わせる
ままでよいのか検討する必要があります。

5 ．国際課税
（1）国際的に交換された情報の刑事手続利用
最後に，大阪経済大学の漆先生による報告に
おいては，地方税に関わるものではありません
が，情報交換のあり方について検討がなされま
した。適正・公平な課税・徴収をするために，
租税条約に基づいて情報交換が税務当局間で行
われています。そのような情報には，不正に入
手されたものが含まれることがあります。例え
ば，パナマ文書やパラダイス文書のように，あ
る国の金融機関の元従業員がリークして，つま
り不正に取得したものがありえます。また，そ
のような情報をもとに税務当局が手にした情報
がありえます。
そのような情報をもとに，情報交換要請がで
きるのか，また，それにもとづいて課税処分が
できるのか，さらには，刑事手続を進めること
ができるのかどうかが問題となります。これら
の問題について，諸外国の動向が紹介されまし
た。諸外国では，そのような情報を課税の基礎
とすることができることについては，裁判例で
示されつつあります。
そして，租税の犯則事件やマネーロンダリン
グなど，刑事事件の基礎とすることができるか
どうかについて，諸外国の動向と刑事法の分野
における議論を参考に，検討がなされました。
これは，納税者の人権とりわけプライバシー権
を保護する必要性と，公平・適正な課税の必要
性との調整の問題です。
租税法分野の報告は以上です。
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（林（宏））　ありがとうございました。先ほ
どと同じように，税法学からのアプローチの報
告のご紹介がありました。今度は財政学のアプ
ローチからの林亮輔さんと，それから実務家の
松村さんの方から，少し感想を頂けたらと思い
ます。よろしくお願いします。

（林（亮））　坂巻先生，ご報告ありがとうご
ざいました。租税法に関する研究報告を複数伺
いまして最初に抱いた印象は，地方税を取り巻
く社会経済構造がここ数年で大きく変化してお
り，地方税を時代時代の環境に応じたものにす
るためにも，税制を迅速に改正していく必要が
あるのではないかということです。さらには，
改革の障害をいかに克服していくべきかの検討
が不可欠だということです。
倉見先生や坂巻先生の報告は，テレワーク活
用による転職なき地方移住，別荘保有などの 2
拠点生活をはじめとしたライフスタイルの変化
を研究の出発点とし，個人住民税の在り方につ
いて検討されていました。また，堀先生や小塚
先生の報告では，コロナ禍の影響による業績悪
化への対応を目的に行われるなど，近年増加し
ている法人の減資を問題意識とされ，法人事業
税における外形標準課税の在り方について検討
がなされていました。その他にも，アメリカに
おける州売上税に関する酒井先生の報告では
「デジタル経済の進展による消費税課税問題」，
不動産取得税について検討がなされている濱田
先生の報告では，「人口減少時代における土地
の価値の低下」や「地方部における所有者不明
の土地の存在」を研究の原点とされていました。
このように地方税を取り巻く社会経済構造が
ここ数年で大きく変化しており，現行の地方税
制では対処しきれないさまざまな問題が生じて
いることが，今回の租税法の研究報告では特に
浮き彫りになったのではないかなと感じており
ます。諸外国に比べて役割が大きく，国と地方
の関係が非常に複雑であり，かつ国への依存が

大きい日本の地方財政において，地方税制を社
会経済構造の変化に迅速に対応したものに変え
ていくためにも，税制自体の検討とともに税制
改正に関するガバナンスとマネジメントも検討
すべき時代に来ているのではないかということ
を，租税法の研究報告を伺って感じた次第です。
私からの感想は以上となります。

（林（宏））　ありがとうございます。では，
松村さんからも続けてお願いします。

（松村）　租税法の分野でも地方税の応益性の
課題に関して多くの報告がございました。特に
個人住民税に関して，住所地課税と勤務地課税
の課題や，個人の生涯における転居への対応，
金融所得・退職所得の課税といった，長期的な
時間軸で見た場合の受益と負担の課題など，海
外事例も紹介いただいてとても参考になりまし
た。
勤務地と住所地の問題については，大阪市の
ような大都市は昼間流入人口も多いということ
で，それによる財政需要も大きいことから，従
来から大きな課題意識を持っております。個人
が受ける行政サービスの大きさで言いますと，
やはり福祉や教育分野の割合が大きくなります
ので，それらの行政サービスの提供地である住
所地で一括して課税されることに合理性はある
と思いますが，一方で都市インフラや消防など
は住民以外も対象となりますので，応益性を追
求するなら個人住民税を複数の地方自治体へ分
割するということに理論上はなります。ただ，
そうしますと地方自治体，納税者双方の実務の
面から，個人住民税での対応は限界があるとい
うふうに思いますので，この点は法人住民税や
事業所税，地方消費税といった都市的な税目が
カバーしていると考えるのが現実的かなと考え
ております。
また報告の中では，法人事業税の外形標準課
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税の適用に関して，中小企業か否かを判定する
資本金の基準についての研究もありました。減
資や増資はさまざまな要因で行われることでも
ありますし，デジタル技術が発達したことで，
たとえ大きな元手がなくても大きな利益を生み
出せる環境になっていると思います。そのよう
な中で，資本金で事業規模を判定することの合
理性が少なくなっているというふうにも思いま
すし，税負担への対応能力を表す指標について
も，もし他のものを考えるならば，実務的には
年度ごとの変動の少ないものがいいと思います
けれども，実際に何が適しているのか，改めて
検討する必要を感じたところです。私からは以
上です。

（林（宏））　ありがとうございます。以上，
駆け足ですけれども，財政学のアプローチから
のご報告と税法のアプローチからの報告を簡単
に紹介してもらいました。
冒頭申し上げたように，外部の先生方にもご
報告いただきました。オンラインで研究会も開
催していますので，どこの方でもという形でお
願いをしておりまして，今回の研究会の中では，
財政学の分野から一橋大学の佐藤主光先生に報
告していただきました。地方税を基本的なキー
ワードにして進めているということで，「デジ
タル時代の課税の在り方と地方税の課題」とい
うことで報告いただきました。国際化が進む中
で当然，デジタルの形のないものがいろいろな
取引される中で，そこにどう課税するかという
のは大きな問題ですけれども，その中に地方税
を絡めてご報告いただきました。
それから，税法のアプローチからは，東京大
学の神山先生にご報告をお願いしました。タイ
トルは「地方公共団体の課税自主権を巡る諸問
題」ということで，地方が課税自主権をどこま
で意識しながら課税の問題を取り上げていくの
かということを中心にお話しいただきました。
団体間の租税競争，或いはお互いに奪い合う，

これは私自身もいろいろな方の報告を伺ってい
て，アメリカなどはいかにして他の州の税収を
自分の州に持ってくるかということを理論付け
て議論することが非常に活発に行われていると
いうことが，私自身はすごく勉強になりました。
そのあたりのアメリカのこともご紹介いただき
ながら，日本の状況を考えるという報告内容で，
神山先生からは報告いただきました。
お二人の報告については，「租税研究」の方
にそれぞれ掲載があると思いますので，またご
興味のある方はご覧ください。
それでは，ここからは登壇者の皆さんにも自
由にお話しいただきたいと思っております。間
口を広げてといいますか，或いはそれぞれの報
告についての深掘りをしていただいてもいいで
すし，地方税について，ご報告内容ではないけ
れども日頃こんなことを考えているのだという
ことなど，理由を含めて少し議論いただきたい
というふうに思います。
では，これも最初の順番と同じで，財政学の
アプローチで参加してもらっている林さんから
お願いします。

Ⅲ． 財政学の観点から間口を広げ
た意見交換

（林（亮））　甲南大学経済学部の林亮輔です。
それでは，シリーズ報告を踏まえつつ，間口を
広げた意見交換ということで，「地方税制の基
本問題」について財政学の観点から，これまで
の報告で出てきた内容も含めて問題提起をさせ
ていただきます。

1 ．受益と負担を連動させることの重要性
まず，先ほど坂巻先生のお話にもありました
ように，今回のシリーズの対象である地方税は，
地方団体が公共財・サービスの供給に要する財
源を調達するための手段です。これが税の本源
的な機能になります。つまり，地方財政におけ
る地方税という立ち位置から地方税制を考える
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ことができ，その際に重要な視点はやはり「受
益と負担」の連動ということになります。
民間企業が供給する民間財・サービスの場合
は，消費者が民間財・サービスから得られる満
足とそれを手に入れるのに必要な費用負担につ
いて認識しているのに対して，公共財・公共サ
ービスというのは政治プロセスによって供給さ
れ，財源は税で賄われることから，住民は公共
財・サービスから得られる満足と費用負担につ
いて正確に知覚できないといった問題がありま
す。この問題のことを「財政錯覚」と呼んでお
ります。この点については，税制基本問題研究
会における私自身の報告の中でも述べさせてい
ただいたとおりです。
先ほどより，アメリカを海外の事例として取
り上げながら日本の税制との比較がなされてお
りますが，ここでもアメリカの地方税について
取り上げますと，アメリカの主要な地方税はプ
ロパティタックス（財産税）になります。日本
の固定資産税は地方税法で税率が1.4％と決め
られていますが，財産税の税率は歳出額を課税
ベースで割ることで決まります。そのため，歳
出額が大きいところでは税率が高くなり，歳出
額が小さいところでは税率が低くなるというよ
うになっています。つまり，「量出制入（いず
るをはかりているをせいす）」の考え方が税負
担の大きさを決める仕組みになっており，受益
と負担が連動しているわけです。
1978年，アメリカのカリフォルニア州で，「提
案13号（Proposition13）」として知られる納税
者の反乱が起こりました。この事例について少
し簡単に紹介しますと，1960年代半ば以降，ア
メリカでは経済的に恵まれない階層に教育サー
ビスを手厚く配分するという補償教育政策が行
われてきました。その一方で，子どもを私立学
校に通わせている中高所得層は，高い授業料を
支払うとともに地元の公立学校のために税金を
納めなければならないという二重の負担を負わ
されていました。しかも，公立学校の教育は学
力の低下が深刻な問題となっていたため，こう

した教育政策に対して中高所得層が不満を募ら
せました。その結果が反税運動の形で爆発した
のです。このようなカリフォルニア州における
納税者の反乱は，まさにアメリカの地方税にお
いて受益と負担が連動した仕組みが構築されて
いることによって起こったといえます。
一方，日本の地方財政を簡単に説明しますと，
まず標準的な行政水準，いわゆるナショナルミ
ニマムが決まります。そして地方税率も地方税
法という国の法律で標準的な税率が決まります。
ナショナルミニマムの支出には国の補助金が出
ます。そして，歳出額から補助金を差し引いた
額に地方税が達しない場合，その不足分は地方
交付税で補填される仕組みになっています。現
実はもう少し細かな制度になっているのですが，
このように日本の地方財政は，「量入制出（い
るをはかりていずるをせいす）」という構造に
なっています。つまり，受益と負担の連動が断
ち切られているのです。
先ほど問題意識として挙げた財政錯覚が生じ
ないようにするためには，アメリカのように公
共財・サービス水準が高ければ税負担も高くな
り，税負担が低ければ公共財・サービス水準は
低くなるというように，公共財・サービスの受
益と負担を連動させることが考えられます。も
ちろん，国が個別法令で標準的な行政水準を規
定している限り，財政移転は不可欠だと考えて
います。また，歳出の全額を地方税で賄うこと
にしてしまうと，地方税は個人所得，法人所得，
消費，資産といった経済変数を課税ベースとし
ているため，地方団体間で税率の大きな差が生
じてしまい，人口移動が誘発される可能性もあ
ります。従って，財政移転をなくすことはやは
り現実的ではありません。
ただその一方で，受益と負担を連動させて財
政錯覚を生じさせないようにするために，財政
移転を可能な限り縮小し，地方税を充実強化さ
せていくことが重要です。それでは，どのよう
な方法で地方税を充実強化すればよいのでしょ
うか。ここでは， 2つの視点を紹介させていた
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だきます。

2 ． 地方偏在度の低い地方税制の実現－普遍
性の原則－

国税はどの地域で集められようとも，全てが
国庫という 1つの財布に集められて支出される
ことから，地方団体間で税収が偏在していたと
しても問題ありません。しかしながら地方税の
場合は，多数の地方団体のそれぞれが公共財・
サービスの財源調達のために徴収するものです
ので，地方税としてできる限り偏在度の小さな
税目で税収を拡充し，どのような地方団体も十
分な税収を確保できるという方向性を目指さな
ければなりません。これが，先ほど林宏昭先生
のご報告にもありました「普遍性の原則」と呼
ばれるものになります。
表 1（財政学資料17ページ）には，税収の地
域偏在度が示されています。詳しく紹介します
と，都道府県税と市町村税について，主要税目
の地域間偏在度を「人口 1人当たり税額の変動
係数」と「最高団体の額と最低団体の額の倍率」
によって見たものです。変動係数の値や倍率が
大きいほど地域間格差が大きいことを意味して
います。その結果，個人所得課税（市町村民税
個人分）よりも法人所得課税（事業税，市町村
民税法人分）の変動係数が大きく，地域偏在度
が大きくなっていることがわかります。道府県
たばこ税，自動車税は地域偏在度が低く，地方
消費税については消費税額等を用いて地域間に
再配分した清算後の偏在度は極めて小さくなっ
ています。
財政移転への依存を縮小し，公共財・サービ
スの受益と負担の連動性を高めるには，地方税
の充実強化が重要になるということは先ほど申
し上げたとおりですが，その際にどのような地
方税で対応するのかという点を考えますと，ま
ず地方税としてはできる限り偏在度の小さな税
目で税収を拡充し，どのような地方団体におい
ても十分な税収が確保できるという「普遍性の
原則」を重視することが重要であると考えてお

ります。特に地域偏在度の大きな法人所得課税
については，近年の電子商取引の拡大やフラン
チャイズ制度などの経済取引，事業形態の変化
といったものが税収面でもさらなる東京一極集
中をもたらすことになるため，上村先生の報告
にもございましたように，税源偏在の是正措置
の在り方についての検討が必要になると考えら
れます。

3 ．地域の特性に応じた地方税制の確立
地方団体は地形，気候，風土などの自然状況，
産業構造や住民の所得水準といった社会経済状
況，面積や人口規模などの条件が大きく異なっ
ています。特に人口規模が大きければ大都市特
有の行政需要が生まれる可能性があります。こ
うした地方団体の多様性に対して，現行の地方
税制が対応できているのかどうかという点につ
いて少し検証していきたいと思います。
この点について手掛かりを得るために，行政
需要が異なると考えられる政令指定都市，中核
市，その他の市である一般市に市を分類し，行
政需要の違いが地方税にどのように反映されて
いるのかについて検証を行ってみます。なお，
政令指定都市とは政令で指定する人口が50万人
以上の都市，中核市は人口が20万人以上の都市
であり，これらの人口規模の大きな都市ほど，
交通，環境，防災，インフラ整備などの点にお
いて大都市特有の行政需要を抱えていると考え
られます。そのため，大都市特有の行政需要に
対応できるように，都道府県で行う事務の一部
を政令指定都市や中核市は担っているわけです
が，政令指定都市と中核市と一般市という行政
需要の違いに対して，地方税がどのように反映
されているのかという点についてデータを見て
いきたいと思います。
図 1（財政学資料21ページ）「行政需要に応
じた税制の必要性」をご覧ください。横軸は人
口 1人当たりの地方税収，縦軸は基準財政収入
額を基準財政需要額で割ったもの，いわゆる単
年度財政力指数であり，それらの関係を2020年
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度の決算額で見たものになります。先ほど申し
上げた財政力指数とは一体どういった指標かと
いうと，地方団体の財政力を示す指標として用
いられる指数で，1.0を下回るほど財源不足が
大きくなり，財政力が低いと判断されます。
横軸の人口 1人当たり地方税収と縦軸の単年
度財政力指数について，政令指定都市，中核市，
一般市それぞれの関係性をプロットしたものが
図 1（財政学資料22ページ）になります。その
結果，政令指定都市，中核市，一般市の近似曲
線が全て右上がりになっており，人口 1人当た
りの地方税収入が大きくなるほど単年度財政力
指数は大きくなっているという結果が得られて
います。つまり，人口 1人当たり地方税収が大
きいほど財政力が強くなることがわかります。
ところが，政令指定都市，中核市，一般市そ
れぞれに近似曲線を引いてみると，政令指定都
市と中核市，一般市とでは近似曲線が異なって
おり，異なったグループを形成していることが
わかります。図 1（財政学資料23ページ）で，
下の赤く囲まれたところが政令指定都市の近似
曲線，上の大きな四角で囲まれたところが中核
市と一般市の近似曲線になります。このように
グループによって近似曲線が異なるという結果
が得られているわけですが，政令指定都市は 1
人当たり地方税収が大きくても，大都市行政需
要を抱えているために財政力が弱くなっており，
中核市や一般市といったグループよりも近似曲
線が下に位置していると推察されます。
特に， 1 日約100万人の昼間流入人口がある
大阪市は，他の大都市グループと外れた場所に
位置しています。これは，大規模な昼間流入人
口に伴う行政需要に地方税が対応できていない
ためだと考えられます。
このように，大都市グループによって行政需
要が異なっているわけですが，大都市グループ
に生じている追加的な行政需要に対して，現行
制度ではどのような対応が取られているかとい
うことを申し上げますと，例えば政令指定都市
の場合は，追加的な行政需要については地方交

付税や地方譲与税などの割り増しなどで賄われ
ており，地方税以外の財源で処理されています。
つまり，全国画一的な地方税制が適用されて
いることによって，人口規模によって生じてい
る行政需要に現行の地方税制が対応できていな
いことがわかります。公共財・サービスに対す
る受益と負担の連動性が重要だということを申
し上げましたが，人口規模などによって生じる
行政需要の違いに応じて弾力的な地方税制が確
立できるような制度設計が必要なのではないか
ということが私の考えです。

4 ．まとめ
最後になりますが，ここまでの内容を簡単に
まとめます。まず，地方税というのは「地方団
体が公共財・サービスの供給に要する財源を調
達するための手段」である，これが地方税の最
も大きな機能だと考えています。そのため，地
方税制を考える上での重要な視点は，やはり
「受益と負担の連動性」であるということです。
しかしながら，日本の地方税は受益と負担の連
動が断ち切られており，財政錯覚が生じやすい
構造になっているということを問題意識としま
した。
そこで，受益と負担の連動性を高めるために，
どのような地方税制を今後構築していく必要が
あるかということを 2つの視点から述べさせて
いただきましたが，まずは「普遍性の原則を重
視した地方税の充実強化」が必要であるという
こと。さらには「行政需要の違いに応じた弾力
的な地方税制の確立」が重要であり，これらが
地方税制の課題として残されているということ
を報告させていただきました。
ここまで駆け足になりましたが，シリーズの
テーマである「地方税制の基本問題」について，
「地方財政における地方税」という観点から問
題提起をさせていただきました。以上で報告を
終わらせていただきます。ご清聴ありがとうご
ざいました。
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（林（宏））　ありがとうございます。それで
は坂巻さんの方から，少し間口を広げた議論を
していただきたいと思います。よろしくお願い
します。

（坂巻）　ご報告ありがとうございます。林亮
輔先生からのご報告と林宏昭先生からのご報告
により，応益原則について理解が深まったよう
に感じます。地方税の応益原則については，税
法学においてはかならずしも十分に理解がなさ
れていないように思います。どうしても，応能
原則と対比して，税負担の配分基準として捉え
られがちですが，必ずしもその点を強調する意
味ではないと理解しました。
まず，林亮輔先生の報告によると，受益と負
担が連動していることが重要であるということ
ですので，受けたサービスに応じてその人が租
税を負担すべきという考え方を必ずしも意味す
るわけではなく，公共サービスが大きいから租
税負担も大きい地域に住むことを選ぶのか，そ
れとも，公共サービスは大きくないが租税負担
も大きくない地域に住むことを選ぶのか，それ
を住民が選択することができるように，受益と
負担がつながっていることがみえることが求め
られるという意味に理解いたしました。それで
こそ，足による投票ができ，住民の希望にあっ
た地域づくりを進めることができると思います。
1点お伺いしたいのは，大都市の昼間流入人

口に見合った地方税制を確立するために，どう
すればよいかです。確かに，都市に住んでいる
わけではないけれども昼間だけ都市に人が集ま
るのは，その都市がそのための支出をしたから
であって，つまり集積にその都市が支出をして
きたからであって，だから都市はその部分に課
税できることが望ましいということができると
思います。個人住民税ではそのような仕組みに
なっていませんが，具体的に，どのような仕組
みがあり得るのか伺いたいと思います。弾力的
な設計ができることが望ましいと考えておられ

るのは，自由に大阪市は法人課税を重くすると
か，あるいは消費課税を標準税率より高い税率
にするとか，そういう税制の設計を可能とする
ことが望ましいのか，お伺いしたいと思います。
以上です。

（林（宏））　ありがとうございます。パネリ
ストの中で，最後に林さんが言われた弾力的な，
というか柔軟な都市税制という点について坂巻
先生からのご質問があったのですが，何かお答
えはありますか。具体的にといってもなかなか
難しいと思うのですけど，もし何かあれば林亮
輔さんの方から一言頂けたらと思います。

（林（亮））　ご質問ありがとうございます。
先ほどおっしゃられていたように，地方団体と
申しましても，人口規模はもちろん，地形，気
候，風土などの自然条件，産業構造や住民の所
得水準といった社会経済条件等を含めて非常に
多様です。そうすると，画一的な地方税制で全
ての違いをカバーしていくのは困難ですので，
地域特性を踏まえながら地域がある程度の自由
度をもって弾力的な地方税制を確立できるよう
な視点が必要ではないかという意味での発言と
なります。
ただ，地域によって100％違う地方税制を確
立していくべきだとは考えておりません。まず
は，全国画一的な地方税制の中でも受益と負担
をできる限り連動させていくこと，その上で地
域特有の行政需要に対応できない部分について
は，地域の独自性に応じた地方税制を確立して
いく必要があるのではないかと考えています。

（坂巻）　ありがとうございます。

（林（宏））　ありがとうございます。そのあ
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たりはいろいろな形で提言できたらいいと思い
ますが，それを踏まえて全体的に，間口を広げ
たというところも含めて，最後に昼間人口の多
い地域の税制という話が出たので，松村さんか
らも一言お願いします。

（松村）　先ほどの坂巻先生からのご質問で，
大都市の昼間流入人口に見合った地方税制の確
立という点ですけれども，まず市全体の地方税
制の中で，法人市民税なり，事業所税がありま
すので，法人企業が集まっている都市部には当
然，法人課税が多いものですから，それが基本
的に大都市需要に市全体として対応しているの
ではないかと思っております。
問題意識としては，最近の東京一極集中の問
題や普遍性の問題との整合性はありますけれど
も，地方法人課税を国税化して全国に配るよう
な制度ができていますので，そうなるとなかな
か大都市財政需要に対応できない部分も出てく
るのかなと思います。大阪市としても，法人市
民税の割合が昔と比べてだいぶ減っているとい
うこともありますので，その点は課題かなと思
っております。どこかの都市にだけ税源が集中
するのもそれはそれで課題ですので，林亮輔先
生がおっしゃった，需要に見合った地方税制を，
全国画一的ではない地方税制をどうやって作っ
ていくのかということを，これから考えていか
なければいけないと考えております。

（林（宏））　ありがとうございます。これか
ら今日の報告，それから研究会の中での報告を
含めてお互いに少し議論ができたらと思います。
特に取り上げてその部分は，先ほど坂巻さんか
らもご質問がありましたけれども，今度は財政
の林さんから税法の先生にアプローチ，或いは
今後のということでもしお尋ねすべきことがあ
れば，していただけたらと思います。

（林（亮））　ありがとうございます。私は財
政学の研究者ですので，「地方財政の中におけ
る地方税」という視点で考えるという意識を強
く持っています。そうすると，全体的な地方税
制度のあるべき姿というところは考えが及ぶの
ですが，租税法の先生方の研究で取り上げられ
ているような具体的で細かな制度設計について
は，私ではなかなか考えが及ばないところがあ
ります。一方で，私が教えていただきたいのは，
租税法という分野において「地方税制度のある
べき姿」を大きな視点でどのように捉えていら
っしゃるのかについて，もし何かお考えがあれ
ば教えていただければと思います。

（林（宏））　坂巻さん，もし何かあればお願
いします。

（坂巻）　どの税目を重視していくべきかとい
う点は，私も非常に難しいと思っております。
とりわけ，全国統一の地方税法を枠法とする現
状の仕組みのもとでは，なおさらそうです。全
体としては法人課税縮小ということでも，松村
様のお話を聞くと，昼間人口が多いような都市
はその流れとは反対にしてほしいということに
なると思いますので，難しいと感じました。
個人住民税については，この後，少し報告さ
せていただいてよろしいでしょうか。

（林（宏））　はい，お願いします。では，先
ほども言っていただいているところはあるので
すが，松村さん，今のやりとりを踏まえてお話
しください。

（松村）　当初ご報告いただいた内容を含めて
全般的な感想になりますけれども，私が普段，
税の仕事をしていて，税制を考える際に難しい
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と思っているのは，バランスの取り方です。先
ほども話がありましたけれども，例えば制度の
合理性や整合性と課税の実務との間でバランス
をどう取るかということであるとか，税収確保
と納税者の負担の間でどのようにバランスを取
るかということなど，必ずしも両立しないもの
の間でどういうふうに落としどころを探ってい
くかということが難しい点ではないかと思って
います。
先ほど来話が出ている応益性を考える際にも，
どこまでそれを厳格に求めるのかという課題が
あると思っています。あまりにそれを重視する
と，研究会でも指摘がありましたけれども，租
税ではなく負担金や手数料のようになってしま
いますし，一方でそれを軽視すれば納税者の理
解が得られず，結果として行政運営に支障を来
すことになると思います。このような場合，ま
ずは原則論やあるべき論をしっかりと押さえた
上で実現性を探っていくことが大切だと思って
います。
個人住民税に関して，また坂巻先生からご報
告があるかもしれませんけれども，先ほども少
し触れましたが，個人住民税での応益性の観点，
もしくは負担分任の観点について，近年では三
位一体改革のときの比例税率化といった制度改
正はありましたけれども，勤務地課税や源泉地
課税，もしくはリモートワークの課題など，地
方自治体をまたぐ受益と負担に関する改革とい
うのは，議論はいろいろありましたが，制度化
は進んでいない状況となっています。この観点
では近年，ふるさと納税によるゆがみも大きく
なっているのではないかと思っています。先ほ
ど申し上げたとおり，課税実務が難しい点もあ
りますけれども，地方自治体間の課税権の配分
の問題に関しては，他の税目によるカバーに加
えて，地方交付税による調整で一定程度緩和さ
れることから，やむなしと思われている面もあ
るのかもしれないと思っています。
いずれにしても，地方税制度が前提としてい
る社会の姿も，DXによる働き方改革などによ

って税制の設計時から大きく変わってきており
ますので，変革の時期に来ているのではないか
と感じています。課税実務で対応できるかとい
う課題については，近い将来，地方税システム
の標準化も始まりますし，全国的にマイナンバ
ーの活用などもより進展すれば現在とは違う環
境になると思いますので，そうした土台が整っ
た際には，報告で指摘のあった個人住民税の課
題についても対応しやすくなるのではないかと
考えています。
また法人課税に関して，研究会でも指摘を頂
いた内容については，大阪市は法人市民税を重
要な税源としておりますので耳の痛い話もあり
ましたけれども，地方法人課税の現状と課題を
知る上で大変参考になりました。地方法人課税
を巡っては，税制改正に関する租研意見でもさ
まざまな課題が指摘されております。特に東京
一極集中の課題については全国知事会でも議論
になっておりますが，近年，税源が東京に偏在
しているのを是正するということで，都心部か
ら地方へ税源を広く配分しようとする税制改正
が行われています。これらの税制改正は，税源
配分の課題への対応ではありますけれども，受
益と負担という応益性の要素も含めて課題を一
挙に解決しようとするならば，地方法人課税自
体をなくしてしまって，国税として一括して国
が課税し，何らかの経済指標で地方自治体に配
分するのがよいといえると思います。また，地
方法人課税には従来から取りやすいところから
取るという批判もあります。
ただ，地方分権の観点から考えますと，地方
自治体が課税を通じて納税者と向き合うからこ
そ責任感を持った行政ができるというふうに思
っておりまして，それは法人も例外ではありま
せんので，その点は重視すべきと考えています。
最後になりますが，総論的な話として，地方
税制の在り方について，地方税は課税自主権な
どを活用して一部独自性を出せるものはあるも
のの，実質的に全国画一的な制度で運用されて
います。先ほど林亮輔先生からも，財政力と行
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政需要の関係などについてお話しいただき，行
政需要の違いに応じた弾力的な地方税制の確立
とご指摘いただきましたけれども，私もそれが
重要だと思っております。近年，経済社会の在
り方も大きく変わってきており，今後の人口減
少社会においては，地方自治体ごとの行政需要
の態様もより多様化すると予想されますけれど
も，現在の地方税制はこれに対応し切れないの
ではないかとも考えています。
今回の報告の中では，アメリカにおける連邦
所得税からの州税や地方税の控除，また州売上
税の状況についても説明がありました。アメリ
カの州は地方自治体ではないのは承知しており
ますけれども，こうした制度も参考に，先ほど
も触れましたが国と地方の税財源配分も含めて，
地方税や地方交付税，国庫補助金といった地方
税財政制度全般について，画一的ではない，で
きる限り地域ごとの社会経済状況にマッチした
ものに変えていくことが必要ではないかと考え
ております。私からは以上です。

（林（宏））　ありがとうございます。それで
は改めて，坂巻さんからご報告をお願いします。

Ⅳ． 税法の観点から間口を広げた
議論

（坂巻）　では，私の問題意識は個人住民税に
ありますので，個人住民税の課題を広く共有し
ていただきたく，報告させていただきます。

1 ．全体について
まず，税法学における各分野の報告において
は，諸外国の動向や社会経済環境の変化を通じ
て，今日における地方税制の課題を示すという
アプローチがとられておりました。税法学から
は，具体的な提言をするにはなかなか至ってお
りませんが，検討していくべき課題を示すこと
ができたと思っています。そのような課題につ

いて，財政学分野における研究がさらに進めら
れることを望んでいます。
諸外国の動向については，対象として選ばれ
た国は圧倒的に米国でした。私が米国を取り上
げた理由は，米国における税法学の議論の水準
が高いことと，州が大きな課税自主権を持って
おりますので，そのような自由が認められてい
る状況において，州がどのような理由でどのよ
うな税制を設計するかを見たいと考えたからで
した。
米国では伝統的に，所得の再分配は国税に任
せて，地方は財産税のような税目を基幹税とす
べきとされてきました。林亮輔先生のご報告に
もあったと思います。なぜなら，高所得者は高
い州税を免れて移動することができるからだと
思います。そうであるにもかかわらず，実際に
は，州の個人所得税が重要な税収源となってい
ます。

2 ．わが国の個人住民税について
46ページ（租税法資料）は，州所得税とわが
国の個人住民税を比較したものです。米国の州
は，基本的には課税自主権を持っております。
ただし，連邦憲法に違反しない範囲内でという
ことになっております。州所得税の基本的な考
え方は，応能負担です。つまり，納税者の所得
を包括的に把握して，担税力を把握して，それ
に累進税率を適用するという考え方です。また，
居住地だけでなく，源泉地が課税をします。そ
れによって二重課税が生じますが，居住地が源
泉地による税を税額控除することによって，二
重課税を排除します。
最近は，ITの発達により，所得の源泉地を
判定することが難しくなっており，また，高所
得者は，リモートワークによって住まいを移す
ことが容易になっているため，居住地課税の難
しさが出てきていることが指摘されています。
これに対して，わが国の個人住民税は，標準
税率が定められており，地域ごとの差異はほと
んどありません。そして，基本的な考え方は，
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応益負担です。林宏昭先生のご報告にございま
したが，住所地は，住民に対して，受益の代理
変数と考えられる所得を用いて課税をします。
それは，比例税率です。
こうしたわが国の個人住民税の現状について，
米国と比較すると，源泉地の判定の難しさはあ
りませんし，税逃れも生じにくい状況という点
において，評価することができるように思われ
ます。

3 ．前年所得課税から現年所得課税へ
個人住民税の課題を指摘しておきたいと思い
ます。わが国の個人住民税のうち所得割は，前
年所得を課税標準としています。例えば，令和
6年中の総所得金額等を課税標準として，令和
7年分の住民税が計算されます。こうした仕組
みには，徴収上のメリットがあったのですが，
次に述べるように，二地域居住者や外国人の取
り扱いについて課題が生じているため，現年所
得課税への移行が提案されています。現年所得
課税は，その年の所得を課税標準とする仕組み
です。令和 6年中の所得金額をもとに，令和 6
年分の住民税を計算することになります。この
ような仕組みは，理論的に望ましいのですが，
執行の実現可能性について議論されているとこ
ろです。
前年所得課税の問題点として，二地域居住の
推進と外国人に対する課税を挙げることができ
ます。
（1）二地域居住の推進
まず，二地域居住の推進についてです。二地
域居住は，全国二地域居住等推進協議会によれ
ば，主な生活拠点とは別の特定の地域に生活拠
点を設ける暮らしをいいます。このような二地
域居住者に対して，どのような課税がなされる
のでしょうか。
第 1に，住所を有する地方自治体において，
住民税の均等割と所得割が課せられることにな
ります。そして，他方の地方自治体においても，
事務所，事業所又は家屋敷がある場合には，均

等割を課せられることになります。
そして，住所の判定については，第 1次的に
は住民基本台帳に記録されているかどうかによ
ることとされており，第 2次的に，真実に住所
を有する場合には，住民基本台帳に記録されて
いなくても記録されているとみなして課税する
ことができることとなっています。そうした場
合には，その旨を通知された市町村・道府県は
課税することができません。
そこで，真実の住所とはどこかというと，相
続税法上の住所が問題となった最高裁判決にお
いて，生活の本拠をいうと解されています。そ
して生活の本拠とはどこかというと，「その者
の生活に最も関係の深い一般的生活，全生活の
中心」をいうと解されていますので，さまざま
な要素を考慮して決定することになります。「最
も」とありますので，基本的には 1カ所である
と考えられます。したがって，所得割について
は，いずれか 1つの地方自治体のみが課税する
ことができると考えられます。
このような現状に対して，二地域居住者につ
いて税収を分け合う方法がないかどうかについ
て，これまでにも検討がなされてきました。こ
のような検討の結果として，税を分割する方式
は取り得ないということで，ふるさと納税の仕
組みが創設されました。しかし，現年所得課税
に移行すれば，税を按分する仕組みを採用しう
るように思います。
（2）外国人労働者の増加
2 つ目の課題は，外国人労働者の増加です。

外国人は， 3カ月を超えると，中長期在留者と
いう形で住民基本台帳に記録され，住所を有す
ることになります。したがって，住民税の納税
義務者になりえます。しかし，転職を繰り返す
方や，少ない金額の仕事をかけ持ちしている場
合などに，特別徴収の要件を満たさずかつ転出
手続きをせずに出国してしまうことによって，
徴収を免れる方がおられます。執行のあり方を
検討する必要があります。
また，前年中に所得を得ていたけれども，例
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えば令和 6年に所得を得ていたけれども，令和
7年 1月 1日より前に出国したために，住民税
の納税義務が生じないという状況があり得ます。
特に，夏季労働者はそのようにして納税義務が
生じないのですが，冬季労働者は納税義務が生
じることになり，この両者の差について不公平
感があると指摘がされています。この問題を根
本的に解決しようとすると，現年所得課税へ移
行した上で，滞在期間に応じて納税義務の按分
をするような仕組みが必要であります。
こうした課題が生じているなかで，理論的に
望ましい現年所得課税への移行が検討されてい
るわけです。
以上，私から個人住民税の課題をご紹介させ
ていただきました。

まとめ

（林（宏））　財政学と税法学，それぞれの視
点からのお話し，ありがとうございました。ま
だまだ互いに質問等があると思いますが，時間
の関係もありますので最後に総括ということで
す。
今日の話全体を一言でまとめるのは難しいの
ですが，私なりのお話を少ししたいと思います。
今回の研究会では地方税をテーマにしました。
それぞれ提言がありながら，私も含めて若干歯
切れの悪い話になっている部分もあるかと思い
ます。 1つには，アメリカの例がよく出てくる
のですが，日本の地方自治体は幅広く総合行政
を担っていて，例えばアメリカでは学校を運営
するためのプロパティタックス何パーセント分
という形で行政項目と負担の関係が非常に見え
やすい土台があると思います。
日本の場合は，防衛省以外，国の省庁のほと
んど全てが市役所の中にあるのではないかとい
うぐらい，いろいろなことをやっている中で，
税財政の受益と負担というときに，行政サービ
スと負担の関係がリンクしにくいところがあろ

うかと思います。そこで，標準的な行政水準を
設定した上で，それが実現できるような地方交
付税という制度を設ける形になっているという
ことです。そのために，地方の行政支出を全部
賄う地方税制を確立する議論だけではなく，ど
の税をどういうふうに設計すれば，この自治体
の行政を自分たちの負担で賄っているのだとい
うふうに思ってもらえるかということを考えな
いといけないのが難しいところだと思っていま
す。
それからもう 1つは，日本の地方税の話しで
はどうしても偏在の議論が出てきます。先ほど
も昼間人口と夜間人口の違いの話があって，昼
間人口は多いけれども大阪市のように交付税の
交付団体になっているというところもあります。
昔は大都市に集中することが問題となっていま
したが，今は東京に集中という話になっている
のが現状です。ただ，偏在というときに，どう
しても人口 1人当たり税額がいろいろなところ
で物差しに出てくるのですが，そもそも地方税
の課税ベースは人口 1人当たり均一ではありま
せん。どうしても経済活動は偏在するわけです。
税に関して経済力に応じた偏在も認めないの
かということになります。夜間人口 1人当たり
で見た税収を等しくするべきなのかということ
ですが，それを前提とするのであれば全部まと
めて集めて 1人当たりで割ればいいという話だ
と思います。都市部の税制を議論するときにも，
偏在というのは 1人当たり，それも夜間の 1人
当たりで議論することが多いですから，そもそ
も偏在の定義のところもきちんと見ていかない
といけないと私は思っています。事業所税のよ
うな都市固有の財政需要があるからという形で
できた税金もあると思うのですが，今はなかな
かそういう議論が難しい状況にありますから，
このような議論は特に必要と考えます。
本日参加していただいている皆さんから，地
方に課税権を与えるべきだということや，或い
は受益に応じた課税という形，要するにこれだ
けサービスを受けているのだからということを
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明確にすべきといったご意見をいただきました。
地方分権や地方自治というときにすごく大事だ
とは思います。一方で，日本の中で経済活動が
非常に弱い地域は，ごみの収集を月 1回で我慢
しろと言うのは難しいと思います。途中でナシ
ョナルミニマムという話が出ていましたけれど
も，それを考えつつ，どの部分の行政をどの地
方税収でという議論をしていくことを意識して
いかないと，なかなか受益と負担の議論が結び
付いていかないのではないかと思っています。
それから，デジタル化というのも何度も出て
きた話です。長く地方分権がいわれていて，い
ろいろなところで話をすると，例えば先ほどの
坂巻さんのお話に住民税がありましたけれども，
住民税の税額の決定通知の紙が自治体によって
違うというご意見が企業の方から出てまいりま
す。1700の自治体があれば1700種類あるのかと
いうわけですが，違う様式を使っていることが
地方分権だとは私は思えないのです。そこは，
それこそデジタル化でどこまで統一化できるの
か，デジタル化して統一化していったからとい
って，どこの地域に税金を納めているかという
話が結び付かなくなっては困るので，そういう
ことをこれからどうやって構築していくかとい
うところだと思います。
私自身も30年，40年，地方分権の話をしてい
て，財政的な地方分権はその間何か進んだかと
いうと，実際にはなかなか進んでいない状況だ
と思いますが，最近，法定外税，目的税だった
りというところが出てきています。宿泊税は，
私は反対ではないのですが，住民ではなく外か
ら来た人に「負担を押しつける」ようなかたち
の税金になるのはあまり良くないと思います。
要するに，そこの議会などを決めている人たち
ではない人たちが払う税金ですよね。これは神
山先生の報告の中で租税を外に輸出する形での
議論というふうに定義付けられていました。し
かしながら，一方で外から来る人は一定の財政
需要を引き起こすわけですから何らか負担を求
めることは当然必要であり，外から来る人にも

わずかかもしれませんけれども負担を求めよう
という議論をしていくのは，アメリカ型という
と言い過ぎかもしれませんけれども，受益と負
担を結び付けた税制に一歩でも二歩でも議論が
近づくのかなと思っています。
幾つか申し上げましたけれども，そもそも偏
在性とは何というところからもう一度きちんと
見直して，消費税のときは，古い話ですけれど
も，元々ない税制を作りました。それまで物品
税だったものをがらっと変えて新しい税金を作
ったのです。新しいものを作るというのはもし
かすると割と議論がしやすいのかもしれません
が，今までこういうふうにあるものを変えると
いうのはなかなか大変だというところはありま
す。その中で，法定外税のように，この地域は
こういう税金という議論が出てきているところ
だと思いますので，そのあたりの意識の醸成と
実際の制度の枠組みの検討がこれからも議論し
ていかないといけないところだと思います。
ご意見を頂いた皆さんにストレートにお答え
できているかどうかわかりませんけれども，私
自身は今こういうふうに思っているというとこ
ろであります。頂いた時間があと 3分ぐらいに
なりました。
私もかつて同僚の人に，「所得税は納得でき
るけど住民税は高いな」と言われたことがあり
ますが，大体皆さん給与明細書をご覧になった
ら住民税は高いなという印象を持っておられる
と思うのです。そのときに，では地方は何をし
てもらっているのかという話が出るのです。私
たちの同僚となると大体子どもが大きい人が多
いですから，小学校に無料で行けたことはみん
な忘れています。だから，これだけ払っている
のに市から何をしてもらっているのかという話
になってしまいます。そこを一歩乗り越えない
と，住民を巻き込んだ議論にならないと思いま
す。
それから 1つ追加すると，先ほど坂巻さんか
ら住民税の現年課税化の話が出ていましたが，
これは私も10年以上ずっと関わっています。今
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のままで特に不便なことはないのに，なぜ現年
課税化をあえてしなければいけないのかという
話は必ず出ます。ただ，少し長い目で見たとき
に，そういう仕組みにしておいた方がよかった
というふうに私は言ってもらえる見直しになる
と思っています。これからもっと周知しないと
いけないという話を担当者ともしているところ
ですので，またそのあたりの議論が出たら関心
を持って見ていただけたらと思います。
2時間オンラインですので，参加者の皆さん

に参加してよかったと思っていただけたのかち

ょっとわかりませんけれども，少しでもお役に
立てればと思います。このやりとりは租研の方
で印刷物になっていくと思いますので，またそ
こでご覧になって，何かご質問等があれば事務
局にご一報いただけたらと思います。
今日は登壇者の皆さんどうもありがとうござ
いました。参加者の皆さん， 2時間お付き合い
いただいてどうもありがとうございました。で
は，事務局にお返ししますので，よろしくお願
いします。
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第 回租研大会 税制基本問題研究会討論会

「地方税制の基本問題」
研究会での報告内容紹介

（財政学）

甲南大学経済学部 林 亮輔

年 月 日資料① 地方税原則と地方税の課題 （関西大学経済学部 教授 林宏昭）

• 地方分権を進めるためには、地方税の割合を増やすべきという意見があるが、地方税の割合を国税に比べて高
めても分権化が進むわけではなく、地方分権はマクロの比率の議論ではない。

研究成果① 地方分権と地方税

研究の問題意識・目的

• 本シリーズの基本コンセプトである「地方税制の基本問題」について議論するにあたり、抑えておかなければ
ならない「地方税原則」と、地方税に関する現状と課題について概観する。

1

主な研究結果

• 個人住民税：個人が行う経済活動（所得）の大きさを受益の大きさの代理変数とみなすことで、応能原則より
も応益原則を重視する。

• 法人に対する地方税（法人住民税・法人事業税）：企業が各地域で様々な公共サービスの利益を享受しながら
事業活動を行っていることを課税の根拠として捉え、個人の場合と同じように生産等の経済活動の規模に応じ
て負担を求めることで、応益原則を実現する。

研究成果② 個別税制の考察

• 税制論としては、所得・消費・資産といった課税ベースにバランス良く課税することが望ましいが、国・都道
府県・市町村それぞれにバランスを取る必要はなく、むしろ、納税者の側から見て、どこに、何のための税を
負担しているのかについて明確にする方が良い。

• 地方分権の意識の浸透のためにも、都道府県と市町村の税源を独立させることが必要である。

研究成果③ 税源の独立性

地方税と交付税措置：地方公共団体の資金調達・運営と財政健全化
（甲南大学経済学部 教授 足立泰美）

• 建設地方債の起債は届出制度への移行後も、財政状況に留意が必要な団体の歳出には抑制効果が認められた。
• 財政状況に留意が必要な団体は、建設地方債の起債によって確かに歳出の増加が生じているものの、その増加

幅が抑制されている可能性が高い。

研究成果① 建設地方債

これからの地方税制度に対する示唆

• 「建設地方債及び赤字地方債が許可制度から協議制度を経て届け出制度へと移行したこと」や「協議必要団体
の設定条件」が、地方公共団体の財政運営に対してどのような影響を及ぼしたかについて検証。

2

主な研究結果

• 赤字地方債においては、負債が積みあがることで生じる将来の財政悪化が懸念され、各地方公共団体が歳出を
抑えている。

• ただし、協議が求められる地方公共団体は、そうでない団体に比べて、元利償還費の全額に対して交付税措置
がなされている赤字地方債において、歳出が膨らんでいる。

研究成果② 赤字地方債

• 人口減少が進み財源確保が難しくなるなかで、元金の返済に加えて利子の支払いは、地方公共団体の財政状況
を悪化させ、過度な将来負担を招く恐れがある。

• 今後も、地方公共団体の起債においては、一定の国の関与を設けながら自主・自立性を促すことが重要である。

研究の問題意識・目的

地方税における応益原則の適用と課題－個人と法人の受益と負担について－
（甲南大学経済学部 教授 林亮輔）

• 都道府県・市町村の財政支出ともに、約 割が社会全体に便益が及ぶもの、約 割が一次的に個人のみに便益が
及ぶもの、約 割が一次的に法人のみに便益が及ぶものであるという結果が得られた。

研究成果① 地方財政支出（受益）の個人と法人への配分

これからの地方税制度に対する示唆

• わが国では、地方税の法人負担のウエイトが高いという議論があるとともに、行政サービスについては個人向
けのものが増加している傾向にある。仮に、個人が負担を上回る便益を享受していたとすれば、行政サービス
の便益や費用の大きさを誤って知覚する「財政錯覚」が生じ、資源の効率的利用が妨げられる可能性がある。

• 個人と法人の間で受益と負担の不一致が生じていないかについて検証し、わが国の地方財政システムが「財政
錯覚」を生じさせやすい構造になっていないかについて考察する。

3

主な研究結果

• 都道府県税・市町村税ともに、約 割が個人負担であるという結果が得られた。
研究成果② 地方税負担（負担）の個人と法人への配分

• 社会全体（個人と法人）が受益する行政サービスの財源が、法人によって賄われているという結果は、わが国
の地方財政システムが財政錯覚を発生させやすいものとなっているということを意味している。

• 応益原則の観点から考えた場合、地方財政規模を適切に保つためには、地方税のウエイトを企業課税から個人
課税にシフトさせることを検討しなければならない。

研究の問題意識・目的

日本型税務行政の生成過程－「徴税協力」から「納税協力」へ－
（神戸大学大学院経済学研究科博士課程後期課程 正保順一） （神戸大学大学院経済学研究科教授 玉岡雅之）

• 日本型の税務行政がどのように生成されてきたのか、そこにはどのようなものが埋め込まれているのかについ
て、日本の税務行政の歴史を振り返り、その独自性や特徴を明らかにする。

4

主な研究結果

• 近代には、義務的租税観をベースにした上意下達による税務行政が行われるとともに、納税側を取り込んだ「徴
税協力」の体制が構築され、それが政府による国民への社会規範の刷り込みとともに浸透していった。

• 戦後には、納税側の自発的・能動的な形で行われる「納税協力」という日本の税務行政の特徴的な概念・形態へ
と帰着していった。

• この「日本型税務行政」と呼ぶべき特質は、現代にも続く日本における租税観の表出事象であり、また、内在的
な規定要因でもある。

これからの地方税制度に対する示唆

• 日本型税務行政が「税を確実に納める」という側面に偏重しがちであるとすれば、納税という行為に埋め込ま
れている権利の側面への認識を向上させることや、徴税側と納税側が相互信頼関係を構築していく応答的規制
理論からの示唆を得ることが重要である。

• 日本型税務行政に表れる国税をめぐる「徴税側⇔納税側」の関係と、税務行政上の「国⇔地方」の関係に共通
項が見出せるか、税務行政をめぐる国家との関係性という観点で今後検討が必要である。

研究の問題意識・目的

地方の法人所得税は生き残れるのか？
（関西学院大学経済学部 教授 上村敏之）

• 諸国の中で地方の法人所得税をもつ国は非常に少ない。
• 諸国における法定税率の平均値の推移を見ると、地方の法人所得税をもたない国の方が、地方の法人所得

税を持つ国よりも税率引下げを行っていることから、地方の法人所得税の存在が、税率引下げを妨げている可
能性がある。

• 地方法人所得税の最大の問題は偏在性であり、デジタル化と東京一極集中により、ビジネス提供エリアと企業
所在エリアの乖離がますます広がる可能性がある。

これからの地方税制度に対する示唆

• 資本所得税や法人所得税の課税の根拠を経済学の視点から検討し、地方の法人所得税の課題と将来の展望を明
らかにする。

5

主な研究結果

• 地方の法人所得税のあり方は、全体的に縮小し、歪みを軽減して限界実効税率を低下させ、法定税率の引下げ
で平均実効税率も低下させ、超過利潤（経済的レント）への課税と地域への税収配分が望ましい。

• 具体的には、①法人住民税法人税割は縮小化または国税化、または法人事業税付加価値割や地方消費税へ移管
する。②法人事業税所得割はドイツの営業税改革を参考にして損金算入廃止しつつ標準税率を引下げ、または
付加価値割へ移管、さらには外形標準課税の中小企業への適用拡大で税率引下げを行う。③地方法人税および
特別法人事業税は重点化することが望ましい。

研究の問題意識・目的
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地地方方税税制制のの基基本本問問題題

（（租租税税法法関関係係））

日日本本租租税税研研究究協協会会
税税制制基基本本問問題題研研究究会会

1

I 個人住民税

１ 米国連邦所得税における州・地方税額の控除制限（SALT Cap) 一高龍司

２ 個人住民税における応益原則と住所地課税 倉見智亮

３ 米国州所得税の過去、現在、未来
1.リモート・ワーク 2.課税の繰延べ

坂巻綾望

II 法人事業税

４ 減資と地方税法 堀治彦

５ 地方法人課税のあり方が法人課税に与える影響の検討 小塚真啓

III 消費税

６ アメリカ州売上税における近年の傾向 酒井貴子

IV 不動産取得税

７ 土地法制の変化と不動産取得税制 濵田洋

V 国際課税

８ 国際的に交換された情報の刑事手続利用 漆さき 2

II 個個人人住住民民税税

3

１ 米国連邦所得税における州・地方税額の控除制限

米国 連邦所得税の計算において、州・地方税額が「項目別控除」として控除される(State and Local Tax De
duction, SALT) 。

出典：当日配布資料（傍線は坂巻）
4

高齢化が個人住民税課税ベースに与える効果
（京都産業大学経済学部 教授 八塩裕之）

• 「勤労から年金への所得代替」が、高齢化が進む地方部の課税ベースを侵食した実態を分析した結果、①高齢
化による勤労から年金への所得代替の実態が見て取れること、②年金への所得代替が進む地方部の県（東北・
山陰・北陸など）ほど、課税ベースの浸食が進んだことが明らかになった。

研究成果① 年代の状況

研究の問題意識・目的

これからの地方税制度に対する示唆

• 高齢化で年金給付額が増えると、国民全体の所得に占める公的年金給付の比率が高まる「勤労から年金への所
得代替」という現象が生じる。

• 年代と 年代における勤労から年金への所得代替が、地方部の個人住民税課税ベースにどのような影響
を与えたかを分析する。

6

主な研究結果

• 年代以降、高齢化がさらに進展したにもかかわらず、①勤労から年金への所得代替は進まず、②高齢化が
特に進む東北・九州・四国で一人当たりの課税ベースがむしろ大きく増えたことが明らかになった。

• その理由として、高齢者の就労増加により、勤労から年金への所得代替が進まず、課税ベースの侵食が起きな
かった点があげられる。特に、 歳以上の高齢者の引退延期が地方部の課税ベースを下支えしたと考えられる。
一方、女性の就労も増えたが、課税ベースへの貢献は小さく、非正規就労等が多いことが影響したと思われる。

研究成果② 年代の状況

• 歳以上の引退延期などがあったとすると、単なる問題の先送りに過ぎない可能性がある。
• 将来、この世代が一斉に引退すると、課税ベース侵食が一気に顕在化するかもしれず、この点で課題は残った

ままといえる。

子育て世代における個人所得課税の所得再分配効果
（神戸学院大学経済学部 准教授 金田陸幸））

• ・ ・ 年における、勤労所得税と個人住民税に関する税負担の集中度係数の変動は、三位一体改革
や扶養控除の変更によるものである。

• 子どもの数別の分析では、三位一体改革や扶養控除の影響が若干異なる。
• 学校種別に見ると、税負担の集中度係数について大きな変化は確認されない。

研究の問題意識・目的

これからの地方税制度に対する示唆

• 子どもの教育機会の格差是正への関心が高まっており、世帯の経済格差が教育格差に直結することが指摘され
ていることから、所得再分配政策としての税制が、子育て世代にどのような影響を与えるかを把握する必要が
ある。

• そこで、勤労所得税と個人住民税の所得再分配効果の経年的な変化を比較し、その要因について検証する。
• また、子育て世代への所得再分配効果は「世帯内の子ども数」や「子どもの属する学校種」によっても異なる

可能性があることから、それぞれの影響についても考察する。

7

主な研究結果

• 勤労所得税と個人住民税のそれぞれの租税の影響が異なるだけでなく、子育て世代においては「世帯内の子ど
も数」や「子どもの属する学校種」によって、税制改正の影響が異なる。
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１ 米国連邦所得税における州・地方税額の控除制限

出典：当日配布資料（傍線は坂巻）

5

１ 米国連邦所得税における州・地方税額の控除制限

出典：当日配布資料（傍線は坂巻）

6

１ 米国連邦所得税における州・地方税額の控除制限

Tax Cuts and Jobs Act (TCJA) of 2017, Pub. L.115-97, TCJA

出典：当日配布資料に加筆

SALT 
Cap

7

２ 個人住民税における応益原則と住所地課税

出典：当日配布資料

8

２ 個人住民税における応益原則と住所地課税

9

出典：当日配布資料

２ 個人住民税における応益原則と住所地課税

10
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３ 米国州所得税の過去、現在、未

11

３ 米国州所得税の過去、現在、未来

12

３ 米国州所得税の過去、現在、未来

13

II 法法人人事事業業税税

14

４ 減資と地方税法

出典：当日配布資料

15

４ 減資と地方税法

出典：当日配布資料

16
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４ 減資と地方税法

出典：当日配布資料

17

４ 減資と地方税法

出典：当日配布資料

18

４ 減資と地方税法

出典：当日配布資料

19

５ 地方法人課税のあり方が法人課税に与える影響の検討

出典：当日配布資料

20

５ 地方法人課税のあり方が法人課税に与える影響の検討

出典：当日配布資料

21

５ 地方法人課税のあり方が法人課税に与える影響の検討

出典：当日配布資料出典：当日配布資料
22
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III 消消費費税税

25

６ アメリカ州売上税における近年の傾向

出典：当日配布資料

６ アメリカ州売上税における近年の傾向

27

出典：当日配布資料

６ アメリカ州売上税における近年の傾向

出典：当日配布資料

28

５ 地方法人課税のあり方が法人課税に与える影響の検討

出典：当日配布資料

23

５ 地方法人課税のあり方が法人課税に与える影響の検討

出典：当日配布資料

24
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６ アメリカ州売上税における近年の傾向

出典：当日配布資料

29

６ アメリカ州売上税における近年の傾向

出典：当日配布資料

30

アメリカ州売上税における近年の傾向

31

出典：当日配布資料

IV 不動産取得税

32

７ 土地法制の変化と不動産取得税制

出典：総務省HP（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/149767_11.html）

33

７ 土地法制の変化と不動産取得税制

出典：当日配布資料

34



―48―

７ 土地法制の変化と不動産取得税制

出典：当日配布資料

35

７ 土地法制の変化と不動産取得税制

出典：当日配布資料

36

IV 国際課税

37

８ 国際的に交換された情報の刑事手続利用

出典：当日配布資料

38

８ 国際的に交換された情報の刑事手続利用

出典：当日配布資料

39

８ 国際的に交換された情報の刑事手続利用

40

出典：当日配布資料
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８ 国際的に交換された情報の刑事手続利用

41

出典：当日配布資料

８ 国際的に交換された情報の刑事手続利用

42

出典：当日配布資料

８ 国際的に交換された情報の刑事手続利用

43

出典：当日配布資料

第 回租研大会税制基本問題研究会討論会

「地方税制の基本問題」
間口を広げた意見交換；課題・展望等

（財政学）

甲南大学経済学部 林亮輔

年 月 日資料③－

受益と負担を連動させることの重要性

1

地方税

公共財・サービスの供給に要する財源を調達するための手段
＝

受益と負担を連動させることの重要性

2

地方税制を考える上で重要な視点は

「受益と負担の連動」
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受益と負担を連動させることの重要性

3

民間財・サービスの場合…

民間財・サービ
スから得られる

満足
費用負担

公共財・サービスの場合…

?

公共財・サービ
スから得られる

満足
費用負担

財政錯覚

受益と負担を連動させることの重要性

4

アメリカの地方税
財産税

「量出制入」
受益と負担が連動

いずるをはかりているをせいす

日本の地方財政

「量入制出」
受益と負担の連動が断ち切られている

いるをはかりていずるをせいす

受益と負担を連動させることの重要性

5

財政錯覚が生じないようにするには

受益と負担が連動するよう地方税制の確立

“どのような方法で地方税を充実強化すれば良いのか？”

地方偏在度の低い地方税制の実現－普遍性の原則－

6

国税の場合… 地方税の場合…

地方団体間における税収偏在

税収偏在は問題ではない。 税収偏在が
小さいほうが望ましい。

地方偏在度の低い地方税制の実現－普遍性の原則－

7

「普遍性の原則」
できるかぎり偏在度の小さな税目で税収を拡充し、

どのような地方団体も十分な税収を確保できるという方向性を目指す。

地方偏在度の低い地方税制の実現－普遍性の原則－

8

2010年度 2015年度 2022年度 2010年度 2015年度 2022年度 最高 最低 最高 最低 最高 最低
都道府県税総額 東京都 沖縄県 東京都 沖縄県 東京都 沖縄県
　事業税（法人） 東京都 奈良県 東京都 奈良県 東京都 奈良県
　道府県たばこ税 北海道 奈良県 北海道 奈良県 北海道 奈良県
　自動車税 栃木県 東京都 栃木県 東京都 栃木県 東京都
　地方消費税（清算後） 東京都 沖縄県 東京都 沖縄県 東京都 奈良県
市町村税総額 東京都 沖縄県 東京都 秋田県 東京都 秋田県
　市町村民税（個人） 東京都 沖縄県 東京都 沖縄県 東京都 秋田県
　市町村民税（法人） 東京都 奈良県 東京都 奈良県 東京都 沖縄県
　固定資産税（土地） 東京都 北海道 東京都 北海道 東京都 北海道
　固定資産税（家屋） 東京都 奈良県 東京都 福島県 東京都 奈良県
　固定資産税（償却資産） 三重県 沖縄県 福井県 沖縄県 福井県 奈良県

2010年度 2015年度 2022年度
最高・最低

最高・最低倍率変動係数

資料）総務省『地方財政統計年報』より作成。

注）各税目に関する都道府県別の総額を都道府県別の人口で除して算出している。

変動係数の値が大きいほど地域間格差が大きい
表 税収の地域偏在度
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地方偏在度の低い地方税制の実現－普遍性の原則－

9

公共財・サービスの受益と負担の連動性を高めるには…

「普遍性の原則」を重視した地方税の充実強化

地域の特性に応じた地方税制の確立

10

地方団体を取り巻く条件は様々

住民の
所得水準地形 気候 風土 産業構造 面積 人口規模

“地方団体の多様性に、現行の地方税制は対応できているのか？”

地域の特性に応じた地方税制の確立

11

人口規模による行政需要の違いが地方税に反映されているのかを検証

交通・公害・防災など大都市特有の行政需要

人口
万人
以上

政令指定都市

人口
万人
以上

一般市

人口

中核市

大小

地域の特性に応じた地方税制の確立

12

基
準
財
政
収
入
額
／
基
準
財
政
需
要
額

地方税／人（ 円）

政令指定都市 中核市 一般市
大阪市 近似線（大阪を除く政令市） 近似線（中核市）
近似線（一般市）

図 行政需要に応じた税制の必要性（ 年度）

単年度財政力指数。

資料）総務省『市町村決算状況調』より作成。

財
源
不
足
が
大
き
く

財
政
力
が
弱
い

地域の特性に応じた地方税制の確立

13

基
準
財
政
収
入
額
／
基
準
財
政
需
要
額

地方税／人（ 円）

政令指定都市 中核市 一般市
大阪市 近似線（大阪を除く政令市） 近似線（中核市）
近似線（一般市）

図 行政需要に応じた税制の必要性（ 年度）

資料）総務省『市町村決算状況調』より作成。

人口 人当たり地方税収が大きいほど財政力が強い

地域の特性に応じた地方税制の確立

14

基
準
財
政
収
入
額
／
基
準
財
政
需
要
額

地方税／人（ 円）

政令指定都市 中核市 一般市
大阪市 近似線（大阪を除く政令市） 近似線（中核市）
近似線（一般市）

図 行政需要に応じた税制の必要性（ 年度）

資料）総務省『市町村決算状況調』より作成。

大都市行政需要を抱えているため財政力は弱く、
行政需要の違いに地方税制が対応できていない

大阪市



―52―

地域の特性に応じた地方税制の確立

15

公共財・サービスの受益と負担の連動性を高めるには…

「行政需要の違いに応じた弾力的な地方税制」の確立

まとめ

16

地方税制を考える上で重要な視点は

「受益と負担の連動」

公共財・サービスの受益と負担の連動性を高めるには…

「普遍性の原則」を重視した地方税の充実強化

「行政需要の違いに応じた弾力的な地方税制」の確立

間間口口をを広広げげたた意意見見交交換換

44

I 全体について

１、税法学分野におけるアプローチ方法

２、諸外国の動向について

３、各税目の課題

45

II 個人住民税について

【米国の州所得税】

・各州が連邦憲法に違反しない範囲内
で課税権を有する。

・応能原則

居住地が、納税者の所得を包括的に把
握して、それに累進税率を適用する。

＋源泉地が、制限的に課税をする

＋居住地が税額控除により二重課税を
排除

↓
I Tの発達により、

源泉地課税の難しさ

居住地課税の難しさ に直面

【わが国の個人住民税】

・標準税率＋超過課税

・応益原則

住所地が、受益の代理変数として、納
税者の所得に対して、比例税率を適用
する。

↓
・簡素

・税逃れが生じにくい

46

前年所得課税から現年所得課税へ

理論的に、前年の所得を課税標準とする現行制度は、受益と負担の関係が
曖昧である。

１月１日 １月１日

令和６年中の総所得金額等 令和７年分
住民税
賦課決定

普通徴収
特別徴収

令和６年 令和７年所得割

１月１日 １月１日

令和６年中の総所得金額等 令和６年分
住民税

令和６年 令和７年所得割

47



―53―

市町村民税

第２９４条市町村民税は、第一号の者に対しては均等割額及び所得割額の合算額により、第二
号…の者に対しては均等割額により、…課する。

一市町村内に住所を有する個人

二市町村内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人で当該市町村内に住所を有しない者

２ 前項第一号の市町村内に住所を有する個人とは、住民基本台帳法の適用を受ける者につい
ては、当該

市町村の住民基本台帳に記録されている者をいう。

３ 市町村は、当該市町村の住民基本台帳に記録されていない個人が当該市町村内に住所を有
する者である場合には、その者を当該住民基本台帳に記録されている者とみなして、その者に
市町村民税を課することができる。この場合において、市町村長は、その者が他の市町村の住
民基本台帳に記録されていることを知つたときは、その旨を当該他の市町村の長に通知しなけ
ればならない。

４ 前項の規定により市町村民税を課された者に対しては、その者が記録されている住民基本台
帳に係る市町村は、第二項の規定にかかわらず、市町村民税を課することができない。

50

「住所」の判定

「住所を有する者」→住民基本台帳に記録されている者（294条２項、24条２
項）。

ただし、住民基本台帳に記録されていない個人であっても、真実に住所を有
する者である場合には、記録されているとみなして課税することができる（294
条３項、24条２項）。

「みなし課税権」を発動する場合に、その者が他の市町村の住民基本台帳に
記録されていることを知ったときは、その旨を当該他の市町村に通知しなけ
ればならない（294条３項後段） 。

→真実の「住所」地の所在する市町村（道府県）が課税管轄を有する。

その者が住民基本台帳に記録されている市町村（道府県）は、課税すること
ができない。

51

「住所」の判定

複数の団体が、「その者の真実の住所地はその領域内にある」と主張して、
住所の判定が競合することは理論的にはありうる。

二地域居住が進めば、その可能性は高まる。

→ただし、行政上二重課税がなされたとしても、司法において解決されると考
えられる。

−相続税法における「住所」の解釈-

最高裁判所第二小法廷平成２３年２月１８日判決（武富士事件）

「ここ［引用者：旧相続税法１条の２］にいう住所とは，反対の解釈をすべき特
段の事由はない以上，生活の本拠，すなわち，その者の生活に最も関係の
深い一般的生活，全生活の中心を指すものであり，一定の場所がある者の
住所であるか否かは，客観的に生活の本拠たる実体を具備しているか否か
により決すべきものと解するのが相当である」。 52

二地域居住の推進

二地域居住が推進されるなかで、税収をわけあう方法がないか検討する必要がある。

碓井光明『要説 地方税のしくみと法』学陽書房（2001） 92頁

「単身赴任者で週末に帰宅する者とか、数か月のみ他の場所で生活するような者に、例外的に、
両方で納税義務者となることを認め、所得割に関し関係市町村の間で課税標準を分割する制度
を設けることの検討が必要になるかもしれない」（碓井）。

2008年「ふるさと納税研究会報告書」

「住所地の地方団体に課税される納税者と住所地以外の地方団体との間で受益と負担の関係を
説明することが困難である以上、住所地以外の地方団体に個人住民税の課税権を法的に根拠
づけることはできない」。「『税』を分割する方式はとり得ないと考えられる」。

→納税者のふるさとに貢献したいという意思を尊重するため、寄附金控除として「ふるさと納税」
を創設。

難波悠「二地域居住における公共サービス負担に関する一考察」東洋大学PPP(2016)

「現時点で個人住民税を二地域間で按分する方策を想定するのは現実的でない」として、法定外
税により負担を求める方法を模索。

53

道府県民税

第２４条道府県民税は、第一号に掲げる者に対しては均等割額及び所得割額の合算額により...
第二号…に掲げる者に対しては均等割額により...第五号に掲げる者に対しては利子割額により、
第六号に掲げる者に対しては配当割額により、第七号に掲げる者に対しては株式等譲渡所得割
額により課する。

一道府県内に住所を有する個人

二道府県内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人で当該事務所、事業所又は家屋敷を有
する市町村内に住所を有しない者

（中略）

２ 前項第一号、第六号及び第七号の道府県内に住所を有する個人とは、住民基本台帳法の適
用を受ける者については、その道府県の区域内の市町村の住民基本台帳に記録されている者
（第二百九十四条第三項の規定により当該住民基本台帳に記録されているものとみなされる者
を含み、同条第四項に規定する者を除く。）をいう。

３〜６（略）

７ 第一項第二号に掲げる者については、市町村民税を均等割により課する市町村ごとに一の納
税義務があるものとして道府県民税を課する。

＊均等割の二重課税が許容されるとした裁判例（広島地裁平成3年1月30日行集42巻1号184頁）

49

二地域居住の推進

出典：二地域居住推進協議会（https://www.mlit.go.jp/2chiiki/） 48
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外国人労働者の増加

①転職を繰り返すまたは少額の仕事を掛け持ちするなど、特別徴収の要件
を満たさないために特別徴収の対象から外れ、転出手続きをせずに出国する
ことによって、徴収を免れる。

↓

・納税管理人制度の強化

・特別徴収の強化

②前年中所得を得ていたが、賦課期日前に出国している場合には、受益をし
ているのに個人住民税の納税義務がない。

とりわけ、夏季労働者と冬季労働者の税負担の差異に不公平感がある。

54

あありりががととううごござざいいままししたた。。
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・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

〔
各

論
〕

第
節

米
国

連
邦

所
得

税
に

お
け

る
州

・
地

方
税

額
の

控
除

制
限

・

第
節

個
人

住
民

税
に

お
け

る
応

益
原

則
と

住
所

地
課

税
・

・
・

・
・

・
・

・
・

第
節

米
国

州
所

得
税

の
過

去
，

現
在

，
未

来

－
①

リ
モ

ー
ト

ワ
ー

ク
と

②
課

税
の

繰
延

べ
－

・
・

・
・

・
・

・
・

第
節

減
資

と
地

方
税

法
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

第
節

地
方

法
人

課
税

の
あ

り
方

が
法

人
課

税
に

与
え

る
影

響
の

検
討

・
・

・
・
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節
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メ

リ
カ

州
売

上
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に

お
け

る
近

年
の

動
向

・
・

・
・

・
・

・
・

・
・

第
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・
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・

第
節
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際

的
に

交
換

さ
れ

た
情

報
の

刑
事

手
続

利
用

・
・
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・
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1 
 は

じ
め

に

関
西

大
学

経
済

学
部

教
授

林
宏

昭

日
本

租
税

研
究

協
会

で
は

年
か

ら
大

阪
で

税
制

に
関

す
る

研
究

会
を

開
い

て
い

ま
す

。
年

月
ま

で
は

地
方

税
研

究
会

、
同

年
月

以
降

は
税

制
基

本
問

題
研

究
会

と
し

て
、
財

政
学

と
税

法
の

研

究
者

に
会

員
企

業
の

メ
ン

バ
ー

を
加

え
て

ほ
ぼ

毎
月

開
催

し
て

い
ま

す
。

研
究

会
で

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
研

究
者

の
専

門
に

沿
っ

た
ト

ピ
ッ

ク
の

報
告

に
加

え
て

外
部

の
研

究
者

に
よ

る
報

告
も

お
願

い
し

て
い

ま
す

。

近
年

は
、

研
究

会
全

体
を

通
じ

た
柱

と
な

る
テ

ー
マ

を
設

定
し

て
い

ま
す

。
こ

れ
ま

で
「

税
制

改
革

」

「
租

税
原

則
」「

社
会
・
経

済
環

境
の

変
化

と
税

制
の

課
題

」
と

い
っ

た
キ

ー
ワ

ー
ド

を
念

頭
に

お
い

た
研

究
報

告
を

展
開

し
て

き
ま

し
た

。

～
年

度
は

、
研

究
会

の
統

一
的

な
テ

ー
マ

を
「

地
方

税
制

の
基

本
問

題
」

と
設

定
し

ま
し

た
。

国
の

財
政

と
地

方
財

政
は

車
の

両
輪

に
例

え
ら

れ
ま

す
。

そ
し

て
、

そ
れ

ぞ
れ

の
歳

入
の

中
心

が
税

で
あ

る
こ

と
は

言
う

ま
で

も
あ

り
ま

せ
ん

。

年
か

ら
は

新
型

コ
ロ

ナ
感

染
症

の
拡

大
に

よ
っ

て
世

界
は

大
き

な
影

響
を

受
け

、
社

会
は

さ
ま

ざ

ま
な

変
革

を
迫

ら
れ

ま
し

た
。

新
型

コ
ロ

ナ
感

染
症

の
社

会
活

動
へ

の
影

響
が

弱
ま

り
、

イ
ン

バ
ウ

ン
ド

も
含

め
て

経
済

活
動

が
活

発
に

な
っ

て
い

ま
す

。
新

型
コ

ロ
ナ

感
染

症
対

策
と

し
て

巨
額

の
財

政
支

出
が

講
じ

ら
れ

、
そ

の
多

く
が

地
方

団
体

を
実

施
主

体
と

し
て

展
開

さ
れ

て
き

ま
し

た
が

、
そ

れ
も

一
段

落
つ

き
ま

し
た

。
改

め
て

地
方

の
自

立
や

財
源

の
確

保
が

こ
れ

か
ら

の
課

題
に

な
っ

て
い

く
と

思
い

ま
す

。
そ

の
意

味
で

今
の

時
点

で
、

地
方

税
の

あ
り

方
を

再
検

討
し

て
お

く
こ

と
は

大
き

な
意

義
が

あ
り

ま
す

。

本
研

究
会

で
は

こ
の

よ
う

な
基

本
的

な
問

題
意

識
の

も
と

で
、

地
方

税
制

の
今

日
的

な
課

題
と

方
向

性

に
つ

い
て

各
メ

ン
バ

ー
が

発
表

し
て

き
ま

し
た

。
本

報
告

書
は

、
税

制
基

本
問

題
研

究
会

で
の

報
告

を
ま

と
め

た
も

の
で

す
。

財
政

学
分

野
で

の
報

告
は

林
委

員
、

税
法

分
野

で
の

報
告

は
坂

巻
委

員
に

取
り

ま
と

め
を

お
願

い
し

ま
し

た
。

研
究

会
メ

ン
バ

ー
と

事
務

局
の

皆
様

に
深

く
感

謝
い

た
し

ま
す

。
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2 
 第

章
財

政
学

〔
総

論
〕

甲
南

大
学

経
済

学
部

教
授

林
亮

輔
 

 は
じ

め
に 年

度
か

ら
年

度
に

お
け

る
税

制
基

本
問

題
研

究
会

の
統

一
テ

ー
マ

は
「

地
方

税
制

の
基

本

問
題

」
で

あ
る

。

地
方

税
は

都
道

府
県

や
市

町
村

が
そ

の
行

政
に

要
す

る
財

源
を

調
達

す
る

た
め

に
、

行
政

区
域

内
の

住

民
や

企
業

か
ら

調
達

す
る

も
の

で
あ

り
、

都
道

府
県

や
市

町
村

に
お

い
て

財
政

収
入

の
中

心
と

な
る

べ
き

も
の

で
あ

る
。
現

在
の

地
方

税
制

の
基

本
は

、
年

月
に

日
本

税
制

の
全

面
改

革
案

と
し

て
発

表
さ

れ
た

シ
ャ

ウ
プ

税
制

で
確

立
さ

れ
、

そ
の

後
、

国
と

地
方

の
税

源
分

離
と

い
う

観
点

や
、

社
会

経
済

情
勢

の
変

化
と

い
う

実
情

を
踏

ま
え

て
制

度
改

革
が

行
わ

れ
、

現
在

の
地

方
税

制
に

至
っ

て
い

る
。

こ
れ

ま
で

に
も

様
々

な
変

更
が

加
え

ら
れ

て
き

た
地

方
税

制
で

あ
る

が
、

地
方

行
政

に
対

す
る

ニ
ー

ズ

が
多

様
化

・
高

度
化

し
、

少
子

高
齢

化
が

ス
タ

ン
ダ

ー
ド

と
な

り
つ

つ
あ

る
わ

が
国

に
お

い
て

、
地

方
税

制
全

体
が

抱
え

る
課

題
か

ら
個

別
税

目
ご

と
の

課
題

ま
で

、
今

も
な

お
解

決
す

べ
き

問
題

が
数

多
く

存
在

し
て

い
る

。
地

方
税

制
が

抱
え

る
様

々
な

問
題

を
解

決
す

る
に

は
ど

う
す

れ
ば

良
い

の
だ

ろ
う

か
。

本
報

告
書

の
第

章
は

、
地

方
税

制
が

抱
え

る
問

題
に

つ
い

て
経

済
学

の
視

点
か

ら
考

察
し

て
い

る
。

第
節
「

地
方

税
原

則
と

地
方

税
の

課
題

」
、
第

節
「

地
方

税
と

交
付

税
措

置
：
地

方
公

共
団

体
の

資

金
調

達
・
運

営
と

財
政

健
全

化
」
、
第

節
「

地
方

税
に

お
け

る
応

益
原

則
の

適
用

と
課

題
－

個
人

と
法

人

の
受

益
と

負
担

に
つ

い
て

－
」
、
第

節
「

日
本

型
税

務
行

政
の

生
成

過
程

－
「

徴
税

協
力

」
か

ら
「

納
税

協
力

」
へ

－
」

で
は

、
地

方
税

制
全

体
が

抱
え

る
課

題
に

つ
い

て
、

第
節

「
地

方
の

法
人

所
得

税
は

生

き
残

れ
る

の
か

？
」
、

第
節

「
高

齢
化

が
個

人
住

民
税

課
税

ベ
ー

ス
に

与
え

る
効

果
」
、

第
節

「
子

育

て
世

代
に

お
け

る
個

人
所

得
課

税
の

所
得

再
分

配
効

果
」

で
は

、
個

別
の

税
目

が
抱

え
る

課
題

に
つ

い
て

考
察

が
な

さ
れ

て
い

る
。

い
ず

れ
の

節
も

経
済

学
の

理
論

と
地

方
税

制
に

関
す

る
最

新
の

デ
ー

タ
に

基
づ

い
て

お
り

、
今

後
の

地
方

税
制

の
あ

る
べ

き
姿

を
検

討
す

る
際

の
参

考
に

な
る

と
考

え
ら

れ
る

。
以

下
は

各
節

の
要

旨
で

あ
る

。

第
節

「
地

方
税

原
則

と
地

方
税

の
課

題
」

本
節

は
、

本
シ

リ
ー

ズ
の

統
一

テ
ー

マ
で

あ
る

「
地

方
税

制
の

基
本

問
題

」
に

つ
い

て
議

論
す

る
に

あ

た
り

抑
え

て
お

か
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
「

地
方

税
原

則
」

と
、

地
方

税
に

関
す

る
現

状
と

課
題

に
つ

い
て

概
観

し
て

い
る

。

そ
の

結
果

、
①

地
方

分
権

を
進

め
る

た
め

に
は

、
地

方
税

の
割

合
を

増
や

す
べ

き
と

い
う

意
見

が
あ

る

も
の

の
、

地
方

税
の

割
合

を
国

税
に

比
べ

て
高

め
て

も
分

権
化

が
進

む
わ

け
で

は
な

く
、

地
方

分
権

は
マ

ク
ロ

の
比

率
の

議
論

で
は

な
い

と
い

う
こ

と
、

②
税

制
論

と
し

て
は

、
所

得
・

消
費

・
資

産
と

い
っ

た
課

税
ベ

ー
ス

に
バ

ラ
ン

ス
良

く
課

税
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

が
、

国
・

都
道

府
県

・
市

町
村

そ
れ

ぞ
れ

に
バ

ラ
ン

ス
を

取
る

必
要

は
な

く
、

む
し

ろ
、

納
税

者
の

側
か

ら
見

て
、

ど
こ

に
、

何
の

た
め

の
税

を
負

担
し

て
い

る
の

か
に

つ
い

て
明

確
に

す
る

方
が

良
い

と
い

う
こ

と
、
③

地
方

分
権

の
意

識
の

浸
透

の
た

め
に

も
、

都
道

府
県

と
市

町
村

の
税

源
を

独
立

さ
せ

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
こ

と
な

ど
が

述
べ

ら
れ

て
い

る
。

 
 

3 
 第

節
「

地
方

税
と

交
付

税
措

置
：

地
方

公
共

団
体

の
資

金
調

達
・

運
営

と
財

政
健

全
化

」

本
節

は
、
「

建
設

地
方

債
及

び
赤

字
地

方
債

が
許

可
制

度
か

ら
協

議
制

度
を

経
て

届
出

制
度

へ
と

移
行

し
た

こ
と

」
や

「
協

議
必

要
団

体
の

設
定

条
件

」
が

、
地

方
公

共
団

体
の

財
政

運
営

に
対

し
て

ど
の

よ
う

な
影

響
を

及
ぼ

し
た

か
に

つ
い

て
検

証
し

て
い

る
。

そ
の

結
果

、
①

建
設

地
方

債
の

起
債

は
届

出
制

度
へ

の
移

行
後

も
、

財
政

状
況

に
留

意
が

必
要

な
団

体

の
歳

出
に

は
抑

制
効

果
が

認
め

ら
れ

た
こ

と
、

②
財

政
状

況
に

留
意

が
必

要
な

団
体

は
、

建
設

地
方

債
の

起
債

に
よ

っ
て

歳
出

の
増

加
が

生
じ

て
い

る
も

の
の

、
そ

の
増

加
幅

が
抑

制
さ

れ
て

い
る

可
能

性
が

高
い

こ
と

、
③

赤
字

地
方

債
に

お
い

て
は

、
負

債
が

積
み

あ
が

る
こ

と
で

生
じ

る
将

来
の

財
政

悪
化

が
懸

念
さ

れ
、

各
地

方
公

共
団

体
が

歳
出

を
抑

え
て

い
る

こ
と

、
④

た
だ

し
、

協
議

が
求

め
ら

れ
る

地
方

公
共

団
体

は
、

そ
う

で
な

い
団

体
に

比
べ

て
、

元
利

償
還

費
の

全
額

に
対

し
て

交
付

税
措

置
が

な
さ

れ
て

い
る

赤
字

地
方

債
に

お
い

て
、

歳
出

が
膨

ら
ん

で
い

る
こ

と
な

ど
が

明
ら

か
に

さ
れ

て
い

る
。

第
節

「
地

方
税

に
お

け
る

応
益

原
則

の
適

用
と

課
題

－
個

人
と

法
人

の
受

益
と

負
担

に
つ

い
て

－
」

本
節

は
、

個
人

と
法

人
の

間
で

受
益

と
負

担
の

不
一

致
が

生
じ

て
い

な
い

か
に

つ
い

て
検

証
す

る
こ

と

で
、

わ
が

国
の

地
方

財
政

シ
ス

テ
ム

が
「

財
政

錯
覚

」
を

生
じ

さ
せ

や
す

い
構

造
に

な
っ

て
い

な
い

か
に

つ
い

て
考

察
し

て
い

る
。

そ
の

結
果

、
①

都
道

府
県
・
市

町
村

の
財

政
支

出
と

も
に

、
約

割
が

社
会

全
体

に
便

益
が

及
ぶ

も
の

、

約
割

が
一

次
的

に
個

人
の

み
に

便
益

が
及

ぶ
も

の
、

約
割

が
一

次
的

に
法

人
の

み
に

便
益

が
及

ぶ
も

の
で

あ
る

と
い

う
結

果
が

得
ら

れ
た

こ
と

、
②

都
道

府
県

税
・

市
町

村
税

と
も

に
、

約
割

が
個

人
負

担

で
あ

る
と

い
う

結
果

が
得

ら
れ

た
こ

と
、

③
社

会
全

体
（

個
人

と
法

人
）

が
受

益
す

る
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

財
源

が
、

法
人

に
よ

っ
て

賄
わ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
わ

が
国

の
地

方
財

政
シ

ス
テ

ム
が

財
政

錯
覚

を
発

生
さ

せ
や

す
い

も
の

と
な

っ
て

い
る

こ
と

な
ど

が
明

ら
か

に
さ

れ
て

い
る

。

第
節

「
日

本
型

税
務

行
政

の
生

成
過

程
－

「
徴

税
協

力
」

か
ら

「
納

税
協

力
」

へ
－

」

本
節

は
、

日
本

型
の

税
務

行
政

が
ど

の
よ

う
に

生
成

さ
れ

て
き

た
の

か
、

そ
こ

に
は

ど
の

よ
う

な
も

の

が
埋

め
込

ま
れ

て
い

る
の

か
に

つ
い

て
、
日

本
の

税
務

行
政

の
歴

史
を

振
り

返
り

、
そ

の
独

自
性

や
特

徴

に
つ

い
て

考
察

し
て

い
る

。

そ
の

結
果

、
①

近
代

（
明

治
～

第
二

次
大

戦
）

に
は

、
義

務
的

租
税

観
を

ベ
ー

ス
に

し
た

上
意

下
達

に

よ
る

税
務

行
政

が
行

わ
れ

る
と

と
も

に
、

納
税

側
を

取
り

込
ん

だ
「

徴
税

協
力

」
の

体
制

が
構

築
さ

れ
、

そ
れ

が
政

府
に

よ
る

国
民

へ
の

社
会

規
範

の
刷

り
込

み
と

と
も

に
浸

透
し

て
い

っ
た

こ
と

、
②

戦
後

（
第

二
次

大
戦

後
～

昭
和

年
頃

）
に

は
、

納
税

側
の

自
発

的
・

能
動

的
な

形
で

行
わ

れ
る

「
納

税
協

力
」

と
い

う
日

本
の

税
務

行
政

の
特

徴
的

な
形

態
へ

と
帰

着
し

て
い

っ
た

こ
と

、
③

こ
の
「

日
本

型
税

務
行

政
」

と
呼

ぶ
べ

き
特

質
は

、
現

代
に

も
続

く
日

本
に

お
け

る
租

税
観

の
表

出
事

象
で

あ
り

、
ま

た
、

内
在

的
な

規
定

要
因

で
も

あ
る

こ
と

、
な

ど
が

明
ら

か
に

さ
れ

て
い

る
。
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4 
 第

節
「

地
方

の
法

人
所

得
税

は
生

き
残

れ
る

の
か

？
」

本
節

は
、

資
本

所
得

税
や

法
人

所
得

税
の

課
税

の
根

拠
を

経
済

学
の

視
点

か
ら

検
討

し
、

地
方

の
法

人

所
得

税
の

課
題

と
将

来
の

展
望

に
つ

い
て

考
察

し
て

い
る

。

そ
の

結
果

、
地

方
の

法
人

所
得

税
は

、
全

体
的

に
縮

小
し

、
歪

み
を

軽
減

し
て

限
界

実
効

税
率

を
低

下

さ
せ

、
法

定
税

率
の

引
下

げ
で

平
均

実
効

税
率

も
低

下
さ

せ
、

超
過

利
潤

（
経

済
的

レ
ン

ト
）

へ
の

課
税

と
地

域
へ

の
税

収
配

分
が

望
ま

し
い

と
結

論
づ

け
ら

れ
て

い
る

。
具

体
的

に
は

、
①

法
人

住
民

税
法

人
税

割
は

縮
小

化
ま

た
は

国
税

化
、

ま
た

は
法

人
事

業
税

付
加

価
値

割
や

地
方

消
費

税
へ

移
管

す
る

こ
と

、
②

法
人

事
業

税
所

得
割

は
ド

イ
ツ

の
営

業
税

改
革

を
参

考
に

し
て

損
金

算
入

廃
止

し
つ

つ
標

準
税

率
を

引
下

げ
、

ま
た

は
付

加
価

値
割

へ
移

管
、

さ
ら

に
は

中
小

企
業

へ
の

適
用

拡
大

で
税

率
引

下
げ

を
行

う
こ

と
、

③
地

方
法

人
税

お
よ

び
特

別
法

人
事

業
税

は
重

点
化

す
る

と
い

っ
た

提
案

が
な

さ
れ

て
い

る
。

第
節

「
高

齢
化

が
個

人
住

民
税

課
税

ベ
ー

ス
に

与
え

る
効

果
」

本
節

は
、

年
代

と
年

代
に

お
け

る
勤

労
か

ら
年

金
へ

の
所

得
代

替
が

、
地

方
部

の
個

人
住

民
税

課
税

ベ
ー

ス
に

ど
の

よ
う

な
影

響
を

与
え

た
か

を
分

析
し

て
い

る
。

そ
の

結
果

、
年

代
は

、
①

高
齢

化
に

よ
る

勤
労

か
ら

年
金

へ
の

所
得

代
替

の
実

態
が

見
て

取
れ

る

こ
と

、
②

年
金

へ
の

所
得

代
替

が
進

む
地

方
部

の
県

（
東

北
・

山
陰

・
北

陸
な

ど
）

ほ
ど

、
課

税
ベ

ー
ス

の
浸

食
が

進
ん

だ
こ

と
、

年
代

は
、
③

勤
労

か
ら

年
金

へ
の

所
得

代
替

は
進

ま
ず

、
④

高
齢

化
が

特

に
進

む
東

北
・

九
州

・
四

国
で

一
人

当
た

り
の

課
税

ベ
ー

ス
が

む
し

ろ
大

き
く

増
え

た
こ

と
な

ど
が

明
ら

か
に

さ
れ

て
い

る
。

歳
以

上
の

高
齢

者
の

引
退

延
期

が
地

方
部

の
課

税
ベ

ー
ス

を
下

支
え

し
て

い
る

と

す
れ

ば
、

将
来

、
こ

の
世

代
が

一
斉

に
引

退
す

る
と

、
課

税
ベ

ー
ス

侵
食

が
一

気
に

顕
在

化
す

る
か

も
し

れ
ず

、
こ

の
点

で
課

題
は

残
っ

た
ま

ま
と

い
え

る
と

結
論

づ
け

ら
れ

て
い

る
。

第
節

「
子

育
て

世
代

に
お

け
る

個
人

所
得

課
税

の
所

得
再

分
配

効
果

」

本
節

は
、

世
帯

の
経

済
格

差
が

子
供

の
教

育
格

差
に

直
結

す
る

と
い

う
指

摘
に

問
題

意
識

を
持

ち
、

所

得
再

分
配

政
策

と
し

て
の

税
制

が
、

子
育

て
世

代
に

ど
の

よ
う

な
影

響
を

与
え

る
か

に
つ

い
て

検
証

し
て

い
る

。

そ
の

結
果

、
①

・
・

年
に

お
け

る
、
勤

労
所

得
税

と
個

人
住

民
税

に
関

す
る

税
負

担
の

集
中

度
係

数
の

変
動

は
、

三
位

一
体

改
革

や
扶

養
控

除
の

変
更

に
よ

る
も

の
で

あ
る

こ
と

、
②

子
ど

も
の

数
別

の
分

析
で

は
、
三

位
一

体
改

革
や

扶
養

控
除

の
影

響
が

若
干

異
な

る
こ

と
、
③

学
校

種
別

に
見

る
と

、

税
負

担
の

集
中

度
係

数
に

つ
い

て
大

き
な

変
化

は
確

認
さ

れ
な

い
こ

と
な

ど
が

明
ら

か
に

さ
れ

て
お

り
、

勤
労

所
得

税
と

個
人

住
民

税
の

そ
れ

ぞ
れ

の
租

税
の

影
響

が
異

な
る

だ
け

で
な

く
、

子
育

て
世

代
に

お
い

て
は

「
世

帯
内

の
子

ど
も

数
」

や
「

子
ど

も
の

属
す

る
学

校
種

」
に

よ
っ

て
、

税
制

改
正

の
影

響
が

異
な

る
と

結
論

づ
け

ら
れ

て
い

る
。

 
 

5 
 財

政
学

〔
各

論
〕

第
節

地
方

税
原

則
と

地
方

税
の

課
題

関
西

大
学

経
済

学
部

教
授

林
宏

昭

 ．
地

方
分

権
と

地
方

税

地
方

分
権

の
議

論
で

必
ず

課
題

と
な

る
の

が
国

・
地

方
間

で
の

税
と

支
出

の
割

合
で

あ
る

。
国

と
地

方

の
支

出
を

、
補

助
金

等
を

調
整

し
た

純
計

ベ
ー

ス
で

見
る

と
、

年
度

は
対

、
傾

向
的

に
は

大

体
対

と
な

る
。

一
方

、
国

税
と

地
方

税
の

割
合

は
逆

に
な

っ
て

い
て

国
税

が
約

割
を

占
め

、
そ

の

た
め

「
地

方
分

権
の

た
め

に
も

、
も

っ
と

地
方

税
を

増
や

す
べ

き
」

と
主

張
さ

れ
る

。

の
資

料
に

よ
る

と
、
日

本
は

他
の

国
と

比
べ

て
地

方
税

の
割

合
が

そ
れ

ほ
ど

低
い

わ
け

で
は

な
い

（
資

料
）
。

資
料

国
税

と
地

方
税

の
対

比

自
治

体
の

歳
入

の
う

ち
地

方
税

収
入

が
占

め
て

い
る

割
合

が
低

い
地

域
、

た
と

え
ば

％
し

か
な

い
と

こ
ろ

で
は

仮
に

地
方

税
が

倍
に

な
っ

て
も

％
に

な
る

だ
け

。
地

方
税

の
割

合
を

国
税

に
比

べ
て

高
め

る
こ

と
で

直
接

分
権

化
が

進
む

わ
け

で
は

な
く

、
地

方
分

権
は

マ
ク

ロ
の

比
率

の
議

論
で

は
な

い
と

考
え

る
。

．
地

方
税

と
地

方
交

付
税

各
自

治
体

で
標

準
的

な
行

政
水

準
を

確
保

す
る

た
め

に
必

要
な

金
額

と
、

各
自

治
体

の
課

税
ベ

ー
ス

の

状
況

か
ら

見
込

ま
れ

る
税

収
（

標
準

税
収

入
）

を
国

が
一

定
の

ル
ー

ル
に

基
づ

い
て

計
算

し
て

、
前

者
の

方
が

大
き

け
れ

ば
そ

の
差

額
を

埋
め

て
い

る
の

が
地

方
交

付
税

で
あ

る
が

、
地

方
税

の
抱

え
る

問
題

を
吸

収
し

て
い

る
現

状
が

あ
る

。

地
方

交
付

税
の

基
準

財
政

収
入

額
の

算
定

に
お

い
て

、
基

準
財

政
収

入
額

は
、
現

在
約

兆
円

で
あ

る

が
そ

の
う

ち
分

の
程

度
は

地
方

自
治

体
の

地
方

交
付

税
と

置
き

替
わ

っ
て

い
る

と
い

う
こ

と
で

あ
る

（
資

料
）
。
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6 
 資

料
地

方
交

付
税

算
出

と
地

方
税

収
（

基
準

財
政

収
入

額
）

 ・
所

得
割

住
民

税
に

関
す

る
試

算
 

20
01

年
度

（
20

00
年

分
所

得
）

13
兆

円
の

う
ち

約
3
兆

円
が

基
準

率
10

0％
 

・
地

方
消

費
税

1％
か

ら
、

現
在

は
2.

2％
 

 1
％

で
約

2.
5
兆

円
⇒

約
3
兆

円
が

基
準

率
10

0％
 

基
準

財
政

収
入

額
（

20
20

年
度

）
約

33
兆

円
 

  ．
地

方
税

原
則

税
負

担
配

分
に

関
す

る
原

則
と

、
税

収
に

関
す

る
原

則
と

に
区

分
し

て
、

で
き

る
限

り
実

際
の

状
況

を

交
え

な
が

ら
考

察
し

た
（

資
料

）
。

資
料

租
税

原
則

と
地

方
税

原
則

 
 ．

個
別

税
制

の
考

察

個
別

税
制

と
し

て
は

個
人

住
民

税
、

固
定

資
産

税
、

地
方

の
企

業
課

税
を

取
り

上
げ

る
。

個
人

住
民

税
に

つ
い

て
は

、
比

例
税

化
の

議
論

に
お

い
て

、
個

人
が

行
う

経
済

活
動

（
所

得
）

の
大

き

さ
を

受
益

の
大

き
さ

の
代

理
変

数
と

み
な

す
こ

と
で

応
能

原
則

よ
り

も
応

益
原

則
を

重
視

す
る

考
え

方
が

あ
る

と
述

べ
る

。
ま

た
、

総
務

省
に

設
置

さ
れ

て
い

る
検

討
会

で
の

議
論

を
踏

ま
え

つ
つ

、
各

年
月

日
と

な
っ

て
い

る
賦

課
期

日
、

現
状

は
前

年
所

得
に

対
す

る
課

税
の

現
年

課
税

化
、

金
融

所
得

の
取

り
扱

い
に

つ
い

て
考

察
す

る
。

ま
た

、
ふ

る
さ

と
納

税
に

つ
い

て
は

、
マ

ク
ロ

で
の

構
造

的
な

影
響

に
つ

い
て

指
摘

し
、

そ
の

拡
大

の
抑

制
を

主
張

す
る

。

固
定

資
産

税
に

つ
い

て
は

、
バ

ブ
ル

期
か

ら
バ

ブ
ル

崩
壊

と
固

定
資

産
税

を
巡

る
大

き
な

地
価

へ
の

対

応
か

ら
、

土
地

評
価

の
あ

り
方

が
問

題
と

な
り

、
負

担
水

準
の

設
定

と
い

う
か

た
ち

で
税

収
の

変
動

を
抑

制
す

る
仕

組
み

を
考

察
す

る
。

土
地

の
固

定
資

産
税

上
の

評
価

額
と

実
際

の
民

有
地

の
地

価
の

割
合

で
見

た
評

価
率

が
％

程
度

と
な

り
、
本

則
課

税
と

な
る

ケ
ー

ス
が

増
え

て
い

る
こ

と
を

指
摘

す
る

。
そ

し
て

、

今
後

の
あ

り
方

と
し

て
、

固
定

資
産

税
に

関
し

て
は

、
家

屋
や

償
却

資
産

と
の

関
係

で
、

も
っ

と
土

地
の

ウ
エ

イ
ト

を
高

め
る

可
能

性
に

つ
い

て
言

及
す

る
。

法
人

に
対

す
る

地
方

税
に

つ
い

て
は

、
地

方
歳

出
に

占
め

る
商

工
費

の
割

合
を

用
い

て
、

県
内

純
生

産

に
対

す
る

地
方

法
人

課
税

と
の

相
関

が
む

し
ろ

マ
イ

ナ
ス

で
あ

る
こ

と
を

示
し

、
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

大
き

租
税
の
３
原
則

公
平

効
率

簡
素

↓

地
方
税
固
有
の
租
税
原
則

負
担
配
分

・
応
益
性

・
負
担
分
任

税
収
・
普
遍
性

・
安
定
性
と
伸
張
性
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 さ

を
根

拠
と

し
た

応
益

課
税

の
困

難
さ

を
指

摘
す

る
。

そ
の

う
え

で
、

応
益

原
則

は
、

企
業

が
各

地
域

で

様
々

な
公

共
サ

ー
ビ

ス
の

利
益

を
享

受
し

な
が

ら
事

業
活

動
を

行
っ

て
い

る
こ

と
に

基
づ

く
課

税
の

根
拠

と
し

て
捉

え
、

ま
た

個
人

の
場

合
と

同
じ

よ
う

に
生

産
等

の
経

済
活

動
の

規
模

に
応

じ
て

負
担

を
求

め
る

こ
と

で
応

益
原

則
の

実
現

と
捉

え
る

。
ま

た
、

分
割

基
準

の
方

式
は

、
東

京
都

の
み

に
事

業
者

が
あ

る
場

合
に

は
偏

在
性

へ
の

対
応

が
困

難
と

い
う

問
題

も
あ

り
、

地
方

税
に

よ
る

企
業

課
税

が
大

き
く

な
り

す
ぎ

る
こ

と
は

問
題

が
多

い
と

す
る

。

．
税

源
の

独
立

論

税
制

論
と

し
て

は
、

所
得

、
消

費
、

資
産

と
い

っ
た

課
税

ベ
ー

ス
に

バ
ラ

ン
ス

良
く

課
税

す
る

こ
と

が

望
ま

し
い

。
し

か
し

な
が

ら
、
国

、
都

道
府

県
、
市

町
村

、
そ

れ
ぞ

れ
に

バ
ラ

ン
ス

を
取

る
必

要
は

な
く

、

む
し

ろ
、

納
税

者
の

側
か

ら
見

て
、

ど
こ

に
、

何
の

た
め

の
税

を
負

担
し

て
い

る
の

か
を

明
確

に
す

る
方

が
良

い
と

主
張

す
る

。
新

型
コ

ロ
ナ

へ
の

対
応

以
降

、
地

方
は

ま
す

ま
す

国
へ

の
財

源
依

存
の

意
識

が
高

ま
っ

て
お

り
、
改

め
て

、「
自

分
た

ち
が

払
っ

て
い

る
税

金
が

こ
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
財

源
と

な
っ

て
い

る
」

と
い

う
結

び
つ

き
が

な
け

れ
ば

地
方

分
権

の
意

識
の

浸
透

は
難

し
い

。
そ

の
意

味
で

、
地

方
税

の
、

特
に

都
道

府
県

と
市

町
村

の
税

源
を

独
立

さ
せ

る
こ

と
が

必
要

と
す

る
。

具
体

的
に

は
、

現
行

の
地

方
税

収
総

額
を

前
提

と
し

て
、

都
道

府
県

は
消

費
課

税
と

法
人

課
税

、
市

町

村
は

個
人

の
所

得
課

税
と

固
定

資
産

税
を

そ
れ

ぞ
れ

の
柱

に
据

え
、

そ
の

う
え

で
、

個
々

の
自

治
体

ご
と

に
生

じ
る

財
源

へ
の

影
響

に
つ

い
て

は
調

整
措

置
を

講
じ

る
と

い
う

も
の

で
あ

る
。
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 第

節
地

方
税

と
交

付
税

措
置

：
地

方
公

共
団

体
の

資
金

調
達

・
運

営
と

財
政

健
全

化

 

甲
南

大
学

経
済

学
部

教
授

足
立

泰
美

 

 

１
．

地
方

税
・

地
方

交
付

税
・

地
方

債
の

動
向

総
務

省
「

令
和

年
度

地
方

財
政

白
書

」
で

は
、

各
地

方
公

共
団

体
の

実
質

収
支

は
黒

字
で

推
移

し
、

そ
の

黒
字

額
は

全
体

で
兆

円
、
基

金
残

高
は

兆
円

で
あ

る
と

報
告

さ
れ

て
い

る
。
だ

が
、
国

か

ら
に

各
地

方
公

共
団

体
へ

の
地

方
交

付
税

は
、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
ィ

ル
ス

感
染

症
（

以
降

，
と

す

る
）
直

前
の

（
令

和
元

）
年

度
ま

で
は

年
連

続
で

増
加

し
て

お
り

、
年
（

令
和

年
）
度

に

は
兆

億
円

が
交

付
さ

れ
た

。
地

方
債

に
お

い
て

は
、

兆
円

に
達

し
た

残
高

に
よ

る
金

利
の

膨
張

リ
ス

ク
に

直
面

し
て

い
る

。

地
方

財
政

法
第

条
で

、
地

方
公

共
団

体
の

歳
出

は
、

地
方

債
以

外
の

歳
入

を
財

源
と

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

し
て

い
る

。
一

方
で

、
但

し
書

き
で

、
建

設
地

方
債

等
の

５
つ

の
事

業
の

財
源

に
地

方
債

の
起

債
が

認
め

ら
れ

て
き

た
。

５
つ

の
事

業
と

は
、

①
交

通
事

業
、

ガ
ス

事
業

、
水

道
事

業
そ

の
他

地
方

公
共

団
体

の
行

う
公

営
企

業
、

②
出

資
金

及
び

貸
付

金
、

③
地

方
債

の
借

換
え

、
④

災
害

応
急

事
業

費
、

災
害

復
旧

事
業

費
及

び
災

害
救

助
事

業
費

、
⑤

学
校

そ
の

他
の

文
教

施
設

、
保

育
所

そ
の

他
の

厚
生

施
設

、
消

防
施

設
、

道
路

、
河

川
、

港
湾

そ
の

他
の

土
木

施
設

等
の

公
共

施
設

又
は

公
用

施
設

の
建

設
事

業
費

、
及

び
公

共
・

公
用

に
供

す
る

土
地

、
又

は
代

替
地

と
し

て
予

め
取

得
す

る
土

地
の

購
入

費
と

し
て

い
る

。
だ

が
（

平
成

）
年

度
の

地
方

財
政

法
改

正
で

、
個

人
の

道
府

県
民

税
又

は
市

町
村

民
税

に
係

る
特

別

減
税

等
に

伴
う

地
方

債
の

特
例

と
し

て
、

特
例

地
方

債
（

こ
れ

以
降

、
赤

字
地

方
債

と
す

る
）

が
発

行
さ

れ
る

こ
と

と
な

っ
た

。
浅

羽
（

）
は

、
地

方
債

の
起

債
の

傾
向

と
し

て
、

年
代

は
公

共
投

資
基

本
計

画
（

年
策

定
）
の

も
と

で
一

般
単

独
事

業
債

や
一

般
公

共
事

業
債

、
公

営
企

業
債

等
の

建
設

地
方

債
が

、
年

代
に

入
る

と
赤

字
地

方
債

が
誘

因
で

、
地

方
債

の
発

行
が

増
え

て
き

た
。

年
以

降

は
、

赤
字

地
方

債
残

高
は

逓
減

傾
向

と
な

る
が

、
建

設
地

方
債

残
高

は
、

建
設

事
業

の
微

増
を

上
回

る
形

で
増

加
し

て
お

り
、

地
方

公
共

団
体

の
財

政
状

況
へ

の
影

響
が

懸
念

さ
れ

た
。

２
．

財
政

健
全

化
法

と
許

可
制

度
・

協
議

制
度

・
届

出
制

度

地
方

公
共

団
体

の
財

政
状

況
を

評
価

す
る

指
標

と
し

て
、
財

政
健

全
化

指
標

が
あ

る
（

図
表

１
を

参
照

）
。

福
祉

、
教

育
、

ま
ち

づ
く

り
等

の
地

方
公

共
団

体
の

一
般

会
計

の
赤

字
の

程
度

を
示

す
指

標
と

し
て

実
質

赤
字

比
率

が
、

地
方

公
共

団
体

の
全

て
の

会
計

の
黒

字
と

赤
字

を
合

算
し

、
全

体
と

し
て

の
赤

字
の

程
度

を
示

す
連

結
実

質
赤

字
比

率
が

、
地

方
公

共
団

体
の

一
般

会
計

等
の

公
債

費
の

負
担

と
、

一
部

事
務

組
合

や
広

域
連

合
の

経
費

等
の

借
入

金
の

返
済

額
の

負
担

の
過

去
年

間
の

平
均

で
算

定
し

た
実

質
公

債
比

率

が
あ

る
。

地
方

公
共

団
体

が
翌

年
度

以
降

に
負

担
す

る
こ

と
が

確
定

し
て

い
る

債
務

に
加

え
、

負
担

が
見

込
ま

れ
て

い
る

債
務

、
さ

ら
に

は
将

来
支

払
っ

て
い

く
可

能
性

の
あ

る
負

担
額

、
こ

れ
ら

、
将

来
、

地
方

公
共

団
体

の
財

政
を

圧
迫

す
る

可
能

性
を

表
す

将
来

負
担

比
率

が
あ

る
。

公
営

企
業

の
資

金
不

足
を

料
金

収
入

の
規

模
と

比
較

し
た

指
標

と
し

て
は

、
資

金
不

足
比

率
が

あ
り

、
経

営
状

況
の

深
刻

度
を

示
す

。

地
方

債
の

起
債

は
、

か
つ

て
許

可
制

度
や

協
議

制
度

で
あ

っ
た

。
だ

が
、

地
方

公
共

団
体

の
自

主
性

・

自
立

性
の

視
点

か
ら

、
（

平
成

）
年

度
以

降
、
一

定
の

要
件

を
満

た
す

地
方

公
共

団
体

が
民

間
等

資
金

債
を

発
行

す
る

場
合

は
、

原
則

、
協

議
を

不
要

と
し

、
事

前
届

出
で

起
債

で
き

る
制

度
に

改
正

さ
れ

て
い

る
。
具

体
的

に
は

、
実

質
赤

字
が

ゼ
ロ

、
実

質
公

債
比

率
が

％
未

満
、
将

来
負

担
比

率
は

都
道

府
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 県

及
び

政
令

指
定

都
市

は
％

未
満

、
一

般
市

区
町

村
は

％
未

満
の

地
方

公
共

団
体

に
つ

い
て

は
、

協
議

不
要

対
象

団
体

と
し

て
、

届
出

で
地

方
債

の
起

債
が

可
能

と
な

っ
て

い
る

。
但

し
、

協
議

不
要

対
象

団
体

で
あ

っ
て

も
、

資
金

不
足

額
が

理
由

で
公

営
企

業
が

民
間

等
資

金
債

の
発

行
を

行
う

場
合

、
協

議
を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

し
て

い
る

。
こ

の
よ

う
な

協
議

不
要

基
準

は
、

（
平

成
）
年

度
か

ら
緩

和
が

進
め

ら
れ

、
公

的
資

金
を

充
当

す
る

地
方

債
の

う
ち

特
別

転
貸

債
及

び
国

の
予

算
等

貸
付

金
債

が
新

た
に

届
出

制
の

対
象

と
さ

れ
、

地
方

債
制

度
の

抜
本

的
見

直
し

が
行

わ
れ

て
き

た
。

届
出

を
し

た
地

方
債

の
う

ち
、

協
議

を
受

け
同

意
が

得
ら

れ
た

場
合

に
、

元
利

償
還

金
が

地
方

財
政

計
画

に
算

入
さ

れ
る

と
と

も
に

、
予

定
額

を
地

方
債

計
画

に
計

上
さ

れ
る

こ
と

に
な

る
。

だ
が

、
財

政
状

況
に

一
定

留
意

が
必

要
な

団
体

と
し

て
、
実

質
赤

字
が

一
定

以
上

、
実

質
公

債
比

率
が

％
以

上
、
標

準
税

率
未

満
の

団
体

は
、
従

来
通

り
、

許
可

が
求

め
ら

れ
る

。
こ

の
と

き
地

方
債

協
議

制
度

で
は

、
元

利
償

還
費

又
は

決
算

収
支

の
赤

字
が

一
定

水
準

以
上

の
地

方
公

共
団

体
は

、
地

方
債

発
行

に
許

可
を

要
す

る
場

合
、

早
期

是
正

措
置

を
講

じ
る

こ
と

と
し

て
い

る
。

実
質

公
債

費
比

率
が

％
以

上
％

未
満

の
団

体
は

公
債

費
負

担
適

正
化

計

画
の

内
容

及
び

実
施

状
況

に
応

じ
て

、
％

以
上

％
未

満
の

団
体

は
財

政
健

全
化

計
画

の
内

容
及

び
実

施
状

況
に

応
じ

て
、
各

許
可

基
準

に
よ

る
許

可
が

必
要

と
な

る
（

令
和

元
年

度
地

方
債

同
意

等
基

準
）
。
同

様
に

、
同

意
等

基
準

で
早

期
健

全
化

基
準

以
上

団
体

で
あ

る
場

合
に

、
実

質
赤

字
額

で
あ

れ
ば

実
質

赤
字

解
消

計
画

を
、

資
金

不
足

比
率

で
あ

れ
ば

資
金

不
足

解
消

計
画

を
講

じ
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
る

。
資

金
不

足
比

率
と

は
、

公
営

企
業

ご
と

の
資

金
の

不
足

額
の

事
業

の
規

模
に

対
す

る
比

率
で

あ
り

、
経

営
健

全
化

基
準

％
以

上
の

団
体

は
経

営
健

全
化

計
画

の
策

定
を

義
務

づ
け

ら
れ

て
い

る
。

図
表

１
財

政
健

全
化

法

出
典

）
総

務
省

「
令

和
年

度
地

方
財

政
白

書
」

を
も

と
に

筆
者

作
成

例
実
質
赤

字
比
率

連
結
実

質
赤
字

比
率

実
質
公

債
費
比

率

将
来
負

担
比
率

資
本
不

足
比
率

一
般
会
計

公
債
管
理

母
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付

勤
労
者
福
祉
共
済

学
校
給
食
事
業
特
別
会
計

土
地
区
画
整
理
事
業
特
別
会
計

駐
車
場
事
業
特
別
会
計

住
宅
新
築
資
金
等
貸
付
特
別
会
計

等 国
民
健
康
保
険

後
期
高
齢
者
医
療

介
護
保
険
事
業

農
業
共
済

老
人
保
健
医
療

介
護
サ
ー
ビ
ス

駐
車
場

交
通
災
害
共
済

公
立
大
学
附
属
病
院

有
料
道
路

公
営

企
業

会
計

水
道
事
業
会
計

簡
易
水
道

工
業
用
水
道

軌
道

自
動
車
運
送

鉄
道

船
舶
運
航

電
気

ガ
ス

港
湾
整
備

病
院

市
場

と
畜
場

宅
地
造
成

下
水
道

観
光
施
設

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

水
道
広
域
連
合
企
業
団

広
域
消
防
組
合
等

土
地
開
発
公
社

※
資
金
不
足
比
率
は
公
営
企
業
会
計
毎
に
算
出

【
健
全
化
指
標
】

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

地
方
公
社
・
第
3
セ
ク
タ
ー
等

区
分

特
別
会
計

公
営

事
業

会
計

地
方
公

共
団
体

普
通
会
計

一 般 会 計 等 の 負 担 額 を 算 定

一 般 会 計 等 の 負 担 見 込 額 を 算 定
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 ３
．

許
可

制
度

・
協

議
制

度
・

届
出

制
度

及
び

建
設

地
方

債
・

赤
字

地
方

債
と

財
政

運
営

と
の

関
係

こ
の

よ
う

な
地

方
債

の
動

向
お

よ
び

仕
組

み
を

踏
ま

え
て

、
本

報
告

で
は

、
建

設
地

方
債

及
び

赤
字

地

方
債

で
許

可
制

度
か

ら
協

議
制

度
を

経
て

届
出

制
度

へ
の

移
行

及
び

協
議

必
要

団
体

の
設

定
条

件
が

、
地

方
公

共
団

体
の

財
政

運
営

に
影

響
を

与
え

る
か

を
、

（
平

成
）
～

（
平

成
）
年

度
デ

ー
タ

の
市

町
村

別
デ

ー
タ

を
使

用
し

、
歳

出
及

び
地

方
債

に
与

え
る

影
響

を
検

証
す

る
。

本
報

告
で

使
用

す
る

主
な

デ
ー

タ
は

総
務

省
「

健
全

化
判

断
比

率
・

資
金

不
足

比
率

等
の

算
定

様
式

等
デ

ー
タ

」
、
「

地
方

財
政

状
況

調
査

：
市

町
村

」
の

表
「

資
金

収
支

の
状

況
」

表
「

地
方

債
現

在
高

の
状

況
」

表
「

地

方
債

借
入

別
の

状
況

」
、
な

ら
び

に
「

市
町

村
決

算
状

況
調

査
：
市

町
村

」
を

用
い

て
検

証
す

る
。
検

証
期

間
は

、
公

債
費

等
負

担
を

示
す

指
標

で
あ

る
従

来
の

起
債

制
限

比
率

が
見

直
さ

れ
、

実
質

公
債

費
比

率
が

導
入

さ
れ

た
（

平
成

）
年

度
か

ら
、
協

議
必

要
条

件
が

見
直

さ
れ

、
概

ね
の

地
方

公
共

団
体

が
協

議
不

要
条

件
に

該
当

す
る

こ
と

と
な

っ
た

（
平

成
）
年

度
以

前
と

す
る

。
被

説
明

変
数

に
は

、
歳

出
対

標
準

財
政

規
模

比
を

採
用

す
る

。
各

地
方

公
共

団
体

は
、

義
務

的
経

費
や

投
資

的
経

費
を

網
羅

し
た

歳
出

に
対

し
て

、
地

方
税

及
び

地
方

交
付

税
等

の
財

源
が

限
ら

れ
る

な
か

で
、

地
方

債
で

財
源

を
確

保
し

た
場

合
に

、
地

方
公

共
団

体
の

財
政

運
営

に
ど

の
よ

う
な

影
響

を
も

た
ら

す
か

を
示

す
指

標
と

し
て

、
歳

出
対

標
準

財
政

規
模

比
を

用
い

る
。

説
明

変
数

に
は

地
方

債
と

許
可

・
協

議
・

届
出

制
度

に
関

す
る

変
数

を
用

い
る

。
地

方
債

に
は

、
建

設
地

方
債

現
在

高
対

標
準

財
政

規
模

比
と

赤
字

地
方

債
現

在
高

対
標

準
財

政
規

模
比

を
採

用
す

る
。

建
設

地
方

債
現

在
高

と
は

、
地

方
債

前
年

度
末

現
在

高
か

ら
赤

字
地

方
債

前
年

度
末

現
在

高
を

引
い

た
変

数
で

あ
る

。
赤

字
地

方
債

前
年

度
末

現
在

高
と

は
、

減
収

補
填

債
、

減
税

補
填

債
、

臨
時

財
政

対
策

債
、

臨
時

財
政

特
例

債
、

臨
時

税
収

補
填

債
、

公
共

施
設

特
例

債
の

前
年

度
末

現
在

高
の

合
算

を
使

用
す

る
。

ま
た

許
可

・
協

議
・

届
出

制
度

に
関

す
る

変
数

と
し

て
、

届
出

制
度

、
協

議
必

要
条

件
、

実
質

公
債

費
比

率
の

有
無

・
水

準
・

条
件

、
将

来
負

担
比

率
の

有
無

・
水

準
・

条
件

を
採

用
す

る
。

こ
の

と
き

協
議

必
要

条
件

と
は

、
実

質
赤

字
額

、
連

結
実

質
赤

字
比

率
、

実
質

公
債

費
比

率
、

将
来

負
担

比
率

の
う

ち
、

１
つ

で
も

協
議

が
求

め
ら

れ
る

条
件

に
該

当
す

る
団

体
を

と
し

、
そ

れ
以

外
を

ゼ

ロ
と

す
る

。
実

質
赤

字
額

及
び

連
結

実
質

赤
字

比
率

は
ゼ

ロ
を

超
え

た
場

合
、
実

質
公

債
費

比
率

は
％

以
上

、
将

来
負

担
比

率
は

、
政

令
指

定
都

市
で

あ
れ

ば
％

以
上

、
そ

れ
以

外
の

市
町

村
で

あ
れ

ば
％

以
上

を
条

件
と

し
て

変
数

を
作

成
す

る
。

主
眼

の
変

数
の

推
移

を
図

表
２

で
示

す
。

図
表

２
記

述
統

計

20
07

～
20

14
年
度

標
本
数

平
均

標
準
偏
差

最
小
値

最
大
値

歳
出
対
標
準
財
政
規
模
比

建
設
地
方
債
現
在
高
対
標
準
財
政
規
模
比

赤
字
地
方
債
現
在
高
対
標
準
財
政
規
模
比

20
07

～
20

11
年
度

標
本
数

平
均

標
準
偏
差

最
小
値

最
大
値

歳
出
対
標
準
財
政
規
模
比

建
設
地
方
債
現
在
高
対
標
準
財
政
規
模
比

赤
字
地
方
債
現
在
高
対
標
準
財
政
規
模
比

20
12

～
20

14
年
度

標
本
数

平
均

標
準
偏
差

最
小
値

最
大
値

歳
出
対
標
準
財
政
規
模
比

建
設
地
方
債
現
在
高
対
標
準
財
政
規
模
比

赤
字
地
方
債
現
在
高
対
標
準
財
政
規
模
比
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図
表

３
の

推
計

結
果

か
ら

、
建

設
地

方
債

の
起

債
は

届
出

制
度

に
移

行
し

た
と

し
て

も
、

財
政

状
況

に

一
定

留
意

が
必

要
な

団
体

の
歳

出
に

お
い

て
は

抑
制

さ
れ

て
い

る
こ

と
が

明
ら

か
と

な
っ

た
。

老
朽

化
す

る
公

共
施

設
の

維
持

・
更

新
は

や
む

を
得

な
い

歳
出

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

建
設

地
方

債
を

多
く

起
債

し
て

い
る

団
体

で
あ

る
ほ

ど
歳

出
が

上
昇

し
て

い
る

こ
と

が
認

め
ら

れ
た

。
こ

の
と

き
、

財
政

状
況

に
留

意
が

必
要

な
団

体
は

、
建

設
地

方
債

の
起

債
に

よ
っ

て
確

か
に

歳
出

の
増

加
が

生
じ

て
い

る
も

の
の

、
そ

の
増

加
幅

が
抑

制
さ

れ
て

い
る

可
能

性
が

高
い

。
赤

字
地

方
債

に
お

い
て

は
、

負
債

が
積

み
あ

が
る

こ
と

で
生

じ
る

将
来

の
財

政
悪

化
が

懸
念

さ
れ

、
各

地
方

公
共

団
体

が
歳

出
を

抑
え

て
い

る
こ

と
が

考
え

ら
れ

る
。

但
し

、
協

議
が

求
め

ら
れ

る
地

方
公

共
団

体
は

、
そ

う
で

な
い

団
体

に
比

べ
て

、
元

利
償

還
費

の
全

額
に

対
し

て
交

付
税

措
置

が
な

さ
れ

て
い

る
赤

字
地

方
債

に
お

い
て

、
歳

出
が

膨
ら

ん
で

い
る

結
果

が
得

ら
れ

た
。

こ
の

こ
と

か
ら

、
地

方
公

共
団

体
で

は
一

般
会

計
の

歳
入

不
足

を
補

う
た

め
に

、
赤

字
地

方
債

で
賄

っ
て

お
り

、
そ

れ
に

よ
っ

て
歳

出
が

膨
ら

ん
で

い
る

可
能

性
が

示
唆

さ
れ

る
。

人
口

減
少

が
進

み
財

源
確

保
が

難
し

く
な

る
な

か
で

、
元

金
の

返
済

に
加

え
て

利
子

の
支

払
い

は
、

地
方

公
共

団
体

の
財

政
状

況
を

悪
化

さ
せ

、
過

度
な

将
来

負
担

を
招

く
恐

れ
が

あ
る

だ
ろ

う
。

そ
れ

故
に

、
今

後
も

、
地

方
公

共
団

体
の

起
債

に
お

い
て

は
、

一
定

の
国

の
関

与
を

設
け

な
が

ら
自

主
・

自
立

性
を

促
す

こ
と

が
重

要
で

あ
ろ

う
。

図
表

３
推

計
結

果

 
注

数
値

は
回

帰
係

数
，

括
弧

内
は

ロ
バ

ス
ト

標
準

誤
差

を
表

す
．

は
有

意
水

準
１

％
，

は
同

％
を

表
す

．

 

有
無

水
準

条
件

有
無

水
準

条
件

M
o
d
e
l3

M
o
d
e
l4

M
o
d
e
l5

M
o
d
e
l6

M
o
d
e
l7

M
o
d
e
l8

届
出
制
度
o
r協

議
必
要
条
件

-
0
.0

4
7

*
*

-
0
.1

0
0

*
*

-
0
.3

0
3

*
*

-
0
.1

5
3

*
*

-
0
.0

9
7

*
*

-
0
.0

6
3

*
-
0
.1

0
0

*
*

-
0
.0

8
9

*
*

（
実
質
公
債
費
比
率
・
将
来
負
担
比
率
）

(0
.0

1
8
)

(0
.0

2
2
)

(0
.0

8
1
)

(0
.0

3
2
)

(0
.0

2
2
)

(0
.0

2
9
)

(0
.0

2
4
)

(0
.0

2
0
)

建
設
地
方
債
現
在
高
対
標
準
財
政
規
模
比

0
.6

4
9

*
*

0
.3

1
8

*
*

0
.1

1
7

0
.1

7
1

0
.3

2
2

*
*

0
.3

8
4

*
*

0
.3

2
4

*
*

0
.3

2
9

*
*

(0
.0

8
9
)

(0
.0

6
8
)

(0
.1

8
2
)

(0
.0

9
0
)

(0
.0

6
8
)

(0
.0

8
2
)

(0
.0

7
4
)

(0
.0

6
8
)

赤
字
地
方
債
現
在
高
対
標
準
財
政
規
模
比

0
.3

8
0

*
*

-
0
.1

1
8

-
0
.2

8
6

*
*

-
0
.0

1
5

*
*

-
0
.0

7
2

0
.0

6
5

-
0
.0

0
1

-
0
.2

5
4

*

(0
.0

3
7
)

(0
.0

6
4
)

(0
.0

9
0
)

(0
.0

0
5
)

(0
.0

6
6
)

(0
.0

5
6
)

(0
.0

0
0
)

(0
.1

2
3
)

建
設
地
方
債
現
在
高
対
標
準
財
政
規
模
比

-
0
.0

5
6

*
*

0
.0

5
5

*
*

0
.2

3
8

*
*

0
.0

0
4

*
*

0
.0

5
1

*
*

-
0
.0

0
2

0
.0

0
0

*
0
.0

7
2

*

×
届
出
制
度
o
r協

議
必
要
条
件

（
実
質
公
債
費
比
率
・
将
来
負
担
比
率
）

(0
.0

1
3
)

(0
.0

1
9
)

(0
.0

7
9
)

(0
.0

0
1
)

(0
.0

1
9
)

(0
.0

2
5
)

(0
.0

0
0
)

(0
.0

3
0
)

赤
字
地
方
債
現
在
高
対
標
準
財
政
規
模
比

-
0
.2

8
5

*
*

0
.0

7
8

0
.2

1
9

0
.0

2
0

*
*

-
0
.0

0
5

-
0
.1

0
6

0
.0

0
0

0
.2

6
1

×
届
出
制
度
o
r協

議
必
要
条
件

（
実
質
公
債
費
比
率
・
将
来
負
担
比
率
）

(0
.0

5
1
)

(0
.0

9
2
)

(0
.1

7
6
)

(0
.0

0
7
)

(0
.0

9
7
)

(0
.0

7
6
)

(0
.0

0
1
)

(0
.1

6
7
)

地
方
税
対
標
準
財
政
規
模
比

3
.1

7
9

*
*

3
.2

5
3

*
*

3
.2

2
4

*
*

3
.2

3
0

*
*

3
.2

5
5

*
*

3
.2

3
1

*
*

3
.2

3
0

*
*

3
.2

2
7

*
*

(0
.1

0
7
)

(0
.1

0
6
)

(0
.1

0
6
)

(0
.1

0
7
)

(0
.1

0
6
)

(0
.1

0
6
)

(0
.1

0
6
)

(0
.1

0
6
)

地
方
交
付
税
対
標
準
財
政
規
模
比

6
.0

3
1

*
*

6
.0

3
4

*
*

6
.0

3
5

*
*

6
.0

3
1

*
*

6
.0

3
5

*
*

6
.0

3
6

*
*

6
.0

2
8

*
*

6
.0

3
7

*
*

(0
.0

6
1
)

(0
.0

6
2
)

(0
.0

6
2
)

(0
.0

6
2
)

(0
.0

6
2
)

(0
.0

6
2
)

(0
.0

6
2
)

(0
.0

6
2
)

財
政
力
指
数

0
.9

6
4

*
*

0
.7

8
5

*
*

0
.8

2
5

*
*

0
.7

7
1

*
*

0
.7

8
8

*
*

0
.7

9
8

*
*

0
.7

5
6

*
*

0
.7

8
0

*
*

(0
.0

8
4
)

(0
.0

8
2
)

(0
.0

8
1
)

(0
.0

8
2
)

(0
.0

8
2
)

(0
.0

8
1
)

(0
.0

8
2
)

(0
.0

8
1
)

可
住
地
面
積
当
た
り
人
口
規
模

0
.0

0
0

*
0
.0

0
0

*
*

0
.0

0
0

*
0
.0

0
0

*
*

0
.0

0
0

*
0
.0

0
0

*
0
.0

0
0

*
0
.0

0
0

*
*

(0
.0

0
0
)

(0
.0

0
0
)

(0
.0

0
0
)

(0
.0

0
0
)

(0
.0

0
0
)

(0
.0

0
0
)

(0
.0

0
0
)

(0
.0

0
0
)

人
口
増
減
率

0
.0

0
4

*
*

0
.0

0
4

*
*

0
.0

0
4

*
*

0
.0

0
4

*
*

0
.0

0
4

*
*

0
.0

0
4

*
*

0
.0

0
4

*
*

0
.0

0
4

*
*

(0
.0

0
1
)

(0
.0

0
1
)

(0
.0

0
1
)

(0
.0

0
1
)

(0
.0

0
1
)

(0
.0

0
1
)

(0
.0

0
1
)

(0
.0

0
1
)

第
2
次
産
業
比
率

0
.0

0
9

*
0
.0

0
9

*
0
.0

0
8

*
0
.0

0
9

*
0
.0

0
9

*
0
.0

0
9

*
0
.0

0
9

*
0
.0

1
0

*

(0
.0

0
4
)

(0
.0

0
4
)

(0
.0

0
4
)

(0
.0

0
4
)

(0
.0

0
4
)

(0
.0

0
4
)

(0
.0

0
4
)

(0
.0

0
4
)

第
3
次
産
業
比
率

0
.0

0
4

0
.0

0
6

0
.0

0
5

0
.0

0
6

0
.0

0
6

0
.0

0
6

0
.0

0
6

0
.0

0
6

(0
.0

0
3
)

(0
.0

0
3
)

(0
.0

0
3
)

(0
.0

0
3
)

(0
.0

0
3
)

(0
.0

0
3
)

(0
.0

0
4
)

(0
.0

0
3
)

年
度
ダ
ミ
ー

_c
o
n
s

-
4
.5

0
3

*
*

-
4
.3

1
5

*
*

-
4
.0

3
4

*
*

-
4
.1

9
9

*
*

-
4
.3

1
9

*
*

-
4
.4

0
8

*
*

-
4
.3

1
2

*
*

-
4
.3

7
2

*
*

(0
.2

9
8
)

(0
.2

9
7
)

(0
.3

1
2
)

(0
.3

0
0
)

(0
.2

9
7
)

(0
.3

0
0
)

(0
.2

9
9
)

(0
.2

9
7
)

標
本
数

1
3
,1

8
4

1
3
,1

8
4

1
3
,1

8
4

1
3
,1

8
4

1
3
,1

8
4

1
3
,1

8
4

1
3
,1

8
4

1
3
,1

8
4

F
値

5
8
8
.9

1
*
*

5
5
3
.6

5
*
*

5
5
4
.2

*
*

5
5
4
.7

6
*
*

5
5
3
.6

1
*
*

5
5
3
.0

4
*
*

5
5
3
.8

7
*
*

5
5
3
.6

3
*
*

尤
度
比
検
定

-
2
8
3
0

-
2
8
5
4

-
2
8
5
1

-
2
8
4
8

-
2
8
5
4

-
2
8
5
7

-
2
8
5
3

-
2
8
5
4

H
a
u
s
m

a
n
 t

e
s
t

5
1
5
.2

*
*

6
0
5
.5

6
*
*

5
3
9
.1

7
*
*

6
2
7
.7

4
*
*

6
2
8
.9

5
*
*

5
0
5
.1

1
*
*

5
3
1
.2

2
*
*

5
4
1
.3

8
*
*

Y
e
s

Y
e
s

Y
e
s

Y
e
s

届
出
制
度

協
議
必
要

条
件

実
質
公
債
費
比
率

M
o
d
e
l1

M
o
d
e
l2

将
来
負
担
比
率

Y
e
s

Y
e
s

Y
e
s

Y
e
s
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 第
節

地
方

税
に

お
け

る
応

益
原

則
の

適
用

と
課

題

―
個

人
と

法
人

の
受

益
と

負
担

に
つ

い
て

―

甲
南

大
学

経
済

学
部

教
授

林
亮

輔

．
本

報
告

の
問

題
意

識

民
間

財
・

サ
ー

ビ
ス

の
場

合
、

モ
ノ

や
サ

ー
ビ

ス
か

ら
得

ら
れ

る
便

益
と

、
そ

れ
を

手
に

入
れ

る
の

に

必
要

な
費

用
負

担
に

つ
い

て
、

消
費

者
が

正
し

く
認

識
し

て
い

る
こ

と
か

ら
、

市
場

メ
カ

ニ
ズ

ム
が

上
手

く
機

能
し

効
率

的
な

資
源

配
分

が
も

た
ら

さ
れ

る
。

し
か

し
、

公
共

財
・

サ
ー

ビ
ス

の
場

合
、

市
場

メ
カ

ニ
ズ

ム
が

上
手

く
機

能
し

な
い

こ
と

か
ら

、
政

治
プ

ロ
セ

ス
を

経
て

供
給

さ
れ

、
財

源
は

税
で

賄
わ

ざ
る

を
得

な
い

。
そ

の
た

め
、

住
民

は
そ

の
便

益
と

費
用

を
正

確
に

知
覚

で
き

な
い

と
い

う
「

財
政

錯
覚

」
が

起
こ

り
や

す
く

、
そ

の
結

果
、

資
源

の
効

率
的

な
利

用
が

妨
げ

ら
れ

る
こ

と
が

知
ら

れ
て

い
る

。
こ

の
財

政
錯

覚
が

生
じ

な
い

よ
う

に
す

る
に

は
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

水
準

が
高

け
れ

ば
税

負
担

も
高

く
、

税
負

担
が

低
け

れ
ば

行
政

サ
ー

ビ
ス

水
準

は
低

く
な

る
と

い
う

よ
う

に
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

水
準

と
税

負
担

と
の

連
動

性
が

重
要

に
な

る
。

総
務

省
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
に

は
「

地
方

税
は

、
地

方
団

体
が

地
域

の
実

情
に

即
し

た
行

政
サ

ー
ビ

ス
を

提

供
す

る
た

め
に

必
要

な
経

費
を

賄
う

も
の

で
あ

り
、

地
域

住
民

が
そ

の
能

力
と

受
益

に
応

じ
て

負
担

し
合

う
も

の
と

い
う

性
格

か
ら

、
地

方
税

に
は

、
特

に
以

下
の

よ
う

な
原

則
が

あ
る

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

つ

目
が

『
応

益
性

の
原

則
』

で
す

。
地

方
団

体
は

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
を

主
な

役
割

と
し

て
お

り
、

地
域

に
暮

ら
す

皆
さ

ん
は

何
ら

か
の

形
で

そ
の

利
益

を
受

け
て

い
ま

す
。

そ
の

た
め

受
け

た
利

益
に

応
じ

た
税

負
担

を
す

る
べ

き
で

あ
る

と
さ

れ
て

い
ま

す
。
」

と
記

さ
れ

て
お

り
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

か
ら

受
け

た
利

益
、

つ
ま

り
受

益
に

応
じ

た
税

負
担

を
す

る
「

応
益

原
則

（
応

益
性

の
原

則
）
」

の
重

要
性

が
記

さ
れ

て
い

る
。

応
益

性
に

つ
い

て
は

、
①

世
代

間
に

お
け

る
受

益
と

負
担

の
問

題
、

②
高

所
得

者
と

低
所

得
者

の
間

に

お
け

る
受

益
と

負
担

の
問

題
、

③
地

域
間

に
お

け
る

受
益

と
負

担
の

問
題

、
④

個
人

と
法

人
と

の
間

に
お

け
る

受
益

と
負

担
の

問
題

な
ど

様
々

な
議

論
が

あ
る

。
い

ず
れ

の
議

論
も

重
要

で
あ

る
が

、
本

報
告

で
は

「
個

人
と

法
人

と
の

間
に

お
け

る
受

益
と

負
担

の
問

題
」

に
焦

点
を

当
て

る
こ

と
に

す
る

。

近
年

の
地

方
財

政
支

出
の

特
徴

と
し

て
、

生
活

・
福

祉
な

ど
の

個
人

向
け

支
出

が
増

加
し

て
い

る
傾

向

に
あ

る
（

年
度

と
年

度
を

比
較

す
る

と
、
児

童
福

祉
費

は
約

倍
、
社

会
福

祉
費

は
約

倍
、

老
人

福
祉

費
は

約
倍

、
生

活
保

護
費

は
約

倍
と

な
っ

て
お

り
、

民
生

費
総

額
は

約
倍

と
な

っ
て

い
る

）
。

こ
の

傾
向

を
踏

ま
え

、
地

方
税

に
お

け
る

法
人

の
負

担
が

あ
ま

り
に

も
大

き
す

ぎ
る

の
で

は
な

い
か

と
い

う
意

見
も

あ
る

。
重

要
な

こ
と

は
、

は
た

し
て

受
益

を
上

回
る

負
担

を
企

業
が

行
っ

て
い

る
か

ど
う

か
で

あ
り

、
こ

の
点

を
検

証
す

る
こ

と
が

本
報

告
の

意
義

で
あ

る
。

．
地

方
財

政
支

出
か

ら
の

受
益

の
考

え
方

地
方

財
政

支
出

の
便

益
は

最
終

的
に

は
個

人
に

帰
着

す
る

と
考

え
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る

。
た

だ
、

財

政
錯

覚
の

発
生

に
お

い
て

重
要

な
こ

と
は

、
一

次
的

な
負

担
者

と
一

次
的

な
受

益
者

と
の

対
応

関
係

で
あ

り
、
最

終
的

な
負

担
者

と
受

益
者

と
の

関
係

で
は

な
い

。
そ

こ
で

本
報

告
で

は
、
地

方
財

政
支

出
の

う
ち

、

明
ら

か
に

対
個

人
向

け
サ

ー
ビ

ス
で

あ
る

と
考

え
ら

れ
る

も
の

、
明

ら
か

に
対

法
人

向
け

サ
ー

ビ
ス

で
あ

る
と

考
え

ら
れ

る
も

の
を

抽
出

し
、

残
り

は
社

会
全

体
が

受
益

す
る

と
考

え
、

地
方

財
政

支
出

か
ら

の
受

益
を

個
人

と
法

人
に

配
分

す
る

。
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ま
た

、
本

来
、

受
益

と
い

う
の

は
ベ

ネ
フ

ィ
ッ

ト
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
し

か
し

、
個

人
や

法
人

に

ど
れ

だ
け

の
ベ

ネ
フ

ィ
ッ

ト
が

生
じ

た
の

か
を

計
測

す
る

こ
と

は
非

常
に

困
難

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

本
報

告
で

は
次

善
策

と
し

て
「

受
益

＝
歳

出
額

」
と

す
る

。

．
地

方
税

の
負

担
の

考
え

方

地
方

税
負

担
に

つ
い

て
は

、
課

税
の

イ
ン

パ
ク

ト
が

個
人

な
の

か
法

人
な

の
か

を
問

わ
ず

、
あ

ら
ゆ

る

税
は

最
終

的
に

は
必

ず
個

人
に

帰
着

す
る

と
考

え
る

こ
と

が
で

き
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

所
得

税
の

よ
う

な
個

人
課

税
の

負
担

は
最

終
的

に
誰

に
帰

着
す

る
か

が
比

較
的

明
確

な
の

に
対

し
て

、
事

業
税

や
法

人
住

民
税

と
い

っ
た

企
業

課
税

は
最

終
的

に
は

個
人

が
負

担
す

る
に

し
て

も
、

そ
の

負
担

は
あ

く
ま

で
も

間
接

的
で

あ
り

、
最

終
的

な
帰

着
先

が
不

明
確

な
場

合
が

ほ
と

ん
ど

で
あ

る
。

た
だ

、
先

述
し

た
通

り
、

財
政

錯
覚

の
発

生
に

お
い

て
重

要
な

こ
と

は
一

次
的

な
負

担
者

と
一

次
的

な

受
益

者
と

の
対

応
関

係
で

あ
り

、
最

終
的

な
負

担
者

と
受

益
者

の
関

係
で

は
な

い
。

し
た

が
っ

て
、

負
担

に
つ

い
て

も
一

次
的

な
帰

着
、

す
な

わ
ち

、
ま

ず
誰

が
そ

の
税

を
負

担
す

る
の

か
に

着
目

し
て

、
税

負
担

を
個

人
と

法
人

に
配

分
す

る
。

．
個

人
と

法
人

の
受

益
と

負
担

上
述

の
考

え
方

を
踏

ま
え

て
、

地
方

財
政

支
出

を
個

人
と

法
人

に
配

分
し

た
結

果
が

表
に

記
さ

れ
て

い
る

。
金

額
を

ベ
ー

ス
に

比
率

を
求

め
た

結
果

、
社

会
全

体
（

個
人

と
法

人
）

が
受

益
す

る
も

の
の

比

率
に

つ
い

て
は

、
年

、
年

、
年

と
も

に
都

道
府

県
も

市
町

村
も

％
程

度
。

個
人

が
一

次
的

に
受

益
す

る
も

の
に

つ
い

て
は

、
年

、
年

、
年

と
も

に
都

道
府

県
も

市
町

村
も

％

程
度

。
企

業
が

一
次

的
に

受
益

す
る

も
の

に
つ

い
て

は
、

年
、

年
、

年
と

も
に

都
道

府

県
も

市
町

村
も

％
程

度
で

あ
る

と
い

う
結

果
が

得
ら

れ
た

。

続
い

て
、

上
述

の
考

え
方

を
踏

ま
え

て
、

地
方

税
負

担
を

個
人

と
法

人
に

配
分

し
た

結
果

が
表

に
記

さ
れ

て
い

る
。

金
額

を
ベ

ー
ス

に
比

率
を

求
め

た
結

果
、

都
道

府
県

税
に

つ
い

て
は

、
数

値
は

低
下

傾
向

に
あ

る
も

の
の

、
年

、
年

、
年

と
も

に
個

人
の

負
担

は
％

程
度

。
市

町
村

税
に

つ
い

て
は

、
数

値
は

少
し

ず
つ

上
昇

傾
向

に
あ

る
も

の
の

、
～

％
程

度
が

個
人

の
負

担
で

あ
る

と
い

う
結

果
が

得
ら

れ
た

。

こ
れ

ら
の

結
果

を
照

ら
し

合
わ

せ
る

と
、
個

人
に

つ
い

て
は

負
担

の
シ

ェ
ア

と
受

益
の

シ
ェ

ア
が

％

程
度

で
釣

り
合

っ
て

い
る

と
い

う
こ

と
が

わ
か

る
。
一

方
、
法

人
に

目
を

向
け

る
と

、
法

人
の

負
担

は
％

程
度

で
あ

る
の

に
対

し
て

、
受

益
は

％
程

度
で

あ
る

こ
と

が
わ

か
る

。
つ

ま
り

、
社

会
全

体
（

個
人

と

法
人

）
が

受
益

す
る

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
財

源
が

、
法

人
に

よ
っ

て
賄

わ
れ

て
い

る
と

い
う

結
論

が
導

き
出

さ
れ

る
。

こ
の

よ
う

に
、

現
行

の
地

方
税

が
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
決

定
に

投
票

と
い

う
形

で
参

加
す

る
こ

と
が

で

き
な

い
法

人
に

大
き

く
依

存
し

、
個

人
は

負
担

を
上

回
る

便
益

を
享

受
し

て
い

る
と

い
う

こ
と

は
、

わ
が

国
の

地
方

財
政

シ
ス

テ
ム

が
「

財
政

錯
覚

」
を

発
生

さ
せ

や
す

い
も

の
と

な
っ

て
い

る
こ

と
を

意
味

し
て

い
る

。
応

益
原

則
の

観
点

か
ら

考
え

た
場

合
、

地
方

財
政

規
模

を
適

切
に

保
つ

た
め

に
は

、
地

方
税

の
ウ

エ
イ

ト
を

企
業

課
税

か
ら

個
人

課
税

に
シ

フ
ト

さ
せ

る
こ

と
を

検
討

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
と

い
え

る
。



―63―

 
 

14
 

 

表
個

人
と

法
人

の
受

益
と

負
担

注
）
受

益
に

つ
い

て
、
社

会
全

体
、
個

人
、
企

業
の

合
計

が
％

に
な

ら
な

い
の

は
、
他

に
農

業
が

あ
る

た
め

で
あ

る
。

注
）

負
担

の
「

※
地

方
法

人
特

別
税

を
含

む
場

合
」

と
い

う
表

記
は

、
年

と
年

に
つ

い
て

は
地

方
法

人
特

別

税
、

年
に

つ
い

て
は

地
方

法
人

税
と

特
別

法
人

事
業

税
を

含
む

値
で

あ
る

と
い

う
こ

と
を

意
味

し
て

い
る

。
地

方
の

法
人

課
税

の
一

部
が

国
税

化
さ

れ
、
地

方
譲

与
税

や
地

方
交

付
税

と
し

て
配

分
さ

れ
る

よ
う

に
な

り
、
統

計
上

は
地

方
税

で

は
な

く
な

っ
て

い
る

が
、
本

報
告

で
は

地
方

の
法

人
課

税
に

加
算

す
べ

き
も

の
を

国
が

代
理

で
徴

収
し

て
い

る
と

考
え

、
こ

の
値

を
含

め
た

も
の

を
負

担
と

て
い

る
。

［
参

考
文

献
］

 日
本

租
税

研
究

協
会

（
）

『
令

和
年

度
税

制
改

正
に

関
す

る
租

研
意

見
』

。

 林
宜

嗣
（

）
『

新
・

地
方

分
権

の
経

済
学

』
日

本
評

論
社

。

 深
澤

映
司
（

）
「

民
主

主
義

国
家

に
お

け
る

財
政

錯
覚

－
有

権
者

に
よ

る
税

負
担

等
の

過
小

評
価

と

財
政

支
出

拡
大

と
の

関
係

－
」

『
レ

フ
ァ

レ
ン

ス
』

号
、

。

［
参

考
資

料
］

 国
土

交
通

省
『

土
地

保
有

・
動

態
調

査
』

 総
務

省
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
（

：

閲
覧

）

 
『

国
勢

調
査

』

 
『

固
定

資
産

税
の

概
要

調
書

』

 
『

産
業

連
関

表
』

 
『

地
方

財
政

統
計

年
報

』

 
『

地
方

財
政

白
書

』

内
閣

府
『

国
民

経
済

計
算

』
 

 

社
会

全
体

個
人

法
人

合
計

社
会

全
体

個
人

法
人

合
計

社
会

全
体

個
人

法
人

合
計

金
額

比
率

金
額

比
率

金
額

比
率

税
額

－
－

－
比

率
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
税

額
－

－
－

比
率

－
－

－
税

額
－

－
－

比
率

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

（
単
位

:1
00

万
円
・

％
）

※
地

方
法

人
特

別
税

を
含

む
場

合

受
益

都
道

府
県

市
町

村

合
計

負
担

都
道

府
県

税

市
町

村
税

合
計

※
地

方
法

人
特

別
税

を
含

む
場

合
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 第
節

日
本

型
税

務
行

政
の

生
成

過
程

―
「

徴
税

協
力

」
か

ら
「

納
税

協
力

」
へ

―

神
戸

大
学

大
学

院
経

済
学

研
究

科
博

士
課

程
後

期
課

程
正

保
順

一

神
戸

大
学

大
学

院
経

済
学

研
究

科
教

授
玉

岡
雅

之

１１
、、

 はは
じじ

めめ
にに

本
報

告
は

、
日

本
型

の
税

務
行

政
が

ど
の

よ
う

に
生

成
さ

れ
て

き
た

の
か

、
そ

こ
に

は
ど

の
よ

う
な

も

の
が

埋
め

込
ま

れ
て

い
る

の
か

に
つ

い
て

、
歴

史
を

振
り

返
り

な
が

ら
考

え
よ

う
と

し
た

も
の

で
あ

る
。

財
政

学
の

研
究

に
お

い
て

、
税

制
に

比
べ

て
着

目
さ

れ
る

こ
と

の
少

な
い

税
務

行
政

の
重

要
性

へ
の

認

識
を

前
提

に
、

税
務

行
政

が
租

税
観

・
社

会
規

範
の

表
出

事
象

か
つ

規
定

要
因

で
あ

る
と

捉
え

た
上

で
、

与
件

と
し

て
扱

わ
れ

る
こ

と
の

多
い

規
範

的
な

問
題

を
、

一
定

の
時

間
軸

に
お

け
る

歴
史

的
考

察
と

し
て

取
り

上
げ

て
い

る
。

本
報

告
に

お
い

て
は

、
「

納
税

協
力

」
を

「
納

税
者

の
側

が
、

自
ら

に
課

せ
ら

れ
た

納
税

義
務

を
履

行

す
る

だ
け

で
な

く
、

全
体

と
し

て
の

納
税

が
円

滑
・

確
実

に
行

わ
れ

る
こ

と
を

望
み

、
自

発
的

・
能

動
的

な
形

で
行

う
納

税
へ

の
協

力
行

為
」

と
定

義
し

、
そ

れ
が

他
国

で
は

見
ら

れ
な

い
日

本
の

税
務

行
政

の
特

色
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
「

日
本

型
税

務
行

政
」

と
位

置
付

け
る

。
主

な
射

程
は

、
申

告
納

税
制

度
に

基
づ

く
所

得
税

の
納

税
者

を
対

象
と

し
た

税
務

行
政

で
あ

る
が

、
そ

こ
に

限
定

さ
れ

る
も

の
で

は
な

い
。

２２
、、

 近近
代代

へへ
のの

移移
行行

時時
点点

【【
前前

史史
】】

世
紀

末
頃

か
ら

年
貢

を
村

が
請

け
負

う
ケ

ー
ス

は
徐

々
に

増
加

し
て

い
た

が
、

年
（

寛
永

年
）

の
幕

府
法

令
に

よ
っ

て
村

請
制

は
制

度
化

さ
れ

、
以

後
、

納
税

を
連

帯
責

任
と

す
る

税
務

行
政

シ
ス

テ
ム

が
定

着
し

、
「

税
（

年
貢

）
は

確
実

に
納

め
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
」

と
す

る
社

会
規

範
が

醸
成

さ
れ

て
い

く
。

近
世

ま
で

に
醸

成
さ

れ
て

き
た

日
本

の
租

税
観

は
、

地
租

改
正

時
の

人
民

告
諭

に
も

端
的

に
示

さ
れ

て

い
る

が
、

「
税

は
確

実
に

納
め

ら
れ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

」
と

い
う

社
会

規
範

や
、

「
税

を
納

め
る

こ
と

は
当

然
の

義
務

で
あ

る
」
と

考
え

る
租

税
義

務
説

的
な

発
想

を
ベ

ー
ス

に
、
近

代
へ

と
突

入
し

て
い

っ
た

。

３３
、、

 近近
代代

（（
明明

治治
～～

第第
二二

次次
大大

戦戦
））

日
本

が
近

代
国

家
と

し
て

整
え

て
い

っ
た

社
会

制
度

は
、

ド
イ

ツ
型

へ
傾

倒
し

た
も

の
で

あ
っ

た
。

年
（

明
治

年
）

に
施

行
さ

れ
た

大
日

本
帝

国
憲

法
は

、
ド

イ
ツ

で
シ

ュ
タ

イ
ン

に
師

事
し

た
伊

藤
博

文
等

を
中

心
と

し
て

起
草

さ
れ

、
古

来
か

ら
の

伝
統

と
し

て
「

納
税

の
義

務
」

を
当

然
に

規
定

し
て

い
る

。

具
体

的
な

税
務

行
政

制
度

と
し

て
注

目
す

べ
き

仕
組

み
と

し
て

は
、

年
（

明
治

年
）

の
所

得

税
導

入
と

同
時

に
取

り
入

れ
ら

れ
た

所
得

調
査

委
員

会
が

挙
げ

ら
れ

る
。

所
得

調
査

委
員

会
は

、
各

税
務

署
単

位
ご

と
に

地
域

の
有

力
者

か
ら

構
成

さ
れ

た
も

の
で

、
実

際
に

所
得

の
調

査
に

従
事

し
、

実
質

的
に

課
税

権
行

使
の

一
部

を
担

っ
た

。
所

得
調

査
委

員
会

は
、
戦

後
改

革
の

一
環

と
し

て
廃

止
さ

れ
る

年

（
昭

和
年

）
ま

で
年

間
存

続
し

、
制

度
と

し
て

日
本

社
会

に
定

着
し

た
と

と
も

に
、

民
間

に
よ

る

税
務

行
政

へ
の

協
力

と
い

う
素

地
を

形
成

す
る

役
割

を
果

た
し

た
。

ま
た

、
年

（
明

治
年

）
に

は
、

現
代

に
も

連
な

る
関

係
民

間
団

体
、

い
わ

ゆ
る

納
税

者
団

体
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 の
代

表
格

と
し

て
納

税
組

合
が

設
立

さ
れ

て
い

る
。

納
税

組
合

は
各

地
の

字
を

単
位

に
組

織
さ

れ
、

組
合

長
に

税
の

徴
収

を
請

け
負

わ
せ

る
と

い
う

形
で

、
旧

来
か

ら
の

地
域

社
会

の
慣

習
を

織
り

込
ん

だ
村

請
制

を
ル

ー
ツ

と
す

る
仕

組
み

で
あ

っ
た

。
当

時
は

明
治

年
代

の
地

方
改

良
運

動
の

流
れ

の
中

で
、
政

府
の

誘
導

に
よ

る
社

会
規

範
の

刷
り

込
み

が
な

さ
れ

る
と

い
う

背
景

の
も

と
で

、
納

税
者

団
体

が
設

立
さ

れ
て

い
っ

た
が

、
そ

の
後

の
第

二
次

大
戦

中
に

は
、

任
意

団
体

だ
っ

た
納

税
者

団
体

も
法

制
化

さ
れ

、
町

内
会

に
も

納
税

事
務

の
援

助
が

求
め

ら
れ

る
な

ど
、

戦
時

体
制

化
が

図
ら

れ
た

。

大
正

期
以

降
に

は
、

神
戸

正
雄

や
ワ

グ
ナ

ー
等

に
よ

っ
て

、
ド

イ
ツ

財
政

学
の

影
響

の
下

で
の

租
税

思

想
的

な
背

景
も

確
立

さ
れ

て
い

た
。

こ
の

よ
う

に
、

近
代

に
お

い
て

は
、

義
務

的
租

税
観

を
ベ

ー
ス

に
し

た
上

意
下

達
に

よ
る

税
務

行
政

が

行
わ

れ
る

と
と

も
に

、
納

税
側

を
取

り
込

ん
だ

「
徴

税
協

力
」

の
体

制
が

構
築

さ
れ

、
そ

れ
が

政
府

に
よ

る
国

民
へ

の
社

会
規

範
の

刷
り

込
み

と
と

も
に

浸
透

し
て

い
っ

た
。

４４
、、

 戦戦
後後

（（
第第

二二
次次

大大
戦戦

後後
～～

昭昭
和和

年年
頃頃

））

戦
後

、
年

（
昭

和
年

）
に

施
行

さ
れ

た
日

本
国

憲
法

に
お

い
て

は
、

大
日

本
帝

国
憲

法
と

ほ

ぼ
同

様
の

内
容

で
「

納
税

の
義

務
」

が
規

定
さ

れ
た

が
、

の
草

案
の

段
階

で
は

入
っ

て
い

な
か

っ
た

規
定

を
、

後
の

国
会

審
議

の
中

で
各

党
か

ら
の

修
正

案
と

し
て

自
発

的
に

導
入

し
た

も
の

で
あ

っ
た

。

シ
ャ

ウ
プ

勧
告

に
つ

い
て

は
、

全
体

と
し

て
基

本
的

に
は

受
容

し
つ

つ
、

一
部

に
つ

い
て

不
受

容
と

し

て
お

り
、

税
務

行
政

に
関

す
る

勧
告

に
つ

い
て

も
同

様
で

あ
っ

た
。

後
に

シ
ャ

ウ
プ

自
身

が
、

シ
ャ

ウ
プ

勧
告

が
必

ず
し

も
大

き
な

成
果

を
上

げ
ら

れ
な

か
っ

た
こ

と
を

認
め

つ
つ

、
そ

の
理

由
に

つ
い

て
は

安
易

に
特

定
で

き
な

い
こ

と
を

示
唆

し
て

い
る

。

戦
後

に
は

、
戦

前
ま

で
の

流
れ

も
受

け
な

が
ら

、
関

係
民

間
団

体
、

い
わ

ゆ
る

納
税

者
団

体
が

計
団

体
に

再
生

・
拡

大
し

て
い

る
。

国
税

庁
自

身
、

年
（

昭
和

年
）

の
税

務
運

営
方

針
の

中
で

、
税

務
行

政
の

運
営

に
つ

い
て

「
民

間
団

体
の

協
力

を
求

め
る

」
と

し
て

い
る

が
、

納
税

者
団

体
が

日
本

固
有

の
存

在
と

し
て

、
自

発
的

意
思

に
基

づ
い

て
再

生
・

拡
大

さ
れ

た
と

い
う

点
は

、
「

制
度

や
法

理
論

の
観

点
か

ら
は

説
明

が
困

難
」

と
も

さ
れ

て
お

り
、

ま
さ

に
「

納
税

協
力

」
の

発
現

で
あ

る
と

言
え

る
。

「
納

税
協

力
」

は
、

シ
ャ

ウ
プ

勧
告

の
中

の
「

」
と

い
う

言
葉

に
「

納
税

協
力

」
と

い
う

訳
が

付
さ

れ
た

の
が

最
初

で
、

同
時

期
の

国
会

質
疑

の
中

で
も

「
納

税
協

力
」

と
い

う
表

現
が

使
用

さ
れ

て
お

り
、

徐
々

に
生

成
さ

れ
て

き
た

事
象

に
対

し
て

、
新

た
な

言
葉

を
当

て
込

ん
だ

も
の

で
あ

る
と

言
え

る
。 こ

の
よ

う
に

、
戦

後
年

間
ほ

ど
の

時
期

に
お

い
て

は
、
戦

後
改

革
の

流
れ

の
中

で
も

税
務

行
政

の
核

心
部

分
は

堅
持

し
つ

つ
、

「
徴

税
協

力
」

と
呼

ぶ
べ

き
事

象
が

、
徐

々
に

納
税

側
の

自
発

的
・

能
動

的
な

形
で

行
わ

れ
る

「
納

税
協

力
」

と
い

う
日

本
の

税
務

行
政

の
特

徴
的

概
念

へ
と

帰
着

し
て

い
っ

た
。

５５
、、

地地
方方

にに
おお

けけ
るる

税税
務務

行行
政政

【【
補補

論論
】】

税
務

行
政

を
国

と
地

方
の

関
係

に
お

い
て

見
た

時
に

、
近

代
へ

の
移

行
過

渡
期

で
あ

っ
た

明
治

前
期

は
、

村
請

制
と

の
事

実
上

の
連

続
性

に
お

い
て

、
村

役
人

や
戸

長
等

を
通

じ
て

国
税

が
徴

収
さ

れ
て

お
り

、

年
（

明
治

年
）
の

市
制
・
町

村
制

の
施

行
後

、
本

来
国

の
行

う
べ

き
国

税
徴

収
の

委
任

と
し

て
、
国

税

徴
収

委
任

制
度

が
確

立
さ

れ
た

。
戦

後
に

な
っ

て
、

年
（

昭
和

年
）

に
国

税
徴

収
委

任
制

度
が

廃
止

さ
れ

、
シ

ャ
ウ

プ
勧

告
も

経
て

、
税

制
上

も
税

務
行

政
上

も
、

国
税

と
地

方
税

が
一

応
の

分
離

を
果

た
し

た
が

、
年
（

昭
和

年
）
に

は
、
税

務
行

政
に

つ
い

て
国

税
庁

と
自

治
庁

が
「

緊
密

な
連

携
」
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 と
「

共
同

の
歩

調
」

に
お

い
て

進
め

て
い

く
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
（

「
税

務
行

政
運

営
上

の
協

力
に

関
す

る
国

税
庁

と
自

治
庁

と
の

了
解

事
項

」
）

。

税
務

行
政

に
お

け
る

地
方

分
権

の
度

合
い

に
つ

い
て

は
、

国
税

を
め

ぐ
る

「
徴

税
側

⇔
納

税
側

」
の

関

係
と

、
税

務
行

政
上

の
「

国
税

⇔
地

方
税

」
の

関
係

に
共

通
項

が
見

出
せ

る
の

か
、

税
務

行
政

を
め

ぐ
る

国
家

と
の

関
係

性
と

い
う

観
点

で
、

今
後

検
討

が
必

要
な

論
点

で
あ

る
。

６６
、、

おお
わわ

りり
にに

以
上

か
ら

見
え

て
く

る
の

は
、

「
日

本
に

お
け

る
税

務
行

政
は

、
近

代
に

は
納

税
側

を
取

り
込

む
『

徴

税
協

力
』

の
体

制
を

確
立

し
、

戦
後

に
は

そ
れ

が
『

納
税

協
力

』
と

い
う

概
念

・
形

態
に

ま
で

帰
着

し
た

こ
と

」
、

「
こ

の
『

日
本

型
税

務
行

政
』

と
呼

ぶ
べ

き
特

質
は

、
現

代
に

も
続

く
日

本
に

お
け

る
租

税
観

の
表

出
事

象
で

あ
り

、
ま

た
、

内
在

的
な

規
定

要
因

で
も

あ
る

と
い

う
こ

と
」

で
あ

る
。

こ
れ

ら
は

日
本

の
税

財
政

の
基

底
的

な
部

分
で

も
あ

り
、
実

際
、
現

在
で

も
納

税
者

団
体

は
「

様
々

な
取

組
を

通
じ

て
・
・
・

税
務

行
政

の
円

滑
な

執
行

に
寄

与
」

し
て

お
り

、
ま

た
、

国
・

自
治

体
・

教
育

関
係

団
体

等
が

協
力

し
て

租
税

教
育

が
実

施
さ

れ
て

い
る

が
、

こ
れ

ら
は

基
本

的
に

金
銭

的
な

見
返

り
の

な
い

無
償

性
の

中
で

行
わ

れ
て

い
る

営
み

で
あ

っ
て

、
納

税
協

力
と

い
う

特
徴

を
核

と
す

る
日

本
型

税
務

行
政

は
健

在
で

あ
る

。

本
報

告
は

、
こ

の
よ

う
な

日
本

型
税

務
行

政
の

良
し

悪
し

を
論

じ
る

こ
と

を
意

図
す

る
も

の
で

は
な

い

が
、

日
本

型
税

務
行

政
が

「
税

を
確

実
に

納
め

る
」

と
い

う
側

面
に

偏
重

し
が

ち
で

あ
る

と
す

れ
ば

、
納

税
と

い
う

行
為

に
埋

め
込

ま
れ

て
い

る
権

利
の

側
面

へ
の

認
識

を
向

上
さ

せ
る

こ
と

や
、

徴
税

側
と

納
税

側
が

相
互

信
頼

関
係

を
構

築
し

て
い

く
応

答
的

規
制

理
論

か
ら

の
示

唆
を

得
る

こ
と

な
ど

は
重

要
で

あ
ろ

う
。 本

報
告

で
考

察
し

て
き

た
よ

う
な

点
は

、
「

税
財

政
に

つ
い

て
の

国
民

の
選

好
が

、
実

際
の

税
財

政
制

度
の

設
計

に
影

響
を

与
え

、
ま

た
具

体
的

な
制

度
が

国
民

の
選

好
に

影
響

を
与

え
る

こ
と

を
研

究
の

対
象

と
す

る
」

と
さ

れ
る

、
行

動
財

政
学

と
し

て
の

発
展

性
を

志
向

す
る

も
の

で
も

あ
る

。
本

報
告

で
も

ポ
イ

ン
ト

と
し

て
き

た
税

務
行

政
の

背
後

に
あ

る
社

会
規

範
の

あ
り

様
に

つ
い

て
は

、
最

終
的

に
は

人
間

の
心

に
お

い
て

形
作

ら
れ

る
脳

の
感

情
シ

ス
テ

ム
の

問
題

で
も

あ
り

、
真

に
深

掘
り

し
て

い
く

た
め

に
は

、
そ

の
よ

う
な

学
際

的
な

視
点

も
必

要
と

な
る

テ
ー

マ
で

あ
る

。
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 第
節

地
方

の
法

人
所

得
税

は
生

き
残

れ
る

の
か

？

関
西

学
院

大
学

経
済

学
部

教
授

上
村

敏
之

１
．

は
じ

め
に

本
稿

で
は

、
地

方
の

法
人

所
得

税
は

生
き

残
れ

る
の

か
、

と
い

う
問

題
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

結
論

を

先
取

り
す

れ
ば

、
法

人
所

得
税

そ
の

も
の

は
生

き
残

れ
る

が
、

地
方

の
法

人
所

得
税

は
縮

小
を

余
儀

な
く

さ
れ

る
と

考
え

ら
れ

る
。

経
済

学
で

所
得

は
、

労
働

所
得

と
資

本
所

得
に

分
け

ら
れ

る
。

資
本

所
得

は
財

産
所

得
と

営
業

余
剰

に
分

け
ら

れ
る

。
法

人
所

得
は

営
業

余
剰

に
相

当
す

る
。

し
た

が
っ

て
、

地
方

の
法

人
所

得
と

は
、

法
人

所
得

の
う

ち
、

地
方

で
発

生
し

た
所

得
の

こ
と

で
あ

る
が

、
そ

れ
を

地
方

の
法

人
所

得
税

で
課

税
す

べ
き

か
ど

う
か

、
そ

の
点

に
つ

い
て

考
え

て
み

た
い

。

経
済

循
環

図
に

よ
れ

ば
、

法
人

所
得

税
は

、
生

産
要

素
市

場
で

あ
る

資
本

市
場

に
利

潤
が

分
配

さ
れ

る

段
階

で
の

直
接

企
業

課
税

に
該

当
す

る
。
そ

れ
以

前
に

、
法

人
所

得
税

は
資

本
所

得
税

の
一

種
で

も
あ

る
。

資
本

所
得

税
は

、
法

人
所

得
税

と
留

保
利

潤
税

と
い

っ
た

企
業

課
税

に
加

え
て

、
配

当
所

得
税

や
利

子
所

得
税

と
い

っ
た

個
人

課
税

も
含

む
概

念
で

あ
る

。
ま

ず
は

資
本

所
得

税
に

着
目

し
、

法
人

所
得

税
、

地
方

法
人

所
得

税
に

つ
い

て
考

察
す

る
。

２
．

資
本

所
得

税
と

法
人

所
得

税
の

課
税

の
根

拠

な
ぜ

資
本

所
得

に
課

税
す

る
の

か
、

租
税

原
則

か
ら

考
察

す
る

。
無

限
期

間
生

存
す

る
家

計
が

存
在

す

る
型

モ
デ

ル
や

内
生

的
成

長
理

論
で

は
、
最

適
資

本
所

得
税

の
税

率
は

ゼ
ロ

、
す

な
わ

ち
課

税
し

な
い

こ
と

が
望

ま
し

い
と

さ
れ

る
。

事
前

に
ア

ナ
ウ

ン
ス

し
な

い
１

回
限

り
の

資
本

所
得

税
の

増
税

は
、

定
額

税
と

し
て

機
能

し
て

効
率

的
で

は
あ

る
が

、
中

立
の

原
則

か
ら

資
本

所
得

税
は

望
ま

し
く

な
い

と
さ

れ
て

き
た

。
た

だ
し

、
こ

の
結

果
は

資
本

所
得

税
以

外
の

課
税

に
よ

る
歪

み
が

存
在

し
な

い
フ

ァ
ー

ス
ト

ベ
ス

ト
、

か
つ

完
全

競
争

市
場

を
前

提
と

し
て

お
り

、
よ

り
現

実
的

な
経

済
を

想
定

す
る

場
合

は
資

本
所

得
税

が
効

率
的

に
な

る
可

能
性

が
あ

る
。

た
と

え
ば

、
公

害
な

ど
企

業
の

生
産

活
動

が
外

部
性

を
及

ぼ
す

場
合

や
、

労
働

所
得

税
が

人
的

資
本

蓄

積
を

減
ら

す
場

合
、

流
動

性
制

約
に

直
面

す
る

場
合

、
余

暇
と

貯
蓄

が
補

完
的

で
あ

る
場

合
は

、
資

本
所

得
税

の
課

税
が

効
率

的
に

な
る

可
能

性
が

あ
る

。
ま

た
、

投
資

に
対

し
て

歪
み

を
与

え
な

い
キ

ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ

ー
課

税
な

ら
ば

、
税

率
が

プ
ラ

ス
で

も
最

適
に

な
る

。
政

府
が

超
過

利
潤

と
正

常
利

潤
を

区
別

で
き

な
い

場
合

、
資

本
所

得
税

は
や

む
を

得
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

以
上

の
よ

う
に

、
資

本
所

得
税

の
課

税
の

根
拠

は
存

在
す

る
。

続
い

て
、

資
本

所
得

税
の

一
種

で
あ

る
法

人
所

得
税

の
根

拠
に

つ
い

て
考

察
す

る
。

法
人

所
得

税
の

課

税
の

根
拠

と
し

て
、

以
下

が
考

え
ら

れ
る

。
第

一
に

未
実

現
キ

ャ
ピ

タ
ル

ゲ
イ

ン
の

回
避

の
た

め
。

第
二

に
海

外
の

株
主

へ
の

課
税

の
た

め
。

第
三

に
イ

ン
カ

ム
シ

フ
テ

ィ
ン

グ
の

抑
制

の
た

め
。

第
四

に
政

府
の

徴
税

能
力

に
限

界
が

あ
る

た
め

。
第

五
に

法
人

所
得

税
の

労
働

へ
の

転
嫁

に
は

限
界

が
あ

る
た

め
。

第
六

に
超

過
利

潤
へ

の
課

税
が

可
能

な
た

め
。

以
上

の
よ

う
に

、
法

人
所

得
税

の
課

税
の

根
拠

は
存

在
す

る
。

３
．

法
人

所
得

の
分

類
と

つ
の

法
人

実
効

税
率

法
人

所
得

は
い

く
つ

か
の

方
法

で
分

類
で

き
、

そ
れ

に
よ

っ
て

租
税

政
策

を
検

討
で

き
る

。
第

一
に

、

法
人

所
得

は
正

常
利

潤
と

超
過

利
潤

に
分

け
ら

れ
る

。
経

済
的

レ
ン

ト
で

あ
る

超
過

利
潤

へ
の

課
税

は
効
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 率
的

で
は

あ
る

が
、

超
過

利
潤

課
税

が
可

能
か

ど
う

か
が

論
点

の
ひ

と
つ

に
な

る
。

第
二

に
、

法
人

所
得

は
「

古
い

資
本

」
（

既
存

株
主

）
の

現
在

所
得

と
「

新
し

い
資

本
」
（

新
規

株
主

）
の

将
来

所
得

に
分

け
ら

れ
る

。
既

存
株

主
は

税
率

引
下

げ
を

歓
迎

す
る

が
、

新
規

株
主

は
投

資
税

額
控

除
の

拡
充

を
歓

迎
す

る
。

投
資

促
進

や
税

収
確

保
の

観
点

か
ら

は
、

税
率

引
下

げ
よ

り
も

投
資

税
額

控
除

の
方

が
望

ま
し

い
。

以
上

の
２

つ
の

分
類

方
法

を
踏

ま
え

れ
ば

、
４

つ
の

法
人

実
効

税
率

を
作

成
で

き
る

。
第

一
に

正
常

利

潤
と

超
過

利
潤

へ
の

平
均

実
効

税
率

、
第

二
に

正
常

利
潤

へ
の

限
界

実
効

税
率

で
あ

る
。

第
三

に
「

古
い

資
本

」
に

よ
る

現
在

所
得

へ
の

型
実

効
税

率
、
「

新
し

い
資

本
」

に
よ

る
将

来
所

得

へ
の

型
実

効
税

率
で

あ
る
（

図
表

１
）
。
な

お
、
財

務
省

型
実

効
税

率
は

型
実

効
税

率
の

一
種

で
あ

る
。

図図
表表

１１
４４

つつ
のの

法法
人人

実実
効効

税税
率率

法
人

実
効

税
率

が
、

企
業

の
段

階
的

投
資

選
択

に
与

え
る

影
響

に
つ

い
て

考
え

る
。

現
地

生
産

か
ら

他

国
生

産
か

の
直

接
投

資
決

定
は

平
均

実
効

税
率

に
影

響
を

受
け

る
。

ど
の

国
か

の
立

地
選

択
は

平
均

実
効

税
率

に
影

響
を

受
け

る
。

国
内

で
の

投
資

水
準

の
決

定
は

限
界

実
効

税
率

に
影

響
を

受
け

る
。

限
界

実
効

税
率

と
法

定
税

率
を

課
税

後
資

本
コ

ス
ト

で
加

重
平

均
す

れ
ば

平
均

実
効

税
率

が
得

ら
れ

る
こ

と
が

知
ら

れ
て

お
り

、
平

均
実

効
税

率
も

限
界

実
効

税
率

も
重

要
な

概
念

で
あ

る
。

型
実

効
税

率
に

つ
い

て
は

、
が

各
国

の
税

率
を

計
測

し
て

い
る
（

図
表

）
。
日

本
の

実
効

税
率

は
平

均
も

限
界

も
、

国
際

的
に

高
い

こ
と

が
わ

か
る

。
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 図図
表表

２２
にに

よよ
るる

型型
実実

効効
税税

率率
のの

国国
際際

比比
較較

（（
年年

））

法
人

所
得

税
が

も
た

ら
す

課
税

の
歪

み
は

、
限

界
実

効
税

率
で

測
定

で
き

る
。

大
き

く
分

け
て

、
設

備

投
資

へ
の

歪
み

と
、

資
金

調
達

の
歪

み
の

２
つ

に
分

け
ら

れ
る

。
法

定
税

率
が

一
定

で
も

、
限

界
実

効
税

率
を

下
げ

る
こ

と
が

で
き

れ
ば

、
よ

り
効

率
的

な
法

人
所

得
税

を
構

築
で

き
る

。

４
．

地
方

の
法

人
所

得
税

は
生

き
残

れ
る

の
か

？

法
人

所
得

税
は

か
ろ

う
じ

て
生

き
残

れ
そ

う
だ

が
、
そ

れ
で

は
地

方
の

法
人

所
得

税
は

ど
う

だ
ろ

う
か

。

そ
も

そ
も

、
地

方
の

法
人

所
得

税
を

も
つ

国
が

非
常

に
少

な
い

。
に

よ
れ

ば
、

カ
国

の
う

ち
、

地
方

の
法

人
所

得
税

を
も

つ
国

は
、

カ
ナ

ダ
、

ド
イ

ツ
、

イ
タ

リ
ア

、

日
本

、
韓

国
、

ル
ク

セ
ン

ブ
ル

ク
、

ポ
ル

ト
ガ

ル
、

ス
イ

ス
、

ア
メ

リ
カ

の
カ

国
し

か
な

い
。

そ
の

う

ち
、

イ
タ

リ
ア

、
韓

国
、

ポ
ル

ト
ガ

ル
、

ア
メ

リ
カ

の
総

税
収

に
占

め
る

地
方

の
法

人
所

得
税

の
税

収
の

割
合

は
％

未
満

で
あ

る
。

諸
国

の
平

均
の

法
定

税
率

の
推

移
を

図
示

し
て

み
る

と
（

図
表

）
、
地

方
の

法
人

所
得

税
を

も
た

な
い

国
の

方
が

、
地

方
の

法
人

所
得

税
を

持
つ

国
よ

り
も

税
率

引
下

げ
を

行
っ

て
い

る
。

地
方

の
法

人
所

得
税

の
存

在
が

、
税

率
引

下
げ

を
妨

げ
て

い
る

可
能

性
は

な
い

だ
ろ

う
か

。
特

に
、

地
方

自
治

体
の

超
過

課
税

は
平

均
実

効
税

率
を

高
め

、
企

業
の

立
地

選
択

に
悪

影
響

を
与

え
て

い
る

と
考

え
ら

れ
る

。

-3
5

-3
0

-2
5

-2
0

-1
5

-1
0

-50510152025303540

-3
5

-3
0

-2
5

-2
0

-1
5

-1
0-50510152025303540

チリ
メキシコ

コロンビア
オーストラリア

日本
コスタリカ

ニュージーランド
ドイツ

フランス
韓国

ポルトガル
カナダ

オランダ
オーストリア

スペイン
ベルギー

ルクセンブルク
アメリカ

イスラエル
イタリア
ギリシャ

ノルウェー
トルコ

デンマーク
フィンランド
スウェーデン
スロバキア

アイスランド
スイス
チェコ

スロバキア
エストニア
ラトビア

ポーランド
リトアニア
イギリス

アイルランド
ハンガリー

平
均
実
効
税
率

限
界
実
効
税
率

合
成
法
定
税
率

％
％
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 図図
表表

諸諸
国国

のの
平平

均均
のの

法法
定定

税税
率率

のの
推推

移移

そ
し

て
、
地

方
法

人
所

得
の

最
大

の
問

題
は

偏
在

性
で

あ
る

。
デ

ジ
タ

ル
化

と
東

京
一

極
集

中
に

よ
り

、

ビ
ジ

ネ
ス

提
供

エ
リ

ア
と

企
業

所
在

エ
リ

ア
の

乖
離

が
ま

す
ま

す
広

が
る

。
こ

れ
か

ら
の

地
方

の
法

人
所

得
税

の
あ

り
方

は
、

全
体

的
に

縮
小

し
、

歪
み

を
軽

減
し

て
限

界
実

効
税

率
を

低
下

さ
せ

、
法

定
税

率
の

引
下

げ
で

平
均

実
効

税
率

も
低

下
さ

せ
、

超
過

利
潤

（
経

済
的

レ
ン

ト
）

へ
の

課
税

と
地

域
へ

の
税

収
配

分
が

望
ま

し
い

。

よ
り

具
体

的
に

は
、

法
人

住
民

税
法

人
税

割
は

縮
小

化
ま

た
は

国
税

化
、

ま
た

は
法

人
事

業
税

付
加

価

値
割

や
地

方
消

費
税

へ
移

管
す

る
。

法
人

事
業

税
所

得
割

は
ド

イ
ツ

の
営

業
税

改
革

を
参

考
に

し
て

損
金

算
入

廃
止

し
つ

つ
標

準
税

率
を

引
下

げ
、

ま
た

は
付

加
価

値
割

へ
移

管
、

さ
ら

に
は

中
小

企
業

へ
の

適
用

拡
大

で
税

率
引

下
げ

を
行

う
。

地
方

法
人

税
お

よ
び

特
別

法
人

事
業

税
は

重
点

化
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

だ
ろ

う
。

202530354045

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

OE
CD

38
カ
国
平
均

日
本

地
方
の
法
人
所
得
税
が
な
い
国
（
29
カ
国
）
の
平
均

地
方
の
法
人
所
得
税
が
あ
る
国
（
9カ

国
）
の
平
均

年

％
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 第
節

高
齢

化
が

個
人

住
民

税
課

税
ベ

ー
ス

に
与

え
る

効
果

京
都

産
業

大
学

経
済

学
部

教
授

八
塩

裕
之

１
．

高
齢

化
が

個
人

住
民

税
課

税
ベ

ー
ス

に
及

ぼ
す

影
響

（
年

代
の

状
況

）

高
齢

化
が

進
む

と
、
一

国
全

体
に

お
け

る
公

的
年

金
給

付
額

が
増

加
す

る
。
公

的
年

金
の

財
源

は
元

々
、

勤
労

所
得

か
ら

の
年

金
保

険
料

と
考

え
る

と
、

一
国

全
体

の
「

所
得

」
は

「
年

金
保

険
料

控
除

後
の

勤
労

所
得

＋
公

的
年

金
給

付
」

と
な

る
（

個
人

住
民

税
の

分
析

で
あ

り
、

利
子

や
株

式
譲

渡
益

な
ど

は
考

慮
し

な
い

）
。
そ

し
て

、
高

齢
化

で
年

金
給

付
額

が
増

え
る

と
、
国

民
全

体
の

所
得

に
占

め
る

公
的

年
金

給
付

の

比
率

が
高

ま
る

が
、

こ
の

現
象

を
以

下
で

は
「

勤
労

か
ら

年
金

へ
の

所
得

代
替

」
と

呼
ぶ

。

勤
労

か
ら

年
金

へ
の

所
得

代
替

が
進

む
と

、
仮

に
国

民
全

体
の

所
得

の
大

き
さ

が
一

定
で

も
、

次
の

２

点
の

理
由

で
個

人
住

民
税

の
課

税
ベ

ー
ス

侵
食

が
進

む
と

考
え

ら
れ

る
。
第

一
に

、
年

金
制

度
を

通
じ

て
、

一
般

的
に

所
得

の
高

い
勤

労
所

得
者

か
ら

所
得

の
低

い
年

金
受

給
者

に
所

得
が

移
転

さ
れ

る
こ

と
で

あ
る

（
例

え
ば

、
給

与
万

円
の

勤
労

所
得

者
が

払
っ

た
万

円
の

年
金

保
険

料
が

別
の

年
金

受
給

者
に

給
付

と
し

て
配

ら
れ

た
場

合
、

こ
の

万
円

に
は

勤
労

所
得

者
の

社
会

保
険

料
控

除
に

加
え

て
年

金
受

給
者

の
所

得
控

除
も

適
用

さ
れ

、
住

民
税

は
か

か
ら

な
い

）
。
こ

の
結

果
、
高

齢
化

で
年

金
給

付
の

総
額

が

増
え

る
と

、
一

国
全

体
の

所
得

の
大

き
さ

は
不

変
で

も
個

人
住

民
税

の
課

税
ベ

ー
ス

が
小

さ
く

な
る

。
第

二
に

、
公

的
年

金
に

適
用

さ
れ

る
公

的
年

金
等

控
除

が
大

き
い

こ
と

で
あ

る
。

こ
れ

に
よ

っ
て

、
国

民
全

体
の

所
得

の
大

き
さ

は
変

わ
ら

な
く

て
も

、
所

得
に

占
め

る
年

金
の

比
率

が
増

え
る

だ
け

で
、

適
用

さ
れ

る
控

除
が

増
え

て
課

税
ベ

ー
ス

侵
食

が
進

む
と

考
え

ら
れ

る
。

八
塩
（

）
で

は
都

道
府

県
デ

ー
タ

を
用

い
て

、
年

代
に

こ
う

し
た

勤
労

か
ら

年
金

へ
の

所
得

代
替

が
、

高
齢

化
が

進
む

地
方

部
の

課
税

ベ
ー

ス
を

侵
食

さ
せ

た
実

態
を

分
析

し
た

。
ス

ラ
イ

ド
４

・
５

は
そ

れ
を

都
道

府
県

の
散

布
図

で
改

め
て

再
現

し
た

。
ま

ず
ス

ラ
イ

ド
４

は
、

年
～

年
に

お
け

る
県

民
一

人
当

た
り

の
所

得
（

年
金

保
険

料
控

除
後

の
勤

労
所

得
＋

公
的

年
金

給
付

）
の

変
化

率
、

縦
軸

が
同

じ
期

間
に

お
け

る
県

民
一

人
当

た
り

の
個

人
住

民
税

課
税

所
得

の
変

化
率

を
と

っ
た

散
布

図
で

あ
る

。

景
気

が
厳

し
か

っ
た

こ
の

時
期

は
所

得
の

変
化

率
（

横
軸

）
が

マ
イ

ナ
ス

の
県

が
多

く
、

そ
う

し
た

県
で

課
税

所
得

変
化

率
（

縦
軸

）
も

大
き

く
マ

イ
ナ

ス
で

あ
り

、
ゆ

る
や

か
な

正
の

相
関

関
係

が
観

察
さ

れ
る

。

一
方

次
の

ス
ラ

イ
ド

５
が

、
今

回
の

テ
ー

マ
で

あ
る

高
齢

化
に

よ
る

勤
労

か
ら

年
金

へ
の

所
得

代
替

に
よ

る
課

税
ベ

ー
ス

侵
食

の
実

態
を

示
す

。
こ

の
図

の
横

軸
は

所
得

（
年

金
保

険
料

控
除

後
の

勤
労

所
得

＋
公

的
年

金
給

付
）

に
占

め
る

公
的

年
金

給
付

の
比

率
の

変
化

（
年

の
値

－
年

の
値

）
、

縦
軸

は
ス

ラ
イ

ド
４

と
同

じ
県

民
一

人
当

た
り

課
税

所
得

の
変

化
率

で
あ

る
。

横
軸

に
示

し
た

、
所

得
に

占
め

る
年

金
の

比
率

の
変

化
は

全
都

道
府

県
で

大
き

く
正

で
あ

り
、

高
齢

化
に

よ
る

勤
労

か
ら

年
金

へ
の

所
得

代
替

の
実

態
が

み
て

と
れ

る
。
そ

し
て

散
布

図
は

明
確

に
右

下
が

り
で

、
相

関
係

数
は

－
で

あ
る

。
す

な

わ
ち

、
年

金
へ

の
所

得
代

替
が

進
む

地
方

部
の

県
（

東
北

や
山

陰
、

北
陸

な
ど

）
ほ

ど
、

課
税

ベ
ー

ス
侵

食
が

進
ん

だ
実

態
が

示
さ

れ
て

い
る

。
八

塩
（

）
は

こ
の

結
果

を
よ

り
精

緻
な

計
量

分
析

を
用

い
て

分
析

し
た

。
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 ２
．

年
代

に
お

け
る

個
人

住
民

税
課

税
ベ

ー
ス

の
状

況

一
方

、
日

本
で

は
年

代
以

降
、
高

齢
化

が
更

に
進

展
し

た
。
ス

ラ
イ

ド
５

で
示

し
た

勤
労

か
ら

年

金
に

よ
る

所
得

代
替

と
課

税
ベ

ー
ス

の
関

係
が

そ
の

後
、

ど
う

な
っ

た
か

を
次

に
確

認
す

る
。

そ
こ

で
年

代
に

つ
い

て
都

道
府

県
デ

ー
タ

を
用

い
て

、
再

び
同

じ
分

析
を

行
っ

た
。
分

析
期

間
に

つ
い

て
は

、
年

ご
ろ

の
リ

ー
マ

ン
・
シ

ョ
ッ

ク
、

年
代

の
新

型
コ

ロ
ナ

の
時

期
を

避
け

、
ま

た

利
用

可
能

な
デ

ー
タ

の
年

も
考

慮
し

た
結

果
、

年
～

年
の

５
年

間
と

し
た

。
ま

ず
ス

ラ
イ

ド
４

と
同

じ
散

布
図

（
県

民
一

人
当

た
り

所
得

の
変

化
率

（
横

軸
）

と
県

民
一

人
当

た
り

課
税

所
得

の
変

化
率

（
縦

軸
）

の
散

布
図

）
は

、
ス

ラ
イ

ド
８

と
な

っ
た

。
年

代
中

盤
は

（
少

な
く

と
も

年
代

に

比
べ

る
と

）
景

気
が

良
好

だ
っ

た
た

め
、

所
得

の
変

化
率

、
課

税
所

得
の

変
化

率
と

も
に

全
都

道
府

県
で

プ
ラ

ス
で

あ
る

。
そ

し
て

相
関

係
数

は
と

、
ス

ラ
イ

ド
４

同
様

緩
や

か
な

正
の

相
関

を
示

し
た

。
一

方
、

次
の

ス
ラ

イ
ド

９
は

ス
ラ

イ
ド

５
と

同
じ

散
布

図
（

横
軸

に
所

得
に

占
め

る
公

的
年

金
給

付
の

比
率

の
変

化
（

年
の

値
－

年
の

値
）
、

縦
軸

に
県

民
一

人
当

た
り

課
税

所
得

の
変

化
率

を
と

っ
た

散

布
図

）
で

あ
り

、
勤

労
か

ら
年

金
へ

の
所

得
代

替
と

住
民

税
課

税
ベ

ー
ス

の
関

係
を

示
す

。
そ

し
て

ス
ラ

イ
ド

５
と

は
対

照
的

に
、

ス
ラ

イ
ド

９
は

ほ
ぼ

相
関

な
し

と
な

っ
た

。

こ
の

ス
ラ

イ
ド

９
で

は
２

点
注

目
さ

れ
る

。
第

一
に

横
軸

の
値

（
所

得
に

占
め

る
年

金
比

率
の

変
化

）

が
多

く
の

県
で

マ
イ

ナ
ス

で
、

勤
労

か
ら

年
金

へ
の

所
得

代
替

は
進

ま
な

か
っ

た
こ

と
で

あ
る

。
第

二
に

高
齢

化
が

と
く

に
進

む
東

北
、

九
州

・
四

国
で

、
一

人
当

た
り

の
課

税
ベ

ー
ス

が
む

し
ろ

大
き

く
増

え
た

こ
と

で
あ

る
。
こ

の
よ

う
に

年
代

は
高

齢
化

が
進

ん
だ

に
も

か
か

わ
ら

ず
、
ス

ラ
イ

ド
９

は
ス

ラ
イ

ド
５

と
大

き
く

異
な

る
結

果
と

な
っ

た
。

 1
  
  
 0
0 
 
 
税
 
 
 
 
 
 
 
を
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

 
 
 
 

0  
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 ３
．

な
ぜ

年
代

に
個

人
住

民
税

の
課

税
ベ

ー
ス

侵
食

が
す

す
ま

な
か

っ
た

の
か

そ
こ

で
次

に
、

年
代

に
勤

労
か

ら
年

金
へ

の
所

得
代

替
に

よ
る

課
税

ベ
ー

ス
侵

食
が

進
ま

ず
、
と

く
に

高
齢

化
が

進
ん

だ
東

北
や

九
州

・
四

国
で

一
人

当
た

り
の

課
税

ベ
ー

ス
が

む
し

ろ
大

き
く

増
え

た
理

由
を

、
少

し
検

討
し

た
。

高
齢

者
や

女
性

の
就

労
増

加
が

理
由

と
し

て
考

え
ら

れ
、

こ
の

点
を

引
き

続
き

散
布

図
で

分
析

し
た

。

ま
ず

年
～

年
の

時
期

は
、

年
に

「
高

年
齢

者
雇

用
安

定
法

」
が

施
行

さ
れ

、
ち

ょ
う

ど
歳

か
ら

歳
へ

の
雇

用
継

続
が

広
ま

っ
た

時
期

で
あ

る
。
そ

こ
で

年
～

年
に

つ
い

て
、

横
軸

に
男

性
～

歳
人

口
の

正
規

就
業

率
の

変
化

（
年

の
正

規
就

業
率

－
年

の
正

規
就

業

率
）
、
縦

軸
に

県
民

一
人

当
た

り
課

税
所

得
変

化
率

を
と

っ
た

散
布

図
を

描
い

た
が

、
相

関
は

見
ら

れ
な

か

っ
た

（
ス

ラ
イ

ド
）
。

図
を

み
る

と
正

規
就

業
率

が
大

き
く

増
え

た
の

は
都

市
部

で
あ

り
、

都
会

の
大

企
業

が
率

先
し

て
雇

用
継

続
に

対
応

し
た

こ
と

が
示

唆
さ

れ
る

が
、

課
税

所
得

が
大

き
く

増
え

た
東

北
や

九
州

で
は

大
き

な
プ

ラ
ス

は
観

察
さ

れ
ず

、
課

税
所

得
と

の
正

の
相

関
も

み
ら

れ
な

か
っ

た
。

た
だ

、
高

齢
者

の
雇

用
継

続
は

こ
の

時
期

、
勤

労
か

ら
年

金
へ

の
所

得
代

替
が

緩
和

さ
れ

た
要

因
の

一
つ

と
は

考
え

ら
れ

る
。

一
方

、
当

時
、

東
日

本
大

震
災

の
復

興
で

景
気

が
良

か
っ

た
東

北
に

つ
い

て
、

山
本

（
）

は
若

年

雇
用

不
足

を
補

う
た

め
に

歳
以

上
の

高
齢

者
の

正
社

員
に

よ
る

雇
用

延
長

が
み

ら
れ

た
こ

と
を

述
べ

て
い

る
。
ち

ょ
う

ど
、
人

口
が

多
い

団
塊

世
代

が
歳

に
差

し
掛

か
り

、
そ

の
引

退
延

期
が

地
域

で
不

足

す
る

雇
用

を
支

え
た

と
い

う
構

図
は

、
地

方
部

の
勤

労
か

ら
年

金
へ

の
所

得
代

替
に

よ
る

課
税

ベ
ー

ス
侵

食
が

こ
の

時
期

に
緩

和
さ

れ
た

理
由

の
一

つ
と

も
考

え
ら

れ
た

。
そ

こ
で

次
に
「

～
年

生
ま

れ
の

男
性

」
に

つ
い

て
、

年
～

年
に

お
け

る
正

規
就

業
率

の
変

化
を

横
軸

に
と

り
、
同

じ
期

間
の

県

民
一

人
当

た
り

課
税

所
得

変
化

率
を

縦
軸

に
と

っ
て

散
布

図
を

作
成

し
た
（

ス
ラ

イ
ド

）
。「

～

年
生

ま
れ

」
は

年
に

～
歳

、
年

に
～

歳
で

ち
ょ

う
ど

団
塊

世
代

を
含

み
、

こ
の

時
期

に
加

齢
に

よ
る

正
規

就
業

か
ら

の
引

退
が

進
む

世
代

で
あ

る
。

ス
ラ

イ
ド

に
よ

る
と

横
軸

の
値

は
全

都
道

府
県

で
マ

イ
ナ

ス
で

、
加

齢
に

よ
る

引
退

の
実

態
が

示
さ

れ
る

が
、

東
北

や
四

国
は

そ
の

マ
イ

ナ
ス

が
最

も
小

さ
く

引
退

が
遅

れ
て

い
る

。
そ

う
し

た
県

ほ
ど

県
民

一
人

当
た

り
課

税
所

得
が

大
き

く
増

え
て

お
り

、
散

布
図

は
明

確
な

右
上

が
り

と
な

っ
た

。
相

関
係

数
は

と
か

な
り

強
い

正
の

相
関

を
示

し
て

い
る

。
こ

う
し

た
高

齢
者

の
引

退
延

期
は

、
こ

の
時

期
、

地
方

部
に

お
い

て
勤

労
か

ら
年

金
へ

の
所

得
代

替
に

よ
る

課
税

ベ
ー

ス
侵

食
が

進
ま

な
か

っ
た

大
き

な
理

由
の

一
つ

と
い

え
る

か
も

し
れ

な
い

。

も
う

一
点

、
年

～
年

は
女

性
就

業
率

が
増

加
し

た
時

期
で

あ
り

、
ス

ラ
イ

ド
で

は
こ

れ

が
課

税
ベ

ー
ス

に
及

ぼ
し

た
影

響
を

分
析

し
た

。
女

性
就

業
率

の
増

加
は

日
本

の
就

業
者

数
減

少
に

歯
止

め
を

か
け

た
が

、
こ

れ
が

地
方

部
の

課
税

ベ
ー

ス
を

下
支

え
し

た
可

能
性

が
考

え
ら

れ
る

。
そ

こ
で

ス
ラ

イ
ド

で
は

、
男

性
就

業
率

と
比

較
す

る
形

で
女

性
就

業
率

の
年

～
年

に
お

け
る

変
化
（

階

差
）

と
県

民
一

人
当

た
り

課
税

所
得

変
化

率
の

散
布

図
を

取
っ

た
。

し
か

し
左

側
に

示
し

た
男

性
就

業
率

と
課

税
所

得
変

化
率

の
正

の
相

関
は

か
な

り
明

確
（

相
関

係
数

）
だ

が
、
女

性
就

業
率

と
課

税
所

得

変
化

率
と

の
相

関
は

ほ
と

ん
ど

観
察

さ
れ

な
か

っ
た

。
女

性
の

就
業

は
非

正
規

就
業

が
多

く
、
ま

た
、
税
・

社
会

保
障

制
度

に
よ

る
事

実
上

の
就

労
制

限
（

万
円

の
壁

な
ど

）
の

影
響

が
あ

り
、

そ
の

就
業

増
加

は
課

税
ベ

ー
ス

に
結

び
付

い
て

い
な

い
可

能
性

が
あ

る
。

今
後

、
女

性
の

就
業

促
進

を
課

税
ベ

ー
ス

の
拡

大
に

つ
な

げ
る

面
で

も
、

制
度

改
革

は
重

要
な

ポ
イ

ン
ト

で
あ

る
と

考
え

ら
れ

る
。

こ
の

よ
う

に
、

勤
労

か
ら

年
金

へ
の

所
得

代
替

に
よ

る
個

人
住

民
税

課
税

ベ
ー

ス
侵

食
は

年
代

は
起

き
な

か
っ

た
。

た
だ

し
、

こ
の

背
後

に
ス

ラ
イ

ド
で

示
し

た
歳

以
上

の
引

退
延

期
な

ど
が

あ
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 っ
た

と
す

る
と

、
単

な
る

問
題

の
先

送
り

に
過

ぎ
な

い
可

能
性

が
あ

る
。
す

な
わ

ち
ス

ラ
イ

ド
で

示
す

よ
う

に
、

引
退

延
期

な
ど

で
地

方
部

の
就

業
者

の
年

齢
構

成
は

都
市

部
と

比
べ

て
相

当
高

齢
化

が
進

ん
で

い
る

。
将

来
、

こ
の

世
代

が
一

斉
に

引
退

す
る

と
、

課
税

ベ
ー

ス
侵

食
が

一
気

に
顕

在
化

す
る

か
も

し
れ

ず
、

こ
の

点
で

課
題

は
残

っ
た

ま
ま

と
い

え
る

。
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 第
節

子
育

て
世

代
に

お
け

る
個

人
所

得
課

税
の

所
得

再
分

配
効

果

神
戸

学
院

大
学

経
済

学
部

准
教

授
金

田
陸

幸

 １
．

は
じ

め
に

近
年

、
子

ど
も

を
取

り
巻

く
経

済
・

社
会

的
状

況
の

変
化

と
と

も
に

、
子

ど
も

の
教

育
機

会
の

格
差

是

正
へ

の
関

心
が

高
ま

っ
て

お
り

、
複

数
の

研
究

で
世

帯
の

経
済

格
差

と
教

育
格

差
と

の
相

関
関

係
が

指
摘

さ
れ

て
い

る
。

特
に

、
学

校
外

教
育

支
出

は
私

的
消

費
で

あ
る

が
、

そ
の

支
出

額
は

親
の

選
好

が
大

き
く

反
映

さ
れ

、
子

ど
も

の
意

思
が

介
在

す
る

余
地

は
小

さ
い

。
子

育
て

世
代

に
お

い
て

、
学

校
外

教
育

支
出

の
原

資
と

な
る

所
得

に
格

差
が

存
在

す
る

と
、

特
に

低
所

得
世

帯
に

お
い

て
経

済
的

な
理

由
で

支
出

を
減

少
さ

せ
る

場
合

も
考

え
ら

れ
る

。
以

上
の

よ
う

に
、

子
育

て
世

代
内

の
経

済
格

差
の

存
在

が
教

育
格

差
に

つ
な

が
っ

て
い

る
と

す
る

と
、

所
得

再
分

配
政

策
が

教
育

格
差

の
是

正
に

も
寄

与
す

る
と

考
え

ら
れ

る
。

特
に

日
本

で
は

、
所

得
再

分
配

政
策

と
し

て
税

制
、

特
に

所
得

税
や

個
人

住
民

税
と

い
っ

た
個

人
所

得
課

税
制

度
が

重
要

な
役

割
を

果
た

し
て

い
る

た
め

、
こ

れ
ら

の
制

度
が

子
育

て
世

代
に

与
え

る
影

響
を

把
握

す
る

必
要

が
あ

る
。

そ
こ

で
本

稿
で

は
、
総

務
省

統
計

局
『

家
計

調
査

』
の

年
月

か
ら

年
月

ま
で

の
月

次

の
個

票
デ

ー
タ

を
使

用
し

、
子

育
て

世
代

を
対

象
に

均
等

度
を

評
価

す
る

指
標

を
用

い
て

、
勤

労
所

得
税

と
個

人
住

民
税

の
所

得
再

分
配

効
果

の
経

年
的

な
変

化
を

比
較

し
、

そ
の

要
因

に
つ

い
て

検
証

す
る

。
ま

た
、

子
育

て
世

代
へ

の
所

得
再

分
配

効
果

は
世

帯
内

の
子

ど
も

数
や

子
ど

も
の

属
す

る
学

校
種

に
よ

っ
て

も
異

な
る

可
能

性
が

あ
る

た
め

、
そ

れ
ぞ

れ
の

世
帯

へ
の

影
響

に
つ

い
て

も
考

察
す

る
。

．
分

析
手

法

本
研

究
で

は
、
所

得
再

分
配

効
果

を
計

測
す

る
指

標
と

し
て

、
レ

イ
ノ

ル
ズ

シ
モ

レ
ン

ス
キ

ー
係

数
以

下
、

係
数

と
表

記
す

る
と

カ
ク

ワ
ニ

係
数

を
使

用
す

る
。

係
数

は
当

初
所

得
の

ジ
ニ

係
数
𝐺𝐺 𝑋𝑋

と
課

税
後

所
得

の
ジ

ニ
係

数
𝐺𝐺 𝑋𝑋

−𝑇𝑇
の

差
と

定
義

で
き

、
係

数
が

大
き

い
ほ

ど
対

象
の

制
度

の
所

得
再

分
配

効

果
が

大
き

い
こ

と
を

意
味

す
る

。
次

に
カ

ク
ワ

ニ
係

数
𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾

は
再

分
配

政
策

の
累

進
度

を
表

す
指

標
で

あ
り

、

租
税

な
ど

の
負

担
面

の
制

度
の

再
分

配
政

策
の

累
進

度
を

測
る

場
合

、
税

負
担

の
集

中
度

係
数
𝐶𝐶 𝑋𝑋𝑇𝑇

と
ジ

ニ

係
数
𝐺𝐺 𝑋𝑋

の
差

と
し

て
定

義
さ

れ
る

。

𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾
>
0で

あ
れ

ば
、
対

象
の

制
度

が
所

得
格

差
を

縮
小

さ
せ

、
𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾

<
0で

あ
れ

ば
、
対

象
の

制
度

が
所

得
格

差
を

拡
大

さ
せ

る
。
ま

た
、
以

上
の

定
義

を
用

い
る

と
係

数
は
𝑅𝑅𝑅𝑅

=
𝑔𝑔 1−
𝑔𝑔
𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾

+
𝑅𝑅 𝑇𝑇

と
書

き
換

え

る
こ

と
が

で
き

る
。

こ
こ

で
、
𝑔𝑔は

税
負

担
の

総
額

を
当

初
所

得
の

総
額

で
除

し
た

税
負

担
率

、
𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾

は
租

税
負

担
の

カ
ク

ワ
ニ

係
数

、
𝑅𝑅 𝑇𝑇

は
当

初
所

得
と

課
税

後
所

得
の

順
位

が
異

な
る

こ
と

に
よ

る
順

位
移

動
項

(𝑅𝑅
𝑇𝑇
=
𝐶𝐶 𝑋𝑋

−𝑇𝑇𝑇𝑇
−
𝐺𝐺 𝑋𝑋

−𝑇𝑇
)で

あ
る

。

 
1  
本

稿
で

は
𝑅𝑅 𝑇𝑇

は
ほ

ぼ
ゼ

ロ
で

あ
る

た
め

、
 

𝑔𝑔 1−
𝑔𝑔
と
𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾

に
着

目
す

る
。
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 ．
分

析
結

果

図
１

は
係

数
と

そ
の

構
成

要
素

で
あ

る
𝑔𝑔 1−
𝑔𝑔
と
𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾

の
推

移
を

示
し

た
も

の
で

あ
る

。
係

数
の

値

自
体

は
小

さ
い

も
の

の
、
経

年
的

に
変

動
が

見
ら

れ
、
そ

の
変

動
は

租
税

負
担

の
カ

ク
ワ

ニ
係

数
𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾

と
連

動
し

て
い

る
。

ま
た

、
図

２
は

税
負

担
の

カ
ク

ワ
ニ

係
数
𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾

の
変

動
に

着
目

し
、
𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾

の
前

年
同

期
比

の
変

化
率

と
構

成
要

素
で

あ
る
𝐶𝐶 𝑋𝑋𝑇𝑇

と
𝐺𝐺 𝑋𝑋

の
寄

与
度

を
示

し
た

も
の

で
あ

る
。

図
よ

り
租

税
負

担
の

カ
ク

ワ
ニ

係
数

は

租
税

負
担

の
集

中
度

係
数

の
変

動
に

大
き

な
影

響
を

受
け

て
い

る
た

め
、

以
降

は
各

租
税

の
集

中
度

係
数

の
変

化
に

焦
点

を
当

て
る

。

図
係

数
と

構
成

要
素

の
推

移
図

𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾
の

変
化

率
（

前
年

同
期

比
）

と
寄

与
度

 

 
出

典
）

総
務

省
統

計
局

『
家

計
調

査
』

よ
り

筆
者

作
成

。

 

図
各

租
税

の
集

中
度

係
数

の
推

移

 
出

典
）

総
務

省
統

計
局

『
家

計
調

査
』

よ
り

筆
者

作
成

。

 

図
３

は
、

勤
労

所
得

税
、

個
人

住
民

税
、

そ
の

他
の

税
の

そ
れ

ぞ
れ

の
集

中
度

係
数

の
推

移
を

示
し

た
も

の
で

あ
る

。
図

３
よ

り
勤

労
所

得
税

と
個

人
住

民
税

の
集

中
度

係
数

の
値

が
大

き
く

、
年

、

年
、

年
に

大
き

な
変

動
が

見
ら

れ
る

。
年

の
勤

労
所

得
税

の
集

中
度

係
数

の
上

昇
と

個

 
2  
図

1
の

第
1
軸

は
R
S
係

数
、

第
2
軸

は
𝑔𝑔 1−
𝑔𝑔
と
𝜋𝜋 𝑋𝑋𝐾𝐾

の
数

値
を

示
し

た
も

の
で

あ
る

。
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 人
住
民

税
の

集
中

度
係

数
の

低
下

は
三

位
一

体
改
⾰

の
税

源
移

譲
に

よ
る

税
率

の
変

更
に

よ
る

も
の

、

年
以

降
の

勤
労

所
得

税
と

年
以

降
の

個
人

住
民

税
の

集
中

度
係

数
の

低
下

は
歳

以
下

の

年
少

扶
養

親
族

へ
の

扶
養

控
除

お
よ

び
歳

の
者

に
係

る
特

定
扶

養
控

除
の

上
乗

せ
部

分
の

廃
⽌

に
よ

る
も

の
で

あ
る

と
考

え
ら

れ
る

。

次
に

、
世

帯
の

属
性

に
よ

る
影

響
の

違
い

に
つ

い
て

考
察

す
る

。
図

４
は

子
ど

も
数

別
に

世
帯

を
分

類
し

た
場

合
の

各
租

税
の

集
中

度
係

数
を

示
し

た
も

の
で

あ
る

。
子

ど
も

人
世

帯
と

子
ど

も
人

世
帯

で
は

勤
労

所
得

税
、

個
人

住
民

税
と

も
に

ト
レ

ン
ド

に
大

き
な

違
い

は
な

い
こ

と
が

確
認

さ
れ

る
。

た
だ

し
、

年
の

勤
労

所
得

税
、

年
の

個
人

住
民

税
に

つ
い

て
は

、
子

ど
も

人
、

子
ど

も
人

世

帯
と

い
っ

た
多

子
世

帯
に

お
い

て
、

扶
養

控
除

の
縮

小
に

よ
る

集
中

度
係

数
の

低
下

が
顕

著
で

あ
る

。

図
子

ど
も

の
数

別
の

各
租

税
の

集
中

度
係

数
の

推
移

子
ど

も
人

）
子

ど
も

人
子

ど
も

人

 

（
資

料
）

総
務

省
統

計
局

『
家

計
調

査
』

を
用

い
て

筆
者

作
成

。
 

 

図
学

校
種

別
の

各
租

税
の

集
中

度
係

数
の

推
移

）
小

学
校

）
中

学
校

高
等

学
校

 

（
資

料
）

総
務

省
統

計
局

『
家

計
調

査
』

を
用

い
て

筆
者

作
成

。
 

 

図
は

子
ど

も
の

学
校

種
別

に
世

帯
を

分
類

し
た

場
合

の
各

租
税

の
集

中
度

係
数

の
推

移
を

示
し

た
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 も
の

で
あ

る
。

高
校

生
の

属
す

る
世

帯
に

関
し

て
は

、
年

の
所

得
税

の
扶

養
控

除
の

縮
小

に
関

し

て
、

集
中

度
係

数
の

顕
著

な
低

下
は

見
ら

れ
な

い
。

高
校

生
の

場
合

、
年

少
扶

養
控

除
の

廃
止

の
影

響
が

な
い

事
に

加
え

、
特

定
扶

養
控

除
の

上
乗

せ
部

分
の

廃
止

の
影

響
が

相
対

的
に

小
さ

い
た

め
と

考
え

ら
れ

る
。

さ
ら

に
、

小
中

学
生

の
属

す
る

世
帯

よ
り

も
高

校
生

の
属

す
る

世
帯

の
所

得
水

準
が

高
く

、
控

除
廃

止
に

伴
っ

て
限

界
税

率
が

増
加

す
る

中
低

所
得

者
が

少
な

い
こ

と
も

要
因

と
し

て
考

え
ら

れ
る

。

本
稿

で
は

子
育

て
世

代
を

対
象

に
、

年
以

降
の

税
制

改
正

や
所

得
の

変
動

を
踏

ま
え

、
個

人
所

得
課

税
制

度
の

所
得

再
分

配
効

果
に

つ
い

て
分

析
を

行
っ

た
。

分
析

の
結

果
、

勤
労

所
得

税
と

個
人

住
民

税
の

そ
れ

ぞ
れ

の
租

税
の

影
響

が
異

な
る

だ
け

で
な

く
、

子
育

て
世

代
に

お
い

て
は

世
帯

内
の

子
ど

も
数

や
子

ど
も

の
属

す
る

学
校

種
に

よ
っ

て
、

税
制

改
正

の
影

響
も

異
な

る
こ

と
が

示
さ

れ
た

。
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第
章

税
法

〔
総

論
〕

同
志

社
大

学
大

学
院

司
法

研
究

科
教

授
坂

巻
綾

望

・
年

の
税

制
基

本
問

題
研

究
会

で
は

、
統

一
テ

ー
マ

「
地

方
税

制
の

基
本

問
題

」
の

も
と

、

税
法

学
の

視
点

か
ら

つ
の

報
告

が
な

さ
れ

た
。
各

報
告

は
、
地

方
税

制
の

現
状

と
課

題
を

明
ら

か
に

し
、

地
方

税
制

の
こ

れ
か

ら
の

あ
り

方
を

模
索

し
て

い
る

。
分

野
と

し
て

は
、

個
人

住
民

税
（

一
高

報
告

、

倉
見

報
告

及
び

坂
巻

報
告

）
、

法
人

事
業

税
（

小
塚

報
告

及
び

堀
報

告
）
、

消
費

税
（

酒
井

報
告

）
、

不
動

産
取

得
税
（

濵
田

報
告

）
、

国
際

課
税
（

漆
報

告
）
に

大
別

で
き

る
。
多

岐
に

わ
た

る
分

野
に

つ

い
て

、
諸

外
国

の
理

論
や

動
向

を
参

考
に

し
て

、
今

後
の

地
方

税
制

に
お

い
て

ど
の

よ
う

な
課

題
が

生
じ

う
る

の
か

、
そ

の
よ

う
な

課
題

に
ど

の
よ

う
に

し
て

対
応

し
て

い
く

べ
き

か
が

議
論

さ
れ

た
。

以
下

、
各

分
野

の
課

題
と

各
報

告
の

概
要

で
あ

る
。

個
人

住
民

税

個
人

住
民

税
は

、
都

道
府

県
及

び
市

町
村

に
と

っ
て

の
基

幹
税

た
る

税
目

で
あ

り
、

身
近

な
行

政
サ

ー

ビ
ス

の
税

源
と

し
て

ふ
さ

わ
し

い
と

い
え

る
。

わ
が

国
に

お
け

る
個

人
住

民
税

の
特

徴
は

、
比

例
税

率
、

前
年

所
得

課
税

、
住

所
地

課
税

で
あ

る
。

第
節

一
高

報
告

「
米

国
連

邦
所

得
税

に
お

け
る

州
・

地
方

税
額

の
所

得
控

除
に

係
る

限
度

額
設

定

」
で

は
、

米
国

連
邦

所
得

税
に

お
け

る
州

・
地

方
税

額
控

除
を

め
ぐ

る
最

近
の

動
向

と
議

論

が
紹

介
さ

れ
た

。

米
国

に
お

い
て

は
、

連
邦

所
得

税
の

創
設

時
か

ら
、

連
邦

所
得

税
の

計
算

に
お

い
て

州
・

地
方

税
額

、
を

所
得

控
除

す
る

仕
組

み
が

と
ら

れ
て

き
た

が
、

年
の

税
制

改

正
に

よ
り

、
こ

の
控

除
に

上
限

が
設

け
ら

れ
た

。
こ

れ
は

と
呼

ば
れ

、
そ

の
是

非
が

議

論
の

的
と

な
っ

て
い

る
。
一

高
報

告
で

は
、

控
除

の
趣

旨
・
内

容
、

の
背

景
・
内

容
・
影

響
、

に
関

す
る

州
と

連
邦

の
攻

防
・
法

的
問

題
な

ど
に

つ
い

て
紹

介
が

な
さ

れ
、
わ

が
国

へ
の

示
唆

が
示

さ
れ

た
。

控
除

導
入

時
の

意
図

は
、（

１
）
州

に
対

す
る

連
邦

の
影

響
を

抑
制

す
る

こ
と

、（
２

）
連

邦
と

州

と
の

課
税

の
重

複
を

排
除

す
る

た
め

で
あ

る
と

い
わ

れ
て

い
る

。
現

在
で

は
、

控
除

が
高

額
所

得
者

に
よ

り
大

き
な

利
益

を
も

た
ら

す
こ

と
（

逆
進

的
効

果
）
、

国
が

億
ド

ル
規

模
の

歳
入

を
失

う
こ

と

な
ど

か
ら

、
の

廃
止

は
、
理

論
的

に
も

政
策

的
に

も
難

し
い

状
況

で
あ

る
。

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

州

な
ど

州
は

、
が

憲
法

違
反

で
あ

る
と

し
て

訴
訟

を
提

起
し

た
が

、
そ

の
主

張
は

認
め

ら
れ

て

い
な

い
。

こ
れ

に
対

し
て

、
わ

が
国

の
所

得
税

の
計

算
に

お
い

て
は

、
事

業
税

や
固

定
資

産
税

を
必

要
経

費
に

算
入

す
る

こ
と

が
で

き
る

（
所

得
税

法
条

、
条

項
号

）
も

の
の

、
個

人
住

民
税

を
必

要
経

費

に
算

入
す

る
こ

と
は

、
明

文
に

よ
り

否
定

さ
れ

て
い

る
（

所
得

税
法

条
項

号
・

号
）
。

地
方

分

権
化

時
代

に
お

い
て

、
地

方
自

治
体

の
課

税
自

主
権

を
尊

重
す

る
た

め
に

、
個

人
住

民
税

を
必

要
経

費
に

算
入

す
る

ま
た

は
何

ら
か

の
形

で
控

除
す

る
こ

と
を

認
め

る
方

向
性

は
あ

り
う

る
だ

ろ
う

か
。

一
高

報
告

で
は

、
米

国
で

の
議

論
を

参
考

と
す

れ
ば

、
そ

の
よ

う
な

方
向

性
は

難
し

い
こ

と
が

示
さ

れ
た

。

第
節

倉
見

報
告

「
個

人
住

民
税

に
お

け
る

応
益

原
則

と
住

所
地

課
税

」
で

は
、

個
人

住
民

税
に

お
け
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 る
応

益
原

則
及

び
住

所
地

課
税

の
見

直
し

が
検

討
さ

れ
た

。

第
に

、
応

益
原

則
は

、「
行

政
サ

ー
ビ

ス
を

享
受

し
た

者
が

税
負

担
を

負
う

べ
き

」
と

い
う

考
え

方
で

あ
る

が
、

こ
れ

は
、

課
税

の
根

拠
、

税
負

担
配

分
基

準
、

課
税

主
体

の
決

定
基

準
の

３
つ

の
意

味
で

用
い

ら
れ

て
お

り
、

か
な

ら
ず

し
も

同
一

の
意

味
で

用
い

ら
れ

て
い

る
わ

け
で

は
な

い
こ

と
が

示
さ

れ
た

。

第
に

、
受

益
と

負
担

の
乖

離
が

生
じ

る
場

面
は

、
時

間
軸

と
空

間
軸

と
い

う
２

つ
の

視
点

か
ら

整
理

す
る

こ
と

が
で

き
る

こ
と

が
示

さ
れ

た
。

た
と

え
ば

、
都

会
で

会
社

に
勤

め
た

の
ち

に
地

方
で

退
職

後
の

余
生

を
過

ご
す

場
合

に
、

地
方

の
自

治
体

は
医

療
な

ど
の

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
十

分
な

税
負

担
を

求
め

る
こ

と
が

で
き

な
い

と
い

っ
た

問
題

は
、

時
間

軸
か

ら
み

た
「

受
益

と
負

担
」

の
乖

離
と

い
え

る
。

ま
た

、
住

所
地

と
は

異
な

る
地

域
に

勤
務

地
や

別
荘

地
が

あ
る

場
合

に
、

勤
務

地
や

別
荘

地
の

自
治

体
が

イ
ン

フ
ラ

の
整

備
な

ど
に

コ
ス

ト
を

投
下

し
な

が
ら

も
、

住
民

で
は

な
い

勤
労

者
や

別
荘

保
有

者
に

対
し

て
税

負
担

を
求

め
る

こ
と

が
で

き
な

い
と

い
っ

た
問

題
は

、
空

間
軸

か
ら

み
た

「
受

益
と

負
担

」
の

乖
離

と
い

え
る

。

第
に

、
そ

う
し

た
受

益
と

負
担

の
乖

離
を

解
消

す
る

た
め

の
方

策
に

つ
い

て
、

複
数

の
方

策
が

紹
介

さ
れ

、
そ

れ
ら

の
メ

リ
ッ

ト
・

デ
メ

リ
ッ

ト
が

検
討

さ
れ

た
。

具
体

的
に

は
、

①
源

泉
地

課
税

の
採

用
、

②
個

人
住

民
税

と
所

得
税

の
「

共
同

税
化

」
（

一
定

の
基

準
に

よ
り

配
分

す
る

）
、

③
住

所
地

自
治

体
で

個

人
住

民
税

所
得

割
の

超
過

課
税

を
実

施
し

、
そ

の
超

過
課

税
相

当
分

を
勤

務
地

に
配

分
す

る
方

法
、

④
勤

務
地

で
の

低
率

で
の

個
人

住
民

税
所

得
割

＋
住

所
地

に
お

け
る

税
額

控
除

な
ど

が
あ

る
。

ま
た

、
こ

う
し

た
住

民
税

に
お

け
る

改
革

案
の

ほ
か

、
非

住
民

を
納

税
義

務
者

と
す

る
法

定
外

税
の

導
入

も
あ

り
う

る
（

応

益
原

則
に

基
づ

く
制

度
設

計
と

原
因

者
負

担
原

則
に

基
づ

く
制

度
設

計
が

あ
り

う
る

）
。

第
節

坂
巻

報
告

「
米

国
州

所
得

税
の

過
去

、
現

在
、

未
来

」
で

は
、

わ
が

国
に

お
け

る
個

人
住

民
税

の
あ

り
方

を
模

索
す

る
た

め
に

、
米

国
の

州
所

得
税

を
め

ぐ
る

議
論

が
紹

介
さ

れ
た

。

第
に

、
米

国
で

は
、

リ
モ

ー
ト

ワ
ー

ク
に

よ
る

所
得

の
源

泉
地

を
め

ぐ
る

解
釈

上
及

び
立

法
上

の
議

論
が

活
発

で
あ

る
。

源
泉

地
課

税
に

お
い

て
、

労
働

所
得

の
源

泉
地

は
勤

務
地

で
あ

る
と

考
え

ら
れ

て
い

る
が

、
リ

モ
ー

ト
ワ

ー
カ

ー
の

勤
務

地
に

つ
い

て
は

、
（

１
）

労
働

者
の

物
理

的
な

所
在

地
（

＝
住

所
地

）

と
す

る
見

解
と

（
２

）
雇

用
主

の
所

在
地

と
す

る
見

解
に

分
か

れ
て

い
る

。
ま

た
、

リ
モ

ー
ト

ワ
ー

ク
の

増
大

に
よ

っ
て

、
居

住
地

課
税

に
お

い
て

も
、

累
進

税
率

を
維

持
す

る
こ

と
が

難
し

く
な

る
可

能
性

が
指

摘
さ

れ
て

い
る

。

第
に

、
米

国
で

は
、

投
資

所
得

や
退

職
所

得
に

対
す

る
州

所
得

税
の

課
税

の
あ

り
方

を
め

ぐ
っ

て
議

論
が

な
さ

れ
て

い
る

。
例

え
ば

、
高

税
率

の
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
州

で
キ

ャ
リ

ア
を

積
み

つ
つ

株
式

を
購

入
し

て
保

有
し

、
無

税
の

フ
ロ

リ
ダ

州
に

移
住

し
て

か
ら

株
式

を
売

却
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

州
所

得
税

の
軽

減
を

図
る

こ
と

が
可

能
と

な
る

。
ま

た
、

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

州
で

働
い

て
、

退
職

前
に

フ
ロ

リ
ダ

州
に

移
転

し
て

か
ら

退
職

金
を

受
け

取
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
退

職
金

に
対

す
る

租
税

を
回

避
又

は
軽

減
さ

せ
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る

。
こ

の
よ

う
に

、
課

税
の

繰
延

べ
は

、
税

逃
れ

を
可

能
に

し
、

ま
た

、
納

税
者

の
移

動
に

関
す

る
意

思
決

定
を

非
効

率
的

に
ゆ

が
め

、
さ

ら
に

、
州

の
税

制
設

計
を

も
ゆ

が
め

る
。

わ
が

国
に

お
い

て
は

、
第

の
点

に
つ

い
て

は
、

個
人

住
民

税
は

居
住

地
課

税
の

み
の

仕
組

み
で

あ
る

た
め

、
リ

モ
ー

ト
ワ

ー
ク

に
よ

る
所

得
の

源
泉

地
を

め
ぐ

る
解

釈
上

の
問

題
は

生
じ

な
い

。
第

の
点

に

つ
い

て
も

、
個

人
住

民
税

は
比

例
税

率
で

あ
り

、
か

つ
、
各

自
治

体
間

の
税

率
差

は
ほ

と
ん

ど
な

い
た

め
、

課
税

の
繰

延
べ

を
利

用
し

た
税

逃
れ

が
生

じ
る

懸
念

は
ほ

と
ん

ど
な

い
。

そ
う

い
っ

た
意

味
に

お
い

て
、

わ
が

国
の

個
人

住
民

税
の

現
状

の
仕

組
み

を
評

価
す

る
こ

と
が

で
き

る
。
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法
人

事
業

税

わ
が

国
で

は
、

法
人

に
対

す
る

地
方

税
と

し
て

、
法

人
住

民
税

（
市

町
村

民
税

と
道

府
県

民
税

）
と

法

人
事

業
税

が
設

け
ら

れ
て

い
る

。
そ

れ
ら

の
課

税
根

拠
と

し
て

、
法

人
も

地
域

の
構

成
員

と
し

て
公

共
サ

ー
ビ

ス
に

よ
り

受
益

し
て

い
る

こ
と

を
挙

げ
る

こ
と

が
で

き
る

。

第
節

堀
報

告
「

減
資

と
地

方
税

法
」

で
は

、
法

人
事

業
税

の
解

釈
上

及
び

立
法

上
の

あ
り

方
に

つ

い
て

検
討

が
な

さ
れ

た
。

第
１

に
、

法
人

事
業

税
は

、
原

則
と

し
て

、
所

得
割

に
加

え
て

付
加

価
値

割
及

び
資

本
割

（
外

形
標

準

課
税

）
を

課
税

標
準

と
し

て
い

る
。
外

形
標

準
課

税
が

導
入

さ
れ

た
平

成
年

に
は

、
①

応
益

課
税

と
し

て
の

税
の

性
格

の
明

確
化

、
及

び
②

税
負

担
の

公
平

性
の

確
保

が
そ

の
根

拠
と

し
て

挙
げ

ら
れ

て
い

た
。

し
か

し
、

例
外

と
し

て
、

中
小

企
業

（
資

本
金

１
億

円
以

下
）

に
つ

い
て

は
、

そ
の

負
担

を
配

慮
し

て
、

外
形

標
準

課
税

の
適

用
が

除
外

さ
れ

る
こ

と
と

な
っ

た
。

近
年

は
、

法
人

の
減

資
や

組
織

再
編

に
よ

り
、

外
形

標
準

課
税

の
対

象
法

人
が

導
入

時
の

３
分

の
２

ま
で

減
少

し
て

い
る

こ
と

が
指

摘
さ

れ
、

令
和

年

度
税

制
改

正
に

よ
り

見
直

し
が

な
さ

れ
た

。
堀

報
告

で
は

、
こ

の
よ

う
な

改
正

は
項

目
振

替
え

に
よ

る
外

形
標

準
課

税
逃

れ
に

対
応

す
る

も
の

で
あ

る
が

、
外

形
標

準
課

税
に

お
け

る
課

題
を

根
本

的
に

解
決

す
る

も
の

で
は

な
い

と
評

価
さ

れ
て

い
る

。

第
に

、
中

小
企

業
基

本
法

は
、

中
小

企
業

が
相

対
的

に
経

済
的

弱
者

で
あ

る
こ

と
に

鑑
み

て
制

定

さ
れ

た
が

、
近

年
で

は
、

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
の

担
い

手
、

雇
用

の
受

け
皿

、
地

域
経

済
発

展
の

担
い

手
と

し
て

、
そ

の
持

続
的

成
長

を
後

押
し

す
べ

き
存

在
と

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

こ
う

し
た

理
念

の
変

化
を

踏
ま

え
て

、
中

小
法

人
な

い
し

中
小

企
業

に
対

す
る

課
税

の
あ

り
方

を
議

論
す

べ
き

こ
と

が
指

摘
さ

れ

た
。 第

に
、

法
人

が
外

形
標

準
課

税
を

免
れ

る
た

め
に

資
本

金
を

減
少

さ
せ

た
場

合
に

、
地

方
税

法

条
の

（
同

族
会

社
の

行
為

計
算

否
認

の
規

定
）

に
よ

り
、

当
該

法
人

を
外

形
標

準
課

税
の

対
象

と
す

る
こ

と
が

で
き

る
か

ど
う

か
に

つ
い

て
検

討
が

な
さ

れ
、

消
極

的
な

答
え

が
示

さ
れ

た
。

今
後

の
外

形
標

準
課

税
の

あ
り

方
と

し
て

、
応

益
課

税
を

徹
底

す
る

な
ら

ば
、

資
本

金
億

円
以

下
の

法
人

を
も

適
用

対

象
に

含
め

る
選

択
肢

が
あ

り
う

る
が

、
適

用
除

外
基

準
と

し
て

資
本

金
以

外
の

基
準

を
検

討
す

る
な

ど
、

総
合

的
な

検
討

が
な

さ
れ

る
べ

き
こ

と
が

指
摘

さ
れ

た
。

第
節

小
塚

報
告

「
法

人
税

が
地

方
法

人
課

税
に

及
ぼ

す
影

響
〜

資
本

金
の

操
作

と
法

人
事

業
税

の
関

係
に

関
す

る
検

討
〜

」
で

は
、

外
形

標
準

課
税

の
適

用
を

免
れ

る
た

め
に

資
本

金
を

減
少

さ
せ

る
と

い
う

行
動

が
本

当
に

と
ら

れ
て

い
る

の
か

ど
う

か
に

つ
い

て
、

分
析

が
な

さ
れ

た
。

法
人

事
業

税
の

課
税

標
準

は
、

原
則

と
し

て
、

所
得

割
に

付
加

価
値

割
と

資
本

金
割

り
と

い
う

外
形

標

準
課

税
を

組
み

合
わ

せ
た

も
の

で
あ

る
が

、
例

外
と

し
て

、
資

本
金

の
額

が
億

円
以

下
の

法
人

は
、

一

定
の

事
業

を
行

う
場

合
を

除
き

、
所

得
割

の
み

が
課

税
標

準
と

さ
れ

て
い

る
。

こ
の

例
外

の
適

用
数

は
、

増
加

傾
向

に
あ

る
。

し
か

し
、

原
則

の
外

形
標

準
課

税
を

伴
う

課
税

方
法

は
、

例
外

の
所

得
割

の
み

の
課

税
方

法
よ

り
も

常
に

不
利

と
い

う
わ

け
で

は
な

い
。

そ
れ

に
も

か
か

わ
ら

ず
、

例
外

の
適

用
が

増
加

し
て

い
る

の
は

、
法

人
事

業
税

の
有

利
不

利
で

は
な

く
、

法
人

税
の

中
小

企
業

税
制

が
原

因
と

な
っ

て
い

る
か

も
し

れ
な

い
。

こ
う

し
た

問
題

意
識

の
も

と
、

小
塚

報
告

で
は

、
上

場
企

業
の

財
務

デ
ー

タ
を

用
い

た
分

析
が

な
さ

れ
た

。

第
に

、
上

場
企

業
の

場
合

、
外

形
標

準
課

税
の

拡
大

が
な

さ
れ

た
頃

に
、

む
し

ろ
増

資
を

行
な

っ
た
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 企
業

が
多

く
、

項
目

振
替

（
資

本
金

の
増

加
額

だ
け

資
本

剰
余

金
を

減
少

さ
せ

る
）

に
よ

る
増

資
を

行
な

っ
た

企
業

の
ほ

と
ん

ど
が

資
本

金
億

円
超

へ
の

移
行

で
あ

っ
た

こ
と

が
示

さ
れ

た
。

第
に

、
同

一
の

法
人

に
つ

い
て

、
原

則
の

適
用

を
受

け
た

場
合

の
事

業
税

額
（

外
形

標
準

課
税

あ
り

）

と
例

外
の

適
用

を
受

け
た

場
合

の
事

業
税

額
（

外
形

標
準

課
税

な
し

）
を

計
算

し
て

比
較

す
る

と
、

前
者

の
場

合
の

方
が

税
負

担
が

小
さ

く
な

る
企

業
の

方
が

少
な

い
こ

と
が

示
さ

れ
た

。
す

な
わ

ち
、

上
場

企
業

に
つ

い
て

は
、

増
資

を
行

っ
て

原
則

の
適

用
を

受
け

よ
う

と
す

る
場

合
が

あ
る

こ
と

が
示

唆
さ

れ
る

。

第
に

、
人

件
費

率
が

高
く

な
る

ほ
ど

、
例

外
の

適
用

（
外

形
標

準
課

税
な

し
）

を
受

け
た

方
が

税
負

担
が

低
く

な
る

関
係

が
示

さ
れ

た
。

以
上

に
よ

り
、

法
人

は
、

資
本

金
を

減
少

さ
せ

て
外

形
標

準
課

税
の

適
用

を
免

れ
る

だ
け

で
は

な
く

、

資
本

金
を

増
加

さ
せ

て
外

形
標

準
課

税
の

適
用

を
あ

え
て

受
け

る
と

い
う

行
動

を
と

っ
て

い
る

可
能

性
が

あ
る

こ
と

が
示

唆
さ

れ
る

。
外

形
標

準
課

税
の

適
用

を
受

け
る

又
は

免
れ

る
と

い
う

行
動

に
問

題
が

な
い

の
か

を
考

え
る

べ
き

こ
と

が
指

摘
さ

れ
た

。

地
方

消
費

税

地
方

消
費

税
は

、
消

費
税

額
を

課
税

標
準

と
す

る
都

道
府

県
税

で
あ

り
、

国
税

と
し

て
の

消
費

税
と

合

わ
せ

て
事

業
者

に
よ

り
納

め
ら

れ
る

。
現

在
、

消
費

税
率

％
の

う
ち

％
（

軽
減

税
率

に
つ

い
て

は

％
の

う
ち

）
が

地
方

消
費

税
で

あ
る

。
都

道
府

県
は

、
国

に
徴

収
を

委
託

し
、
国

か
ら

払
い

込
ま

れ
た

税
収

を
最

終
消

費
地

に
帰

属
さ

せ
る

た
め

、
都

道
府

県
間

に
お

い
て

、
そ

の
地

域
の

販
売

額
と

人
口

を
も

と
に

し
た

基
準

に
よ

り
清

算
が

行
わ

れ
る

。

第
節

酒
井

報
告

「
ア

メ
リ

カ
州

売
上

税
等

に
お

け
る

近
年

の
動

向
」

で
は

、
デ

ジ
タ

ル
化

社
会

に
お

け
る

消
費

税
の

課
題

が
示

さ
れ

、
今

後
の

消
費

課
税

の
あ

り
方

を
模

索
す

る
た

め
に

、
米

国
州

売
上

税

（
）

の
動

向
と

議
論

が
紹

介
さ

れ
た

。

米
国

州
売

上
税

に
つ

い
て

は
、

州
外

事
業

者
が

州
内

消
費

者
に

資
産

の
販

売
や

役
務

提
供

を
行

っ
た

場

合
に

、
州

内
に

物
理

的
存

在
が

な
い

に
も

か
か

わ
ら

ず
課

税
を

す
る

こ
と

は
連

邦
憲

法
に

違
反

す
る

と
の

判
例

が
か

つ
て

存
在

し
た

。
年

の
事

件
判

決
に

よ
り

、
こ

れ
が

覆
さ

れ
、
経

済
ネ

ク
サ

ス

に
も

と
づ

く
州

売
上

税
の

課
税

が
許

容
さ

れ
る

こ
と

が
示

さ
れ

た
。

そ
の

後
、

各
州

の
立

法
に

よ
り

、
小

売
販

売
業

者
は

、
あ

る
州

へ
向

け
た

販
売

に
つ

い
て

、
取

引
閾

値
や

売
上

閾
値

を
超

え
る

と
、

同
州

で
の

州
売

上
税

の
徴

収
納

付
を

行
わ

ね
ば

な
ら

な
く

な
っ

た
。

さ
ら

に
、

各
州

は
、

マ
ー

ケ
ッ

ト
プ

レ
イ

ス
・

プ
ロ

バ
イ

ダ
ー

法
ま

た
は

マ
ー

ケ
ッ

ト
プ

レ
イ

ス
・

フ

ァ
シ

リ
テ

イ
タ

―
法

と
い

う
名

称
で

、
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
課

税
を

導
入

し
て

い
る

。
例

え
ば

、
フ

ロ
リ

ダ
州

は
、
州

内
に

お
い

て
、
マ

ー
ケ

ッ
ト

プ
レ

イ
ス

を
通

じ
て

万
ド

ル
以

上
の

リ
モ

ー
ト

販
売

を
行

う

マ
ー

ケ
ッ

ト
プ

レ
イ

ス
・

プ
ロ

バ
イ

ダ
ー

は
、

州
外

小
売

販
売

者
に

か
わ

っ
て

、
そ

の
リ

モ
ー

ト
販

売
に

係
る

州
売

上
税

等
を

徴
収

納
付

す
る

こ
と

を
求

め
て

い
る

。
こ

の
徴

収
納

付
義

務
は

、
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
の

売
上

規
模

に
よ

り
免

除
さ

れ
る

場
合

が
あ

る
。

こ
う

し
た

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

課
税

は
州

ご
と

に
異

な
っ

て
お

り
、

か
な

り
複

雑
で

あ
る

。
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
課

税
の

統
一

化
・

簡
素

化
が

課
題

と
な

っ
て

い
る

。
米

国
州

売
上

税
は

、
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
課

税
の

売
上

閾
値

が
（

日
本

と
比

し
て

か
な

り
）
低

く
、

海
外

事
業

者
だ

け
で

な
く

国
内

事
業

者
も

対
象

と
さ

れ
て

お
り

、
ま

た
、

デ
ジ

タ
ル

サ
ー

ビ
ス

だ
け

で
な

く
一

般
的

な
小

売
販

売
に

も
及

ぶ
。

こ
れ

に
対

し
て

、
わ

が
国

に
お

い
て

令
和

年
度

税
制

改
正

に
よ

り
導

入
さ

れ
た

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

課
税

は
、

対
象

と
さ

れ
る

事
業

者
の

売
上

閾
値

が
高

く
、

国
外

事
業

者
か

ら
の

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

利
用
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 に
係

る
消

費
者

向
け

電
気

通
信

利
用

役
務

の
提

供
に

限
ら

れ
て

い
る

た
め

、
限

定
的

な
も

の
で

あ
る

と
評

価
さ

れ
た

。

不
動

産
取

得
税

不
動

産
取

得
税

は
、「

不
動

産
の

取
得

」
に

対
し

て
課

せ
ら

れ
る

道
府

県
民

税
で

あ
る

。
地

方
税

収
に

お

け
る

割
合

は
高

く
な

い
も

の
の

、
景

気
に

左
右

さ
れ

に
く

く
（

安
定

性
が

あ
る

）
、
地

域
間

格
差

が
小

さ
い

（
普

遍
性

が
あ

る
）

と
い

う
長

所
を

有
す

る
重

要
な

財
源

で
あ

る
。

第
節

濵
田

報
告

「
土

地
法

制
の

変
化

と
取

得
税

」
で

は
、

不
動

産
取

得
税

の
現

状
、

人
口

減
少

時
代

の
土

地
問

題
、

そ
れ

に
対

応
す

る
た

め
の

土
地

法
制

の
改

正
が

紹
介

さ
れ

、
不

動
産

取
得

税
の

意
義

な
い

し
理

論
的

根
拠

を
見

直
す

こ
と

の
必

要
性

が
示

さ
れ

た
。

人
口

が
減

少
す

る
社

会
に

お
い

て
は

、
時

の
経

過
に

伴
っ

て
価

格
が

上
昇

し
て

い
く

と
い

う
土

地
の

前

提
は

変
容

し
、

む
し

ろ
マ

イ
ナ

ス
の

不
動

産
と

い
わ

れ
る

よ
う

に
な

り
、

地
方

部
に

お
い

て
は

所
有

者
不

明
の

土
地

が
多

数
存

在
と

い
う

状
況

に
い

た
っ

て
い

る
。

そ
の

よ
う

な
状

況
は

、
と

り
わ

け
地

方
部

に
お

い
て

顕
著

で
あ

り
、

防
災

の
観

点
か

ら
問

題
視

さ
れ

て
い

る
。

そ
こ

で
、

令
和

元
年

に
、

土
地

基
本

法
が

改
正

さ
れ

た
。
同

法
は

、
土

地
の

適
正

な
「

利
用

」「
取

引
」
と

と
も

に
適

正
な
「

管
理

」
を

確
保

す
る

こ

と
を

理
念

と
し

て
定

め
る

と
と

も
に

（
条

）
、

土
地

所
有

者
等

の
責

務
を

明
確

化
し

て
、
（

条
）
、

国
及

び
地

方
公

共
団

体
に

対
し

て
、

土
地

所
有

者
等

に
よ

る
適

正
な

土
地

の
利

用
及

び
管

理
を

確
保

す
る

た
め

必
要

な
措

置
を

講
ず

る
よ

う
に

努
め

る
こ

と
等

を
定

め
て

い
る

。
こ

う
し

た
理

念
を

も
と

に
関

連
法

が
改

正
さ

れ
、

土
地

所
有

者
等

に
相

続
登

記
が

義
務

づ
け

ら
れ

る
と

と
も

に
、

共
有

者
が

所
在

等
不

明
共

有
者

の
不

動
産

の
持

分
を

取
得

す
る

こ
と

を
可

能
と

す
る

仕
組

み
が

整
え

ら
れ

た
。

濵
田

報
告

で
は

、
第

に
、

不
動

産
の

適
正

な
利

用
を

促
進

す
る

と
い

う
土

地
法

制
の

理
念

を
踏

ま
え

て
、
不

動
産

取
得

税
の

あ
り

方
が

検
討

さ
れ

る
べ

き
こ

と
が

指
摘

さ
れ

た
。
と

り
わ

け
、
不

動
取

得
税

は
、

昭
和

年
の

導
入

時
か

ら
、
固

定
資

産
税

の
前

取
り

と
し

て
位

置
付

け
ら

れ
て

き
た

が
、
今

日
に

お
い

て

も
そ

の
よ

う
に

考
え

る
べ

き
か

ど
う

か
に

つ
い

て
見

直
し

が
な

さ
れ

る
べ

き
で

あ
る

。

第
に

、
不

動
産

の
流

通
段

階
に

お
い

て
は

印
紙

税
・

登
録

免
許

税
・

不
動

産
取

得
税

の
段

階
の

課

税
が

な
さ

れ
て

い
る

と
こ

ろ
、

土
地

政
策

の
理

念
を

踏
ま

え
れ

ば
、

印
紙

税
や

登
録

免
許

税
の

減
免

の
み

な
ら

ず
、

流
通

税
に

属
す

る
不

動
産

取
得

税
の

あ
り

方
に

つ
い

て
も

見
直

し
が

な
さ

れ
る

べ
き

こ
と

が
指

摘
さ

れ
た

。
第

に
、

国
外

者
に

よ
る

不
動

産
の

取
得

が
近

年
増

加
し

て
い

る
と

こ
ろ

、
そ

の
取

得
を

把

握
す

る
こ

と
が

困
難

で
あ

る
場

合
が

あ
り

う
る

と
考

え
ら

れ
る

た
め

、
そ

う
し

た
場

合
の

執
行

が
課

題
と

な
る

こ
と

が
示

さ
れ

た
。

な
お

、
世

界
的

に
は

、
不

動
産

の
流

通
段

階
で

の
課

税
が

縮
減

方
向

に
あ

る
こ

と
が

示
唆

さ
れ

た
。

国
際

課
税

第
節

漆
報

告
「

国
際

的
に

交
換

さ
れ

た
情

報
の

刑
事

手
続

利
用

」
で

は
、

情
報

交
換

に
よ

っ
て

得
ら

れ
た

情
報

の
刑

事
手

続
で

の
利

用
に

つ
い

て
検

討
が

な
さ

れ
た

。

国
境

を
越

え
る

取
引

が
恒

常
的

に
行

わ
れ

る
今

日
に

お
い

て
は

、
適

正
・

公
平

な
課

税
・

徴
収

の
実

現

の
た

め
、

租
税

条
約

等
に

も
と

づ
く

情
報

交
換

が
税

務
当

局
間

で
行

わ
れ

て
い

る
。

そ
の

よ
う

な
情

報
に

は
、

不
正

に
入

手
さ

れ
た

も
の

が
含

ま
れ

る
こ

と
が

あ
る

。
例

え
ば

、
パ

ナ
マ

文
書

や
パ

ラ
ダ

イ
ス

文
書

に
象

徴
さ

れ
る

よ
う

に
、

あ
る

国
の

金
融

機
関

の
元

従
業

員
等

に
よ

り
不

正
に

取
得

さ
れ

た
情

報
が

、
直

接
又

は
間

接
に

、
別

の
国

の
税

務
当

局
の

手
に

渡
る

こ
と

が
あ

る
。

そ
の

よ
う

な
盗

ま
れ

た
情

報
を

も
と
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 に
、

情
報

交
換

要
請

が
で

き
る

の
か

、
ま

た
課

税
手

続
や

刑
事

手
続

を
進

め
る

こ
と

が
で

き
る

の
か

が
問

題
と

な
る

。

漆
報

告
で

は
、

第
に

、
各

国
の

裁
判

例
に

お
い

て
は

、
盗

ま
れ

た
情

報
を

も
と

に
情

報
交

換
要

請
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

こ
と

や
そ

れ
ら

を
課

税
手

続
の

基
礎

と
す

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
が

お
お

む
ね

認
め

ら
れ

て
い

る
こ

と
が

示
さ

れ
た

。
第

に
、

盗
ま

れ
た

情
報

を
情

報
交

換
に

よ
り

取
得

し
た

場
合

に
、

そ

れ
を

刑
事

手
続

（
マ

ネ
ー

ロ
ン

ダ
リ

ン
グ

、
テ

ロ
資

金
供

与
、

汚
職

、
金

融
犯

罪
）

の
基

礎
と

す
る

こ
と

が
で

き
る

か
ど

う
か

に
つ

い
て

、
国

際
刑

事
共

助
に

お
け

る
議

論
、

オ
ラ

ン
ダ

の
裁

判
例

及
び

当
該

裁
判

例
に

対
す

る
批

判
が

紹
介

さ
れ

、
検

討
が

な
さ

れ
た

。
結

論
と

し
て

、
法

廷
地

法
の

も
と

で
、

保
障

さ
れ

て
い

る
権

利
が

侵
害

さ
れ

た
か

ど
う

か
を

確
認

し
、

も
し

侵
害

が
あ

る
な

ら
ば

、
侵

害
さ

れ
た

権
利

の
内

容
及

び
侵

害
の

程
度

と
、

そ
の

よ
う

な
違

法
な

証
拠

の
能

力
を

認
め

る
こ

と
に

よ
る

利
益

（
真

実
の

解
明

や
真

実
に

基
づ

く
処

罰
の

必
要

性
）

と
を

比
較

衡
量

し
て

判
断

す
べ

き
こ

と
が

示
さ

れ
た

。
第

に
、

情

報
交

換
の

健
全

な
発

展
を

図
る

た
め

に
、

国
際

的
な

統
制

が
な

さ
れ

る
べ

き
こ

と
が

示
さ

れ
た

。
具

体
的

に
は

、
被

要
請

国
が

情
報

の
情

報
源

お
よ

び
取

得
方

法
を

明
示

す
る

こ
と

及
び

要
請

国
は

そ
れ

ら
が

不
明

な
情

報
の

証
拠

と
し

て
の

利
用

を
控

え
る

こ
と

を
推

奨
す

る
ガ

イ
ダ

ン
ス

が
設

置
さ

れ
る

べ
き

こ
と

が
指

摘
さ

れ
て

い
る

。
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 税
法

〔
各

論
〕

第
節

米
国

連
邦

所
得

税
に

お
け

る
州

・
地

方
税

額
の

所
得

控
除

に
係

る
限

度
額

設
定

 
関

西
学

院
大

学
教

授
一

高
龍

司
  

１
．

 
は

じ
め

に

ト
ラ

ン
プ

政
権

下
で

な
さ

れ
た

年
の

税
制

改
正

（
）

に
お

い
て

、
個

人
所

得
税

に
関

し
て

は
、
と

り
わ

け
州
・
地

方
税

額
の

所
得

控
除

に
係

る
上

限
（

万
ド

ル
、

夫
婦

個
別

申
告

の
場

合
は

ド
ル

）
設

定
（

I
R
C
§
1
6
4
(
b
)
(
6
)
）

が
論

争
の

的
と

な
っ

た
（

以
下

、

地
方

税
額

は
考

慮
し

な
い

）
。

本
稿

は
、

の
内

容
と

、
こ

れ
に

関
連

す
る

州
と

連
邦

の
攻

防
、

そ
の

中
で

の
納

税
者

の
対

応
や

法
的

な
問

題
に

つ
い

て
説

明
し

、
我

が
国

へ
の

含
意

を
考

え
る

。
な

お
、

出
典

注
に

つ
い

て
は

拙
稿

を
参

照
さ

れ
た

い
。

２
．

 
と

で
は

、
法

人
税

率
が

か
ら

に
引

き
下

げ
ら

れ
（

I
R
C
§

1
1
(
b
)
）
、
国

際
課

税
で

も
、
外

国

子
会

社
受

取
配

当
金

の
非

課
税

措
置

（
§

）
の

導
入

や
、

米
国

無
形

資
産

由
来

の
製

品
の

国
外

売
上

に
優

遇
を

与
え

る
措

置
（

F
D
I
I
,
 
I
R
C
§
9
6
5
）

の
導

入
が

な
さ

れ
る

一
方

で
、

米
国

の
課

税
ベ

ー
ス

の
国

外
流

出
を

阻
止

す
る

制
度

（
G
I
L
T
I
 
a
n
d
 
B
E
A
T
.
 
I
R
C
§

§
9
5
1
A
,
 
5
9
A
）

も
新

設
さ

れ
た

。

個
人

の
課

税
所

得
の

計
算

上
、

所
得

控
除

と
し

て
の

標
準

控
除

(
I
R
C
§

6
3
(
c
)
)
と

項
目

別
控

除

(
I
R
C
§

6
3
(
d
)
)
の

い
ず

れ
か

が
選

択
で

き
る

。
控

除
は

、
こ

の
項

目
別

控
除
（

所
得

控
除

）
の

一
つ

で
あ

る
。

で
標

準
控

除
は

ド
ル

（
夫

婦
共

同
申

告
の

場
合

。
イ

ン
フ

レ
調

整
有

り
）

ま
で

増
加

さ
れ

、
個

人
の

納
税

者
（

年
）

の
約

割
が

標
準

控
除

で
済

ま
せ

て
い

る
。

＜
表

課
税

所
得

算
出

過
程

＞

控
除

の
対

象
と

な
る

租
税

に
は

不
動

産
税

、
動

産
税

、
所

得
税

が
含

ま
れ

、
こ

れ
ら

に
上

記
の

上

限
が

置
か

れ
た

わ
け

だ
が

、
事

業
上

の
租

税
に

は
上

限
の

適
用

は
な

い
。

 
3  
一

高
龍

司
「

米
国

連
邦

所
得

税
に

お
け

る
州

・
地

方
税

額
の

所
得

控
除

に
係

る
限

度
額

設
定

（
SA

LT
 C

ap
）
」

租
税

研

究
88

5
号

15
5
頁

（
20

23
年

）
。
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 ３
．

 
と

代
替

ミ
ニ

マ
ム

税

個
人

に
対

す
る

の
課

税
標

準
の

計
算

上
は

、
控

除
を

含
む

減
免

措
置

が
加

算
さ

れ
、
こ

れ
に

の
税

率
（

と
の

二
段

階
）

を
乗

じ
て

計
算

し
た

税
額

が
通

常
の

税
額

を
超

過
す

る
部

分
を

、

納
税

者
は

追
加

で
納

付
す

る
必

要
が

あ
る
（

I
R
C
§
5
5
(
a
)
）
。

（
の

導
入

等
）
に

よ
っ

て
、

批
判

の
多

い
の

納
税

者
数

は
、

万
人

（
年

）
か

ら
万

人
（

年
）

に
減

少
す

る
と

の
試

算
が

あ
る

。

４
．

 
州

・
地

方
の

所
得

課
税

と
連

邦
所

得
税

は
、
都

心
の

高
額

所
得

者
（

民
主

党
支

持
層

の
多

い
東

西
の

主
要

な
州

の
住

民
）
へ

の
影

響

が
特

に
大

き
い

。
多

く
の

州
が

、
州

個
人

所
得

税
の

課
税

ベ
ー

ス
に

つ
い

て
は

、
連

邦
所

得
税

の
そ

れ
に

基
本

的
に

一
致

さ
せ

た
上

で
調

整
を

加
え

て
い

る
。

は
、
法

人
税

率
の

引
き

下
げ

と
同

時
に

課
税

標

準
を

拡
大

し
て

い
る

た
め

、
棚

ぼ
た

的
に

州
法

人
所

得
税

に
増

税
効

果
を

も
た

ら
し

て
い

る
。

５
．

 
の

合
憲

性

に
よ

り
、
特

に
州

税
負

担
の

重
い

州
は

、
税

負
担

の
見

直
し

や
政

策
変

更
を

強
い

ら
れ

る
た

め
不

満
を

抱
い

て
い

る
。
現

に
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
州

を
含

む
４

州
は

、
が

州
の

政
策

選
択

を
制

限

し
、
あ

る
い

は
政

策
変

更
を

強
い

る
た

め
、
合

衆
国

憲
法

の
修

正
第

条
（

州
と

国
民

に
留

保
さ

れ
た

権

限
）

な
ど

に
違

反
す

る
と

し
て

、
米

国
政

府
を

被
告

と
し

て
の

違
憲

を
主

張
し

た
裁

判
が

あ

る
。

連
邦

第
二

巡
回

区
控

訴
裁

判
所

は
、

連
邦

憲
法

上
、

連
邦

か
ら

の
圧

力
が

強
制

に
及

ん
で

は
な

ら
な

い
が

、
控

除
を

要
求

し
又

は
そ

の
廃

止
を

禁
じ

る
明

文
は

な
く

、
憲

法
違

反
と

な
る

連
邦

に
よ

る
州

の
主

権
の

侵
害

は
立

証
さ

れ
て

い
な

い
と

し
て

、
原

判
決

を
維

持
し

た
。

の
改

正
項

目
の

多
く

は
、

を
含

め
、

年
月

末
日

ま
で

の
時

限
措

置
で

あ
る

。

高
額

所
得

者
の

多
い

州
の

議
員

を
中

心
に

の
廃

止
を

求
め

る
声

が
根

強
く

あ
る

が
、

今
や

標

準
控

除
の

利
用

者
が

割
近

く
を

占
め

、
の

廃
止

や
上

限
引

上
げ

は
金

持
ち

優
遇

と
い

う
批

判
を

招

く
。

の
廃

止
に

よ
る

歳
入

減
（

例
、

年
で

億
ド

ル
減

と
い

う
試

算
）
も

考
え

る
と

、

年
分

か
ら

無
制

限
の

控
除

が
単

純
に

復
活

す
る

と
い

う
見

通
し

は
立

て
に

く
い

。

６
．

 
回

避
策

各
州

は
、

が
、

個
人

所
得

税
に

の
み

適
用

が
あ

る
こ

と
と

、
州

・
地

方
の

「
租

税
」

で
な

け
れ

ば
適

用
が

な
い

こ
と

に
着

目
し

て
、

回
避

策
を

考
案

し
て

い
る

。

第
１

は
，
慈

善
寄

附
に

係
る

州
の

税
額

控
除

で
あ

る
（

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

州
等

）
。
納

税
者

は
州

が
設

定
す

る
基

金
へ

の
寄

附
金

を
州

税
額

の
計

算
上

税
額

控
除

の
対

象
と

し
つ

つ
、

連
邦

所
得

税
上

は
寄

附
金

控
除

 
6  

Ta
x 

Po
lic

y 
C

tr
., 

W
ha

t i
s 

th
e 

A
M

T?
, i

n 
Br

ie
fin

g 
Bo

ok
 (2

02
0)

, 
ht

tp
s:

//
w

w
w

.ta
xp

ol
ic

yc
en

te
r.o

rg
/b

ri
ef

in
g-

bo
ok

/w
ha

t-
am

t（
20

23
年

5
月

27
日

確
認

）
 

7  
N

ew
 Y

or
k 

v.
 Y

el
le

n,
 1

5 
F.

4t
h 

56
9 

(2
nd

 C
ir

. 2
02

1)
, c

er
t. 

de
ni

ed
, 1

42
 S

. C
t. 

16
69

 (2
02

2)
. 

8  
St

ev
e 

W
am

ho
ff

, C
ar

l D
av

is
 a

nd
 M

at
th

ew
 G

ar
dn

er
, O

pt
io

ns
 to

 R
ed

uc
e 

th
e 

Re
ve

nu
e 

Lo
ss

 fr
om

 
A

dj
us

tin
g 

th
e 

SA
LT

 C
ap

 (2
02

1)
 (a

va
ila

bl
e 

at
: h

ttp
s:

//
ite

p.
or

g/
op

tio
ns

-to
-r

ed
uc

e-
th

e-
re

ve
nu

e-
lo

ss
-f

ro
m

-
ad

ju
st

in
g-

th
e-

sa
lt-

ca
p/

). 
9  
回

避
策

に
関

す
る

以
下

の
記

述
は

、
Je

ff
re

y 
H

. K
ah

n,
 M

ile
s 

A
. R

om
ne

y 
an

d 
Jo

hn
 S

. T
re

u,
 T

oo
 M

uc
h 

SA
LT

? 
Th

e 
N

ua
nc

ed
 Im

pa
ct

 o
f t

he
 S

ta
te

 a
nd

 L
oc

al
 T

ax
 D

ed
uc

tio
n 

C
ap

 o
n 

Pa
ss

-T
hr

ou
gh

 B
us

in
es

s 
Ta

xp
ay

er
s,

 2
5 

Fl
a.

 T
ax

. R
ev

. 3
39

 (2
02

1)
に

依
る

。
 



―75―

 
 

38
 

 （
項

目
別

控
除

）
を

受
け

る
仕

組
み

で
あ

る
。

こ
れ

に
は

連
邦

の
財

務
省

規
則

が
既

に
対

処
し

て
お

り
、

寄
附

金
控

除
額

か
ら

は
、

寄
附

の
見

返
り

と
な

る
州

の
税

額
控

除
分

が
差

し
引

か
れ

る

（
T
r
e
a
s
.
R
e
g
.
§

1
.
1
7
0
A

）
。

第
２

は
、

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

州
の

賃
金

税
（

E
m
p
l
o
y
e
r
’

s
 
C
o
m
p
e
n
s
a
t
i
o
n
 
E
x
p
e
n
s
e
 
T
a
x
）

で
あ

る
。

こ
れ

は
、
給

与
支

払
者

に
少

額
の

租
税
（

支
払

額
の

）
を

課
し

、
当

該
税

額
に

係
る

税
額

控
除

を
給

与

受
給

者
に

与
え

る
も

の
で

あ
る

。
使

用
者

が
選

択
可

能
な

制
度

だ
が

、
制

度
の

複
雑

さ
も

あ
っ

て
実

際
の

利
用

例
は

非
常

に
少

な
い

。

第
３

は
、

パ
ス

ス
ル

ー
・

エ
ン

テ
ィ

テ
ィ

課
税

で
あ

る
（

コ
ネ

チ
カ

ッ
ト

州
は

じ
め

州
）
。

連
邦

所

得
税

上
パ

ス
ス

ル
ー

課
税

を
受

け
る

団
体

に
つ

き
、

州
所

得
税

上
は

団
体

課
税

と
し

た
上

で
、

そ
の

税
額

の
全

部
又

は
一

部
は

、
個

人
の

構
成

員
が

州
所

得
税

上
の

税
額

控
除

を
受

け
ら

れ
る

と
す

る
仕

組
み

で
あ

る
。
内

国
歳

入
庁

も
、
ノ

ー
テ

ィ
ス

で
こ

の
回

避
策

を
許

容
し

て
い

る
。
構

成
員

は
、
団

体
課

税
額

の
う

ち
自

ら
に

帰
属

す
る

部
分

を
の

対
象

外
と

し
つ

つ
、

な
お

連
邦

所
得

税
上

は
そ

の
分

配
可

能

額
（

当
該

構
成

員
の

課
税

標
準

）
か

ら
控

除
す

る
こ

と
が

で
き

る
。
有

望
な

回
避

策
だ

が
、
そ

の
細

部
に

は
州

ご
と

に
違

い
が

あ
る

。

７
．

 
控

除
の

根
拠

と
の

今
後

控
除

は
連

邦
所

得
税

の
立

法
当

初
か

ら
導

入
さ

れ
て

お
り

、
導

入
時

の
意

図
は

、
州

に
対

す

る
連

邦
の

影
響

を
抑

制
し

、
課

税
の

重
複

（
二

重
課

税
）

を
避

け
る

こ
と

で
あ

る
。

は
連

邦
主

義

の
下

で
の

配
慮

だ
が

、
控

除
の

恩
恵

は
高

額
納

税
者

の
多

い
有

力
州

ほ
ど

大
き

い
の

で
、
州

に
対

す

る
間

接
的

な
補

助
と

い
う

説
明

は
当

て
は

ま
り

に
く

い
。
ま

た
二

重
課

税
論

は
、
所

得
税

以
外

の
州

税

目
も

控
除

の
対

象
と

さ
れ

る
点

な
ど

を
説

明
し

に
く

い
。

他
方

、
に

は
州

の
財

政
規

律
を

促
す

効
果

は
あ

り
そ

う
で

あ
る

。
控

除
は

連
邦

憲
法

上

の
義

務
で

は
な

く
、

今
や

項
目

別
控

除
の

利
用

者
は

程
度

で
あ

る
。

州
の

パ
ス

ス
ル

ー
エ

ン
テ

ィ
テ

ィ
課

税
な

ど
で

の
回

避
可

能
性

も
あ

り
、

悪
評

の
立

つ
の

適
用

を
劇

的
に

減
少

さ
せ

て

い
る

中
で

、
億

ド
ル

近
い

連
邦

の
歳

入
減
（

予
測

）
を

引
き

受
け

て
ま

で
、

前
の

単
純

な

控
除

を
復

活
さ

せ
る

べ
き

説
得

的
な

理
由

を
挙

げ
る

の
は

難
し

い
よ

う
に

思
わ

れ
る

。

８
．

 
日

本
の

状
況

と
の

比
較

と
示

唆

所
得

税
法

に
地

方
税

額
に

係
る

所
得

控
除

は
な

い
。

事
業

上
の

経
費

で
あ

れ
ば

、
例

え
ば

事
業

税
や

固

定
資

産
税

は
家

事
費

と
区

別
で

き
る

限
り

基
本

的
に

必
要

経
費

に
算

入
可

能
で

あ
る

（
所

税
条

・

条
項

号
）

点
は

、
米

国
法

と
同

様
で

あ
る

。
も

っ
と

も
、

所
得

税
と

住
民

税
は

明
文

で
必

要
経

費
不

算
入

と
さ

れ
る

（
所

税
条

項
号

・
号

）
。

事
業

上
の

も
の

で
も

住
民

税
を

必
要

経
費

不
算

入
と

す
る

根
拠

の
一

つ
と

し
て

、
人

的
事

情
を

加
味

し
て

税
額

が
決

ま
り

、
必

要
性

や
業

務
関

連
性

が
明

確
で

な
い

こ
と

が
挙

げ
ら

れ
る

。
も

し
政

策
的

に
所

得
控

除
化

（
国

の
譲

歩
）

が
な

さ
れ

れ
ば

、
地

方
自

治
体

に
よ

る
超

過
課

税
（

税
率

に
つ

い
て

の
課

税
自

主
権

の
拡

大
）

の
余

地
を

広
げ

る
効

果
は

あ
り

う
る

が
、

米
国

で
の

議
論

を
参

考
に

す
れ

ば
、

住
民

税
の

応
益

的
性

格
が

収
入

面
で

反
映

さ
れ

て
い

な
い

と
い

う
点

の
ほ

か
、

逆
進

的
効

果
や

国
の

税
収

ロ
ス

、
地

方
に

対
す

る
間

接
的

補
助

金
と

し
て

の
説

明
の

弱
さ

に
直

面
す

る
。
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．

 
お

わ
り

に

控
除

は
、
連

邦
制

の
下

で
、
連

邦
と

州
と

の
課

税
の

重
複

を
排

除
し

よ
う

と
す

る
も

の
だ

が
、
そ

の
上

限
設

定
に

対
し

、
理

論
的

な
い

し
政

策
的

な
観

点
か

ら
効

果
的

に
反

論
を

行
う

の
は

容
易

で
は

な
い

。

米
国

の
議

論
か

ら
、

連
邦

制
で

な
い

我
が

国
で

、
地

方
税

額
の

所
得

控
除

化
を

支
持

す
る

示
唆

は
見

出
し

難
い

。

た
だ

、
事

業
に

係
る

住
民

税
（

所
得

割
）
の

必
要

経
費

不
算

入
（

所
税

条
項

号
）
は

、
再

検
討

の
余

地
が

あ
る

か
も

し
れ

な
い

。
人

的
事

情
は

所
得

控
除

等
（

地
税

条
・

条
等

）
を

通
じ

て
住

民

税
額

を
減

じ
る

方
向

に
の

み
働

く
限

り
、

住
民

税
額

が
必

要
経

費
と

さ
れ

て
も

、
過

剰
な

必
要

経
費

算
入

を
も

た
ら

す
わ

け
で

は
な

い
か

ら
で

あ
る

。
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 第
節

個
人

住
民

税
に

お
け

る
応

益
原

則
と

住
所

地
課

税

同
志

社
大

学
法

学
部

法
学

研
究

科
教

授
倉

見
智

亮

１
近

年
、

人
口

動
態

の
変

化
、

働
き

方
の

多
様

化
、

ラ
イ

フ
ス

タ
イ

ル
の

変
化

と
い

っ
た

経
済

社
会

構

造
の

変
化

に
よ

っ
て

、
伝

統
的

に
個

人
住

民
税

の
課

税
原

則
と

さ
れ

て
き

た
応

益
原

則
や

、
個

人
住

民
税

の
課

税
方

法
と

し
て

採
用

さ
れ

て
い

る
住

所
地

課
税

が
機

能
不

全
に

陥
る

場
面

が
生

じ
て

い
る

、
と

の
問

題
が

指
摘

さ
れ

て
い

る
。

こ
う

し
た

場
面

の
う

ち
、

本
報

告
に

お
い

て
は

、
と

り
わ

け
住

所
地

自
治

体
と

は
異

な
る

自
治

体
内

で
所

得
の

稼
得

活
動

（
越

境
通

勤
や

単
身

赴
任

な
ど

）
が

行
わ

れ
た

場
合

に
焦

点
を

当
て

て
、

住
所

地
課

税
が

採
用

さ
れ

て
い

る
が

ゆ
え

に
勤

務
地

自
治

体
に

よ
る

課
税

が
阻

ま
れ

る
と

い
う

問
題

に
対

し
て

い
か

な
る

対
応

が
可

能
で

あ
る

か
を

め
ぐ

る
国

内
法

の
議

論
を

整
理

し
、

今
後

検
討

す
べ

き
論

点
や

分
析

の
視

座
を

抽
出

し
た

。

２
勤

務
地

自
治

体
に

よ
る

課
税

が
住

所
と

課
税

に
よ

っ
て

阻
ま

れ
る

と
い

う
問

題
意

識
の

背
景

に
は

、

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
受

益
に

対
し

て
何

ら
か

の
税

負
担

を
負

う
べ

き
で

あ
る

、
と

い
う

応
益

原
則

を
基

礎
と

し
た

「
受

益
と

負
担

」
論

が
根

ざ
し

て
お

り
、

こ
の

応
益

原
則

に
つ

い
て

は
三

つ
の

位
置

づ
け

が
あ

る
こ

と
を

示
し

た
。

一
つ

が
課

税
の

根
拠

と
し

て
の

応
益

原
則

で
あ

り
、

住
民

が
そ

の
所

属
す

る
自

治
体

か
ら

行
政

サ
ー

ビ
ス

に
よ

る
利

益
を

享
受

し
て

い
る

こ
と

を
根

拠
と

し
て

、
住

民
に

税
負

担
を

求
め

る
考

え
方

で
あ

る
。

今
一

つ
が

税
負

担
配

分
基

準
と

し
て

の
応

益
原

則
で

あ
り

、
納

税
者

に
対

す
る

課
税

額
の

決
定

を
行

政
か

ら
の

受
益

額
に

比
例

さ
せ

る
こ

と
を

意
味

す
る

。
本

報
告

と
の

関
係

に
お

い
て

、
こ

の
位

置
付

け
に

お
け

る
応

益
原

則
が

非
住

民
の

受
益

に
対

す
る

課
税

を
正

当
化

す
る

根
拠

と
し

て
し

ば
し

ば
用

い
ら

れ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

別
の

位
置

付
け

と
し

て
課

税
主

体
の

決
定

基
準

と
し

て
の

応
益

原
則

が
あ

り
、

担
税

力
を

生
ず

る
の

に
役

立
つ

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
し

た
自

治
体

に
課

税
権

が
認

め
ら

れ
る

べ
き

こ
と

を
説

く
も

の
で

あ
る

。
本

報
告

と
の

関
係

に
お

い
て

、
課

税
主

体
の

決
定

基
準

と
し

て
の

応
益

原
則

が
、

住
所

を
有

す
る

個
人

が
属

す
る

自
治

体
に

課
税

権
を

認
め

る
住

所
地

課
税

に
よ

っ
て

制
度

上
具

体
化

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

確
認

し
た

。

３
住

所
地

課
税

を
め

ぐ
り

近
時

取
り

上
げ

ら
れ

て
い

る
問

題
は

、
時

間
軸

か
ら

み
た

「
受

益
と

負
担

」

と
空

間
軸

か
ら

み
た

「
受

益
と

負
担

」
と

い
う

二
つ

の
観

点
か

ら
整

理
で

き
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

時
間

軸
の

観
点

か
ら

は
、

行
政

サ
ー

ビ
ス

か
ら

の
受

益
と

そ
れ

に
対

す
る

税
負

担
は

基
本

的
に

は
時

間
的

に
近

接
し

て
い

る
こ

と
が

求
め

ら
れ

る
も

の
の

、
自

治
体

が
投

下
し

た
行

政
コ

ス
ト

を
短

期
的

に
回

収
で

き
な

い
事

態
が

生
じ

る
こ

と
が

問
題

視
さ

れ
、「

受
益

と
負

担
」
の

長
期

的
対

応
に

よ
る

税
収

確
保

の
必

要
性

が

説
か

れ
て

き
た

。
他

方
で

、
都

会
に

暮
ら

し
て

会
社

に
勤

め
、

退
職

後
に

地
方

の
故

郷
に

戻
っ

て
余

生
を

過
ご

す
場

合
、

地
方

の
自

治
体

は
医

療
な

ど
多

額
の

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
現

役
を

引
退

し
、

所
得

の
少

な
い

同
者

か
ら

十
分

な
負

担
を

求
め

る
こ

と
が

で
き

な
い

た
め

、
こ

こ
で

も
生

涯
を

通
じ

た
時

間
軸

で
の

「
受

益
と

負
担

」
の

対
応

を
図

る
必

要
性

が
生

じ
て

く
る

。

こ
れ

に
対

し
て

、
空

間
軸

の
観

点
か

ら
は

、
行

政
サ

ー
ビ

ス
か

ら
の

受
益

が
あ

っ
た

と
し

て
も

、
住

所

地
課

税
の

下
で

は
住

民
で

な
い

者
に

対
し

て
税

負
担

を
求

め
る

こ
と

は
で

き
な

い
こ

と
か

ら
、

個
人

住
民

税
に

お
け

る
「

受
益

と
負

担
」

の
対

応
関

係
は

住
所

を
基

軸
と

し
た

空
間

的
制

約
を

受
け

て
い

る
と

い
え

る
。

こ
う

し
た

空
間

的
制

約
は

、
い

く
つ

か
課

税
上

の
問

題
を

生
じ

さ
せ

る
。

例
え

ば
、

住
所

地
と

は
異
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 な
る

地
域

に
勤

務
地

や
別

荘
地

が
あ

る
場

合
、

勤
務

地
や

別
荘

地
の

自
治

体
は

、
イ

ン
フ

ラ
の

整
備

な
ど

に
多

額
の

行
政

コ
ス

ト
を

投
下

し
な

が
ら

も
、

住
民

で
は

な
い

勤
労

者
や

別
荘

保
有

者
に

対
し

て
税

負
担

を
求

め
る

こ
と

が
で

き
な

い
。
こ

う
し

て
自

治
体

が
投

下
し

た
行

政
コ

ス
ト

を
回

収
す

る
た

め
に

は
、「

受

益
と

負
担

」
の

空
間

的
制

約
を

緩
和

さ
せ

る
か

、
現

行
の

課
税

の
仕

組
み

は
維

持
し

つ
つ

も
別

の
問

題
解

決
策

を
模

索
す

る
必

要
が

生
じ

て
く

る
。

４
受

益
地

課
税

の
実

現
に

向
け

て
学

説
に

お
い

て
提

案
さ

れ
て

い
る

改
革

案
は

、
個

人
住

民
税

所
得

割

の
改

革
案

と
他

の
税

目
に

よ
る

代
替

課
税

案
と

に
大

別
さ

れ
る

。

こ
の

う
ち

個
人

住
民

税
所

得
割

の
改

革
案

と
し

て
は

、
住

所
地

自
治

体
に

お
け

る
住

所
地

課
税

と
勤

務

地
自

治
体

に
お

け
る

源
泉

地
課

税
を

併
用

し
た

上
で

、
両

自
治

体
で

生
じ

る
二

重
課

税
を

住
所

地
自

治
体

に
お

い
て

税
額

控
除

を
通

じ
て

排
除

す
る

方
法

が
検

討
さ

れ
て

い
る

。
源

泉
地

の
判

定
に

伴
う

制
度

複
雑

化
の

問
題

の
他

、
超

過
課

税
又

は
独

自
減

税
を

実
施

し
て

い
る

自
治

体
と

の
間

の
二

重
課

税
の

排
除

方
法

や
前

年
度

所
得

課
税

制
度

の
下

で
の

二
重

課
税

排
除

方
法

の
あ

り
方

、
ま

た
よ

り
本

質
的

な
問

題
と

し
て

、

住
所

地
が

従
業

者
に

対
し

て
多

額
の

基
礎

的
公

共
サ

ー
ビ

ス
を

提
供

し
て

い
る

に
も

か
か

わ
ら

ず
，

な
ぜ

住
所

地
の

課
税

権
が

制
限

さ
れ

、
税

収
の

侵
食

を
甘

受
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

か
な

ど
、

さ
ら

な
る

検
討

の
必

要
性

を
説

い
た

。

こ
う

し
た

改
革

案
の

他
に

、
個

人
住

民
税

と
所

得
税

の
課

税
最

低
限

及
び

税
率

表
を

共
通

に
し

、
そ

の

共
通

の
累

進
税

率
表

の
下

で
個

人
住

民
税

と
所

得
税

を
合

わ
せ

た
額

を
計

算
し

て
一

括
徴

収
し

、
徴

収
後

は
総

税
収

を
国

と
地

方
で

配
分

し
、

地
方

分
に

つ
い

て
は

さ
ら

に
一

定
の

基
準

県
民

総
生

産
と

い
っ

た

各
自

治
体

の
経

済
力

や
、
人

口
・
面

積
な

ど
で

自
治

体
間

に
配

分
す

る
こ

と
で

、
受

益
地

課
税

の
実

現
を

志
向

す
る

提
案
（

個
人

住
民

税
と

所
得

税
の
「

共
同

税
化

」
）
が

あ
る

こ
と

を
紹

介
し

た
。
こ

こ
で

の
税

収

配
分

の
基

準
と

し
て

は
、

住
所

地
か

ら
の

受
益

と
勤

務
地

か
ら

の
受

益
の

割
合

を
配

分
基

準
と

す
る

こ
と

が
適

当
で

あ
る

と
い

え
る

が
、

地
方

間
で

の
受

益
額

に
応

じ
た

税
収

配
分

に
対

し
て

は
税

負
担

配
分

基
準

と
し

て
応

益
原

則
が

用
い

ら
れ

て
い

る
こ

と
に

つ
き

批
判

が
あ

り
得

る
も

の
の

、
応

能
原

則
に

基
づ

き
税

額
の

総
額

が
確

定
す

る
以

上
、

受
益

額
の

測
定

が
実

際
に

困
難

で
あ

る
と

い
う

点
を

除
き

、
行

政
サ

ー
ビ

ス
か

ら
の

受
益

の
程

度
を

税
収

配
分

基
準

と
し

て
用

い
る

こ
と

に
つ

い
て

上
記

批
判

は
妥

当
し

な
い

の
で

は
な

い
か

、
と

い
う

一
応

の
見

解
を

示
し

た
。

こ
れ

ら
の

提
案

に
加

え
て

、
よ

り
簡

素
な

制
度

設
計

と
し

て
、

住
所

地
自

治
体

で
個

人
住

民
税

所
得

割

の
超

過
課

税
を

実
施

し
、

そ
の

超
過

課
税

相
当

分
を

勤
務

地
に

配
分

す
る

方
法

や
、

勤
務

地
で

の
低

率
で

の
個

人
住

民
税

所
得

割
を

課
し

た
上

で
、

そ
の

税
額

を
住

所
地

で
納

め
た

個
人

住
民

税
額

を
控

除
す

る
方

法
に

つ
い

て
も

紹
介

し
た

。

５
代

替
課

税
に

よ
る

受
益

地
課

税
を

実
現

す
る

た
め

の
主

要
な

代
替

的
手

法
と

な
り

う
る

も
の

と
し

て
、

非
住

民
を

納
税

義
務

者
と

す
る

法
定

外
税

の
導

入
が

あ
る

。
制

度
設

計
の

あ
り

う
る

方
法

の
一

つ
と

し
て

、

宿
泊

税
の

よ
う

に
、
「

受
益

と
負

担
」

の
観

点
か

ら
、

す
な

わ
ち

応
益

原
則

に
基

づ
く

制
度

設
計

が
あ

る
。

他
方

で
、

宮
島

訪
問

税
の

よ
う

に
、

原
因

者
負

担
原

則
に

基
づ

く
制

度
設

計
も

あ
り

う
る

。
課

税
の

根
拠

と
し

て
の

応
益

原
則

が
「

行
政

サ
ー

ビ
ス

か
ら

利
益

を
享

受
し

た
こ

と
」

を
理

由
に

税
負

担
を

求
め

る
も

の
で

あ
る

の
に

対
し

て
、
原

因
者

負
担

原
則

は
，「

行
政

コ
ス

ト
を

増
大

さ
せ

た
こ

と
」
を

理
由

に
税

負
担

を
求

め
る

も
の

で
あ

る
。

こ
の

う
ち

応
益

の
考

慮
が

許
さ

れ
る

の
は

、
①

自
治

体
に

定
住

す
る

住
民

達
が

行
政

サ
ー

ビ
ス

を
必

ず
受

け
て

い
る

と
想

定
す

る
こ

と
が

で
き

、
か

つ
②

こ
こ

に
い

う
行

政
サ

ー
ビ

ス
が



―77―

 
 

42
 

 生
活

す
る

上
で

必
ず

必
要

と
な

る
基

礎
的

必
需

サ
ー

ビ
ス

で
あ

り
、

住
民

全
員

が
共

同
で

消
費

す
る

も
の

で
あ

る
場

合
の

み
で

あ
る

と
さ

れ
て

お
り

、
こ

う
し

た
議

論
を

前
提

と
す

る
な

ら
ば

、
勤

務
地

自
治

体
が

非
住

民
た

る
従

業
者

に
提

供
す

る
行

政
サ

ー
ビ

ス
は

生
活

上
の

基
礎

的
必

需
サ

ー
ビ

ス
で

あ
る

と
は

い
え

な
い

こ
と

か
ら

、
勤

務
地

自
治

体
が

当
該

従
業

者
に

何
ら

か
の

税
負

担
を

求
め

よ
う

と
す

る
場

合
、

原
因

者
負

担
原

則
に

基
づ

く
制

度
設

計
の

方
が

妥
当

性
を

有
す

る
の

で
は

な
い

か
、
と

い
う

方
向

性
を

示
し

た
。

 
 

43
 

 

第
節

米
国

州
所

得
税

の
過

去
，

現
在

，
未

来

－
①

リ
モ

ー
ト

ワ
ー

ク
と

②
課

税
の

繰
延

べ
－

同
志

社
大

学
大

学
院

司
法

研
究

科
教

授
坂

巻
綾

望

 個
人

住
民

税
に

つ
い

て
は

、
働

き
方

の
多

様
化

、
二

地
域

居
住

の
推

進
、

外
国

人
労

働
者

の
増

加
と

い

っ
た

社
会

の
変

化
に

対
応

し
た

税
制

の
あ

り
方

が
議

論
さ

れ
る

よ
う

に
な

っ
て

い
る

。
本

報
告

で
は

、
前

年
所

得
課

税
及

び
住

所
地

課
税

と
い

っ
た

わ
が

国
の

個
人

住
民

税
の

仕
組

み
を

見
直

す
に

あ
た

っ
て

、
広

い
視

野
に

よ
る

検
討

が
な

さ
れ

る
よ

う
に

、
米

国
州

所
得

税
を

め
ぐ

る
最

近
の

議
論

を
整

理
・
紹

介
し

た
。

１
リ

モ
ー

ト
ワ

ー
ク

の
増

大
と

州
所

得
税

米
国

州
所

得
税

の
基

本
的

な
仕

組
み

は
、
居

住
地

課
税

、
源

泉
地

課
税

、
及

び
居

住
地

に
よ

る
税

額
控

除

の
付

与
の

組
み

合
わ

せ
で

あ
る

。
源

泉
地

課
税

に
お

い
て

は
、

労
働

所
得

の
源

泉
地

は
勤

務
地

で
あ

る
と

さ
れ

て
い

る
が

、
リ

モ
ー

ト
ワ

ー
ク

の
増

大
に

よ
り

、
雇

用
主

の
所

在
地

と
労

働
者

の
物

理
的

な
所

在
地

と
が

分
離

さ
れ

、
リ

モ
ー

ト
ワ

ー
カ

ー
の

勤
務

地
を

ど
の

よ
う

に
考

え
る

べ
き

か
に

つ
い

て
議

論
が

活
発

に
な

っ
て

い
る

。
大

き
く

分
け

て
、

労
働

者
が

物
理

的
に

所
在

す
る

場
所

す
な

わ
ち

自
宅

を
源

泉
地

と

す
べ

き
と

い
う

見
解

と
、

雇
用

主
の

所
在

地
を

源
泉

地
と

す
べ

き
と

い
う

見
解

と
が

あ
る

。
両

見
解

の

論
拠

を
、

公
平

性
・

効
率

性
・

簡
素

の
視

点
に

分
け

て
整

理
す

る
と

、
以

下
の

と
お

り
で

あ
る

。

（
）

労
働

者
が

物
理

的
に

所
在

す
る

場
所

（
＝

住
所

地
）

が
源

泉
地

で
あ

る
と

す
る

見
解

①
 個

人
間

の
公

平
性
（

と
り

わ
け

応
益

負
担

）：
労

働
者

が
物

理
的

に
所

在
す

る
州
（

住
所

地
）
は

、

リ
モ

ー
ト

ワ
ー

カ
ー

対
し

て
さ

ま
ざ

ま
な

利
益

を
提

供
し

て
い

る
。
自

然
人

は
、
法

人
と

は
異

な
り

、

物
理

的
な

存
在

で
あ

る
か

ら
、

依
然

と
し

て
そ

の
物

理
的

な
場

所
が

重
要

で
あ

る
。

②
 州

間
の

公
平

性
：

労
働

者
の

物
理

的
な

所
在

地
（

住
所

地
）

を
源

泉
地

と
す

る
こ

と
は

、
都

市

か
ら

地
方

に
税

収
を

移
転

さ
せ

る
効

果
を

有
す

る
か

ら
、

州
間

の
税

収
格

差
の

是
正

に
と

っ
て

望
ま

し
い

。

③
 効

率
性

：
地

方
間

の
租

税
競

争
は

効
率

性
を

高
め

る
と

い
う

見
解

を
前

提
と

す
れ

ば
、

リ
モ

ー

ト
ワ

ー
カ

ー
の

所
得

の
源

泉
地

を
そ

の
物

理
的

な
所

在
地

つ
ま

り
住

所
地

と
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

納
税

者
の

選
好

を
尊

重
す

る
こ

と
が

で
き

る
た

め
、

望
ま

し
い

。

④
 簡

素
：

納
税

者
が

自
ら

の
選

好
を

決
定

す
る

こ
と

が
で

き
れ

ば
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
が

向
上

す

る
こ

と
が

示
さ

れ
て

い
る

か
ら

、
納

税
者

が
自

ら
選

択
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

場
所

す
な

わ
ち

自
宅

を
源

泉
地

と
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

の
向

上
に

つ
な

が
る

。

（
）

雇
用

主
の

所
在

地
が

源
泉

地
で

あ
る

と
す

る
見

解

①
 個

人
間

の
公

平
性
（

と
り

わ
け

応
益

負
担

）：
仕

事
を

行
う

物
理

的
な

所
在

地
は

、
個

人
が

生
み

出
す

価
値

が
存

在
す

る
場

所
を

正
確

に
反

映
し

て
は

い
な

い
。
む

し
ろ

、（
と

り
わ

け
集

積
経

済
の

理

論
に

よ
れ

ば
）

雇
用

主
の

所
在

地
は

、
リ

モ
ー

ト
ワ

ー
カ

ー
に

利
益

を
提

供
し

て
い

る
。

②
 効

率
性

：
労

働
所

有
中

立
性

（
雇

用
を

め
ぐ

る
労

働
者

間
の

競
争

に
つ

い
て

、
租

税
は

中
立

的

で
あ

る
）
及

び
労

働
居

住
中

立
性
（

居
住

地
の

選
択

に
つ

い
て

、
租

税
は

中
立

的
で

あ
る

）
の

点
か

ら

は
、

リ
モ

ー
ト

ワ
ー

ク
に

よ
る

所
得

に
つ

い
て

は
、

雇
用

主
の

所
在

地
を

源
泉

地
と

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

③
 簡

素
：

労
働

所
得

の
源

泉
地

を
雇

用
主

の
所

在
地

と
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

源
泉

徴
収

を
行

う

こ
と

が
で

き
る

と
い

う
執

行
上

の
メ

リ
ッ

ト
が

あ
る

。
ま

た
、
税

逃
れ

の
コ

ス
ト

に
つ

い
て

も
、
労

働
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所
得

の
源

泉
地

を
雇

用
者

の
所

在
地

と
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

税
逃

れ
の

調
整

コ
ス

ト
が

か
か

る
の

で
、
望

ま
し

い
（

労
働

所
得

の
源

泉
地

を
雇

用
主

の
所

在
地

と
す

る
ル

ー
ル

の
も

と
で

は
、
租

税
を

最

小
化

す
る

た
め

に
、
労

働
者

と
雇

用
主

の
両

方
が

行
動

を
起

こ
さ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

の
に

対
し

て
、

労
働

所
得

の
源

泉
地

を
労

働
者

の
物

理
的

な
所

在
地

と
す

る
ル

ー
ル

の
も

と
で

は
、

労
働

者
の

み
が

行
動

を
起

こ
せ

ば
よ

い
か

ら
で

あ
る

）
。

ま
た

、
居

住
地

課
税

に
つ

い
て

も
、
リ

モ
ー

ト
ワ

ー
ク

の
増

大
に

よ
り

累
進

課
税

が
難

し
く

な
る

可
能

性

が
指

摘
さ

れ
て

い
る

。
納

税
者

は
低

税
率

の
州

へ
転

居
す

る
こ

と
が

容
易

に
な

る
か

ら
で

あ
る

。

２
課

税
の

繰
延

べ

米
国

州
所

得
税

（
居

住
地

課
税

）
に

お
い

て
は

、
米

国
連

邦
所

得
税

と
同

様
に

、
投

資
資

産
か

ら
生

じ

る
値

上
が

り
益

は
、

そ
の

資
産

が
保

有
者

の
手

を
離

れ
る

時
点

ま
で

、
課

税
が

繰
延

べ
ら

れ
る

。
そ

う
す

る
と

、
例

え
ば

、
高

税
率

の
ニ

ュ
ー

ヨ
ー

ク
州

で
キ

ャ
リ

ア
を

積
み

つ
つ

株
式

を
購

入
し

て
保

有
し

、
退

職
後

、
無

税
の

フ
ロ

リ
ダ

州
に

移
住

し
て

か
ら

、
保

有
し

て
い

た
株

式
を

売
却

し
て

売
却

益
を

生
じ

さ
せ

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

州
所

得
税

の
軽

減
を

図
る

こ
と

が
可

能
と

な
る

。
そ

し
て

、
そ

の
後

、
社

会
保

障
や

天
候

な
ど

が
恵

ま
れ

た
州

へ
再

び
住

ま
い

を
変

え
て

、
受

益
を

す
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る

。
し

た
が

っ
て

、

州
所

得
税

に
お

け
る

課
税

の
繰

延
べ

は
、

単
な

る
課

税
の

繰
延

べ
に

と
ど

ま
ず

、
税

逃
れ

を
可

能
に

し
、

ま
た

、
納

税
者

の
移

動
に

関
す

る
意

思
決

定
を

非
効

率
的

に
ゆ

が
め

、
さ

ら
に

、
州

の
税

制
設

計
を

も
ゆ

が
め

る
と

い
う

問
題

が
あ

る
。

退
職

所
得

に
つ

い
て

も
、

同
様

の
こ

と
が

い
え

る
。

例
え

ば
、

ニ
ュ

ー
ヨ

ー
ク

州
で

働
い

て
、

退
職

前
に

フ
ロ

リ
ダ

州
に

移
転

し
て

か
ら

退
職

金
を

受
け

取
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
退

職
金

に
対

す
る

租
税

を
回

避
又

は
軽

減
さ

せ
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る

。
こ

う
し

た
課

税
の

繰
延

べ
の

問
題

点
を

解
決

す
る

方
法

と
し

て
は

、
以

下
の

方
策

が
提

案
さ

れ
て

い
る

。

①
 
出

国
税

に
相

当
す

る
も

の
を

州
所

得
税

に
つ

い
て

も
採

用
す

る
。

②
 
実

現
主

義
の

適
用

範
囲

を
排

除
又

は
縮

小
す

る
。

③
 
源

泉
地

課
税

を
拡

大
す

る
。
具

体
的

に
は

、
株

式
の

譲
渡

益
に

つ
い

て
は

、
当

該
株

式
の

発
行

法
人

の
所

在
地

で
あ

る
州

が
発

行
法

人
に

源
泉

徴
収

義
務

を
課

す
。

④
 
居

住
地

課
税

を
低

率
の

比
例

税
率

に
す

る
。
居

住
地

課
税

に
お

い
て

、
所

得
を

定
式

配
分

し
て

、
滞

在
期

間
に

応
じ

て
複

数
の

州
に

お
い

て
課

税
す

る
。

⑤
 
退

職
所

得
の

課
税

の
繰

延
べ

に
つ

い
て

は
、
役

務
提

供
時

の
居

住
州

は
、
退

職
年

金
へ

の
拠

出
金

の

控
除

を
廃

止
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、
退

職
金

の
原

資
で

あ
る

給
与

か
ら

税
収

を
得

る
こ

と
が

で
き

る
。

３
わ

が
国

へ
の

示
唆

以
上

の
よ

う
に

、
リ

モ
ー

ト
ワ

ー
ク

は
、

源
泉

地
課

税
に

も
居

住
地

課
税

に
も

課
題

を
生

じ
さ

せ
て

い

る
。

し
か

し
、

わ
が

国
に

お
け

る
地

方
住

民
税

は
、

源
泉

地
課

税
を

採
用

し
て

い
な

い
か

ら
、

源
泉

地
を

め
ぐ

る
解

釈
上

の
問

題
が

生
じ

な
い

。
ま

た
、

累
進

税
率

で
は

な
く

比
例

税
率

か
つ

地
方

自
治

体
間

の
税

率
差

が
少

な
い

現
状

の
仕

組
み

の
も

と
で

は
、

税
逃

れ
の

懸
念

は
あ

ま
り

生
じ

な
い

。
同

様
に

、
投

資
所

得
や

退
職

所
得

に
対

す
る

課
税

の
繰

延
べ

に
関

し
て

も
、

そ
れ

を
利

用
し

た
税

逃
れ

を
懸

念
す

る
必

要
は

な
い

。
た

だ
、

受
益

と
負

担
の

乖
離

と
い

う
問

題
は

、
米

国
と

同
様

に
生

じ
う

る
。

受
益

と
負

担
の

対
応

関
係

に
つ

い
て

、
米

国
に

お
け

る
議

論
を

参
考

と
し

て
、

議
論

を
深

め
て

い
く

こ
と

が
望

ま
し

い
。

例
え

ば
、
退

職
所

得
に

つ
い

て
は

、
役

務
提

供
時

に
住

ん
で

い
た

管
轄

地
域

が
受

益
地

で
あ

る
と

す
る

見
解

と
、

退
職

後
に

医
療

の
給

付
を

受
け

る
地

域
が

受
益

地
で

あ
る

と
す

る
見

解
が

あ
り

う
る

。
前

者
の

見
解

の
も

と
で

は
、

個
人

住
民

税
の

計
算

に
お

い
て

は
社

会
保

険
料

控
除

を
与

え
な

い
こ

と
に

よ
っ

て
、

役
務

提
供

時
の

住
所

地
の

租
税

収
入

を
増

や
す

こ
と

が
で

き
、

解
決

策
と

な
り

う
る

が
、

地
方

間
格

差
の

是
正

の
観
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 点
か

ら
は

、
地

方
か

ら
都

市
に

税
収

を
移

転
さ

せ
る

こ
と

と
な

る
た

め
、
望

ま
し

く
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。
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 第
4
節

 
減
資
と
地
方
税
制

 

 

東
北
学
院
大
学
経
営
学
部

 
准
教
授

 
堀

 
治
彦

  

問
題

の
所

在

本
報

告
の

目
的

は
、

法
人

が
行

う
減

資
を

題
材

に
、

法
人

事
業

税
に

関
し

て
検

討
を

加
え

る
こ

と
に

あ

る
。

近
年

、
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

影
響

か
ら

業
績

が
悪

化
し

た
法

人
が

資
本

金
を

億
円

以
下

ま

で
減

ら
す

事
例

が
散

見
さ

れ
る

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
、

中
小

法
人

と
し

て
法

人
事

業
税

の
税

負
担

が
軽

く
な

る
と

考
え

ら
れ

る
。

か
つ

て
は

、
減

資
に

対
す

る
批

判
に

よ
り

法
人

が
減

資
自

体
を

断
念

し
た

ケ
ー

ス
も

あ
る

が
、

租
税

法

上
、

法
人

の
減

資
を

認
容

し
な

い
姿

勢
は

と
ら

れ
て

い
な

か
っ

た
。

と
こ

ろ
が

、
近

年
の

税
制

改
正

に
お

い
て

立
法

上
の

手
当

が
行

わ
れ

、
減

資
を

め
ぐ

る
状

況
は

一
つ

の
転

換
点

を
迎

え
た

。
こ

れ
ら

の
背

景
を

踏
ま

え
、

法
人

事
業

税
の

概
要

及
び

変
遷

、
減

資
の

意
義

、
中

小
企

業
と

い
う

区
分

の
問

題
、

地
方

税
法

に
お

け
る

法
解

釈
な

ど
に

つ
い

て
検

討
を

加
え

、
若

干
の

展
望

を
導

出
す

る
。

法
人

事
業

税
の

概
観

わ
が

国
租

税
法

学
上

、
事

業
税

は
、

個
人

及
び

法
人

の
事

業
に

対
し

、
所

得
ま

た
は

収
入

金
額

を
課

税

標
準

と
し

て
、

都
道

府
県

が
課

す
収

益
税

と
し

て
説

明
さ

れ
る

。
法

人
事

業
税

は
、

法
人

の
行

う
事

業
に

対
し

て
、

事
務

所
ま

た
は

事
業

所
の

所
在

す
る

都
道

府
県

に
よ

っ
て

課
さ

れ
る

租
税

と
し

て
、

地
方

税
法

条
の

第
項

に
規

定
さ

れ
て

い
る

。
法

人
事

業
税

の
課

税
標

準
は

、
法

人
税

と
同

様
に

、
所

得
を

基
準

と
す

る
も

の
で

あ
っ

た
が

、
平

成
年

に
外

形
標

準
課

税
が

導
入

さ
れ

、
所

得
以

外
の

課
税

要
件

と
し

て
付

加
価

値
割

及
び

資
本

割
が

加
え

ら
れ

た
。

外
形

標
準

課
税

は
、

資
本

金
額

等
が

億
円

を
超

え

る
法

人
に

限
定

し
て

、
所

得
の

金
額

を
課

税
標

準
と

す
る

事
業

税
の

代
わ

り
に

、
所

得
課

税
と

外
形

標
準

課
税

を
組

み
合

わ
せ

た
事

業
税

を
課

す
る

も
の

で
あ

る
地

方
税

法
条

以
下

。

外
形

標
準

課
税

が
導

入
さ

れ
た

背
景

に
は

、
①

応
益

課
税

と
し

て
の

税
の

性
格

の
明

確
化

、
②

税
負

担

の
公

平
性

の
確

保
、

な
ど

が
挙

げ
ら

れ
る

が
、

資
本

金
等

が
億

円
を

超
え

る
か

否
か

で
法

人
の

事
業

税

の
負

担
が

変
わ

る
こ

と
を

説
明

で
き

な
い

（
？

）
。

前
述

の
よ

う
に

、
法

人
に

よ
る

減
資

が
相

次
ぎ

、
外

形
標

準
課

税
の

対
象

法
人

数
が

導
入

時
に

比
べ

３
分

の
２

ま
で

減
少

し
て

い
る

こ
と

、
持

株
会

社
化

・
分

社
化

の
際

に
外

形
標

準
課

税
の

対
象

範
囲

が
実

質
的

に
縮

小
す

る
事

例
も

生
じ

て
い

る
こ

と
な

ど
が

、
自

由
民

主
党

・
公

明
党

「
令

和
年

度
税

制
改

正
大

綱
」

内
に

お
い

て
言

及
さ

れ
、

本
来

の
制

度
趣

旨
の

観

点
か

ら
制

度
的

な
見

直
し

を
行

う
こ

と
と

さ
れ

た
。

令
和

年
度

税
制

改
正

に
お

い
て

は
、

外
形

標
準

課
税

の
適

用
対

象
法

人
の

見
直

し
が

行
わ

れ
、

現
行

の
資

本
金

億
円

超
と

い
う

適
用

対
象

法
人

基
準

は
維

持
し

つ
つ

も
、

経
過

措
置

や
例

外
等

を
設

け
た

上

で
、

①
資

本
金

が
億

円
以

下
で

も
、

資
本

金
と

資
本

剰
余

金
が

億
円

を
超

え
る

法
人

と
、

②
資

本

金
と

資
本

剰
余

金
の

合
計

額
が

億
円

を
超

え
る

法
人

等
の

子
法

人
等

の
う

ち
、

資
本

金
億

円

以
下

で
、

資
本

金
と

資
本

剰
余

金
の

合
計

額
が

億
円

を
超

え
る

法
人

は
、

外
形

標
準

課
税

の
対

象
と

な

る
こ

と
と

さ
れ

た
。

減
資

の
意

義
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減
資

は
、

会
社

法
上

、
資

本
金

と
い

う
計

数
を

減
少

さ
せ

る
行

為
（

会
社

法
条

）
で

あ
り

、
原

則
、

株
主

総
会

の
特

別
決

議
（

会
社

法
条

項
号

）
が

必
要

と
な

る
。

債
権

者
保

護
手

続
で

あ
る

官
報

公
告

お
よ

び
催

告
（

会
社

法
条

）
を

行
う

必
要

も
あ

る
が

、
あ

く
ま

で
資

本
金

を
減

少
さ

せ
る

行
為

に
過

ぎ
な

い
。

減
資

は
概

ね
、

①
資

本
金

の
減

少
の

み
を

行
う

場
合

、
②

資
本

金
の

減
少

に
よ

っ
て

発
生

し
た

そ
の

他
資

本
剰

余
金

を
減

資
と

し
て

剰
余

金
の

配
当

を
行

う
場

合
、

③
資

本
金

の
減

少
に

よ
っ

て
発

生
し

た
そ

の
他

資
本

剰
余

金
に

よ
る

欠
損

填
補

を
行

う
場

合
が

想
定

さ
れ

る
。

会
社

法
上

の
手

続
不

備
が

な
い

限
り

は
、

法
人

の
減

資
と

い
う

行
為

は
正

当
な

も
の

で
あ

る
と

理
解

す
る

の
が

妥
当

で
あ

る
た

め
、

資
本

金
の

線
引

き
を

変
更

す
る

こ
と

で
対

応
を

図
っ

た
令

和
年

度
税

制
改

正
は

、
租

税
法

の
観

点

か
ら

で
き

る
限

ら
れ

た
対

応
策

の
ひ

と
つ

で
あ

っ
た

と
も

理
解

で
き

る
。

い
ず

れ
に

せ
よ

外
形

標
準

課
税

に
お

け
る

資
本

金
の

課
題

が
根

本
か

ら
解

決
し

た
と

評
価

す
る

こ
と

は
難

し
い

。

中
小

企
業

と
い

う
区

分
の

問
題

に
つ

い
て

法
人

に
お

け
る

資
本

金
の

問
題

を
検

討
す

る
際

に
は

、
中

小
企

業
と

い
う

区
分

に
着

目
し

て
議

論
が

行

わ
れ

る
。

租
税

法
上

は
、

例
え

ば
、

法
人

税
法

に
お

い
て

、
資

本
金

の
額

が
億

円
以

下
の

法
人

が
中

小

法
人

と
し

て
軽

減
税

率
の

対
象

（
法

人
税

法
条

項
）

と
さ

れ
て

お
り

、
租

税
特

別
措

置
法

に
お

い

て
も

、
交

際
費

の
規

定
に

お
い

て
資

本
金

の
額

が
億

円
以

下
の

法
人

が
区

分
さ

れ
て

い
る

（
租

税
特

別

措
置

法
条

の
第

項
）
。

中
小

法
人

と
は

別
に

、
中

小
事

業
者

と
い

う
区

分
も

あ
る

が
、

資
本

金

億
円

が
あ

る
種

の
境

界
と

し
て

設
定

さ
れ

て
い

る
。

他
方

で
、

会
社

法
上

は
、

厳
密

な
用

語
の

設
定

は
さ

れ
て

い
な

い
も

の
の

、
株

式
会

社
に

限
っ

て
大

会
社

区
分

が
あ

り
（

会
社

法
条

号
）
、

資
本

金
と

し

て
計

上
し

た
額

が
億

円
未

満
で

あ
っ

て
、

負
債

と
し

て
計

上
し

た
額

の
合

計
額

が
億

円
未

満
の

会

社
が

、
「

大
会

社
で

は
な

い
会

社
」

と
さ

れ
て

い
る

。
中

小
企

業
基

本
法

で
は

、
資

本
金

等
又

は
従

業
員

数
が

一
定

基
準

以
下

の
企

業
が

中
小

企
業

と
さ

れ
て

お
り

（
同

法
条

）
、

資
本

金
だ

け
で

み
る

と
、

製

造
業

億
円

以
下

、
卸

売
業

億
円

以
下

、
サ

ー
ビ

ス
業

万
円

以
下

、
小

売
業

万
円

以
下

が
そ

の
対

象
と

さ
れ

て
い

る
。

と
り

わ
け

中
小

企
業

基
本

法
は

、
中

小
法

人
に

対
す

る
税

制
上

の
配

慮
の

あ
り

方
を

検
討

す
る

際
に

、

そ
の

基
本

理
念

が
参

照
さ

れ
る

こ
と

が
多

い
。

同
法

は
、

中
小

企
業

の
規

模
の

過
小

性
に

着
目

し
、

中
小

企
業

が
相

対
的

経
済

的
弱

者
で

あ
る

こ
と

に
鑑

み
て

制
定

さ
れ

た
が

、
近

年
で

は
、

一
律

に
経

済
的

弱
者

と
位

置
付

け
ず

、
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

の
担

い
手

、
雇

用
の

受
け

皿
、

地
域

経
済

発
展

の
担

い
手

と
し

て
、

そ
の

持
続

的
成

長
を

後
押

し
す

る
方

向
に

変
遷

し
つ

つ
あ

り
、

租
税

の
観

点
か

ら
ど

こ
ま

で
中

小
法

人
や

中
小

企
業

に
配

慮
を

す
べ

き
か

に
つ

い
て

、
こ

の
変

遷
を

考
慮

し
て

検
討

す
べ

き
で

あ
る

と
い

え
よ

う
。

地
方

税
法

に
お

け
る

法
解

釈

法
人

の
減

資
と

い
う

行
為

に
関

し
て

、
租

税
法

規
の

解
釈

と
し

て
こ

れ
を

否
認

す
る

こ
と

は
で

き
な

い

だ
ろ

う
か

。
そ

の
手

が
か

り
と

し
て

、
地

方
税

法
条

の
が

あ
る

。
同

条
項

で
は

、
「

道
府

県
知

事
は

、
…

…
課

税
標

準
額

又
は

事
業

税
額

の
更

正
又

は
決

定
を

す
る

場
合

に
お

い
て

、
同

族
会

社
の

行
為

又
は

計
算

で
こ

れ
を

容
認

し
た

場
合

に
は

事
業

税
の

負
担

を
不

当
に

減
少

さ
せ

る
結

果
と

な
る

と
認

め
ら

れ
る

も
の

が
あ

る
と

き
は

、
そ

の
行

為
又

は
計

算
に

か
か

わ
ら

ず
、

道
府

県
知

事
の

認
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

当
該

同
族

会
社

の
課

税
標

準
額

又
は

事
業

税
額

を
計

算
す

る
こ

と
が

で
き

る
」

と
さ

れ
、

法
人

税
法

条
の

同
族

会
社

の
行

為
又

は
計

算
の

否
認

と
同

様
の

規
定

が
置

か
れ

て
い

る
。

同
規

定
は

、
法

人
税

法
条

の
適

用
に

よ
り

法
人

の
課

税
所

得
に

変
更

が
あ

っ
た

際
に

、
法

人
事

業
税

に
も

影
響

が
あ

る
こ
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 と
か

ら
、

同
趣

旨
の

内
容

が
地

方
税

法
に

も
定

め
ら

れ
て

い
る

と
理

解
す

る
こ

と
が

で
き

る
が

、
外

形
標

準
課

税
の

部
分

に
も

文
理

解
釈

上
は

適
用

の
余

地
が

あ
る

の
で

は
な

い
だ

ろ
う

か
。

た
だ

し
、

実
際

に

は
、

道
府

県
知

事
が

主
体

と
な

り
行

為
計

算
否

認
を

す
る

こ
と

の
難

し
さ

や
、

国
税

の
文

脈
と

同
様

に
、

税
負

担
を

不
当

に
減

少
さ

せ
る

と
い

う
要

件
に

つ
い

て
の

解
釈

を
考

慮
す

れ
ば

、
減

資
に

つ
い

て
同

規
定

の
適

用
が

で
き

る
と

い
う

こ
と

は
で

き
な

い
。

展
望

以
上

、
減

資
に

つ
い

て
、

租
税

法
の

解
釈

上
及

び
立

法
上

の
問

題
を

示
し

た
。

法
解

釈
上

の
困

難
性

は

も
ち

ろ
ん

、
資

本
金

と
い

う
基

準
自

体
の

設
定

の
難

し
さ

が
あ

る
。

と
り

わ
け

後
者

の
点

に
お

い
て

は
、

例
え

ば
中

小
企

業
基

本
法

に
お

け
る

中
小

企
業

の
定

義
や

そ
れ

の
配

慮
を

税
制

上
ど

こ
ま

で
考

慮
す

べ
き

か
と

い
う

問
題

と
連

続
性

が
あ

る
。

他
方

で
、

外
形

標
準

課
税

の
導

入
以

降
、

応
益

課
税

の
側

面
が

強
ま

り
つ

つ
あ

る
事

業
税

の
領

域
に

お
い

て
は

、
応

益
課

税
を

徹
底

す
る

観
点

か
ら

、
資

本
金

億
円

以
下

の

法
人

に
も

外
形

標
準

課
税

を
適

用
す

る
こ

と
も

一
つ

の
手

段
と

し
て

可
能

で
あ

る
が

、
適

用
除

外
基

準
と

し
て

資
本

金
以

外
の

基
準

を
検

討
す

る
な

ど
、

総
合

的
な

検
討

が
望

ま
れ

る
。
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第
節

法
人

税
が

地
方

法
人

課
税

に
及

ぼ
す

影
響

〜
資

本
金

の
操

作
と

法
人

事
業

税
の

関
係

に
関

す
る

検
討

〜

 

岡
山

大
学

法
学

部
教

授
小

塚
真

啓

地
方

法
人

課
税

の
一

つ
と

し
て

、
法

人
事

業
税

が
あ

る
。

法
人

事
業

税
の

課
税

標
準

は
、

地
方

税
法

の
規

定
ぶ

り
か

ら
す

る
と

、
所

得
割

に
付

加
価

値
割

と
資

本
金

割
と

い
う

外
形

標
準

課
税

を
組

み
合

わ
せ

た
も

の
が

原
則

で
あ

る
が

、
大

多
数

の
法

人
は

所
得

割
の

み
で

課
税

さ
れ

て
い

る
。

な
ぜ

な
ら

、
資

本
金

の
額

が
億

円
以

下
の

法
人

は
一

定
の

事
業

を
行

う
場

合
を

除
き

、
所

得
割

の
み

で
課

税
す

る
と

い
う

例

外
規

定
が

存
在

し
て

お
り

、
ほ

と
ん

ど
の

法
人

は
こ

の
例

外
規

定
の

基
準

に
当

て
は

ま
る

か
ら

で
あ

る
。

こ
の

例
外

は
、

法
人

税
に

お
け

る
中

小
法

人
の

軽
減

税
率

を
適

用
す

る
基

準
を

参
考

に
定

め
ら

れ
た

と
説

明
さ

れ
る

が
、

資
本

金
億

円
以

下
と

い
う

基
準

は
昭

和
年

度
の

税
制

改
正

で
導

入
さ

れ
た

。

税
制

調
査

会
で

の
議

論
に

よ
る

と
、

こ
の

基
準

が
採

用
さ

れ
た

理
由

と
し

て
は

、
従

業
員

人
以

上
の

会
社

数
と

資
本

金
億

円
以

上
の

会
社

数
は

約
社

で
ほ

ぼ
一

致
し

て
い

る
こ

と
、

お
よ

び
、

従

業
員

数
は

基
準

と
し

て
採

用
す

る
に

は
不

都
合

が
あ

る
こ

と
が

あ
っ

た
よ

う
で

あ
る

。

こ
の

例
外

の
適

用
数

の
推

移
を

見
る

と
、

資
本

金
が

億
円

超
億

円
未

満
の

法
人

の
数

が
減

少

し
、

そ
の

一
方

に
お

い
て

、
資

本
金

が
ち

ょ
う

ど
億

円
の

法
人

と
資

本
金

が
万

円
以

上
億

円

未
満

の
法

人
が

増
加

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
例

外
の

適
用

数
が

増
加

傾
向

に
あ

る
こ

と
が

わ
か

る
。

し
か

し
、

原
則

の
外

形
標

準
課

税
を

伴
う

課
税

方
法

は
例

外
の

所
得

割
の

み
の

課
税

方
法

よ
り

も
常

に
不

利
と

い
う

わ
け

で
は

な
い

。
原

則
の

課
税

方
法

で
は

所
得

割
の

税
率

が
低

め
に

設
定

さ
れ

て
い

る
た

め
、

利
益

の
獲

得
状

況
に

よ
っ

て
は

原
則

の
課

税
方

法
の

方
が

法
人

事
業

税
の

額
が

少
な

く
な

る
こ

と
が

あ
り

う

る
。

し
か

も
、

こ
の

基
準

の
判

定
時

期
が

各
事

業
年

度
の

終
了

時
点

で
あ

る
こ

と
も

加
味

す
れ

ば
、

事
業

年
度

ご
と

に
資

本
金

を
増

減
さ

せ
て

例
外

の
適

用
の

有
無

を
切

り
替

え
る

よ
う

な
行

動
が

観
察

さ
れ

て
も

お
か

し
く

な
い

。
そ

れ
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
一

貫
し

て
例

外
の

適
用

が
増

加
し

て
い

る
の

は
、

法
人

事
業

税
の

有
利

不
利

で
は

な
く

、
同

じ
基

準
を

用
い

て
い

る
有

利
な

法
人

税
の

諸
制

度
（

欠
損

金
の

損

金
算

入
な

ど
）

の
適

用
の

有
無

が
理

由
と

な
っ

て
い

る
の

か
も

し
れ

な
い

。
こ

の
点

に
つ

い
て

知
見

を
得

る
た

め
に

、
上

場
企

業
の

財
務

デ
ー

タ
を

参
照

し
て

分
析

し
て

み
る

こ
と

と
し

た
。

分
析

す
る

デ
ー

タ
は

、
に

年
か

ら
年

の
間

に
提

出
さ

れ
た

有
価

証
券

報
告

書
で

あ
る

。
そ

の
う

ち
、

事
業

年
度

の
デ

ー
タ

が
揃

っ
て

い
る

も
の

社
を

分
析

の
対

象
と

し
た

。
な

お
、

こ
の

分
析

は
上

場
企

業
の

み
を

対
象

と
し

て
い

る
こ

と
に

留
意

が
必

要
で

あ
る

。

ま
ず

、
増

資
の

状
況

を
確

認
す

る
と

、
前

年
と

前
年

の
事

業
年

度
に

お
い

て
、

増
資

を
行

な
っ

た
企

業
が

多
い

こ
と

が
わ

か
る

。
当

期
は

概
ね

年
で

あ
る

か
ら

、
年

（
平

成
年

）
と

年
（

平
成

年
）

に
顕

著
に

増
資

が
多

か
っ

た
と

い
う

こ
と

に
な

る
。

外
形

標
準

課
税

の
拡

大
が

実
施

さ
れ

た
の

が
年

（
→

）
と

年
（

→
）

で
あ

っ
た

こ
と

を
踏

ま
え

る
と

、
外

形
標

準
課

税
を

受
け

た
方

が
減

税
に

な
る

企
業

が
一

定
数

存
在

し
た

こ
と

が
示

唆
さ

れ
る

。
ま

た
、

資
本

金
の

増
加

額
だ

け
資

本
剰

余
金

が
減

少
す

る
増

資
で

あ
る

項
目

振
替

を
行

な
っ

て
い

る
企

業
も

見
ら

れ
る

が
、

そ
の

ほ
と

ん
ど

が
資

本
金

億
円

超
へ

の
移

行
で

あ
っ

た
こ

と
は

興
味

深
い

。
資

本
金

の
操

作
は

、

減
資

を
行

な
っ

て
例

外
の

適
用

を
受

け
よ

う
と

す
る

場
合

だ
け

で
な

く
、

増
資

を
行

な
っ

て
原

則
の

適
用

を
受

け
よ

う
と

す
る

場
合

に
も

行
わ

れ
る

こ
と

を
示

し
て

い
る

か
ら

で
あ

る
。

他
方

、
減

資
は

多
く

の
企

業
が

実
施

し
て

い
る

が
、

億
円

以
下

へ
の

減
資

は
少

な
い

。
も

っ
と

も
、
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 ほ
と

ん
ど

が
年

と
思

わ
れ

る
当

期
は

億
円

以
下

へ
の

減
資

が
他

の
年

度
と

比
べ

れ
ば

多
い

。
こ

れ
は

税
制

改
正

を
予

測
し

て
駆

け
込

み
で

の
減

資
が

行
わ

れ
た

こ
と

を
示

唆
す

る
も

の
か

も
し

れ
な

い
。

こ
れ

に
対

し
、

外
形

標
準

課
税

が
拡

大
さ

れ
た

年
、

年
が

メ
イ

ン
と

思
わ

れ
る

前
年

、
前

年
は

例
年

通
り

の
件

数
で

あ
っ

た
。

ま
た

、
項

目
振

替
に

よ
る

資
本

金
億

円
以

下
へ

の
移

行
が

ほ
と

ん
ど

な
い

こ
と

も
興

味
深

い
。

非
上

場
企

業
を

含
む

全
企

業
を

対
象

と
し

た
先

行
研

究
で

は
、

項
目

振
替

だ
け

の
減

資
が

多
か

っ
た

と
報

告
さ

れ
て

い
た

か
ら

で
あ

る
。

項
目

振
替

だ
け

を
タ

ー
ゲ

ッ
ト

と
し

た
税

制
改

正
の

影
響

は
上

場
企

業
に

つ
い

て
は

ほ
と

ん
ど

生
じ

な
い

と
予

想
さ

れ
る

。

資
本

金
別

の
上

場
企

業
数

の
推

移
を

見
る

と
、

資
本

金
億

円
の

上
場

企
業

は
む

し
ろ

減
少

し
て

お

り
、

億
円

未
満

の
上

場
企

業
も

減
少

傾
向

に
あ

る
。

そ
の

一
方

で
億

円
超

億
円

未
満

の
上

場
企

業
は

増
加

し
て

お
り

、
先

ほ
ど

確
認

し
た

企
業

全
体

と
は

真
逆

の
傾

向
が

み
ら

れ
る

。

大
企

業
と

中
小

企
業

の
ど

ち
ら

に
区

分
さ

れ
る

の
か

に
つ

い
て

上
場

企
業

の
状

況
を

見
る

と
、

事
業

年
度

に
わ

た
っ

て
大

企
業

だ
っ

た
も

の
（

資
本

金
億

円
超

）
が

社
で

大
多

数
で

あ
っ

た
。

以

下
、

事
業

年
度

に
わ

た
っ

て
中

小
企

業
で

あ
っ

た
社

、
前

年
度

（
年

度
）

だ
け

中
小

企
業

だ
っ

た
社

（
年

度
に

増
資

）
、

前
年

度
と

前
年

度
（

年
度

）
だ

け
中

小
企

業
だ

っ
た

社
（

年
度

に
増

資
）

と
続

く
。

大
企

業
か

ら
中

小
企

業
に

な
っ

た
の

は
当

期
（

年
度

）
に

減
資

し
た

社
と

前
年

（
年

）
に

減
資

し
た

社
の

み
で

あ
っ

た
。

こ
こ

か
ら

は
中

小
企

業
で

あ
る

こ
と

を
選

ぶ
理

由
と

し
て

、
法

人
事

業
税

で
外

形
標

準
課

税
を

受
け

な
い

こ
と

が
あ

る
と

推
測

で
き

る
か

を
検

証
し

て
い

く
。

こ
の

分
析

の
た

め
、

中
小

企
業

で
あ

っ
た

場
合

の
事

業
税

の
額

と
、

大
企

業
で

あ
っ

た
場

合
の

事
業

税
の

額
を

、
そ

れ
ぞ

れ
、

所
得

割
の

み
（

税
率

）
と

、
所

得
割

（
税

率
）
、

付
加

価
値

割
（

税
率

）
、

資
本

割
（

税
率

）
の

合
計

で

計
算

し
た

。
後

者
の

外
形

標
準

課
税

が
あ

る
場

合
の

税
額

は
、

雇
用

安
定

控
除

や
億

円
を

超
え

る

場
合

の
資

本
金

の
圧

縮
を

適
用

し
て

計
算

し
て

い
る

。

同
一

の
企

業
に

つ
い

て
、

中
小

企
業

だ
っ

た
場

合
の

事
業

税
の

額
が

大
企

業
で

あ
っ

た
場

合
の

事
業

税
（

外
形

標
準

課
税

あ
り

）
の

額
に

占
め

る
比

率
を

平
均

す
る

と
、

そ
の

値
は

を
超

え
て

お
り

、
中

小

企
業

の
事

業
税

の
方

が
小

さ
い

と
い

う
企

業
の

割
合

が
％

を
切

っ
て

い
る

の
と

整
合

的
で

あ
る

。
全

期
中

小
企

業
で

あ
っ

た
企

業
の

み
を

対
象

に
分

析
を

行
っ

た
場

合
に

は
、

中
小

企
業

で
あ

っ
た

場
合

の
課

税
額

の
方

が
平

均
的

に
税

負
担

が
小

さ
く

な
り

、
そ

う
い

っ
た

企
業

の
割

合
は

％
弱

で
あ

る
。

な

お
、

全
期

大
企

業
に

つ
い

て
は

、
圧

倒
的

多
数

派
で

あ
る

こ
と

か
ら

全
体

の
傾

向
に

近
い

。

次
に

事
業

年
度

分
を

つ
に

ま
と

め
て

全
期

間
を

対
象

と
し

て
分

析
す

る
。

全
期

中
小

企
業

で
あ

っ
た

企
業

の
み

で
み

る
と

、
中

小
企

業
の

事
業

税
の

方
が

小
さ

い
企

業
の

割
合

は
弱

で
大

企
業

の
み

で
あ

っ
た

企
業

の
場

合
の

強
と

比
べ

て
顕

著
に

高
い

。
ま

た
、

中
小

企
業

の
事

業
税

の
額

が
大

企
業

の
事

業
税

の
額

に
占

め
る

比
率

の
平

均
も

大
企

業
の

み
の

場
合

が
で

あ
る

の
に

対
し

て
で

あ

っ
て

顕
著

に
低

く
、

ウ
ェ

ル
チ

の
検

定
を

行
っ

て
み

て
も

、
％

水
準

で
低

い
と

い
う

結
果

と
な

っ

た
。 中

小
企

業
の

事
業

税
額

が
有

利
に

な
る

要
因

と
し

て
は

、
人

件
費

が
収

益
配

分
額

（
付

加
価

値
割

の

課
税

ベ
ー

ス
の

う
ち

利
益

以
外

の
も

の
）

に
占

め
る

比
率

が
あ

る
。

人
件

費
率

が
高

く
な

る
ほ

ど
、

所
得

割
の

み
で

課
税

を
受

け
る

場
合

に
課

税
が

軽
く

な
る

関
係

が
は

っ
き

り
と

見
ら

れ
た

。
こ

の
よ

う
な

関
係

は
、

収
益

配
分

額
が

付
加

価
値

割
の

課
税

ベ
ー

ス
に

占
め

る
比

率
や

、
純

支
払

利
子

が
収

益
配

分
額

に
占

め
る

比
率

、
純

賃
借

料
が

収
益

配
分

額
に

占
め

る
比

率
で

は
見

ら
れ

な
か

っ
た

。

人
件

費
比

率
に

つ
い

て
全

体
の

平
均

を
取

る
と

極
端

に
高

い
年

度
が

あ
る

（
前

年
度

や
前

年
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 度
）

が
、

標
準

偏
差

も
極

端
に

高
い

た
め

、
外

れ
値

の
企

業
が

存
在

し
た

の
だ

ろ
う

と
推

測
さ

れ
る

。
全

事
業

年
度

を
通

じ
た

大
企

業
の

み
に

つ
い

て
も

同
様

で
あ

る
（

前
年

度
に

％
と

い
う

の
が

あ
る

が
、

標
準

偏
差

も
極

端
に

高
い

）
。

こ
れ

に
対

し
て

、
全

事
業

年
度

を
通

じ
て

中
小

企
業

で
あ

っ
た

企
業

で
は

人
件

費
比

率
が

高
め

で
あ

る
。

ま
た

、
全

期
間

対
象

で
み

る
と

、
中

小
企

業
と

大
企

業
で

は
人

件
費

比
率

に
差

が
つ

い
て

お
り

、
ウ

ェ
ル

チ
の

検
定

で
も

％
水

準
で

有
意

差
が

認
め

ら
れ

る
。

以
上

の
分

析
を

ま
と

め
る

と
、

以
下

の
点

に
な

る
。

①
上

場
企

業
の

場
合

、
億

円
以

下
に

資
本

金

を
設

定
し

て
い

る
企

業
は

多
く

な
い

。
②

し
か

し
、

資
本

金
を

操
作

し
に

く
い

と
い

う
訳

で
は

な
く

、

億
円

以
下

だ
っ

た
企

業
が

億
円

超
に

転
換

す
る

と
い

う
例

は
数

多
く

見
ら

れ
た

。
③

②
に

つ
い

て
は

上

場
し

た
て

の
企

業
が

次
第

に
増

資
し

て
い

っ
た

と
い

う
ス

ト
ー

リ
ー

も
考

え
ら

れ
る

た
め

、
上

場
し

て
か

ら
の

期
間

の
情

報
を

含
め

て
分

析
す

る
必

要
が

あ
り

、
今

後
の

課
題

で
あ

る
。

④
ま

た
、

こ
の

よ
う

な
企

業
は

敢
え

て
外

形
標

準
課

税
を

選
択

し
た

可
能

性
が

あ
り

、
そ

の
検

証
と

共
に

、
外

形
標

準
課

税
を

選
ぶ

と
い

う
行

動
に

は
問

題
が

な
い

の
か

を
考

え
る

必
要

が
あ

る
。

⑤
資

本
金

億
円

以
下

の
企

業
で

も
、

常

に
所

得
割

だ
け

の
方

が
有

利
と

い
う

わ
け

で
は

な
く

、
こ

れ
は

法
人

事
業

税
を

軽
く

す
る

こ
と

だ
け

が
資

本
金

を
億

円
以

下
に

設
定

す
る

動
機

で
な

い
こ

と
を

示
唆

す
る

が
、

そ
れ

を
検

証
す

る
た

め
に

は
常

に

所
得

割
の

方
が

不
利

と
い

う
よ

う
な

企
業

も
存

在
す

る
の

か
ど

う
か

、
入

れ
替

わ
っ

て
い

る
の

か
を

調
べ

る
必

要
が

あ
り

、
こ

れ
も

今
後

の
課

題
と

い
え

る
。
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 第
節

ア
メ

リ
カ

州
売

上
税

等
に

お
け

る
近

年
の

動
向

  大
阪
公
立
大
学
法
学
研
究
科

 
教
授

 
酒
井

 貴
子

 
 １

．
は

じ
め

に

本
報

告
の

目
的

は
、
ア

メ
リ

カ
州

売
上

税
（

）
等

の
概

要
を

紹
介

す
る

こ
と

を
通

じ

て
、

デ
ジ

タ
ル

化
社

会
に

お
け

る
州

レ
ベ

ル
で

の
消

費
課

税
問

題
を

探
ろ

う
と

す
る

こ
と

に
あ

る
。

比
較

検
討

と
し

て
日

本
の

背
景

を
み

る
と

、
平

成
年

度
税

制
改

正
に

お
い

て
、
事

業
者

向
け

電
気

通
信

利
用

役
務

の
提

供
に

つ
い

て
は

リ
バ

ー
ス

チ
ャ

ー
ジ

方
式

、
消

費
者

向
け

電
気

通
信

利
用

役
務

の
提

供
に

つ
い

て
は

国
外

事
業

者
申

告
納

税
方

式
を

採
用

し
、

仕
向

地
主

義
を

貫
徹

す
る

こ
と

で
、

国
内

外
事

業
者

の
競

争
条

件
の

平
準

化
に

向
け

た
制

度
作

り
を

行
っ

た
。

し
か

し
、

ア
マ

ゾ
ン

な
ど

の
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
事

業
者

を
通

じ
た

国
外

事
業

者
の

消
費

者
向

け
電

気

通
信

利
用

役
務

の
提

供
（

特
に

ゲ
ー

ム
ア

プ
リ

）
に

つ
い

て
は

、
国

外
事

業
者

が
申

告
を

せ
ず

課
税

漏
れ

が
指

摘
さ

れ
て

き
た

。
こ

れ
へ

の
制

度
的

対
応

と
し

て
、

世
界

で
は

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

課
税

が
採

用
さ

れ
て

い
る

。
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
課

税
は

、
ア

マ
ゾ

ン
な

ど
の

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

事
業

者
を

介
し

て
国

外
事

業
者

が
行

う
デ

ジ
タ

ル
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
、

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

事
業

者
自

身
が

提
供

し
た

も
の

と
み

な
さ

れ
、

そ
の

デ
ジ

タ
ル

サ
ー

ビ
ス

に
係

る
消

費
税

に
つ

い
て

、
国

外
事

業
者

に
代

わ
り

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

事
業

者
に

納
税

義
務

が
課

さ
れ

る
制

度
で

あ
る

。
上

記
は

対
消

費
者

段
階

の
話

で
あ

り
、

小
売

売
上

税
た

る
ア

メ
リ

カ
州

売
上

税
等

に
つ

い
て

も
消

費
者

向
け

で
同

様
な

制
度

が
採

用
さ

れ
て

き
て

お
り

、

日
本

で
も

令
和

年
度

税
制

改
正

で
導

入
さ

れ
て

い
る

。
本

報
告

で
は

、
ア

メ
リ

カ
で

の
州

売
上

税
等

に

係
る

制
度

の
背

景
と

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

課
税

の
概

要
を

中
心

に
紹

介
す

る
。

２
．

州
売

上
税

等
の

概
要

と
経

緯

ア
メ

リ
カ

の
州

売
上

税
は

、
小

売
売

上
税

に
分

類
さ

れ
、

小
売

販
売

業
者

か
ら

最
終

消
費

者
へ

の
販

売

時
に

お
け

る
そ

の
販

売
に

対
し

て
、

小
売

販
売

事
業

者
が

有
形

動
産

や
一

定
の

役
務

提
供

の
対

価
に

税
率

を
か

け
た

税
額

を
、
州

政
府

に
納

付
す

る
。
こ

の
役

務
提

供
に

デ
ジ

タ
ル

サ
ー

ビ
ス

を
含

む
傾

向
が

あ
る

。

仕
向

地
課

税
の

採
用

と
い

う
点

で
は

付
加

価
値

税
と

変
わ

ら
な

い
。

課
税

対
象

と
な

る
販

売
に

は
事

業
者

向
け

の
も

の
が

含
ま

れ
る

こ
と

が
あ

り
、

税
の

累
積

が
十

分
排

除
で

き
て

い
な

い
と

い
う

欠
点

が
あ

る
。

各
州

が
、

課
税

対
象

、
税

率
な

ど
に

つ
い

て
そ

れ
ぞ

れ
別

個
に

定
め

て
い

る
た

め
地

域
ご

と
に

税
率

が
異

な
る

な
ど

、
相

当
複

雑
化

し
て

い
る

。

州
売

上
税

は
、

他
の

州
へ

の
移

転
に

対
し

て
は

課
さ

れ
な

い
が

、
そ

の
場

合
は

使
用

税
が

課
さ

れ
る

。

使
用

税
は

州
売

上
税

の
補

完
税

で
あ

る
た

め
以

下
区

別
し

て
述

べ
な

い
が

、
州

際
取

引
で

問
題

と
な

る
の

は
使

用
税

で
あ

る
。

州
際

取
引

の
場

合
、

州
内

の
物

理
的

存
在

を
み

て
、

そ
の

小
売

事
業

者
に

徴
収

納
付

の
負

担
を

課
し

て
い

る
。

ネ
ッ

ト
販

売
が

発
達

す
る

な
か

、
消

費
者

へ
の

販
売

を
行

っ
て

も
そ

の
州

内
に

物
理

的
存

在
が

な
く

、
州

売
上

税
を

課
す

こ
と

が
で

き
な

い
パ

タ
ー

ン
が

あ
り

、
州

税
収

を
脅

か
し

、
ま

た
競

争
条

件
の

不
均

衡
も

生
じ

て
き

た
こ

と
か

ら
、

経
済

ネ
ク

サ
ス

を
み

て
課

税
す

べ
き

と
の

動
き

が
生

じ
た

。
実

際
、

カ
タ

ロ
グ

の
送

付
や

一
定

の
経

済
行

為
を

判
定

要
素

と
し

て
、

州
外

小
売

事
業

者
に

州
売

上
税

の
徴

収
納

付
義

務
を

課
す

州
が

出
て

き
た

が
、

通
商

条
項

や
デ

ュ
ー

プ
ロ

セ
ス

条
項

の
違

反
が

問
わ

れ
、

事
件

判
決

が
出

る
年

ま
で

は
い

わ
ゆ

る
経

済
ネ

ク
サ

ス
は

是
認

さ
れ

な
か

っ
た

。

事
件

の
欠

点
を

指
摘

し
た

う
え

こ
れ

を
覆

し
、

経
済

ネ
ク

サ
ス

を
是

認
し

た
事

件
判
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 決
後

、
各

州
は

経
済

ネ
ク

サ
ス

を
採

用
し

始
め

た
。

こ
れ

に
よ

る
と

、
小

売
販

売
業

者
は

、
あ

る
州

へ
向

け
た

販
売

に
つ

い
て

取
引

閾
値

や
売

上
閾

値
を

超
え

る
と

、
同

州
で

の
州

売
上

税
の

徴
収

納
付

を
行

わ
ね

ば
な

ら
な

く
な

る
。

こ
こ

で
も

各
州

バ
ラ

バ
ラ

な
対

応
は

さ
ら

に
制

度
を

複
雑

な
も

の
に

し
、

制
度

の
統

一
化

単
一

化
に

向
け

た
取

組
み

と
し

て
が

あ
っ

た
が

、
参

加
州

は
限

定
的

で
あ

っ
た

。
な

お
、

事
件

判
決

に
お

い
て

、
経

済
ネ

ク
サ

ス
を

通
じ

小
売

販
売

業
者

に
徴

収
事

務
負

担
を

課
す

こ
と

に
つ

い
て

、
消

費
者

の
い

る
州

で
の

受
益

が
考

慮
さ

れ
た

点
は

興
味

深
い

。

３
．

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

へ
の

州
売

上
税

等
課

税
の

動
向

と
課

題

経
済

ネ
ク

サ
ス

が
導

入
さ

れ
て

以
降

、
コ

ロ
ナ

感
染

拡
大

の
中

で
の

税
収

減
も

あ
っ

て
、

各
州

は
マ

ー

ケ
ッ

ト
プ

レ
イ

ス
・

プ
ロ

バ
イ

ダ
ー

法
ま

た
は

マ
ー

ケ
ッ

ト
プ

レ
イ

ス
・

フ
ァ

シ
リ

テ
イ

タ
―

法
と

い
う

名
称

で
、

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

課
税

も
導

入
し

た
。

採
用

さ
れ

た
経

済
ネ

ク
サ

ス
だ

け
で

な
く

、
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
課

税
も

ば
ら

つ
き

が
あ

る
が

、
や

が
モ

デ
ル

法
案

を
発

表
し

、
ま

た
ガ

イ
ダ

ン
ス

の
公

表
も

行
っ

て
い

る
。

制
度

説
明

の
た

め
、

フ
ロ

リ
ダ

州
の

例
を

あ
げ

る
と

、
フ

ロ
リ

ダ
州

内
に

マ
ー

ケ
ッ

ト
プ

レ
イ

ス
を

通

じ
て

万
ド

ル
以

上
の

リ
モ

ー
ト

販
売

を
行

う
マ

ー
ケ

ッ
ト

プ
レ

イ
ス
・
プ

ロ
バ

イ
ダ

ー
は

、
そ

の
州

外

小
売

販
売

者
に

か
わ

っ
て

、
そ

の
リ

モ
ー

ト
販

売
に

係
る

州
売

上
税

等
を

徴
収

納
付

す
る

こ
と

が
要

求
さ

れ
る

。
こ

の
徴

収
納

付
義

務
が

免
除

さ
れ

る
場

合
が

明
確

に
さ

れ
て

お
り

、
プ

ロ
バ

イ
ダ

ー
が

売
上

税
の

徴
収

義
務

を
免

れ
、

小
売

販
売

者
（

セ
ラ

ー
）

が
納

付
申

告
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

場
合

と
は

、
プ

ロ
バ

イ
ダ

ー
が

セ
ラ

ー
か

ら
必

要
な

正
確

な
情

報
を

得
よ

う
と

合
理

的
に

努
力

し
て

お
り

、
か

つ
、

セ
ラ

ー
が

プ
ロ

バ
イ

ダ
ー

に
対

し
て

不
正

確
で

不
完

全
な

情
報

を
提

供
し

た
こ

と
を

、
税

務
官

庁
の

納
得

の
い

く
よ

う
に

説
明

で
き

る
と

き
と

定
め

ら
れ

て
い

る
。

州
外

の
小

売
販

売
者

が
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
を

通
じ

て
販

売
を

行
う

と
き

、
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
の

売

上
規

模
に

よ
り

、
徴

収
納

付
を

行
う

必
要

が
あ

る
場

合
と

な
い

場
合

が
あ

る
な

ど
、

報
告

で
は

パ
タ

ー
ン

化
し

て
検

討
し

て
み

た
。

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

事
業

者
と

セ
ラ

ー
と

の
間

で
ど

ち
ら

が
州

売
上

税
を

納
付

す
る

か
に

つ
い

て
の

合
意

が
可

能
で

あ
る

場
合

も
み

ら
れ

た
。

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

課
税

が
導

入
さ

れ
て

き
て

か
ら

も
、

州
売

上
税

を
巡

る
制

度
と

そ
の

下
で

の
実

務
が

複
雑

で
あ

る
こ

と
は

変
わ

り
な

く
、

特
に

法
令

の
質

は
州

ご
と

に
濃

淡
が

あ
る

こ
と

も
混

乱
の

原
因

と
分

か
っ

た
。

統
一

化
に

向
け

た
動

き
の

中
で

は
、

連
邦

レ
ベ

ル
で

の
対

処
や

、
欧

州
付

加
価

値
税

を
模

範
と

し
た

制
度

の
構

築
を

求
め

る
も

の
が

あ
っ

た
。

４
．

む
す

び
に

か
え

て

ア
メ

リ
カ

の
州

売
上

税
で

は
各

州
が

別
個

の
税

制
を

持
つ

こ
と

か
ら

、
国

際
課

税
の

場
面

と
同

様
に

、

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

課
税

導
入

を
通

じ
て

、
税

収
確

保
が

な
さ

れ
て

い
る

現
状

が
あ

る
。

各
州

の
自

主
的

な
税

制
の

構
築

に
よ

る
複

雑
化

に
あ

っ
て

、
統

一
化

に
向

け
て

の
な

ど
の

組
織

の
活

動
も

あ
る

が

参
加

州
は

限
ら

れ
、

小
売

事
業

者
の

事
務

負
担

は
重

い
ま

ま
で

あ
る

。
連

邦
最

高
裁

判
決

後
に

お
い

て
経

済
的

ネ
ク

サ
ス

が
合

憲
と

さ
れ

た
の

ち
は

、
各

州
で

は
経

済
的

ネ
ク

サ
ス

だ
け

で
な

く
、

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

課
税

も
導

入
し

て
き

た
。

海
外

事
業

者
だ

け
で

な
く

、
国

内
小

売
事

業
者

に
も

影
響

し
、

ま
た

、
デ

ジ
タ

ル
サ

ー
ビ

ス
だ

け
で

な
く

一
般

的
な

小
売

販
売

に
も

及
ぶ

こ
と

か
ら

日
本

よ
り

範
囲

の
広

い
、

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

課
税

を
展

開
し

て
い

る
こ

と
が

分
か

る
。

ま
た

、
そ

の
売

上
閾

値
も

（
日

本
と

比
し

て
か

な
り

）
低

く
、

各
州

制
度

が
ば

ら
ば

ら
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
よ

り
一

層
複

雑
化

し
た

と
も

い
え
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 る
が

、
小

売
事

業
者

は
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
を

通
じ

た
事

業
活

動
を

行
う

こ
と

で
、

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

事
業

者
に

徴
税

事
務

の
負

担
を

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
と

も
い

え
、

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

を
通

じ
た

ネ
ッ

ト
販

売
が

よ
り

一
層

活
発

化
す

る
の

で
は

な
い

か
と

も
予

想
す

る
。

翻
っ

て
日

本
は

、
令

和
年

税
制

改
正

で
同

制
度

の
対

象
と

な
る

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

事
業

者
の

売
上

閾
値

も
高

く
、

国
外

事
業

者
か

ら
の

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

利
用

に
係

る
消

費
者

向
け

電
気

通
信

利
用

役
務

の
提

供
に

つ
い

て
の

み
及

ぶ
の

で
、

限
定

的
な

範
囲

で
導

入
し

て
い

る
と

い
え

る
。

今
回

の
報

告
は

、
比

較
検

討
に

よ
り

有
意

義
な

論
点

を
見

出
す

な
ど

と
と

い
う

よ
り

は
、

制
度

バ
ラ

エ
テ

ィ
の

紹
介

に
と

ど
ま

っ
た

。
更

な
る

考
察

は
今

後
の

課
題

と
し

た
い

。

※
 
本

要
約

版
で

は
、

章
立

て
を

簡
略

化
し

た
。
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 第
節

土
地

法
制

の
変

化
と

取
得

税

兵
庫

県
立

大
学

国
際

商
経

学
部

准
教

授
濵

田
洋

１
．

は
じ

め
に

本
稿

で
は

、
近

年
の

土
地

法
制

の
変

化
、

特
に

土
地

政
策

の
基

盤
と

な
る

土
地

基
本

法
の

改
正

等
を

踏

ま
え

、
我

が
国

の
地

方
税

制
度

の
中

で
比

較
的

、
流

通
税

と
し

て
古

く
か

ら
制

定
さ

れ
、

紛
争

事
例

が
増

加
傾

向
に

あ
る

不
動

産
取

得
税

に
関

し
て

、
解

釈
論

、
立

法
論

の
背

景
と

し
て

そ
の

意
義

な
ど

を
検

討
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
い

る
。

不
動

産
取

得
税

の
概

観
・

近
年

の
議

論
、

判
例

に
お

け
る

基
本

的
理

解

対
象

と
な

る
不

動
産

取
得

税
は

、
課

税
主

体
が

都
道

府
県

、
納

税
義

務
者

が
、

不
動

産
の

取
得

者
と

さ

れ
、

課
税

客
体

と
し

て
「

不
動

産
の

取
得

」
を

も
っ

て
賦

課
す

る
租

税
で

あ
る

。
固

定
資

産
税

と
同

様
に

固
定

資
産

課
税

台
帳

に
登

録
さ

れ
た

価
格

を
も

っ
て

課
税

標
準

と
し

て
お

り
、

近
年

概
ね

億
円

の

税
収

と
な

る
地

方
税

、
都

道
府

県
税

で
あ

り
、

税
収

源
と

し
て

割
合

は
高

く
な

い
も

の
の

、
安

定
的

な
財

源
た

る
位

置
づ

け
と

捉
え

ら
れ

る
。

現
行

の
不

動
産

取
得

税
は

、
大

正
年

か
ら

存
在

し
て

い
た

租
税

が
一

旦
シ

ャ
ウ

プ
勧

告
に

て
廃

止

さ
れ

た
も

の
の

、
昭

和
年

に
再

度
創

設
さ

れ
た

も
の

で
あ

り
、

制
度

導
入

時
の

議
論

と
し

て
は

、
「

不

動
産

を
取

得
す

る
と

い
う

比
較

的
担

税
力

の
あ

る
機

会
に

相
当

の
税

負
担

を
求

め
、

反
面

、
当

該
不

動
産

に
対

す
る

将
来

に
わ

た
る

固
定

資
産

税
を

緩
和

す
る

こ
と

に
あ

り
、

特
に

、
固

定
資

産
税

の
税

率
を

引
き

下
げ

る
こ

と
に

よ
っ

て
、
償

却
資

産
一

般
に

お
け

る
固

定
資

産
税

の
負

担
を

軽
減

し
た

い
こ

と
」（

国
会

議

事
録

、
昭

和
年

月
日

、
提

案
理

由
）
と

し
て

、
課

税
根

拠
を

固
定

資
産

税
の

前
取

り
と

し
て

位
置

づ
け

て
い

る
。

か
か

る
点

か
ら

、「
不

動
産

の
取

得
」
の

意
義

が
重

要
と

さ
れ

、
学

説
及

び
リ

ー
デ

ィ
ン

グ
ケ

ー
ス

で
あ

る
最

判
年

月
日

民
集

巻
号

頁
は

『
不

動
産

取
得

税
は

、
い

わ
ゆ

る
流

通
税

に
属

し
、

不
動

産
の

移
転

の
事

実
自

体
に

着
目

し
て

課
せ

ら
れ

る
も

の
で

あ
つ

て
、

不
動

産
の

取
得

者
が

そ
の

不
動

産
を

使
用

・
収

益
・

処
分

す
る

こ
と

に
よ

り
得

ら
れ

る
で

あ
ろ

う
利

益
に

着
目

し
て

課
せ

ら
れ

る
も

の
で

は
な

い
こ

と
に

照
ら

す
と

、
地

方
税

法
七

三
条

の
二

第
一

項
に

い
う

「
不

動
産

の
取

得
」

と
は

、
不

動
産

の
取

得
者

が
実

質
的

に
完

全
な

内
容

の
所

有
権

を
取

得
す

る
か

否
か

に
は

関
係

な
く

、
所

有
権

移
転

の
形

式
に

よ
る

不
動

産
の

取
得

の
す

べ
て

の
場

合
を

含
む

も
の

と
解

す
る

の
が

相
当

』
、

と
し

て
流

通
税

と
し

て
の

性
格

に
着

目
し

、
非

課
税

と
明

確
に

法
定

化
さ

れ
た

も
の

を
除

き
、

移
転

の
タ

イ
ミ

ン
グ

を
包

括
的

に
意

味
す

る
も

の
と

解
さ

れ
て

い
る

。

こ
の

よ
う

に
昭

和
年

の
復

活
以

来
、

不
動

産
取

得
税

の
基

本
的

な
前

提
と

し
て

形
式

的
な

不
動

産

の
取

得
と

い
う

、
認

識
が

容
易

な
タ

イ
ミ

ン
グ

で
課

税
す

る
と

い
う

よ
う

な
体

制
が

、
評

価
額

な
ど

に
お

い
て

固
定

資
産

税
と

リ
ン

ク
し

て
整

え
ら

れ
つ

つ
も

、
多

種
多

様
な

非
課

税
措

置
が

制
定

さ
れ

、
或

い
は

形
式

的
な

課
税

除
外

を
如

何
に

定
め

る
の

か
と

い
っ

た
よ

う
な

こ
と

が
、

さ
ら

に
非

課
税

措
置

の
適

用
対

象
で

あ
る

か
ど

う
か

と
い

う
点

を
中

心
に

制
度

改
正

、
紛

争
処

理
が

数
多

く
行

わ
れ

て
い

る
と

い
う

こ
と

が
現

在
の

不
動

産
取

得
税

の
現

状
と

捉
え

ら
れ

る
。
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土
地

法
制

の
変

化
（

土
地

基
本

法
、

民
法

等
）

以
上

の
よ

う
な

取
得

税
の

現
状

に
対

し
て

、
現

在
の

不
動

産
、

特
に

所
有

者
不

明
土

地
、

管
理

不
全

土

地
建

物
等

に
代

表
さ

れ
る

不
動

産
・

土
地

に
関

す
る

周
辺

環
境

に
対

応
す

べ
き

と
い

う
こ

と
を

基
本

的
な

背
景

と
し

た
土

地
法

制
の

変
化

、
人

口
減

少
社

会
に

お
け

る
土

地
問

題
と

い
う

点
か

ら
の

土
地

基
本

法
、

民
法

等
の

変
化

が
ど

の
よ

う
な

影
響

を
及

ぼ
す

も
の

で
あ

る
の

か
と

い
う

点
が

課
題

と
な

る
。

も
ち

ろ
ん

取
得

税
は

土
地

以
外

、
不

動
産

一
般

を
対

象
と

す
る

も
の

で
あ

る
も

の
の

、
人

口
減

少
時

代
に

お
け

る
土

地
の

問
題

と
い

う
形

で
、

わ
が

国
に

お
け

る
、

今
ま

で
の

人
口

増
、

或
い

は
需

要
が

増
大

し
て

い
く

、
そ

し
て

時
の

経
過

に
伴

い
、

土
地

の
価

格
が

増
加

し
て

い
く

よ
う

な
不

動
産

に
関

す
る

前
提

が
変

化
し

て
お

り
、

特
に

地
方

部
に

お
い

て
土

地
価

値
の

低
下

、
い

わ
ゆ

る
マ

イ
ナ

ス
の

不
動

産
と

い
わ

れ
る

よ
う

な
時

代
が

生
ま

れ
て

き
て

お
り

、
さ

ら
に

空
き

家
、

或
い

は
所

有
主

が
不

明
な

状
況

が
生

ま
れ

て
い

る
と

指
摘

さ
れ

、
土

地
取

引
に

関
す

る
総

合
的

な
対

応
が
（

固
定

資
産

税
、
登

録
免

許
税

、
登

記
制

度
等

も
）
必

要

と
さ

れ
、

土
地

基
本

法
第

１
条

で
は

、
そ

の
目

的
と

し
て

土
地

の
適

正
な

管
理

を
付

け
加

え
、

土
地

取
引

の
円

滑
化

を
図

る
こ

と
が

求
め

ら
れ

、
国

地
方

自
治

体
に

も
円

滑
な

取
引

に
貢

献
す

る
不

動
産

市
場

へ
の

措
置

を
要

求
し

て
い

る
（

改
正

概
観

は
下

記
）
。
か

か
る

権
利

に
対

す
る

放
置

、
無

関
心

に
よ

る
流

通
の

阻

害
を

回
避

し
、

不
動

産
の

適
正

な
利

用
に

資
す

る
と

い
う

側
面

か
ら

、
不

動
産

取
得

税
へ

の
課

題
を

検
討

す
べ

き
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。

土
地

基
本

法
等

の
改

正
の

概
要

出
典

国
土

交
通

省
：

３
．

変
化

へ
の

対
応

上
記

の
よ

う
に

固
定

資
産

税
と

の
関

連
が

強
い

不
動

産
取

得
税

で
あ

る
が

、
現

在
、

税
制

調
査

会
等

に

お
い

て
、

主
な

議
論

は
行

わ
れ

て
お

ら
ず

、
い

わ
ば

問
題

の
少

な
い

、
安

定
し

た
税

目
と

し
て

位
置

づ
け

ら
れ

て
い

る
よ

う
に

も
捉

え
ら

れ
る

。  
11
 吉

原
祥

子
『

人
口

減
少

時
代

の
土

地
問

題
』
（

中
央

公
論

新
社

，
20

17
）

Ⅳ
ペ

ー
ジ

等
。
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し
か

し
な

が
ら

、
土

地
基

本
法

の
改

正
、

相
続

登
記

の
義

務
化

、
共

有
物

へ
の

法
制

度
の

変
更

な
ど

、

人
口

減
少

社
会

と
い

う
前

提
を

お
い

た
不

動
産

の
流

通
と

し
て

単
に

負
担

能
力

の
把

握
が

容
易

、
固

定
資

産
税

の
前

倒
し

の
よ

う
な

（
そ

も
そ

も
課

税
主

体
が

異
な

る
中

で
こ

の
議

論
が

成
立

す
る

の
か

と
い

う
疑

問
も

）
従

前
の

議
論

で
は

な
く

、
譲

渡
所

得
な

ど
、

税
収

源
と

し
て

も
、

流
通

段
階

に
お

け
る

各
種

施
策

と
の

整
合

性
を

考
慮

し
た

新
た

な
課

税
根

拠
、

位
置

づ
け

を
検

討
す

べ
き

時
期

と
言

え
る

の
で

は
な

い
だ

ろ
う

か
。

ま
た

、
課

税
主

体
・

客
体

は
異

な
る

も
の

の
、

土
地

も
含

め
た

不
動

産
に

関
す

る
流

通
に

お
い

て
印

紙

税
や

登
録

免
許

税
と

合
わ

せ
て

取
得

税
と

い
う

形
で

の
３

段
階

の
交

錯
が

見
ら

れ
る

状
況

に
な

っ
て

い
る

と
い

う
の

が
わ

が
国

の
特

徴
で

も
あ

り
、

こ
れ

に
対

し
て

負
担

が
過

重
で

あ
る

と
し

て
廃

止
論

は
シ

ン
プ

ル
な

も
の

の
、

取
得

税
の

基
本

的
な

性
格

（
固

定
資

産
税

と
対

比
し

た
）

と
、

税
収

や
租

税
特

別
措

置
の

対
象

を
考

慮
し

な
が

ら
安

易
な

議
論

で
は

な
く

、
多

角
的

な
視

点
か

ら
の

検
討

を
行

う
べ

き
で

あ
ろ

う
。

い
ず

れ
に

せ
よ

、
不

動
産

・
土

地
法

制
は

、
文

化
的

・
社

会
的

背
景

を
有

し
て

お
り

、
今

回
の

多
様

な

改
正

も
踏

ま
え

、
土

地
に

対
す

る
課

税
は

地
方

税
に

と
っ

て
も

重
要

な
も

の
で

あ
る

と
し

て
、

民
事

法
の

み
な

ら
ず

、
租

税
法

規
も

考
慮

し
た

包
括

的
な

議
論

を
行

う
べ

き
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。
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 第
節

国
際

的
に

交
換

さ
れ

た
情

報
の

刑
事

手
続

利
用

 

大
阪

経
済

大
学

経
済

学
部

准
教

授
漆

さ
き

 
 

本
報

告
で

は
、

租
税

に
関

す
る

国
際

的
情

報
交

換
に

よ
っ

て
得

ら
れ

た
情

報
の

刑
事

手
続

で
の

利
用

に

つ
い

て
検

討
し

た
。

こ
の

テ
ー

マ
を

選
択

し
た

背
景

と
し

て
、

が
「

租
税

目
的

以
外

の
利

用
」
、

特

に
マ

ネ
ー

ロ
ン

ダ
リ

ン
グ

や
テ

ロ
資

金
供

与
、

汚
職

と
い

っ
た

問
題

の
た

め
に

、
情

報
交

換
で

得
ら

れ
た

情
報

の
利

用
を

推
進

す
る

た
め

の
報

告
書

を
公

表
し

た
こ

と
が

挙
げ

ら
れ

る
。

本
報

告
で

の
検

討
を

通
し

て
、

筆
者

は
情

報
交

換
に

お
い

て
、

被
要

請
国

が
情

報
の

情
報

源
お

よ
び

取

得
方

法
を

明
示

す
る

こ
と

、
要

請
国

は
そ

れ
ら

が
不

明
な

情
報

の
証

拠
と

し
て

の
利

用
を

控
え

る
こ

と
を

推
奨

す
る

ガ
イ

ダ
ン

ス
が

設
置

さ
れ

る
べ

き
で

あ
る

と
主

張
し

た
。

そ
し

て
、

こ
の

主
張

を
す

る
に

あ
た

っ
て

、
問

題
状

況
の

似
て

い
る

国
際

刑
事

共
助

に
関

す
る

議
論

を
参

照
し

た
。

情
報

交
換

に
は

、
被

要
請

国
が

情
報

交
換

の
た

め
に

新
た

に
調

査
を

行
う

場
合

と
、

被
要

請
国

が
す

で

に
所

持
し

て
い

る
情

報
を

交
換

す
る

場
合

が
あ

る
。

前
者

の
場

合
に

は
、

要
請

国
は

自
国

に
と

っ
て

望
ま

し
い

形
で

の
情

報
の

入
手

を
リ

ク
エ

ス
ト

す
る

等
の

手
段

に
よ

っ
て

、
一

定
程

度
、

自
国

法
と

の
摩

擦
が

少
な

い
状

態
で

証
拠

を
入

手
で

き
る

も
の

と
考

え
ら

れ
る

。
他

方
、

後
者

の
場

合
に

は
、

す
で

に
被

要
請

国
に

よ
っ

て
い

ず
れ

か
の

手
続

を
経

て
情

報
は

入
手

さ
れ

て
お

り
、

そ
の

取
得

の
態

様
、

要
請

国
と

被
要

請
国

の
手

続
法

の
違

い
に

よ
っ

て
は

、
要

請
国

に
お

い
て

そ
の

情
報

の
証

拠
能

力
を

ど
の

程
度

認
め

る
か

と
い

う
問

題
が

発
生

し
う

る
。

さ
ら

に
、

交
換

さ
れ

た
情

報
は

情
報

交
換

に
よ

っ
て

第
三

国
へ

と
渡

さ
れ

る
可

能
性

も
あ

る
。

複
数

国
間

に
ま

た
が

っ
て

刑
事

手
続

が
行

わ
れ

る
と

き
、

手
続

が
一

国
内

で
完

結
す

る
場

合
に

は
保

障

さ
れ

る
権

利
が

保
障

さ
れ

な
い

こ
と

が
あ

り
得

る
。

し
か

し
、

刑
事

共
助

・
租

税
に

お
け

る
情

報
交

換
は

国
家

間
の

権
利

調
整

の
仕

組
み

と
し

て
形

成
さ

れ
て

き
て

お
り

、
そ

の
仕

組
み

に
基

づ
い

て
域

外
に

あ
る

証
拠

の
取

得
や

情
報

の
収

集
を

行
う

際
、

私
人

が
捜

査
に

関
す

る
異

議
を

申
し

た
て

る
契

機
は

限
ら

れ
て

い
る

。

共
助

を
要

請
し

た
国

の
法

が
他

国
当

局
の

下
で

取
得

さ
れ

た
情

報
に

つ
い

て
ど

う
い

っ
た

ス
タ

ン
ス

を

取
る

か
に

つ
い

て
、

不
問

主
義

、
実

行
地

主
義

、
法

廷
地

主
義

、
折

衷
主

義
が

あ
る

。
不

問
主

義
は

、
法

廷
地

の
管

轄
外

で
行

わ
れ

た
違

法
行

為
の

効
果

を
問

題
に

し
な

い
と

い
う

立
場

で
あ

る
。
実

施
国

主
義

は
、

証
拠

収
集

が
法

執
行

の
実

行
地

国
法

に
照

ら
し

て
適

法
で

あ
れ

ば
、

法
廷

も
証

拠
能

力
を

認
め

な
く

て
は

な
ら

な
い

と
す

る
原

則
で

あ
る

。
法

廷
地

国
主

義
は

、
法

廷
地

の
法

に
照

ら
し

て
証

拠
量

力
の

有
無

を
決

定
す

る
べ

き
だ

と
い

う
見

解
で

あ
る

。
こ

の
ほ

か
、

二
つ

の
折

衷
説

も
あ

り
、

折
衷

説
の

代
表

的
な

も
の

に
言

及
す

る
と

、
権

利
性

質
説

が
あ

る
。

こ
れ

は
、

侵
害

さ
れ

る
私

人
の

権
利

の
性

質
に

鑑
み

て
、

法
廷

に
お

け
る

効
力

を
決

す
る

べ
き

だ
と

い
う

見
解

で
あ

る
。

国
外

調
査

に
よ

っ
て

得
ら

れ
た

証
拠

は
法

廷
地

国
に

お
い

て
ど

の
よ

う
に

評
価

さ
れ

る
べ

き
か

に
つ

い

て
は

、
国

外
の

調
査

で
行

わ
れ

た
違

法
や

手
続

違
反

に
よ

っ
て

、
法

廷
地

の
法

の
下

で
実

質
的

に
侵

害
さ

れ
た

も
の

が
あ

る
か

に
焦

点
が

あ
て

ら
れ

る
べ

き
だ

と
考

え
ら

れ
る

。
法

廷
地

国
の

法
の

も
と

で
権

利
が

侵
害

さ
れ

た
か

ど
う

か
を

確
認

し
、

も
し

あ
れ

ば
、

侵
害

さ
れ

た
被

疑
者

の
権

利
の

内
容

、
侵

害
の

程
度

と
、

真
実

の
解

明
や

真
実

に
基

づ
く

処
罰

の
必

要
性

と
い

っ
た

対
立

利
益

を
検

討
す

る
利

益
衡

量
テ

ス
ト

に
服

す
る

べ
き

で
あ

る
。

実
際

に
、

多
く

の
国

は
こ

の
よ

う
な

ア
プ

ロ
ー

チ
を

選
択

し
て

い
る

。

次
に

、
相

手
国

が
行

っ
た

捜
査

の
詳

細
が

わ
か

ら
ず

、
自

国
民

の
権

利
が

侵
害

さ
れ

た
可

能
性

が
あ

る
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 に
も

か
か

わ
ら

ず
、

条
約

相
手

国
に

対
す

る
信

頼
を

理
由

に
、

交
換

を
通

じ
て

得
た

情
報

の
証

拠
価

値
を

認
め

た
例

と
し

て
、

オ
ラ

ン
ダ

の
ケ

ー
ス

を
取

り
上

げ
た

。
オ

ラ
ン

ダ
の

裁
判

所
は

、
情

報
交

換
で

取
得

し
た

他
国

で
盗

ま
れ

た
も

の
で

あ
る

可
能

性
の

高
い

デ
ー

タ
は

、
犯

則
事

件
に

お
い

て
証

拠
と

し
て

利
用

で
き

る
と

判
断

し
た

。
そ

の
理

由
と

し
て

は
、

①
他

国
で

の
文

書
の

窃
盗

や
不

正
流

用
に

オ
ラ

ン
ダ

政
府

関
係

者
が

直
接

的
又

は
間

接
的

に
関

与
し

た
，

或
い

は
そ

の
他

の
方

法
で

盗
難

被
害

に
あ

っ
た

銀
行

の

元
従

業
員

に
よ

る
不

正
行

為
を

主
導

又
は

助
長

し
た

と
い

う
証

拠
は

な
い

、
②

本
件

で
問

題
と

な
っ

て
い

る
文

書
が

犯
罪

に
由

来
す

る
も

の
で

あ
る

と
想

定
で

き
る

こ
と

自
体

は
，

そ
れ

を
無

視
す

る
の

に
十

分
で

は
な

い
。

さ
ら

に
，

調
達

に
お

け
る

法
的

欠
陥

は
こ

れ
ら

の
文

書
の

信
ぴ

ょ
う

性
に

影
響

を
与

え
な

い
、

③
被

告
人

は
こ

れ
ら

の
文

書
の

信
ぴ

ょ
う

性
を

疑
う

べ
き

理
由

を
持

ち
出

し
て

い
な

い
。

ベ
ル

ギ
ー

の
裁

判
所

が
同

様
の

証
拠

を
却

下
し

た
こ

と
も

，
こ

れ
を

変
え

る
も

の
で

は
な

い
、

と
述

べ
た

。

こ
の

オ
ラ

ン
ダ

の
裁

判
例

は
，

法
廷

地
国

で
の

出
発

点
と

し
て

，
不

問
主

義
を

採
用

し
た

こ
と

に
つ

い

て
刑

事
法

分
野

の
研

究
者

か
ら

も
批

判
さ

れ
て

い
る

。
一

方
で

，
実

際
に

は
，

関
係

の
濃

い
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

の
国

同
士

で
は

特
に

不
問

主
義

を
基

礎
と

す
る

場
合

が
多

い
こ

と
も

指
摘

さ
れ

る
。

ま
た

，
情

報
交

換
要

請
が

司
法

審
査

に
通

常
服

さ
ず

，
情

報
交

換
の

被
要

請
国

が
要

請
国

に
よ

っ
て

提
供

さ
れ

た
事

実
関

係
等

を
信

頼
し

て
特

に
審

査
を

し
な

い
場

合
，

そ
の

法
廷

地
国

の
法

廷
が

証
拠

の
取

得
方

法
に

責
任

を
持

た
な

い
と

い
う

こ
と

に
な

る
と

，
誰

も
そ

れ
を

持
た

な
い

こ
と

に
な

る
の

で
は

な
い

か
と

も
指

摘
さ

れ
る

。
刑

事
共

助
に

お
い

て
不

問
主

義
を

取
る

こ
と

に
つ

い
て

は
、

以
下

の
よ

う
な

批
判

が
あ

る
。

各
国

は
そ

の
捜

査
権

と
そ

れ
を

行
う

と
き

に
保

障
さ

れ
る

べ
き

市
民

の
権

利
保

護
に

つ
い

て
の

バ
ラ

ン
ス

に
つ

い
て

国
内

手
続

で
合

意
し

た
バ

ラ
ン

ス
が

あ
り

、
捜

査
権

を
他

国
に

委
譲

す
る

場
合

に
も

，
そ

の
国

内
法

に
よ

っ
て

合
意

さ
れ

て
い

る
捜

査
権

と
市

民
の

権
利

保
障

の
バ

ラ
ン

ス
を

保
つ

必
要

が
あ

る
。

そ
う

で
な

け
れ

ば
，

他
国

に
捜

査
権

限
の

委
譲

を
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
，

国
内

法
上

，
国

家
と

市
民

の
間

で
合

意
さ

れ
た

権
利

保
障

の
バ

ラ
ン

ス
と

い
う

の
が

損
な

わ
れ

て
し

ま
う

。
こ

れ
は

必
ず

し
も

通
説

的
な

批
判

で
は

な
い

が
，

こ
れ

を
前

提
と

す
る

と
，

条
約

相
手

国
へ

の
信

頼
を

口
実

に
自

国
民

に
対

す
る

侵
害

を
精

査
し

な
い

こ
と

も
，

こ
の

バ
ラ

ン
ス

に
反

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
政

府
は

，
不

明
確

な
違

反
に

対
し

て
十

分
な

保
護

を
保

証
す

る
こ

と
は

で
き

な
い

か
ら

で
あ

る
。

税
務

調
査

に
お

け
る

権
利

保
障

と
刑

事
捜

査
に

お
け

る
権

利
保

障
は

，
通

常
，

そ
の

求
め

ら
れ

る
程

度
が

異
な

る
が

，
国

際
的

情
報

交
換

に
お

い
て

は
，

交
換

さ
れ

た
情

報
の

取
得

過
程

を
考

慮
す

る
か

ど
う

か
と

い
う

の
も

各
国

に
委

ね
ら

れ
て

お
り

、
国

際
的

な
取

り
組

み
は

行
わ

れ
て

い
な

い
。

自
発

的
情

報
交

換
を

通
じ

て
受

動
的

に
他

者
の

不
適

切
な

行
為

に
乗

じ
る

，
又

は
情

報
交

換
を

通
じ

て

自
国

よ
り

も
保

護
の

程
度

の
低

い
他

国
の

制
度

に
乗

じ
る

こ
と

が
可

能
と

な
っ

て
い

る
こ

と
は

，
情

報
交

換
と

交
換

さ
れ

た
情

報
の

利
用

が
拡

大
す

る
ほ

ど
問

題
に

な
り

得
る

と
考

え
ら

れ
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。
ま

た
、

そ
う

い
っ

た
不

適
切

な
行

為
を

抑
止

す
る

仕
組

み
が

欠
け

て
い

る
こ

と
は

、
望

ま
し

い
状

態
と

は
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え
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。

こ
の

よ
う
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構

造
的

な
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題
は

，
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税
の

場
合

と
刑

事
手

続
の

両
方

に
共

通
し

て
い
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個
別

の
事

案
で

は
そ
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が

正
当

化
さ

れ
う
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し
て

も
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そ
の

よ
う
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状

態
を

抑
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組
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題
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情

報
交

換
の

健
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な
発
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図
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ー
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ー
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ム
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際
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っ

て
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も
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具
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的
に

は
，

情
報

交
換

を
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て
い
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こ

と
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理
由

に
情

報
の

取
得
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が
審

査
さ

れ
る
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が
全
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な
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な
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う
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と

が
な

い
よ

う
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要
請

国
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税
務
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に
対
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て

情
報
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入

手
方

法
と

情
報

源
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必
ず

示
す

よ
う

に
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告
す

る
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要
請

国
そ

れ
か

ら
法

廷
国

の
税

務
当

局
が

情
報

の
入

手
方

法
や

情
報

源
が

明
ら

か
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な
い

情
報

を
証

拠
と

し
て

使
用

し
な

い
よ

う
に

勧
告

す
る

と
い

っ
た

こ
と

が
考

え
ら

れ
る

。
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。
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討論会 2 � 9 月18日㈬・午前

国際課税を巡る現状と課題

吉村 氏（司会）

小多 氏 青山 氏

山田 氏 合間 氏

●参加者

	 財務省主税局参事官	 小多　章裕
	 千葉商科大学大学院客員教授	 青山　慶二
	 九州大学大学院法学研究院准教授	 山田　麻未
	 日本製鉄株式会社財務部部長代理	 合間　篤史

	 司会　一橋大学大学院法学研究科教授	 吉村　政穂

討論中に言及されている資料は，巻末「資料編 1 頁～32 頁」に掲載されています。
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はじめに

（吉村）　それでは，パネルディスカッション
「国際課税を巡る現状と課題」，副題としまし
て「OECD/G20『BEPS包摂的枠組み』『 2 つ
の柱』の進捗状況」のウェビナーを始めさせて
いただきます。本日，司会を務めます吉村でご
ざいます。よろしくお願いいたします。パネリ
ストは，ただ今ご紹介いただきました 4 人の
方々でございます。
この 4人の方々は，所属する組織のメンバー
としての資格というよりは，パネリスト個人と
してご参加いただいております。また，個人と
してのご意見を言っていただくようお願いして
おります。従って，ご発言は個人のものとして
皆さまも受け止めていただければと存じます。
従いまして，ここではパネリストの方々のお名
前を肩書なしで「○○さん」と呼ばせていただ
きたいと思います。その点もご了解いただきた
いと思います。
本日のパネルディスカッションのテーマは，
ここ数年続いておりますが，包摂的枠組みにお
ける国際課税ルールの見直しについて取り上げ
ます。国際課税ルール見直しの「 2つの柱」の
進捗状況について，それぞれ関連する項目につ
いて，第 1部，第 2部に分けて議論していきた
いと思います。
第 1 部は，いわゆる第 1 の柱，Pillar�1と呼

ばれている取り組みについて取り上げます。併
せて，この 2つの柱の背景となる総論的な議論
についても取り上げたいと思います。第 1の柱
については，市場国に対して新たな課税権を配
分する利益Aと，移転価格税制の執行に係る簡
素化，合理化を目指す利益Bとがそれぞれ議論
されておりますので，これらを取り上げたいと
思います。利益Aについては，2023年10月に多
数国間条約の案文が公表され，2024年 6 月末ま
での署名開放が予定されておりましたが，現時
点で最終合意を見るには至っていない状況にあ

ります。
第 2部においては，いわゆる第 2の柱につい
て取り上げます。グローバルな最低税率15％に
合意した上で，各国が対抗措置であるGloBEル
ールを導入することを認める内容になっていま
す。また，租税条約上の最低課税ルール
（STTR）を実施する多数国間条約が準備され，
署名式も近く迫っているところです。GloBEル
ールについては，各国の国内法による対応がメ
インでありますので，既に多くの国々において
法制化が進行しています。
日本においては，所得合算ルール（IIR）が
法制化されているほか，軽課税所得ルール
（UTPR）及び国内ミニマム課税（QDMTT）
についても今後法制化が予定されているところ
であります。こうしたGloBEルールについては，
既に企業の方々もご対応が進んでいるかと思い
ますが，非常に複雑なルールに苦労もされてい
ると思います。また，優遇税制との関係で，国
際的な議論，異論も出ているところです。途上
国・新興国では優遇税制の再編も進められてお
りますし，米国では自国が提供する優遇税制が
他国によって浸食されることへの反対論もくす
ぶっております。こういった動きも，今後注目
に値するところです。
本日の進め方としましては，第 1部，第 2部
それぞれについて最初に小多さんからご説明を
頂きます。その後，青山さん，山田さん，合間
さんの順番でご意見，ご質問を頂戴し，さらに
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小多さんからお三方のご意見，ご質問に対して
お答えいただくことにしたいと思います。
それでは早速ですが，第 1部の「 2つの柱に
関する総論及び第 1の柱」に入らせていただき
ます。最初に小多さん，ご説明をよろしくお願
いいたします。

Ⅰ． 第 1 部　 2 本の柱に関する総
論及び第 1 の柱

（小多）　皆さま，おはようございます。ただ
今ご紹介いただきました財務省主税局参事官の
小多章裕でございます。本年 7月に参事官に着
任しまして，このように人前でお話をさせてい
ただくのは初めての機会ということで若干緊張
しております。また，あまり滑舌がいい方では
ございませんので，お聞き苦しいところもある
と思いますが，ご容赦いただければと思ってお
ります。
まずは司会の吉村さん，それからパネリスト
の青山さん，合間さん，そして山田さんとご一
緒させていただく機会を頂きましたことを非常
に光栄に存じます。そして，租研の事務局に対
して，ご招待いただきましたこと，そしてこの
ような機会で皆さまに我々が取り組んでいる政
策についてご紹介する機会を与えていただきま
したことについて，私個人としても，また財務
省参事官室としても感謝を申し上げたいと思い
ます。
今申し上げましたように，私はこの 7月に参
事官に着任したわけですが，実は約15年前にも
同じ参事官室の課長補佐を務めておりました。
15年ぶりに戻ってきたわけですが，15年前とい
えば，まだBEPSという言葉すらなかった時代
です。この間の国際課税を巡る変化は非常に大
きく，見える景色が全く違うわけです。全く様
変わりした景色を見ているというのが，着任し
てこの 2か月の感想です。
さらに，着任してすぐにリオであったG20財
務大臣会合への対応・調整を経験する中で，今

現在も非常に急速な変化のさなかにいることを
実感しております。この急激な変化に対応し，
むしろ変化をリードして，国際課税の新たな姿
をつくっていくことが私どもに求められている
のだなということで，身の引き締まる思いでい
るところであります。
本日のプレゼンですが，先ほど吉村さんから
もお話がありましたように，いわゆる 2本の柱
のアプローチに基づく国際課税の見直しの動き
について，私がまだ新米ということもあります
が，今日は基本的なところからお話しし，最新
状況についても可能な限りフォローアップさせ
ていただければと思っております。

1 ．総論
まず第 1 部では，元々の起源としてのBEPS
プロジェクトから 2本の柱の解決策に至る経緯
を振り返った上で， 2本の柱の解決策について
概観し，直近のG20等での国際課税に係る議論
の動向についてご紹介します。その後，第 1の
柱に特にフォーカスを当て，利益Aの多数国間
条約や，利益Bと呼ばれる移転価格税制の執行
の簡素化を目指す交渉の状況をご紹介します。
後半の第 2部では，第 2の柱のグローバル・ミ
ニマム課税に関して，令和 6年度税制改正の概
要，今後の法制化の方向性，また，皆さんご承
知と思いますが，ガイダンスがOECDで順次出
ておりますので，最新のガイダンスの概要など
について触れた後，少し方向が変わりますが，
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令和 6年度税制改正で措置して今後適用が予定
されている暗号資産に関する報告枠組みなど，
情報交換の動きについても最後にご紹介したい
と思います。

〔「BEPSプロジェクト」について〕財務省（ 2
～ 3 ページ）
早速ですが，まずBEPSの話から始めます。
わが国が議長を務めて2012年にOECDで立ち上
げられたBEPSプロジェクトについて振り返る
ところから始めたいと思います。BEPSプロジ
ェクトとは，公平な競争条件の確保のため，多
国籍企業のグローバル展開に伴う二重非課税を
防止するため，国際課税ルールを全体的に見直
し，各国政府・グローバル企業の透明性を高め
ることを目指して始まったプロジェクトでした。
2012年，当時の浅川財務官が議長をされて，
OECD租税委員会でBEPSプロジェクトが立ち
上げられました。2015年の最終報告書を受けて，
合意事項を実施へ移していくために，2016年に
はBEPS包摂的枠組み（インクルーシブ・フレ
ームワーク）が京都において立ち上げられ，参
加国がその時点で大幅に拡大し，その後も拡大
してきている状況です。現在はBEPSプロジェ
クトの実施フェーズということで，日本として
はこれまでBEPSプロジェクトをリードしてき
たという自負を持って取り組んできているとこ
ろであります。

〔「BEPSプロジェクトの三本柱〕財務省（ 4
ページ）
4 ページでは，元々のプロジェクトの 3本の

柱をご紹介しています。 1つ目に，グローバル
企業は価値が創造されるところで税金を払うべ
きということで，これを「実質性」と呼んでい
ます。 2つ目に，各国政府・グローバル企業の
活動に関する「透明性」を向上する必要がある
ということ， 3つ目に，企業にとっての「予見
可能性」を向上していくこと，不確実性を排除
していくことが，BEPSプロジェクトの2012年

以来の 3本の柱として進んできました。

〔「BEPSプロジェクト」最終報告書の概要〕
財務省（ 5 ページ）
具体的な報告書の中身が，15の行動として示
されています。全部紹介する時間がありません
ので，例えばということで申しますと，（2）に
外国子会社合算税制の見直しがありますが，こ
れを平成29年度の税制改正で，また，（4）の移
転価格税制に係る文書化も平成28年度の税制改
正で対応してきました。また，租税条約の改定，
或いは多数国間条約の参加という形でも，わが
国は対応してきました。

〔BEPS包 摂 的 枠 組 み（Inclusive framework 
on BEPS）参加国・地域〕財務省（ 6 ページ）
こちらは先ほど申し上げたBEPS包摂的枠組
みのメンバーです。元々のOECD加盟国は，左
側にある38か国なのですが，包摂的枠組みとい
うことになりますと，現在は147か国・地域と
なります。

〔政府税制調査会「わが国税制の現状と課題―
令和時代の構造変化と税制の在り方―」（抜
粋）〕財務省（ 7 ～ 9 ページ）
政府税制調査会の答申の抜粋を掲げておりま
す。令和 5年度に政府税制調査会の答申が出て
いるのですが，抜粋部分に限らず第 1の柱，第
2の柱の背景・経緯などが非常に詳しく記載さ
れておりますので，ご一読されることをお勧め
したいと思います。

〔経済のデジタル化に伴う課税上の課題への対
応について〕財務省（10ページ）
資料10ページからが，まさに経済のデジタル
化に伴う課税上の課題への対応ということで，
少し具体的に話をさせていただこうと思います。
国際課税の従来の原則としてご承知のとおり，
「PEなくして課税なし」というものがありま
す。外国法人の事業所得に課税できるのは，そ
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の外国法人の支店や工場などの物理的な拠点，
いわゆるPEがある場合に限るとされていまし
た。逆に言えば，PEがないと外国法人の事業
利得には課税ができませんでした。
ところが，昨今の経済のデジタル化に伴い，
市場国に物理的な拠点がなくてもネットを介し
て様々なサービスを売ることができるようにな
りました。10ページの絵でご覧いただくと，「売
上（パターン①）」と下の方にありますが，A
国が巨大な消費者を擁する国で，B国が多国籍
企業のある国と仮定すると，A国にはPEがな
いということで，A国当局はB国のIT企業に対
して課税することができないことになります。
こうした問題は昔から論点としてあったのです
が，デジタル経済が盛んになるにつれて，問題
がより先鋭化し，今まさに議論が進んでいる状
況であります。
また，もう 1つのパターンが，この絵の左下
から真ん中の上に伸びている「売上（パターン
②）」になります。右側にあるB国の大企業が，
例えば法人税が非常に低い軽課税国C国に子会
社を設置し，ここから電子的なサービスをA国
の市場に売ることになると，法人所得はC国で
の非常に低い税率でしか課税されないため，法
人税はC国でのみ課税されて，多国籍企業グル
ープの親会社であるB国政府でさえも十分に課
税できないというケースが起きています。この
ような低い法人税率で外国企業を誘致するのが
経済的に得だということになると，各国は法人
税の引下げ競争に陥ります。この状況を脱する
べきではないかというのが今回の見直しの議論
の背景であります。
若干繰り返しになりますが，パターン①のよ
うなケースを背景にして，販売活動によって得
た利益について，市場国A国側で課税権を持つ
べきではないか，再配分すべきではないかとい
う発想が第 1の柱，利益Aに関する多数国間条
約につながってきたということです。
また，パターン②のように低税率国に多国籍
企業が子会社を置いて利益移転をすることで租

税回避を図ると，各国の課税基盤が浸食される，
或いは企業の立場にしてみても国際的な競争条
件がゆがめられてしまうといった問題がありま
す。こうしたことを防ぐために，第 2の柱のグ
ローバル・ミニマム課税を制度化しようという
動きにつながってきたというふうにご理解いた
だければと思います。

〔国際課税に関するOECD/G20「BEPS包摂
的枠組み」 2 本の柱について〕財務省（11
ページ）
11ページは， 2本の柱の解決策の全体像をま
とめたものになります。上の半分に書いている
ことは先ほど申し上げたことの繰り返しになり
ます。
こうした問題意識を踏まえて，BEPS包摂的
枠組みにおいて議論が進められ，2021年10月に
2本の柱の解決策についての合意がなされまし
た。そして2023年 7 月にアウトカム・ステート
メントという形で，これらの交渉成果が公表さ
れました。その後，昨年10月に第 1の柱につい
ての多数国間条約の案文が公表されているとい
うのが今の状況であります。
次は署名する段階になるわけですが，早期の
署名開放を目指して，後ほどご紹介する利益B
の枠組みを含む，第 1の柱全体でのパッケージ
の大詰めの交渉が今まさに継続中という状況で
す。今後交渉が妥結して利益Aに関する多数国
間条約の条文が採択された後，各国において条
約の承認，必要な国内法の立法措置を行うとい
うのが，第 1の柱についての今後の見通しとな
ります。
第 2の柱については，条約ではなく，各国の
国内法によって実施することになっており，各
国において法制化が進んでいます。先ほど吉村
さんからもお話がありましたが，わが国におい
ては令和 5 年度税制改正においてIIR（所得合
算ルール）を法制化して，後で紹介しますが，
令和 6 年度税制改正においてもIIRについての
改正を行っています。残されたUTPR，
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QDMTTについては令和 7年度以降に法制化の
見込みということで準備を進めているところで
あります。

〔「 2 本の柱」の全体像〕財務省（12ページ）
全体像を絵にしてみたものです。第 1の柱の
中には，利益Aと利益Bという 2 つのコンポー
ネントがあります。また，右の第 2の柱につい
ても，グローバル・ミニマム課税，この中に
IIR，UTPR，QDMTTという制度が入ってい
るわけですが，これらを総称してのグローバ
ル・ミニマム課税制度と，これは主に途上国向
けに用意されたものになりますがSTTRという
租税条約上の最低課税ルールが入っています。
このように，大きく分ければ 2本の柱，サブカ
テゴリまで行くと 4つぐらいの施策が取り組ま
れているというのが， 2本の柱の解決策の全体
像です。

〔G20財務大臣・中央銀行総裁会議声明（仮訳
抜粋）（2024年 7 月25－26日）〕財務省（13
ページ）
最新状況がどうなっているかということにつ
いて少しフォローアップすると，本年 7月にブ
ラジルのリオデジャネイロで開催されたG20の
財務大臣・中央銀行総裁会議のいわゆるコミュ
ニケの抜粋となっております。国際課税が 1つ
の主要課題として位置付けられて議論されまし
た。
2本の柱のアプローチについては，可能な限

り早期に交渉を迅速に妥結することを奨励する
ということで，これまでの第 1の柱に対するコ
ミットメントをG20で再確認したと受け止めて
います。繰り返しになりますが，現在は利益A
に関する多数国間条約と利益Bの枠組みをパッ
ケージで交渉しているという状況であり，利益
Bの枠組みについて残された課題を迅速に解決
して，第 1の柱に関する最終パッケージの交渉
を妥結し，利益Aに関する多数国間条約を早期
に採択することが重要だという認識が示されて

いるものと捉えています。

〔「国際租税協力に関するG20閣僚リオデジャ
ネイロ宣言」の概要〕財務省（14ページ）
リオデジャネイロでのG20において，国際租
税協力に関するG20閣僚宣言，閣僚とは財務大
臣という意味ですが，これが採択されました。
G20で税に特化した閣僚宣言が出されるのは初
めてのことだったということで，少し中身を紹
介させていただきます。
この宣言においても， 2本の柱の解決策の最
終化，また，迅速な実施へのコミットメントを
再確認するということを中心的なイシューとし
て掲げています。それとともに国連枠組条約の
策定に向けた議論，また，SDGs達成に向けた
様々な方策についても言及されています。
国連については次のページがありますので一
旦置いておいて，最下段にSDGs達成に向けて
の方策があります。超富裕層への効果的な課税
のために協力し，議論を継続していくという記
載があります。そして下の注に，超富裕層に対
するグローバル・ミニマム課税があります。法
人税に関するグローバル・ミニマム課税は第 2
の柱で議論しているわけですが，それに類似し
た超富裕層に対するグローバル・ミニマム課税
を導入するという提案も，これは学者からです
が，なされたということが議論の中でありまし
た。しかしながら，この提案には執行面で様々
な課題があると指摘する国も多く，直ちに本格
的な議論がなされるとは考えていないというの
が我々の認識です。

〔国連における国際租税協力に係る議論につい
て〕財務省（15ページ）
15ページに，国連の国際租税協力に関する議
論についての資料を 1枚入れました。2022年以
降，国連において，国際租税協力に関する事務
総長のレポートが出され，昨年末の国連総会に
おいて，国際租税協力に関する枠組条約の策定
を要請する決議が可決されました。本年に入り，
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枠組条約の交渉に向けた基本的指針（ToR）の
議論が開始され，ToR案が先月策定されたとい
う状況です。ToR案においては，枠組条約は多
国籍企業への公平な課税を含めた課税権の公平
な配分等へのコミットメントを検討すべきと記
載されています。また，枠組条約の交渉と並行
して， 2つの早期議定書が議論されるというこ
とが規定されています。ToR案については，本
年末にかけての国連総会で決議される予定であ
り，その後，枠組条約と 2つの早期議定書を策
定するために，2027年までかけて交渉会合が開
催されることが予定されています。
わが国の国連における枠組条約策定に対する
考え方としては，わが国だけではなくてG20の
閣僚宣言でも基本的に同じように述べているわ
けですが，他の国際機関，具体的に言いますと
BEPS包摂的枠組み（インクルーシブ・フレー
ムワーク）を含めたOECDにおける既存の成果
との重複を避けるように努めるべきではないか
ということ，広範なコンセンサスを得ながら議
論していくべきではないかということ，また，
国内資金動員の向上と能力開発に焦点を当てる
ことの重要性を強調しながら，この交渉に参加
しているという状況であります。

2 ．第 1 の柱
（1）利益Aに関する多数国間条約
〔第 1 の柱（市場国への新たな課税権の配分）〕

財務省（17ページ）
ここまでが総論で，ここからようやく第 1の
柱になるわけです。第 1の柱については，既に
ご承知の方も多くいらっしゃると思いますが復
習させていただくと，対象となる企業は売上高
が200億ユーロ超ということで，非常に大きな
企業です。利益率が10％超ということで，超大
規模で高利益水準のグローバル企業グループが
対象になります。一方で，金融や採掘，防衛産
業などは対象から外れ，対象企業は全世界で大
体100社ぐらいと現時点で見込まれています。
内容は，巨大なグローバル企業の残余利益を

規定して，この残余利益のさらに一部に対して
市場国側に課税権を認めるという考え方に基づ
いています。この考え方は，先ほど申し上げた
「PEなくして課税なし」という原則を大きく
変えるものであると評価できると思います。
この絵にあるとおりですが，残余利益部分を
概念的に切り出して，その25％を配分利益とし
て市場国に課税ベースとして割り振る仕組みで
あります。具体的には，グローバル企業グルー
プの世界全体の収入（売上）から費用等を差し
引いた利益のうち，売上の10％分については通
常利益と見なして，その通常利益を差し引いた
ものを残余利益と呼びます。残余利益のさらに
4分の 1を市場国に割り振るのが配分利益とい
うことで，これを複数の市場国がある場合には
さらに配分していくことになります。この配分
利益の部分を「利益A」と呼んでいるので，第
1の柱の課税権の配分の議論を利益Aと呼んで
いるわけです。

〔「第 1 の柱」の多数国間条約案の適用イメー
ジ〕財務省（18ページ）
もう少し詳細なスキームを書いております。
利益Aは，既存の法人税の下で既に課税されて
いるであろう利益をベースに課税を行うことか
ら，何ら措置を講じなければ概念上，既存の法
人税との間で二重課税が生じることとなります。
そのため利益Aでは，市場国において新たに課
税される利益が元々ある国において二重課税を
除去する仕組みを設けています。
具体的には，まず企業グループ全体の収入か
ら市場国であるY国に配分され得る利益Aの額
を算定します。企業グループが有する市場国Y
国における利益には，Y国において既に計上さ
れて課税対象となっているであろう利益Aが含
まれます。そのため，この金額をY国に割り当
てられる配分利益額から減額するというプロセ
スを踏みます。これを二重計上調整と呼んでい
ます。
その上で，Y国に配分される利益Aは，Z国
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において既に課税対象となっている利益である
ため，Z国において二重課税の除去を行うこと
が必要になりますので，これを二重課税除去と
呼んでいます。同じ国が同じ課税ベースに課税
しないように調整することを二重計上調整と呼
んで，YとZのように異なる国が同じ課税ベー
スに課税しないように調整することを二重課税
除去と呼んでいます。
利益Aは，グループレベルで算定される概念
上の金額であるため，国別の利益のうちどの程
度利益Aに相当する利益が含まれているかとい
うことについても概念的に決定することが必要
となってきます。ここでは，二重計上部分を多
くみなせば，市場国Y国側の利益Aの取り分は
減少するという構図になります。利益Aによる
取り分の多さを期待している国というのは当然
たくさんあるわけですが，利益Aでどれぐらい
取れるのかというところが非常にポイントにな
りますので，非常に厳しいといいますか，微妙
な交渉が行われてきたということになります。
二重課税の除去についても，利益Aの額が大
きくなればなるほど二重課税を除去すべき額が
当然増えて，この絵で言えばZ国側の負担が増
えることになります。それぞれ自国が市場国な
のか，二重課税の除去国側なのかということを
踏まえて，各国交渉に取り組んできて，非常に
繊細な制度設計が行われてきました。

〔「第 1 の柱」の多数国間条約案の概要（2023
年10月公表）〕財務省（19ページ）
昨年10月に公表された多数国間条約の条文案
の本当に大事なポイントだけ載せています。こ
こに挙がっている内容で申し上げますと，これ
まで公表されてきた情報から大枠において変わ
るわけではありません。条文案はほぼ決着して
おりますが，確定に向けた交渉が引き続き行わ
れています。
次に，このページの下から 2番目に，一方的
措置について載せておりますが，草案において
は，全てのデジタル・サービス・タックス及び

その他関連する類似の措置を廃止すること，ま
た将来にわたり導入しないことについてここで
規定しております。この点について次に紹介し
たいと思います。

〔利益A（市場国への新たな課税権の配分）に
関する多数国間条約交渉の背景・経緯等〕財
務省（20ページ）
そもそも第 1の柱の多数国間条約について，
これまで時間をかけて複雑な交渉を行ってきて
いる背景として，デジタル・サービス・タック
スを巡る過去の経緯があります。2010年代の
BEPSプロジェクトの中でも，巨大なデジタル
多国籍企業に対する課税問題は論点としては挙
がっていましたが，この対応はなかなか難しく，
いわば業を煮やした欧州諸国などが2020年に相
次いで各国独自の一方的な課税としてデジタ
ル・サービス・タックスを導入しました。
これに対し，アメリカが報復関税を課すよう
な流れが生じていました。デジタル・サービ
ス・タックスについては，こうした報復措置を
招く恐れもあり，また各国が独自に課税すれば
企業の納税コストが増加してしまうといったこ
となど，問題が少なくないというふうに我々と
しては認識しているところであります。
今回の第 1の柱の多数国間条約は，こうした
デジタル・サービス・タックスがはびこること
を防止して，国際課税システムの安定化を促進
することが目的になっています。逆に，多数国
間条約が成立しないと，デジタル・サービス・
タックスの導入が拡大して国際課税システムが
不安定化するのではないかという懸念もありま
す。

〔（参考）「第 1 の柱」の多数国間条約案にお
ける廃止対象の既存措置の概要〕財務省（21
ページ）
各国におけるデジタル・サービス・タックス
等の状況をまとめてあります。右下にカナダを
示していますが，足元でカナダがデジタル・サ
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ービス・タックスを本年 6月に施行したという
動きも見られ，今後の動きに注意が必要です。
各国がこうした形で独自に課税するのを防ぐた
めにも，多数国間条約の迅速な合意が極めて重
要であろうと認識しております。

〔（参考）「第 1 の柱」の多数国間条約の発効
のために各国・地域が持つポイントの割合〕
財務省（22ページ）
この表にある「ポイントの割合」は，発効要
件になります。具体的には，このポイントが60
％以上を占める30以上の国が条約を承認した後，
これらの国々が条約発効日を決定するというふ
うに今の条文案では規定されています。米国の
ポイントが非常に高く，発効には米国による条
約承認が不可欠ということであります。

〔利益Aの適用プロセス〕財務省（23ページ）
利益Aの適用プロセスの概要を紹介しており
ます。詳細については，後ろの方に参考資料の
形で付けておりますので，今日は時間の都合上，
説明は割愛しますが，ご関心がある方はご参照
いただければと思います。

（2） 利益B　移転価格税制の執行の簡素化・
合理化

〔移転価格税制の執行に係る簡素化・合理化の
適用イメージ〕財務省（25ページ）
25ページ以降は，利益Bの資料として付けて
います。利益Bは，国境をまたいだサービスの
提供が急速に拡大し，移転価格税制に係る紛争
が増加したので，これに対応し，税の安定性を
高めることを狙いとするものであります。移転
価格税制の執行上，基礎的マーケティング，販
売活動として特定された取引について，簡素
化・合理化された独立企業原則を適用する枠組
みであります。
具体的には，一定の簡易な基準により取引対
象を特定し，産業分類や財務指標に応じてあら
かじめ策定・公表された利益率の適用表に基づ

いて利益率を適用することで，適正な取引価格
を算出することになります。対象取引は，多国
籍企業グループの中の企業から商品を購入して
第三者に販売するような卸売取引などが想定さ
れています。これによって，企業にとっては従
来の複雑な移転価格分析が簡素化・合理化され
ることになりますので，コンプライアンスコス
トの低減に資するとともに，利益Bが安定的に
運用されることで，進出先における移転価格税
制の適用の不確実性が払拭されることが期待さ
れると思います。
なお，利益Bについては，利益Aやこの後の
第 2の柱とは異なって，対象取引となる基準に
売上高や利益率といった制限はありませんので，
幅広い企業において利益Bの恩恵を受けること
が期待されると思います。
日本における利益Bの適用については，法制
化の要否も含めまさに検討しているところであ
ります。ただ，諸外国には2025年にも適用を開
始するところもあり得ますので，わが国におけ
る検討も加速させたいと考えているところです。

〔執行方法〕財務省（26ページ）
利益Bの執行方法について，簡潔ですが，資
料を入れております。適用開始は，2025年 1 月
1 日以降に開始する事業年度から，各国が任意
で適用することになっております。以降，適用
の方法，執行方法についてこのページで紹介し
ています。

〔Pricing matrixの産業分類〕財務省（27ページ）
産業分類を記載しております。この産業分類

に売上高，売上高営業資産比率，それから売上
高営業費用比率に応じて，あらかじめ利益水準
が適用表として定められるということになります。
それから，利益Bに関してご関心が高いとい
うこともありましたので，資料にはないのです
が少し紹介させていただきますと，operating�
expense�cross-checkと呼ばれるものが規定され
ています。これはマトリックスの機械的な当て
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はめによって，過大或いは過小な利益率が適用
されることを防ぐための措置であります。この
マトリックスによる利益率を適用した結果，営
業費用営業利益率が一定のレンジから外れてし
まう場合には，このレンジのエッジになるまで
営業利益を調整するということが予定されてい
ます。
利益Bの枠組みに関する論点を解決すること
が今の交渉の 1つの焦点となっています。これ
を解決することを通じて利益Aに関する多数国
間条約及び利益Bの枠組みを含む第 1 の柱全体
で各国の合意が得られるかというのが，まさに
焦点になっています。
最後はだいぶ駆け足になってしまいましたが，
第 1部についての私からの説明は以上とさせて
いただきます。ありがとうございました。

Ⅱ．第 1 部に関する質問・意見

（吉村）　小多さん，利益A及び利益Bともに
大変野心的な仕組みでありますけれども，わか
りやすくおまとめいただきまして本当にありが
とうございます。それではここでパネリストの
皆さんから順次ご質問，ご意見を頂戴したいと
思います。最初に青山さん，次いで合間さん，
山田さんとお願いしていきたいと思います。そ
れでは青山さん，お願いいたします。

（青山）　千葉商科大学で客員教授をしており
ます青山です。今日はよろしくお願いいたしま
す。ただ今の小多参事官からの詳しいご説明で，
まず第 1の柱，第 2の柱を通した進捗状況の概
要が分かり，さらに第 1の柱についての現状の
詳しいご説明を頂戴しました。また，この大変
な交渉の期間，財務省参事官室が国際的な場で
大変ご活躍されていることについても敬意を表
したいと思います。
私からのコメントは，総括的なところで 2点

申し上げます。まず，デジタル経済下での市場
国への課税権配分が従来の法制下で不十分であ
ったという先ほどのご説明，そしてそのことを
認識した上で，それに対する利益Aと利益Bの
処方箋を提示する第 1の柱，それから低税率国
を利用したBEPSに対してグローバル・ミニマ
ム税の導入を提案する，これはBEPSに対する
最後の切り札ともいわれておりますが，この第
2の柱の基本設計合意，これらは国際法人税制
の基本ルールが持つこれまでの欠陥を埋める新
たな国際協調の成果として大変称賛すべきもの
だと思います。
ただし，その後の詳細設計の段階で，先ほど
のご説明にもありましたが，昨年 7月のOECD
包摂的枠組みによるアウトカム・ステートメン
トから今年 7 月のG20財務大臣会合コミュニケ
に至る過程で，特に第 1の柱に関して，数次に
わたるリスケジューリングを余儀なくされてき
た背景には，技術的に困難な意見調整の背景が
あったのではないかと推測できました。ただ，
報道等では今後の実施に向けた進捗について，
国家間の政治折衝面での課題もあって，なかな
か楽観できないのではないかという指摘もあり
ます。この辺のところは，政治折衝の課題の中
身も含めて可能な範囲で追加的なコメントを頂
けるとありがたいと思います。
第 1の柱については，個別に 4点ほど追加に
質問させていただきます。
最初の質問は，利益Aの多国間条約において，
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アウトカム・ステートメントの中では一部の国
が示す特定の懸念事項というふうに言及されて
いますけれども，この中身についてです。いろ
いろ報道もされていますけれども，もし差し支
えなければ教えていただきたいと思います。例
えば，マスコミ報道もされた利益Aに係るDST
（デジタル・サービス・タックス）のモラトリ
アムに関するカナダのポジションに対して，IF
ではどのように議論されてきたのか，対処され
てきたのかということです。
2 つ目は， 7 月のG20コミュニケが言及する

利益Bの枠組みに関する残る議論についてです。
対象取引の判定に定性的な基準を追加すべしと
するインドの主張への対処と思われますけれど
も，簡素性や予見可能性の要請とうまく合うの
かどうか気になっているところです。また利益
Bのpricing�matrixへの対応については，確か
に利益率に幅はあるわけですけれども，利益率
が一般的にグローバルな企業に比べて低いとさ
れているわが国多国籍企業の実情をうまく反映
できるのかどうか，これについても懸念が残っ
ておりますので，お答えいただければと思いま
す。
3 つ目は，第 1 の柱の利益Aと利益Bに関す

るパッケージ交渉というご説明を承りましたが，
この焦点はどこにあるのかということです。ま
た，G20コミュニケが最後に触れている国連枠
組条約の動きについても， 2つの柱の合意実施
にどのような影響を及ぼすのか。普通に考える
と， 2つのフォーラムが重複する結果，両者間
の考え方の調整が気になるところです。
重複を避ける方策はどのようなものなのか。

この点については，15ページに国連の動向に関
する詳細なご説明があり，8月に採択された早
期議定書トピックスを含むToRの案の中身が明
らかになりました。国連文書の内容を見ると，
デジタル経済における税がIFの 2 つの柱議論と
重複するとともに，他の課題も従来はOECD中
心で議論されてきたテーマであることから，ル
ール作りフォーラムの新たな攪乱要因となるの

ではないかと懸念されるわけです。当面は本年
中のToR案の総会決議，さらには2027年までの
国連での政治折衝のスケジュールが明らかにな
りましたけれども，IFやわが国政府はこれにど
ういうふうに対応されるつもりなのかというこ
とを教えていただければありがたく思います。
最後は，利益Aに関する多国間条約について，
その発効要件から見て，実施のキャスティング
ボードを，48％のポイントがあるというアメリ
カが握っていることは間違いありません。その
アメリカでの多国間条約への取り組みを，大統
領選などの不確定要因がある中で，IFではど
のように見込んで議論されているのかというの
を教えていただけたらと思います。私からは以
上です。

（吉村）　青山さん，ありがとうございます。
それでは，続きまして合間さん，お願いいたし
ます。

（合間）　日本製鉄（にっぽんせいてつ）の合
間でございます。本日はよろしくお願いいたし
ます。小多さん，丁寧で包摂的なご説明をあり
がとうございました。まず，私からは，お恥ず
かしながら弊社の対応状況をご紹介して，その
程度なのかと，視聴されている企業の皆さんに
安心していただくところから始めたいと思いま
す。
弊社の状況ですけれども，第 1の柱について
は，ご説明いただいたような国際的な動向をフ
ォローしつつも，弊社が対象の企業グループと
なるか，トップ100企業に入るかどうかという
ことが不明確というなかで，まだ準備に着手で
きていない状況です。
一方，第 2 の柱については，既にIIRについ
ては対象会計年度に入っておりますので，遅れ
ばせながら社内関係者及びグループ会社への具
体的な説明を始めつつあるところです。社内関
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係者へは，デジタル経済への対応というそもそ
もの制度趣旨から説明を始めているのですが，
弊社のような，鉄鋼という実物の事業にも影響
があることについては，感覚的に納得が得られ
ないということもあります。また，税務担当者
においても，今回のIIRは，従来の制度と異な
り，なじみのない事項も多く，例えば，「各対
象会計年度の国際最低課税額に対する法人税」
という用語一つをとっても違和感を覚えるとい
う段階です。これは「各事業年度の所得に対す
る法人税」という，従来の法人税に並列的に措
置されたものと説明されていますけれども，私
自身まだ慣れていない状況です。
いずれにしても，セーフハーバールール等の
措置があるものの，GloBEルールによる計算は
かなりの実務負担とならざるを得ません。
CbCR対応でもかなり苦労しましたけれども，
それを超える負担とならざるを得ないというこ
とであります。残念ながら社内のリソースでは
足りず，システム対応も含めてかなりの部分を
アウトソースせざるを得ない状況です。小多さ
んの御説明の中にもありましたけれども，公平
な競争条件を整備するlevel�playing�fieldという
思想はよくわかりますが，企業というプレーヤ
ーが自らフィールドを平らにするという状況で
あり，いわばプロ野球選手が自らグラウンドを
整備するような負担感は否めないところです。
では，質問を 1つ，それから懸念を 1点申し

上げたいと思います。質問は，利益Aの準備期

間についてです。これについては多数国間条約
の交渉が継続しているところですけれども，発
効してから実際に施行するまでどのくらいの準
備期間が設けられることになるのでしょうか。
利益Aの対応のためには，特にレベニューソー
シングについては税務以外のデータが必要にな
り，社内の関係部門及び商流に関わるグループ
外の企業の皆さまの協力も必要になります。適
用となった場合には，かなりの準備が必要と考
えており，お伺いする次第です。
懸念として申し上げるのは，利益Bの多様性
に関するものです。いろいろご説明いただいた
とおり，利益Bの枠組みが明確になってきまし
た。検討の過程で強制なのか任意なのかという
議論もありましたが，結果的に国ごとに異なる
対応になると理解しています。元々キャパシテ
ィの低い国に簡素・合理化されたアプローチを
提供するという観点からは致し方ないのかもし
れませんけれども，複数の国で活動する企業に
とっては，各国ごとに取り扱いが異なり，考慮
すべき選択肢が増えたという点でかえって複雑
化した面もあると考えています。
また，まったく異なるレベルの話ですけれど
も，実務の問題として，現在一部の国において
非常にアグレッシブな税務調査が増えており，
移転価格に関する，或いは移転価格にかこつけ
てと言った方がいいような場合もあるのですが，
例えば赤字を認めないというスタンスでの否認
を受ける場合があります。その際の必要最低限
として求められる利益として，本来は関係のな
い利益Bの数値基準，pricing�matrixが流用さ
れるのではないかという懸念をしています。私
からは以上です。よろしくお願いいたします。

（吉村）　合間さん，ありがとうございました。
それでは，山田さん，お願いいたします。

（山田）　本日は非常にわかりやすいご説明を
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ありがとうございました。私から大きく 4点質
問をさせていただきます。
まず 1点目ですが，ご説明にもありましたよ
うに，スライド13ページのブラジル・リオデジ
ャネイロG20財務大臣会合の声明で， 2 本の柱
の解決策の最終化，及び迅速な実施に向けたコ
ミットメントが確認されていました。ここで述
べられている「利益Bの枠組みに関する残る論
点」の解決について，現在の議論の状況や今後
の見通し等について追加的に承れるとありがた
く存じます。
2 点目が，スライド26ページの利益Bについ

てです。二重課税排除の方法として，二国間租
税条約に基づく相互協議で対応的調整を行うと
いうことが書かれておりました。利益Bの導入
国と非導入国との間の取引の場合には，移転価
格対応が複雑化する可能性も指摘されています
が，簡素化・合理化アプローチの対象取引に対
して移転価格税制が行われて二重課税が発生し
た場合，通常の独立当事者間原則と簡素化・合
理化アプローチのどちらが優先されることにな
るかなど，対応的調整に関する現在の議論状況
を，差し支えない範囲で教えていただけますと
幸いです。
3点目に，スライド14～15ページにおいて国

際租税協力に関してご説明いただきました。国
際課税の場面では「 2つの柱」以外にもさまざ
まな事柄が議論されていることがよくわかりま
した。スライド15ページに関連して，G20/

OECDのBEPSに関する包摂的枠組みにおいて，
既に国際交渉が行われていますが，G20/OECD
におけるこれまでの議論と，ご紹介いただいた
国連における国際租税協力に係る議論はどのよ
うな関係にあるのでしょうか。追加的に承るこ
とができれば幸いです。
最後に，本年 8 月，日本はUN国際租税協力
枠組条約ToR案に反対票を投じたことが，その
理由とともにWebサイトで公開されておりま
す。この点，日本は国連における国際租税協力
を推進することの重要性を否定する意図はない
ということも明らかにしておりますが，包括的
かつ効果的な国際租税協力の実現のための課題
や今後の展望について，差し支えない範囲で承
れますと幸いです。以上，どうぞよろしくお願
いします。

（吉村）　山田さん，ありがとうございます。
それでは，お三方からご質問，ご意見を頂きま
したので，小多さんの方からご回答を頂ければ
と思います。小多さん，よろしくお願いいたし
ます。

（小多）　まずは皆さま方から，示唆に富むコ
メント，ご質問を頂きましたことについて，感
謝を申し上げます。特に合間さんからは，ビジ
ネスの最前線におられる立場でのご意見を頂き
ました。このような形で直にご意見をお伺いす
る機会は非常に貴重であり，頂いたコメントも
踏まえて，今後の交渉も含め政策検討に活かし
てまいりたいと考えております。
さて，ご質問を色々頂きましたので，回答を
時間の許す限りさせていただこうと思います。
まず，第 1の柱に関する交渉状況に関する質問
を色々と頂きました。具体的には利益Aと利益
Bのパッケージ交渉の焦点であるとか，米国の
動向，カナダのデジタル・サービス・タックス
（DST）に関連したご質問なども頂きました。
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或いは国連の枠組条約との関係についても，山
田さんを含めてご発言いただいたと思いますの
で，できるだけ答えていこうと思います。皆さ
まからこうしてご質問が出るというところに関
心の高さを感じるというのがまずは感想です。
しかし，具体的な交渉内容について，特に政
治動向と言われますと，私から個人的にといっ
てもお話しできることは限られてしまうという
ことで，そこはご理解いただければと思います。
交渉の焦点について申し上げますと，利益Bの
枠組みが残された課題になろうかと思います。
7 月のリオでのG20のコミュニケの中でも，早
急に多数国間条約の最終化と署名開放を可能に
するために，利益Bの枠組みに関する残る論点
を解決することを通じ，第 1の柱に関する最終
パッケージの交渉を迅速に妥結することが重要
との認識が示されています。
現在進行中の交渉について，予断を持ったコ
メントをすることは差し控えますが，米国につ
いて申し上げますと，イエレン財務長官が「大
統領選挙の結果に拘わらず，多数国間条約を批
准する合理的な理由がある」と述べており，多
数国間条約の早期実施にはコミットしているこ
とがうかがえる一方，やはりイエレン長官が，
「義務的な利益Bが必須である」ということも
対外的に述べています。このような米国の主張
を見るに，やはり利益Bが焦点になってきてい
ます。一方で，利益Bの範囲を限定的にすると
いう主張もありまして，これをどのようにバラ
ンスを取るかということが今の交渉の状況であ
るとご理解いただければと思います。わが国と
しては，移転価格税制の適用の簡素化，予見可
能性といった観点にも留意して，早く多数国間
条約が署名できるように引き続き交渉に取り組
んでいく方針であります。
カナダのDSTについても，先ほども少し紹
介しましたが，具体的にアメリカとカナダがど
のような交渉しているかということについて言
及するのは難しいのですが，一般論として申し
上げますと，まず現在交渉している多数国間条

約というものは，経済のデジタル化に伴う課税
上の課題に対して，DSTのような一方的な措
置ではなく多数国家間の枠組みによる解決を図
るものだということで，カナダも含めてこの点
についてはコミットしています。アメリカの通
商代表部がカナダのデジタル・サービス・タッ
クスに紛争解決の協議を申し入れたことに対し
て，カナダのステートメントが出されておりま
すが，カナダの当該DSTは暫定的なものであ
り，受け入れ可能な多数国間の措置の発効をも
って撤回されるであろうということも述べられ
ているので，カナダも引き続き多数国間条約に
コミットしていると認識していただいて結構か
と思います。
さらに申し上げると，カナダとアメリカは紛
争解決協議において対話を重ねているという状
況であり，バイでの解決策を探っている様子で
す。現状，IF（インクルーシブ・フレームワ
ーク）の場において，カナダのDSTが議論さ
れるものではないという認識でおります。
また，国連の枠組条約の件については，先ほ
ども少しご紹介しましたが，他の国際機関にお
ける既存の成果或いはプロセスと，他の国際機
関が現在進めている作業を基礎として，不必要
な努力の重複を避けるように努める旨がリオの
ときの税宣言においても述べられています。日
本としても，国連における条約交渉によって多
数国間条約の交渉のモメンタムがそがれること
を懸念しています。大詰めを迎えている多数国
間条約の議論と重複しないように，国連の条約
交渉が行われるべきだということを引き続き主
張していきたいと考えています。
また，包括的・効果的な国際租税協力の実現
に向けてということで申し上げれば，リオでの
G20の税宣言で重要な要素であると合意した，
広範なコンセンサスに達するということ，各国
のコンセンサスが得られる可能性の高い課題を
優先すべきであるということ，国内資金動員と
能力開発の強化に焦点を当てるべきということ
について，今回のToR案の中に十分に反映され



―101―

ていなかったというふうに我々としては認識し
ており，こうした要素について引き続き主張を
しながら，国連の枠組条約策定に向けた議論に
建設的に参画していきたいと考えています。以
上が，多数国間条約の交渉状況に関する回答で
す。
続いて，利益Aに関して合間さんから，施行
までどのぐらいの準備期間が予定されているの
かというご質問を頂きました。実務としては非
常に切実な問題意識なのだろうと理解いたしま
す。多数国間条約の発効要件については先ほど
紹介したところではありますが，条約の条文案
に記載されているところによると，対象となる
グローバル企業の数を最終親事業体の所在地国
別に指数化したポイントを先ほど表でご覧いた
だきましたが，あのポイントで60％以上を占め
る30か国以上の国が条約を承認した後， 3か月
以内にこれらの国が会合を行い，発効日を実際
に決定します。こうして決められた発効日から
6か月経過した日以降に開始する年の 1月 1日
以降に開始する対象グループの計算期間につい
て，適用が開始されるという規定になっていま
す。このように，発効の条件が満たされた後に
条約が実際に適用されるまで，少なくとも 6か
月の期間が設けられるとご理解いただければと
思います。ただ，具体的な適用開始時期につい
ては，当然ながら他国の状況にもよりますので，
現時点において予断をもって申し上げることは
できません。いずれにしても，対象となる企業
の皆さま，どこまでの企業が対象になるかとい
うのもあるのですが，皆さまの予見可能性を高
められるように引き続きしっかりと情報提供を
行っていきたいと考えています。
さらに，利益B関連について青山先生と山田
先生からご質問を頂いておりました。まず青山
先生から，わが国企業の実情を踏まえた対応に
ついてということで具体的なコメントを頂きま
した。この点に関して，まずこの機会にという
ことになりますが，昨年 9月の市中協議等にお
いて，ご質問のpricing�matrixを含めて，利益

Bに関してビジネス界の皆さまから実務に基づ
くコメントを頂いたことに感謝を申し上げます。
その上で，pricing�matrixについては，市中協
議に加えて専門技術的な議論を行う作業部会等
の国際的な場での議論や検討を経て策定され，
OECDの移転価格ガイドラインに組み込まれた
ものであります。
具体的に申し上げますと，世界各国で利用さ
れている公開データベースを利用しつつ，移転
価格分析で広く活用されている財務指標や統計
的手法を通じて，pricing�matrixを構築してい
ます。また，マトリックス上の各利益率には
0.5％の幅が許容されているほか，営業費用営
業利益率を用いたクロスチェックなどのような
補完的な措置も導入されています。以上により，
pricing�matrixについては，移転価格税制の適
用の簡素化・合理化という利益Bの目的や各国
の議論を踏まえつつ，グローバルな利用可能性
を考慮したもの，実務にも配慮したものになっ
ていると考えております。
また，山田先生からは利益Bに関する対応的
調整の点についてご質問を頂きました。ご質問
の趣旨については，簡素化・合理化アプローチ
の対象取引に対しての通常の独立企業原則が適
用されて二重課税が発生した場合の簡素化・合
理化アプローチと通常の独立企業原則との優先
関係についてであると認識しましたが，現段階
ではわが国におけるこのアプローチの導入の有
無も含めて検討中であるため，確定的なことを
申し上げることはできません。それを前提で申
し上げますと，本年 2 月に公表された利益Bガ
イダンスによると，利益Bを適用した国におけ
る利益Bの適用結果は，原則として相手国を拘
束しないとされています。他方，利益Bを適用
した国が一定の要件に該当する，いわゆるcov-
ered�jurisdictionである場合には，政治的なコ
ミットメントとしてその相手国は利益Bの適用
結果を尊重することとされているというのが回
答となるかと思います。私からの回答は以上と
なります。
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（吉村）　小多さん，どうもありがとうござい
ました。まだ政治的な議論も多くあるところで，
現時点で答えるのは難しい質問もあったかと思
いますが，率直でわかりやすいご回答をありが
とうございました。
それでは，以上で第 1部について終わらせて
いただきます。引き続き第 2部として，第 2の
柱，グローバル・ミニマム課税に入らせていた
だきます。それでは最初に小多さんからご説明
をお願いいたします。

Ⅲ． 第 2 部　第 2 の柱，グローバ
ル・ミニマム課税

1 ．第 2 の柱
〔第 2 の柱（グローバル・ミニマム課税）〕財

務省（29ページ）
（小多）　引き続き，私から第 2部，第 2の柱
についてご説明申し上げます。まず，こちらの
絵は何度もご覧いただいた方もあるかと思いま
すが，第 2の柱の概要全体像を示したものです。
第 2の柱のグローバル・ミニマム課税は，年間
総収入が7.5億ユーロ以上の多国籍企業を対象
に，一定の適用除外を除く所得について，各国
ごとに最低税率15％以上の課税を確保する仕組
みであります。
まず，所得合算ルール（IIR）についてご紹
介します。IIRは，軽課税国にある子会社等の
税負担が最低税率15％に至るまで，親会社等の
所在する国で課税する仕組みです。わが国では
令和 5年度税制改正において法制化を済ませ，
令和 6年 4月 1日以降に開始する事業年度から
適用開始しています。日本国内に最終親会社等
を有する多国籍企業グループが，軽課税国に子
会社等を配置して所得を蓄積することでグルー
プ全体の税負担を圧縮しているというケースを
想定した場合，国内の最終親会社に対して，当
該子会社等の15％相当の税負担に至らない部分
を課税することで，最低税率での税負担を実現
するということになります。これがIIRです。

次に，真ん中の軽課税所得ルール（UTPR）
についてです。IIRを導入するのみでは最終親
会社と子会社との所在地国を入れ替えるという
租税回避行為，いわゆるインバージョンに対処
することはできません。そこで，こうした場合
においても最低税率による税負担を実現すると
いう観点から，子会社等の所在地国において最
終親会社等の軽課税部分を課税する仕組みとし
て設けられるものがUTPRであります。
一番下の国内ミニマム課税（QDMTT）は，
自国に所在する多国籍企業グループ内の会社等
について，最低税率までの税負担を求める仕組
みであります。仮にわが国がIIR，UTPRを導
入した場合であっても，日本企業グループの最
終親会社等の税負担が最低税率による金額を下
回る場合には他国からUTPR課税を受ける可能
性があります。また，外資系企業グループの場
合についても，わが国に所在するグループ内の
子会社等の税負担が最低税率による金額を下回
ることになると，最終親会社等の所在地国にお
いてその分の金額がIIRによって課税される可
能性があります。わが国がQDMTTを導入して
いる場合になると，自国内の税負担を最低税率
相当まで引き上げることが可能になり，日本国
内に所在する多国籍企業グループに属する会社
等について，他国からIIR或いはUTPRの課税
を防止することが可能になります。
日本の話とは違う話になりますが，軽課税国
がQDMTTを導入すると，外国子会社は会社を
畳んで親会社が所在する国に戻ってくるのか，
それとも軽課税国が新たな税以外の優遇策，引
き留め策に出るのか，どういう動きに出ていく
のかということは今後注目される点になると思
います。こちらが第 2の柱の全体像になります。

〔 所 得 合 算 ル ー ル（IIR：Income Inclusion 
Rule）のイメージ〕財務省（30ページ）
これは既にご覧いただいた資料かもしれませ
んが，IIRのイメージを示した資料になります。
改めて簡単に復習しておきます。
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IIRによるミニマム課税のイメージは，まず
課税ベースには，調整された財務諸表の税引前
利益を使用します。15％と子会社が所在する国
での実効税率の差をトップアップ税率と呼びま
すが，これを算出します。次に，右側の適用除
外の部分は，有形資産（簿価）と支払給与の合
計，ここには一定割合と書いてありますが，将
来的には 5％です。これを課税ベースから除去
した上で，斜線部分のトップアップ税額を出し
ます。この適用除外がある考え方というのは，
事業実態がある企業，及び既に存在する政策税
制なりに一定の配慮を行う観点から導入されて
いるものであります。これを親会社が所在する
日本側で，親会社に対して課税するのがIIRの
考え方になります。

〔国内ミニマム課税（QDMTT：Qualified Do-
mestic Minimum Top-up Tax）のイメージ〕
財務省（31ページ）
QDMTTは，自国に所在する事業体全体の実
効税率が15％未満の場合に，他国においてIIR，
UTPRの上乗せ課税を防ぐために，15％に至る
まで課税する制度であります。他国ではヨーロ
ッパを中心にIIR及びQDMTTが2024年 1 月以
降開始する事業年度から適用されることから，
日本企業の一部は既に海外での法令対応の検討
が始まっていると承知しています。日本の話を
しますと，日本の法人税率は国と地方で約30％
なので，基本的にはQDMTT不要という考え方
もあると思いますが，各企業グループの実効税
率が15％を下回る場合もあり得ると認識してお
り，この場合にはQDMTTにより15％まで引き
戻されることになります。
資料に記載はないのですが，ここでQDMTT
セーフハーバーについても少しお話しします。
国際的に合意された一定の要件を満たした
QDMTTを日本が導入する場合には，わが国に
最終親会社等がある日本企業にとっては，その
外国子会社等の所在地国におけるUTPRの課税
の計算上，わが国のトップアップ税額はゼロと

見なされるとされています。これがQDMTTセ
ーフハーバーと呼ばれるものです。このため，
国際的に合意された一定の要件を満たした
QDMTTを日本が制度として導入することによ
り，日本企業にとっては事務負担の軽減という
メリットが期待されると認識しています。

〔令和 6 年度与党税制改正大綱（抜粋①）〕財
務省（32ページ）
IIRはご承知のとおり，令和 5 年度税制改正
において創設したわけですが，令和 6年度税制
改正で制度の明確化の観点から見直しを行って
おります。具体的な改正事項はこのページに記
載のとおりであり，さらに詳細を33～37ページ
に記載しておりますが，紹介は割愛します。
今申し上げたように，IIRについては，それ
から将来的にはQDMTTにしてもUTPRにして
も，創設して終わりというわけではなく，後で
紹介するガイダンスという形で順次出てきます
が，OECDの議論を踏まえて，運用する中で必
要な改正が，国内的な事情からも，或いは国際
的な要請としても出てくる可能性があり，今後
も年度の税制改正の中で改正していくことが必
要になることが想定されます。

〔外国税額控除（QDMTTが外国法人税の額に
含まれることの明確化）〕財務省（38ページ）
こちらはQDMTTとCFC税制の適用関係に
ついての資料になります。2023年 2 月に公表さ
れた執行ガイダンスにおいて，QDMTTとCFC
税制の適用順序に関して，QDMTTが優先適用
されるということが明確化されました。これを
受けて，右下にある設例②のように，QDMTT
の導入国に所在する子会社等に対して，
QDMTTの導入国（Y国）が第一次課税権を行
使できることになり，Y国において課税された
QDMTTの額は，X国所在の親会社で外国税額
控除の対象とすることが明らかになっています。
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〔グローバル・ミニマム課税に関するAdminis-
trative Guidance〕財務省（39～40ページ）
こちらは，昨年の租研大会以降に公表された
グローバル・ミニマム課税に関する執行ガイダ
ンスの内容を紹介している資料となります。ま
ず39ページですが，昨年12月に公表された執行
ガイダンスの第 3弾の内容を紹介しているもの
です。
まず 1 ポツですが，移行期間CbCRセーフハ
ーバー自体は令和 5年度の税制改正で既に導入
されているものですが，移行期間CbCRセーフ
ハーバーの要件の計算方法についての明確化が
記載されています。
2ポツの方はその他，閾値の判定に行われる

収入の範囲の明確化であるとか，会計年度のミ
スマッチがある場合の適用方法といったルール
の詳細についての記載がなされています。おお
むね法令への反映は既に済んでいるところでは
ありますが，一部については未反映であるため，
今後検討を進めていきたいと思っています。
それから40ページは，本年 6月に公表された
第 4弾のガイダンスの概要です。基本的には計
算方法の明確化といったテクニカルな論点にな
りますが，今後必要に応じて法令等に反映して
いくことを予定しております。引き続き議論が
続いておりますので，今後もガイダンスの第 5
弾といった形での公表が予定されているという
ふうにご理解いただければと思います。

〔令和 6 年度与党税制改正大綱（抜粋②）〕財
務省（41ページ）
続いて，CFC税制の関係についても少しお
話しさせていただこうと思います。本年度の与
党税制改正大綱の抜粋を載せています。CFC
税制に関して，第 2の柱の導入により対象企業
に追加的な事務負担が生じること等を踏まえ，
さらなる第 2の柱の法制化を踏まえて，必要な
見直しを検討するとされております。

〔外国子会社合算税制（CFC税制）の見直し〕
財務省（42ページ）
令和 5年度税制改正，令和 6年度税制改正に
おけるCFC税制の見直しの具体的な内容を載
せています。具体的なところで，吹き出しの形
で改正事項について書いてありますが，全部合
算課税の対象となるペーパーカンパニー等から
除かれる外国関係会社の範囲（ペーパーカンパ
ニー特例）を拡充します。ペーパーカンパニー
に該当しないと取り扱われる外国関係企業の範
囲が拡大することで，一定のペーパーカンパニ
ーに係る租税負担割合の計算等の作業が不要と
なり，企業の事務負担軽減につながるものと理
解しています。

〔租税条約上の最低課税ルール（STTR：Sub-
ject to Tax Rule）のイメージ〕財務省（43
ページ）
こちらがSTTRのイメージを資料として入れ

たものになります。これも第 2の柱の 1つのコ
ンポーネントとして含まれるものであり，租税
条約上の最低課税ルールというものであります。
基本的には途上国が軽課税国との間で租税条約
を結んでいる場合の，租税条約における源泉地
国課税を確保するための制度であります。
STTRを既存の租税条約に広く導入するための
ツールとして，STTRのマルチ条約の署名式が
近く予定されているのですが，これ自体は途上
国向けであるということでわが国が署名する予
定はありません。とはいっても，STTRを含む
このコンセンサスを歓迎しているというのがわ
が国の立場であると紹介しておきます。

2 ．情報交換
〔非居住者に係る暗号資産取引情報の自動交換

のための報告制度の整備等〕財務省（45ペ
ージ）
最後に，情報交換の話を幾つか資料として入
れさせていただいています。
暗号資産を利用した脱税リスクが顕在化して
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いることを受けて，OECDにおいて，非居住者
の暗号資産等取引情報を租税条約等に基づいて
税務当局間で自動的に交換するための国際基準
が策定されました。2023年のG20首脳宣言にお
いて，2027年までにこれによる各国間の情報交
換の開始というタイムラインが示されたところ
です。わが国においては，暗号資産交換業者に
よる非居住者の暗号資産等取引情報の報告制度
を整備するための法改正を令和 6年度の税制改
正において行いました。2027年に初回の情報交
換を実施することを見据えて，2026年 1 月から
報告制度の適用を開始する予定です。

説明としては以上になります。最後になりま
すが，特に第 2の柱のグローバル・ミニマム課
税については，実施に当たっても企業の皆さま
に色々とご面倒をおかけしていると思います。
こうした制度は，法人税の引き下げ競争に歯止
めをかけるとともに，企業間の国際的な競争条
件を確保することを目的としていること，これ
まで過度にアグレッシブと言ってもいいと思い
ますが，タックスプランニングを行ってきた多
国籍企業が低税率国を利用することが難しくな
り，ひいてはわが国の企業のためにもなると考
えているところでありますので，どうかご理解，
ご協力をお願いしたいと考えております。私か
らは以上であります。

Ⅳ．第 2 部に関する質問・意見

（吉村）　小多さん，丁寧にご説明いただき，
どうもありがとうございます。グローバル・ミ
ニマム課税については，言及ありましたとおり，
既に制度が動き出している中で，企業の事務負
担がクローズアップされることが増えていると
思います。執行ガイダンスによるさらなるルー
ルの具体化及びに負担の軽減に向けた動きが注
目されているところです。
それでは先ほどと同様，パネリストのお三方

から，今頂いたご説明に対する質問，ご意見を
頂戴したいと思います。先ほどと同様，最初に
青山さん，よろしくお願いいたします。

（青山）　では，青山から始めさせていただき
ます。第 2の柱についての詳しいご説明，あり
がとうございました。まず私からはコメントを
3点，そしてお尋ねしたいこと 3点を申し上げ
たいと思います。
まずコメントの 1番目は，先ほどのご説明に
ありました第 2の柱については，わが国には低
税率国の事業体をアグレッシブに利用する企業
グループが少ないといわれており，それら企業
をターゲットとして合意されたGloBE税制のう
ち，中心となるIIRの国内法制化を既に令和 5
年度改正で完成させ，その後発表されたOECD
の追加ガイダンス，先ほど詳しくご説明いただ
きましたけれども，これらについても令和 6年
度改正で対応した積極的な立法は，日本の企業
グループから見るとlevel�playing�fieldの要請に
も応えるものと評価されると考えます。
2番目は，2021年合意以降，QDMTTやUTPR

の内容明確化を通じて，各制度間の適用順序の
在り方やUTPRの租税条約適合性などの論点も
出てきており，わが国もIIR以外の国内法制化
については，ガイダンスを含めた検討状況を踏
まえて対応するとしていますけれども，米国の
UTPR導入国に対する議会での制裁関税提案な
どの動向を踏まえると，これは適切な対応と思
われます。
3点目は，第 2の柱と併存するものと位置付

けられた外国子会社合算税制との関係について
です。与党税制改正大綱でも，令和 5年度改正
のみならず今後も必要な見直しを検討するとの
弾力性を表明していますけれども，これも諸外
国の動向を踏まえると望ましいスタンスだと思
います。
質問が 3点ありますが， 1点目は，OECDで
は第 2の柱の税収効果についてインパクトアセ
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スメントを数次にわたって実施していますけれ
ども，財務省では最近のIIR，QDMTT，UTPR
の 3制度の効果をどのように見積もっておられ
るのでしょうか。
次に 2 点目は，CFC税制との関係ですけれ
ども，制度の趣旨がそれぞれ違うということを
理解しつつも，各国によってコンプライアンス
のレベルに違いがあることを踏まえると，先ほ
ど来説明があったコンプライアンスコストが過
大にならない方向の仕組みとして，将来的には
今後のこの 2つの制度を一本化するという方向，
これは閾値の実効税率のパーセントをどこにす
るかを含むと思いますけれども，そういう形で
統一化案を我が国も検討されるのかどうか感触
を伺えればと思います。この点は，あくまで各
国が主権の下で決められる問題と思います。
そして最後の 1点は，これは先ほどわが国に
とってはSTTRを合意する多国間条約について
は必要ないのだというご説明を承ったわけです
けれども，国際動向を含めて何か追加的な情報
がございましたら教えていただければと思いま
す。以上です。

（吉村）　青山さん，ありがとうございました。
それでは，続いて合間さん，お願いいたします。

（合間）　どうもありがとうございました。私
から 4点ご質問させていただきたいと思います。
第 1点目は，今後の情報発信の予定について
です。IIRに関しては通達或いはQ&A等，先週
もQ&Aの改定がありましたけれども，丁寧に
情報発信していただいており，たいへん感謝し
ております。ご担当が異なるのかもしれません
が，今後の情報発信について，これからもガイ
ダンスの対応等があると思っておりますが，企
業が実務を進める上で留意しておいた方がよい
予定があればご教示いただければと思います。
2 点目は，税務調査のイメージです。IIRに

関しては，扱うデータの性格もタイミングも既
存の法人税とはかけ離れたものとなると思って
います。税務ご当局の執行，いわゆる税務調査
はどのように行われることになるのでしょうか。
これも執行レベルの話ということでご担当とは
異なるのかもしれませんけれども，企業として
は非常に気になる点であり，制度設計の観点か
ら持たれているイメージなど，可能であればお
伺いしておきたいと思います。
3 点目は，Pillar� 2 の将来の方向性という少

し長いレンジの質問です。Pillar� 2 が既にスタ
ートしておりますが，セーフハーバールール等
が整備されて，或いは各国でQDMTTの導入が
進んでいくということになると，ミニマム課税
を維持・確保するという趣旨からは，将来，こ
の第 2の柱について見直しの余地が出てくるの
ではないかと考えているのですが，いかがでし
ょうか。
現在のGloBEルールは，QDMTTを考慮しな
いでETR（実効税率）を判定して，トップア
ップ税額を出して，QDMTTを控除する仕組み
で，非常に複雑なものとなっています。一方で
QDMTTのセーフハーバーが設けられることを
考えると，ETRの判定の段階でいろいろな制
度を組み込むことも可能でしょうし，そもそも
QDMTTが広く導入されることになれば，実は
IIRが不要となる世界も描けるのではないか，
いわばPillar� 2 の2.0のような世界も理想形とし
てあるのではないかと考えています。この点に
ついてご意見を頂ければと思います。
最後の 4 点目は，CFC税制の見直しの余地
についてお伺いしたいと思います。CFC税制
における実務負担の軽減については，企業とし
て強く要望してきており，既に幾つかの改正を
行っていただいています。今後さらなる改正も
うたわれているわけですけれども，実際にはど
のような形でそれが実現するのか，その可能性
をお伺いしたいと思います。企業としては大変
関心の高い事項になります。
青山さんからは負担税率の観点からのご提案
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があったと理解しておりますけれども，私は連
結納税グループ単位での判定について関心・興
味があり，例えば，グループの一体性に着目し
た米国のような連結納税制度であれば，単体で
はなくてグループ単位での判定の余地もあるの
ではないかと考えており，これも繰り返しにな
るかもしれませんけれどもお伺いしたいと思い
ます。以上です。よろしくお願いいたします。

（吉村）　合間さん，ありがとうございました。
それでは山田さん，お願いいたします。

（山田）　ご説明いただきありがとうございま
した。私からは大きく 3点質問させていただき
ます。
まず 1点目ですが，スライド39～40ページに
おいて，2023年12月に第 3弾の執行ガイダンス，
2024年 6 月に第 4弾の執行ガイダンスが公表さ
れたとのご説明がありました。OECDレベルで
の合意形成と執行ガイダンスの公表というダイ
ナミックな動きに対応しながら，執行ガイダン
スの重要なアップデートを国内法に反映する必
要がある一方で，執行ガイダンスの公表は日本
の税制改正プロセスとは一致していないという
課題が指摘されています。これに関連して，執
行ガイダンスを国内法に適時に取り込む際の工
夫やお考えについて追加的に承れますと幸いで
す。
2点目は，スライド32ページの令和 6年度税

制改正大綱でも触れられていますが，令和 7年
度税制改正以降に見込まれるさらなる「第 2の
柱」の法制化のスケジュールについて，現時点
で見通し等があればご教示いただけますと幸い
です。
3点目は，冒頭でもご説明いただきましたが，

スライド10ページのあたりで，第 2の柱のアプ
ローチについて，これは税率格差を制限し，軽
課税国への利益移転の誘引を制限することで法

人税引き下げ競争に歯止めをかけ，企業間の公
平な競争条件を確保することを目的とした制度
というご説明がありました。こちらも中長期的
な観点からの質問ですが，第 2の柱のアプロー
チが今後成功して，法人税引き下げ競争に歯止
めがかかった場合に，企業間の公平な競争条件
の確保という観点から，例えば第 2の柱におけ
る最低税率を引き上げていく方向性も考えられ
るのでしょうか。第 2の柱における最低税率は
比較的低率の15％であり，日本の法定税率より
も低くなっています。多国籍企業が国内企業よ
り低い税率で課税される理由がないとすると，
最低税率の引き上げも選択肢としてあり得るよ
うに思えるのですが，この点についてご教示い
ただけますと幸いです。どうぞよろしくお願い
します。

（吉村）　山田さん，ありがとうございました。
CFC簡素化の可能性といったことも含めて，
お三方からさまざまな質問があったところです。
それでは，今のご質問，ご意見を受けまして，
小多さんの方からご回答いただければと思いま
す。どうぞよろしくお願いいたします。

（小多）　ご質問ありがとうございます。たく
さん質問を頂いておりましたが，少しまとめて
ご回答させていただこうと思います。
まず，第 2の柱の今後の法制化のスケジュー
ルについてご質問を頂きました。この点は恐ら
く多くの方々にとって非常に関心が高いのでは
ないかと思いますが，申し訳ございませんが，
この 9月の段階において答えられることはなか
なか限られており，現時点では令和 6年度の税
制改正大綱で示したことにとどまらざるを得ま
せん。そこでの記載ということで言いますと，
QDMTTを含め，残された制度や論点について，
国際的な議論を踏まえて令和 7年度税制改正以
降に引き続き検討すると記載しております。現
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時点においてはそれにとどまらざるを得ないと
ころです。
国際的な議論という点に関して申しますと，
先ほど申しましたように累次出ているガイダン
スを反映させていくということで継続的に議論
しておりますので，それらについてできるもの
はやっていくということで順次入れていきます。
そういう意味では，IIRについても，また令和
7年度税制改正において追加的な改正を行う可
能性ももちろんあります。
また，QDMTT，UTPRについてはまだ法制
化できておりませんので，これも準備ができた
ものから，海外の導入状況を踏まえながら検討
して行っていきます。わが国としては，これま
で旗を振ってきたという立場ですので，大きな
方向性としては法制化を進めていくという方向
性には何ら変わりはないということは申し上げ
ておこうと思います。
今の話の流れの続きで申し上げますと，山田
さんから執行ガイダンスの国内法への取り込み
方についてご質問を頂いておりましたので少し
解説的に申し上げますと，GloBEルールはご承
知のとおり，コモンアプローチという形で規定
されており，条約ではなくて，各国がそれぞれ
導入していくものであります。このコモンアプ
ローチの内容としては，新たに公表されたガイ
ダンスの法制化も可能な限り早期に対応するこ
とが望ましいと考えられているところです。で
すから，わが国においても，内容が十分に明確
になったと判断された段階で可能な限り早期に
法制化対応をしていきます。
皆さまへの情報提供についてもしっかりと進
めていきたいと思っておりますし，合間さんか
ら話があった，何に気を付けておけばいいのか
というところについては，日本語版で財務省或
いは国税庁から示したものとともに，OECDか
らどういうガイダンスが出ているのかも見てい
っていただけるとよろしいのではないかと思い
ます。
また，青山さんから税収についてご質問を頂

きました。これはなかなか難しくて，外にお示
しできるものは現時点においてはないというの
が正直な回答です。ただ，我々として第 2の柱
については，直接的な税収効果以上に，先ほど
来申し上げておりますとおり，法人税の引下げ
競争に歯止めをかけたり，国際的な企業間の競
争条件の公平性を確保するといった観点からの
メリットが大きいと思っています。日本にとっ
て，或いは日本企業にとってそういう観点から
のメリットが大きい取り組みであるとご理解い
ただければと思います。
順不同で申し訳ないのですが，第 2の柱の将
来という点について，山田さん，合間さんから
お話を頂きました。第 2の柱に関する各国の法
整備が進んで一定の調和が図られた場合には
IIRが不要となるのではないかという発言も合
間さんからありましたが，極めて正しい理解だ
と思います。それがまさに望ましい世界と思わ
れるところです。一方で山田さんからは，例え
ば将来的に現在15％の最低税率を引き上げるよ
うなことも選択肢として考えられるのではない
かという，非常に野心的なと言っていいかわか
りませんが，スケールの大きなご質問も頂いた
ところです。第 2の柱については，各国におけ
る導入は任意である一方で，導入する場合には
モデルルールであるとか，或いはガイダンスに
沿った内容であることが求められるところです
が，今後は導入された制度について相互審査で
見ていくようなプロセスも予定されています。
まずはグローバル・ミニマム課税の制度につい
て，現状はモデルルール等に沿った仕組みの導
入を進めていくことがまだ重要だというステー
ジにありまして，税率に関してもまずは現在合
意されている15％という最低税率の確保に向け
て，その実現を最優先していくことが今の状況
だと認識しており，我々としてもそれに全力を
尽くしたいと考えています。
将来の見通し，或いは見直しとなりますと，
なかなかまだ何とも言えないというのが正直な
ところではありますが，国際的な議論の中にし
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っかりと入って，今後の動向をしっかりと見て，
そして対応していくことが大切だと思います。
そのプロセスにおいては，民間の事業者の方々
のご意見もまた聞かせていただきながら考えて
いきたいと思っております。
また，税務調査のご質問を頂きました。確か
に実務的には非常に関心が高いところだと思い
ます。ただ，合間さんもご認識のとおり，私ど
も財務省の立場と国税庁の立場は若干違います
ので，私から答えるのはなかなか難しいところ
ではありますので，今日の時点では答えられる
範囲だけ答えさせていただきます。
例えば 3月決算の法人を前提とすると，今の
予定では令和 8年 9月末までに初回の申告書の
提出が予定されています。第 2の柱の執行につ
いては，新しい制度ということもあって今もま
さに追加的な執行ガイダンスが議論されて，策
定されているところであります。当局としては，
制度が円滑に開始されて実施されていくために，
まずは納税者の皆さまに対してしっかりと周知
広報をして，情報提供もして，制度の説明もし
て，適切な申告を行っていただけるように準備
を進めていきたいとしか今の時点では申し上げ
られないところです。今日，オンラインでは国
税庁の方々も聞いていらっしゃるようですし，
問題意識は伝わっているかと思いますので，私
どもからもまた後日伝えておきたいと思うとこ
ろであります。
続けて，本当に順不同で全く申し訳ないので
すが，CFC税制（外国子会社合算税制）につ
いても，青山さん，合間さんからご発言を頂き
ました。CFC税制については，令和 5 年度税
制改正，令和 6年度税制改正においても追加的
な見直しを行ってきたところです。今後の見直
しについてはなかなか確たることは申し上げら
れませんが，今後もさらなる第 2の柱の法制化
を踏まえて必要な見直しを検討することになっ
ておりますので，これに沿って検討を進めてい
く予定にしているところです。
合間さんからお話があったグループ単位の具

体的な話については，なかなか今回回答し難い
ところではあるのですが，そういった問題意識，
ご要望があったということについてこの場で留
意したいと思っております。
最後に情報発信について少し言及しておきた
いと思います。令和 5年度の税制改正における
IIRの創設以降，第 2 の柱について，これまで
パンフレットや通達の解説，Q&Aといった形
で縷々作成・公表するとともに，経済団体等に
対する説明会も実施して，制度の周知・広報を
進めてきたところであります。直近で申し上げ
ると，この 9月に令和 6年度の税制改正を踏ま
えたQ&Aの改定版を国税庁から公表しました。
また現在も，本年 8月に公表した通達の解説の
公表に向けての作業が進められています。引き
続き，OECDから発出される執行ガイダンスの
追加，或いは税制改正も踏まえて，積極的な制
度の周知・広報を進めていきたいと考えていま
す。引き続き，税務行政へのご理解とご協力を
頂ければと思います。よろしくお願いいたしま
す。私からは以上です。どうもありがとうござ
いました。

おわりに

（吉村）　小多さん，どうもありがとうござい
ました。円滑な進行に皆さまご協力いただいた
関係で，予定時間内に終了できそうです。こち
らで第 2部を終了したいと存じます。本日は 2
つの柱の進捗状況について最新の情報をご披露
いただきました。今後の動向については不確実
な要素が残りますので，まだまだ注視が必要な
一方，実施に向けた準備を進めていかなければ
ならない状況かと存じます。その基礎となる見
通し，或いは考え方を本日のディスカッション
から得られたのではないかと思っております。
私自身，本日の皆さまの議論を拝聴してかなり
深い理解を得ることができました。パネリスト
の皆さまに改めて感謝申し上げたいと思います。
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それでは，これで国際課税に関するパネルデ
ィスカッションをお開きにさせていただきます。

ご協力どうもありがとうございました。
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＜総論＞

1 ．�わが国経済社会の構造的な問
題と税制の在り方

（林）　それでは私から，令和 7年度の税制改
正に関する意見の報告をさせていただきたいと
思います。
本意見書はいろいろなプロセスを経て作成し
ております。学者が中心となっている政策検討
会，それから各種の研究会，企業の方々をメン
バーとする政策委員会，企画・運営小委員会，
正副会長会議，そして租研会員に対するアンケ
ートなども踏まえて作成しております。従って，
租研の意見書は他の税制改正要望とは少し異な
った特徴を持っていることをまず申し上げなけ
ればならないと思います。
第 1は，日本が抱えている構造問題を踏まえ
た提言だということです。意見書は令和 7年度
の税制改正に関する租研意見となっております
が，中長期的な構造改革における税制面での取
り組みも重視しています。また，構造問題はイ
メージベースではなく，しっかりしたデータの
裏付けがなされています。

第 2は，提言のよりどころを租税理論に求め
ながら企業活動や税制の現状に関する租研意見
の考えを融合させた意見書になっていることで
す。これは政策検討会や研究会での議論，そし
て企業のメンバーとの議論を経て作成されてい
るからこそ実現できるものです。つまり，理論
と実践の両面を考慮した意見書になっていると
いうことをまず申し上げたいと思います。
それから第 3は，税の議論ではどちらかとい
うと軽視されがちな簡素という租税原則を重視
している点です。税が社会経済活動のインフラ

� 9 月18日㈬・午後

「令和 7年度税制改正に関する租研意見」＊の解説

株式会社EBPM研究所　代表取締役

林　宜嗣

＊�「令和 7年度税制改正に関する租研意見」は（公益社団法人）日本租税研究協会のホームページ上に掲載
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としての役割を果たすためには，税が適正に設
計されていることが必要であることは申すまで
もありません。しかしながら，税の仕組みが複
雑であったり，或いは納税事務手続きの負担が
大きかったりしたのでは，企業活動にむしろマ
イナスになってしまいます。
それでは，概要に沿ってご説明を申し上げま
す。

〔わが国経済社会の構造的な問題〕
わが国の経済社会が直面している構造問題の
第 1は，経済活力の停滞です。バブル崩壊後，
失われた10年といわれていたものが，現在では
失われた30年といわれている状況です。経済成
長率は先進国の中では低い水準となっています
が，その背景には投資や消費の低迷，企業活動
における新陳代謝の遅れ等があります。また，
労働生産性が低いことも日本の構造問題です。
第 2は，人口減少，少子高齢化の進行です。
人口減少は国内市場の縮小，労働力不足によっ
て日本の経済成長率を低下させると同時に，高
齢化による社会保障費だけでなく少子化対策を
はじめとする全世代型社会保障によって財政支
出の膨張につながります。
第 3の構造問題は，格差の拡大です。相対的
貧困の増大と世代を超えた格差の拡大或いは固
定化という個人間の格差だけでなく，経済活動
の地域間格差の拡大によって税収格差が大きく
なり，行政水準の格差にもつながっていきます。
第 4は，財政問題です。日本の財政はご案内
のように，歴史的，国際的に見ても最悪の状況
となっています。巨額の財政債務は将来世代へ
負担を先送りし，世代間の不公平を拡大させる
だけでなく，財政運営の弾力性を損ない，国民
に真に必要な公共サービスが供給できなくなっ
てしまうような事態をもたらしかねません。

〔「構造問題」への対応〕
こういった構造問題への対応が必要です。
第 1は，経済活力の強化です。経済ダイナミ

ズムを強化し，成長と分配の好循環を生み出さ
なくてはなりません。そのためにも日本のビジ
ネス環境を良くし，企業の国際競争力や立地競
争力を高めることが必要です。それには成長分
野への重点的な投資，イノベーションや投資に
よる生産性の向上，スタートアップの促進によ
り，事業の新陳代謝を促すことが重要です。
第 2は人口減少，少子化への対応です。人口
減少は労働力不足にもつながりますが，職種や
分野によっては，労働力不足問題も出ています。
従って，労働生産性を高めると同時に人口減少
対策として労働移動の円滑化を進めることも重
要ではないかと考えています。
第 3は，格差問題への対応です。財政による
事後的な再分配である，いわゆる社会保障や累
進税といったものの役割が期待されております
けれども，やはり再分配に関しては，給付・負
担の水準についての国民的な議論が必要です。
その際，税・保険料による負担と各種給付によ
る受益を総合的に見ることが重要であり，税と
社会保障を一体化した制度，つまり給付付き税
額控除等の導入についても検討すべきであると
考えています。
第 4は，財政の健全化への対応です。そのた
めにも歳出・歳入両面からの改革が必要であり，
特に歳出に関しては科学的根拠に基づいた政策
立案（EBPM）の推進が不可欠です。また，国
民負担の在り方を含めて受益と負担の適正化も
重要だと考えております。
こうした構造問題への対応に対して税はどう
あるべきなのかということを，税制改革の基本
的視点のところで提案しています。

2 ．税制改革の基本的視点

〔経済活力に資する税制の構築〕
構造問題への対応は，歳出も含めた総合的な
取り組みが必要ですが，やはり税は非常に重要
な役割を示しています。経済活力に関しては，
わが国企業の国際競争力を強化し，日本全体の
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立地競争力を向上させる観点から，特に法人税
の税率，課税ベースの在り方が重要です。
また法人税に関しては，イノベーション，ス
タートアップ，デジタル化，脱炭素などへの重
点投資の促進と，生産性を向上させるために政
策税制の活用も重要です。
また個人税に移って所得税についても，女
性・高齢者等の活躍の促進，成長分野への人材
移動を促すためにも，働き方に中立的な税制の
構築が必要です。
〔財源調達機能の強化〕
財源調達機能の強化に関しては，社会全体に
利益が及ぶ公共サービスの財源は，保険料より
はむしろ税によって賄うこと，社会保障財源と
しては消費税で受け止めるべきことを提案して
います。日本は地方財政の規模が国際的に見て
大きく，従って財政責任を伴った地方行財政運
営の実現が特に重要であります。地方税の改革
に関しては，応益原則に基づく制度改革を行う
こと，そして地域偏在が小さく安定的な税収が
見込める地方税体系の構築が求められています。
〔租税原則を重視した税制の構築〕
税制改革には，今申し上げたような基本的視
点が必要ですけれども，税は財政支出の財源調
達手段です。そのためにも，税が備えるべき原
則があり，それが公平・中立・簡素という 3つ
の原則です。
公平は，人々が負担能力に応じて税を分かち
合うという応能原則を意味するのですが，現在
世代と将来世代という世代間においてもこの原
則が満たされる必要があります。
中立は，税収調達手段である租税が個人や企
業の活動に対して与えてしまう影響，ゆがみを
極力小さくするという視点で税収調達を行って
いかなければいけないという原則です。
簡素は，納税者にとって理解しやすく，そし
て徴税者にとっても徴税コストのかからない税
の仕組みを構築するということです。納税事務
負担の軽減や税負担に関する予見可能性を高め
るためにも税は簡素でわかりやすいものでなけ

ればなりません。

3 ．税体系

公平・中立という原則はしばしばトレードオ
フの関係にあることがあります。また，単一の
税で全ての租税原則を同時に満たすことはでき
ません。従って，どうしても複数の税目が必要
になります。これが租税体系ということになり
ます。
日本を支える税体系としては，所得に対する
課税，消費に対する課税，資産に対する課税の
バランスを図りつつ広く全世代が負担すること，
そして景気に左右されにくい財源を確保するこ
とが重要であり，そのためにも所得税が持つ税
収調達機能の回復も視野に入れ，消費税と所得
税を両輪とした税体系を構築するべきだと提言
しています。

＜各論＞

4 ．所得税

続いて，各論に移りたいと思います。まず所
得税です。過去の改正で，累積で約10兆円に上
る税収が減少しました。現在，税制改正等によ
って税収は回復しつつありますが，長期的には
財源調達機能はやはり弱まっています。この機
能の回復を視野に入れ，低税率適用ブラケット
幅の縮小など，税負担構造についても検討を加
える必要があるという提言をしています。
所得税の再分配機能という観点からは，所得
控除から税額控除への転換，その際に給付付き
税額控除の導入も検討すること，それから資産
所得，とりわけ金融所得課税の在り方について
も検討を加えていくべきだという提案をしてい
ます。
所得税は，働き方やライフコースに影響を与
える可能性があります。従って，雇用・就業形
態，所得の稼得形態の多様化が進む中で，婚姻，
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働き方などに関する個人の選択への中立性を確
保し，就労を阻害しないように所得区分，課税
方式或いは各種控除等についても検討を加える
必要があります。
給与所得者とフリーランスとのバランス，退
職給付，それから各種年金の拠出，運用，給付
段階における課税の在り方についても中立性の
確保，適正な税負担の実現という観点からの検
討が必要です。所得税については，再分配機能
或いは税負担構造をどうすべきかといったこと
についてまだ議論を加えていかなければならな
いということもあり，「検討を加える」という
提案でとどまっているものもあります。

5 ．相続税・贈与税

贈与税には，富の集中抑制や格差の固定化防
止といった機能が期待されています。平成25年
度税制改正において基礎控除の引き下げ，最高
税率の引き上げなどが行われたために，富の集
中抑制という機能は一定程度回復しました。今
後とも税制全体を通じた所得再分配が適正に果
たされるように，相続税の在り方について検討
することが必要であります。
資産の世代間移転を促進することを目的とし
て，結婚・子育て・教育・住宅取得資金に係る
贈与税の非課税措置が導入されました。しかし
ながらこれについても，格差の固定化につなが
らないように今後も見直しが必要だという提案
をさせていただきました。
事業承継税制については，第三者への事業引
き継ぎ，それから統合等のバランスも考慮しつ
つ，適用状況，効果検証を踏まえた検討が必要
です。

6 ．法人税

当協会が会員を対象にした調査でも，法人税
制が企業活動に与える影響が大きいという回答
が寄せられています。従って，日本経済を活性

化するという観点から経済成長を促す法人税制
を構築する必要があります。
これまで成長志向の法人税改革としては税率
の引き下げと課税ベースの拡大が行われてきま
したが，今後においては法人税率，課税ベース
等についてはグローバルミニマム課税の導入な
ども踏まえて国際的に調和の取れたものとしつ
つ，投資や賃上げに積極的に取り組む企業を後
押しするようなメリハリのある税制が望ましい
と提案しています。
具体的にはイノベーション促進或いはスター
トアップ支援のため，今後も研究開発税制，イ
ノベーションボックス税制の改善・拡充が必要
です。
グループ通算制度については，事務負担軽減
の観点からの制度改正を行っていく必要がある
と提案しました。その他，法人税については，
受取配当益金不算入制度，欠損金の繰越控除制
度について課税ベースを拡大して行われた制限
の見直しが必要だと提案しています。

7 ．国際課税

国際課税については，以下の点を提案しまし
た。第 1は，国際的二重課税を排除し，投資交
流を阻害しない国際課税ルールを構築するため，
多国間フォーラムでの合意形成の上，国内法・
租税条約の整備を進めること。第 2は，移転価
格税制をはじめとする国際課税制度の執行，租
税条約の適用における予測可能性の確保，事務
負担軽減のため，取り扱いの明確化，事前確
認・相互協議制度の適切な運用が重要であると
いうことを示しています。第 3は，デジタル経
済に対応するため，新たな二重課税，企業の事
務負担の増加につながらないよう，制度の明確
化，納税コストの最小化を図ること。そして第
4は，国際最低課税額制度の法制化と運用に関
しては納税事務負担の軽減，外国子会社合算税
制については事務の重複排除の観点から抜本的
な見直しが行われること。以上の点を提案させ
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ていただきました。

8 ．消費税

消費税については，既に税体系のところでも
指摘しているように，財政健全化と社会保障関
係費の増加に対応する財源として消費税の果た
す役割が重要だと考えております。
その他にも，以下の点を提言しました。消費
税の使途が社会保障に限定され，受益面も考慮
するならば，低所得者には有利な制度となって
いるということを十分に説明し，国民の理解と
納得を得ていく必要があるということ，制度の
信頼性・透明性を高める観点からインボイス制
度の円滑な実施が重要であり，中小事業者向け
の特例についても課税の公平性・信頼性の観点
からの見直しが必要であること，軽減税率制度
は公平・中立・簡素の観点から弊害があるとい
うこと，そして今後適用対象が拡大しないよう，
厳格な歯止めを設けるべきであるということを
提案しました。逆進性の問題或いは低所得者対
策については給付方式によって対応することが
望ましいというのは，従来からの提案を引き続
き行っています。

9 ．地方税

地方税については，以下の点を提案しており
ます。財政規律を伴った地方行財政運営の実現
のため，地方行政サービスの費用をその受益者
が広く負担する応益課税原則を，地方税につい
ては明確にする必要があるということ，地方財
政支出が現在，福祉或いは生活関連など対個人
向けの割合を高めている中で，地方税について
も全体の税収を確保しつつ法人から個人に比重
を移すとともに，課税標準が重複する税目の統
廃合等も検討する必要があるという提案をしま
した。それから負担分任，応益課税の考え方に
基づき，個人住民税均等割の引き上げ，法人事
業税における外形標準課税の拡充，土地に係る

固定資産税の負担適正化，ふるさと納税制度の
見直し等についても検討することを提案してい
ます。

10．その他の税

自動車関係諸税については，受益者負担・原
因者負担の原則に加えて，カーボンニュートラ
ル目標の実現，電気自動車の普及などと整合的
なものになるように，課税の考え方，税体系の
再構築が必要であるとしました。
それから，カーボンニュートラルの目標は産
業競争力の強化と経済成長を実現しながら達成
していくことが重要であること，そのためにも
政策はパッケージとして進めるべきであって，
炭素に対する賦課金も政策パッケージの 1つと
して適切な制度設計が必要であるという提案を
しました。そして，脱炭素型社会への移行に伴
うコストは国民全てが広く負担すべきものであ
って，炭素価格の適正な転嫁が重要だという提
案をしています。

11．納税環境の整備

納税環境については以下の点を提言しました。
言うまでもなく税は民主主義の根幹であります。
国民が税の意義と役割，受益と負担の関係性を
理解し，適正な納税が行われるように，税制及
び財政の現状に関する情報を正確かつタイムリ
ーに提供するとともに租税教育の充実などが重
要であること，それから国税，地方税の申告・
納税手続きのデジタル化・キャッシュレス化を
進め，納税者の利便性の向上，事業者のバック
オフィス業務の生産性の向上，税務行政の効率
化を進めることによって，社会全体のコスト削
減につなげることが重要であること，そして徴
税・給付事務の迅速・正確な実施に加えて，社
会保険制度における資産勘案，給付付き税額控
除制度など，公平な給付と負担を今後実現して
いくための基盤としてマイナンバーを活用し，
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所得・資産の正確な把握を行うことが重要であ
るという納税環境の提案をしました。
以上，租研の意見のポイントを説明させてい
ただきました。詳細は本編をお読みいただくと

ともに，意見書にはバックデータとして資料編
を付けておりますので参照していただければと
思います。
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通
じ

た
再

分
配

（
給

付
・負

担
の

水
準

に
つ

い
て

国
民

的
議

論
が

必
要

）

➢
 

公
平

な
給

付
と負

担
の

実
現

（
世

代
間

・世
代

内
の

公
平

、資
産

・所
得

の
正

確
な

把
握

）

➢
 

税
と社

会
保

障
を

一
体

化
した

仕
組

み
（

給
付

付
き

税
額

控
除

）
の

検
討

 

➢
 

歳
出

・歳
入

両
面

か
ら

の
改

革
（

EB
PM

に
よ

る
政

策
立

案
、

O
ut

co
m

e-
O

rie
nt

ed
な

支
出

の
徹

底
）

➢
 

受
益

と負
担

の
適

正
化

（
社

会
保

障
関

連
給

付
の

効
率

化
・重

点
化

税
と社

会
保

険
料

の
役

割
分

担
）

➢
 

政
府

の
役

割
（

財
政

に
関

す
る

情
報

提
供

、国
民

・納
税

者
の

理
解

）
➢

 
25

年
度

Ｐ
Ｂ

黒
字

化
目

標
の

堅
持

、中
期

計
画

の
策

定
・実

施
➢

 
健

全
化

の
取

組
を

担
保

す
る

仕
組

み
（

「独
立

財
政

機
関

」の
設

置
）

 

➢
 

応
能

負
担

・垂
直

的
公

平
（

税
を

通
じた

再
分

配
の

実
現

）
⇒

（
所

得
税

・資
産

課
税

）
再

分
配

機
能

の
あ

り方
➢

 
世

代
間

の
公

平
（

将
来

世
代

へ
の

負
担

の
先

送
り不

可
）

⇒
（

所
得

税
・消

費
税

な
ど）

税
収

調
達

機
能

の
回

復
・強

化

➢
 

ライ
フコ

ー
ス

・働
き

方
の

選
択

に
中

立
的

な
税

制
⇒

（
所

得
税

）
所

得
区

分
、課

税
方

式
、諸

控
除

の
あ

り方
➢

 
ライ

フサ
イク

ル
・生

涯
所

得
に

対
す

る
中

立
性

⇒
（

消
費

税
）

➢
 

企
業

の
投

資
・立

地
選

択
に

対
す

る
中

立
性

⇒
（

法
人

税
）

税
率

・課
税

ベ
ー

ス
等

の
国

際
的

整
合

性
（

国
際

課
税

）
デ

ジ
タル

化
に

対
応

した
国

際
課

税
ル

ー
ル

の
整

備

➢
 

複
雑

化
した

税
制

の
簡

素
化

（
税

務
リス

クの
縮

減
）

➢
 

租
税

特
別

措
置

の
整

理
・合

理
化

（
ス

クラ
ップ

＆
ビル

ド）

➢
 

税
務

執
行

・納
税

事
務

コス
トの

低
減

⇒
デ

ジ
タル

活
用

に
よ

る
申

告
・納

税
手

続
の

利
便

性
向

上

①
 経

済
活

力
の

停
滞

 

租租
税税

原原
則則

をを
重重

視視
しし

たた
税税

制制
のの

構構
築築

④
 財

政
問

題

④
 財

政
の

健
全

化
②

 人
口

減
少

、少
子

化
へ

の
対

応
展

  
③

 格
差

へ
の

対
応

  
  

①
 経

済
活

力
の

強
化

 

ⅡⅡ
税税

制制
改改
革革

のの
基基

本本
的的
視視

点点
  公

平
  

中
立

簡
素

➢
 

潜
在

成
長

率
の

低
下

➢
 

労
働

力
不

足
➢

 
社

会
保

障
給

付
の

増
大

（
財

政
、税

・社
会

保
障

制
度

へ
の

影
響

）
 

➢
 

所
得

格
差

の
拡

大
・相

対
的

貧
困

➢
 

世
代

を
超

え
た

格
差

の
固

定
化

➢
 

地
域

間
格

差
  

③
 格

差
の

拡
大

 
②

 人
口

減
少

、少
子

・高
齢

化
の

進
展

経
済

活
力

の
停

滞
 

 税
の

役
割

・機
能

（
財

源
調

達
・所

得
再

分
配

、政
策

手
段

とし
て

の
税

制
、税

制
が

企
業

・個
人

の
行

動
に

及
ぼ

す
影

響
）

社
会

・経
済

情
勢

の
変

化
、国

際
的

整
合

性
、構

造
問

題
に

対
応

した
税

制
構

築
の

必
要

性

＊
各

論
Ⅳ

,Ⅵ
. 

＊
各

論
Ⅳ

,Ⅵ
,Ⅷ

. 
＊

各
論

Ⅸ
. 

＊
各

論
Ⅳ

,Ⅴ
. 

＊
各

論
Ⅳ

,Ⅵ
,Ⅷ

. 
＊

各
論

Ⅺ
. 

令
和
7
年
度
�税
制
改
正
に
関
す
る
租
研
意
見
（
概
要
）
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ⅢⅢ
税税

体体
系系

○○
税税

目目
・・

課課
税税

ベベ
ーー

スス
（（

個個
人人

所所
得得

課課
税税

、、
法法

人人
所所

得得
課課

税税
、、

消消
費費

課課
税税

・・
資資

産産
課課

税税
））

のの
ババ

ララ
ンン

スス
のの

取取
れれ

たた
税税

体体
系系

のの
構構

築築

消
費

税
は

、
現

役
世

代
に

負
担

が
集

中
せ

ず
、

全
世

代
で

負
担

を
分

か
ち

合
う

こ
と

が
で

き
る

た
め

、
全

世
代

型
の

社
会

保
障

を
支

え
る

基
幹

税
と

し
て

相
応

し
い

。

消
費

税
率

の
引

上
げ

に
よ

り
安

定
的

な
財

源
を

確
保

す
る

と
と

も
に

、
所

得
税

の
税

収
調

達
能

力
の

回
復

を
視

野
に

入
れ

、
消

費
税

と
所

得
税

を
両

輪
と

し
た

税
体

系
を

構
築

す
べ

き
。

各各 論論

ⅣⅣ
所所

得得
税税

ⅧⅧ
消消

費費
税税

○○
過

去
の

改
正

で
低

下
し

た
税税

収収
調調

達達
機機

能能
のの

回回
復復

が
必

要
。

そ
の

際
、

所
得

税
の

負
担

構
造

に
つ

い
て

、
低低

税税
率率

適適
用用

ブブ
ララ

ケケ

ッッ
トト

幅幅
のの

縮縮
小小

な
ど

に
つ

い
て

も
検

討
す

る
必

要

○○
所

得
税
の

再再
分分

配配
機機

能能
のの

発発
揮揮

と
い

う
観

点
か

ら
、
所所

得得
控控

除除
かか

らら
税税

額額
控控

除除
へへ

のの
転転

換換
（（

給給
付付

付付
きき

税税
額額

控控
除除

のの
導導

入入
））
、、
資資

産産
所所

得得
（（

金金
融融

所所
得得

））
課課

税税
のの

ああ
りり

方方
に

つ
い

て
検

討

○○
ラ

イ
フ

コ
ー

ス
、

雇
用

・
就

業
形

態
、

所
得

の
稼

得
形

態
の

多
様

化
が

進
む

中
で

、、
婚婚

姻姻
、、

働働
きき

方方
なな

どど
にに

関関
すす

るる
個個

人人
のの

選選

択択
へへ

のの
中中

立立
性性

をを
確確

保保
し
、

就
労

を
阻

害
し

な
い

よ
う

、
所

得
区

分
、

課
税

方
式

、
各

種
控

除
等

に
つ

い
て

検
討

す
る

必
要

○○
給給

与与
所所

得得
者者

とと
フフ

リリ
ーー

ララ
ンン

スス
とと

のの
ババ

ララ
ンン

スス
、、
退退

職職
給給

付付
（（

一一
時時

金金
・・
年年

金金
））
、、
各各

種種
年年

金金
のの

拠拠
出出

、、
運運

用用
、、
給給

付付
段段

階階
にに

おお

けけ
るる

課課
税税

のの
ああ

りり
方方

に
つ
い

て
中中

立立
性性

のの
確確

保保
、、

適適
正正

なな
税税

負負
担担

のの
実実

現現
と

い
う

観
点

か
ら

検
討

が
必

要

○○
財財

政政
健健

全全
化化

とと
社社

会会
保保

障障
関関

係係
費費

のの
増増

加加
に

対
応

す
る

財
源

と
し

て
消消

費費
税税

のの
果果

たた
すす

役役
割割

がが
重重

要要

○○
消消

費費
税税

のの
使使

途途
がが

社社
会会

保保
障障

にに
限限

定定
ささ

れれ
、、
受受

益益
面面

もも
考考

慮慮
すす

るる
なな

らら
低低

所所
得得

者者
にに

有有
利利

なな
制制

度度
と

な
っ

て
い

る
こ

と
等

を
十

分
に

説
明

し
、

国国
民民

のの
理理

解解
とと

納納
得得

をを
得得

るる
こ

と
が

重
要

○○
制制

度度
のの

信信
頼頼

性性
・・
透透

明明
性性

を
高

め
る

観
点

か
ら

も
イイ

ンン
ボボ

イイ
スス

制制
度度

のの
円円

滑滑
なな

実実
施施

がが
重重

要要
。。
中

小
事

業
者

向
け

の
特

例
に

つ
い

て
も

課

税
の

公
平

性
・

信
頼

性
の

観
点

か
ら

見
直

し
が

必
要

○○
軽軽

減減
税税

率率
制制

度度
は

、
公

平
、
中

立
、
簡

素
の

観
点

か
ら

弊
害

。
適適

用用
対対

象象
がが

拡拡
大大

しし
なな

いい
よよ

うう
厳厳

格格
なな

歯歯
止止

めめ
を
設

け
る

べ
き
（

逆
進

性

の
問

題
に

は
給給

付付
方方

式式
に
よ

り
対

応
す

る
こ

と
が

望
ま

し
い

）

ⅤⅤ
相相

続続
税税
・・

贈贈
与与

税税
ⅨⅨ

地地
方方

税税

○○
税

制
全
体

の
中

で
相相

続続
税税

のの
機機

能能
（（

富富
のの

集集
中中

抑抑
制制

・・
格格

差差
のの

固固
定定

防防
止止

））
のの

適適
切切

なな
発発

揮揮
が

重
要
。
資資

産産
のの

移移
転転

時時
期期

にに
中中

立立
的的

なな
税税

制制
を

構
築

す
る

観
点

か
ら

の
相

続
税

・
贈

与
税

の
見

直
し

に
つ

い
て

も
検

討
を

進
め

る
べ

き

○○
資

産
の

世
代

間
移

転
促

進
を

目
的

と
し

て
導

入
さ

れ
た

、
結

婚
・

子
育

て
・

教
育

・
住

宅
取

得
資

金
に

係
る

贈贈
与与

税税
のの

非非
課課

税税

措措
置置

に
つ

い
て

は
、

格格
差差

のの
固固

定定
化化

にに
つつ

なな
がが

らら
なな

いい
よよ

うう
、、

今今
後後

もも
見見

直直
しし

がが
必必

要要

○○
事事

業業
承承

継継
税税

制制
に

つ
い

て
は

、
第第

三三
者者

へへ
のの

事事
業業

引引
継継

・・
統統

合合
等等

とと
のの

ババ
ララ

ンン
スス

もも
考考

慮慮
し

つ
つ

、
適

用
状

況
・

効
果

検
証

を

踏
ま

え
た

検
討

が
必

要

○○
財財

政政
規規

律律
をを

伴伴
っっ

たた
地地

方方
行行

財財
政政

運運
営営

の
実

現
の

た
め

、
地

域
行

政
サ

ー
ビ

ス
の

費
用

を
そ

の
受

益
者

が
広

く
負

担
す

る
応応

益益
原原

則則
をを

明明

確確
にに

すす
るる

必必
要要

〇〇
地

方
財
政

支
出

が
福

祉
・

生
活

関
連

な
ど

対
個

人
向

け
の

割
合

を
高

め
て

い
る

中
で

、
地地

方方
税税

にに
つつ

いい
てて

もも
、、

全全
体体

のの
税税

収収
をを

確確
保保

しし

つつ
つつ

、、
法法

人人
かか

らら
個個

人人
にに

比比
重重

をを
移移

すす
と

と
も

に
、

課
税

標
準

が
重

複
す

る
税税

目目
のの

統統
廃廃

合合
等等

もも
検検

討討
すす

るる
必必

要要

○○
「

負
担
分

任
」「

応
益
課

税
」
の

考
え

方
に

基
づ

き
、
個個

人人
住住

民民
税税

均均
等等

割割
のの

引引
上上

げげ
、、
法法

人人
事事

業業
税税

にに
おお

けけ
るる

外外
形形

標標
準準

課課
税税

のの
拡拡

充充
、、

土土
地地

にに
係係

るる
固固

定定
資資

産産
税税

のの
負負

担担
適適

正正
化化

、、
ふふ

るる
ささ

とと
納納

税税
制制

度度
のの

見見
直直

しし
等等

に
つ

い
て

検
討

す
る

必
要

ⅥⅥ
法法

人人
税税

ⅩⅩ
そそ

のの
他他
のの

税税

○○
企企

業業
のの

国国
際際

競競
争争

力力
のの

強強
化化

、、
立立

地地
競競

争争
力力

のの
確確

保保
な

ど
、

日
本

経
済

の
持

続
的

な
成

長
を

促
進

す
る

た
め

の
イイ

ンン
フフ

ララ
とと

しし

てて
法法

人人
税税

制制
のの

整整
備備

が
重
要

○○
法法

人人
税税

率率
、、

課課
税税

ベベ
ーー

スス
等等

に
つ
い

て
は

、
グ

ロ
ー

バ
ル

ミ
ニ

マ
ム

課
税

の
導

入
な

ど
も

踏
ま

え
、

国国
際際

的的
にに

調調
和和

のの
とと

れれ
たた

もも
のの

と
し

つ
つ

、
投投

資資
やや

賃賃
上上

げげ
にに

積積
極極

的的
にに

取取
りり

組組
むむ

企企
業業

をを
後後

押押
しし

すす
るる

メ
リ

ハ
リ

の
あ

る
税

制
が

望
ま

し
い

○○
イ

ノ
ベ
ー

シ
ョ

ン
促

進
・

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
支

援
の

た
め

、
今

後
に

お
い

て
も

研研
究究

開開
発発

税税
制制

、、
イイ

ノノ
ベベ

ーー
シシ

ョョ
ンン

ボボ
ッッ

クク
スス

税税
制制

のの
改改

善善
・・

拡拡
充充

が
必
要

○○
ググ

ルル
ーー

ププ
通通

算算
制制

度度
に

つ
い

て
事

務
負

担
軽

減
の

観
点

か
ら

の
検

証
、、

受受
取取

配配
当当

益益
金金

不不
算算

入入
制制
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討論会 3 � 9 月18日㈬・午後

税制改革討論会：	
税制改革を巡る現状と課題

岩﨑 氏（司会）

青木 氏 寺﨑 氏

渡辺 氏 宮永 氏

●参加者

	 財務省主税局長	 青木　孝德
	 総務省自治税務局長	 寺﨑　秀俊
	 早稲田大学法学部・法学学術院教授	 渡辺　徹也
	 三菱重工業株式会社取締役会長（租研副会長）	 宮永　俊一

	 司会　明治大学専門職大学院法務研究科教授	 岩﨑　政明

討論中に言及されている資料は，巻末「資料編 33 頁～117 頁」に掲載されています。
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はじめに

（岩﨑）　皆さん，こんにちは。ご紹介いただ
きました岩﨑政明でございます。明治大学の法
科大学院で租税法を担当しております。本年度
の討論会でも司会進行を務めさせていただきま
す。どうぞよろしくお願いいたします。
さて，令和 6年度税制改正においては，デフ
レから脱却し新たな経済成長のステージへと移
行するため，物価上昇による企業業績の底上げ
と構造的な賃上げを実現するという観点から，
所得税，個人住民税の改革や法人税の改革が行
われました。また，物価上昇と賃上げとのタイ
ムラグを補填するための時限的な定額減税措置
も導入されました。そして，子ども・子育て支
援措置として，所得税に係る各種所得控除制度
の見直しや固定資産税に係る減税措置も取られ
ました。
これらの措置は政策減税措置ではありますが，
別の観点から見れば将来の日本の社会基盤や国
家基盤を支えるための投資であると捉えること
もできると思います。加えて，日本の産業基盤
を確かなものとし国際的競争力を高める観点か
ら，グリーントランスフォーメーションやデジ
タルトランスフォーメーション，そして経済安
全保障などの分野における国内投資を促進する
ための措置として戦略分野国内生産促進税制が
導入され，また日本の研究開発拠点としての立
地競争力を強化し，無形資産の開発投資を促進
するための措置としてイノベーションボックス
税制も創設されました。
国際課税の分野においても，BEPS包摂的枠
組みに基づく市場国への課税権の配分措置とグ
ローバルミニマム課税措置の国内法化が進めら
れております。ただし，これらの国際課税の制
度改革はアメリカやEUにおける税制改正と連
動させていく必要があるため，特にアメリカの
動向，より具体的にはアメリカ大統領選挙の動
向が気掛かりなところであります。

納税環境の整備については，国税，地方税と
もに，e-TaxやeLTAXをはじめとして納税と
執行に関する電子化・法律化を進める施策が行
われました。
最後に地方税固有の問題として，人口の偏在
化が止まらないという状況において，地方の安
定財源をどのように確保するかに焦点を当てた
改革も始められています。
こうした改革の流れを加速するために，令和
7年度税制改正についても既に各関係省庁や財
界から要望が出されているところであります。
租研の要望も先ほど林先生からご説明があった
ところであります。
令和 7年度の税制改正に当たっては，これら
さまざまな要望のうち，どのようなビジョンの
下に何から着手して，いかに発展させていくか
ということが重要な問題になると思います。と
ころが現在，自由民主党の総裁選挙期間中で，
候補者の方々の主張される政策には税制改革に
も関連することがいろいろ含まれています。ま
た，野党第 1党の立憲民主党の代表選挙もまだ
決着しておらず，どなたが代表になるかによっ
て税制にも影響が及ぶことがありそうです。
現下の不安定な政治状況の下では，令和 7年
度の税制改革の概要についてご説明いただくの
はなかなか難しいところがあろうと思いますが，
本日は国及び地方に関する税制について現在進
められている取り組み状況について，青木孝德
財務省主税局長及び寺﨑秀俊総務省自治税務局
長をお迎えして解説していただいた上で，これ
に対して租税法の専門的立場からは渡辺徹也早
稲田大学教授に，また経済実務の観点からは宮
永俊一三菱重工業株式会社取締役会長（租研副
会長）にそれぞれご意見を開陳していただきな
がら討論をさせていただこうと思います。
進行に当たっては前半と後半の 2つに分けて，
前半においては国の税財政について青木主税局
長からご説明いただいた上でこれに基づいて討
論し，後半においては寺﨑自治税務局長に地方
の税財政についてご説明いただき，討論するこ
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とにさせていただきたいと思います。
それでは早速ですが，国の税財政に関する中
長期的な課題と現下の問題解決の方向について，
青木主税局長からご説明をお願いいたします。

Ⅰ．税制の現状と今後の課題

（青木）　青木でございます。ご紹介いただき
まして，ありがとうございます。昨年に引き続
き 2度目の講演ということで今日は大変楽しみ
にしてまいりました。ありがとうございます。
事前に資料をお配りして，渡辺先生と宮永副
会長から結構ポイントを突いた質問を頂いてい
ますので，どちらかというとそのご質問にお答
えする時間を割とたっぷり取りまして，資料は
簡単にご説明させていただきたいと思います。

1 ．総論
〔最近の動き〕財務省（ 4 ページ）
最近の動きということで今年の年末に向けて
なのですが，2022年12月に決めた防衛力強化の
ための税制措置については，方針は決まってい
ますが，実際に最終決定をし，法案化する作業
が残っています。昨年2023年10月から始まった
インボイス制度，これは後で触れます。それか
ら昨年12月にまとめた令和 6年度改正の中で，
扶養控除の見直しが宿題になっておりますので，
そういったことを中心に今年の年末には何らか
議論をし，結論を得るということになると思っ
ています。

〔令和 6 年度税制改正の全体像〕財務省（ 5
ページ）
これもご紹介いただいたように，デフレから
の完全脱却に向けて令和 6年度改正においては
「成長と分配の好循環」ということで，定額減
税や賃上げ促進税制，それから戦略分野国内生
産促進税制やイノベーションボックス税制とい
ったことをやらせていただいているところです。

〔令和 6 年度の税制改正（内国税関係）によ
る増減収見込額〕財務省（ 6 ページ）
規模としては定額減税が所得税で▲ 2 兆
3,000億円程度です。これは地方税などが加わ
ると▲ 3 兆3,000億円程度になるでしょうか。
プラス給付金もセットでやっていますので，全
部合わせると大体 5兆円規模の，国民の所得を
増やす政策を行う一方で，法人税制の中では賃
上げ促進税制の強化を行います。改正増減収と
しては▲3,460億円なのですが，根っこから
元々ある部分も含めると恐らく▲ 1兆円を超え
るような減税になると思っています。併せて戦
略分野国内生産促進税制やイノベーションボッ
クス税制ももろもろやって，トータルすると平
年度ベースで▲ 2 兆9,000億円程度の減税規模
になっています。
令和 7年度改正に入る前に，税収の話をさせ
ていただきたいと思います。

〔一般会計税収の推移〕財務省（ 7 ページ）
これは令和 6年度の予算まで見込んでおり，
決算の数字としては令和 5年度の数字が直近の
実績であります。72.1兆円ということで，コロ
ナが明けて税収としては順調に増えてきている
状況だと思います。

〔雇用者報酬・給与税収の推移〕財務省（ 8
ページ）
中身を見ていくと，まずこれは所得税の中の
給与税収に係る部分であります。雇用者報酬，
総報酬も順調に増えていることもあって，給与
税収についても令和 5 年度決算は13.6兆円にな
っております。

〔配当金総額・配当税収の推移〕財務省（ 9
ページ）
配当は，令和 5年度は少し落ちているように
見えるのですが，これは税制改正で親子間配当
の源泉徴収の取りやめというのを令和 5年10月
からスタートしていて，その影響があって所得
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税の配当税収としては下がっていますけれども，
配当自体は好調な企業収益を反映して伸びてい
るという状況であります。

〔株価・株式売買金額・株式譲渡税収の推移〕
財務省（11ページ）
株価が令和 5年は順調に推移しております。
その結果，11ページの折れ線グラフにあるよう
に，株式の譲渡益の税収についても，令和 4年
から 5年にかけては1.5倍に増えています。

〔法人の所得金額・法人税収の推移〕財務省
（12ページ）
法人税も順調に増えているのですが，特に 3
月期の決算法人，下の方の棒グラフにあります
けれども，上場企業の実績で経常利益が 2割増
という状況を反映して法人税収も非常に伸びて
います。ただ，業種別で中身を見ますと，やは
り円安の影響が結構出ており，円安の影響を受
けた製造業の利益の増加や，株価の上昇を受け
た金融業の増収といったところの影響を強く受
けていると認識しています。

〔民間最終消費支出及び輸入・消費税収の推
移〕財務省（13ページ）
消費税収は令和 4年から 5年にかけてほぼ横
ばいです。

〔相続税の税収，課税件数割合及び負担割合の
推移〕財務省（14ページ）
実は高齢化が進んで毎年亡くなられる方も増
えています。それに加えて資産価格，特に最近
は地価や株価といった資産価格の上昇の影響が
非常に強く出ていることもあり，税収としては
令和 4年度から 5年度にかけて大体 3兆円から
3.6兆円程度に増えている状況です。
ざっと各税目を見ましたが，総括するとやは
り円安の影響が企業収益に出ています。それか
ら資産価格，株，土地の影響が所得税や相続税
などに出ています。そういった資産価格の上昇

と円安の影響を受けて，足元の税収が非常に好
調だったということなのですが，今後もとんと
ん拍子で税収が増えていくかどうかというのは
よく注意していかなければいけないと思ってい
ます。

〔一般会計税収，歳出総額及び公債発行額の推
移〕財務省（15ページ）
税収は増えていますが，一方で歳出の方も当
然お金はかかるわけで，物価の上昇なども踏ま
え，コロナで一気に補正予算を何十兆円と増や
した時期から，実は足元まだまだ平常状態に戻
っているとはいえない状況です。令和 5年度の
数字で見ても72.1兆円の税収に対して130兆円
近い歳出が出ています。そのうち補正予算で結
構な金額を追加している状況であります。

〔財政の中長期的な展望〕財務省（16ページ）
少し前に内閣府が出した「財政の中長期的な
展望」の中で，プライマリーバランスが来年度
黒字化するという試算が出されています。これ
を受けて，割と税収も伸びているし，プライマ
リーバランスもどうやら黒字化するのではない
か，財政はだいぶ良くなってきているから余裕
が出ているということを結構いろいろなところ
で言われたのです。ただ，その試算について簡
単にご説明すると，去年は補正予算で大体10兆
円近く公債発行して追加していますが，今年の
補正予算は当然まだ出ていませんので，それが
まず盛り込まれていません。
つまり，今年の補正予算は全くやらない前提
でプライマリーバランス2025がプラス化します。
それから，税収ももちろん足元の伸びを反映す
るのですが，例えば後でご説明しますが防衛財
源もきちんと確保するという前提ですので，歳
出面においても歳入面においても前提をしっか
り実行していくのはそんなに容易な話ではない
ので，プライマリーバランスがなかなか良くな
ってきていること自体は確かですけれども，ま
だまだ楽観できない状況であるということを簡
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単にご説明させていただきました。

〔経済財政運営と改革の基本方針2024（抄）〕
財務省（17ページ）
続いて，税制改正の中身に入ります。骨太方
針2024で示された税制の大きな改革の考え方で
す。アンダーラインをしていますけれども，こ
ういった観点を踏まえて税制全体の見直しをし
っかりやっていきたいということです。

〔経済社会の構造変化〕財務省（18ページ）
その前提になる経済社会の構造変化というこ
とで，例えば所得税の世界でいえば働き方やラ
イフコースの多様化といったことにきちんと対
応していかなければなりませんし，格差を巡る
論点なども最近はよく出てきています。

〔個別税目の現状と課題〕財務省（19ページ）
個別税目ごとの課題が列挙されています。短
期的なものから中長期的なものまでしっかり対
応していくことが宿題としてあると感じている
ところであります。

2 ．所得税
（1）所得税・個人住民税の定額減税
〔給付金・定額減税一体措置について〕財務省

（23ページ）
ここからはまず所得税の話に入っていきます。
定額減税を今回行っています。所得税，住民税
の減税に加え，そもそも税金を払っていない方
には低所得世帯向けのさまざまな給付，それか
ら所得税，住民税を減税額に満たない金額を払
っていただいている方にはその差額，そういっ
たものの給付を併せて，国民全ての階層に所得
の増加をきちんと認識していただいてデフレか
ら完全に脱却していただくという考え方の下に，
減税と給付を組み合わせた措置を行っています。

〔源泉徴収・定額減税事務の流れ：給与所得者
の例（イメージ）〕財務省（25ページ）
実際に 6月からスタートしているのですが，
実務の面で結構大変だったという声を非常に多
く頂いております。下の方の「定額減税事務」
に列挙しているようなことを現場でしていただ
いたということで大変ご迷惑をおかけしました
し，対応いただいた方々には本当にお礼を申し
上げます。

〔岸田総理記者会見（令和 5 年11月 2 日）〕財
務省（26～27ページ）
元々の減税の趣旨が書かれている岸田総理の
記者会見です。

〔（参考）物価上昇率と所得増加率の関係〕財
務省（28ページ）
それを絵にしたものです。2023年度について
言いますと，物価上昇が大体 3％に対して，所
得の増加率が実績値として2.4％で，なかなか
物価上昇に所得の増加が追い付いていない状況
です。これを2024年，今年度については，賃上
げと定額減税などによって逆転させていく，物
価上昇を上回る所得の上昇を実現していくこと
が狙いであります。
中身を分解すると， 1人当たりの雇用者報酬
は，グラフの右下ですけれどもプラス2.5％と
見込んで，これとあわせて減税等々の効果で
3.8％の所得増加を目指しています。

〔春闘による賃上げ引き上げ率の推移（連合）〕
財務省（29ページ）
足元の賃上げですが，ご承知のとおり春闘の
結果は全体で 5％を超え，中小企業についても
4.69％ということで，非常にご努力を頂いてい
ると考えています。

〔賃金指数の推移〕財務省（30ページ）
実質賃金もようやく足元プラスに転じている
ところであります。こういった状況をちゃんと
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見極めながら，今回のワンショットの定額減税
のようなことをしなくてもいい姿に経済を持っ
ていくことが必要だと考えています。

（2）こども関係
先ほど少しご紹介しましたけれども，こども
関係で扶養控除の見直しが今年の年末の宿題事
項になっております。

〔「こども未来戦略」（抄）〕財務省（32ページ）
おさらいですが，元々扶養控除の見直しの前
提として児童手当が高校生年代まで所得制限な
しで配られることになっており，それとの関係
で高校生年代の扶養控除の見直しが議論のテー
ブルに乗りました。
34ページの真ん中の図ですけれども，高校生
年代の扶養控除について，現在は38万円ですが，
この38万円を廃止し，教育費等の支出が多いこ
とに配慮して従来大学生等の扶養控除に上乗せ
されている25万円を高校生年代の扶養控除とす
る改正案となっております。

〔児童手当の拡充と扶養控除見直しによる受益
のイメージ〕財務省（37ページ）
結果として，あらゆる所得層に児童手当の拡
充と扶養控除の見直しを合わせて今よりも手取
りが増えることになっています。所得が高い人
になればなるほどプラスの受益がだんだん落ち
ていくという絵になっています。
これと併せて38～42ページに，例えばひとり
親控除や住宅ローン控除等，それから生命保険
料の控除について，子育て世帯向けに特にスポ
ットライトを当てて減税を行うものもセットで
今回行うということが方針としては決まってい
ます。

〔令和 6 年度税制改正の大綱（令和 5 年12月
22日閣議決定）（抄）〕財務省（43ページ）
最後に，宿題になっているのは，実際今年の
年末に決めて実施していくに当たっては，扶養

控除を見直すと当然課税総所得金額などが変わ
ってきて，それに応じて例えば保育料などいろ
いろな行政サービスの利用料が影響を受けるも
のですから，この影響を受けないようにするこ
とも国の施策，地方の施策と併せてきちんとケ
アしなさいということがこのページの中ほどに
書いてあります。こちらもしっかり対応したい
というふうに思っています。

〔所得税額・住民税額等を活用している各府省
所管制度（主なもの）〕財務省（44ページ）
これは，具体的に影響を受ける項目をならべ
たものです。

（3）年金・退職金関係
〔転職者の動向〕財務省（47ページ）
これは，ずっと同じ会社に勤め続けるよりは，
いろいろ転職をしていく世の中に変わっている
という資料です。

〔令和 6 年度税制改正大綱（令和 5 年12月14
日）（抄）〕財務省（48ページ）
それを受けて，退職金課税や，私的年金制度
の老後の備えみたいなものに係る税制をパッケ
ージでしっかり見直していくということが今年
の宿題としてあります。

〔退職所得の課税方式〕財務省（49ページ）
退職金課税については，皆さんご承知だと思
いますけれども 2分の 1課税をするという制度
と， 1年当たりの控除の金額が20年までは40万
円，20年を超えると70万円という制度について
どう考えるかという問題であります。

〔年金課税の概要〕財務省（51ページ）
これは年金課税の現状の制度です。

〔確定給付企業年金と確定拠出年金の受給の形
態〕財務省（52ページ）
実際，私的年金の給付のされ方は，一時金，



―125―

つまり退職金のような形でもらった方が制度と
して有利であるとか，それから個々の皆さん，
例えば住宅ローンを退職金などで完済するとか
繰上返済するというニーズもあって，一時金で
受け取っている方が非常に多いというのが現状
であります。

〔主な年金課税〕財務省（53ページ）
年金課税は拠出時，給付時それぞれ，税制と
してはこういう形になっているという表です。

〔企業年金・個人年金の拠出限度額〕財務省
（54ページ）
これは税制改正要望に出てきていますけれど
も，iDeCo（個人型確定拠出年金）の拠出限度
額をどう考えるのか等の厚生労働省の審議会で
の議論の結果を踏まえて税制上の措置を講じて
ほしいという要望が出てきていますので，これ
を今年の年末に議論するということであります。

〔各国の私的年金税制等について（原則的な取
り扱いを示したもの）〕財務省（55ページ）
これはすごく大きな見直しではあるのですが，
働き方や会社といったものに拘わらず，あらゆ
る人が同じような税制を適用されるという意味
で個人勘定のようなものを設けて，生涯全体で
受ける税制のメリットのようなものを同じにす
るという仕組みがあり，イギリスやカナダの制
度をここで挙げていますが，こういったことも
中長期的には念頭に置きながら今年の年末にど
う議論するのかということだと考えています。

（4）控除関係
控除の関係はこれまで，基礎控除に給与所得
控除等を振り替える見直しや，配偶者控除，配
偶者特別控除についての見直しといったものを
してきていますが，これについても共働き世帯
が非常に主流になる中，どういうふうに見直し
ていくのかというのをしっかり考えていかなけ
ればいけないと思っています。

3 ．消費税
（1）インボイス
〔インボイス登録件数の推移〕財務省（65ペ

ージ）
インボイスについては登録状況だけを簡単に
ご覧ください。インボイスの登録件数は445万
件で，うち元々課税事業者だった方が288万件，
元々免税事業者だった方が157万件で，総じて
非常に順調に登録していただいていると思って
います。

〔インボイス制度に関して生じ得る懸念と対
応〕財務省（70ページ）
あとは，資料に記載している懸念に丁寧に対
応しながら実務についてもしっかり定着してい
くということを引き続き我々としては後押しし
ていきたいと考えています。

（2）外国人旅行者向け免税制度の見直し
〔外国人旅行者向け免税制度の概要〕財務省

（74～75ページ）
それから最近また報道などもされていますけ
れども，74ページに外国人旅行者向けの消費税
の免税制度の概要を付けています。これは今年
の年末に見直しの中身をしっかり固めていきた
いと考えています。端的に言いますと，今は一
定の登録をすると買い物した時点から免税で買
い物ができる制度になっていますが，75ページ
にあるように，実際には多額の買い物をして，
実際にその物品を持ち出していないケースが非
常に多いという問題があります。

〔外国人旅行者向け免税制度の抜本的見直しの
方向性〕財務省（77ページ）
これを受けて，諸外国でも基本的にはこうい
う制度になっているのですが，いったんは課税
で販売して，国外に持ち出したことを確認でき
た場合に後から税金分をリファンド（返金）す
るという形に持っていきたいと考えています。
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〔出国時における旅行者の空港での手続き
（案）〕財務省（78ページ）
一方で，79ページに諸外国の制度があります
けれども，空港で行列を作るようなことになら
ないように諸外国ではいろいろな工夫をされて
いますので，そういったこともしっかり勉強し
ながら，最後の成案を得たいと考えています。

4 ．法人税
（1）成長志向の法人税改革の検証
〔法人税収の推移〕財務省（82ページ）
続いて，法人課税です。法人税収と法人税率
の推移をプロットしたものです。

〔諸外国における法人実効税率の比較〕財務省
（84ページ）
法人の実効税率については累年の見直しによ
って足元は国際的に見ると非常に遜色のない水
準，主要諸外国と比べると大体同じようなレベ
ルまで下がってきています。

〔成長志向の法人税改革：法人実効税率「20
％台」の実現（与党税制改正大綱（27年12
月16日））（抄）〕財務省（83ページ）
その狙いとしては，下線を引いたところにあ
るように，企業に国内でしっかり投資，若しく
は賃上げ，又は取引先企業への支払単価の適正
化・改善などに取り組んでいただきたいという
思いでこの制度の見直しをやってきたところで
はありますが，85ページにあるように，まず手
元の資金，利益剰余金が非常に増えているとい
う状況であります。

〔資本金規模別の利益剰余金と現預金の推移〕
財務省（86ページ）
それを資本金の規模別に見て，大企業も中小
企業も同じような傾向を示しています。

〔海外・国内別に見た投資の動向及び平均賃金
の国際比較〕財務省（87ページ）
他方で，国内の投資はそれほど大きく伸びて
いるわけではありません。むしろ海外に積極的
に投資をしています。一方で，賃金は諸外国と
比べるとなかなか差がついている状況でありま
す。

〔内閣府「日本経済レポート（2023年度）」（抜
粋）〕財務省（89ページ）
そういったものをまとめたレポートが89ペー
ジです。最後のポツで，「海外投資と現金・預
金を拡大させる一方で，国内向けの設備投資は
抑制されてきたのではないか」というふうに内
閣府はまとめておられます。

〔令和 6 年度税制改正大綱（令和 5 年12月14
日）（抜粋）〕財務省（90ページ）
昨年の年末にまとめた与党の税制改正大綱で
も，こういったものを適切に検証していかなけ
ればならないということがまず言われています
し，その下にも書いてありますが，「賃上げや
投資に消極的な企業に大胆な改革を促し，減税
措置の実効性を高める観点からも，レベニュ
ー・ニュートラルの観点からも，法人税率の引
き上げも視野に入れた検討が必要である」とい
うことで，検証をまずしっかりやっていかなけ
ればいけないというふうに思っています。

（2）EBPM
〔令和 4 年度租税特別措置の適用実態調査報

告書（令和 6 年通常国会提出）のポイント〕
財務省（92ページ）
EBPMの関係ですが，租税特別措置，政策税
制，様々なことを実施しておりますけれども，
それを並べたものです。

〔賃上げ促進税制の適用実績等〕財務省（93
ページ）
その中で賃上げ促進税制，先ほどすこし申し
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上げましたけれども，元々ある制度，さらに今
回の改正を合わせて大体1.3兆円の減収規模に
なると予測しています。従って，本当にこれは
効果があるのか検証することはなかなか限界が
あるのですけれども，いろいろな手段でやって
いかなければいけないと思っています。

〔給与総額の伸び率についてのヒストグラム分
析・計量分析〕財務省（94ページ）
その例が，去年の税制改正プロセスの中で，
それまでの制度の賃上げ促進税制でどれくらい
効果があったかという検証をヒストグラム分析
や計量分析という形で行いました。

〔令和 6 年度税制改正大綱（令和 5 年12月14
日）（抜粋）〕財務省（95ページ）
ここには，今申し上げたようにちゃんと検証
していこうということが書かれています。

5 ．国際課税
〔国際課税に関するOECD/G20「BEPS包摂

的枠組み」 2 本の柱について〕財務省（98
ページ）
国際課税はご承知のとおり，第 1の柱，第 2
の柱，BEPSの取り組みをしっかりやってきて
いるところであります。第 1の柱の条約の案文
のセットが，少し延び延びになっているという
ところがやや心配です。

〔「国際租税協力に関するG20閣僚リオデジャ
ネイロ宣言」の概要〕財務省（100ページ）
これは 7 月に行われたG20の宣言の中身をま
とめたものですが，この中で 2本の柱，左側の
「基本的な考え方」の 2 つ目のポツ，「第 1 の
柱の交渉は」と書いてあるところを見ると，多
数国間条約の署名開放を可能とするために移転
価格税制の執行の簡素化・合理化，この利益B
というものなのですが，これとセットでしっか
り妥結することが大事なので，迅速な妥結を奨
励するということで，引き続き鋭意各国と交渉

を進めているところであります。第 2の柱につ
いては，法制化をこれからしっかり進めていく
ということだと思っています。

6 ．防衛財源
〔新たな防衛力整備計画に関する財源確保につ

いて〕財務省（102ページ）
最後に防衛財源についてです。令和 9年（2027
年）には，端的に言うと5.2兆円の防衛費が8.9
兆円まで約 4兆円上がります。ここの部分をそ
れぞれ歳出改革，決算剰余金，それから税外収
入といったもので賄う一方， 4分の 1の 1兆円
強は税制措置で恒久的な財源をしっかり確保し
ていく方針を2022年12月に決めました。

〔令和 6 年度税制改正の大綱（令和 5 年12月
22日閣議決定）（抜粋）〕財務省（103ページ）
それを昨年の年末にさらにもう少し具体化し
ています。このページの下の方の（参考）にあ
りますが，法人税，所得税，たばこ税の 3つで
やるということは決まっているのですが，特に
たばこ税の上げ方について去年の年末にこうい
う形で，まず加熱式たばこと紙巻きたばこで現
状生じている税負担の不公平を解消した上で全
体のたばこ税を引き上げるということが書かれ
ています。
併せて令和 5年度の大綱，その上にある太い
字の令和 6年度の大綱で決めたこと，この方針
に基づいてやるということを，今年の税制改正
法案の附則で記述しておりますので，最終決断
がどうなるのかはこれからですけれども，そこ
はしっかり今年の税制改正で議論し結論を得た
いと考えています。

7 ．政府税制調査会
〔政府税制調査会　委員・特別委員〕財務省

（107ページ）
新しい政府税制調査会が資料記載のメンバー
で令和 6年 1月からスタートしています。翁会
長にご就任いただいております。
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〔政府税制調会における専門家会合〕財務省
（108ページ）
当面はEBPMとか，長寿社会に向けたライフ
コースに中立的な税制とか，デジタル化への対
応，納税環境整備について，専門家会合を設け
て少し専門的な議論を深めていった上で税制全
体をしっかり見直していきたいという考え方で
これから精力的にご議論いただきたいと思って
います。
ちょっと駆け足になりましたけれども，私か
らの説明は以上で終わらせていただきます。ど
うもありがとうございました。

Ⅱ． 税制の現状と今後の課題に対
する意見・質問

（岩﨑）　ご説明ありがとうございました。非
常に幅広い論点について短い時間で要領よくご
説明くださいました。ありがとうございました。
それでは，ここで討論に移りたいと思います。
まず，渡辺教授からご意見をお願いいたします。

（渡辺）　ありがとうございます。早稲田大学
の渡辺です。よろしくお願いいたします。
それではまず，所得税の定額減税についてお
伺いします。定額減税を行うための事務負担は
相当程度重たいということが，当初からいわれ
ておりました。これは制度の複雑さとも関係し
ます。この制度が租税システムを使った実質的
な補助金であるなら，コンプライアンス・コス
トの増大あるいはプライベートセクターにおけ
る事務負担増は避けるべきであったと思われま
すが，この点に関するコメントを頂けるでしょ
うか。
続いて，消費税です。外国旅行者向け免税制
度の見直しについてお尋ねします。78ページに
ある，「出国時における旅行者の空港での手続」
では「諸外国での手続も参考にしながら」とあ
るので，外国の制度について，現段階でどれく

らい詳細な調査が進んでいるのか，導入可能な
具体例とともにお示し頂けるでしょうか。
引き続き，法人税に入ります。まず，M&A
税制についてです。89ページに「企業部門は，
国内での設備投資を抑制する一方で，より市場
の拡大が見込まれる海外において，現地法人の
設立やM&A等による生産・販売拠点の拡大に
積極的に取り組んできた」とありますが，その
通りだと思います。そこで，税制面でも，海外
のM&Aで稼ぐ行為をより後押しするような改
正は考えられているのでしょうか。それとも，
投資を国内に向けるような税制上の手当が先で
しょうか。もっとも，国内が魅力的な市場でな
ければ，税制面だけで投資を促進することは難
しいかもしれません。いかがお考えでしょうか。
次は，法人税のEBPMについてです。賃上げ
促進税制の強化についてお尋ねします。第 1に，
給与等を多く支払ったら法人税を減額するとい
う制度は，法人税の負担者は誰なのか，例えば
株主なのか，消費者なのか，それとも労働者な
のかという観点からは非常に興味深いものがあ
ります。賃上げ促進税制において，法人税の負
担者は誰だと考えられているのでしょうか。労
働者と考えているのでしょうか。あるいは，こ
の制度は賃上げを目的として法人減税を利用す
る「政策税制」であって，特に誰が負担者とい
うことを想定していないということでしょうか。
第 2に制度の効果についてお尋ねします。94
ページには「賃上げ税制の適用要件を満たす企
業について，労働分配率が増加する傾向が見ら
れたが，因果関係の特定には課題」「賃上げ税
制の制度創設前後の期間で賃金上昇率に違いが
見られるかを簡易に測定。統計的に有意な差は
確認できなかった」との記載がありますが，実
際，この制度は賃上げにどれくらい貢献したの
でしょうか。93ページに示されたとおり税収は
確実に減っているのですから，具体的な効果が
どれだけあるのか気になります。全体としての
マクロの数字を別にしても，個別の企業ごとに
賃上げと減税額の関係を示した資料（いくら賃
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上げして，その結果としていくら減税を受けた
かということに関する企業ごとのデータ）はな
いのでしょうか。
第 3に制度改正の可能性についてお伺いしま
す。95ページでは「取組みを加速化させていく」
とありますが，もし制度を変えるとしたら，ど
んなものが考えられるでしょうか。それとも，
この段階では特に変更点は考えていないという
ことでしょうか。
国際課税に入ります。第 1の柱（市場国への
新たな課税権の配分）について，条約交渉の行
き詰まりの一つに，新興国や途上国と先進国と
の意見の相違があると思われますが，この点に
ついてどうお考えでしょうか。グローバルサウ
スの台頭の影響で，交渉の舞台がOECD・G20
から国連に移りつつあるという見方もあります
が，いかがでしょうか。
多国間条約が発効しなかった場合，日本政府
としてDSTの導入の可否についてどのように
考えておられますか。
もし導入するとした場合，DSTの実質的な
負担者は導入国の消費者であるという意見があ
りますが，どう思われますか。
第 2の柱（グローバル・ミニマム課税）につ
いて，98ページでは「順次法制化を予定」とあ
るので，日本もQDMTTの導入を予定している
ことがわかりました。法制化の順番は，IIRに
続き，UTPR，QDMTTということになるので
しょうか。それともIIRの次はできるところか
ら入れていくということなのでしょうか。また，
QDMTTが実際に導入された場合の税収見通し
について何かコメントを頂けるでしょうか。具
体的なQDMTTの内容にもよりますが，あまり
税収は上がらないような印象を持つのですがい
かがでしょうか。
私から質問は以上です。どうかよろしくお願
いいたします。

（岩﨑）　ありがとうございました。大変幅広

いご質問だったのですけれども，お答えいただ
く前に宮永様からのご質問も伺いたいと思いま
す。宮永会長，よろしくお願いいたします。

（宮永）　青木局長，ご説明ありがとうござい
ました。私からは主に 4つの観点からご質問さ
せていただきたいと思います。
まず第 1は財政健全化とその阻害要因の増加
です。足元では物価の上昇，企業業績の回復，
名目賃金の上昇による税収の上振れにより，一
般会計税収は70兆円前後の高水準で推移してお
りますが，新型コロナウイルス感染症対策や物
価高対策などで歳出規模が膨張した状態が続い
ており，長期債務残高が増大している状況にあ
ると思っています。
また，これまでの長期にわたる金融緩和に終
止符が打たれ，日本銀行がそれまでのマイナス
金利政策やイールドカーブ・コントロールを変
更し，金融政策は新しい段階に入ったと思って
います。金利のある世界に移行することにより，
巨額の公債残高に係る利払い負担が増大し，財
政状況のさらなる悪化が懸念されるのではない
かと思っています。財政再建に当たっては，不
断にEBPMやPDCAを推進してワイズスペンデ
ィングの徹底により財政規律を維持する一方，
安定的な税収が見込まれる消費税を基幹税とし
て，所得税で補完しながら健全化を行う必要が
あるのではないかと考えています。
一方で，国家安全保障の観点では，国際情勢
の不安定化を踏まえると防衛費の拡大が不可避
な状況にあります。また，気候変動に伴い頻発
化する風水害や巨大地震といった激甚化する自
然災害等への耐性を強化する上では，老朽化し
た社会インフラの改修のための財源確保も必要
になってきます。
このように財政再建が急務であるにも拘らず，
やむを得ない阻害要因が増加していく状況下に
あり，長期にわたる経済成長を確かなものとし
ながら財政の健全化を進めるかじ取りは従来以
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上に難しくなっていくのではないかと考えてい
ます。
以上に加えて，国民の受益と負担の構造上の
問題や，当面の課題であるデフレからの完全脱
却による経済活力の再生といった論点を併せて，
わが国の中長期的な税制の在り方についてお考
えをお聞かせいただければと思います。
2番目は社会の安定性に資する税制について

であります。つまり，社会保障との関連であり
ますが，税制には健全な財政維持のための制度
という側面とともに，社会の安定に資する公平
で国民が納得する制度という役割があり，その
バランスが極めて重要ではないかと考えていま
す。わが国の社会構造において最大の問題であ
る超高齢化社会の進行，少子化対策による負担
増は国民が広く分かち合うべきものであり，特
定の企業や個人に負担を集中させることは公平
性の観点から望ましくないのではないかと考え
ています。
今後，全世代型の社会保障を構築してく上で
は，若年層が高齢者を支えるというこれまでの
社会通念から一歩踏み出して，若年層から高年
齢層まで社会全体での応能負担という概念を国
民全体のコンセンサスとして共有していくべき
時期に差しかかっていると思います。その意味
で，国民が広く消費活動の結果で公平に負担し，
景気に左右されにくく経済活動や国際取引に対
する中立性を損なわないという利点を有してい
る消費税は，社会保障財源として最もふさわし
いものと考えています。
なお，少子化対策の財源としては，子ども・
子育て支援金制度が創設され，2026年度から公
的医療保険の枠組みを通じて徴収確保されるこ
とになりました。しかし，社会保険料は本来，
年金や医療のように負担と給付との関係が明確
で，保険原理が働く分野に適しており，国民全
体で支えていくべき子ども対策のような財源と
しては国民が広く公平に負担する税によること
が望ましいのではないかとも考えています。
また，機会の平等や結果の平等をどれ位考慮

すべきか等，時代に合った公平性などを考え，
分配機能によってどこまで社会的に弱い立場の
方々を助けることができるかも測ってみる必要
もあるのではないでしょうか。このような観点
も含めて，今後の税と社会保険料の関係や役割
分担についてのお考えをお伺いしたいと思いま
す。
第 3番目は法人課税改革の方向性であります。
本日ご説明いただいたようにOECD，G20の主
導によって合意されたBEPS包摂的枠組みの第
2の柱による国際最低税率15％の導入を受けて
各国国内法における法制化が進んでおり，日本
でも所得合算ルール（IIR）が法制化されるなど，
法人税実効税率の国際的な引き下げ競争は一定
の歯止めがかかったものとされています。
今後の法人税の改革の方向性として，与党の
令和 6年度税制改正大綱においては今後の法人
税率引き上げの検討も示唆されているところで
はありますが，経済活力の再生という観点では，
イノベーションや社会の変革を促すデジタルト
ランスフォーメーション，社会的要請に貢献し
得るグリーントランスフォーメーションや人材
育成など，経済成長，好循環につながる企業活
動や投資に対してインセンティブを与える措置
に重点を置いて税制面からサポートすることが
肝要であると考えています。
この点，令和 6年度の税制改正においても戦
略分野国内生産促進税制やイノベーションボッ
クス税制などが措置されたことについては，企
業の立場としても大変心強く感じております。
今後これらの制度が多くの企業にとって広く利
用しやすい形で発展・改良されていくことを期
待したいと思っています。
他方で，租税特別措置を通じた政策税制につ
いては硬直化することなく，有効性が明確に認
められるものに限定すること，EBPMを推進し
効果検証を踏まえて制度の在り方を不断に見直
すことによって簡素化を図っていくという原則
について本日お話を頂きましたが，これについ
ては企業としても当然異論のないところです。
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しかしながら，これらのスクラップ・アン
ド・ビルドに当たっては短期的な費用対効果だ
けで判断するのではなく，わが国が維持・強化
すべき産業と育てていくべき産業の在り方はど
のようなものなのかという視点にも留意した上
で慎重な議論がなされるべきではないかと考え
ますが，いかがでしょうか。
最後に 4番目ですが，労働参加拡大に向けて
税制が果たす役割であります。少子高齢化によ
り労働人口が縮小する中で，経済活力の活性化
を図るためにはデジタルトランスフォーメーシ
ョン（DX）を通じた労働生産性の向上は大前
提としてありますが，高齢者の労働参加率の上
昇や女性の正規雇用促進，リカレント教育など
勤労意欲のある人が年齢や性別に拘わらず活躍
できる人への投資が不可欠と考えています。人
的資本投資の拡大に対する支援については，例
えば法人税では賃上げ促進税制を通じて継続雇
用者の給与等の増分に着目した支援が既に講じ
られているところでありますが，今後の人的資
本投資の進化を含めて，労働参加の拡大に対し
て法人税や所得税など税制の果たす役割につい
てお考えをお聞かせいただければありがたいと
思っております。よろしくお願いいたします。

（岩﨑）　宮永会長，ありがとうございました。
それでは，青木局長に非常に幅広い質問ですの
で，できる範囲で結構ですのでお答えいただけ
ればありがたいと思います。

（青木）　承知しました。まず，ありがとうご
ざいます。それぞれ税制についてすごくよくご
理解を頂いている上で，なかなかポイントを突
いてお答えするのも大変なところも多いのです
が，できるだけしっかりお答えします。このよ
うな双方向のやりとりは大事だと思います。今
回もここに時間を取って，事前に主税局の中で
担当者ともいろいろ話をしながらどういうお答

えをすべきかと考えてきました。
まず，渡辺先生のご質問です。定額減税につ
いて事務負担が大きかったというお声を非常に
強く受けております。定額減税の趣旨は，先ほ
どご説明したとおりデフレマインドの払拭に向
けて所得の上昇を国民の皆さんにより強く実感
していただくことが重要だという観点から，減
税という税を使った制度を取らせていただいて
います。従って，あくまで税制度の中で実施を
していくということで，源泉徴収義務者を含め
た納税者の皆さまに例年の税制改正と同じよう
にご対応をお願いしているところであります。
その上で実は今回，定額減税を久しぶりに実
施するということでしたので，例えばこのご時
世ですので，いろいろなところで給与計算ソフ
トなどを入れてご対応いただいていますので，
まずソフトの改修がきちんとできるのかどうか。
ソフトの改修を， 6月までに余裕を持って対応
していただくように，改正の中身もそれに合わ
せて決めていかなければいけないということで，
去年の秋，物事をちゃんと決める前から実際に
ベンダーさんたちと随分やりとりをさせていた
だきながら制度設計をして参りました。
従って，できるだけ事務負担，コンプライア
ンスのコストをかけないようにということで配
慮して進めているのですが，やはり一定程度い
ろいろなご指摘があったということで，そうい
った点はこれからの制度の企画立案にしっかり
活かしていきたいと思っているところでござい
ます。
それから，外国人旅行者向けの免税制度につ
いて，例えばフランスや韓国でやられているの
は，旅行者が空港に設置された専用の端末にパ
スポートを読み込ませて免税の承認を受ける方
法が採用されているというふうに承知しており
ます。実際に私ども税制 2課の担当者を韓国な
どに派遣しまして，空港の実務の手続き的な調
査を詳細に実施しているところです。
そういった国々で行われているのは，まさに
先ほど申し上げたように旅行者が空港に設置さ
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れた専用端末に旅券をかざして読み込ませてい
るのですが，こんな言い方はあれですけれども，
この人はたくさん買い物をして少し怪しいよね
という方もいらっしゃれば，普通の買い物の金
額であればそのような人までわざわざ税関で止
めて見なければいけないということもないもの
ですから，適切なリスク判定をした上で不正の
疑いの高い旅行者には個別に税関検査を求める
ような形で対応していると聞いております。イ
ンバウンドがこれだけ盛り上がっていますので，
そういったものに水を差さないように我々とし
ても制度設計を考えていかなければいけないと
いうことで引き続き勉強していきたいと思って
います。
それから，M&Aや国内投資を促進する税制
についてであります。財務省としてまず，海外
のM&Aで稼ぐ行為をより後押しするような改
正は検討を行っていません。一方で，近年の税
制改正では，国内での投資に取り組んでいただ
くことが大事だということで，戦略分野国内生
産促進税制やイノベーションボックス税制とい
った制度を行っているところであります。
いずれにしても，先生のご指摘にもありまし
たように税制だけでなく，まさに日本のマーケ
ットが企業にとって魅力があるかどうかという
ところも大事なのですけれども，そういったこ
とも含めて税制はどの程度効果が生じているの
かといったことはしっかり検証しながら，今後
の見直しも図ってまいりたいと考えています。
それから，賃上げ促進税制について大変難し
いご質問を頂きました。まず，法人税の負担者
についてです。法人税の性格をどう考えるのか
というのは結構いろいろな考え方があると認識
しておりまして，法人というのは株主の集合体
だということで所得税の前取りであるという考
え方もあるとは思いますし，一方で独立した存
在として見て，法人を課税主体とした固有の税
を取るものだという考え方もあります。その上
で，負担が消費者に転嫁されているのか，又は
労働者に転嫁されているのか，いろいろな考え

方があるのですが，いずれにしても一面的に割
り切ってこれはこうだというふうに見なすこと
はなかなか難しいのではないかと考えていると
ころです。
その上で，今回の賃上げ促進税制の効果をど
ういうふうに見ているかということなのですが，
これも申し訳ありませんが，税制の効果だけを
取り出してどれだけ定量的に効果があるかとい
うことを見るのはなかなか難しいと考えている
ところですが，一方で今年の春闘で非常に高い
賃上げが行われているところでありますし，昨
年も相当程度の賃上げが行われていますので，
令和 4年度の税制改正で抜本的に拡充された賃
上げ促進税制が一定程度は寄与しているのだろ
うとは考えているところであります。
また，個別企業ごとの賃上げと減税額の関係
を示した資料ですけれども，これは当然国税当
局ではそれぞれ把握しているところなのですが，
守秘義務に関わるものですので，主税局として
個社ベースでの納税情報がわかる形の情報提供
は受けていません。
今後の改正についてもご質問を頂きました。
EBPMの取り組みを加速させながら，また期限
が来ればしっかり見直すべきは見直すというこ
とになろうかと思いますが，まずは本税制の適
用状況や政策効果をしっかり確認して，政府税
調でEBPMの専門家会合を設けているというこ
とを先ほど申し上げましたが，そういったとこ
ろで学者の先生方の知見などもぜひ頂戴しなが
らしっかり勉強していきたいと考えているとこ
ろであります。
それから国際課税についてのご質問を幾つか
頂いております。まず 2本の柱について，ビジ
ネス界，実務界から様々なコメントを頂いてお
りますが，こういったことは本当にありがたい
と思っていますので，引き続き広くご協力をお
願いしたいと考えています。その上で， 2本の
柱の解決策については，OECD/G20のBEPS包
括的枠組みに147カ国・地域が参加して早期実
施にコミットをし続けておりますので，今は最



―133―

終局面を迎えておりますが引き続き頑張ってい
きたいと考えています。
それから，国連において国際租税協力の促進
に向けた枠組み条約に関する議論が始まってい
るところなのですが，これについては来年以降，
実際の条約等の交渉がスタートされる予定です
ので，我々としてはよく注視しながらどういう
ふうに対応していくのかということを考えてい
かなければいけないと考えています。
それから，多数国間条約についてDSTとの
関係についてご質問を頂いております。我々と
しては，多数国間条約に早期に署名するという
ことにコミットしておりますので，そういう方
向でしっかり検討していきたいと考えています。
また，DSTの負担者が誰なのかというご質
問も頂いたのですが，DSTを取引にどう転嫁
するのかというのは個々のビジネスの対応状況
にもよるものですから，一概にはなかなかお答
えすることは難しいと考えています。
それから，第 2の柱の法制化についてもご質
問を頂いているところです。まずIIRについて
はまず法制化をして，色々な実務界からのご意
見も頂戴しながら，さらなる明確化を順次図っ
ていきたいと考えています。
残されたUTPRとQDMTTについては，様々
な論点があり，法制上の論点もあるものですか
ら，国際的な議論も踏まえながら令和 7年度税
制改正以降の法制化をしっかり検討していきた
いと思っておりますが，法制化の順番の具体的
な内容については現在検討中ということですの
で，なかなかどちらが先にというのは現段階で
お答えするのは難しい状況です。
それから，QDMTTの税収についてもご質問
を頂きました。これも制度設計次第でもありま
すし，グローバルミニマム課税というものは直
接的な税収効果以上に法人税引き下げ競争への
歯止めや公平な競争条件の確保といった観点か
ら，日本や日本企業にとってメリットが大きい
取り組みであるとは考えているのですが，税収
そのものをどう見積もるのかというのはこれか

ら制度化する中でよく考えていきたいと考えて
います。渡辺先生からのご質問については以上
でございます。
それから，宮永副会長からのご質問は全部で
4点頂いていたと思います。まず，受益と負担，
中長期的な税制についてのご質問です。デフレ
から完全脱却して国民所得を増大させることは
まず大事な課題としてありますし，一方で社会
保障制度の改革をしっかり進めながら負担と受
益のバランスを適切に取っていくことが大事だ
という認識であります。
その上で，税制の中身について申し上げます
と，ご指摘いただいたように，公平・中立・簡
素にかなう多くの人々から納得感が得られるよ
うなものとすることが大事だと思っていて，社
会のさまざまな問題・課題をしっかりと把握し，
また今後生じるであろう変化を見据えながらし
っかり対応していく必要があると思っています。
それをまとめたものが，先ほど講演でご説明し
た骨太の方針2024であり，これを進めていきた
いと考えています。
それから，社会保障との関係についてもご質
問を頂いたところです。急速な高齢化が進むこ
の国で社会保障費は当然大きく増大していくこ
とが予想されるのですが，これをどういうふう
にしていくのかというのは大事な問題だと考え
ていますし，ご指摘がありましたように消費税
の役割は重要なものではないかというふうに考
えています。その上で，全体的な話として申し
上げますと，そのときそのときの政策と財源の
枠組みについては，その時々の社会経済状況も
踏まえながら適切に判断していきます。
そういう意味で，今般創設された子ども・子
育て支援金制度については，考え方としてはこ
れは税ではないのですが，社会連帯の理念を基
盤として子どもや子育て世帯を，少子化対策で
受益がある全ての世代，全ての経済主体で支え
る枠組みが大事だということで作られたものだ
と承知しております。
また，社会保障給付の分配機能の在り方につ
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いても検討すべきではないかという趣旨のご質
問を頂いたと受け止めています。我々は全世代
型の社会保障の構築に取り組んでいるところな
のですが，将来にわたって社会保障制度をきち
んと維持していくためには，社会保障給付の不
断の見直しは図りながら，一方で給付は高齢者，
負担は現役世代というようなこれまでの社会保
障の構造をきちんと見直していくことが大事だ
ということで，この全世代型社会保障制度の構
築を進めているところであります。そうした観
点も踏まえて，税制を検討するに当たっては税
と並んで公的サービスの提供に係る国民の負担
の在り方を左右する社会保険料との関係も念頭
に置く必要があると考えており，両方をにらみ
ながら丁寧な検討を進めていきたいと考えてい
ます。
それから，法人税制，法人税改革についての
ご質問を頂いたところです。租税特別措置は，
これもご指摘いただいたとおり，特定の政策目
的を実現するためには有効な政策手段と考えて
おりますので，そういう意味で今回の令和 6年
度改正でやっていたような戦略分野国内生産促
進税制やイノベーションボックス税制といった
ところで新しい措置を設けているところですが，
あくまでこれは租税原則の例外であります。税
負担のゆがみを生じさせる面もありますので，
効果検証もしっかりやっていく必要があると思
います。そういう意味で，EBPMとかPDCAの
サイクルをしっかり回しながら，政策効果，財
源をよく見極めた上で今後の検討を進めていき
たいというふうに考えています。
それから，労働参加の拡大に向けた税制につ
いて最後にご質問を頂いていたと思います。ま
ず労働参加の拡大に向けては，税制が阻害要因
とならないことが大原則，基本なのだろうと思
っているところです。その上で，これは政策税
制的な話ですけれども，人的資本の拡大に向け
て，賃上げ促進税制の中で教育訓練費を増やす
企業への上乗せ措置や，子育てとの両立支援，
女性活躍支援に積極的な企業への上乗せ措置と

いったことを今回も行っているところです。ま
た，働く人々が研修や資格取得に要した費用に
ついて所得税法上の取り扱いとして，特定支出
控除として計上することも可能ですので，こう
いったことをまずご活用いただき，その活用状
況をよく見ていく必要があるのかなと思ってい
るところであります。
以上，なかなかちゃんとお答えできていない
面もあるかと思いますが，そこはご容赦いただ
けますとありがたいです。どうもありがとうご
ざいました。

（岩﨑）　ありがとうございました。青木局長
から簡潔，明解なお答えを頂きましたが，討論
者の方で今のお答えに対して何かご意見，ご質
問は追加でありますでしょうか。よろしいです
か。ありがとうございます。
それでは，国の税財政に関するお話は取りあ
えずいったんこれで切り上げさせていただいて，
続いて地方の税財政の現状と課題について寺﨑
局長からご説明いただければありがたく思いま
す。よろしくお願いいたします。

Ⅲ． 地方財政・地方税制の現状と
課題

（寺﨑）　ご紹介いただきました自治税務局長
の寺﨑でございます。本年の 7月から自治税務
局長に就任しております。どうぞよろしくお願
いいたします。
私の方からは，「地方財政・地方税制の現状
と課題」ということで，資料に基づいて簡潔に
ご説明申し上げます。

1 ．総論：地方財政・地方税制の現状と課題
〔令和 7 年度の地方財政の課題〕総務省（ 2

ページ）
税の話に入る前に，まず地方財政の現下の課
題ということで載せております。これは令和 7
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年度，来年に向けて地方財政の課題にはどうい
うものがあるかということを地方団体向けにお
示しするとともに，財務省に対して概算要求を
する際の資料となっております。
1に書いてありますように，地域経済の好循

環，持続可能な地域社会の実現等に関して，例
えばDX，GX，人への投資，地方への人の流れ
の強化，能登半島地震の教訓を踏まえた防災・
減災の取組，子ども・子育て支援などについて
しっかり取り組んでいくということであります。
ご案内のとおり，国と地方は，言うなれば車の
両輪としてこういった課題に対応していく必要
があるということであります。
2つ目に，地方の一般財源総額という言い方

をしておりますが，これは言うなれば地方が自
分の判断で使えるお金です。具体的には地方税
や地方交付税がこれに該当するわけですが，特
に今回は社会保障関係費や人件費が大きく伸び
るという中で，様々な課題に対応できるように，
地方の一般財源総額をしっかり確保していくこ
とが必要です。

〔令和 7 年度地方財政収支の仮試算【概算要
求時】〕総務省（ 3 ページ）
これは地方財政全体のフレームの仮試算と呼
んでおります。令和 7 年度の仮試算Bという欄
をご覧いただくと，地方税等が47.1兆円という
ことで令和 6年度の計画額よりも増えています。
これは地方税収等が好調であることを背景にし
ているものです。
右の方は歳出ですが，給与関係経費，特に退
職手当以外の欄が19.2兆円から19.7兆円と6,000
億円増えるということであります。これは人事
院勧告等を背景に給与関係経費の伸びが想定さ
れています。地方は人的サービスへの歳出が多
く，地方公務員の人件費が地方財政においても
相当なウエートを占めることから，このような
状況になっているところです。

〔令和 7 年度地方交付税の姿（概算要求）〕総
務省（ 4 ページ）
これは地方交付税の全体の姿であります。わ
れわれはよく入口と出口と呼んでおりますけれ
ども，入口というのは国の一般会計から地方に
配るお金として頂戴する，例えば交付税の法定
率分，国税の 4税とリンクしたものを頂戴する
ということ，さらには交付税特会に入って，交
付税法定率分のところにも地方法人税というの
が出てきます。
これは今日のテーマにもなりますけれども，
税源の偏在是正という観点から，法人住民税と
いう税が地方税の 1つにあるわけですけれども，
これが消費税の引上げの際に，地域間の財政力
格差が広がらないよう法人税割を縮減して，地
方法人税という国税を創設しています。こちら
の税は国税ではありますけれども交付税特会に
直入されるものとして書かれています。そして
実際に地方に配られる出口ベースのものが19兆
円という要求を今回させていただいているとい
うことであります。

〔国税・地方税の税収内訳（令和 6 年度地方
財政計画額）〕総務省（ 5 ページ）
5 ページは国・地方の税収内訳ですが，割愛

します。

〔令和 5 年度地方税収決算見込額（地方財政
計画ベース）〕総務省（ 6 ページ）
これは地方税収全体の足元の姿です。国税同
様，地方税も法人関係，個人住民税関係を中心
に好調で，令和 5年度決算見込額は，地方税計
45.7兆円となっています。これは特別法人事業
譲与税も含んでいますけれども，過去最大の額
になっているということであります。
さらに付言しますと，法人関係税は国税と地
方税で収納の時期が地方税の方が若干遅れると
いうことがありますので，国税の足元の好調さ
は来年の税収にも反映されるのではないかとい
うふうに私どもは見込んでいます。
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〔地方税収（地方財政計画ベース）の推移〕総
務省（ 7 ページ）
これまでの地方税収の推移のところで申しま
したように，地方税収は過去最大の額となって
います。それぞれの税目ごとに見ていただくと，
個人住民税は平成18～19年あたりに増えている
のは税源移譲に伴うものですし，法人関係税に
ついては，実線の部分が事業税だけではなくて
特別法人事業譲与税なども含んだものです。点
線が実際の税額となっておりますので，これも
偏在是正に関わるものがこの差額とご認識いた
だければと思います。
それでは以下，個別のテーマについてかいつ
まんでご説明いたします。

2 ．各論①：個別地方税制の現状と課題
（1）地方税の充実確保と偏在性が小さく安定

的な地方税体系の構築
〔地方税の充実確保と偏在性が小さく安定的な

地方税体系の構築〕総務省（10ページ）
まず 1つ目のテーマは，偏在性が小さく安定
的な地方税体系の構築であります。地方団体は
1,700を超えています。われわれは地方税制を
お預かりしておりますが，地方税を充実してい
くことによって対住民との関係で責任ある財政
運営をしていただこうということで，地方税の
充実は大変大事であります。けれども，地方税
を充実すると，一方で偏在性がある税目におい
ては財政力格差が拡大するという問題がありま
す。ですから，地方税の充実確保と偏在性の縮
小，そしてもちろん地方財政は安定的な財源が
必要ですので安定性，この 3つの要素を過去20
年の改革において常に念頭に置いて様々な取組
みがされてきたところです。
詳細は割愛しますが，地方消費税率の引上げ
等に伴い，特に東京都との財政力の格差に対応
するために，累次に渡って法人関係税の偏在是
正措置，先ほど触れたように交付税原資にする
パターンと，いったん国税で集めてこれを譲与
税として配分するという 2つのパターンがあり

ますが，この 2つのパターンを活用しながら偏
在是正にも取り組んできたところであります。

〔地方税制の基本的考え方〕総務省（11ページ）
これは政府税調の答申「わが国税制の現状と
課題」の記載ですが，こちらにも普遍的に存在
する必要があるということ，税源の偏在が小さ
く税収が安定的な地方税体系の構築を進めるべ
きということが書かれています。こういった観
点とともに，地方税の場合は応益性の観点が極
めて重要であります。そのため，国税とは若干
違って，政策税制については慎重に対応させて
いただいているというのが地方税の特徴となっ
ています。

〔地方団体の財政状況〕総務省（12ページ）
これは地方団体の足元の財政状況全体であり
ます。地方税収は先ほど申し上げたように，右
肩上がりなのですが，こうなると不交付団体，
いわゆる交付税をもらわずに運営できる東京都
といったような団体の財源超過額，要するに交
付税で大体の財源調整をするわけですが，財源
超過した団体に対しては超過部分の財源につい
て調整する制度がない以上，財源超過団体が使
えるお金になっているわけです。そういったも
のが基金の残高の推移にも反映されているとい
うことでご覧いただけると思います。上がった
り下がったりではありますが，足元で若干財源
超過額が増えてきています。

〔人口 1 人当たりの税収額の指数（令和 4 年
度決算額）〕総務省（13ページ）
これはわれわれもよく使わせていただきます
けれども，それぞれの税がどのような偏在の状
況になっているか， 1人当たり税額で比べてい
ます。これが正しいかどうかご議論はあろうか
と思いますが，やはり地方法人二税については，
平均との差で東京都が2.6倍，最大／最小で5.9
倍になっています。これを譲与税などの制度で
ならしておりますので，現在最大と平均の倍率
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は 2倍程度というのが実際の偏在の状況である
というふうにお考えいただければと思います。
一方，固定資産税も，昨日発表になったよう
に，東京圏を中心に地価の動向は非常に上がっ
ております。これは固定資産税全体ですと1.6
倍なのですが，土地だけに着目すると実に全国
平均の2.2倍が東京都の税額であるということ
で，こういった点においても東京における税源
集中の状況がわかると思います。

〔経済社会構造の変化〕総務省（14～15ページ）
14ページは人口動態です。説明は割愛します
が，東京への一極集中がまた進んでいます。コ
ロナのときに 1回緩和したのですが，また足元
で戻ってきているということであります。
15ページは経済情勢ということで，BtoC，e
コマースのような市場規模がどんどん増えてい
ます。言うなれば，店舗を必要としないわけで
す。地方法人課税も当然PEが存在するという
ことが課税権の原点となっているわけですが，
そういったものを超えたビジネスが非常に増え
てきているということ。さらに大法人は右のグ
ラフですが，これは大都市と書いてありますが
東京都のことで，県内法人の割合が増えていま
す。言うなれば，県内法人は東京都のみにPE
があるわけですから，他の道府県は課税するこ
とが不可能なわけであり，東京都の法人の数が
どんどん増え，一方でその他の道府県の法人の
数が減っています。分割法人が減っているとい
うこともありますが，このようなトレンドにあ
るということをご理解いただければと思います。

〔与党税制改正大綱・骨太の方針における地方
税体系に係る記述〕総務省（16ページ）
これが現在の与党税制改正大綱，さらには骨
太の方針に記載されていることですが，こうい
った状況を踏まえて行政サービスの地域間格差
が過度に生じないよう，地方公共団体間の税収
の偏在状況や財政力格差の調整状況等を踏まえ
つつ，税源の偏在性が小さく税収が安定的な地

方税体系の構築に向けてに取り組んでいくとい
うことが明記されています。

（2）ふるさと納税
2 つ目は，がらりと話が変わって，これは地

方経済の活性化につながる話かもしれませんが，
最近話題になっているふるさと納税です。

〔ふるさと納税制度とは〕総務省（18ページ）
まず，制度の趣旨はご案内のとおりですが，
元々は「ふるさとやお世話になった地方団体に
感謝し，若しくは応援する気持ちを伝え，又は
税の使い途を自らの意思で決めることを可能と
する」制度として，国税にもお付き合いいただ
いて設けているところであります。

〔ふるさと納税制度の見直し（指定制度の導入）
について【令和元年 6 月～】〕総務省（19ペ
ージ）
実は，ご案内のとおり返礼品の競争がどんど
ん過熱化しまして，総務大臣通知において良識
ある対応を要請したわけですが，令和元年に法
律を改正し，私どもが一定の要件を満たした地
方団体を指定するということでルールを厳格化
したところであります。
この指定の基準ですが，間もなく今年10月か
ら「ふるさと納税の新しい年度が始まる」とわ
れわれは言っておりますが，10月から新しい指
定対象期間が始まるわけですけれども，まずは
募集適正基準として，経費の総額は 5割以下に
してください，言うなれば10億円寄附を頂いた
らそのうち 5億円はちゃんとその団体に残るよ
うにしてください，いろいろな返礼品や募集経
費については 5割以下にしてくださいというこ
と。さらには基準②として，返礼品の割合は 3
割以下にしてください，要するに10万円寄附を
もらったら 3万円相当の返礼品までにしてくだ
さいという基準です。その他，地場産品の基準
などについても定めておりまして，これらの基
準を満たさなければ指定しない，さらにはその
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後適合しないことがわかったら指定を取り消す
という制度も設けております。

〔ふるさと納税の受入金額及び受入件数の推移
（全国計）〕総務省（20ページ）
最新の受入額の状況です。新聞等でもご案内
のとおり約 1 兆1,000億円ということで，初め
て 1兆円を超えました。

〔ふるさと納税の受入額及び受入件数（都道府
県別）〕総務省（21ページ）
ふるさと納税の受入額はご覧のとおりですが，
今回特徴的なのは石川県です。やはり能登半島
の地震がありましたので，こちらに対して非常
に寄附が集まるようなこともあり，令和 5年度
と令和 4年度を比べると石川県の受入額が倍く
らいになっています。こういったものの多くは，
返礼品は要らないという形の寄附が多くなって
おります。われわれとしては，こういう使い方
は非常にありがたいな，本来の趣旨に沿ってい
るのかなと思っておりますが，一方で官製ショ
ッピングサイトになっているのではないかとい
うご批判も根強いところであります。

〔ふるさと納税を募集する際の使途の選択〕総
務省（22ページ）
22ページの真ん中にあるように，ふるさと納
税をするときに具体的な分野を選択することが
できるような団体も増えています。特に最近増
えているのがクラウドファンディング型です。
例えば，子ども食堂を運営するとか，有害鳥獣
を駆除するとか，それぞれの地域に課題がさま
ざまあります。こういった課題に対して目標金
額，募集期間を定めてクラウドファンディング
型で募集していく，こういったものも返礼品な
しで公募しているケースがあります。
さらには，ここには書いてありませんけれど
も，物品を送るのではなくて，いわゆる体験
型・経験型というか，地方団体に来ていただい
て例えばお城の中で泊まっていただいたり，空

港があるところでは空港のバックヤードを見学
いただいたり，実際に来ていただいて交流が生
まれるような，二地域居住の促進にもなろうか
と思いますけれども，交流人口の増大につなが
るような，ふるさと納税の返礼品を出している
ところも最近増えてきたところです。

〔ふるさと納税に係る住民税控除金額及び控除
適用者数の推移（全国計）〕総務省（24ページ）
これが住民税の控除適用者数でありますけれ
ども，1,000万人を超えたということで，制度
の利用実態を表しています。

〔ふるさと納税に係る住民税控除の適用状況〕
総務省（25ページ）
これが控除されている側，いわゆる税が出て
いっている側ですが，東京都などの額が大きく，
結果として東京などにお住まいの方が地方に対
してふるさと納税を多くされているので，その
分が地方に対して移転しているという見方もで
きるのではないかと考えています。

〔（参考）令和 5 年度におけるふるさと納税受
入額の多い20団体〕総務省（26ページ）
受入額の上位20団体です。実はこの20団体で
受入額全体の20％程度を占めており，偏りが起
きているのではないかというご指摘を受けるこ
ともありますけれども，今年度の特徴として，
上位の白糠町や別海町では，主な返礼品にホタ
テが挙げられ，原発処理水の影響がありました。
中国の禁輸措置があったので，ホタテを応援し
ようという機運の中で，ホタテ関係の返礼品が
多く提供されたということで，やはり社会情勢
やトレンドによって，こういった返礼品の状況
も変わるようです。

〔（参考）令和 6 年度課税における市町村民税
控除額の多い20団体〕総務省（27ページ）
これは控除額が大きいところで，大体人口の
大きい指定都市，さらに特別区が並んでいます。
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26ページと比べると，実は名古屋市や京都市は
両方にランクインしておりまして，抜けていく
だけではなく，自らふるさと納税を集めていこ
うという大都市も徐々に増えてきたというのが
最近の傾向です。

〔ふるさと納税の指定基準の見直し（令和 6
年 6 月28日付告示第203号）〕総務省（28ペ
ージ）
これは最近行った告示改正です。われわれは
指定基準の見直しを細かく行いまして，先般か
ら報道でも出ていますけれども，一番上にある
ように，ふるさと納税をしてポータルサイト等
を使うとポイントがたまるというものです。言
うなれば返礼品をもらった上で，ポイントには，
地域的特色がなく金銭に等しいようなものもあ
りますので，こういったポイントの付与率に係
る競争が過熱化するのはいかがなものかという
ことで，本来の趣旨に鑑みて，来年の10月から
ポイント付与については禁止するという改正を
しております。これに限らず，ふるさと納税の
本来の趣旨にのっとって運用されるように，私
どもは随時こういった見直しを今後も進めてい
きたいと考えています。

（3）車体課税
29ページ以降は，車体課税です。

〔自動車に関する課税関係〕総務省（30ページ）
国税にも自動車課税はありますが，地方譲与
税として地方に譲与されるものがあるので，全
体の2.7兆円のうち2.3兆円は地方の財源となっ
ており，非常に重要な地方のインフラ等の整備
に係る財源となっています。

〔車体課税（地方税）の税収推移〕総務省（32
ページ）
税収の推移です。全体の税収のピークが平成
8 年で，2.4兆円ありました。この地方税分に
ついては足元で1.9兆円ほどになっており，減

少傾向にあることがわかると思います。

〔地方財源における車体課税〕総務省（33ペ
ージ）
自動車税は偏在性の観点から言うと実は逆偏
在の税であり，地方部に税が集中していて，東
京が一番少ないという税です。これは自動車税
と軽自動車税で同様の傾向が見られます。

〔令和 6 年度与党税制改正大綱（抄）（自動車
関係諸税分）〕総務省（34ページ）
これは昨年の与党税制改正大綱です。中身は
割愛しますが，自動車税の在り方について今後
しっかりと検討していくこととされております。

〔自動車に関する行政サービスと自動車関係諸
税（車体課税＋燃料課税）の状況〕総務省（35
ページ）
こちらは自動車に係る行政サービスに関して，
歳入が3.4兆円，歳出（道路関係や交通安全対
策など）が5.8兆円となっております。さらに
右上の方にある道路，橋，トンネルといった社
会資本インフラは，建設後50年以上経過してお
り，地方においても，これからますますメンテ
ナンスにお金がかかってきます。自動車だけが
受益者ではないのではという批判もありますけ
れども，自動車をお使いの方々から一定のご負
担を頂くことが，やはり受益と負担の関係から
も重要ではないかと考えているところでありま
す。

〔電気自動車等の普及等を踏まえた自動車税の
課税の在り方〕総務省（36ページ）
与党の税制改正大綱と自動車税の自家用の乗
用車の税率を記載しております。総排気量が大
きくなればなるほど財産的価値も大きいだろう，
比較的大きな車になるだろうという理由から，
総排気量をベースにした税率区分としておりま
す。
一方で電気自動車は，ブルーの吹き出しにあ
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るように，車両の価格や重量に拘らず，すべか
らく一番低い 2 万5,000円という税率が適用さ
れております。例えば，1.4トン程度の大衆向
けの自動車で申しますと，ハイブリッド車と
2.3トン程度の高級なテスラのモデルXの電気自
動車プリウスの場合は，それぞれ 3 万6,000円
と 2 万5,000円という税額となります。こうし
た課題について，カーボンニュートラルに向け
た動き等を考慮しながら税負担の公平性を早期
に確保するために，課税趣旨を適切に踏まえた
課税の在り方について関係者に意見を聴取しつ
つ検討します。これは必ずしも今年度の課題で
はありませんが，こういったことについても私
どもはしっかりと取り組んでいきたいと考えて
おります。

3 ．各論②：地方税務手続の電子化
2 つ目の各論が税務手続の電子化です。

〔地方税における税務手続のデジタル化〕総務
省（38ページ）
これは多くの皆さまにご協力いただいて足元
すごく進んできました。38ページに書いてある
ように，大きく分けて 3つあって，申請や申告
をデジタル化しようというもの，納付をデジタ
ル化しようというもの，さらに地方税関係はさ
まざまな通知があって，地方税は賦課課税が主
ですので，納税者の皆さまにあなたの税額はい
くらですよという納税通知書を送るのですが，
こういったものもデジタル化していこうという
ことであります。

〔地方税務手続のデジタル化の歩み〕総務省
（39ページ）
39ページはそれらの歩みを記したものです。
大きなエポックとしては平成22年度に1,700団
体全てeLTAXに接続していただきました。さ
らに令和元年度には地方税共同機構という形で，
法律に基づく法人が出来上がったということで
一気に電子化の動きが加速したところです。

〔eLTAX（エルタックス）について〕総務省（40
ページ）
eLTAXの全容です。今申したとおり，電子
申告，電子納税，さらには国税からさまざまな
情報を頂いているのですが，これも今まではコ
ピーを持ち込んで税務職員が税務署の中でコピ
ーをしていたということもありましたけれども，
こういったものも専用回線で連携することで，
よりスムーズかつシームレスに課税事務が進ん
でいくということであります。

〔地方税等の申告等に係るeLTAX利用率の推
移〕総務省（41ページ）
eLTAXは年々利用が進んでおり，特に法人
の皆さまにおかれましては，今までは47都道府
県1,700の団体にばらばらに申告書をお送りい
ただいておりましたけれども，一括で送ること
が可能となっておりますので，法人の皆さま方
にとってはかなり利便性が上がったのではない
かと考えています。

〔地方税共通納税システムについて〕総務省
（43ページ）
さらに43ページをご覧いただくと，いわゆる
税を払う側からも同じように，法人の皆さまが
それぞれの団体ごとに払わなければいけなかっ
たものを， 1 つのeLTAX， 1 つの財布に放り
込むと，それぞれの地方団体に払い込まれる形
で，非常に便利なシステムが利用可能となって
います。

〔地方統一QRコード（eL-QR）の活用による
地方税の電子納付について〕総務省（44ペ
ージ）
さらにQRコードを活用して，地方税全体で
統一のQRコードを作りました。eL-QRと呼ん
でおりますけれども，これを令和 5年度から始
めました。これにより，令和 5年度，初年度に
11.95兆円ものお金がeLTAX経由で納付されて
います。先ほど40数兆円が地方税と申しました
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が， 4 分の 1 が既にこのeLTAX経由となって
いるということで，これは個人の方が使われる
こともあるのですが，金融機関の窓口で，紙で
受けた場合であっても，この紙を金融機関の職
員がQRコードを読み込むことで非常に処理が
迅速になったということで，大いに歓迎されて
いると伺っています。

〔地方公金に係るeLTAX経由での納付（令和
6 年度税制改正）〕総務省（45ページ）
これは地方税ではないのですが，同じような
仕組みを地方公金に使えるのではないかという
ことです。例えば道路占用料です。これは電力
会社の電柱などが一番わかりやすいのですが，
全国津々浦々に存在する電柱はそれぞれ道路占
用料を払っていただいておりますけれども，こ
ういったものも同じような仕組みを使うことに
よって納付しやすくなるという形に法律改正を
しました。もうしばらくお時間を頂きますけれ
ども法律は改正済みですので，間もなくこうい
ったことがeLTAXを活用して可能となるとい
うことであります。

〔地方税務手続の「デジタル完結」に向けて〕
総務省（46ページ）
46ページは地方税務手続のデジタル完結とい
うことで，最後に残っています通知です。先ほ
ど申しました自動車税や，皆さまにお支払いい
ただく固定資産税，これらは紙の通知が届いて
おりますけれども，マイナポータルを活用すれ
ば非常に迅速に電子的送付もできるということ
を考えています。

〔納税通知書の電子的送付について〕総務省
（47ページ）
47ページが電子的送付のイメージです。まず
納税通知書を郵送した上で，電子的送付を納税
者に申し出いただくとデータがアップロードさ
れて，eLTAXからダウンロードすることができ，
画面上で納付や送金も簡単にできるようになる

ということで，デジタル完結が可能となります。

〔源泉徴収票の提出方法等の見直し〕総務省
（48ページ）
48ページは源泉徴収票の提出方法の見直しと
いうことで，これは国税とリンクをしますけれ
ども，源泉徴収票の提出範囲を給与支払報告書
の範囲に拡大することでこれを一元化する，デ
ータ連携も一元化するということを改正済みで
すので，間もなくこういったことが実現してい
くということであります。
電子化においては徐々にいろいろと取組みが
進んでおり，現場にもご負担をかけていること
はありますが，すべからく地方の手間も納税者
の手間もどんどん少なくなっていく方向で一生
懸命取り組んでいきたいと考えておりますので，
よろしくお願い申し上げます。私からの説明は
以上です。

Ⅳ． 地方財政・地方税制の現状と
課題に対する意見・質問

（岩﨑）　寺﨑局長，明快なご説明ありがとう
ございました。それでは討論に移らせていただ
きます。まず，渡辺教授からご意見，ご質問を
頂ければと思います。よろしくお願いします。

（渡辺）　ご説明どうもありがとうございまし
た。地方税においても改革が進んでいるという
印象を受けております。
それでは，スライド13ページの「人口 1人当
たりの税収額の指数」についてまずお尋ねしま
す。最大／最小の倍率が最も大きいのが地方法
人二税であり，反対に最も小さいのが地方消費
税です。この図を示している意図はどこにある
のでしょうか。例えば，偏在性縮小の観点から，
将来的には地方法人二税を縮小する代わりに，
地方消費税を拡大するというような改正は，そ
んなに簡単ではないと思いますが，ありえるで
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しょうか。これが 1つ目です。
それから，スライド15ページの「経済社会構
造の変化　②経済情勢」についてお尋ねします。
「大都市外に支店を持たず当該団体のみに納税
する法人（県内法人）が増加」という傾向に有
効に対処する方法はあるでしょうか。これは
OECD/G20のBEPSプロジェクトにおける第 1
の柱において指摘されてきた問題と類似性があ
ると考えます。すなわち，デジタル経済の発展
に伴って課税管轄権内で実体を持たずに事業を
行う企業が増えたことにどう対処するかという
問題です。参考として米国メリーランド州の
DSTがあります。最終的には自治体の決定に
依拠することになりますが，日本でも同じよう
な地方デジタル税の導入があり得ると思われま
すか。
続いて，スライド20及び24ページのふるさと
納税に関するワンストップ特例制度についてお
尋ねします。もしワンストップ特例制度を廃止
すれば，寄附者（納税者）は税額控除等を受け
るために確定申告をしなければなりません。し
かし，見方を変えれば納税者に確定申告を促す
という効果が見込めることになりますが，どの
ようにお考えでしょうか。寄附額の減少が懸念
されるでしょうか。実際には，申告するための
事務負担が納税者に発生するので実現可能性は
低いのかもしれません。しかし，特に給与所得
者についていえることですが，確定申告をせず
に源泉徴収と年末調整だけで課税関係が終了す
ることは例外的な扱いであり，控除をうけるた
めに，つまり利益を受けるために確定申告をす
ることは特別な不利益と位置づけるべきではな
いと思います。ただし，これは確定申告するの
が本来の姿という前提があるからこそいえるこ
とではあります。
スライド26ページの「令和 5年度におけるふ
るさと納税受入額の多い20団体」についてお尋
ねします。現行のふるさと納税制度は自治体に
も企業に類似する営業努力や経営努力のような
ものを要求することにならないでしょうか。自

治体が生き残りをかけて努力すること自体は悪
いことではないと思います。しかし，制度趣旨
との関係でいえば，ふるさと納税制度によって
そのような努力が要求されることは好ましいこ
となのでしょうか。それとも制度の予期せぬ効
果・副作用に過ぎないと捉えるべきなのでしょ
うか。
スライド27ページ，引き続きふるさと納税に
ついてですが，「令和 6 年度課税における市町
村民税控除額の多い20団体」についてお尋ねし
ます。自治体は，ふるさと納税制度を通して受
入額（増加する税収）と控除額（失う税収）の
両方を気にしなければなりません。換言すれば，
他の自治体の税収を奪う部分と他から奪われる
部分の差し引き純額が重要になります。交付団
体には交付金による手当があるとはいえ純額が
重要であることに変わりありません。つまり奪
わなければ奪われるだけという構図です。この
ようにふるさと納税が自治体間の競争を煽る制
度になってしまったことについてどのようにお
考えですか。
28ページ，「ふるさと納税の指定基準の見直
し」についてお尋ねします。見直し自体はよい
ことだと思います。しかし，そもそも地場産品
基準は魅力的な返礼品を用意できる自治体とそ
うでない自治体の差を作り出すものであり，批
判も多いと認識しています。また自治体間で返
礼品の取り合いが起こる可能性もあります。滋
賀県の近江牛に関する自治紛争委員会の例もあ
りますが，魅力的な返礼品の有無や取り合いに
ついてどのように考えますか。自治体間の競争
に委ねておくしかないのでしょうか。
続いてスライド33ページ，「地方財源におけ
る車体課税」についてお尋ねします。「『偏在性
が小さく税収が安定的な地方税体系の構築』を
目指していく中で，重要な税となっている」と
いう説明の趣旨は，車体課税を維持する，廃止
しないということであって，強化するという意
味ではないと考えてよいでしょうか。
偏在性が小さく税収安定しているのなら，制
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度を拡大することも考えられますが，地方にお
いて自動車は必需品であり，さらに軽自動車を
保有する人たちの所得が相対的に低いことを考
えると，車体課税を強化することは政治的に難
しいように思えますが，この点についてはどう
でしょうか。
それから，スライド39ページにある地方税務
手続のデジタル化等と現年課税の関係について
お尋ねします。左下の令和 6年度以降部分に「個
人住民税の電子申告［R 7 年末］」とあり，さ
らにスライド41ページの下から 2行目には「令
和 9年 1月以降，個人住民税における給与支払
報告書の電子的提出義務化の対象法人を源泉徴
収票等30枚以上に要件引下げ予定」とあります
が，これらによって，地方税（住民税）の現年
課税化が進むとか，前年課税から現年課税に移
行できるようになるような可能性が生まれるで
しょうか。
また，スライド46ページに「地方税関係通知
（納税通知書等）についてeLTAXやマイナポ
ータルを活用した電子的送付を実現し，地方税
務手続の「デジタル完結」を目指す」とありま
すが，現年課税を前提にした記述ではないので
しょうか。
最後は，スライド40ページ，「eLTAX」につ
いてですが，このシステムは大変有益だと思い
ますが，実際にどれだけのコストが削減されて
いるかということについて，金額ベースでのデ
ータはあるのでしょうか。以上です。よろしく
お願いいたします。

（岩﨑）　渡辺先生，ありがとうございました。
引き続きまして，宮永会長からご意見，ご質問
を頂いて，その後に寺﨑局長にご回答をお願い
したいと思います。宮永会長，よろしくお願い
します。

（宮永）　ありがとうございます。寺﨑局長，

ご説明ありがとうございました。私からは大き
く 2点， 2つの考え方からご質問させていただ
きたいと思います。
まず 1点目は，地方分権社会における税制の
在り方ということで，特に地方分権においては
地域の自立性・持続性を高めるための大前提と
して各自治体の財源基盤の安定化がまず大事だ
と考えております。しかし，産業構造がかなり
大きく変化したことに加えて，情報技術の進化
に伴って基本的には大都市，特に東京への人口
集中がますます増しているため，財源の偏在性
がかなり高まっている状況であることも認識し
ています。このような偏在性を解消すべく，地
域間の偏在是正措置として地方法人二税の一部
の国税化による恒久化がなされましたが，法人
所得課税の事後的調整というか，これが応益の
原則に本当になじんでいるのか（なじまないの
ではないか）という課題が残っているようにも
感じています。
また，今後の少子高齢化社会においては，地
方行政の効率化をさらに促進する思い切った取
組みが必要ではないかと思います。そして，そ
のようなことを促進するインセンティブとして
の税制も必要なのではないかということを考え
た上で，財源と支出の両面でバランスの取れた
地方分権社会を志向していくことが望ましいの
ではないかと思います。そのため，やはり制度
と，それによりもたらす効率化を併せて考える
ことに関してお考えを聞かせていただければと
思います。
2点目に，地方法人課税の在り方に関係する

ことで，これは我々ビジネスの方からも若干感
じていることがございます。即ち，地方財政の
充実化に当たっては，行政サービスと負担の応
益原則に関して企業や住民から十分な理解を得
ながら，わかりやすい税体系の下で効率的に納
税実務ができるようにしていくということが必
要なのではないかと思っています。しかし，現
実を見ますと，現状の地方法人課税は税目が少
し多いのではないかと思われます。例えば，外
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形標準課税の付加価値割の複数の課税ベースな
どに見られるように，仕組みが極めて複雑であ
るだけでなく，自治体・納税者双方の事務負担
という面から私どもは改善の余地があるのでは
ないかと考えておりますが，この点についてお
考えをお伺いしたいと思います。
また，例えば事業税について，課税標準の算
定が複雑であるとともに分割基準による課税標
準の各地方自治体への按分計算が必要になって
くる場合があります。この分割基準による分割
を廃止して，法人の主たる事業所，例えば本店
所在地が所在する道府県や市町村に納付させて
いただき，それに伴って起きるであろう税の偏
在性については，地方法人税や地方法人税を財
源とする地方交付税で補うという方法も考えら
れるのではないのかというところも，我々と致
しましては，お伺いしたいと思っております。
さらに，事業所税についても，従業者割の部
分は法人事業税に統合してはいかがか，尚，資
産割部分については固定資産税や都市計画税に
統合する等の工夫をしていただければ大変あり
がたいと感じています。以上，今後の地方法人
の課税の改革に向けたご検討の方向性について
お伺いしたいと思います。

（岩﨑）　ありがとうございました。大変幅広
い質問になりましたので，可能な範囲で結構で
すが，寺﨑局長からご回答いただければありが
たいと思います。よろしくお願いいたします。

（寺﨑）　渡辺先生，宮永副会長，ありがとう
ございます。大変鋭いご質問を頂いてたじろい
でしまうのですが，まず偏在性の話をお二人か
ら頂きました。グラフで示しております地方法
人二税と地方消費税，地方消費税がこれだけ偏
在性が少ない税であることは言うまでもありま
せんが，われわれは地方消費税が優れた税であ
るということを示したいと思っているわけで，

先ほどご指摘いただいたように地方法人二税を
なくしてしまえとか，これを地方消費税に置き
換えてしまえという趣旨でお示ししているもの
ではありません。
消費税に関しては，国，地方のそれぞれの社
会保障の財源とされている経緯もありますので，
これは理屈の範囲でしっかりと確保していきた
いと考えておりますし，法人についても先ほど
宮永副会長からもございましたように，いろい
ろな課題はあるわけですけれども，やはり法人
が立地している自治体との関係を構築する，そ
こから一定の応益的なご負担を頂くことは必要
であろうとわれわれは思っています。他の税も
もちろん従業員が住民税を払ったり固定資産税
もご負担いただいているわけですが，特に事業
税というのは法人の事業活動の規模に応じてご
負担いただいており，外形標準課税を導入した
ときの経緯もありますけれども，非常に重要な
税であると考えておりますので，ここはしっか
りとご理解を賜りたいと思います。
一方で，渡辺先生の方からございましたメリ
ーランドのDSTのような制度は，われわれも
非常に関心を持って見ているわけですけれども，
なかなかPEがないところに地方団体が課税す
ると大混乱が起きるのではないかということも
あります。例えば，法定外税でこういったもの
をある県がやったら，われわれはどういうふう
に判定するのかという，考えると講学上非常に
悩ましい問題が出てこようかと思いますけれど
も，現時点では先ほど申しましたように，向か
い合って応益課税をしていただくという地方法
人課税とは別に，特別法人事業税を譲与税の形
でいわゆる国税化した上で別の基準で配らせて
いただく。これは，言うなれば先ほどちょっと
触れたようなデジタル経済の進展によるような
ものであるとか，持株会社が増えているとか，
フランチャイズが増えているといったことを背
景にこういった措置が講じられたところもあり
ますので，今はその 2つの制度，すなわち地方
団体が自ら課税するものと，法人の事業活動に



―145―

応じた税を国税化して譲与税で配る，この 2つ
の制度で成り立たせていただいています。どれ
がベストミックスかというのはあるのですが，
地方団体が法人から直接事業税や住民税を頂戴
する制度は重要ではないかと考えているところ
であります。
ふるさと納税についても渡辺先生からご指摘
いただきました。かいつまんで申しますと，冒
頭申しましたように，ふるさと納税の本来の趣
旨というのを，われわれはこの 1兆円を超えた
からこそ改めて強調したいと思っております。
これは返礼品をもらうための制度ではなく，結
果が返礼品ということで，地方の魅力を発信し
ていただくことは良いと思っておりますけれど
も，先ほども触れたように，やはりご指摘のよ
うな偏りが生まれています。ただ，その中でも
新たな特産品を発掘しPRしていこうとか，地
域に来ていただいて二地域居住を推進していこ
うとか，先ほど申しましたクラウドファンディ
ングで集めていこうとか，こういった新たな動
きも出ています。
われわれはできる限りそういった本来の趣旨
に沿った活動をご支援し，行き過ぎたやり方，
疑義があるようなやり方については，告示改正
等を繰り返すことによって，適正化という言葉
がいいかどうかわかりませんけれども，本来の
趣旨が生かされるような形でこの制度が発展・
継続できればと考えています。
その上で，ワンストップ特例についても，非
常に大きな役割を果たす制度でありますが，最
近e-Taxの方が非常に便利になって，確定申告
の中でもマイナポータル経由で控除証明書デー
タを一括取得できるような手段もあります。実
は，ワンストップ特例では 5団体までしか寄附
ができませんので，それ以上多くのところに応
援したいという場合には，当然確定申告を選ん
でいただきます。言うなれば，われわれは 2つ
の制度について，いずれも利便性が高まってい
く中で納税者の選択に委ねられる制度としてあ
っていいのではないかと考えているところであ

ります。
車体課税についても，先ほど例示しましたよ
うに電気自動車の例を 1つ取っても，かなり高
額なものもあり，かつ重い車ですので，財産税
的性格と道路損傷負担金的性格を自動車税が持
っていることを考えると，課税趣旨を適切に踏
まえた課税の在り方を検討していかなければな
らないだろうと思います。車体課税を強化とい
うよりも税負担の公平性の観点と，さらに自動
車産業の今後の在り方なども十分踏まえた見直
しも必要ではないかと考えています。
渡辺先生から現年課税についてご質問があり
ました。これは古くて新しいテーマであり，わ
れわれもずっと検討しているわけですが，働き
方が多様化しています。毎年の所得の変動が大
きい方も増えてきましたので，現年課税を求め
る声があるとわれわれは認識しています。
一方で，現年課税を行った場合，企業等の事
務負担がもっと増えるのではないかということ
を大変ご懸念いただいています。いろいろな実
務がどう回っていくかということもしっかりと
検討しないといけませんし，何より実は大きい
のが現年課税に切り替えたとき 2年分の所得に
課税していいのかどうかという問題もあります。
ただ，デジタル化という流れがこういったもの
を後押ししていくことは事実ですが，私が今日
説明したものが現年課税を念頭に置いたものか
というとそうではなくて，別のものとしてご理
解を賜りつつ，われわれの地方税務手続のデジ
タル化は，紙でやりとりすることなくこういっ
たものが完結するように目指していきたいとい
うことであります。
そして，大変良い質問を頂いたのですが，ど
れくらいのコストが削減されているかというデ
ータはありません。これは何か取ってみたいと
思っていて，やはりデジタル化に関してもコス
トをかけていますので，実際にどれだけ低減し
たか，特にわれわれのコストというよりも民間
企業や金融機関のコストが恐らく下がっている
のではないかと思いますので，別にそれをわれ
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われが取り戻そうというわけではありませんけ
れども，日本国全体でどれだけのコスト削減が
あるかというのはわれわれがお示しすべきだと
思いますので，どういうやり方があるかは考え
たいと思いますけれども，いずれにしてもこう
いったことも説明責任を果たしていきたいと考
えています。
宮永会長から 2つ目の地方法人課税の在り方
ということで，いわゆる簡素化という観点から
もご質問を頂きました。われわれが外形標準課
税を創設した平成15年のときも，新たな課税標
準を作ったものですから，なるべくこれが法人
税の所得の計算のいろいろなデータから転用で
きるようにしようということで，おそらく相当
程度わかりやすい制度になったとは思っており
ます。しかし，依然としていろいろなお声を頂
きますので，不断の見直しの努力はしていきた
いとは考えておりますけれども，ご指摘のよう
に全部交付税にしてしまえとか，配ればいいだ
ろうということではなくて，先ほどの説明のと
おり，会長のところもそうだと思いますが，立
地しているところの企業と自治体との関係，こ
れはさまざまなところでありますので，事業税
なり住民税という形でご負担いただく関係は大
事ではないかと考えています。
事業所税についてもご意見を賜りました。事
業所税の大きな問題が人口30万以上の都市に限
っていますので，なかなか地方法人課税や固定
資産税などとは統合し難いのですが，事業所税
についても以前，新増設分を廃止するという改
正もしました。ただ一方で，事業所の集中立地
に伴って増加する都市環境の整備のための財源
ということでありますので，これはご理解を賜
ればなとは考えております。
ただ，今賜りましたさまざまなご意見，こう
いったご意見をこういった場を含めて頂戴する
ことは大変重要であります。われわれはそれぞ
れの税の性格を活かしつつ，先ほどから申しま
したように偏在性の小さく安定的な税体系をど
う作っていくか。それは，納税者の皆さまの事

務負担の観点も十分踏まえて不断の見直しの努
力をしてまいりたいと考えております。ご意見
を賜りましてありがとうございました。

（岩﨑）　寺﨑局長，ありがとうございました。
ただ今の局長のご回答について，何か討論者の
方から追加でご意見やご質問はございますか。
あれば頂戴いたしますが，いかがでしょうか。
では，渡辺先生，どうぞ。

（渡辺）　現年課税について，最大の問題点は
局長がおっしゃるとおり，導入したときの 2年
分をどうするかということであることは認識し
ています。ここは超えられない問題というより
2年分の税金を取れないということは明らかで
すから，両方を計算してどちらか多い方を取る
とか，何らかの割り切りをしないと，これを理
由に導入にストップをかけるのはあまり現実的
ではないという気がしています。一番大きな問
題であることはわかっておりますが，超えられ
ないものではない，割り切りの問題かなという
印象を持ちました。ご回答どうもありがとうご
ざいました。

おわりに

（岩﨑）　それでは，そろそろ予定されている
終了の時間が近くなっておりますので，取りま
とめに入らせていただきたいと思います。本日
は，国の税財政の状況については青木主税局長
から，また地方の税財政の現状については寺﨑
自治税務局長から，大変わかりやすい丁寧なご
説明とご回答を頂きました。ありがとうござい
ました。感謝申し上げます。また，討論者の方々
から大変鋭いご質問を頂き，また新しいアイデ
アも頂戴することができました。とても有益な
討論になったと思っています。討論者の方々に
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も感謝申し上げたいと思います。ありがとうご
ざいました。
それでは，時間が経過してまいりましたので，

本日の討論会はこれでお開きにさせていただき
たいと思います。ありがとうございました。
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「ＢＥＰＳ包摂的枠組み」
「 つの柱」の進捗状況

年９月 日

財務省主税局参事官室

○○ ＢＢＥＥＰＰＳＳププロロジジェェククトトととはは（（ＢＢＥＥＰＰＳＳ：：BBaassee  EErroossiioonn  aanndd  PPrrooffiitt  SShhiiffttiinngg））

・ BEPSプロジェクトは、公平な競争条件（Level Playing Field）の確保という考え方

の下、多国籍企業が課税所得を人為的に操作し、課税逃れを行うこと（BEPS）が

ないよう、国際課税ルール全体を見直し、世界経済並びに企業行動の実態に即し

たものとするとともに、各国政府・グローバル企業の透明性を高めることを目指す

プロジェクト。

○○ 背背景景

・ グローバルな経済活動、ローカルな課税： 企業が調達・生産・販売・管理等の

拠点をグローバルに展開し、電子商取引も急増するなど、グローバルなビジネス

モデルの構造変化が進む中、この構造変化に各国の税制や国際課税ルールが

追いつかず、多国籍企業の活動実態とルールの間にずれが生じていた（二重非

課税という課題の重要化）。

・ 負担の公平性： 各国がリーマンショック後に財政状況を悪化させ、より多くの国

民負担を求める中、多国籍企業の課税逃れに対する批判が高まった。

「「ＢＢＥＥＰＰＳＳププロロジジェェククトト」」ににつついいてて①①

2

（ 2ページ）
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○○ 経経緯緯

  

○○ 現現在在のの取取組組（（ＢＢＥＥＰＰＳＳ実実施施フフェェーーズズ））

・ BEPS実施フェーズにおける取組として、現在以下の主要課題に対処。
① 各国による合意事項の実施状況のモニタリング ⇒ BEPS包摂的枠組みの下、各作業部会に       

おけるモニタリングを実施中。
② 残された課題についての、継続検討 ⇒ BEPS包摂的枠組みの下、各作業部会で議論を継続。
③ 開発途上国を含む幅広い国と関係機関が協調する枠組み（技術支援等を含む）の構築

       ⇒ IMF、OECD、国連、世銀等の国際機関並びに先進国及び開発途上国の協調の場としての
       「税に関する協働のためのプラットフォーム」の設置

・ 上記の取組みはG7・G20等で主要議題として取り上げられてきており、日本としても、2016年の
G7議長国や2019年のG20議長国として、各国との協調をリード。

「「ＢＢＥＥＰＰＳＳププロロジジェェククトト」」ににつついいてて②②

2012年６月 OECD租税委員会（当時の議長：浅川元財務官）が本プロジェクトを立ち上げ。

2013年７月 G20財務大臣からの要請も受け、「BEPS行動計画」を公表。行動計画の実施に当たり、
OECD非加盟のG20メンバー８カ国（中国、インド、南アフリカ、ブラジル、ロシア、アルゼン
チン、サウジアラビア、インドネシア）も議論に参加。

2014年９月 「第一弾報告書」公表。

2015年10月 「最終報告書」を公表。

同年11月 G20サミットにも報告し、首脳からは、支持とともに、合意事項を着実に実施するよう強い
要請があった。

2016年６月 京都において、BEPS合意事項を実施に移すための「BEPS包摂的枠組み」を立ち上げ、
参加国を大幅に拡大。（現在147か国・地域）

3

（ 3ページ）

AA.. ググロローーババルル企企業業はは払払ううべべきき（（価価値値
がが創創造造さされれるる））ととこころろでで税税金金をを支支払払うう
べべきき

（企業が調達・生産・販売・管理等の拠
点をグローバルに展開し、グループ内
取引を通じた租税回避のリスクが高ま
る中、経済活動の実態に即した課税を
重視するルールを策定）

BB.. 各各国国政政府府・・ググロローーババルル企企業業のの活活
動動にに関関すするる透透明明性性向向上上

（グローバル企業の活動・納税実態の
把握のための各国間の情報共有等
の協調枠組みを構築 等）

CC.. 企企業業のの不不確確実実性性のの排排除除

（租税に係る紛争について、より効果
的な紛争解決手続きを構築するとと
もに、ＢＥＰＳプロジェクトの合意の迅
速な実施を確保）

「「ＢＢＥＥＰＰＳＳププロロジジェェククトト」」のの三三本本柱柱

〔〔実実質質性性〕〕

〔〔透透明明性性〕〕 〔〔予予見見可可能能性性〕〕

4

（ 4ページ）
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伝統的な国際基準（モデル租税条約・移転価格ガイドライン）が近年の多国籍企業のビ
ジネスモデルに対応できていないことから、「価値創造の場」において適切に課税がなされ
るよう、国際基準の見直しを図った。

行行動動６６ 条条約約濫濫用用のの防防止止 → 租税条約の拡充（含行動⑮）の中で対応

行行動動７７ 人人為為的的ななPPEE認認定定回回避避 →  租税回避の防止等のためPEの範囲を見直し（30年度改正）
租税条約の拡充（含行動⑮）の中で対応

行行動動８８－－１１００ 移移転転価価格格税税制制とと価価値値創創造造のの一一致致 → 特に無形資産の取扱いについて見直し
（令和元年度改正）

企企業業のの不不確確実実性性のの排排除除 〔〔予予見見可可能能性性〕〕

多国籍企業による租税回避を防止するため、国際的な協調のもと、税務当
局が多国籍企業の活動やタックス・プランニングの実態を把握できるようにす
る制度の構築を図った。

行行動動５５ ルルーーリリンンググ（（企企業業とと当当局局間間のの事事前前合合意意））にに係係るる自自発発的的情情報報交交換換

行行動動１１１１ BBEEPPSS関関連連ののデデーータタ収収集集・・分分析析方方法法のの確確立立

行行動動１１２２ タタッッククスス・・ププラランンニニンンググのの義義務務的的開開示示 → 法改正の要否を含め検討

行行動動１１３３ 多多国国籍籍企企業業情情報報のの報報告告制制度度

（（移移転転価価格格税税制制にに係係るる文文書書化化）） → 28年度改正で対応済み

（４） 透明性の向上

BEPS対抗措置によって予期せぬ二重課税が生じる等の不確実性を排除し、
予見可能性を確保するため、租税条約に関連する紛争を解決するための相互
協議手続きをより実効的なものとすることを図った。

行行動動１１４４ よよりり効効果果的的なな紛紛争争解解決決メメカカニニズズムムのの構構築築 → 租税条約の拡充（含行動
⑮）の中で対応

（５） 法的安定性の向上

BEPS行動計画を通じて策定される各種勧告の実施のためには、各国の二国
間租税条約の改正が必要なものがあるが、世界で無数にある二国間租税条
約の改定には膨大な時間を要することから、BEPS対抗措置を効率的に実現す
るための多数国間協定を2016年末までに策定する。

行行動動１１５５ 多多数数国国間間協協定定のの開開発発 → 参加（31年１月に発効）

（６） BEPSへの迅速な対応

各各国国政政府府・・ググロローーババルル企企業業のの活活動動にに関関すするる

透透明明性性向向上上 〔〔透透明明性性〕〕

ググロローーババルル企企業業はは払払ううべべきき（（価価値値がが創創造造さされれるる））ととこころろでで

税税金金をを支支払払ううべべききととのの観観点点かからら、、国国際際課課税税原原則則をを再再構構築築

〔〔実実質質性性〕〕

電子経済に伴う問題への対応について、海外からのB2B取引及びB2C取引に対する消
費課税のあり方等に関するガイドラインをそれぞれ策定した。

行行動動１１ 電電子子経経済済のの課課税税上上のの課課題題へへのの対対応応 → 国境を越えた役務の提供に対する消費税
の課税方式を見直し（27年度改正）

（１） 電子経済の発展への対応

各国間の税制の隙間を利用した多国籍企業による租税回避を防止するため、各国が
協調して国内税制の国際的調和を図った。

行行動動２２ ハハイイブブリリッッドド・・ミミススママッッチチのの無無効効化化 → 27年度改正で対応済
租税条約の拡充（含行動⑮）の中で対応

行行動動３３ 外外国国子子会会社社合合算算税税制制のの強強化化 → 租税回避リスクを外国子会社の個々の活動内容
により把握するよう見直し（29年度改正）

行行動動４４ 利利子子控控除除制制限限 → 24年度に導入した過大支払利子税制について見直し（令和元年度改正）

行行動動５５ 有有害害税税制制へへのの対対抗抗 → 既存の枠組みで対応

（２） 各国制度の国際的一貫性の確立

（３） 国際基準の効果の回復

「「ＢＢＥＥＰＰＳＳププロロジジェェククトト」」最最終終報報告告書書のの概概要要

5

（ 5ページ）

包摂的枠組み（ ）参加国・地域 （2024年9月現在）

6

（ 6ページ）
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第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等
第２部 個別税目の現状と課題
ⅤⅤ．国際課税
４．経済のデジタル化に伴う課税上の課題への対応
（１）新たな国際課税ルールの背景

BEPSプロジェクトの行動１（デジタル経済の発展への対応）については、経済のデジタル化に伴う課税上の課題として、消費
課税上の課題（BEPS最終報告書において見直しを提言）とともに、法人課税上の課題も議論されてきましたが、平成27

（2015）年のBEPS最終報告書においては、後者については合意に至らず、引き続き議論を継続することとされました。平成28

（2016）年に立ち上げられたOECD／G20「BEPS包摂的枠組み」において途上国やオフショアセンターとされる国・地域を含めた
議論が行われ、令和３（2021）年10 月に、経済のデジタル化に伴う課税上の課題に対応する「２本の柱」の解決策に関する
合意が実現しました。新型コロナへの対応で各国の財政状況が更に悪化したことが、合意に対する後押しの一つとなったと考えら
れます。約140 カ国・地域が本合意に賛成を表明し、制度のグローバルな実施に向けた取組みが続けられています。国際課税
ルールの見直しの背景として議論されてきた課題は、「国際課税を取り巻く経済環境の変化」の節において既に述べた課題のうち、
大きく以下の２点であり、それぞれが「第１の柱」・「第２の柱」に対応しています。

・ 経済のデジタル化に伴い、市場国に恒久的施設（PE）を置かずにビジネスを行う企業の増加がみられます。典型的には、オン
ラインでの動画・音楽配信や、オンライン書籍の販売等は、店舗などのPEがなくとも市場国の消費者にサービスを提供することがで
きます。現在の国際課税原則では、国内に外国企業の支店等のPEがある場合にのみ、そのＰＥの事業から生じた所得への課
税が可能なため、こうしたビジネスから得られた所得に対しては、市場国で適切に課税が行えない問題が顕在化してきました。

・ 低い法人税率や税制上の優遇措置によって外国企業を国内に誘致する動きがみられる中で、1980 年代以降、各国の法人
税が継続的に引き下げられ、各国の法人税収基盤が弱体化してきています。また、こうした軽課税国を利用する企業とそれ以外
の企業との間で、税制面において企業間の公平な競争条件が阻害される事態が生じてきました。

政政府府税税制制調調査査会会「「わわがが国国税税制制のの現現状状とと課課題題 －－令令和和時時代代のの構構造造変変化化とと税税制制ののあありり方方－－」」（（抜抜粋粋①①））
（（令令和和５５年年６６月月3300日日））[[抄抄］］
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第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等
第２部 個別税目の現状と課題
ⅤⅤ．国際課税
４．経済のデジタル化に伴う課税上の課題への対応
（４）新たな国際課税ルールの意義
（国際的に共通の課税ルールの導入）
これまでの国際課税のルールにおいては、各国における課税の制度設計（課税ベースの設定、申告・納税などの執行のあり
方）については、各国の課税権のもと各国が自由に設定することができる一方、二国間の租税条約において個別に、源泉地国
において配当・利子・使用料に課される税率の制限等が規定されてきました。
こうした中、BEPSプロジェクトにおいて15 の行動計画が提言されましたが、その多くは、国際的なベスト・プラクティスの提示や、

OECD移転価格ガイドラインなどの既存の国際基準の改正により対応するものであり、課税ルールの設定における各国の裁量は
広く認められていました。他方、租税条約の濫用防止や移転価格税制に係る文書化制度の整備など、一部の行動はミニマム・ス
タンダードとして各国が遵守すべきものとされるとともに、多数国間条約であるBEPS防止措置実施条約が策定されました。
経済のデジタル化に伴う課題に対する２本の柱からなる解決策においては、こうした流れを更に進めて、国際的に統一された
ルール（課税ベース、申告・納税などの執行のあり方）に基づいて、新たな課税制度を構築するものです。「第１の柱」において
は、多数国間条約や国内法において、新たな課税に必要なルールが詳細に規定され、各国は、多数国間条約への参加及び国
内法制の制定を通じて、共通の課税ルールを実施することとなります。「第２の柱」においては、先述のとおり、各国の国内法で導
入可能であるものの、各国が制度を導入する場合は国際的に合意されたルールに沿った形での制度の導入が必要となります（コ
モン・アプローチ）。課税ベースや税率の設定、申告・納税などの制度の執行に至るまで、税制全体の制度設計に国際的に合意
し、実施するという点で、画期的な取組みであると考えられます。このため、制度の実施に際して、国家間の紛争防止・解決プロセ
スを含め、各国税務当局間の今まで以上の緊密な協働が求められます。また、今後、各国における制度の実施状況をモニターし
つつ、国際的に協調された制度の実施に向けて我が国としても貢献していくべきと考えられます。

8

政政府府税税制制調調査査会会「「わわがが国国税税制制のの現現状状とと課課題題 －－令令和和時時代代のの構構造造変変化化とと税税制制ののあありり方方－－」」（（抜抜粋粋②②））
（（令令和和５５年年６６月月3300日日））[[抄抄］］
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第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等
第２部 個別税目の現状と課題
ⅤⅤ．国際課税
４．経済のデジタル化に伴う課税上の課題への対応
（４）新たな国際課税ルールの意義
（「第１の柱」の考え方）
 （略）デジタル・サービス税等については、各国において柔軟な制度設計が可能である一方、OECD／
G20 「BEPS包摂的枠組み」における議論では、事業者から見るとデジタル・サービス税と法人所得課税と
の間で実質的な二重課税が生じているのではないか との指摘や、外国企業をターゲットとする場合には
上述のような報復措置を誘発するおそれがあるといった指摘がされており、経済のデジタル化に伴う課税
上の課題に対しては、「第１の柱」による多国間で協調した解決策により対応する方が望ましいとされてき
ました。
（「第２の柱」の考え方）
「第２の柱」は、経済のデジタル化・グローバル化やビジネスにおける無形資産の重要性の増大に伴って
生じた「法人税引下げ競争」に歯止めをかけるとともに、企業間の公平な競争条件を確保することを目的
とした制度です。多国籍企業グループの拠点が所在する 国・地域の多くで本制度が導入されれば、実質
的に世界全体において最低税率（15％）以上の課税が確保されることになります。これまでアグレッシブ
にタックス・プランニングを行ってきた多国籍企業が低税率国を利用することが難しくなることにより、ひいては、
我が国企業の国際競争力の維持及び向上にもつながるものと評価できます。（略）

9

政政府府税税制制調調査査会会「「わわがが国国税税制制のの現現状状とと課課題題 －－令令和和時時代代のの構構造造変変化化とと税税制制ののあありり方方－－」」（（抜抜粋粋③③））
（（令令和和５５年年６６月月3300日日））[[抄抄］］
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10

親親会会社社

≪Ｃ国（軽課税国）≫

子子会会社社

≪Ａ国（市場国）≫

Ａ国
税務当局

売売上上（（パパタターーンン①①））

売売上上
（（パパタターーンン②②））

オンライン音楽配信、
デジタル広告、
オンライン

プラットフォーム
の提供など

● 国内に外国法人の支店や工場などの物理的拠点(=PE）がある場合に限り、そのPEに紐づく
事業所得に課税することができる。

※ PE : Permanent Establishment （恒久的施設）
● しかし、経済の電子化により市場国で課税が行えない事例が顕在化（パターン①）。また、

軽課税国から事業を行うことで最低限の課税が行えない事例も発生(パターン②)。

経経済済ののデデジジタタルル化化にに伴伴うう課課税税上上のの課課題題へへのの対対応応ににつついいてて

ＰＥ
なし

ＰＰＥＥががなないいたためめ
課課税税ででききなないい

10

≪Ｂ国 親会社所在地国 ≫
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⚫ 市場国に物理的拠点（ ： ）を置かずにビジネスを行う企業の増加
➢ 現在の国際課税原則「 なくして課税なし」の下で、市場国で課税が行えない問題が顕在化。

⚫ 低い法人税率や優遇税制によって外国企業を誘致する動き
➢ 法人税の継続的な引下げにより各国の法人税収基盤が弱体化。
➢ 税制面において企業間の公平な競争条件を阻害。

⚫ の「 包摂的枠組み」（現在は か国・地域が参加）において議論が進められ、
年 月、 本の柱による解決策に合意。

⚫ 年７月、交渉成果をアウトカム・ステートメントとして公表（ か国・地域が合意）。

⚫ 「第 の柱」（市場国への新たな課税権の配分）
➢ 年 月、「第１の柱」の多数国間条約の案文を公表。
➢ 早期署名開放を目指し、交渉が継続中。

⚫ 「第 の柱」（グローバル・ミニマム課税）
➢ 国内法での対応が求められており、各国において法制化が進行中。
➢ 日本においては、所得合算ルール（ ）を法制化済。軽課税所得ルール（ ）及び国内ミニマ
ム課税（ ）についても順次法制化を予定。

国際課税に関する 「「 包摂的枠組み」 ２本の柱について

現現在在のの状状況況

11
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「２本の柱」の全体像

「利益 」（ ）

➢ 市場国への新たな課税権の配分
➢ 多数国間条約により実施

「利益 」（ ）

➢ 基礎的なマーケティング・販売活動
に対する移転価格税制の執行に係
る簡素化・合理化

➢ 移転価格ガイドライン改定により実
施

「第１の柱」

グローバル・ミニマム課税

➢ ルール（ ・ ）と
による ％の最低実効税

率の導入
➢ 各国国内法により実施

租税条約上の最低課税ルール
（ ： ）

➢ 軽課税国の関連者に対する支払に
ついて源泉地国（途上国が対象）
に一定の課税権を認めるもの

➢ 多数国間条約又はバイ条約により
実施

「第２の柱」

（12ページ）
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GG2200財財務務大大臣臣・・中中央央銀銀行行総総裁裁会会議議声声明明（（仮仮訳訳抜抜粋粋））
（（22002244年年77月月2255--2266日日 於於::ブブララジジルル・・リリオオデデジジャャネネイイロロ））

国際租税協力
32. 我々は、OECD/G20「BEPS包摂的枠組み」における2本の柱の解決策に関する進展を歓迎し、
包摂的枠組みの2021年10月の声明と、すべての関心を持つ法域による2本の柱の解決策の迅速
な実施に対する我々のコミットメントを改めて表明する。我々はまた、第２の柱の実施に向け、引
き続き大幅な進展があることを歓迎し、共通アプローチとしてGloBEルールを実施する国同士の協
調を確保するための現在進行中の作業を引き続き支援する。これは、国際租税協力のめざまし
い成功とみなされるべきである。可能な限り早期に多数国間条約（MLC）の最終化と署名開放を
可能にするため、我々は包摂的枠組み加盟国・地域に、利益Bの枠組みに関する残る論点を解決
することを通じ、第１の柱に関する最終パッケージの交渉を迅速に妥結することを奨励する。

33. 我々は、21世紀にふさわしい、より公正で安定的かつ効率的な国際課税制度を目指し、引き
続き協力する。この文脈において、我々は、「国際租税協力に関するG20閣僚リオデジャネイロ宣
言」を発表し、税の透明性への我々のコミットメントを再確認し、超富裕層の個人を対象に含む公
正かつ累進的な課税その他の課題に関する対話を促進する。我々の国際租税協力は、既存の
国際フォーラム間の相乗効果を最大化すべきである。我々は、G20議長国ブラジルにより委託さ
れた以下の文書：「歳入動員のための代替策」に関するIMFによるG20ノート、「超富裕層に対する
協調した効果的な最低課税基準」のためのブループリント、及びG20財務大臣・中央銀行総裁に
向けた「租税と格差」に関するOECDの報告書に留意する。我々は、国際租税協力に関する国連
枠組条約のための基本的事項を策定するための国連臨時委員会において、建設的な議論を奨
励する。

13
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「国際租税協力に関する 閣僚リオデジャネイロ宣言」の概要

今後の対応の方向性

２本の柱

• 「２本の柱」の解決策の最終化及び迅速な実施に向けたコ
ミットメントを確認。

• 第１の柱の交渉は、多数国間条約の署名開放を可能とする
ため、移転価格税制の執行の簡素化・合理化（利益 ）の
枠組みの残る論点の解決により、迅速な妥結を奨励。

• 第２の柱の実施は、利益移転と法人税率引下げ競争の可
能性を限定し、国際課税を取り巻く状況を安定化させる。

• 可能な限り早期に多数国間条約に署名するため、第１の柱の迅
速な最終化に引き続きコミット。

• 第２の柱のグローバル・ミニマム課税（ ）ルールの実施を
支援。

国連枠組条約
交渉に向けた議論

• 他の国際機関における既存の成果、プロセス、進行中の作
業を基礎とし、不必要な努力の重複を避けるよう努める。

• ①広範なコンセンサスに達することによる包摂的で効果的な国際
租税協力の促進、②合意に達しやすい課題を優先、③ の
向上と能力開発に焦点を当てることの重要性を強調。

達成の
ための方策

• 累進課税は、国内の格差を是正し、 の達成を促進する
ための重要な手段。国内税制改革と国際租税協力は、効果
的で公平かつ累進的な税政策を推進するために重要。

• 租税回避や脱税は依然として課題であり、暗号資産や不動
産に関連する情報を含め、税の透明性を高めることが重要。

• 各国は、税の能力開発の促進等による、税執行の有効性の
向上のために取り組む。

• 各国の課税主権を尊重しつつ、超富裕層への効果的な課税（注）

のために協力し、 等で議論を継続。

• 暗号資産の報告制度等の迅速な実施及び税目的の不動産関
連の情報を自主的に交換する可能性を で検討。

• 技術支援の強化は の促進に不可欠であり、税の能力開発
の枠組強化を求める。

基本的な考え方

⚫ 年 月 ・ 日開催の 財務大臣・中央銀行総裁会議（議長国：ブラジル）において、「国際租税協力に関する
閣僚リオデジャネイロ宣言」が採択された。宣言の主な内容は以下の通り。
１．「 本の柱」の解決策の最終化及び迅速な実施へのコミットメントを確認。
２．国際租税協力に関する国連枠組条約の交渉に向けた指針の議論にあたっての留意点として、広範なコンセンサスの重要性等を
指摘。

３．不平等是正を含む持続可能な開発目標（ ）達成のための方策として、国内資金動員（ ）の向上、累進課税の
強化、超富裕層への効果的な課税の促進（注）等を提案。

（注）仏経済学者ズックマン氏は、超富裕層に対するグローバル・ミニマム課税（世界総資産 億ドル超を保有する個人を対象とし、対資産額最低 ％を課税）の導入を提案。14
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【経緯と現状】
⃝ 年国際租税協力に関する国連総会決議。新たな政府間議論の開始、国際租税協力促進のための法的ツールの検討
を行う事務総長レポートの作成等を要請。

⃝ 年８月事務総長レポート。法的ツールの選択肢として、①税のマルチ条約、②国際租税協力の枠組条約、③法的拘
束力のない国際租税協力の枠組み、を提言。

⃝ 年国際租税協力に関する決議。当該枠組条約の交渉に向けた基本的指針（ ）案の策定を要請。
⃝ 本年２月以降、 案の交渉が行われ、同年８月、早期議定書のトピック等を含む 案が採択された。
⃝ 今後、本年年末にかけ、当該 案が国連総会で決議予定。

国連における国際租税協力に係る議論について

【 案の主な内容】
（注）下記は、現状の 案に基づくものであり、国連総会の決議によって変更されうる。
⃝ 枠組条約の目的を達成するためのコミットメントとして、多国籍企業への公平な課税を含めた課税権の公平な配分等へのコミッ
トメントを検討すべき。

⃝ 枠組条約と並行して議論される２つの早期議定書のトピックを、下記のように規定。
➢ １つ目のトピックは、デジタル化及びグローバル化する経済における、国境を越えたサービスの提供に由来する所得への課税。
➢ ２つ目のトピックは、枠組条約の交渉会議体の手続的事項を決める会合において、①デジタル経済における税、②税に関
連する不法な資金な流れへの対応策、③紛争予防・解決、④富裕層による脱税や課税逃れへの対応、及び関連する加
盟国における富裕層への効果的な税制、の４つの中から決定される。

○ 年～ 年に、少なくとも毎年３回の政府間交渉委員会を開催し、枠組条約と２つの早期議定書を策定、国連総
会の第 回会合第１四半期（ 年９月～ 月）に提出する。

⃝ なお、コンセンサス方式等の、枠組条約の交渉における意思決定については、 案に盛り込まれなかった。

（15ページ）

第１の柱
利益 に関する多数国間条約
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第１の柱（市場国への新たな課税権の配分）

➢課税対象は、収入 億ユーロ（約 兆
円）超、利益率 ％超の大規模・高利益水
準のグローバル企業グループ（全世界で 社
程度）
➢大規模なグローバル企業グループの利益率 ％
を超える残余利益の ％を市場国に配分

・ 物理的拠点がないため
課税できない

・ 市場国で生み出された
価値に見合った課税が
できない

グローバル
企業

収 入

＜企業所在地国＞＜市場国＞

課 税

残余利益

通常利益

費用等

配分利益
（利益 ）

物理的拠点の有無によら
ず、収入に応じて市場国
間で配分

グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
グ
ル
ー
プ
全
体
の
収
入

市場国ビジネス
の提供

税務当局

【通常利益】
収入の ％

【残余利益】
通常利益を
超える利益

【配分利益】
残余利益の

％
17備考：１ユーロ＝ 円で換算（裁定外国為替相場 年８月適用）。端数は四捨五入。

（17ページ）

「第１の柱」の多数国間条約案の適用イメージ

国（最終親事業体所在地国）

通常利益

グ
ル
ー
プ
が
有
す
る

Ｙ
国
の
利
益

残余利益
二重計上
調整

国（市場国）

国（二重課税除去国）

通常利益

残余利益

残余利益

通常利益
（収入の ）

費用等

グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
グ
ル
ー
プ
全
体
の
収
入

収入に応じて
市場国に配分されうる利益

グ
ル
ー
プ
が
有
す
る

Ｚ
国
の
利
益

既に課税

既に課税
新たに課税

Ｙ国に割当 二重課税除去
税務当局

税務当局

Ｙ
国
に
実
際
に
配
分
さ
れ

る
利
益
Ａ

Ｚ
国
で
二
重
課
税
除
去

を
行
う
利
益

①

① グローバル企業グループ全体の収入から、市場国（Ｙ国）に配分されうる利益Ａの金額を算定。
② 市場国（Ｙ国）におけるグループの利益には、市場国（Ｙ国）において既に計上され、課税対象となっている利益Ａ

が含まれることから、その金額を①の金額から減額（二重計上調整）。
③ 一方、新たに市場国（Ｙ国）に配分される利益Ａについては、他国（Ｚ国）において既に課税対象となっている利益

であるため、Ｚ国において二重課税除去を実施。

②

③

配分利益
（利益 ）

（残余利益の ）

（18ページ）
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「第１の柱」の多数国間条約案の概要（ 年 月公表）

○市場国への新たな課税権配分ルール（利益Ａ）
【課税対象】
• 全世界収入が 億ユーロ（約 兆円）超、かつ、利益率が 超のグローバル企業グループ。
※ 規制された金融機関、採掘事業、防衛事業、外国事業が僅少で国内メインの企業等は除外。

• 収入閾値について条約発効 年後にレビューを行い、円滑な制度の実施を条件として 億ユーロ（約 兆円）に引下げ。

【配分割合】
• 収入の を超える残余利益の を、ネクサス（課税上のつながり）を有する市場国に配分。

【ネクサス（課税上のつながり）】
• 市場国での 万ユーロ（約 億円）以上の収入。
※ が 億ユーロ（約 兆円）未満の国は 万ユーロ（ 万円）以上の収入。

【税の安定性】
• グローバル企業グループに対して、利益Ａの適用について安定性（税務当局がその課税関係について変更を加えることがない状
態）を付与し、多数国間の紛争を未然に防止するメカニズム等を提供。

【一方的措置】
• 多数国間条約の締約国は、全ての企業に対する既存のデジタル・サービス税及びその他の関連する類似の措置を廃止し、また、
将来にわたり導入しないよう所要の措置を定める。

【発効要件】
• を満たす国の承認が必要→利益 の対象となるグローバル企業グループの数を最終親事業体の所在地国別に
指数化したポイント数で６０％以上を占める３０以上の国が条約を承認した後、これらの国が所要の手続により条約発効日を
決定。

備考：１ユーロ＝ 円で換算（裁定外国為替相場 年８月適用）。端数は四捨五入。

（19ページ）

年 利益Ａ関連の動き ＤＳＴ関連の動き

が、「 最終報告書」において、経済のデジタル
化に伴う課税上の課題（法人課税）について、作業を進めるこ
とに合意。

インド：平衡税源泉徴収開始
：欧州委員会のレポートにおいて、デジタルビジネスの実効税率が伝

統的なビジネスと比べて著しく低いことを指摘。
（ ）が「デジタル化から生じる税務

諸課題ー中間報告」を公表。
：「 」において 統一

の 導入を提案。
から「 本の柱」が提案され、「第 の柱」において、課税権の再

配分に関する多数国間条約をとりまとめる方針を決定。

英仏伊西墺印土： を課する法律を成立・施行。
： 統一の 導入を再提案（ ）→実施せず

米国： 年通商法 条に基づく調査を開始。
→ 米国企業を不当に差別していると認定（一部国に ％の報復関

税を課す旨発表）。
→ は二国間協議や での議論による解決を奨励。

において、経済のデジタル化に伴う課税上の課題について利益
Ａの大枠を合意 。

米国：英仏伊西墺印土との間で、第１の柱の制度発効までの 等
の税額を第１の柱の実施による税額と実質的に同水準に留める枠組み
の導入を条件として、７か国の 等に対する制裁関税の発動を取り
やめることに合意。

の作業部会が多数国間条約の条文案を公表 。

利益 （市場国への新たな課税権の配分）に関する多数国間条約交渉の背景・経緯等

（20ページ）
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（参考）「第１の柱」の多数国間条約案における廃止対象の既存措置の概要

デジタル・サービス税
• 対象ビジネスの域内売上に３％を課税。
• 年１月施行。同措置に反対する米国に配慮し、

年 月に徴税を 年末まで延期することを決定。
その後徴税を再開。フランス

デジタル・サービス税
• 域内のオンライン広告売上に５％を課税。
• 年 月法案が可決。 年１月施行。オーストリア

デジタル・サービス税
• 対象ビジネスの域内売上に２％を課税。
• 年４月施行。

英国

デジタル・サービス税
• 対象ビジネスの域内売上に３％を課税。
• 年 月法案が可決。 年１月施行。

スペイン

平衡税（オンライン広告サービス）
（ ）
• 外国法人に支払うオンライン広告等の支払いに６％を源
泉徴収。

• 年４月施行。
平衡税（電子商取引）
（ ）
• 年４月から コマースの提供等を行う外国法人の売
上に２％を課税していたが、 年８月１日以降の取
引に対しては適用しない。

インド

デジタル・サービス税
• 対象ビジネスの域内売上に ％を課税。
• 年 月公布。 年３月施行。トルコ

デジタル・サービス税
• 対象ビジネスの域内売上に３％を課税。
• 年１月施行。イタリア

○ 「第１の柱」の多数国間条約の発効日から６か月の期間が満了した時以後に開始する最初の年の初日からデジタル・サービス
税等を適用することができない。

デジタル・サービス税
• 対象ビジネスの域内売上に３％を課税。
• 年１月施行。チュニジア

デジタル・サービス税
• 対象ビジネスの域内売上に３％を課税。
• 年 月施行（ 年に遡って適用）。

カナダ

（21ページ）

（参考） 「第１の柱」の多数国間条約の発効のために各国・地域が持つポイントの割合

国・地域 ポイントの割合（注）

米国
中国
香港
フランス
英国
日本
ドイツ
スイス

アイルランド
インド
オランダ
スペイン
韓国
ベルギー
カナダ
デンマーク
サウジアラビア
メキシコ
その他
合計

（注）四捨五入の関係上、計数の和が合計値と一致していない。

（22ページ）
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23

利益 の適用プロセス

適用対象グループの決定
グループ単位での収入テスト・利益率テスト

例外的セグメントルール

特定の事業等に関する除外

利益 の配分を受ける市場国の決定
レベニューソーシングルール
各国にソーシングされた収入に基づくネクサステスト

残余利益の一部の計算と配分
グループの利益の算定

残余利益の一部の市場国への配分

二重計上の調整（ ）

二重課税除去
国別利益の算定

二重課税除去義務の配分

二重課税除去を受けるグループ事業体の特定

申告、納付、税の安定性へのアクセス

リード税務当局への申告
単一のグループ事業体による納付
二重課税除去の請求
税の安定性へのアクセス

（詳細は参考資料）

（23ページ）

第１の柱
利益 移転価格税制の執行の

簡素化・合理化

（24ページ）
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≪ 国≫

国外関連取引
（商品の卸売）

従来の移転価格税制の適用例

≪ 国≫

利益 移転価格税制の適用に係る簡素化・合理化のイメージ

親会社

比較できる取引等から
独立企業間価格を算定

≪ 国≫
【国内で販売活動】

国外関連取引
（商品の卸売）

子会社

利益Ｂの適用例

グループ外顧客

≪ 国≫

産業分類や財務指標に応じて
予め定められた利益率を使用

親会社

○ 利益Ｂは、グローバル化に伴う移転価格税制に係る紛争の増加等に対応し、税の安定性を高めるため、販売会社による卸売販
売等の単純な取引について、産業分類や財務指標に応じて予め定められた共通の利益率を用いることにより、移転価格税制の
適用の簡素化・合理化を図るもの。

※ 移転価格税制とは、クロスボーダー取引について、海外の関連企業との間の取引（国外関連取引）を通じた所得の海外移転を防止するための措置。
関連者間における価格を、第三者と取引した場合の価格（独立企業間価格）と同水準の価格に引き直すことで、取引価格を是正する。

【国内で販売活動】

子会社 グループ外顧客

年２月公表
ガイダンス文書参照

（25ページ）

適用開始時期 年 月 日以降に開始する事業年度から各国が選択適用

適用国 簡素化・合理化アプローチの適用を選択した国
（例：当局のリソースや比較対象企業の情報が不足する国等）

執行方法 適用国が、いずれかの方法を選択可能
①納税者による任意適用
②原則適用

適用国の相手国における効果 適用国における簡素化・合理化アプローチの結果に相手国は拘束されない

二重課税排除の方法 原則として、二国間租税条約に基づく相互協議にて、対応的調整を行う

26

執行方法 年２月公表
ガイダンス文書参照

（26ページ）
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の産業分類

27

Industry Group 1 Industry Group 2 Industry Group 3
⚫ 生鮮食料品
⚫ 食料雑貨品
⚫ 家庭用消耗品
⚫ 建設用資材
⚫ 配管用資材
⚫ 金属

⚫ ITハードウェア・部品
⚫ 電子部品・消耗品
⚫ 動物用飼料
⚫ 農業用品
⚫ 酒類・タバコ
⚫ ペットフード
⚫ 履物・その他アパレル用品
⚫ プラスチック・化学製品
⚫ 潤滑剤
⚫ 染料
⚫ 医薬品
⚫ 化粧品
⚫ ヘルスケア・福祉製品
⚫ 家庭用品、家電製品
⚫ 家具
⚫ 家庭用・オフィス用消耗品
⚫ 印刷物
⚫ 製紙・梱包材
⚫ 宝飾品
⚫ 繊維製品、皮革、毛皮
⚫ 新車及び中古車
⚫ 自動車部品
⚫ 混合製品
⚫ Industry Group １、３のリストにないもの

⚫ 医療用機器
⚫ 産業機械（産業用、農
業用車両含む）

⚫ 産業用工具・部品

年２月公表
ガイダンス文書参照

（27ページ）

第２の柱

（28ページ）
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○ 年間総収入金額が 億ユーロ（約 億円）以上の多国籍企業が対象。一定の適用除外
を除く所得について各国ごとに最低税率 ％以上の課税を確保する仕組み。

同一グループ関連企業

同一グループ関連企業

≪日日本本 通常の税率 ≫

子子会会社社等等

親親会会社社
子子会会社社等等日本

税務当局

親親会会社社等等
関関連連企企業業日本

税務当局

≪ＸＸ国国≫

所得合算ルール（IIIIRR))

軽課税所得ルール（UUTTPPRR))

子会社等の税負担が
最低税率（15％）に至るまで課税

親会社等の税負担が
最低税率（15％）に至るまで課税

同一グループ関連企業日本
税務当局

国内ミニマム課税（QQDDMMTTTT))

※ 令和６年度改正では、 によるガイダンス
や国際的な議論等を踏まえた制度の明確化等
の観点からの見直し

Ｘ国
税務当局

自国に所在する事業体の税負担が
最低税率（15％）に至るまで課税

％未満
の軽課税
の場合

％未満
の軽課税
の場合

％未満の
軽課税の場合

令和５年度改正にて創設

第２の柱（グローバル・ミニマム課税）

※日本でQDMTTが課税された場合、
IIR・UTPRの課税は行われない。

29

（29ページ）

所得合算ルール のイメージ

○ 軽課税国に所在する子会社等の税負担が国際的に合意された最低税率 に至るまで、
親会社の所在する国において課税を行う制度

（※）所得合算ルールの課税ベースは、調整された財務諸表の税引前利益を使用

子会社等が居住地国
で支払う租税

子会社等居住地国
の実効税率

合合意意さされれたた最最低低税税率率
（（15%））

親会社居住地国の
法人税率

（日本の場合、29.74%（国・地方））

税税率率
国際的に合意された最低税率までの
「上乗せ（トップアップ）課税」部分
（適用除外が考慮された子会社等の例）

課課税税ベベーースス（（※※））

適適用用除除外外

所得合算ルールの対象から、
有形資産と支払給与の一定割合を除外

有形資産（簿価）と支払給与の5%
（導入当初は有形資産（簿価）の8%、支払給与の10%とし、

10年間で5%まで逓減）

30

（30ページ）
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日本
税務当局

日日本本にに所所在在すするる事事業業体体のの
税税負負担担がが最最低低税税率率（（15％％））にに

至至るるままでで課課税税

税税率率

最最低低税税率率
（（15％％））

日本の法人税率
（29.74%（国・地方）
＋法人事業税資本割）

国税の租特の
税額控除等

を課税

※ QDMTTの税額の計算においては、課税ベースとなる所得から、有形資産（簿価）と支払給与のそれ
ぞれ5％に相当する額が控除される。（適用除外）

国税の租特の税額控除等
を一部縮減する効果

31

国内ミニマム課税（ ）のイメージ

○ 自国に所在する事業体全体の実効税率が15％未満の場合に、他国において上乗せ課税され
   るのを防ぐため、各国が導入できる制度。
○ 日本においては、国税の租税特別措置の税額控除等の適用により各企業グループの実効税
   率が15％を下回った場合に、 により実効税率を15％まで引き戻す効果がある。

（31ページ）

第一 令和６年度税制改正の基本的考え方
３． 経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直し
（３） グローバル化を踏まえた税制の見直し

① 新たな国際課税ルールへの対応

ＢＥＰＳプロジェクトの立上げ時から国際課税改革に関する議論を一貫して主導してきたわが国に
とって、令和３年 月にＯＥＣＤ／Ｇ２０「ＢＥＰＳ包摂的枠組み」においてまとめられた、経済
のデジタル化に伴う課税上の課題への解決策に関する国際合意の実施に向けた取組みを進めること
が重要である。市場国への新たな課税権の配分（「第１の柱」）とグローバル・ミニマム課税（「第２
の柱」）の２つの柱からなる本国際合意のうち、「第２の柱」については、わが国企業の国際競争力の
維持及び向上にもつながるものであり、令和５年度税制改正に引き続き、国際合意に則った法制化
を進める。

令和６年度税制改正において、所得合算ルール（ＩＩＲ： ）につい
ては、ＯＥＣＤにより発出されたガイダンスの内容や、国際的な議論の内容を踏まえた制度の明確化
等の観点から、所要の見直しを行う。国内ミニマム課税（ＱＤＭＴＴ：

）を含め、ＯＥＣＤにおいて来年以降も引き続き実施細目が議論される
見込みであるもの等については、国際的な議論を踏まえ、令和７年度税制改正以降の法制化を検
討する。

令和６年度与党税制改正大綱（抜粋①）

32

（32ページ）
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各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税の見直し

⑴個社単位の
所得額及び租税額
（法法 二十六・三十）

特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等の以下の金額を計算
•個別計算所得等の金額［ 上の純損益に一定の調整を行った金額］
•調整後対象租税額［ 上の法人税等に一定の調整を行った金額］

⑵国単位の実効税率
（法法 の２②）

⑶グループ単位の
国際最低課税額
（法法 の２②）

⑸個社単位の
国際最低課税額
（法法 の ①）

⑹内国法人の
国際最低課税額
（法法 の ①）

特定多国籍企業グループ等の国単位の実効税率を以下の金額を基に計算（国別実効税率）
•国別グループ純所得の金額［同一所在地国の全構成会社等の個別計算所得等の金額の合計額］
•国別調整後対象租税額［同一所在地国の全構成会社等の調整後対象租税額の合計額］

国別実効税率が基準税率 を下回る場合、国別グループ純所得の金額から一定の有形資産と一定の支払給与の金額を控除した金額に基
準税率と国別実効税率の差分を乗じて計算したものから、自国内最低課税額に係る税の額を控除して計算（グループ国際最低課税額）

構成会社等の個別計算所得金額に応じて計算（会社等別国際最低課税額）

内国法人の構成会社等に対する持分割合等を勘案して計算（国際最低課税額）

⚫ 令和５年度税制改正において、グローバル・ミニマム課税を構成する制度の１つである所得合算ルール（ＩＩＲ： ）を「各対象会計年度
の国際最低課税額に対する法人税」として法制化。

⚫ 令和６年度税制改正においては、ＯＥＣＤにより発出されたガイダンスの内容や、国際的な議論の内容を踏まえた制度の明確化等の観点から、この各対象会計年度
の国際最低課税額に対する法人税について、所要の見直しを行った。

国際最低課税額の計算過程

⑷適用免除基準
（法法 の２⑥⑦、
令５改正法附則 ）

次に掲げる適用免除基準に該当す場合には、国又は地域のグループ国際最低課税額の全部又は一部を零とする。
•デミニマス除外
•移行期間 セーフ・ハーバー

【改正事項】
構成会社等がその所在地国において一定の要件を満たす自国内最低課税額に係る税を課することとされる場合には、その所在地国
に係るグループ国際最低課税額を零とする適用免除基準（いわゆる「 セーフ・ハーバー」）を設ける。

【改正事項】
個別計算所得等の金額から除外される一定の所有持分の時価評価損益等（いわゆる「除外資本損益」）について、特定多国籍企
業グループ等に係る国又は地域単位の選択により、個別計算所得等の金額に含める。
また、導管会社等に対する所有持分を有することにより適用を受けることができる税額控除の額（一定の要件を満たすものに限る。）
について、特定多国籍企業グループ等に係る国又は地域単位の選択により、調整後対象租税額に加算する。

【改正事項】
無国籍構成会社等が自国内最低課税額に係る税（ ）を課されている場合には、グループ国際最低課税額の計算においてそ
の税の額を控除する。
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自国内最低課税額に係る税に関する適用免除基準の創設①（概要）

【制度の概要】

✓ 本税制におけるその国のグループ国際最低課税額の計算に当たっては、その国で課せられる自国内最低課税額に係る税（ ）を控除す
ることとされている（法法 の ②一ニ等）。

✓ 他方、本税制と との両方において類似の計算を行うことから、その事務負担の増大が懸念された。

✓ 本税制と との類似の計算の回避のため、令和５年 月に公表された執行ガイダンスにおいて、その国において一定の要件を満たす
を課することとされている場合には、選択により、その国のグループ国際最低課税額を零とする制度（ セーフ・ハーバー）が導入

され、本ガイダンスに沿った改正が行われた。

✓ 具体的には、構成会社等が以下の要件の全てを満たす を課することとされている場合には、選択により、その構成会社等の所在地国に
係るグループ国際最低課税額又は無国籍構成会社等に係るグループ国際最低課税額を零とすることができる（法法 の ⑥）。

① に関する法令が、本税制における当期純損益金額の計算に関する規定と同様であると認められる規定が設けられている法令である
こと【 会計基準】（法法 の ⑥一、法令 の ①②）

② に関する法令が、最終親会社等又は被部分保有親会社等がその国・地域を所在地国とする全ての構成会社等に係る持分の全てを
有する場合にのみ を課することとされているものでないことその他の一定の要件を満たすものであること【整合性基準】（法法 の ⑥二、
法令 の ③）
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自国内最低課税額に係る税に関する適用免除基準の創設②（ 会計基準・整合性基準）

【 会計基準の趣旨・概要】
✓ では、本税制と異なり、その国で一般に公正妥当と認められる財務会計基準（所在地国等財務会計基準）に基づき当期純損益金額を計算することも許容されてい
る。しかし、制限なく所在地国等財務会計基準を用いることを認めてしまうと本税制との乖離のリスクが生じることから、 セーフ・ハーバーの適用に当たっては、財務会計
基準に係る一定の要件（ 会計基準）を満たす必要がある。

✓ 具体的には、次に掲げる要件のいずれかを満たす に関する法令は、 会計基準を満たすことになる。
① 本税制と同様に当期純損益金額を計算することとされていること（法令 の ①一、法規 の ①）
② 次に掲げる要件の全てを満たすこと（法令 の ①二）
イ その国・地域において を課することとされている全ての構成会社等の所在地国等財務諸表（所在地国等財務会計基準に従って構成会社等の財産及び
損益の状況を記載した一定の計算書類）が作成されている場合には、その所在地国等財務諸表に係る所在地国等財務会計基準に従って当期純損益金額に相当
する金額を計算することとされ、かつ、いずれかの構成会社等の所在地国等財務諸表が作成されていない場合には、本税制と同様に当期純損益金額を計算することと
されていること。
ロ その国・地域において を課することとされている共同支配会社等グループについてもイと同様に当期純損益金額を計算することとされていること。

【整合性基準の趣旨・概要】
✓ では、若干の本税制と異なる適用範囲又は計算規定とすることも許容されている。しかし、制限なくこれらの相違を認めてしまうと本税制との乖離のリスクが生
じることから、 セーフ・ハーバーの適用に当たっては、適用範囲や計算規定に係る一定の要件（整合性基準）を満たす必要がある。

✓ 具体的には、次に掲げる要件の全てを満たす に関する法令は、整合性基準を満たすことになる。
① 最終親会社等又は被部分保有親会社等が対象会計年度開始の日からその終了の日までの期間においてその国・地域を所在地国とする全ての構成会社等に係
る持分の全てを有する場合にのみ を課することとされているものでないこと（法令 の ③一）

② その国・地域を所在地国とする共同支配会社等に対して を課することとされているもの（同一の所在地国に構成会社等がある場合に、その構成会社等に
対してその共同支配会社等のその所在地国に係る を課することとされているものを含む。）であること（法令 の ③二）

③ 個別計算所得等の金額の計算に関する規定に相当する規定が設けられているものであること（法令 の ③三）
④ その他、グループ国際最低課税額の計算に関する規定が設けられていないことにより、そのグループ国際最低課税額の全額を控除するに至らないと認められる場合におけ
る に関する法令でないこと（法令 の ③四、法規 の ③）
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自国内最低課税額に係る税に関する適用免除基準の創設③（スイッチオフ・ルール）

【制度の概要】
✓ セーフ・ハーバーに該当するかどうかは、国別に判定されるものであり、特定多国籍企業グループ等ごとに判定されるものではない。
✓ しかし、一定の場合には、その国の法制上の制限等から、特定の形態の会社等（例：導管会社等）に関して、 が課されない場合があり得る。
✓ このような乖離がある場合であっても、依然として整合性基準を満たすが、 が課されない特定多国籍企業グループ等又は会社等については セーフ・
ハーバーが適用されない（スイッチオフ・ルール）（法規 の ④、 の ①）。

① 最終親会社等である導管会社等に対して を課さないこととされて
いる場合（法規 の ④一）

導管会社等
（最終親会社等）

構成会社等

③ 各種投資会社等に代えて、同一グループの構成会社等にその各種投資
会社等に係る を課することとされている場合（法規 の ④三）

構成会社等

構成会社等 各種投資会社等

④ 共同支配会社等に代えて、構成会社等にその共同支配会社等に係る を課するこ
ととされている場合（法規 の ①において準用する法規 の ④三）

構成会社等

構成会社等 共同支配会社等

② 国際操業の初期段階における免除規定の適用により が零となる
場合（法規 の ④二）

最終親会社等

構成会社等

導管会社等の特定
多国籍企業グループ
等に属する構成会
社等に対して、スイッ
チオフ・ルールが適用

国際操業の初期段階
における適用免除規
定の適用を受ける特定
多国籍企業グループ
等に属する構成会社
等に対して、スイッチオ
フ・ルールが適用

各種投資会社等に
対して、スイッチオフ・
ルールが適用

※ 導管会社等は、その所在地国の税法上納税義務者とされておらず、
においても納税義務者としないことが認められている。

※ 国際操業の初期段階にある特定多国籍企業グループ等への配慮の観点
から、 を免除することが認められている。

※ 共同支配会社等に係る を同一の所在地国の構成会社等に配分することが認
められている。

共同支配会社等に
対して、スイッチオフ・
ルールが適用

※ 各種投資会社等に係る を同一グループで、かつ、同一の所在地国の構成会社
等に配分することが認められている。 36
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収入金額等に関する適用免除基準

【制度の概要】
以下の要件のいずれをも満たす場合、当期国別国際最低課税額を零とする。（法法 の２⑦）
※ 各種投資会社等や無国籍会社等については、適用免除基準の適用が無い。

【要件①】 国別の一定の収入金額の平均額（下記算式により計算した金額）が、 万ユーロ未満であること

構成会社等の所在地国を所在地国
とする全ての構成会社等の

当該適用対象会計年度に係る収入金額に
一定の調整を加えた金額の合計額

構成会社等の所在地国を所在地国
とする全ての構成会社等の

直前の２対象会計年度に係る収入金額に
一定の調整を加えた金額の合計額

適用対象会計年度及びその直前の２対象会計年度の数

＋

【要件②】 国別の一定の利益・損失の額の平均額（下記算式により計算した金額）が、 万ユーロ未満であること

構成会社等の所在地国を所在地国
とする全ての構成会社等の
各対象会計年度に係る

個別計算所得金額の合計額

構成会社等の所在地国を所在地国
とする全ての構成会社等の
各対象会計年度に係る

個別計算損失金額の合計額

適用対象会計年度に係る
所在地国所得等の金額（※）

直前の２対象会計年度に係る
所在地国所得等の金額（※）の合計額＋

適用対象会計年度及びその直前の２対象会計年度の数

≪算式≫

≪算式≫

（※）所在地国所得等の金額 ＝ －

【改正事項】
連結除外構成会社等については、国別報
告事項（ ）に記載されたその所在
地国に係る収入金額（その連結除外構成
会社等に係る部分に限る。）を用いること
ができる。
（※）個社単位による選択

【改正事項】
連結除外構成会社等については、国別報
告事項（ ）に記載されたその所在
地国に係る収入金額（その連結除外構成
会社等に係る部分に限る。）を用いること
ができる。
（注）個社単位による選択

【改正事項】
連結除外構成会社等について、国別報告事項（ ）に記載された収入金額を用いた簡便計算が措置された（法令 の ③）。
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外国税額控除（ が外国法人税の額に含まれることの明確化）

【概要】
○ 自国内最低課税額に係る税（ ）と外国子会社合算税制等（ 税制）の適用順序に関して、執行ガイダンスにおいて、 が優先適
用されることを明確化。
→親会社に対して、その所在地国の 税制によって課された租税であって、本税制（ ルール）では法人税法施行令 条の 第 項４号に基
づいて構成会社等（ ）の調整後対象租税額とされる（プッシュダウンされる）ものについて、 の計算上は除外することとされた。

（注）支店 にプッシュダウンされることとなるもの等、一定の被配分当期対象租税額（法令 の ③一・五・六）による調整についても同様の取扱い。

○ 導入国に所在する構成会社等に関して、その 導入国が第一次課税権を行使できることとなる。
○ 本執行ガイダンスに沿って、 の額を外税控除の対象とすることとする。

親会社

＜ 国＞
税率： ％

課税
所得 税額 －

実効税率

【親会社】
所得 税額

設例②（ 国が を導入している場合）

＜ 国＞
税率：５％

【子会社】
所得 税額

× －

外国税額控除
所得合算

※QDMTTが
税制で控除可能
な場合

設例①（ 国が を導入していない場合）

親会社

＜ 国＞
税率： ％

＜ 国＞
税率：５％

【親会社】
所得 税額

【子会社】
受動的所得 税額

課税
所得
税額 －

外国
税額控除

所得合算

実効税率
プッシュダウン

プッシュダウン制限によ
り が上限

国の 税額を実効税率計算で考慮
（※）プッシュダウン制限
受動的所得に係るプッシュダウンは受動的
所得の金額にトップアップ税率（

）を乗じた金額
（ ）に制限される。 38
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39

グローバル・ミニマム課税に関する （第３弾）

年 月 日、 事務局は、 の承認を経て、ピラー２（グローバル・ミニマム課税
制度）に関して、 の第３弾を公表。主な内容は以下のとおり。
１．移行期間 セーフハーバー関連
⑴ パーチェス会計調整（※）を含めている構成事業体の財務勘定（連結パッケージ等）を、一定の条件及び調整
の下で、適格財務諸表として取り扱うこととする。

（※）連結グループが企業結合により他の企業の支配を獲得した場合に、被取得企業の資産・負債の簿価を取得日の時価で評価する会計処理。
モデルルールでは、構成事業体の 所得の計算に当たってパーチェス会計調整の影響を除去することを求めている。

⑵ 年 月 日以後にハイブリッド・アービトラージ・アレンジメント（※）が締結されている場合、対象
法域のセーフハーバーの計算上、一定の調整を行う必要があることを明確化。

（※）セーフハーバーの適用を受けるために、財務情報のデータソースの違い（例：連結会計基準 現地会計基準）や、税務と会計の差異を濫用
して、税引前利益の圧縮や税金費用の重複計上などを創出する取決め

２．その他の ルール関連
⑴ 億ユーロの収入閾値の判定における収入とは、連結損益計算書のトップライン（売上高）をいい、投資活
動による純利得や特別・非経常項目として個別に表示される収益・利得を含むことを明確化。

⑵ 最終親事業体と構成事業体の会計年度のミスマッチや、構成事業体の会計年度と課税年度とのミスマッチが
ある場合の ルールの適用方法を明確化。

⑶ 税制（ 等）に係る租税の配分（ 年 月執行ガイダンスで規定）の計算上必要な実効
税率（ ）に関して、デミニマス除外等の適用により 計算が行われない場合に、代替として使用する

の計算方法等を明確化。
⑷ か月よりも短い移行年度（ ）を有する多国籍企業グループについても、 年 月 日
（ 年 月 日から か月後）より前に 情報申告書の提出を求められないこととする。

⑸ 恒久的セーフハーバーである「簡易計算セーフハーバー」の一部として、重要性のない構成事業体（
）（※）に係る簡易計算（簡易的な所得・収入・税額の計算方法）を提供。

（※）規模・重要性を理由に連結の範囲から除かれるが、 ルールでは構成事業体として取り扱われる事業体

（39ページ）

年６月 日、 事務局は、 の承認を経て、ピラー２（グローバル・ミニマム課税）に
関する の第４弾を公表。主な内容は以下のとおり。

（注）モデルルール第 条では、対象会計年度の調整後対象租税に含められた が後続の５年以内に取り崩されなかった場合には当該 を
除外して対象会計年度の実効税率を再計算する リキャプチャルールを定めており、これは カテゴリーに基づいて適用される。

40

グローバル・ミニマム課税に関する （第４弾）

繰延税金負債のリキャプチャ

上の帳簿価額と会計上の帳簿価額との差異

✓ 資産・負債の 上の帳簿価額と会計上の帳簿価額とに差異がある場合、構成事業体の調整後対象租税の計算に当たっては、
上の帳簿価額に基づいて算定された繰延税金資産（ ）及び を使用する必要があること等を

明確化。

国境を超える当期税金及び繰延税金の配分

✓ （いわゆる彼此流用）を許容する外国税額控除制度の下における構成事業体間での当期税金費用の配分メカニ
ズムを定める。

✓ また、親事業体の財務勘定において 税制に基づいて 構成事業体に関して計上された繰延税金費用を 構成事業体に配
分する方法等を定める。

✓ フロースルー事業体が他のフロースルー事業体に所有される構造におけるその利益及び税金の配分方法等を明確化。

✓ 繰延税金負債（ ）リキャプチャルール（注）の適用に関して、 カテゴリーの意義や が５年
以内に取り崩されたかどうかのトラッキング方法などを明確化。

フロースルー事業体を含む構造における利益及び税金の配分

証券化ビークルの取扱い

✓ の適用上、証券化ビークルをその適用範囲から除外し、また、証券化ビークルに納税義務を課さないことができること
等を明確化。
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第一 令和６年度税制改正の基本的考え方
３． 経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直し
① 新たな国際課税ルールへの対応
（前略）

「第２の柱」の導入における国・地方の対応については、令和５年度税制改正の際の整理に従って次のとおりとする。
イ ＩＩＲ・軽課税所得ルール（ＵＴＰＲ： ）は、外国に所在する法人等が稼得する所得を基に課税する
仕組みであり、課税対象と地方公共団体の行政サービスとの応益性が観念できないため、地方税である法人住民税・法人事業税（特別
法人事業税を含む。以下同じ。）の課税は行わないこととし、現行の税率を基に法人税による税額と地方法人税による税額が ：
の比率となるよう制度を措置する。

ロ ＱＤＭＴＴは、内国法人等が稼得する所得を基に課税する仕組みであり、応益性が観念できること等を踏まえ、国・地方の法人課税の
税率（法人実効税率 ％の内訳）の比率を前提とした仕組みとする。簡素な制度とする観点から、ＱＤＭＴＴにおける法人住民
税・法人事業税相当分については、地方法人税に含めて国で一括して課税・徴収することとし、地方交付税により地方に配分する。これら
を踏まえ、法人税による税額と地方法人税による税額が ： の比率となるよう制度を措置する。

外国子会社合算税制については、国際的なルールにおいても「第２の柱」と併存するものとされており、「第２の柱」の導入以降も、外国子
会社を通じた租税回避を抑制するための措置としてその重要性は変わらない。他方、「第２の柱」の導入により対象企業に追加的な事務
負担が生じること等を踏まえ、令和５年度税制改正に引き続き、外国子会社合算税制について可能な範囲で追加的な見直しを行うととも
に、令和７年度税制改正以降に見込まれる更なる「第２の柱」の法制化を踏まえて、必要な見直しを検討する。

「第１の柱」については、多数国間条約の早期署名に向けて、引き続き国際的な議論に積極的に貢献することが重要である。今後策定
される多数国間条約等の規定を基に、わが国が市場国として新たに配分される課税権に係る課税のあり方、地方公共団体に対して課税
権が認められることとなる場合の課税のあり方、条約上求められる二重課税除去のあり方等について、国・地方の法人課税制度を念頭に置
いて検討する。

コロナ後の国境を越えたビジネスや人の往来の再拡大なども踏まえて、非居住者の給与課税のあり方について、今後検討を行っていく。あ
わせて、国際課税制度が大きな変革を迎える中、国内法制・租税条約の整備及び着実な執行など適時に十全な対応ができるよう、国税
当局の体制強化を行うものとする。

令和６年度与党税制改正大綱（抜粋②）
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外国子会社合算税制（ 税制）の見直し

◼ グローバル・ミニマム課税（「第２の柱」）のうち所得合算ルール（ ）について、制度の明確化等の観点から見直しを行うことに伴い、企業の事務
負担軽減等の観点から、令和５年度税制改正に引き続き 税制の簡素化を行った。
→ 税制による全部合算課税の対象となるペーパーカンパニー等から除かれる外国関係会社の範囲（ペーパーカンパニー特例）を拡充（※）。

（※）ペーパーカンパニー特例の認められる外国関係会社として、①持株会社、②不動産保有及び③資源開発等プロジェクトに係る３類型が認められている（令和元年度改正により創設）。

【令和５年度改正事項①】
適用免除要件である
租税負担割合の閾値引下げ

％→ ％

【令和５年度改正事項②】
合算金額がないなどの一定
の部分対象外国関係会社等
について、書類添付義務を
保存義務に緩和

【令和５年度改正事項③】
書類添付義務の課されている
外国関係会社に関する書類の
記載方法を一部見直し

【令和６年度改正事項（ペーパーカンパニー特例に係る「収入割合要件」の見直し）】
ペーパーカンパニー特例の要件のうち「収入割合要件」について、外国関係会社の収入がゼロの場合に

は満たすことができなかった点を改正により見直し。
→ペーパーカンパニーに該当しないものとして取り扱われる外国関係会社の範囲が拡大することで、
ペーパーカンパニーに係る租税負担割合の計算と、これに伴う情報収集等の作業がなくなり、企業の事務
負担が軽減

（※）収入が零でも特例を満たすことになる外国関係
会社について、租税回避リスクが疑われる事案が
把握された場合は、当該リスク解消の観点から、
将来の改正において必要な措置を講じる。

確認対象となる
外国子会社数が減少
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○ 軽課税国の関連者に対する支払について、 「最低税率（ ）」と「対象となる
支払に対して支払先の国で適用される税率」の差分まで、源泉地国に課税権を認め
る。

○ 対象となる支払は、利子・使用料・その他一定の支払。
○ は二国間条約に導入され、他の規定が定める租税条約上の特典（免税・限
度税率）にかかわらず、適用される。

使用料等の支払を通
して軽課税国に利益

を移転

使用料等の支払子会
社等

親会社等
関連企業Ａ国

税務当局

最低税率と支払先国の税率
の差分まで課税権を認める

租税条約上の最低課税ルール（ ）のイメージ

≪ＢＢ国国 軽課税国 ≫≪ＡＡ国国 通常の税率 ≫
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［日本から外国への情報提供のイメージ］ 【報告制度】

≪ 、 での議論≫

○ 暗号資産等を利用した脱税等のリスクが顕在化したことを受け、 年、 は、各国の税務当局が自国の暗号資産交
換業者等から報告される非居住者の暗号資産等取引情報を租税条約等に基づいて税務当局間で自動的に交換するための国
際基準（ ｢ ｣ を策定し、承認・公表。

○ 年、 首脳宣言が、「税の透明性と情報交換に関するグローバル・フォーラム（｢ ｣ か国が参加する の
関連組織）」に対し、 年の情報交換開始を原則とする 実施スケジュールの検討を要請。

≪上記議論を受けた日本の対応≫

○ 暗号資産交換業者等による、非居住者の暗号資産等取引情報の報告制度を整備。

○ 暗号資産交換業者等の準備期間を考慮し、 年立法→ 年施行→ 年初回情報交換（ 年分の取引情報）のス
ケジュールとする。

１．暗号資産等取引実施者は、その者の居住地国等の情報を記載した届出
書を暗号資産交換業者等に提出

２．暗号資産交換業者等は、一定の条約相手国を居住地国とする暗号資産
等取引実施者の取引情報等を国税庁に報告

３．報告制度の実効性を確保するため、以下の事項を整備

⑴ 暗号資産等取引実施者の居住地国の特定に関する記録の作成・保存
義務

⑵ 暗号資産交換業者等の報告に関する調査のための質問検査権

⑶ 報告事項の提供回避を主たる目的とする行為等に対する特例

⑷ 罰則（届出書の不提出、暗号資産交換業者等の不報告、調査に係る
検査忌避等）

４．令和８年（ 年）１月１日から適用

（注）暗号資産交換業者等から報告を受けた情報は、租税条約等の情報交換に係
る規定及び租税条約等実施特例法の規定に基づき、条約相手国に提供。

非居住者に係る暗号資産等取引情報の自動的交換のための報告制度の整備等
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• 当期の調整収入が 億ユーロ超。
➢ の利益率テストと異なり、収入テストは「当期」のみの数値で判定する点に留意。

：収入テスト（ ）

• 当期の税引前利益率が ％超。
➢ただし、過去の直前 期に利益 の対象グループではなかった場合（これまで一度も利益
の対象グループになったことがない場合を含む。）は、「平均メカニズム（過去期テスト・平均
テスト）」が適用される。

：利益率テスト（ ）

• グループ単位では上記のスコープの閾値を満たさないが、グループの連結財務諸表において開示さ
れているセグメント単体でこの閾値を満たす場合は、当該開示セグメントが単体で利益 の適用
対象となる。

特例①：開示セグメント単位で利益 の適用対象となるか否かの判定

• 金融、採掘に関連する事業を行う場合は、スコープの閾値の判定及び利益 の計算上、その収
入・損益が除外される。

• 防衛に関連する事業を行う場合、主として国内で事業を行う場合は、スコープの閾値の判定はそ
の収入・損益を除外せずにグループ全体で行うが、利益 の計算上その収入・損益が除外される。

特例②：特定の事業等に関する特別な取扱い

スコープ：利益 の対象グループの判定

（47ページ）

平均メカニズムの概要

期 期 期 期 当期
収入 € € € € €
利益 € € € € €
利益率

期 期 期 期 当期
収入 € € € € €
利益 € € € € €
利益率

平均テスト
当期＋直前 期の通算の税引前利益率が

を超えるか否か
超えない（９％） ⇒適用対象外

過去期テスト
直前 期のうち 期以上で税引前利益率が

を超えるか否か
３期超えない ⇒適用対象外

「過去期テスト」を満たさない例

「平均テスト」を満たさない例

⚫ 原則として、当期の調整収入が 億ユーロを超え、かつ、税引前利益率も ％を超えるグループが、利益 の適用対
象となるグループ（対象グループ）に該当する。 【当期テスト】

⚫ ただし、「初めて利益 が適用されるグループ」及び「一度利益 が適用されてから２期連続で利益 の適用対象外となっ
たグループ」については、税引前利益率の判定上、当期テストに加えて、次の両方のテストを満たさない限り、対象グルー
プに該当しない。【平均メカニズム】

➢ 過去期テスト：
直前 期のうち 期以上の税引前利益率が ％超

➢ 平均テスト：
当期 直前 期（計 期）通算の税引前利益率が ％超
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レベニューソーシングの概要①

レベニューソーシングの意義
➢ レベニューソーシングとは、対象グループの調整収入が生じたとされる地域（源泉地）を特定することをいう。

源泉地の特定
➢ 対象グループは、信頼できる方法（ ）（①信頼できる指標（ ）、一定の場合は、
②配分キー（ ））を用いて、全ての調整収入の源泉地を特定することが求められる。
①信頼できる指標
➢ 次のいずれかの指標をいう。

✓ 列挙された信頼できる指標：条約中で信頼できる指標として列挙されている指標
✓ 別の信頼できる指標：信頼性テスト（ ）を満たすもの
✓ 代替的な信頼できる指標：事前安定性審査で個別に認められた指標

②配分キー
➢ 信頼できる指標によって源泉地を特定できない場合には、次の要件を満たせば、信頼できる指標に代えて配分キーを
使用して源泉地を特定する方法も、信頼できる方法として認められる。
✓ その配分キーの使用が条約中で明示的に認められている
✓ 信頼できる指標を特定する合理的な段階を踏んでも当該指標が入手できないことを対象グループが示す
✓ 調整収入が生じないと合理的に予期できる地域を特定し、配分キーの適用対象から除外する

➢ 取引は、その性質に応じて９つの類型に分類され、取引類型ごとに、その取引に係る調整収入の源泉地を特定するた
めのルール（ソースルール）が定められている。
✓ 複数のカテゴリーに該当する収入は、支配的な性質（ ）で源泉地を決定。
✓ ９つの類型のどのカテゴリーにも当てはまらない収入は、最も類似した収入のカテゴリーに従って源泉地を特定。
✓ 補助的収入（ ）の源泉地を主たる収入に適用されるソースルールに従って判定することも、主たる収入との合計

額に占める割合が を超えない等の一定の条件を満たせば、信頼できる方法として認められる。
➢ 信頼できる方法によって源泉地を決定できなかった場合は、信頼できる方法の例外として、配分キーを使用するための
要件（上記②）を満たさなくても、バックアップルールとしての配分キーによる源泉地の特定が認められる。
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レベニューソーシングの概要②

取引類型 源泉地 列挙された信頼できる指標 配分キー
最終製品
①直接販売

最終顧客への引渡地域 配達先住所、小売販売店の所在地 －

②独立販社経由 最終顧客への引渡地域 独立販社が報告した配達先住所・小売販売店の所
在地、独立販社の所在地

地域的配分キー、
低所得地域配分キー、
超過末端収入配分キー、
グローバル配分キー

デジタルコンテンツ
①一般顧客向け

使用地域 顧客が報告した利用場所、契約で特定された地域、
請求先住所、利用者プロファイル、国際電話コード

総人数配分キー

②再販売業者向け 使用地域 最終顧客が報告した最終顧客の所在地、
再販売業者が報告したサービスの使用地、
再販売業者の所在地

サービス配分キー

部品 部品が含まれる最終製品の最終顧客への引渡地
域

配達先住所、小売販売店の所在地、
独立販社の所在地

部品配分キー

サービス
①特定の場所におけるサービス
➢ 有形資産に関連するもの

有形資産の所在地域 有形資産の所在地域 －

➢ その他 サービスの提供地域 顧客又はその代理人の所在地域 －

②広告サービス
➢ オンライン広告サービス

閲覧者の所在地域 利用者プロファイル、ジオロケーション、 アドレス －

➢ その他 掲載地域又は受信地域 看板等の所在地、新聞等の流通地域、
テレビ番組等の受信地域、契約等で特定された地域

－

③オンライン仲介サービス
➢ 特定の場所におけるサービス
以外の販売促進

購入者の所在地域と販売者の所在地地域で
％ずつ

＜購入者の所在地域＞
配達先住所、請求先住所、利用者プロファイル、
ジオロケーション、 アドレス
＜販売者の所在地域＞
請求先住所、利用者プロファイル

－
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レベニューソーシングの概要③

取引類型 源泉地 列挙された信頼できる指標 配分キー
③オンライン仲介サービス
➢ 特定の場所におけるサービスの
販売促進

購入者の所在地域と特定の場所におけるサービス
の提供地域で ずつ

＜購入者の所在地域＞
請求先住所、利用者プロファイル、ジオロケーション、
アドレス

＜特定の場所におけるサービスの提供地域＞
有形資産が所在すると予期される地域、
顧客又はその代理人が所在すると予期される地域

－

④輸送サービス
➢ 旅客運送サービス

上陸（下船）地域 － 旅客空輸配分キー、
旅客非空輸配分キー

➢ 貨物運送サービス 荷上げをした地域と荷下ろしをした地域で ずつ － 貨物空輸配分キー、
貨物非空輸配分キー

⑤顧客ポイントプログラム 各地域に所在する会員数の割合に応じて按分 利用者プロファイル、請求先住所、国際電話コード －

⑥その他のサービス
➢ 一般顧客向け

使用地域 顧客が報告した利用場所、契約で特定された地域、
請求先住所、利用者プロファイル、国際電話コード

総人数配分キー

➢ 再販売業者向け 使用地域 最終顧客が報告した最終顧客の所在地、
再販売業者が報告したサービスの使用地、
再販売業者の所在地

サービス配分キー

無形資産
①最終製品又は部品に関連するもの

最終製品の最終顧客への引渡地域 ライセンシー等が報告した最終製品の引渡地域、
小売販売店の所在地

地域的配分キー、
グローバル配分キー

②サービス又はデジタルコンテンツをサ
ポートするもの

サービス又はデジタルコンテンツの使用地域 関連するサービス又はデジタルコンテンツに適用される
指標

地域的配分キー、
グローバル配分キー

③その他 使用地域 契約等で特定された地域、ライセンシー等の所在地、
請求書住所

総人数配分キー

利用者データ 利用者の所在地域 利用者プロファイル、ジオロケーション、 アドレス －

不動産 不動産の所在地域 不動産の住所、開発を許可した地域 －

政府補助金 補助金の拠出地域 － －

非顧客収入 他の全ての収入で各地域に按分 － －
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ネクサスルールの概要

⚫ ネクサスルールとは、利益 の配分対象となる市場国を特定するためのルール。
⚫ 具体的には、グローバル企業グループが市場国から 万ユーロ以上の収入を得ている場合に、その市場

国はネクサスを満たすこととされ、その市場国に対し、収入の額に応じて、利益 が配分される。
⚫ なお、 が 億ユーロ未満の国には、この閾値は 万ユーロに設定される。
⚫ グローバル企業グループがどの市場国から収入を得ているかは、ソースルールによって特定。

市場国 ソースルールで
特定された収入

ネクサス
を満たすか

利益 の配分を
受けられるか

利益 の配分を
受けられる割合

国 € 満たす 受けられる € 𝟐𝟐 𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎
𝑹𝑹

国 € 満たさない 受けられない ―

国 € 満たす 受けられる € 𝟎𝟎. 𝟕𝟕𝟕𝟕 𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎𝒎
𝑹𝑹

国 € 満たさない 受けられない ―

グローバル企業グループ全体の収入 ＝

億€
未満の国
と仮定

億€
以上の国
と仮定

ネクサスルールの適用イメージ

（52ページ）
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利益 の配分式

各市場国への配分額

グローバル企業グループの調整税引前利益

グローバル企業グループ全体の調整収入

ネクサスを満たす国においてソースルールにより特定されたグローバル企業グループの調整収入

利益率基準

再配分割合

⚫ グローバル企業グループの収入の ％を超える利益として定義される残余利益のうち を、
ネクサスを満たす各市場国へ配分する際の金額は、下記の利益配分式によって算定される。
※最終的に配分される金額は、マーケティング販売利益セーフハーバーにより、 から減額される場合がある

𝑸𝑸 = [𝑷𝑷 − 𝑹𝑹 × 𝟏𝟏𝟏𝟏𝟏 ] × 𝟐𝟐𝟐𝟐𝟏 × 𝑳𝑳
𝑹𝑹

利益配分式

【残余利益】
通常利益を
超える利益

【利益 】
残余利益の

％

【通常利益】
収入の ％

残余利益

通常利益

費用等

利益
グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
グ
ル
ー
プ
全
体
の
収
入

各市場国
への配分額

利益配分式の各要素
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利益 の配分 の仕組み（適用イメージ）

通常利益相当：
2,000

国別超過利益：4,000

調整前配分利益：1,800

MDSH調整額：
1,000

➢ 調整（マーケティング販売利益セーフハーバー調整）は、既存の法人課税によって市場国が既に利益Ａに相
当する利益に課税しているとみなされる部分を、その市場国に配分される利益Ａから減額するもの。

➢ 利益が 万ユーロ未満である市場国は、 調整の対象から除外される（デミニミスルール）。

各市場国の利益 配分額＝ 調整前配分利益 － 調整額

◆ 調整前配分利益＝（グループ利益－グループ収入× ）× ×

◆ 調整額 ＝ 国別超過利益 × 相殺割合

⚫ 国別超過利益 ＝ （国別利益 ＋ 源泉税増額調整）－通常利益相当

⚫ 相殺割合 （低 国） （低所得国） （その他の国）

✓ 「源泉税増額調整」：源泉税 ÷ 法人税率 × （１－減額率）
✓ 「通常利益相当」：①「除去対象基準 の利益」と②「 の利益」の大きい方

①：国別の ×（グループ収入 × ÷ グループの ）
②：国別の収入 ×
※ （ ：減価償却費給与

✓ 「低 国」：「国別の 収入＜ グループの 収入× 」の国
→収入に対して が比較的小さく、市場国由来の利益が大きいと考えられる国
（超過利益により多くの利益 が含まれると考えられるため、高い相殺割合を適用）

〈各国に適用される減額率の表〉

当初２年 閾値引下前
閾値引下後

低所得国 その他

＜ 万ユーロの国 ％

低 国 ％

その他の国 ％ ％

利益A配分額：
800

相殺割合：25％

グループ収入
各市場国の収入

国別利益： 5,500
＋

源泉税増額調整：500 

（54ページ）
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二重課税除去国の特定

ステップ ： （デミニミスルール）
⚫ 次のいずれかの基準を満たす国を、二重課税除去国の候補国として特定する（⇒利益が僅少である国を除外する）。

➢ 積算基準 ： 利益額が大きい国から積算してグループ全体の利益額の 以上となる最も少ない数の国を構成する国
➢ 個別基準① ： 万ユーロ以上の利益額を有する国
➢ 個別基準② ： 万ユーロ以上の利益額を有する国（一定の利益率及び税率の要件を満たす国に限る）

ステップ ： （利益 の振分け）
⚫ 二重課税除去国は、ステップ１で特定された候補国の利益率（減価償却費給与利益率）を算定した上で、その利益率を次の４つの階層に分類し、

より利益率の高い階層に分類される国から、その高い階層に属する利益を優先的に利益Ａとして特定する方法により特定される。
→収益性の高い国がより多くの二重課税除去義務を負う。

階層 対象 配分方法
国別の がグループ全体の の 倍を超える部分

国別の がグループ全体の の 倍を超える部分 プロラタ

国別の がグループの除去対象基準 を超え、かつ、 ％を超える部分 プロラタ

国別の がグループの除去対象基準 を超え、かつ、 ％以下の部分 プロラタ

✓ 「減価償却費給与利益率（ ： ）」：利益を減価償却費・給与で除した利益率。国別とグループ全体の双方
で用いられる。なお、「除去対象基準 」とは、グループの収入の ％に相当する利益（通常利益）をグループの減価償却費・給与で除した の水準。
国別利益のうち国別の が除去対象基準 の水準以下の部分は、通常利益として二重課税の除去の対象外となる。

✓ 「 」：同一の階層に複数の国が存在する場合、 の高い国から優先的に利益Ａを振り分ける方法。まず、最も の高い国の利益のうち２番目に
が高い国の を上回る部分の利益を優先的に利益Ａとして特定する（以下、繰り返し）。

✓ 「プロラタ」：同一の階層に複数の国が存在する場合、各国のその階層の利益額に比例して利益Ａを振り分ける方法。

二重課税除去国の特定
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二重課税除去事業体の特定・二重課税除去の方法

二重課税除去国における二重課税除去事業体の特定方法

⚫二重課税除去国として特定された締約国は、国内に複数の事業体が存在する場合、利益額に基づく 方式
により、二重課税除去を行う事業体又は課税上の存在（二重課税除去事業体： ）を特定し、その締約
国に配分された二重課税除去義務の金額を配分する。
✓ 利益額は、超過利益、課税対象利益、会計上の利益のいずれかを使用する。
✓ 利益額に基づく 方式とは、利益額の大きい事業体から優先的に配分する方法であり、二重課税除去国を特定するために用い
られる に基づく 方式とは異なる。

⚫二重課税除去国は、国内法に定める他の方法により二重課税除去を行うことも認められる（ただし、上記の原則的な方
法により二重課税除去事業体となる事業体及び当該他の方法により二重課税除去事業体となる事業体が同意する場
合に限る。）。

締約国が採用可能な二重課税除去の方法等

⚫締約国は、以下のいずれかの方法により、二重課税除去を行う。
① 直接支払方式

指定納付事業体が納付した租税の金額に、二重課税除去事業体に配分される利益 除去額のグループ全体の利益 除去額に占め
る割合を乗じたもの（二重課税除去事業体関連納付税額）について、二重課税除去事業体に支払を行う方式

② 還付有税額控除方式
二重課税除去事業体関連納付税額を、二重課税除去事業体の租税債務の金額から控除し、控除しきれない金額を還付する方式

③ 還付無税額控除方式
二重課税除去事業体関連納付税額を、二重課税除去事業体の租税債務の金額から控除し、控除しきれない金額について少なくとも
３年間の繰越を認める方式

④ 所得控除方式
二重課税除去事業体に配分される利益 除去額を、二重課税除去事業体の所得の金額から控除し、控除しきれない金額について
少なくとも３年間の繰越を認める方式

（56ページ）
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Tier 3B: RoDP 20%（除去対象基準RoDP）

RoDP 60%（グループ全体のRoDP）

Tier 1: RoDP 900% （グループ全体の15倍） 

Tier 2: RoDP 90% （グループ全体の1.5倍）

Tier 3A: RoDP 40%

通常利益:
(1,000)

J1国 J2国 J3国 J4国 グループ全体
利益 120 380 1,450 1,050 3,000
減価償却費・給与 10 40 1,450 3,500 5,000
利益率（RoDP） 1200% 950% 100% 30% 60%

残余利益:
(2,000)

減価償却費・給与: 
5,000

利益A: 500 (=2,000*25%)

3,500

売上: 10,000

1,45010 40

(25)

(5) (20)

(81)

(5)

(2)

(2)

(324)

(20)

(8)

(8)

(145)

(725)

(290)

(290)

(350)

(700)

EDT義務: 0EDT義務： 119

Waterfall 

プロラタ

プロラタ

プロラタ

120 380 1,450 1,050 利益: 3,000

EDT義務: 285EDT義務: 96

②： 5 ②： 20

①： 25

③： 66 ③： 265

③： 119

324
81 + 324 + 145

二重課税除去国・二重課税除去事業体の特定 利益Ａの振分けのイメージ

例えば、J1国に事業体X（利益額70）、事業体Y（利益額46）、事業体Z（利益額4）が所在する場合には、J1国に振り分けられた96の利益Ａは、
利益額が最も大きいXの利益のうちYの利益を上回る24に優先的に振り分け、残り72は、XとYの利益のうちZを上回る36に振り分けられる。このようにして
利益Ａを振り分けられたX（60）、Y（36）が二重課税除去事業体として特定される。

※グループ全体で計算される500の利益Aは、①・②・③の順で各国に振り分けられ、
J1国（96）、J2国（285）、J3国（119）が二重課税除去国として特定される。
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リード税務当局

市場国
税務当局

調整事業体
（指定納付事業体）

二重課税除去国
税務当局

利益Ａに係る課税（申告・納付）及び二重課税除去のイメージ

市場国
税務当局

市場国
税務当局

①
申
告

②納付

二重課税除去国
税務当局

申
告
書
を
情
報
交
換

④二重課税除去

申
告
書
を
情
報
交
換

④二重課税除去

二重課税除去事業体

二重課税除去事業体

① 調整事業体（通常は最終親事業体）が居住地国の税務当局（リード税務当局）に申告し、リード税務当局が関
連各国の税務当局に申告書を回付。

② 指定納付事業体（通常は最終親事業体）が、納税義務が生じた市場国の税務当局に対し納税。
③ 二重課税除去を受ける事業体（二重課税除去事業体）は、指定納付事業体に納付額の一部を償還。
④ 二重課税除去義務を負う国（二重課税除去国）は、同国に所在する二重課税除去事業体に対し、税額控除等で

二重課税除去。

（58ページ）
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税の安定性（ ）

利益 に係る税の安定性 利益 に関連する事項に係る税の安定性
⚫ 多国間で利益を再配分する利益 は、関係国が多く、納税者の

コンプライアンスコストも大きいことから、紛争を未然に防止するた
め、多国間で利益 納税申告書の内容の適正性、利益 の対
象グループとしての該当性等を確認し、安定性を付与する仕組
みを用意。

⚫ グループの要請に基づいて審査パネル又はリード税務当局（原
則として最終親事業体の居住地国の税務当局）による審査が
行われ、グループが審査結果を受け入れた場合には、審査結果
が全ての関係国を拘束する。

⚫ 審査パネルが合意に達しない場合等には、決定パネルが設置さ
れ、異なる意見のうちの一つを最終的な結果として決定し、その
決定が全ての関係国を拘束する。

⚫ 利益 の対象グループの事業体に対する移転価格課税や恒久的
施設帰属利得への課税は、利益 の適用に影響しうることから、
これらの課税のうち一定のものを利益 に関連する事項として定め、
未解決の関連する事項を解決するための義務的・拘束的な紛争
解決パネルの仕組みを用意。

⚫ 対象グループの構成企業が関連する事項に関して二国間租税条
約の規定に適合しない課税を受けると認められる場合には、権限
のある当局は、構成企業からの申立てに基づき、合意によって事
案を解決するよう努める（相互協議）。

⚫ 相互協議において権限のある当局間の合意が２年以内に成立し
ない場合、構成企業の要請により、未解決の関連する事項が紛
争解決パネルに付託され、その決定が二国間租税条約の両締約
国を拘束する。

紛争解決パネル
審査パネル

✓ 議長を含む３人の独立専門家と２人の権限のある当局の職員
（計５人）で構成される。

✓ 紛争解決パネルの決定は、パネル構成員の単純多数決により行う。

✓ 双方の締約国が別の方式に合意する場合を除き、
方式（双方の権限のある当局から提出された解決案のいず

れか一つを選択してパネルの決定とする方式）が適用される。

決定パネル
✓ ３人の独立専門家、３人の政府職員及び議長（独立専門家又

は政府職員）の計７人で構成される。
✓ コンセンサス方式により合意するよう努めるが、コンセンサスに至らな

い場合には単純多数決等の一定の方式により決定を行う。

✓ リード税務当局及び一定の要件を満たす６の締約国の税務当局
（計７人）で構成される。

✓ 審査パネルが特定の結論に合意し、関係国から異議が出されなけ
れば、その結論が審査結果となる。

➢ 利益 の適用と利益 に関連する事項について、安定性（税務当局が納税者の課税関係について変更を加え
ることがない状態）を付与する仕組み
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税制の現状と今後の課題
２０２４年９月１８日

青木孝徳
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１．総論

（ 3ページ）

最近の動き

２０２２年１２月

２０２３年 １月

６月

１０月

１２月

２０２４年 １月

２月

３月

６月

令和５年度税制改正大綱（防衛力強化のための税制措置）

異次元の少子化対策を総理表明

こども未来戦略方針

政府税制調査会・中期答申

インボイス制度開始

定額減税について総理指示

令和６年度税制改正大綱
（定額減税、賃上げ促進税制、扶養控除、防衛財源等）

能登半島地震 発生

能登半島地震災害の被災者に係る所得税等の特別措置

令和６年度税制改正法 成立

定額減税開始

（ 4ページ）
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5

令和６年度税制改正の全体像

➢ デフレからの完全脱却に向けて、物価上昇を乗り越える構造的な賃上げと成長力の強化・高度化に資す
る投資の拡大によって、消費と投資の力強い循環につなげていくべく、所要の措置を講ずる。

令和６年度税制改正

デフレからの完全脱却

生産性向上・供給力強化を通じた
潜在成長力の引上げの実現構造的な賃上げの実現

賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担
を緩和し、国民の可処分所得を直接的に下支え。

所得税・個人住民税の定額減税

賃上げ促進税制の強化

戦略分野国内生産促進税制

イノベーションボックス税制

国民

企業

ハード

ソフト

成長と分配の好循環

物価高に負けない賃上げを実現し、赤字法人にお
いても賃上げを促進。

民間として事業採算性に乗りにくいが、特段に戦略
的な長期投資が不可欠となる投資を後押し。

スタートアップ・エコシステムの
抜本的強化

海外と比べて遜色なく民間の無形資産投資を後押し。

イノベーションを生み出す主体として重要な
存在を資金や人材面で支援。

既存税制と大きく異なる大規模・長期間の措置

で３番目の創設

（ 5ページ）

6

令和 年度の税制改正（内国税関係）による増減収見込額

（注１） 上記の計数は、 億円未満を四捨五入している。
（注２） 定額減税による減収見込額は、個人住民税等の減収見込額と合わせて▲ 億円程度。
（注３） 住宅ローン控除の拡充による平年度減収見込額は、令和 年の居住分について、改正後の制度を適用した場合の減収見込額と改正前の制度を適用した場合の

減収見込額との差額を計上している。
（注４） 戦略分野国内生産促進税制のうち 分野の物資に係る減収については、 経済移行債の発行収入により補塡。
（注５） 消費税のプラットフォーム課税の導入によって、国外事業者に代わってプラットフォーム事業者から適正に納められることが見込まれる消費税額は、平年度 億円。
（注６） 特例輸入者による特例申告の納期限延長に係る担保要件の見直しによって、令和 年度に帰属する予定であった消費税額の一部（ 億円）が、納付時期の

ずれにより、令和 年度税収に帰属することとなる。

平年度 初年度

１．個人所得課税
（１）定額減税 ▲ 23,020 ▲ 23,020
（２）エンジェル税制の拡充 ▲ 20 ▲ 10
（３）住宅ローン控除の拡充 ▲ 290 ▲ 20

　　個人所得課税　計 ▲ 23,330 ▲ 23,050

２．法人課税
（１）賃上げ促進税制の強化 ▲ 3,460 ▲ 480
（２）中小企業事業再編投資損失準備金制度の見直し ▲ 30 ▲ 20
（３）戦略分野国内生産促進税制の創設 ▲ 2,190
（４）イノベーションボックス税制の創設 ▲ 230
（５）研究開発税制の見直し
（６）交際費等の損金不算入制度の見直し ▲ 170 ▲ 130
（７）カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の見直し

　　法人課税　計 ▲ 5,680 ▲ 480

（単位：億円）

改　　正　　事　　項

合　　　　　　　計 ▲ 29,010 ▲ 23,530

（ 6ページ）
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一般会計税収の推移

7

（ 7ページ）

雇用者報酬・給与税収の推移
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（注1） 雇用者報酬の令和４年度までは国民経済計算年次推計、令和５年度実績は国民経済計算令和６年４－６月期１次QE（令和６年８月15日公表）による。
（注2）令和６年度伸び率は政府経済見通し（令和６年１月２６日閣議決定）による。
（※） 令和６年度の給与税収は、定額減税による影響（▲2.1兆円）を見込んでいる。
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配当金総額・配当税収の推移
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（注） 令和４年度以前の配当金総額（左側）は、法人企業統計年報、うち上場企業（右側）は東証の決算短信集計（プライム・スタンダード・グロース合計）。
（※） 令和６年度の配当税収1.9兆円は、親子間配当の源泉徴収のとりやめによる影響（令和４年度→令和６年度：▲4.1兆円）を見込んでいる。
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（ 9ページ）

親子間配当の源泉徴収の取りやめ
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（10ページ）
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株価・株式売買金額・株式譲渡税収の推移

11

（11ページ）

法人の所得金額・法人税収の推移
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所得金額

（繰欠控除前）

（左軸）

法人税収（右軸）

（注） 所得金額（繰欠控除前）は、会社標本調査による。

なお、令和４年度から令和５年度における伸び率は、３月期決算の上場企業（全産業約1,100社）の決算短信を集計した経常利益（連結決算）の伸び率（日本経済新聞調べ）である。

６予算

４決算

５決算

6.5.24公表

上場企業の実績

＋19.0%

12
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民間最終消費支出及び輸入・消費税収の推移

228899..55  
229988..88  229977..55  229999..88  229988..33  330033..00  330044..88  330033..99  

228899..44  
229988..22  

331155..88  
332222..99  

82.0
97.5 102.0 93.1

84.8 94.6 101.9 97.7 84.8
110.5

146.2 137.8

21.0 
21.9 

23.1 23.1 

10.4 10.8

16.0

17.4 17.2 17.5 17.7
18.4

23.8
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18
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22

24

0
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Ｈ24

（2012）

25

（2013）

26

（2014）

27

（2015）

28

（2016）

29

（2017）

30

（2018）

R元

（2019）

２

（2020）

３

（2021）

４

（2022）

５

（2023）

６

（2024）

（兆円） （兆円）

（年度）

消費税収（右軸）

輸入（左軸）

民間最終消費支出（左軸）

４決算

６予算

（注１） 民間最終消費及び輸入の令和４年度までは国民経済計算年次推計、令和５度実績は国民経済計算令和６年４-６月期１次QE（令和６年８月１５日公表）による。
（注２） 令和６年度伸び率は政府経済見通し（令和６年１月２６日閣議決定）による。

６見通し
＋3.5％

６見通し
＋5.6％

５決算

13
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相続税の税収、課税件数割合及び負担割合の推移

7,861

17,791

25,830

29,377 29,694 

35,663

32,920

5.3 

7.9 6.8 6.0 

9.6 
14.3 

17.4 

22.2 

16.6 

13.5 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

58 59 60 61 62 63 元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 令和

元

２ ３ ４ ５ ６

（億円） （％）

（注１） 相続税収は各年度の税収であり、贈与税収を含む（令和５年度以前は決算額、令和６年度は予算額）。
（注２） 課税件数、納付税額及び合計課税価格は、「国税庁統計年報書」により、死亡者数は、「人口動態統計」（厚生労働省）による。

相続税収

課税件数割合（年間課税件数 年間死亡者数）

負担割合（納付税額 合計課税価格）

平成 （年）元

平成 年改正
（平成 年１月１日施行）

14
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一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移

（年度）
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（注１）令和５年度までは決算、令和６年度は予算による。
（注２）公債発行額は、平成２年度は湾岸地域における平和回復活動を支援する財源を調達するための臨時特別公債、平成６～８年度は消費税率３％から５％への引上げに先行して行った減税による租税収入の減

少を補うための減税特例公債、平成 年度は東日本大震災からの復興のために実施する施策の財源を調達するための復興債、平成 年度及び 年度は基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するため
の年金特例公債を除いている。

（注３）令和５年度の歳出については、令和６年度以降の防衛力整備計画対象経費の財源として活用する防衛力強化資金繰入 兆円が含まれている。

昭 昭 昭 平 平 平 平 平 平 令

（兆円）

一般会計税収（点線は当初予算ベース）

建設公債発行額

特例公債発行額

令

一般会計歳出（点線は当初予算ベース）

15
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（出典）内閣府公表資料
（ 年 月 中長期試算ポイント資料）
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経済財政運営と改革の基本方針 （抄）

令和６年６月 日
閣 議 決 定

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現～「経済・財政新生計画」～
２．中期的な経済財政の枠組み
（税制改革）
デフレからの完全脱却と経済の新たなステージへの移行を実現するとの基本的考え方の下、経済成長と財政
健全化の両立を図るとともに、少子高齢化、グローバル化等の経済社会の構造変化に対応したあるべき税制
の具体化に向け、包括的な検討を進める。
骨太方針 等も踏まえ、応能負担を通じた再分配機能の向上・格差の固定化防止を図りつつ、公平か
つ多様な働き方等に中立的で、デジタル社会にふさわしい税制を構築し、経済成長を阻害しない安定的な税
収基盤を確保するため、ＥＢＰＭの取組を着実に強化しながら、税体系全般の見直しを推進する。納税環境
の整備と適正・公平な課税の実現の観点から制度及び執行体制の両面からの取組を強化するとともに、新た
な国際課税ルールへの対応を進める。

17
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経済社会の構造変化

•雇われない働き方の拡大な
どの働き方の多様化、ライ
フコースの多様化

•共働き世帯の増加や世帯構
成の変化、外国人労働者な
どの増加

•プラットフォーマーの台頭や
等の技術による環境

の変化、暗号資産の普及
•産業の新陳代謝促進、スター
トアップ・エコシステム構築
などが重要

•非正規雇用や貧困などの格差
に加え、シングルマザーや孤
独・孤立への対応も必要

•教育と格差の固定化なども踏
まえ、税や社会保障による再
分配が重要

• 、気候変動問題への対
応や環境対応自動車の促進が
課題

•ロシアのウクライナ侵略によ
り我が国のエネルギー問題が
浮き彫りに

•財政はコロナ禍への対応とし
ての財政出動により一段と深
刻な状況

•将来世代へ負担を先送りせず、
租税の財源調達機能を果たし
ていく必要

•社会保障サービスの提供など
地方公共団体の対応課題は増
加

•持続可能な地方税財政基盤の
構築が必要

•人口減少・少子高齢化が進
展する中、社会保障制度の
持続可能性の確保が課題

•若者・子育て世代の所得向
上など、こども・子育て政
策の強化が必要

•経済安全保障確保の観点か
ら、新たな企業戦略が必要

•経済力・財政基盤の強化も
含めた国力としての防衛力
の強化が課題

（出所）政府税制調査会 「わが国税制の現状と課題－令和時代の構造変化と税制のあり方」（令和５年６月）

働き方や
ライフコースの多様化

経済のグローバル化
・デジタル化

エネルギー・環境問題
などの変化

我が国財政の
構造的な悪化地域社会の変化人口減少・少子高齢化安全保障環境の変化

格差を巡る状況の変化

○ 税とは「社会共通の費用を賄うための会費」です。公的サービスを提供するために必要で「十分」な財源を
確保した上で、「公平・中立・簡素」に適う、多くの人から納得感を得られるような税制を構築するため、社会
の様々な問題・課題をしっかり把握し、将来生じ得る変化を見据え、目配りをしていくことが重要です。

18
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個別税目の現状と課題

働き方などの選択に中立的な税制の構築
• 年度改正（特定の収入に対応する控除から人的控除に重点をシフト）に続き、公平かつ
働き方に中立的な税制を検討

•企業年金・個人年金等に関する税制について、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正な負
担の観点も踏まえて検討

•給与・退職一時金・年金給付間の税負担のバランスに留意
•個人住民税については、引き続き充実確保を図るとともに、地域社会を取り巻く経済社会情勢
等の変化にも留意
所得再分配機能の適切な発揮の観点からの検討

•総合課税と分離課税分を統合した税負担率の分布状況を分析し、データに基づき必要な検
討

• 年度及び 年度改正の見直しの影響も見極めつつ、引き続き、所得控除のあり方を検討
税制の信頼を高めるための取組み

•デジタル技術を活用した納税者の利便性向上（正確な記帳を通じた事業者の簡便・適正な
申告・納税）

•公平性確保に向けた取組み（暗号資産取引やプラットフォーム取引、租税特別措置）

個
人
所
得
課
税

相続税・贈与税
•経済社会の構造変化や税制の負担構造のフラット化の中で、再分配機能を有する相続税は
引き続き重要な役割

•課税方式のあり方については、相続のあり方に関する国民の考え方なども踏まえ、幅広い観点
から議論する必要

•相続税・贈与税分野の各種特例措置について、政策目的の今日的妥当性、政策目的との整
合性、適用実態等を踏まえつつ検討

固定資産税等
•市町村が住民サービスを提供するために必要な基幹税として、引き続きその安定的な確保が必
要

•税負担の公平性等の観点から、土地に係る負担水準の均衡化の促進等を図ることが必要

資
産
課
税
等

消費税
•更なる増加が見込まれる社会保障給付を安定的に支える観点からも、消費税が果たす役割
は今後とも重要

•国境を越えた役務提供への課税（プラットフォーム事業者を通じた課税の実現）
•地方における社会保障の安定財源の確保等の上で、地方消費税は重要
酒税・たばこ税

•同種・同等のものには同様の負担を求める消費課税の基本的考え方に沿って負担のあり方を
検討
自動車・エネルギー関係諸税

•自動車関係諸税は、電気自動車等の普及を念頭に置いて、受益者・原因者負担の原則を
踏まえ見直し

•石油石炭税は、その税収を燃料の安定供給や省エネ対策等に活用するという目的・財政需要
等に留意しつつ、あり方を検討

消
費
課
税

法人税
•所得税、消費税とともに基幹税として、安定的な財源としての役割を果たす必要
• 「成長志向の法人税改革」は、客観的・実証的な検証が必要

租税特別措置
•必要性・有効性があるものに限り、期限を区切るのが原則
•適切なデータを用いた効果検証を踏まえ、不断に見直す必要（ ）

地方法人課税
•社会経済状況の変化等に対応し、外形標準課税のあり方を検討
•分割基準のあり方、偏在性の小さい地方税体系の構築についても不断に検討

法
人
課
税

• 「２本の柱」からなる解決策（市場国への新たな課税権の配分（「第１の柱」）、グローバル・
ミニマム課税（「第２の柱」））の実施に向けた取組みが最重要

•国際課税ルールや経済構造の変化に対応した、租税条約ネットワークの質・量の更なる拡充
•個人・法人の租税回避等への対処、税に関する情報交換の促進も図っていく必要

国
際
課
税

•記帳水準の向上や第三者から提供されるデータを活用した確定申告の実現等の税務手続の
デジタル化を推進

•ｅＬＴＡＸを通じた申告･納付等の地方税務手続のデジタル化等を推進
•適正な申告・納税の実現や申告の利便性向上の観点から、暗号資産取引やプラットフォームを
介した取引に係る法定調書や報告のあり方を検討

•税務調査への非協力等や第三者による不正加担、課税逃れといった税に対する公平感を大き
く損なう行為への対応を検討

納
税
環
境
整
備

19
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（ 年９月現在）

米英仏における政権交代の税制への影響

国 政治情勢 候補者
政党 基本的な考え方 具体的な内容

米国

【大統領選挙】
年 月５日

【就任日】
年１月 日

トランプ
前大統領
（共和党）

✓ 年に実施したトランプ減
税の恒久化・深堀り

✓ 法人税率（現行 ％）の ％への引下げ
✓ 所得税の標準控除額の引上げ、児童税額控除
額の倍増等のトランプ減税恒久化

ハリス
副大統領
（民主党）

✓ 中低所得者への増税は行わ
ない（トランプ減税の一部延
長）

✓ 大企業・高所得者に相応の
負担を求める

✓ 法人税率の ％への引上げ
✓ 自社株買いに対する課税の税率（現行１％）を
４％に引上げ
✓ 超高所得者に対する ％の最低所得税の賦課
✓ 初回住宅購入者・売却者に対する１万ドルの税
額控除を導入
✓ 勤労所得税額控除及び児童税額控除の拡充

英国
７月の下院総選挙に
より、保守党政権に代
わり労働党政権が発足
済

労働党

✓ 所得税・付加価値税・法人
税・国民保険料の引上げを行
わない

✓ 一部の高所得者・外国人・
石油ガス会社等が対象となる
増税措置を行う

✓ 非永住者税制を廃止し、制度を刷新
✓ キャリードインタレスト税制の抜け穴に対処
✓ エネルギー利益税の期限延長、税率引上げ等
✓ 私立学校の付加価値税非課税措置を撤廃

フランス

７月の下院総選挙にて
与党連合は敗れ、左派
連合が第一党になるも過
半数に届かず

【政権発足】
少数政党の中道右派・
共和党バルニエ氏が首相
に任命されたが、政権枠
組みは不透明

左派連合 ✓ 富裕層への課税強化のため
多くの税の導入・強化

✓ 所得税の累進強化
✓ 金融所得課税の総合課税化
✓ 相続税の抜本的見直し・強化
✓ 金融取引税の課税強化
✓ 脱税対策の強化
✓ 気候変動対策の要素を加えた富裕税の復活
✓ 一般社会税（ ）の累進化

与党連合 ✓ 増税はしない方針で、所得税
や相続税等の非課税枠を拡大

✓ 所得控除額等の拡大
✓ 相続・贈与において、非課税額の拡大

（出典）各種報道等20
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２．各税目の課題
（１）所得税

（21ページ）

⑴ 所得税・個人住民税の定額減税

22
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（年収）

〇 昨年 月に策定された経済対策に基づき、所得水準や世帯構成等に応じた定額減税及び各種給付金を実施。
※ 給付金は、地域の実情に応じた柔軟な取り扱いが可能な交付金により、市区町村において実施。

給付金・定額減税一体措置について

低所得者の子育て世帯④
定額減税しきれない
と見込まれる方

⑥
住民税非課税世帯

②
住民税均等割
のみ課税世帯

③

新たに非課税等となる世帯⑤

②（令和５年度）非課税世帯
・１世帯７万円追加給付

すでに給付された３万円と
合計で１０万円

③（令和５年度）均等割のみ課税世帯
・１世帯１０万円給付

④低所得の子育て世帯への「こども加算」
・１８歳以下の児童１人５万円加算

⑤（令和６年度）新たな非課税等世帯
・１世帯１０万円給付
・１８歳以下の児童１人５万円加算
※ 令和５年度に所得があり、
令和 年度に非課税となった方への対応

⑥定額減税しきれないと見込まれる方
・令和６年において定額減税しきれないと見込まれる
概ねの額を、１万円単位で給付
・実績が判明し、「減税＋給付」が不足する場合は、
追加支給（令和７年）

① 定額減税
・住民税所得割／所得税納税者
・１人４万円※×（本人＋扶養親族）
※６年分所得税３万円、６年度分個人住民税１万円

令和6年6月12日
内閣官房給付金室

23
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所得税の定額減税

○ デフレ完全脱却のための一時的な措置として、令和６年分所得税の減税を実施
○ 減税額は、納税者及び配偶者を含めた扶養家族１人につき３万円（住民税は１万円）
○ 合計所得金額 万円（給与収入 万円相当）超の高額所得者は、減税の対象外

給与所得者に対する実施

• 月以降の源泉徴収税額から減税
• 月に減税しきれなかった場合には、

翌月以降の税額から順次減税

不動産所得・事業所得者等に対する実施

• 納税の機会に減税
• 予定納税対象者については、６月の第
１回予定納税の通知の機会に減税

• それ以外の納税者は、確定申告で減税

• 年金機構等の公的年金（老齢年金）は、
６月以降の源泉徴収税額から減税

• 月に減税しきれなかった場合には、
翌々月以降の税額から順次減税

公的年金受給者に対する実施

✓ 住宅ローン控除等の税額控除後の所得税額から
減税を実施。

✓ 給与所得者については、減税開始前に、実務上
利用可能な扶養親族等の情報に基づき、源泉徴
収税額から控除する税額を決定。年末までに扶
養親族等の情報に異動があった場合には、年末
調整又は確定申告で調整。

（24ページ）
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源泉徴収・定額減税事務の流れ：給与所得者の例（イメージ）

扶養控除等
申告書の提出

毎月の給与等の支払
⇒源泉徴収

配偶者控除等
申告書など
の提出

その年の最後の
給与等の支払
⇒年末調整

従
業
員

雇
用
主

令和６年１月 ６月 １１月 １２月 令和７年１月

通
常
の
源
泉
徴
収
事
務

①① 月月次次減減税税事事務務
（（～～６６月月のの最最初初のの給給与与等等支支払払日日））

・ 控除対象者の確認、同一生計

配偶者・扶養親族の把握

• 給与等支払時の月次減税額の控除

• 給与支払明細書への控除額の表示

• 控除しきれない額の管理

②② 月月次次減減税税事事務務
（（毎毎月月のの給給与与等等支支払払時時））

• 控除対象者の確認、同一生計

配偶者・扶養親族の把握

• 年調減税額の計算

• 年調時の年調減税額の控除

③ 年年調調減減税税事事務務

④ 源源泉泉徴徴収収票票へへのの表表示示

• 減税額等の表示

定定
額額
減減
税税
事事
務務

源泉徴収票の
作成・交付
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岸田総理記者会見（令和５年 月２日）

（岸田総理冒頭発言）
今回の経済対策では、２段階の施策を用意いたしました。
第１段階の施策は、年内から年明けに直ちに取り組む、緊急的な生活支援対策です。具体的には、生活に苦しんでいる世帯に

対し、既に取り組んでいる１世帯３万円に加え、１世帯７万円をできる限り迅速に追加支給することで、１世帯当たり１０万円
の給付を行います。このことにより生活を支えてまいります。
第２段階の施策は、来春から来夏にかけて取り組む、本格的な所得向上対策です。まず、来年の春闘に向けて、経済界に対し

て、私が先頭に立って、今年を上回る水準の賃上げを働きかけます。同時に、労働者の７割は中小企業で働いています。このため、
年末の税制改正で、赤字法人が多い中小企業や医療法人なども活用できるよう、賃上げ税制を拡充するとともに、価格転嫁対
策の強化など取引適正化をより一層進めるなどにより、中小企業の賃上げを全力で応援します。
このように、政府として全力で賃上げを進める環境を整備する予定ですが、それでもなお、来年に国民の賃金が物価を超えて伸び

ていく状況となるのは確実ではありません。しかし、今回のチャンスを逃せば、デフレ脱却が難しくなります。確実に可処分所得を伸ば
し、消費拡大につなげ、好循環を実現する。
そのため、私は、来年の６月のボーナスのタイミングで、本人・扶養家族を問わず、１人当たり計４万円、約９，０００万人
を対象に、総計３兆円半ばの規模で所得税・住民税の定額減税を行いたいと考えています。本人・扶養家族を問わず、お一人
ずつ減税を行うことで、過去に例のない子育て支援型の減税ともなります。例えば子供二人の子育て世帯では１６万円の減税
となります。
このように、来年夏の段階で、賃上げと所得減税を合わせることで、国民所得の伸びが物価上昇を上回る、そういった状態を
確実につくりたいと思っています。そうすれば、デフレ脱却が見えてきます。
さて、「減税ではなく、給付金を支給すれば、もっと早い時期にお渡しできるのではないか」という意見があることは承知しています。
先ほど申し上げたように、給付金は第１段階の緊急的な生活支援を行うものです。その上で、今回の所得減税は、第２段階の
本格的な所得向上、そして好循環実現のために行うものです。幅広い国民の所得を下支えする観点からは、来年夏のボーナス
の時点で、賃上げと所得減税の双方の効果が給与明細に目に見えて反映される、そうした環境をつくり出すことが必要だと考え
ています。

（26ページ）



―49―

岸田総理記者会見（令和５年 月２日）

（記者）
北海道新聞の藤本です。よろしくお願いいたします。
経済対策で発表された減税について質問します。総理は、税収増の還元策として、所得税・住民税の減税実施を表明しました。た

だ、実施は来年６月の予定で、国会審議でも「物価高にあえぐ国民への支援としては遅い。より早い支援につながる給付金支給にす
べきだ」との声が相次ぎました。なぜ給付では駄目なのか。なぜ減税にこだわるのか。先ほど総理も御説明されましたが、低所得世帯以
外の世帯でも、今、生活に困窮している方々は多くいるはずです。こうした状況だと、総理の御説明というものが多くの国民の腑（ふ）
に落ちていないのではないかというふうに感じております。より分かりやすいメッセージで、改めてその理由をお聞きしたいと思います。

（岸田総理）
まず、所得減税のタイミングについては、今も申し上げましたが、今年７月に公表された内閣府の年央試算においても、来年度中に

は名目賃金の伸びが消費者物価に追いつくという試算が示されています。また、民間のエコノミストの意見をいろいろとお伺いする中で、
実質賃金がプラスに転じるタイミング、２０２４年度あるいは２０２５年度と指摘されるエコノミストの方が多いと認識しています。
こういったことを考えますと、やはり来年度、これは賃金が物価に追いつく上で、デフレ脱却ができるかどうかということにおいて、これは正

念場であると認識しています。ここに的を絞って、デフレに後戻りさせないための一時的な措置として、所得税・住民税の定額減税を
行うことを考えました。
来年度の賃上げが大変重要であるという中において、減税のスタートの時期については、賃上げとの相乗効果を発揮できるタイミング

を考えるべきだということで、来年、ボーナス月である６月であれば、賃上げと定額減税、双方の効果を給与明細において目に見え
る形で実感することができる、幅広い国民が所得の下支えを実感することができる、このように考えました。
そして、御指摘のように、低所得者層の方々に対しては給付で対応するということで、重点支援交付金を約１．６兆円追加する、

さらには額だけではなく、よりきめ細かい支援を用意するということで、推奨事業メニュー０．５兆円で地域の実情に応じて生活者、事
業者に対してきめ細かい支援を用意する、こういった工夫も行った。こういったことであります。これらは年内の実施開始を目指して努力
するということです。そして、それ以外にも、エネルギーの激変緩和措置など、国民生活と幅広い関わりのあるエネルギー分野における激
変緩和措置は来年春まで延長する。こういった対策も引き続き続けてまいります。

（27ページ）

• 成成長長のの継継続続、、労労働働需需給給のの引引きき締締ままりり等等をを背背景景にに、、22002244年年度度のの賃賃金金上上昇昇率率はは、、22002233年年度度をを上上回回るるとと見見込込むむ。。

• 賃賃金金上上昇昇にに定定額額減減税税等等のの効効果果がが加加わわりり、、物物価価上上昇昇をを上上回回るる所所得得のの増増加加がが見見込込ままれれるる。。
• たただだしし、、資資源源価価格格のの動動向向ななどど、、物物価価のの先先行行ききににはは不不確確実実性性ががああるるここととにに留留意意。。

物物価価上上昇昇率率及及びび所所得得増増加加率率（（試試算算））

＜＜22002233年年度度＞＞

2.4%

3.8%※

3.0%
2.5%

所所得得増増加加率率物物価価上上昇昇率率 所所得得増増加加率率物物価価上上昇昇率率

※定額減税等（４兆円程度と想定）による増加分を含む（寄与度1.3％程度）。

（備考）「物価上昇率」は消費者物価（総合）、「所得増加率」は一人当たり雇用者報酬の増加率。

＜＜22002244年年度度＞＞

（（参参考考））物物価価上上昇昇率率とと所所得得増増加加率率のの関関係係

雇雇用用者者報報酬酬 雇雇用用者者数数
一一人人当当たたりり
雇雇用用者者報報酬酬

2022年度

（実績）

++  22..44 ％％

（（229966  兆兆円円））

++  00..66  ％％

（（66,,004488  万万人人））
++  11..88 ％％

2023年度

（実績見込み）

++  33..11 ％％

（（330055  兆兆円円））

++  00..77 ％％

（（66,,008899  万万人人））
++  22..44 ％％

2024年度

（見通し）

++  22..77 ％％

（（331144  兆兆円円））

++  00..22 ％％

（（66,,110011  万万人人））
++  22..55 ％％

（前年度比）

＜＜経経済済財財政政諮諮問問会会議議（（22002233年年1122月月2211日日））提提出出資資料料＞＞
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（出典）連合「春季生活闘争 回答集計結果」

春闘による賃金引上げ率の推移（連合）

（注１）202４年の集計組合数は2,620組合、集計組合員数は237.1万人。
（注２）第３回回答集計については、昨年及び今年の集計のみグラフに数字を記載。

○ 連合の調査によれば、 年の春闘における第３回集計の賃金引上げ率は（全体） ％ （中小企業） ％
（昨年の第３回集計： （全体） ％（中小企業） ％）
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賃金指数の推移
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（出典）厚生労働省・毎月勤労統計調査（令和６年６月分結果確報）
（注）事業所規模５人以上における現金給与総額の対前年比・対前年同月比

％ （前年比、前年同月比）
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⑵ こども関係

31

（31ページ）

「こども未来戦略」（抄）
令和５年 月 日
閣 議 決 定

Ⅲ－１．「加速化プラン」において実施する具体的な施策
１．ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や若い世代の所得向上に向けた取組
（１）児童手当の抜本的拡充 ～全てのこどもの育ちを支える制度へ～
○ 児童手当については、次代を担う全てのこどもの育ちを支える基礎的な経済支援としての位置付けを明確化する。このため、所得制
限を撤廃し、全員を本則給付とするとともに、支給期間について高校生年代まで延長する（注）。
児童手当の多子加算については、こども３人以上の世帯数の割合が特に減少していることや、こども３人以上の世帯はより経済的
支援の必要性が高いと考えられること等を踏まえ、第３子以降３万円とする。
これら、児童手当の抜本的拡充のための所要の法案を次期通常国会に提出し、 年 月から実施する。その際、児童手当の
支払月を年３回から、隔月（偶数月）の年６回とする児童手当法（昭和 年法律第 号）の改正を併せて行い、拡充後の
初回の支給を 年 月とする 。

（注）中学生までの取扱いとのバランス等を踏まえた高校生の扶養控除との関係の整理については、「令和６年度税制改正の大綱」
（令和５年 月 日閣議決定）による。

Ⅲ－２．「加速化プラン」を支える安定的な財源の確保
（財源の基本骨格）
① 財源については、国民的な理解が重要である。既定予算の最大限の活用等を行うほか、 年度までに徹底した歳出改革等を
行い、それによって得られる公費節減の効果及び社会保険負担軽減の効果を活用する。歳出改革と賃上げによって実質的な社会
保険負担軽減の効果を生じさせ、その範囲内で支援金制度を構築することにより、実質的な負担が生じないこととする。
「加速化プランの実施が完了する 年度までに、②の既定予算の最大限の活用等、③の歳出改革による公費節減及び支援

金制度の構築により、 兆円程度の安定財源を確保する。
なお、消費税などこども・子育て関連予算充実のための財源確保を目的とした増税は行わない。
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ⅡⅡ 扶扶養養控控除除等等のの見見直直しし

児童手当については、所得制限が撤廃されるとともに、支給期間について高校生年代まで延長されることとなる。

これを踏まえ、16歳から18歳までの扶養控除について、15歳以下の取扱いとのバランスを踏まえつつ、高校生年代は子育て世

帯において教育費等の支出がかさむ時期であることに鑑み、現行の一般部分（国税38万円、地方税33万円）に代えて、かつて高

校実質無償化に伴い廃止された特定扶養親族に対する控除の上乗せ部分（国税25万円、地方税12万円）を復元し、高校生年代

に支給される児童手当と合わせ、全ての子育て世帯に対する実質的な支援を拡充しつつ、所得階層間の支援の平準化を図ること

を目指す。

さらに、扶養控除の見直しにより、課税総所得金額や税額等が変化することで、所得税又は個人住民税におけるこれらの金額等

を活用している社会保障制度や教育等の給付や負担の水準に関して不利益が生じないよう、当該制度等の所管府省において適

切な措置を講じるとともに、独自に事業を実施している地方公共団体においても適切な措置が講じられるようにする必要がある。

具体的には、各府省庁において、今回の扶養控除の見直しにより影響を受ける所管制度等を網羅的に把握し、課税総所得金額

や税額等が変化することによる各制度上の不利益が生じないよう適切な対応を行うとともに、各地方公共団体において独自に実

施している事業についても同様に適切な対応を行うよう周知するなど所要の対応を行う必要がある。

扶養控除の見直しについては、令和７年度税制改正において、これらの状況等を確認することを前提に、令和６年10月からの児

童手当の支給期間の延長が満年度化した後の令和８年分以降の所得税と令和９年度分以降の個人住民税の適用について結論

を得る。

ひとり親控除について、とりわけ困難な境遇に置かれているひとり親の自立支援を進める観点から、対象となるひとり親の所得

要件について、現行の合計所得金額500万円以下を1,000万円以下に引き上げる。

また、ひとり親の子育てにかかる負担の状況を踏まえ、ひとり親控除の所得税の控除額について、現行の35万円を38万円に引

き上げる。合わせて、個人住民税の控除額について、現行の30万円を33万円に引き上げる。

こうした見直しについて、令和８年分以降の所得税と令和９年度分以降の個人住民税の適用について扶養控除の見直しと合わ

せて結論を得る。

令和６年度税制改正の大綱（令和５年 月 日閣議決定）（抄）
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「扶養控除」の見直しのイメージ

※１ 被扶養配偶者・児童2人世帯の年収
※２ 被扶養配偶者・高校生１人・中学生１人世帯の年収

○ 歳から 歳までの扶養控除について、 歳以下の取扱いとのバランスを踏まえつつ、高校生年代は子育て世帯において教
育費等の支出がかさむ時期であることに鑑み、現行の一般部分（国税 万円、地方税 万円）に代えて、かつて高校実質
無償化に伴い廃止された特定扶養親族に対する控除の上乗せ部分（国税 万円、地方税 万円）を復元する。

○ 高校生年代に支給される児童手当と合わせ、全ての子育て世帯に対する実質的な支援を拡充しつつ、所得階層間の支援の
平準化を図る。 〔令和 年分から適用開始〕

歳

歳

歳

～ 改正後

扶養控除
（ 万円）

（一般）
扶養控除
（ 万円）

上乗せ分
（ 万円）

扶養控除
⇒廃止

児童手当
拡充

（一般）
扶養控除
（ 万円）

上乗せ分
⇒廃止

（一般）
扶養控除
（ 万円）

上乗せ分
（ 万円）

高校無償化
（所得制限なし）

高校生・大学生を持つ
世帯は教育費等の
支出が多いことに対応

⇒ 年度より
所得制限（ 万円）
⇒ 撤廃予定

⇒ 年度より
所得制限
（ 万円）

※１

※２

児童手当
（所得制限あり）
（ 万円）

※１

特
定
扶
養
控
除

～

～

～

今回の見直し

（一般）
扶養控除
（ 万円）

上乗せ分
（ 万円） 特

定
扶
養
控
除

扶養控除児童手当

（一般）
扶養控除
（ 万円）

上乗せ分
（ 万円）

高校無償化
（所得制限あり）

児童手当

※２

高校生・大学生を持つ
世帯は教育費等の
支出が多いことに対応

歳までと
歳～ 歳

での取扱いの
バランス

特
定
扶
養
控
除

〔令和 年度税制改正において結論を得る〕
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子どもの年齢別の世帯の支出構造

20.1%

20.9%

28.3%

24.5%

2.2%

3.2%

7.6%

13.7%

5.4%

5.8%

6.8%

6.3%

2.5%

2.7%

3.4%

3.8%

4.7%

3.8%

4.7%

5.2%

3.8%

3.3%

4.2%

4.6%

15.0%

17.4%

14.6%

16.0%

18.2%

14.2%

4.2%

2.1%

8.2%

7.5%

11.5%

8.7%

19.8%

21.3%

14.8%

15.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

食料 住居 光熱・水道 家具・家事用品 被服及び履物 保健医療 交通・通信 教育 教養娯楽 その他の消費支出

夫婦＋子ども 人
（未就学児）

夫婦＋子ども 人
（小・中学生）

夫婦＋子ども 人
（高校生）

夫婦＋子ども 人
（大学生等）

万円

万円

万円

万円

【世帯構成】 【平均支出 月】

世帯類型別消費支出の費目構成

（出典） 年 全国家計構造調査

万円

万円

万円

万円

＜子ども１人の勤労者世帯の場合＞

子どもの年齢別の世帯の支出構造を見ると、高校生・大学生をもつ世帯においては、中学生までの子どもをもつ世帯と比べて、教
育費の支出が大きい。
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子育て世帯における教育費の世帯年収ごとの状況

○ 義務教育等に加えて行われる補習教育（習い事、塾等）についての支出は、世帯年収で大きな差がある。
○ 直近では、低・中所得者層では、補習教育に対する支出を減らしているが、高所得者層では支出を大きく増やしている。

補習教育の平均月額（世帯収入別）

（出典） 家計調査

支出（円）

世帯年収
（円）

36

（36ページ）



―54―

児童手当の拡充と扶養控除見直しによる受益のイメージ

受益

課税所得
【給与収入】
（万円）

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】 【 】

注：税制面での受益の金額は所得税・復興特別所得税・個人住民税の税額ベース。給与収入は夫婦片働き・子 人（高校生）の場合。

＋ 万円

＋ 万円
＋ 万円

＋ 万円

万円

＋ 万円

＋ 万円

児童手当拡充＋扶養控除見直し

＋ 万円

【 】

〔令和 年度税制改正において結論を得る〕
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「ひとり親控除」の拡充（案）

○ ひとり親の子育てにかかる負担の状況を踏まえ、配偶者控除と同様の負担軽減を図る観点から、ひとり親控除の所得税の控除
額について、現行の 万円を 万円に引き上げる。

○ 同時に、ひとり親の就労や収入増加に対する税制の中立性を確保する観点から、ひとり親控除の所得要件について、現行の合
計所得金額 万円以下を 万円以下に引き上げる。 〔令和 年分から適用開始〕

【制度の概要】
納税者が「ひとり親」に該当する場合には、「ひとり親控除」として所得控除ができる。

【控除額】
（現行） 万円 ⇒ （拡充案） 万円

【「ひとり親」の要件】
① 次のいずれかに該当すること
・現に婚姻をしていない者
・配偶者の生死の明らかでない者

② 生計を一にする子（注１）を有すること
③ （現行）合計所得金額 万円以下 ⇒ （拡充案）合計所得金額 万円以下
④ 事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者（注２）がいないこと
（注１）総所得金額等が 万円以下であり、他の者の扶養親族又は同一生計配偶者とされていない子
（注２）住民票の続柄の「夫（未届）」「妻（未届）」の記載で判別

〔令和 年度税制改正において結論を得る〕
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子育て支援に関する政策税制について

○ 子育て世帯は、安全・快適な住宅の確保や、こどもを扶養する者に万が一のことがあった際のリスクへの備えなど、様々なニーズを
抱えており、子育て支援を進めるためには、税制においてこうしたニーズを踏まえた措置を講じていく必要がある。そうした観点から、
以下の①から③について、扶養控除等の見直しと併せて行う子育て支援税制として、令和７年度税制改正において以下の方向
性で検討し、結論を得る。

○ ただし、①及び②については、現下の急激な住宅価格の上昇等の状況を踏まえ、令和６年限りの措置として先行的に対応する。

① 子育て世帯等に対する住宅ローン控除の拡充

② 子育て世帯等に対する住宅リフォーム税制の拡充

③ 子育て世帯に対する生命保険料控除の拡充
所得税において、生命保険料控除における新生命保険料に係る一般枠（遺族保障）について、 歳未満の扶養親族を有する
場合には、現行の４万円の適用限度額に対して２万円の上乗せ措置を講ずることとする。
なお、一般生命保険料控除、介護医療保険料控除及び個人年金保険料控除の合計適用限度額については、実際の適用控除
額の平均が限度額を大きく下回っている実態を踏まえ、現行の 万円から変更しない。
また、一時払生命保険については、既に資産を一定程度保有している者が利用していると考えられ、万が一のリスクへの備えに対す
る自助努力への支援という本制度の趣旨と合致しないことから、これを控除の適用対象から除外する。

既存住宅のリフォームに係る特例措置について、子育て世代の居住環境の改善の観点から、子育て世帯及び若者夫婦世帯が行う
一定の子育て対応改修工事を対象に加える。

子育て世帯及び若者夫婦世帯における借入限度額について、子育て支援の観点からの上乗せを行う。具体的には、新築等の認
定住宅については 万円、新築等のＺＥＨ水準省エネ住宅・省エネ基準適合住宅については 万円の借入限度額の上乗
せ措置を講ずる。
また、子育て世帯においては、住宅取得において駅近等の利便性がより重視されること等を踏まえ、新築住宅の床面積要件につい
て合計所得金額 万円以下の者に限り ㎡に緩和する。
東日本大震災の被災者向け措置についても、同様に、子育て世帯及び若者夫婦世帯における借入限度額の上乗せ措置を講ず
る。また、新築住宅の床面積要件を緩和する。
なお、所得税額から控除しきれない額については、現行制度と同じ控除限度額の範囲内で個人住民税額から控除する。この措置
による個人住民税の減収額は、全額国費で補塡する。
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○ 現下の急激な住宅価格の上昇等の状況を踏まえ、子育て世帯及び若者夫婦世帯における借入限度額について、子育て支
援の観点からの上乗せを行う。

○ 新築住宅の床面積要件について合計所得金額 万円以下の者に限り ㎡に緩和する。

新築・買取再販住宅 認定 省エネ
借入限度額 万円 万円 万円

新築・買取再販住宅 認定 省エネ

借入限度額
子育て世帯等 万円 万円 万円

それ以外 万円 万円 万円

〔改正後（令和 年入居に限る）〕

（注） 子育て世帯等： 歳以下の扶養親族を有する者又は自身もしくは配偶者のいずれかが 歳以下の者

※ 被災地向けの措置についても、上記同様に借入限度額の子育て世帯等への上乗せを行うほか、床面積要件の緩和を継続する。
※ 所得税額から控除しきれない額については、改正前と同じ控除限度額の範囲内で個人住民税額から控除する。この措置による個人住
民税の減収額は、全額国費で補塡する。

〔改正前（令和 年・ 年入居） 〕

床面積要件について、合計所得金額 万円以下の者に限り ㎡に緩和する。

子育て世帯等に対する住宅ローン控除の拡充
〔令和６年限りの措置として先行的に対応〕
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子育て世帯等に対する住宅リフォーム税制の拡充

○ 既存住宅のリフォームに係る特例措置（工事費用の相当額の ％を税額控除）について、子育て世代の居住環境の改善
の観点から、子育て世帯等について、一定の子育て対応改修工事を対象に加える。

〔令和６年限りの措置として先行的に対応〕

※ 子育て世帯等： 歳以下の扶養親族を有する者又は自身もしくは配偶者のいずれかが 歳以下の者
※ その年分の合計所得金額が 万円を超える場合には、本特例は適用しない。

〔子育て対応改修工事〕
① 住宅内における子どもの事故を防止するための工事
② 対面式キッチンへの交換工事
③ 開口部の防犯性を高める工事

④ 収納設備を増設する工事
⑤ 開口部・界壁・床の防音性を高める工事
⑥ 間取り変更工事（一定のものに限る。）
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子育て世帯に対する生命保険料控除の拡充（案）

新生命保険料 一般 介護医療 個人年金 合計
適用限度額 ４万円 ４万円 ４万円 万円

〔現行〕

新生命保険料 一般 介護医療 個人年金 合計

適用限度額
子育て世帯 ６万円 ４万円 ４万円 万円
それ以外 ４万円 万円 万円 万円

〔拡充案〕

（注） 子育て世帯： 歳未満の扶養親族を有する者

○ 所得税において、生命保険料控除における新生命保険料に係る一般枠について、 歳未満の扶養親族を有する場合に、現
行の４万円の適用限度額に対して２万円の上乗せを行う。

○ 一時払保険料について適用から除外する適正化を実施する。

〔令和 年度税制改正において検討・結論〕
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ⅡⅡ 扶扶養養控控除除等等のの見見直直しし

児童手当については、所得制限が撤廃されるとともに、支給期間について高校生年代まで延長されることとなる。

これを踏まえ、16歳から18歳までの扶養控除について、15歳以下の取扱いとのバランスを踏まえつつ、高校生年代は子育て世

帯において教育費等の支出がかさむ時期であることに鑑み、現行の一般部分（国税38万円、地方税33万円）に代えて、かつて高

校実質無償化に伴い廃止された特定扶養親族に対する控除の上乗せ部分（国税25万円、地方税12万円）を復元し、高校生年代

に支給される児童手当と合わせ、全ての子育て世帯に対する実質的な支援を拡充しつつ、所得階層間の支援の平準化を図ること

を目指す。

さらに、扶養控除の見直しにより、課税総所得金額や税額等が変化することで、所得税又は個人住民税におけるこれらの金額等

を活用している社会保障制度や教育等の給付や負担の水準に関して不利益が生じないよう、当該制度等の所管府省において適

切な措置を講じるとともに、独自に事業を実施している地方公共団体においても適切な措置が講じられるようにする必要がある。

具体的には、各府省庁において、今回の扶養控除の見直しにより影響を受ける所管制度等を網羅的に把握し、課税総所得金額

や税額等が変化することによる各制度上の不利益が生じないよう適切な対応を行うとともに、各地方公共団体において独自に実

施している事業についても同様に適切な対応を行うよう周知するなど所要の対応を行う必要がある。

扶養控除の見直しについては、令和７年度税制改正において、これらの状況等を確認することを前提に、令和６年10月からの児

童手当の支給期間の延長が満年度化した後の令和８年分以降の所得税と令和９年度分以降の個人住民税の適用について結論

を得る。

ひとり親控除について、とりわけ困難な境遇に置かれているひとり親の自立支援を進める観点から、対象となるひとり親の所得

要件について、現行の合計所得金額500万円以下を1,000万円以下に引き上げる。

また、ひとり親の子育てにかかる負担の状況を踏まえ、ひとり親控除の所得税の控除額について、現行の35万円を38万円に引

き上げる。合わせて、個人住民税の控除額について、現行の30万円を33万円に引き上げる。

こうした見直しについて、令和８年分以降の所得税と令和９年度分以降の個人住民税の適用について扶養控除の見直しと合わ

せて結論を得る。

令和６年度税制改正の大綱（令和５年 月 日閣議決定）（抄）
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所得税額・住民税額等を活用している各府省所管制度（主なもの）

Ⅰ 税額を基準に料金等を決定しているもの

Ⅱ 課税所得金額を基準に料金等を決定しているもの

Ⅲ 所得税・住民税所得割の非課税を制度の適用要件としているもの

・ ０～２歳児の保育所・認定こども園等の保育料（全8段階を設定）

・ 幼稚園・保育所等における保育料の多子軽減の特例（同時入所・年齢制限）

・ 幼稚園・保育所等における副食費の免除対象（副食費徴収免除加算）

・ 障害福祉サービス等における利用の自己負担

・ 養護老人ホームの扶養義務者負担         等

・ 国民健康保険制度における医療費等の自己負担

・ 後期高齢者医療制度における医療費等の自己負担

・ 介護保険制度における介護サービス費の自己負担

・ 高等学校等就学支援金制度

・ 高等教育の修学支援新制度          等

・ ０～２歳児の保育所・認定こども園等の保育料の無償化

・ 病児保育事業における低所得者減免分加算

・ 一時預かり事業における利用料の低所得者減免

・ 原爆被爆者に対する訪問介護利用時の自己負担分に対する助成事業の利用要件

・ 養護老人ホームへの入所要件          等
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⑶ 年金・退職金関係
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高齢者の就業率推移

（％）

（年）

（出所）総務省「労働力調査」
（注１）年平均の値
（注２）「就業率」とは、 歳以上人口に占める就業者の割合をいう。

○ 高齢者の就業率は上昇傾向。就業率の推移を見ると、 ～ 歳、 ～ 歳、 ～ 歳、 歳以上では、
年の就業率と比較して、 年の就業率はそれぞれ ポイント、 ポイント、 ポイント、 ポイント伸びている。
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転職者の動向

（注）転職者とは、就業者のうち前職のある者で、過去１年間に離職を経験した者。
転職者比率は、「転職者数÷就業者数× 」で算出。

（出所）総務省「労働力調査」
（出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

年齢階級別の平均勤続年数の推移
（勤続年数） （勤続年数）男性

勤続年数の国際比較（ 年）

○ 日本の勤続年数は、他国と比較して長いが、特に男性は近年低下傾向にある。また、転職者数及び転
職者比率はコロナ禍で落ち込みを見せたものの、再び増加傾向にある。

女性

（出所） 「データブック国際労働比較 」

年齢階層別転職者数・転職者比率の推移（万人）

（47ページ）

第第一一 令令和和６６年年度度税税制制改改正正のの基基本本的的考考ええ方方

（２）今後の個人所得課税のあり方

① 私的年金等に関する公平な税制のあり方

働き方やライフコースが多様化する中で、雇用の流動性や経済成長との整合性なども踏まえ、税制が老後の生活や資産形成
を左右しない仕組みとしていくことが、豊かな老後生活に向けた安定的な資産形成の助けとなると考えられる。

例えば、退職金や私的年金の給付に係る課税について、給付が一時金払いか年金払いかによって税制上の取扱いが異なり、
給付のあり方に中立的ではないといった指摘がある。

また、多様で柔軟な働き方が一層拡大する中、働き方に中立的な税制を構築していくことが重要であるが、退職所得課税につ
いては、勤続年数が20年を超えると一年あたりの控除額が増加する仕組みが転職などの増加に対応していないといった指摘も
ある。

こうした観点から、令和３年度税制改正大綱では、私的年金等の拠出・給付段階の課税について、諸外国の例も参考に給与・
退職一時金・年金給付の間の税負担のバランスを踏まえた姿とする必要性について指摘した。

私的年金や退職給付のあり方は、個人の生活設計にも密接に関係することなどを十分に踏まえながら、拠出・運用・給付の各
段階を通じた適正かつ公平な税負担を確保できる包括的な見直しが求められる。個人型確定拠出年金（iDeCo）の加入可能年齢
の70歳への引上げや拠出限度額の引上げについて、令和６年の公的年金の財政検証にあわせて、所要の法制上の措置を講ず
ることや結論を得るとされていることも踏まえつつ、老後に係る税制について、例えば各種私的年金の共通の非課税拠出枠や従
業員それぞれに私的年金等を管理する個人退職年金勘定を設けるといった議論も参考にしながら、あるべき方向性や全体像の
共有を深めながら、具体的な案の検討を進めていく。

第第三三 検検討討事事項項

１ 年金課税については、少子高齢化が進展し、年金受給者が増大する中で、世代間及び世代内の公平性の確保や、老後を保
障する公的年金、公的年金を補完する企業年金を始めとした各種年金制度間のバランス、貯蓄・投資商品に対する課税との関
連、給与課税等とのバランス等に留意するとともに、平成30年度税制改正の公的年金等控除の見直しの考え方や年金制度改革
の方向性、諸外国の例も踏まえつつ、拠出・運用・給付を通じて課税のあり方を総合的に検討する。

令和６年度税制改正大綱（令和５年 月 日）（抄）
自 由 民 主 党
公 明 党
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（注）確定給付企業年金制度、確定拠出年金制度等に基づき支払われる退職一時金等は、退職手当等とみなし、
退職所得として課税することとされている。

○他の所得と区分して次により分離課税

・（収入金額－退職所得控除額）× （注）＝退職所得の金額

勤続年数 年まで １年につき 万円

勤続年数 年超 １年につき 万円

・退職所得の金額×税 率＝所得税額
課税所得金額 税 率

万円以下
万円以下
万円以下
万円以下
万円以下
万円以下
万円超

％
％
％
％
％
％
％

（例）勤続年数30年の場合
退職一時金 2,000万円

500万円×1/2

退職所得控除額 1,500万円

〔 40万円×20年 ＋ 70万円×(30年－20年) 〕

退職所得
金額
250万円

退 職 所 得 の 課 税 方 式

（注）勤続年数５年以下の法人役員等の退職金については、２分の１課税を適用しない。（平成 年度税制改正）

勤続年数５年以下の法人役員等以外の退職金についても、退職所得控除額を控除した残額のうち

万円を超える部分については、２分の１課税を適用しない。（令和３年度税制改正）

所得税額
15.3万円

（備考）このほか、個人住民税が一律 ％課される。

（49ページ）

モデル退職金の支給状況と退職所得控除額
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0 200 400 600 800 1000 1200 1400

年金課税の概要

年金収入にかかる所得税の計算方法

公的年金収入
（国民年金、厚生年金 等）

私的年金収入
（※）

（（１１））年年金金収収入入額額のの計計算算 （（２２））年年金金所所得得のの計計算算

年金収入

年金収入

公的年金等控除

年金所得

年金所得

他の所得
（給与の場合、給与収入から給
与所得控除を引いた給与所得）

（（３３））他他のの所所得得ととのの合合算算 （（４４））税税額額のの計計算算

総所得

• 総所得から所得控除
を控除

（参考）所得控除の例

社会保険料控除、基礎控除、
扶養控除、配偶者控除、
医療費控除 等

• 超過累進税率をかけ
て税額を算出

公的年金等控除

（※）厚生年金保険、国民年金基金、 確定給付企業年金、確定拠出年金 等

〔①＋②〕又は③の大きい額

①定額控除 4400万万円円

②定率控除

（5500万万円円控除後の年金収入）
360万円までの部分 2255％％
720万円までの部分 1155％％
950万円までの部分 55％％

③最低保障額

65歳以上の者 111100万万円円

65歳未満の者 6600万万円円

（注）年金以外の所得が 万円超
の者は 万円、 万円超の者
は 万円、控除額を引き下げる。

（年金収入：万円）

（控除額：万円）

195.5

110

60
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確定給付企業年金と確定拠出年金の受給の形態

○ 確定給付企業年金・確定拠出年金ともに、相当数が一時金受給を選択している。特に確定拠出
年金では、企業型・個人型ともに９割程度と、この傾向が顕著である。

○ これは、我が国では退職一時金制度が先行して普及・慣行化した経緯があること、受給者にとっ
ても退職時に多額の一時金を必要とするニーズがあること、年金と一時金に対する社会保障制度
や税制の違いがあること、確定拠出年金は個人の資産額が少額のケースが多いこと等、様々な要
因があると指摘されている。

＜新規受給者数ベースでみた老齢給付金における年金・一時金の選択状況＞

（出所） 確定給付企業年金は、厚生労働省「平成30年就労条件総合調査」の特別集計により作成
確定拠出年金は、記録関連運営管理機関による調査（平成30年度）を基に作成

確定給付企業年金
確定拠出年金

企業型 個人型
年金 ％ ５％ ％

年金と一時金（併給） ８％ １％ １％
一時金 ％ ％ ％

厚生労働省資料
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主な年金課税

公的年金
企業年金・個人年金

確定給付年金 企業型確定拠出
年金

個人型確定拠出
年金

拠出時
（本人負担分） 全額所得控除

所得控除
控除限度額あり

※限度額を超えた
拠出は課税

所得控除
拠出限度額あり

※限度額を超えた
拠出は不可

所得控除
拠出限度額あり

※限度額を超えた
拠出は不可

給付時の課税 公的年金等控除

（一時金受取の場合）
みなし退職所得として退職所得課税

（年金受取の場合）
公的年金等控除

（53ページ）

企業年金・個人年金の拠出限度額

基基礎礎年年金金

厚厚生生年年金金保保険険

ササララリリーーママンンのの妻妻等等
（（第第３３号号被被保保険険者者））

自自営営業業者者等等
（（第第１１号号被被保保険険者者））

被被用用者者（（ササララリリーーママンン））
（（第第２２号号被被保保険険者者））

企企業業型型DDCC
拠出限度額

月額5.5万円

確確定定給給付付
企企業業年年金金

拠出限度額なし

＋＋
企企業業型型DDCC
拠出限度額

月額5.5万円－確定
給付企業年金ごと
の掛金相当額

確確定定給給付付
企企業業年年金金

拠出限度額なし

（注） 事業主掛金（企業型ＤＣの事業主掛金額と確定給付企業年金ごとの掛金相当額）が月額3.5万円を超えると、iDeCoの拠出限度額が逓減。

iiDDeeCCoo
拠出限度額

月額6.8万円

※国民年金基金
との合算枠
（重複加入可）

iiDDeeCCoo
拠出限度額

月額２万円（注）
iiDDeeCCoo
拠出限度額

月額2.3万円

iiDDeeCCoo
拠出限度額

月額2.3万円

※個人型確定拠出年金（iDeCo）の拠出限度額は（令和６年12月～）
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給付

日本 英国 カナダ 米国
企業従業員 個人事業主・フリーランス 企業従業員 個人事業主・フリーランス 企業従業員 個人事業主・フリーランス 企業従業員 個人事業主・フリーランス

一部課税
（公的年金等控除）

課税
（給付額の ％までは非課税）

課税
（一定の控除あり）

課税

投資・貯蓄
推進

＜ ＞
投資等上限額あり

＜ ＞（注４）

投資等上限額あり

（注１）上記における私的年金とは、拠出時に所得控除の対象となる等、税制適格の仕組みを指し、個人退職勘定（ ）等も含む。
（注２） は （非課税）、 は （課税）を表す。年金等の拠出・運用・給付のどの段階で課税が行われるかに応じた制度類型の表記方法。

ただし、 、 の具体的意味については控除等の存在も考慮しつつ、個別具体的に精査が必要。
（注３）米国では、 型企業年金及び の一種類として、 のロス（ ）型も存在。
（注４）中途引出し制限等つきのライフタイム あり。
（注５） 年政府税調海外出張調査時の現地ヒアリングを元に作成。

拠出

型企業年金
（原則事業主・
本人拠出）

型個人年金等
（原則本人
拠出）

非課税拠出に
共通の枠あり

＜共通型＞
＜ ＞
上限額あり

型企業年
金（原則事業
主拠出）

上限額あり

企業年金の加入状況等によって
の限度額が異なる

※未使用の非課税枠は
３年間繰越可能

上限額なし
×

（原則対象外）

×
（原則対象外）

非課税拠出に共通の枠
（コントリビューション・

ルーム）あり

＜共通型＞

※未使用の非課税枠は
無期限に繰越可能

＜調整型＞
企業年金に加入している場合、所得
額に応じて の限度額が逓減・消失

＜非課税貯蓄口座
（ ）＞

投資等上限額あり

各国の私的年金税制等について（原則的な取扱いを示したもの）

上限額あり

上限額あり

＜個人退職勘定（ ）
上限額あり
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⑷ 控除関係
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令和６年度税制改正大綱（令和５年 月 日）（抄）

第第一一 令令和和６６年年度度税税制制改改正正のの基基本本的的考考ええ方方

３．経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直し

（２）今後の個人所得課税のあり方

② 人的控除をはじめとする各種控除の見直し

個人所得課税については、わが国の経済社会の構造変化を踏まえ、配偶者控除等の見直し、給与所

得控除・公的年金等控除・基礎控除の一体的な見直しなどの取組みを進めてきている。引き続き、格差

の是正及び所得再分配機能の適切な発揮、働き方に対する中立性の確保、子育て世帯の負担への配

慮といった観点から、歳出面を含めた政策全体での対応も踏まえつつ、個人所得課税における人的控

除をはじめとする各種控除のあり方について検討を行う。
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基礎控除の見直し案基礎控除への振替（平成 年度改正）

○ 我が国の個人所得課税は、多多様様なな働働きき方方のの拡拡大大をを想想定定ししてていいるるととはは言言いい難難くく、働働きき方方やや収収入入のの稼稼

得得方方法法にによよりり所所得得計計算算がが大大ききくく異異ななるる仕仕組組みみとなっている。

○ 給給与与所所得得控控除除・・公公的的年年金金等等控控除除のの一一部部をを基基礎礎控控除除にに振振りり替替ええるることにより、フリーランスや起業、

在宅で仕事を請け負う子育て中の女性など、様々な形で働く人を応援することができ、働き方改革の

後押しになる。

税額
基礎控除等

公的年金等控除

給与所得控除給与

フリーランス、請負、
起業等による収入

公的年金等

必要経費

給与所得控除等から
基礎控除へ振替

（×税率）

▲10万円

▲10万円

＋10万円

※給与所得と年金所得の双方を有する者については、片方に係る控除のみが減額される。

［令和２年（2020年）分以後の所得税について適用］
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配偶者控除・配偶者特別控除の概要
基礎控除の見直し案配偶者控除・配偶者特別控除の概要

（万円）

38

150
(95)

155(100)36

31

26

21

16

11

6
3

160(105)

167(110)

175(115)

183(120)

190(125)

197(130)

201
(133)

0 （万円）

201(133)

103
(48)

141
(86)

納税者本人の
受ける控除額

（注１）納税者本人の給与収入（合計所得金額）が1,095万円（900万円）以下の場合の「控除額」を、納税者本人の給与収入（合計所得金額）が、①1,095～1,145万円（900～950万円）
の場合には、その控除額の2/3、②1,145～1,195万円（950～1,000万円）の場合には、その控除額の1/3とし、③1,195万円（1,000万円）を超える場合には消失。（控除額は1万円
未満切上げ）

配偶者控除 ※ 配偶者特別控除

※老人配偶者控除の場合、48万円

平成29年度改正に
おいて見直し

（平成30年分以後の所得税について適用）

（注２）上記の給与収入及び給与所得の金額は、平成30年度改正による給与所得控除についての基礎控除への振替及び控除額の上限の引下げ（令和２年（2020年）分以後の所得
税について適用）の適用後の数字である。なお、納税者本人の給与収入の計算にあたっては、所得金額調整控除（給与収入が850万円超で、23歳未満の扶養親族又は特別障
害者である扶養親族等を有する者等について適用）の適用がないものとしている。

・ 平成29年度改正において、「103万円」が企業の配偶者手当制度等の支給基準に援用されていること

や、「103万円の壁」が心理的な壁として作用しているとの指摘があったことから、控除が満額適用される

配偶者の給与収入を150万円に引き上げる見直しを実施。

・ また、納税者本人の所得制限を設けることにより、高所得者には控除が適用されない仕組みとしている。

配偶者の給与収入
（合計所得金額）

納税者本人の
所得制限

配偶者控除・配偶者特別控除の額は給与収入11,,009955万円（合計所得金額900万円）から逓減開始し、給与収入11,,119955万円
（合計所得金額1,000万円）で消失する。
（平成29年度改正以前は配偶者控除に所得制限はなく、配偶者特別控除は給与収入1,195万円（合計所得金額1,000万円）で消失）
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いわゆる「 万円の壁」について

配偶者の給与収入

0円 103万円（注）
配偶者の給与収入

0円 103万円

配偶者
特別控除
の導入後

世帯の
手取り

世帯の
手取り

昭和61年以前 現 行

配偶者の収入が 万円を超えると納税者本人が配偶者控除を受けられなくなることが配偶者の就労を抑制する

「壁」になっているとの指摘がある（いわゆる 万円の壁）。これについては、配偶者の所得の大きさに応じて控除額を段階的に減

少させる配偶者特別控除の導入により、配偶者の収入が 万円を超えても世帯の手取りが逆転しない仕組みとなっており、税制上の

万円の壁は解消している。

（注）納税者本人が配偶者控除を受けることのできる配偶者の給与収入
の限度額。ここでは「現行」のグラフとの比較の観点から103万円としてい
るが、昭和61年当時は90万円。

150万円
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共働き世帯等の推移

○ 共働き世帯は年々増加。男性雇用者がいる世帯に占める共働き世帯の割合は、 年には ％であったが、 年代に入ると、専業
主婦世帯数と共働き世帯数が拮抗し、 年以降は専業主婦世帯数を逆転した。 年代に入ると、この傾向は更に鮮明となり、
年には ％にまで上昇している。

共働き世帯と専業主婦世帯の推移 女性の年齢別共働き世帯の推移

（備考）１ 総務省「労働力調査（詳細結果）」により作成。
２ 「労働力調査（詳細結果）」は年平均値である。
３ 「共働き世帯の割合（雇用者世帯）」とは、「夫婦のいる世帯」に占める「夫婦ともに非農林業農業者の世帯」の割合である。
４ 年（平成 年）は東日本大震災の影響により集計していない期間があり、年次結果は公表されていない。
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２．（２）消費税
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⑴ インボイス
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登録件数（令和６年３月末時点）

インボイス登録件数の推移

合 計
万者

令和６年３月末時点
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インボイス発行事業者になった個人事業者による消費税の申告状況

○ 令和５年中にインボイス発行事業者になった者は 万 千人であり、そのうち期限内の申告者数は 万４千人
（約９割）（注１）でした。

○ また、免税事業者からインボイス発行事業者になった者は 万８千人であり、そのうち期限内の申告者数は
万５千人（注 ）でした。

（注１）インボイス発行事業者の登録をしている者の中には、令和５年中に申告すべき取引（課税資産の譲渡等及び特定課税仕入れ）等がないため、
消費税の申告義務がない者も含まれていますので、インボイス発行事業者のうち消費税の申告義務が基本的にあると考えられる者※の 申告
状況を見てみると、その約 ％の方が期限内に消費税の申告を行っています。なお、課税事業者のうち消費税の申告義務が基本的にあると考
えられる者の例年における申告状況は約 ～ ％となっています。

※ 同年分の所得税等の申告において、事業所得、不動産所得、（業務に係る）雑所得又は山林所得に係る収入金額を有する者をいいます。

免税事業者からインボイス発行
事業者になった者： 万５千人

インボイス制度開始前から課税
事業者であった者： 万９千人

免税事業者からインボイス発行事業者に
なった者のうち２割特例適用者の割合

２割特例
適用者

％

申告したインボイス
発 行 事業 者 の内 訳

インボイス発行
事業者の申告人員

万 千人

《申告したインボイス発行事業者の内訳、２割特例適用者の割合》

（注２）免税事業者からインボイス発行事業者になった者のうち、２割特例※を適用した申告者数は 万４千人でした。

※ ２割特例とは、インボイス制度を機に免税事業者からインボイス発行事業者（課税事業者）になった方を対象に、納付税額を売上げに係る消費
税額の２割とすることができる特例です。

２割特例適用者数： 万 千人

国税庁 掲載資料より抜粋
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インボイス制度への対応状況に関する民間アンケート①

課題が
発生している

％
問題なく

対応できている

％

横浜市経済局による調査（ 公表）

特に対応すべき内容はない

わからない 無回答

順調に対応できている

（中小・小規模： ％）

対応が大幅に遅れている

（中小・小規模： ％）

対応できているが
やや遅れもある

（中小・小規模： ％）

㈱による調査（ 公表）
■調査概要
調査企画： 株式会社※

※ 主にインボイス管理サービスといった サービスに係るシステム提供
調査対象：請求書を取り扱う業務を担当するビジネスパーソン 名

（経理部門 名、経理以外の部門 名）
調査期間： 年１月 日～ 日

■調査概要
調査企画：横浜市経済局
調査対象：横浜市内企業 社回答
（従業員数５人以下の小規模事業者から資本金 億円以上の大企業まで様々
な事業規模の事業者が対象）
調査期間： 年１月 日～２月 日
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インボイス制度への対応状況に関する民間アンケート②

■調査概要
調査企画：株式会社 （経費精算や請求書処理などの支出管理プラットフォームを提供）
調査対象：経理部門 名、 経理以外の部門 名
調査期間： 年３月８日～ 日（令和６年３月 日結果公表）

どのようなことに不安を感じていますか？

会計システムに、経過措置や登録事業者か否か
など、税区分が正しく反映されているか

受け取った請求書に登録番号や税区分な
どの不備がないか

手間が増えることによる残業の増加

経理以外の社員による適格請求書の入
力ミスにより修正負荷がかかる

発行した請求書に不備があった場合の
対応による負担の増加

その他

回答数 経費精算業務において、増えた負担はどのようなものですか？

領収書に必要事項（登録番号や適用税率
など）が記載されているかの確認

インボイス制度の理解

支払先が登録事業者か確認する負担が
増えた

経理からの指摘が増えた

明細を書くよう社内ルールが変更された

その他

新しくシステムが導入されたため、
使い方の習得に時間がかかる

不備があった場合に支払先に領収書を
修正してもらう必要がある

インボイスに対応していないため経費
精算ができなかった

特にない

回答数

やや減った

減った

経費精算
はしない

わからない 増えた

やや増えた

変わらない

インボイス制度開始後の経費精算における負担について 回答数インボイス制度開始後の最初の本決算への不安について 回答数

とても感じる

やや感じる

あまり感じない

まったく感じない

わからない

変わらない／減った

増えた／やや増えた

とても感じる／やや感じる

株 による調査（ 実施）

経理担当者以外経理担当者

まったく／あまり感じない
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インボイス対応におけるシステム活用について

○ インボイス制度への効果的な対応には、経理業務のデジタル化が有効。アンケート調査においても、企業が行政に期
待する必要な支援策としても、「システム導入・改修に係る費用の助成」が最も期待されていることが示されている。

インボイス制度に順調に対応できている企業が取り組んだこと

0 10 20 30 40

顧問税理士など外部に相談

従業員への説明・周知

経理業務のデジタル化

業務フローの見直し

取引先への説明・周知

書類や記事で制度の勉強

セミナーや勉強会に参加

人員の補強

その他

％
％

％

％

％

％

％

％

％

《企業規模別》

従業員数 １位 ２位 ３位

名以上 経理業務の
デジタル化

従業員への
説明・周知

業務フローの
見直し

～ 名 従業員への
説明・周知

経理業務の
デジタル化

業務フローの
見直し

名以下 顧問税理士など
外部に相談

従業員への
説明・周知

経理業務の
デジタル化

行政に期待するインボイス制度に必要な支援策について

0%

10%

20%

30%

40%

50%

インボイス
制度関連
のセミナー・
情報提供

相談窓口
の設置

専門家の
派遣

ソフトウェア
導入、改
修等に係
る費用の
助成

その他 無回答

回答数

回答数
※同市内の企業のみ

㈱による調査（ 実施） 横浜市経済局による調査（ 実施）
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インボイス制度に関して生じうる懸念と対応

生じうる懸念 対 応
〇 免税事業者側（主に受注側）
• 課税転換すると新たに税負担が生
じる。

• 免税事業者のままでいると、一方
的な取引停止・価格引下げがされ
る。

• 新たに生じる税負担は、適正な価格転嫁を検討していただくべきもの。他方で、課税転換した場合
における税負担・事務負担の激変緩和を行うとともに、交渉を通じた価格転嫁を容易にする観点か
ら、納税額を売上税額の２割に軽減する３年間の特例を手当て（令５改正）。
※ 終了後も簡易課税を利用すれば納税額は軽減される。

• 課税転換するか否かは各事業者の判断であり、課税転換しない事業者が不当な取扱いを受けな
いよう、公正取引委員会等による監視・対応※を実施。
※ 課税転換を求める場合、明示的な価格交渉が必要。一方的な価格の据え置きは独禁法等に違反。

〇 課税事業者側（主に発注側）
• 免税事業者がインボイスの登録に
応じてくれなければ、仕入税額控除
ができず負担が生じる。

• インボイスを受領する都度、登録番
号が適正か確認する等の事務負
担が生じる。

• 免税事業者からの仕入れであっても、６年間は一定割合※を控除できる経過措置を講じており、
これによって発注側事業者への影響は軽減。 ※ 制度開始から３年間は８割、その後の３年間は５割

• 簡易課税・２割特例を適用することで、インボイスの保存なしで仕入税額控除が可能（買手として
対応不要）。

• それ以外の事業者についても、必ずしもインボイスを受領する都度、適正性の確認はしなくてもよ
いとするなどの柔軟な対応を可能とする方針を公表。

• 制度定着までの更なる事務負担軽減のため、一定規模以下の事業者（現在の課税事業者の４分の３
程度）は、１万円未満の仕入についてインボイスの保存を６年間は不要とする特例を手当て（令
５改正）。

〇 登録手続関係
• 登録申請をしたものの、指定した登
録希望日になっても登録番号が通
知されず、インボイスを発行できない。

• 登録希望日になっても登録番号が通知されていない場合の柔軟な対応方法（例：登録番号
のみ事後的にメール等で知らせる）を国税庁から公表済。
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公正取引委員会による対応

注意した主な事業者及びその取引の相手方

公正取引委員会は、インボイス制度の実施に関連して、以下の取組を実施。
• 独占禁止法違反につながるおそれのある事例に対し、違反行為の未然防止の観点から、下記の事例を含む
４１件の注意を実施（令和６年６月末時点）。

• 独占禁止法・下請法に関する各種書面調査において、問題となり得る行為の積極的な情報収集を行う観点から、
インボイス制度の実施に関連した設問を追加。

注意事例の概要
経過措置により一定の範囲で仕入税額控除が認められているにもかかわらず、
取引先の免税事業者に対し、インボイス制度の実施後も課税事業者に転換
せず、免税事業者を選択する場合には、消費税相当額を取引価格から引き
下げると文書で伝えるなど一方的に通告を行った。

インボイス関連の設問が追加された書面調査

• 令和５年５月、 万名の発注者・受注者に対し、調査票を発送。
さらに同８月には、上記受注者からの回答結果を踏まえ、調査すべき
発注者 追加 に対して調査票を発送。
⇒ 回答結果に基づいて注意喚起文書の送付を実施。

※ 令和６年６月、 万名の発注者・受注者に対し、調査票を発送。

Ⅰ 独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に係るコスト上昇分の価格
転嫁円滑化の取組に関する特別調査

Ⅲ 荷主と物流事業者との取引に関する調査

• 親事業者向けの調査
令和５年６月に８万名の親事業者、同 月に 万名の下請事
業者に対し、調査票を発送。
⇒ 回答結果に基づいて指導を実施。

※ 令和６年６月、９万名の親事業者に対し、調査票を発送。

Ⅱ 下請法の定期書面調査（公取委の実施分）

• 荷主向けの調査
令和５年９月、３万名の荷主に対し、調査票を発送。

• 物流事業者向けの調査
令和６年１月、４万名の物流事業者に対し、調査票を発送。

注意した事業者 取引の相手方
イラスト制作業者 イラストレーター

農産物加工品製造販売業者 農家
ハンドメイドショップ運営事業者 ハンドメイド作家

人材派遣業者 翻訳者・通訳者
電子漫画配信取次サービス業者 漫画作家
カルチャー教室運営事業者 カルチャー教室講師

造園工事業者 植木師・庭師
キャスティング業者 司会者
社会保険労務士会 社会保険労務士
家庭教師派遣業者 家庭教師
芸能事務所 ナレーター

フードデリバリー業者 配達員
出版業者 執筆者

中小企業診断士協会 中小企業診断士
声優プロダクション 声優
イベント企画業者 イベントスタッフ

公正取引委員会による
公表資料等を基に作成
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⑵ 外国人旅行者向け免税制度の見直し
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外国人旅行者向け免税制度の概要 〔現行制度〕

○ 外国人旅行者向け免税制度は、税務署長の許可を受けた輸出物品販売場（いわゆる免税店）を経営する事業
者が、免税購入対象者に対し、免税対象物品を一定の方法で販売する場合には、消費税が免除される制度。
※ 免税対象物品は、輸出するため購入される物品のうち通常生活の用に供する物品（金又は白金の地金や事業用又は販売
用として購入されることが明らかな物品は対象外）であり、以下の金額基準がある（同一の販売場１日あたりの基準）。
・ 一般物品（家電、バッグ、衣料品等《消耗品以外のもの》） ５千円以上
・ 消耗品（飲食料品、医薬品、化粧品その他の消耗品） ５千円以上 万円以下

④旅券等の提示①旅券等の提示・情報提供

③購入記録情報（電磁的記録）の提供

出国

輸出物品
販売場 外国人旅行者

税関 免税購入品と購入記
録情報とを確認し、輸
出されない場合には消
費税を即時徴収

②免税対象物品の引渡し

【国外】【国内】

免税販売管理システム

購入記録情報

免税購入対象者でなくなった
場合や、国内で譲渡した場
合には、消費税を即時徴収
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外国人旅行者向け免税制度の不正状況について

（注）計表等は、対象期間に出国した者（又は出国と判定した者）に係る国税庁の免税販売管理システムに送信された購入記録情報を機械的に集計したもの。（人数は、延べ人数となる。）

購購入入金金額額層層
（（１１入入国国当当たたりりのの免免税税購購入入金金額額層層））

免免税税購購入入出出国国者者数数 免免税税購購入入金金額額
構成比

万円未満 人 億円

万円以上 万円未満 人 億円

万円以上１億円未満 人 億円

１１億億円円以以上上 人人 億億円円

合合計計 人人 億億円円 －－

令和４年４月～令和５年３月における免税購入額について

○ 特に、１億円以上の高額購入者は、全てが不正を行っているとは言えないが、税関や国税当局で捕捉し、検査を行ったほぼ全
ての者について、適正に国外へ持ち出している事実が確認されず、消費税が賦課決定されている。

○ また、これらの者の大宗は、納税資金を持ち合わせておらず、ほぼ全てが滞納となったまま、海外へ出国されている状況。

○ 免税購入者は、出国時に税関へ旅券を提示しなければならないが、多額の不正を
行おうとする者は、旅券提示を回避するなどにより、多くの者が税関検査を逃れてい
るのが実態。

○ そのため、税関においては、高額購入者を中心に航空会社との連携等により、免税
購入者の捕捉に努めているところ。
※ 仮に捕捉できても、税関検査は任意であり、検査を受けないことを理由に出国を止めることができない。

税関検査
を回避

（イメージ） 出国【不正が疑われる者の出国時等における捕捉の課題】

１億円以上の購入者 人 の
税関での賦課決定状況 ４年度

○ 税関で捕捉し、検査を行った件数： 件（ ％）

：持出確認
（１件）

：賦課決定→納付
（１件）

：賦課決定→滞納
（ 件）

※ 賦課決定額：約 億円 うち、滞納額：約 億円
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免税店における税務リスクへの対応と外国人旅行者への影響について

○ 免税店においては、疑わしい者への免税販売を避けるために、自主基準（※）を設ける業界や、やむを得ず免税販売自体を
停止する事業者も出てきている。

⇒販売機会の逸失や現場トラブルに繋がっており、善良な旅行者にとっても利便性が損なわれる状況となっている。
○ 免税店の側からは、「免税店が不正利用防止の一義的な責任を負っているため、常に否認リスクを意識せざるを得ない。」
「店頭での手続業務負荷や心理的負担から、訪日客に対する販売サービスに専念できない。」といった声も寄せられている。

➢ 税務リスク低減のため、窓口マニュアルを作成し、従業
員教育を徹底
⇒現場のトラブルは増加、従業員教育にも限界あり

➢ 自主基準により、免税販売を抑制
⇒善良な旅行者の免税販売を断らざるを得ない一方で、
基準を下回る水準で分割購入するなど、不正手口も巧妙化
やむを得ず免税販売を停止する免税店も存在

《善良な旅行者への影響》

免
税
店
の
対
応

● 販売を断れば、トラブルに発展
● 販売した場合にも、税務署に

否認されるリスク

・ 毎日同じものを買っていて、転売目的？
・ 旅券の名義とお金を支払う者が違うから怪しい？

《疑わしい者への対応》

・ お土産として買いたいのに免税で買えないの？
・ 免税でなかったので、買わなかった。
・ あっちの免税店では売ってくれたのに・・・

（※）購入商品の個数や、購入頻度等から、免税店が免税販売の可否の判断を行う基準を自主的に設定

旅
行
者
の
反
応

➢ 店舗によって免税購入の基準が異なり
わかりづらく、トラブルにつながる

➢ 免税購入できず、買い物を楽しみに訪
日した旅客の印象を損ねる
旅行者の満足度の低下

（76ページ）
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外国人旅行者向け免税制度の抜本的見直しの方向性

⑥確認済みデータを保存

出国

免税販売管理システム
（国税庁）

免税店 免税品購入者 税関

④必要に応じ検査

⑦確認後、返金

③旅券提示・確認

※ 赤枠が変更・追加部分
持ち出し確認方式 具体的フロー（案）

①課税で販売

⃝ 外国人旅行者向け免税制度は、免税店の拡大と外国人旅行者の利便性の向上を図ることによって、インバウンド消費拡大の重要
な政策ツールとなってきた。

⃝ 他方で、免税品の横流し等の不正事例は後を絶たず、出国時に捕捉して即時徴収を行ってもその多くは滞納となっており、制度の不
正利用は看過できない状況。また、免税店にとっても税務リスクを抱えながら免税販売を行うことが業務負荷となっている。

⃝ こうした実態を踏まえ、早急に制度の抜本的な見直しを行う必要がある。具体的には、出国時に購入品の持ち出しが確認できた場
合に免税販売が成立し、免税店が確認後に消費税相当額を返金する制度（下図）に見直す。

⃝ 検討にあたっては、旅行者の利便性向上や免税店の事務負担軽減、空港での混雑防止等にも十分留意することとし、令和７年度
税制改正プロセスにおいて結論を得る。

（77ページ）

≪≪現行≫≫

イメージ出国時における旅行者の空港での手続（案）

〇 現行制度では空港の制限エリア内（税関出国検査場）において旅券提示※を受けた際に税関検査の要否を判定するが、「持ち
出し確認方式」においては、諸外国での手続も参考にしながら、一般エリアにキオスク端末等を設置して手続を行うことを想定。

〇 空港での手続による混雑緩和等の観点も含め、キオスク端末の台数の確保等について検討を進める。

※※ 成田空港第二ターミナル出発ロビーの場合

一般エリア

制限エリア（税関出国検査場）

≪≪見直し後のイメージ≫≫

出発ロビー 旅券提示※

（キオスク端末）
旅券提示税関出国検査場

税関検査

手続き終了⇒⇒帰国
GREEN判定

RED判定

制限エリアのみ

※出国旅客動線

持出し確認できない場合
〔現行〕
消費税を賦課決定
〔見直し後〕
免税店から返金されず

（税関検査のイメージ）※現行とほぼ同様

キ
オ
ス
ク
端
末
等
で
旅
券
チ
ェ
ッ
ク

※日本では免税購入記録が完全電子化されているため、
欧州のようにレシート等を端末に読み込ませる手続は不要

※免税購入者は出国する際、税関長に旅券を提示しなければならない（消令18⑥）。

（78ページ）
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出典 「新型コロナウイルス感染症収束を見据えた旅行者を対象とした消費免税制度及び手続に関する海外動向調査業務」
（令和 年 月 コンサルティング合同会社）より作成

備考： ユーロ＝ 円、 豪ドル＝ 円、 ディルハム＝ 円、 ウォン＝ 円で換算

諸外国の免税手続の概要

フランス ドイツ オランダ オーストラリア 韓国

税
率

％ ％ ％

下
限
額

ユーロ
（約 円）

ユーロ
（約 円）

ユーロ
（約 円）

ドル
（約 円）

ディルハム
（約 円）

万ウォン
（約 円）

還
付
方
法

現金
クレジットカード

現金
クレジットカード
銀行振込
電子決済アプリ

現金
クレジットカード

小切手

クレジットカード
銀行振込
小切手

現金
クレジットカード

電子決済アプリ

現金
クレジットカード

出
国
時
の
手
続

キオスク端末で免
税書類を読み取り、
承認を受ける

税関に免税書類を
提示し、承認を受
ける
※非電子

税関に免税書類を
提示し、承認を受
ける
※アプリによる承認
手続を試験運用

税関に免税書類を
提示し、承認を受
ける
※Webやアプリで
事前申請可

キオスク端末で免
税書類を読み取り、
承認を受ける
※完全電子化

キオスク端末で免
税書類を読み取り、
承認を受ける

免
税
代
行
業
者 を含め 社

のほか多数あり
が主

※クレジットカード
の還付手続きのみ
代行

※特殊包装手続きを
運営

のみ
※免税手続きの一切
（免税書類作成、
税関における承認、
購入物品の確認）
を代行 が主

（79ページ）

２．（３）法人税
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⑴ 成長志向の法人税改革の検証

81

（81ページ）

法人税収の推移

昭和54

(1979)

55

(80)

56

(81)

57

(82)

58

(83)

59

(84)

60

(85)

61

(86)

62

(87)

63

(88)

平成元

(89)

2

(90)

3

(91)

4

(92)

5

(93)

6

(94)

7

(95)

8

(96)

9

(97)

10

(98)

11

(99)

12

(2000)

13

(01)

14

(02)

15

(03)

16

(04)

17

(05)

18

（06）

19

（07）

20

（08）

21

（09）

22

（10）

23

（11）

24

（12）

25

（13）

26

（14）

27

（15）

28

（16）

29

（17）

30

（18）

令和元

（19）

2

(20)

3

(21)

4

（22）

5

（23）

6

予算

（24）

（

（兆円）（兆円）

法人税率

（注）１ 法人税収は、令和５年度までは決算額、令和６年度は予算額による。
２ 所得金額（繰欠控除前）は、国税庁「会社標本調査」による。なお、平成 年分までは ～ 、平成 年度以降は ～ に終了した事業年度を対象としている。

（年度）

景気後退期
（リーマンショック後）

景気後退期
（ バブル後）

景気後退期
（バブル後）

景気後退期
（アジア通
貨危機後）

所得金額
繰欠控除前
【右軸】

法人税収
【左軸】
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成長志向の法人税改革： 法人実効税率「２０％台」の実現
（与党税制改正大綱（２７年１２月１６日））（抄）

「課税ベースを拡大しつつ税率を引き下げる」という考え方の下、平成 年度に着手した成長志向の法人税改革を、更に大胆に
推進する。法人課税をより広く負担を分かち合う構造へと改革し、「稼ぐ力」のある企業等の税負担を軽減することにより、企業に対し
て、収益力拡大に向けた前向きな投資や、継続的・積極的な賃上げが可能な体質への転換を促す。

特に、生産性向上設備投資促進税制については、予定どおりの縮減を行うとともに、企業の投資判断の前倒しを促すよう、平成
年度末の適用期限をもって廃止するものとする。

･･･ 国・地方を通じた法人実効税率は平成 年度に ％となり、目標としていた「 ％台」を改革２年目にして実現する。
さらに平成 年度には、 ％となる。なお、企業部門に対していわゆる先行減税を含む「財源なき減税」を重ねることは、現下の
厳しい財政事情や企業部門の内部留保（手元資金）の状況等に鑑みて、国民の理解を得られない。このため、税率引下げに当
たっては、制度改正を通じた課税ベースの拡大等により財源をしっかりと確保することとした。

経済界には、法人実効税率「 ％台」の実現を受けて、改革の趣旨を踏まえ、経済の「好循環」の定着に向けて一層貢献するよ
う、強く求める。現在、企業の内部留保は 兆円を超え、手元資金も増えている一方で、大企業の設備投資は伸び悩んでいる。
足下では賃上げに向けた動きも見えてきているものの、労働分配率は低下している。企業経営者がマインドを変え、内部留保（手元
資金）を活用して、投資拡大や賃上げ、さらには取引先企業への支払単価の改善などに積極的に取り組むことが、何よりも重要な
局面となっている。今後、こうした経済界の取組状況等を見極めつつ、企業の意識や行動を変革していくための方策等についても検討
を行う。

２８改正
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諸外国における法人実効税率の比較

（ 年１月現在）

（注１）法人所得に対する税率（国税・地方税）。地方税は、日本は標準税率、ドイツは全国平均、米国はカリフォルニア州、カナダはオンタリオ州。
なお、法人所得に対する税負担の一部が損金算入される場合は、その調整後の税率を表示。

（注２）日本においては、 年度・ 年度において、成長志向の法人税改革を実施し、税率を段階的に引き下げ、 ％（ 年度（改革前））
→ ％（ 年度）、 ％（ ・ 年度）→ ％（ 年度～）となっている。

（注３）英国については、最高税率（拡張利益（※） 万ポンド（ 万円）超の企業に適用）を記載。拡張利益 万ポンド以下では計算式に基づき税率が逓減
し、５万ポンド（ 万円）以下は ％。
※拡張利益とは、課税対象となる利益に加えて他の会社（子会社等を除く）から受け取った適格な配当を含む額のことを指す。

（備考）邦貨換算レートは、１ポンド＝ 円（裁定外国為替相場：令和６年（ 年）１月中適用）。
（出典）各国政府資料
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（出所）財務省「法人企業統計」 、内閣府「国民経済計算（ 統計）」
（注）全規模・全産業（金融・保険業除く）の数値。「現金・預金等」は現金・預金と有価証券（流動資産）の合計。

（兆円）

※普通法人の各事業年度の所得に対する実効税率
※（ ）書は復興特別法人税を含む

142 145 143 
131 

157 

194 
168 

189 185 
204 202 

252 
269 280 269 

294 
282 

304 
328 

354 
378 

406 

446 
463 

475 484 
516 

555 

180 175 169 166 166 161 
145 147 141 

153 154 163 155 
168 178 187 185 190 201 210 219 228 240 240 237 

280 
300 312 

525 
539 543 535 530 538 527 523 526 530 534 537 538 

516 
497 505 500 499 

513 523 
541 545 556 557 557 

538 
551 563 

0

100

200

300

400

500

600

1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

内部留保（利益剰余金） 現金・預金等

名目ＧＤＰ

倍
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％
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利益剰余金及び現金・預金等の推移
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（兆円）

（年度）

現金・預金

億円未満 億円以上 億円未満 億円以上

（兆円）

（年度）

利益剰余金（内部留保）

億円未満 億円以上 億円未満 億円以上

（注）全規模・全産業（金融・保険業除く）の数値
（出所）財務省「法人企業統計調査」（年次別）

資本金規模別の利益剰余金と現預金の推移

大企業
（資本金 億円以上 億円未満）

超大企業
（資本金 億円以上）

超大企業
（資本金 億円以上）

中小企業
（資本金 億円未満）

大企業
（資本金 億円以上

億円未満）

年度比で
倍に増加

倍
に増加

倍
に増加

年度比で
倍に増加

年度
（リーマンショック前）

年度
（リーマンショック前）

コロナ前で
倍に

増加

倍
に増加倍

に増加

倍
に増加倍

に増加

中小企業
（資本金 億円未満）
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（注１）経済産業省「海外事業活動基本調査」、
財務省「法人企業統計年報」、 により作成。

（注２）国内設備投資
＝土地を除く有形固定資産の増減額 減価償却費 特別減価償却費

（注３）Ｍ＆Ａは日本企業による外国企業の買収が対象。
（出所）内閣府「令和４年度 年次経済財政報告」

（ 年＝ ）

（年度）

海外企業Ｍ＆Ａ

平均賃金（ 年 ）

（注）購買力平価実績ベース。
（出所）

海外・国内別にみた投資の動向及び平均賃金の国際比較
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○ 法人税改革後も、製造業の海外生産比率は増加傾向にあり、対内直接投資残高よりも対外直接投資残
高が圧倒的に増加している状況。

法人税率と製造業の海外生産比率、対外・対内直接投資残高の推移

（兆円）

海外生産比率

法人税率

（注）国内全法人ベースの海外生産比率＝現地法人 製造業 売上高 現地法人 製造業 売上高＋国内法人 製造業 売上高 ×
（出所）海外生産比率：経産省「海外事業活動基本調査概要」、直接投資：財務省「本邦対外資産負債残高」 88
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⚫ 年代後半以降、有形固定資産の比率が低下するのとほぼ時期を同じくして投資有価証券の比率が上昇傾向で推移し
ており、 年代後半には両者の比率が逆転するに至っている。このことは、過去四半世紀ほどの期間において、企業部門は、
国内での設備投資を抑制する一方で、より市場の拡大が見込まれる海外において、現地法人の設立やＭ＆Ａ等による生
産・販売拠点の拡大に積極的に取り組んできたことを示している。企業規模別にみると、こうした動きは主として大・中堅企業に
おいて顕著であり、海外向け投資の拡大が、配当金を通じた営業外収益の増加という形で、経常利益を支えてきた面がある。

⚫ また、総資産に対する現金・預金の比率についても、 年代半ばから上昇に転じている。企業規模別にみると、大・中堅企
業においても緩やかに増加しているが、特に、 年代後半以降の中小企業における現金・預金の蓄積が著しいことがわかる。
規模が小さく経営資源に制約がある中小企業では、一般的に、大・中堅企業に比べて海外展開が難しく、したがって、投資有価
証券よりは現金・預金での蓄積が進んだものと考えられる。こうした現金・預金の蓄積により、企業の短期的な支払能力を計る尺
度である手元流動性も 年代半ば以降上昇している。収益の増加に比して賃金や国内向け投資を抑制してきた結果であ
るほか、リーマンショックやコロナ禍によって売上が急減するなど経済的な危機を経験する中で、手元流動性を多く確保しておくと
いった企業行動も表れていると考えられる。

⚫ このように、企業は自己資本の増加を通じて財務基盤を強化する中で、資金の運用面では、海外投資（投資有価証券の増
加）と現金・預金を拡大させる一方、国内向け設備投資（土地を除く有形固定資産）は総じて抑制してきた。

内閣府 「日本経済レポート（ 年度）」（抜粋）
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令和６年度税制改正大綱（令和５年 月 日）（抜粋）

２．生産性向上・供給力強化に向けた国内投資の促進
（４）税制措置の実効性を高める「メリハリ付け」

わが国の法人税率は、これまで約 年間にわたって段階的に引き下げられ、現在の法人税率は、最高時より ％ポ
イント程度低い ％（実効税率ベースでは ％）となっている。こうした中で、わが国の法人税収は、足下の企
業収益の伸びに比して緩やかな伸びとなっており、法人税の税収力が低下している状況にある。
平成 年度税制改正では、稼ぐ力のある企業の税負担を軽減し、前向きな投資や継続的・積極的な賃上げが可

能な体質への転換を促す観点から、法人税率 ％台の実現を目指し、平成 年度から平成 年度にかけて実効税
率ベースで ％の税率引下げが行われることとなった。これにより、企業経営者がマインドを変え、内部留保を活用して
投資拡大や賃上げに取り組むことが期待された。
しかしながら、わが国においては、長引くデフレの中での「コストカット型経済」の下で、賃金や国内投資は低迷してきた。

賃金水準は実質的に見て 年間横ばいと他の先進国と比して低迷し、国内設備投資も海外設備投資と比して大きく
伸び悩んできた。その結果、労働の価値、モノの価値、企業の価値で見ても、いわゆる「安いニッポン」が指摘されるような
事態に陥っている。その一方で、大企業を中心に企業収益が高水準にあったことや、中小企業においても守りの経営が定
着していたことなどを背景に、足下、企業の内部留保は 兆円と名目ＧＤＰに匹敵する水準まで増加しており、企業
が抱える現預金等も 兆円を超える水準に達している。
こうした状況に鑑みれば、令和４年度税制改正大綱において指摘した通り、近年の累次の法人税改革は意図した

成果を上げてこなかったと言わざるを得ない。わが国が、「コストカット型経済」から転換しデフレを完全に脱却するには、
企業が収益を現預金等として保有し続けるのではなく、賃金の引上げや前向きな投資、人への投資に積極的に振り向
けるなど、供給サイドの構造改革を進め、企業のチャレンジと改革を大胆に後押ししていく必要がある。 （中略）
ＯＥＣＤ／Ｇ２０「ＢＥＰＳ包摂的枠組み」においてまとめられた「第２の柱」の取組みが進み、世界の法人税の

引下げに係る、いわゆる「底辺への競争」（ ）に一定の歯止めがかかるようになった中、賃
上げや投資に消極的な企業に大胆な改革を促し、減税措置の実効性を高める観点からも、レベニュー・ニュートラル
の観点からも、今後、法人税率の引上げも視野に入れた検討が必要である。

自 由 民 主 党
公 明 党
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⑵ ＥＢＰＭ

91

（91ページ）

令和４年度 租税特別措置の適用実態調査報告書（令和６年通常国会提出）のポイント

対象措置数： 措置（令和３年度 措置）、適用法人数： 万法人（令和３年度 万法人）

注１ 対象措置数 措置は、上記の合計 措置に上記の種類に該当しない措置（土地税制等） 措置を加え、税額控除と特別償却の選択制の 措置を除いたもの。
注２ 本報告書における法人税関係特別措置の適用実態調査結果を基に、一定の前提を置いて試算した全体の減収額は、 兆 億円程度。

措置の種類
（措置数）

適用件数
（前年度比）

適用額
（前年度比）

（参考）
増減要因となる

主な措置
適用額

（前年度比）
減収額試算 制度改正の状況

法人税率の特例
（２措置）

万件）
（＋ 万件）

兆 億円）
（＋ 億円）

中小法人等の軽減税率
兆 億円）

（＋ 億円）
億円 －

税額控除
（ 措置）

万件）
（＋ 万件）

兆 億円）
（＋ 億円）

賃上げ促進税制
（人材確保等促進税制等を含む）

億円）
（＋ 億円）

億円
令和３年度改正：改組・縮減

令和４年度改正：改組・拡充

研究開発税制
億円）

（＋ 億円）
億円

令和３年度改正：縮減・拡充

令和４年度改正：縮減

ＤＸ・ＣＮ投資促進税制
（一部

億円）
（＋ 億円）

億円
令和３年度改正：創設

令和４年度改正：縮減

中小企業経営強化税制
（一部

億円）
（＋ 億円）

億円 令和３年度改正：縮減・拡充

中小企業投資促進税制
（一部

億円）
（＋ 億円）

億円 令和３年度改正：縮減・拡充

特別償却
（ 措置）

万件）
（▲ 万件）

億円）
（＋ 億円）

中小企業経営強化税制
（一部

億円）
（＋ 億円）

億円 令和３年度改正：縮減・拡充

特定船舶の特別償却
億円）

（＋ 億円）
億円 令和３年度改正：縮減

ＤＸ・ＣＮ投資促進税制
（一部

億円）
（＋ 億円）

億円
令和３年度改正：創設

令和４年度改正：縮減

中小企業投資促進税制
（一部

億円）
（▲ 億円）

億円 令和３年度改正：縮減・拡充

準備金
（ 措置）

万件）
（＋ 件）

億円）
（ 億円）

保険会社等の異常危険準備金
億円）

（＋ 億円）
億円 令和４年度改正：縮減・拡充
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賃上げ促進税制の適用実績等

令和３年度
（実績）

令和４年度
（実績）

全体 ▲ 億円 ▲ 億円

大企業
（見直し前） ▲ 億円 ▲ 億円

中小企業 ▲ 億円 ▲ 億円

＜適用額実績＞ ＜令和６年度改正後（平年度）＞

改正後
（見込み） 改正増減収

全体 ▲１．３兆円
程度

▲ 億円
程度

大企業
（見直し後）

▲ 億円
程度

▲ 億円
程度

中堅企業 ▲ 億円
程度

▲ 億円
程度

中小企業 ▲ 億円
程度

▲ 億円
程度

上記の中小企業には個人事業主分を含む。

（注）令和６年度改正では、見直し前の大企業（資本金１億円超）のうち、従業員数 人超を見直し後の大企業、
従業員数 人以下を中堅企業と区分。 93

（93ページ）

• 有識者の助言を得ながら、賃上げのインセンティブ効果を確認するために、給与総額の伸び率について法人数の分布（ヒストグラム）を作成。適用要件を
ぎりぎり満たすための給与総額の引上げ等を示唆する法人数の偏り（バンチング）が見られないかを確認。

• 法人企業統計（ ～ ）を用いたヒストグラムでは、一部、適用要件を超える位置でのバンチング（≒企業行動の変化）の可能性が見受けられた。
• 賃上げのインセンティブ効果確認のため、有識者の意見等を踏まえ、利用可能な統計データを用いた計量分析を試行。
• 先行研究等を参考に、一定の仮定を置き、法人企業統計の個社データを用いた分析を実施。賃上げ税制の適用要件を満たす企業について、労働分配

率が増加する傾向が見られたが、因果関係の特定には課題。
• マクロデータを用いた賃金の決定要因の分析において、賃上げ税制の制度創設前後の期間で賃金上昇率に違いが見られるかを簡易に測定。統計的に有

意な差は確認できなかった。

給与総額の伸び率についてのヒストグラム分析・計量分析 公的統計

【令和４年度・大法人・黒字企業】

【令和４年度・中小法人・黒字企業】

（注）法人企業統計上、取得可能な資本金１億円超の黒字法人（ 法人）のデータのうち、従業員給与賞与の対前年度
増加額が０％～６％の法人のヒストグラム ※データの制約上、全従業員の給与賞与総額の伸び率で代替。

（注）法人企業統計上、取得可能な資本金１億円以下の黒字法人（ 法人）のデータのうち、従業員給与賞与の対前年
度増加額が０％～６％の法人のヒストグラム

継続雇用者の給与総額：
（基本要件）
対前年度増加率 ３％以上

（上乗せ要件）
対前年度増加率 ４％以上

全雇用者の給与総額：
（基本要件）
対前年度増加率 ％以上

（上乗せ要件）
対前年度増加率 ％以上

（出所）財務省「法人企業統計調査（年報）」（金融・保険業を除く）を基に作成

（注１）サンプル期間は 。
（注２） はそれぞれ有意水準 ％を示す。
（注３）賃上げ税制の措置期間はダミー変数による制度導入（ 年）前後の比較。
（注４）上記変数の加えて消費増税、世界金融危機、コロナ危機のダミー変数を用いている。

説明変数 係数 値

賃上げ税制の措置期間

物価上昇率（ 期前）

失業率（ギャップ）

失業率の変化

労働生産性成長率

パートタイム比率

パートタイム変化

マクロデータによる賃金の決定要因分析
景気循環のほか、労働市場の変化等の

構造的要因が大きく影響

賃金上昇率 ＝ α ＋ β 各説明変数 ＋ ε
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第一 令和６年度税制改正の基本的考え方
１．構造的な賃上げの実現
（４）その他考慮すべき課題

租税特別措置については、特定の政策目的を実現するために有効な政策手法となりうる一方で、税負担の歪
みを生じさせる面があることから、税制の「公平・中立・簡素」の基本原則に鑑み、真に必要なものに限定していくこ
とが極めて重要である。このため、新たな租税特別措置の創設や拡充を行う場合は、財源を確保することに加え、
いたずらに全体の項目数を増加させないことに配意すべきである。具体的には、毎年度、期限が到来するものを中
心に、各措置の適用実態を検証し、政策効果や必要性を見極めた上で、廃止を含めてゼロベースで見直しを行
うこととする。また、存置するものについては、各措置の政策意義、効果、性質等に応じ適切な適用期限を設定す
ることとする。
こうした取組みの実効性を高めるためには、政策効果の検証の質的向上が不可欠であり、税制改正要望を行

う省庁のみならず、税制当局においてもＥＢＰＭの徹底に不断に取り組んでいくことが重要である。
とりわけ、対象者に特定の行動変容を促す、いわゆる「インセンティブ措置」については、従来にも増して厳格にそ

の効果を立証することが求められる。政策税制が単なる事後的なメリットとして存置されている事態を回避し、真に
インセンティブ措置として機能することを目指す観点から、客観的なデータに基づく分析・検証が行われるべきである。
令和６年度税制改正においては、これまでの賃上げ促進税制の政策効果について統計的・計量的な分析がな
され、それに基づく改正の議論が行われ、改正内容にも反映されたところであるが、今後もこの取組みをさらに発展
させ、データの充実を含めたＥＢＰＭの取組みを着実に強化・進展させていく必要がある。税制調査会において
は、その状況を毎年確認し、取組みを加速化させていくこととする。

令和６年度税制改正大綱（令和５年 月 日）（抜粋）
自 由 民 主 党
公 明 党
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令和６年度末までに適用期限が到来する法人税関係特別措置

・ 中小企業者等の法人税率の特例

・ 中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除（中小企業投資促進税制）

・ 地域経済牽引事業の促進区域内において特定事業用機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の税額控除
・ 認定地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄附をした場合の法人税額の特別控除（企業版ふるさと納税制度）

・ 中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額の税額控除（中小企業経営強化税制）

・ 認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除（５ 導入促進税制）

・ 事業適応設備を取得した場合等の特別償却又は法人税額の特別控除【ＤＸ投資促進税制】

・ 関西文化学術研究都市の文化学術研究地区における文化学術研究施設の特別償却
・ 特定事業継続力強化設備等の特別償却（計画の認定期限）
・ 共同利用施設の特別償却
・ 特定地域における産業振興機械等の特別償却【半島振興対策実施地域、離島振興対策実施地域に係る措置】
・ 医療用機器等の特別償却

・ 保険会社等の異常危険準備金【積立率の特例】
・ 探鉱準備金又は海外探鉱準備金
・ 農業経営基盤強化準備金
・ 農業協同組合等の合併に係る課税の特例

・ 沖縄関係税制：９項目
【①観光地形成促進地域（税額控除）、②情報通信産業振興地域（税額控除）、③情報通信産業特別地区（所得控除）、
④産業イノベーション促進地域（税額控除・特別償却）、⑤国際物流拠点産業集積地域（税額控除・特別償却）、
⑥国際物流拠点産業集積地域（所得控除）、⑦経済金融活性化特別地区（税額控除・特別償却）、
⑧経済金融活性化特別地区（所得控除）、⑨沖縄の離島地域（特別償却）】 計 項目
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２．（４）国際課税

（97ページ）

⚫ 市場国に物理的拠点（ ： ）を置かずにビジネスを行う企業の増加
➢ 現在の国際課税原則「 なくして課税なし」の下で、市場国で課税が行えない問題が顕在化。

⚫ 低い法人税率や優遇税制によって外国企業を誘致する動き
➢ 法人税の継続的な引下げにより各国の法人税収基盤が弱体化。
➢ 税制面において企業間の公平な競争条件を阻害。

⚫ の「 包摂的枠組み」（現在は か国・地域が参加）において議論が進められ、
年 月、 本の柱による解決策に合意。

⚫ 年７月、交渉成果をアウトカム・ステートメントとして公表（ か国・地域が合意）。

⚫ 「第 の柱」（市場国への新たな課税権の配分）
➢ 年 月、「第１の柱」の多数国間条約の案文を公表。
➢ 早期署名開放を目指し、交渉が継続中。

⚫ 「第 の柱」（グローバル・ミニマム課税）
➢ 国内法での対応が求められており、各国において法制化が進行中。
➢ 日本においては、所得合算ルール（ ）を法制化済。軽課税所得ルール（ ）及び国内ミニマ
ム課税（ ）についても順次法制化を予定。

国際課税に関する 「「 包摂的枠組み」 ２本の柱について

現現在在のの状状況況
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「２本の柱」の全体像

「利益 」（ ）

➢ 市場国への新たな課税権の配分
➢ 多数国間条約により実施

「利益 」（ ）

➢ 基礎的なマーケティング・販売活動
に対する移転価格税制の執行に係
る簡素化・合理化

➢ 移転価格ガイドライン改定により実
施

「第１の柱」

グローバル・ミニマム課税

➢ ルール（ ・ ）と
による ％の最低実効税

率の導入
➢ 各国国内法により実施

租税条約上の最低課税ルール
（ ： ）

➢ 軽課税国の関連者に対する支払に
ついて源泉地国（途上国が対象）
に一定の課税権を認めるもの

➢ 多数国間条約又はバイ条約により
実施

「第２の柱」

（99ページ）

「国際租税協力に関する 閣僚リオデジャネイロ宣言」の概要

今後の対応の方向性

２本の柱

• 「２本の柱」の解決策の最終化及び迅速な実施に向けたコ
ミットメントを確認。

• 第１の柱の交渉は、多数国間条約の署名開放を可能とする
ため、移転価格税制の執行の簡素化・合理化（利益 ）の
枠組みの残る論点の解決により、迅速な妥結を奨励。

• 第２の柱の実施は、利益移転と法人税率引下げ競争の可
能性を限定し、国際課税を取り巻く状況を安定化させる。

• 可能な限り早期に多数国間条約に署名するため、第１の柱の迅
速な最終化に引き続きコミット。

• 第２の柱のグローバル・ミニマム課税（ ）ルールの実施を
支援。

国連枠組条約
交渉に向けた議論

• 他の国際機関における既存の成果、プロセス、進行中の作
業を基礎とし、不必要な努力の重複を避けるよう努める。

• ①広範なコンセンサスに達することによる包摂的で効果的な国際
租税協力の促進、②合意に達しやすい課題を優先、③ の
向上と能力開発に焦点を当てることの重要性を強調。

達成の
ための方策

• 累進課税は、国内の格差を是正し、 の達成を促進する
ための重要な手段。国内税制改革と国際租税協力は、効果
的で公平かつ累進的な税政策を推進するために重要。

• 租税回避や脱税は依然として課題であり、暗号資産や不動
産に関連する情報を含め、税の透明性を高めることが重要。

• 各国は、税の能力開発の促進等による、税執行の有効性の
向上のために取り組む。

• 各国の課税主権を尊重しつつ、超富裕層への効果的な課税（注）

のために協力し、 等で議論を継続。

• 暗号資産の報告制度等の迅速な実施及び税目的の不動産関
連の情報を自主的に交換する可能性を で検討。

• 技術支援の強化は の促進に不可欠であり、税の能力開発
の枠組強化を求める。

基本的な考え方

⚫ 年 月 ・ 日開催の 財務大臣・中央銀行総裁会議（議長国：ブラジル）において、「国際租税協力に関する
閣僚リオデジャネイロ宣言」が採択された。宣言の主な内容は以下の通り。
１．「 本の柱」の解決策の最終化及び迅速な実施へのコミットメントを確認。
２．国際租税協力に関する国連枠組条約の交渉に向けた指針の議論にあたっての留意点として、広範なコンセンサスの重要性等を

指摘。
３．不平等是正を含む持続可能な開発目標（ ）達成のための方策として、国内資金動員（ ）の向上、累進課税の

強化、超富裕層への効果的な課税の促進（注）等を提案。

（注）仏経済学者ズックマン氏は、超富裕層に対するグローバル・ミニマム課税（世界総資産 億ドル超を保有する個人を対象とし、対資産額最低 ％を課税）の導入を提案。

（100ページ）
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２．（５）防衛財源
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Ⅲ 防衛力強化に係る財源確保のための税制措置
防衛力強化に係る財源確保のための税制措置については、令和５年度税制改正大綱に則って取り組む。なお、たばこ税につ
いては、加熱式たばこと紙巻たばことの間で税負担の不公平が生じている。同種・同等のものには同様の負担を求める消費課
税の基本的考え方に沿って税負担差を解消することとし、この課税の適正化による増収を防衛財源に活用する。その上で、国
税のたばこ税率を引き上げることとし、課税の適正化による増収と合わせ、３円／１本相当の財源を確保することとする。
あわせて、令和５年度税制改正大綱及び上記の基本的方向性により検討を加え、その結果に基づいて適当な時期に必要な
法制上の措置を講ずる趣旨を令和６年度の税制改正に関する法律の附則において明らかにするものとする。

（参考）令和５年度税制改正の大綱（令和４年 月 日閣議決定）（抜粋）

Ⅱ 防衛力強化に係る財源確保のための税制措置

我が国の防衛力の抜本的な強化を行うに当たり、歳出・歳入両面から安定的な財源を確保する。税制部分については、令和９年度
に向けて複数年かけて段階的に実施することとし、令和９年度において、１兆円強を確保する。具体的には、法人税、所得税及びた
ばこ税について、以下の措置を講ずる。

① 法人税

法人税額に対し、税率４～ ％の新たな付加税を課す。中小法人に配慮する観点から、課税標準となる法人税額から 万円を
控除することとする。

② 所得税

所得税額に対し、当分の間、税率１％の新たな付加税を課す。現下の家計を取り巻く状況に配慮し、復興特別所得税の税率を
１％引き下げるとともに、課税期間を延長する。延長期間は、復興事業の着実な実施に影響を与えないよう、復興財源の総額を確
実に確保するために必要な長さとする。
廃炉、特定復興再生拠点区域の整備、特定復興再生拠点区域外への帰還・居住に向けた具体的な取組みや福島国際研究教育機構

の構築など息の長い取組みをしっかりと支援できるよう、東日本大震災からの復旧・復興に要する財源については、引き続き、責
任を持って確実に確保することとする。

③ たばこ税

３円／１本相当の引上げを、国産葉たばこ農家への影響に十分配慮しつつ、予見可能性を確保した上で、段階的に実施する。
以上の措置の施行時期は、令和６年以降の適切な時期とする。

令和６年度税制改正の大綱（令和５年 月 日閣議決定）（抜粋）

（103ページ）

商品例 小売定価 換算本数
（課税重量） たばこ税額 割合

（紙巻たばこ比）
消費税額 合計税額

商品 ５８０円
１７ １本

（５ ４ｇ）
２６１ １円 ８６％ ５２.７円 ３１３.８円

商品 ４３０円
１５ １本
（５ ９ｇ）

２２９ ７円 ７５％ ３９.１円 ２６８.８円

商品 ５００円
１５ ２本

（５ ０ｇ）
２３１ ７円 ７６％ ４５.５円 ２７７.１円

商品 ５８０円
１４ ３本

（３ １ｇ）
２１７ ３円 ７１％ ５２.７円 ２７０.０円

（注）たばこ税額は、令和６年４月現在の税率による国たばこ税（たばこ税・たばこ特別税）と地方たばこ税の合計（国と地方のたばこ税の割合は１：１）である。

加熱式たばこの税負担割合等

【参考】

紙巻たばこ
〔メビウス〕

５８０円 １箱２０本 ３０４.９円 １００％ ５２.７円 ３５７.６円

（104ページ）
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３．政府税制調査会
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政府税制調査会への諮問（令和６年１月 日）

デフレからの完全脱却と経済の新たなステージへの移行を実現するとの基本的考

え方の下、経済成長と財政健全化の両立を図るとともに、少子高齢化、グローバル

化、デジタル化等の経済社会の構造変化に対応したこれからの税制のあり方につい

て審議を求める。

出典：首相官邸ホームページ
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政府税制調査会 委員・特別委員
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慶應義塾大学商学部教授
日本赤十字社社長／慶應義塾学事顧問
一橋大学大学院法学研究科教授
公益社団法人日本経済研究センター研究主幹
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大野市長
横浜国立大学大学院国際社会科学研究院教授
税理士
京都大学名誉教授
宮崎県知事
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慶應義塾大学大学院法務研究科教授
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慶應義塾大学経済学部教授
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京都大学大学院経済学研究科教授
東京大学大学院情報理工学系研究科准教授
日本労働組合総連合会会長

【特別委員】
赤 井 伸 郎
秋 池 玲 子
阿 部 貴 明
井 伊 雅 子
石 山 志 保
伊 集 守 直
太 田 直 樹
岡 村 忠 生
河 野 俊 嗣
櫻 井 彩 乃
佐 藤 英 明
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武 田 洋 子
寺 井 公 子
土 居 丈 朗
仲 田 泰 祐
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増 田 悦 子
宮 永 俊 一
諸 富 徹
山 口 利 恵
芳 野 友 子
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政府税制調査会で挙げられた意見等を踏まえ、今後の総会で扱うとされるテーマについて、総会における議論
を効率的に行う観点等から、その議論の素材を整理するため、以下の専門家会合の設置・開催が６月４日
に行われた第３回税制調査会において、提案され、了承された。

政府税制調査会における専門家会合

○ 『税制の に関する専門家会合』

（想定されるテーマ）
税制における客観的データに基づく有効性等の検証に関する議論

○ 『活力ある長寿社会に向けたライフコースに中立な税制に関する専門家会合』

（想定されるテーマ）
活力ある長寿社会に向けたライフコースに中立な税制の構築を目指す観点からの関連制度に関する議論

○ 『経済社会のデジタル化への対応と納税環境整備に関する専門家会合』

（想定されるテーマ）
税務手続や適正・公平な課税・徴収のあり方等や、経済社会のデジタル化を踏まえた税務・税制のあり方
についての議論
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地方財政・地方税制の現状と課題

第第７７６６回回 租租税税研研究究大大会会

令令和和６６年年９９月月１１８８日日
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総総論論 ：： 地地方方財財政政・・地地方方税税制制のの現現状状とと課課題題

1

（ 1ページ）

１．地域経済の好循環・持続可能な地域社会の実現等に向けた重要課題への対応

「経済財政運営と改革の基本方針2024」等を踏まえ、地方団体が、ＤＸ・ＧＸの推進、人への投資、地方への人の流れの

強化、能登半島地震の教訓を踏まえた防災・減災の取組の強化、こども・子育て支援や地域医療の確保など、地域経済

の好循環や持続可能な地域社会の実現等に取り組むことができるよう、安定的な税財政基盤を確保。

３．地域ＤＸの推進と財政マネジメントの強化

(1) フロントヤード改革やマイナンバーカードの利活用拡大等による住民の利便性向上、自治体情報システムの標準化・

共通化、情報セキュリティの強化、デジタル人材の確保、デジタル実装の全国展開などにより、地域ＤＸを更に推進。

(2) 複数団体での取組を含めた公共施設等の適正配置や老朽化対策等の推進、財政状況の「見える化」、水道・下水道

の広域化・耐震化、公営企業の経営改革など、地方団体の財政マネジメントを強化。

東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等の事業費及び財源の確実な確保

東日本大震災の復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確実に確保。

【東日本大震災分】

【通常収支分】

２．地方の一般財源総額の確保等

(1) 社会保障関係費や人件費等の増加が見込まれる中、地方団体が、上記１に掲げた重要課題に対応しつつ、行政

サービスを安定的に提供できるよう、「経済・財政新生計画」等を踏まえ、経済・物価動向等に配慮しながら、交付団体を

始め地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、令和６年度地方財政計画の水準を下回らない

よう実質的に同水準を確保。

(2) こども・子育て政策については、国と地方が車の両輪となって取り組むことができるよう、「こども未来戦略」等を踏まえ、

引き続き地方財源を適切に確保。

(3) 地方交付税については、極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、本来の役割である財源調整機能と財源保障機

能が適切に発揮されるよう、総額を適切に確保するとともに、臨時財政対策債の発行を抑制。

(4) 地方分権推進の基盤となる地方税の充実確保とともに、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築に

向けた取組。

令和７年度の地方財政の課題

2
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注）１ 地方財政対策等に関し、仮試算の過程において見込まれた財源不足の補
塡についての考え方等については「令和７年度 地方交付税の概算要求の概
要」のとおりである。

２ 「一般財源」は、地方税等、地方特例交付金等、地方交付税及び臨時財政
対策債の合計額である。

３ 仮試算の歳出は、人件費や社会保障関係費等を除き前年度同額を計上す
るなど仮置きの計数であり、地域デジタル社会推進費（マイナンバーカード利
活用特別分）及び緊急浚渫推進事業費の取扱いも含め、「令和７年度の地方
財政の課題」、経済・物価動向、国の予算編成の動向等を踏まえ、予算編成
過程において必要な検討を行う。

４ 東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等に係る財源の確保については、
事項要求とする。

５ 表示単位未満四捨五入の関係で、積上げと合計、増減率が一致しない場合
がある。

(通常収支分) （単位：兆円）

Ｒ６計画
Ａ

Ｒ７仮試算
Ｂ

増減額
Ｂ-Ａ

増減率
（％）

仮試算の考え方
Ｒ６計画

Ａ
Ｒ７仮試算

Ｂ
増減額
Ｂ-Ａ

増減率
（％）

仮試算の考え方

地方税等 45.5 47.1 1.6 3.5 給与関係経費 20.2 20.8 0.6 2.9

地方税 42.7 44.2 1.5 3.5 退職手当以外 19.2 19.7 0.6 3.1
Ｒ６人事院勧告（令和６年８
月８日）等を反映

地方譲与税 2.7 2.9 0.1 4.5 退職手当 1.1 1.1 0.0 0.0

地方特例交付金等 1.1 0.2 △0.9 △ 83.0 一般行政経費 43.7 45.3 1.6 3.7

地方交付税 18.7 19.0 0.3 1.7 補助 25.1 26.4 1.3 5.1

国庫支出金 15.8 16.8 1.0 6.6 社会保障関係費等の増 単独 15.4 15.7 0.3 2.0

地方債 6.3 6.6 0.3 5.1
国民健康保険・後期高齢者
医療制度関係事業費 1.5 1.5 0.0 1.9

うち臨時財政対策債 0.5 0.8 0.3 70.4
デジタル田園都市国家構想事
業費 1.3 1.3 0.0 0.0

その他 6.3 6.3 0.0 0.0 Ｒ６年度同額 　地方創生推進費 1.0 1.0 0.0 0.0

93.6 96.0 2.3 2.5 　地域デジタル社会推進費 0.3 0.3 0.0 0.0

うち一般財源 65.7 67.0 1.3 2.0 注）２参照 地域社会再生事業費 0.4 0.4 0.0 0.0

うち（水準超経費除き）
一般財源 62.7 63.9 1.2 1.9 （交付団体ベース） 投資的経費 12.0 12.0 0.0 0.0

直轄・補助 5.6 5.6 0.0 0.0

単独 6.4 6.4 0.0 0.0

維持補修費 1.5 1.5 0.0 0.0

公営企業繰出金 2.3 2.3 △0.0 △ 0.1

公債費 10.9 10.9 0.0 0.4

水準超経費 3.0 3.1 0.1 2.3

計 93.6 96.0 2.3 2.5

うち一般歳出 78.5 80.7 2.2 2.8

「こども未来戦略」に基づく
こども・子育て政策に要す
る経費等の社会保障関係
費の増、Ｒ６人事院勧告を
踏まえた会計年度任用職
員の報酬等の増

区分 区分

歳

入

「中長期の経済財政に関す
る試算」（令和６年７月29日
内閣府）による各種指標等
を用いて試算

歳

出

計

　Ｒ６年度同額

「令和７年度 地方交

付税・地方特例交付金

等の概算要求の詳細」

参照

令和７年度 地方財政収支の仮試算【概算要求時】

3
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一般財源総額 67.0兆円（＋1.3兆円）

水準超経費を除く交付団体ベース 63.9兆円（＋1.2兆円）

国庫支出金
16.8 (＋1.0)

地方債等
11.4（0.0）

地方税・地方譲与税等
47.3 （＋0.7）

地方交付税
19.0 (＋0.3)

地地方方国国

++  １１．．１１兆兆円円

（（▲▲１１．．００兆兆円円））

交交付付税税特特別別会会計計国国のの一一般般会会計計

１１７７．．９９兆兆円円
（（＋＋１１．．３３兆兆円円））

交交 付付 額額交付税特会への

「入口」ベース

交付税特会からの

「出口」ベース

・ 交付税法定率分（国税４税）等

17.6兆円 （＋1.3兆円）

・ 法定加算・覚書加算

0.3兆円 （▲0.0兆円）

１１９９．．００兆兆円円
（（＋＋００．．３３兆兆円円））

臨臨時時財財政政対対策策債債

００．．８８兆兆円円

（（＋＋００．．３３兆兆円円））

＋＋
・ 交付税法定率分（地方法人税）等

2.0兆円 （＋0.0兆円）

・ 特会借入金の元利償還金
▲0.9兆円 （▲0.2兆円）

・ 特会剰余金の活用
－ 兆円 （▲0.1兆円）

・ 機構準備金の活用
－ 兆円 （▲0.2兆円）

・ 前年度からの繰越
－ 兆円 （▲0.5兆円）

【【参参考考】】令令和和７７年年度度地地方方財財政政収収支支（（仮仮試試算算）） （単位：兆円）

歳出
96.0兆円
（＋2.3）

歳入
96.0兆円
（＋2.3）

財源不足額 1.9兆円（＋0.1兆円）

※１ 表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計が一致しない場合がある。
※２ （ ）内は令和６年度地方財政計画からの増減額

給与関係経費
20.8 （＋0.6）

一般行政経費
45.3 (＋1.6）

投資的経費
12.0（0.0）

公債費
10.9 （＋0.0）

その他
6.9 （＋0.1）

②②①① ③③

① 地方交付税（うち法定加算等） 0.3
② 臨時財政対策債 0.8
③ 建設地方債の増発 0.8

令和７年度 地方交付税の姿（概算要求）

4
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国税・地方税の税収内訳（令和６年度地方財政計画額）

0 10兆円 20兆円 30兆円 40兆円 50兆円 60兆円 70兆円 80兆円

（注）１ 各税目の％は、それぞれの合計を100％とした場合の構成比である。
２ 国税は特別会計を含み、地方税には、超過課税及び法定外税等を含まない。
３ 国税は特別法人事業税を含まず、地方税は特別法人事業譲与税を含む。（）内は、国税は特別法人事業税を含み、地方税は特別法人事業譲与税を除いた金額である。
４ 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、計とは一致しない場合がある。

〔
地
方
税
内
訳
〕

個人市町村民税

35.6％

81,313億円

個人

道府県民税

（22.2％）

49,011億円

個人住民税

（29.1％）

130,324億円

所得税

（23.9％）

179,050億円

法人市町村民税

7.4％

16,946億円

地方

法人二税

（23.5％）

51,844億円

地方法人二税

（15.3％）

68,790億円

法人税

（22.8％）

170,460億円

地方消費税

（29.0％）

64,004億円

地方消費税

（14.3％）

64,004億円

消費税

（31.9％）

238,230億円

固定資産税

43.0％

98,058億円

固定資産税

（21.9％）

98,058億円

自動車税

（7.5％）

16,531億円

軽油引取税

（4.1％）

9,102億円

都市計画税

6.2％

14,218億円

その他

7.7％

17,576億円

その他

（4.0％）

8,806億円

その他

（14.8％）

66,233億円

その他

（21.4％）

160,139億円

・法人住民税 4.6％ 20,522億円

・法人事業税 10.8％ 48,268億円 ・揮発油税 22,339億円
(地方揮発油税を含む)

・特別法人事業税 21,213億円

・相続税 32,920億円

・酒税 12,090億円

・印紙収入 10,420億円

・地方法人税 19,750億円

・たばこ税 9,480億円
（このほか、たばこ特別税 1,143億円）・自動車税 16,531億円

（環境性能割・種別割）

・都市計画税 14,218億円

・地方たばこ税 10,636億円

・軽油引取税 9,102億円

国国 税税

772266,,666666億億円円 （（774477,,887799億億円円））

地地方方税税合合計計

444488,,559955億億円円 （（442277,,440099億億円円））

道道府府県県税税

222200,,448844億億円円 （（119999,,229988億億円円））

市市町町村村税税

222288,,111111億億円円

〔
地
方
税
内
訳
〕

特別法人

事業譲与税
（9.6％）

21,186億円

特別法人

事業譲与税

（4.7％）

21,186億円

5
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令和５年度地方税収入決算見込額（地方財政計画ベース）

（単位：兆円）

令和5年度
地財計画額

令和6年度
地財計画額

対R4決算 対R5地財
（③－①） （③－②）

13.6 13.9 +0.4 +0.4 13.0

8.7 9.1 +0.0 +0.5 9.0

　うち特別法人
　事業譲与税 2.0 2.2 +0.0 +0.2 2.1

6.6 6.3 ▲0.2 ▲0.3 6.4

9.7 9.8 +0.2 +0.1 9.8

6.5 6.6 +0.0 +0.1 6.6

4455..00 4455..77 ++00..55 ++00..88 4444..99

42.9 43.5 +0.5 +0.6 42.7　地方税計
 （特別法人事業譲与税を除く）

43.0

　その他 6.6

　　地地方方税税計計
 （特別法人事業譲与税を含む）

4455..22

　地方消費税 6.4

　固定資産税 9.5

　地方法人二税
 （特別法人事業譲与税を含む）

9.1

2.2

　個人住民税 13.6

③

令和4年度
決算額

令和5年度
決算見込額
（令和6年7月）

① ②

(注) １．令和５年度決算見込額（令和６年７月）は、地方公共団体からの速報値を集計したものである（最終的な決算額とは異同が生じることがある）。
２．表中の計数は、超過課税分、法定外税等を含んでいない。
３．計数はそれぞれ四捨五入によっているので、計とは一致しない場合がある。

6
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地方税収（地方財政計画ベース）の推移

（注）１ 表中における計数は、超過課税及び法定外税等を含まない。
２ 令和４年度までは決算額、令和５年度は決算見込額（令和６年７月）、令和６年度は地方財政計画額である。
３ 平成21年度以降の地方税合計の括弧書き及び地方法人二税の点線は、国から都道府県に対して譲与されている特別法人事業譲与税等を除いた額。

22.7

24.0

26.4

29.2

30.6

32.5

34.1 33.7
32.9

32.0
33.1

34.5
35.6 35.4

34.5 35.0 35.0

32.9
32.2

33.0
34.2

35.8

39.5
38.9

34.5
35.1 35.1 35.5

36.7

38.4

40.4 40.3
40.9

41.9 42.4 41.7

43.3

45.2
45.7

44.9

(33.9)(33.7)(33.5)(33.8)

(34.7)

(36.0)

(38.3)(38.6)
(39.1)

(39.9)
(40.3)

(40.0)

(41.4)

(43.0)
(43.5)

(42.7)

6.6

7.1

7.7 8.4

9.1

10.6

11.3
11.5

11.4

10.0 10.2
9.6

10.4

9.3

9.1

9.7
9.5

8.6

8.1 8.0
8.3

9.1

12.3
12.6 12.4

11.5
11.3

11.7
12.1 12.3

12.5 12.5
12.8 12.9

13.1 13.4 13.4 13.6
13.9

13.0

6.2 6.2

7.4

8.9

10.0

9.6

9.7

8.2

7.1

6.6
6.8

8.2
7.8

6.9

6.1

6.5 6.7

5.7
6.0

6.7

7.6

8.7
9.2

8.4

4.1
4.4 4.5 4.7

5.1

5.8
6.0 6.3 6.3

6.7 6.8 5.7
6.4

6.9 7.0 6.9

4.7
5.8

6.0
6.4

7.1

8.2 8.1 8.1 8.1

8.8 8.9
7.4 8.2

9.1 9.1 9.0

4.1
4.6

4.9
5.2

5.6
5.9

6.5
7.1

7.5
7.9

8.3 8.7 8.7
9.0

9.2

8.9 9.0

9.0
8.6

8.7 8.7

8.4 8.6

8.7 8.7 8.8 8.8
8.5 8.5 8.6 8.6 8.8 8.9 9.0 9.2 9.3 9.2

9.5
9.8 9.9

0.8

2.6 2.5 2.5 2.5 2.4 2.4
2.6 2.6 2.6 2.6 2.5 2.4

2.6 2.6 2.6 2.6
3.1

5.0
4.7 4.7 4.8 4.8

5.4

6.2 6.4 6.3 6.4

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

６０

年度

６１ ６２ ６３ 平元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 令元 ２ ３ ４ ５

決見

６

地財

地方税合計

地方法人二税

固定資産税

地方消費税

（兆円）

個人住民税

（H21～ 特別法人事業
譲与税等を含む）
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各各論論①① ：： 個個別別地地方方税税制制のの現現状状とと課課題題
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１１．．地地方方税税のの充充実実確確保保とと偏偏在在性性がが小小ささくく
安安定定的的なな地地方方税税体体系系のの構構築築

9
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地方税の充実確保と偏在性が小さく安定的な地方税体系の構築

10
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地方税制の基本的考え方

○政府税制調査会答申 『わが国税制の現状と課題』（抄） （令和５年６月30日）

第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化

Ⅰ．租税の役割と基本的考え方

４．租税制度の基本原則 （地方税原則）

（前略）地方公共団体は、地域の事情が様々に異なる中で、住民の生活に身近で基礎的な行政サービスを広く担う必

要があることから、そうした経費を賄う地方税は、税収が景気変動に左右されず、毎年度の税収が安定しており、また、

税源が地域的に偏在することなく、普遍的に存在する方が望ましいと言えます。（中略）

地方公共団体が地域の実情に応じた行政サービスを提供するためには、安定的な財政運営に必要となる一般財源を

確保する必要があります。その際、できるだけ自らの財源である地方税によって必要となる財源を賄うことが理想であり、

地方税の意義や役割等について広く地域住民の理解を得る必要があります。厳しい地方財政の状況を踏まえれば、引

き続き、地方税の充実確保が求められます。一方、地域的に税源の偏在があれば、地方税の充実を図ると財政力格差

が拡大することには留意が必要です。したがって、これまでも当調査会の累次の答申で提言してきたとおり、地方税の充

実確保を図るとともに、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築を進め、持続可能な地方税財政基盤

を構築することが必要です。
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○ リーマンショック以降、地方税収は増加基調で推移。

○ 地方税収の増加に伴い、不交付団体（都道府県）の財源超過額※及び基金残高も高い水準で推移。
※ 普通交付税の算定において、基準財政収入額が基準財政需要額を上回る額

【地方税収の推移】
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地方団体の財政状況
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人口一人当たりの税収額の指数（令和４年度決算額）

（注１） 上段の「最大／最小」は、各都道府県ごとの人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割った数値であり、下段の数値は、税目ごとの税収総額である。
（注２） 地方税計、地方法人二税は特別法人事業譲与税を含まない額である。
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（出所） 総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成

○ 都市圏別の転入・転出超過数をみると、東京圏への転入超過は継続。他都市圏は全て転出超過。

○ わが国の総人口が減少していく中で、総人口・生産年齢人口に占める東京都シェアは増加していく見込み。

【東京都の人口シェアの推移】【人口の転入超過数（日本人移動者）】
（万人）

東京圏

+ 9.4 

名古屋圏

▲ 1.4
関西圏

▲ 0.4

地方圏

▲ 7.7

▲ 20

▲ 15

▲ 10

▲ 5

0

5

10

15

20

H8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30R1 2 3 4
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（出所） 国立社会保障・人口問題研究所
「人口統計資料集（2023年改訂版）」より作成

推計

総人口に占める
東京都のシェア

経済社会構造の変化 ①人口動態
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○ インターネット取引等、店舗を必要としない事業形態が拡大。

○ 大都市において、資本金100億円以上の大法人の本店等が増加。
○ その中でも、大都市外に支店を持たず当該団体のみに納税する法人（県内法人）が増加。

【BtoC-EC市場規模 及び EC化率の推移】 【大法人の本店等所在数の推移（資本金100億円以上）】

（出所）総務省「道府県税の課税状況等に関する調」より作成

上段：分割法人
･･･県外に支店が存在

下段：県内法人
･･･県外に支店を持たない

大都市 その他の道府県

（出所） 経産省「電子商取引に関する市場調査」より作成
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（注１）物販系分野、サービス系分野、デジタル系分野の合計額
（注２）物販系分野のEC化率

（単位：兆円）

経済社会構造の変化 ②経済情勢
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○ 経済財政運営と改革の基本方針2024（令和６年６月21日閣議決定）

東京一極集中が続く中、行政サービスの地域間格差が過度に生じないよう、地方公共団体間の税

収の偏在状況や財政力格差の調整状況等を踏まえつつ、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方

税体系の構築に向けて取り組む。

○ 令和６年度与党税制改正大綱（令和５年12月14日、自由民主党・公明党）

第一 令和６年度の税制改正の基本的考え方等

過疎化や高齢化といった地方の課題の解決及び地方活性化に向けた基盤づくりとして、地方税の充

実確保を図る。また、東京一極集中が続く中、行政サービスの地域間格差が過度に生じないよう、地

方公共団体間の税収の偏在状況や財政力格差の調整状況等を踏まえつつ、税源の偏在性が小さく

税収が安定的な地方税体系の構築に向けて取り組む。

与党税制改正大綱・骨太の方針における地方税体系に係る記述

16
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２２．．ふふるるささとと納納税税

17
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ふるさと納税制度とは

制度の趣旨

ふるさとやお世話になった地方団体に感謝し、若しくは応援する気持ちを伝え、又は

税の使い途を自らの意思で決めることを可能とするもの。

【ふるさと納税の流れ（イメージ）】

税制上の寄附金控除の仕組みを活用し、個人が地方団体に対して寄附金を支出した場合

に、「寄附額－2,000円」（一定の上限あり）を、個人住民税（地方税）及び所得税（国税）から

軽減することによって、 実質2,000円の負担で、納税先を選択可能とする仕組み。

制度の基本的な仕組み

18
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には、指定を取消し

5,895万件
1,000万人

（年度） （年度）

（億円）
（億円）

基基準準④④
基基準準⑤⑤

指指定定日日前前１１年年
基基準準適適合合等等基基準準

ふるさと納税制度の見直し（指定制度の導入）について【令和元年６月～】
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ふるさと納税の受入額及び受入件数の推移（全国計）

○ ふるさと納税の受入額及び受入件数（全国計）の推移は、下記のとおり。

○ 令和５年度の実績は、約1兆1,175億円（対前年度比：約1.2倍）、約5,895万件（同：約1.1倍）。

81.4  77.0  102.2  121.6  104.1  145.6  388.5 

1,652.9 
2,844.1 

3,653.2 

5,127.1  4,875.4

6,724.9 

8,302.4 

9,654.1 

11,175.0 

5.4  5.6  8.0 
10.1  12.2  42.7  191.3 

726.0 

1,271.1 

1,730.2 

2,322.4  2,333.6 

3,488.8 

4,447.3 

5,184.3 

5,894.6 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度

ふるさと納税受入額（億円）

ふるさと納税受入件数（万件）

（単位：億円）

※ 受入額及び受入件数については、地方団体が個人から受領した寄附金を計上している。

※ 平成23年東北地方太平洋沖地震に係る義援金等については、含まれないものもある。

※ 表中（ ）内の数値は、ふるさと納税ワンストップ特例制度の利用実績である。

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度

受入額 81.4 77.0 102.2 121.6 104.1 145.6 388.5
1,652.9 2,844.1 3,653.2 5,127.1 4,875.4 6,724.9 8,302.4 9,654.1 11,175.0
(286.7) (501.2) (705.7) (1,140.7) (1,166.7) (1,808.5) （2,392.0) (2,961.4) (3,515.1)

受入件数 5.4 5.6 8.0 10.1 12.2 42.7 191.3
726.0 1,271.1 1,730.2 2,322.4 2,333.6 3,488.8 4,447.3 5,184.3 5,894.6

(147.7) (256.7) (376.1) (581.0) (594.0) (1,006.5) （1,401.1) (1,738.7) (2,048.2)

（単位：億円、万件）

（単位：万件）
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ふるさと納税の受入額及び受入件数（都道府県別） ※都道府県分と市区町村分の合計

都道府県名
令和５年度 令和４年度

受入額 受入件数 受入額 受入件数

北 海 道 165,496 9,738,882 145,290 8,616,681 

青 森 県 7,419 482,026 6,346 453,193 

岩 手 県 23,327 1,366,247 17,696 1,081,430 

宮 城 県 26,361 1,469,097 18,660 951,306 

秋 田 県 9,974 425,035 8,672 424,210 

山 形 県 42,633 2,571,764 40,463 2,462,816 

福 島 県 9,029 333,199 6,207 232,721 

茨 城 県 37,419 2,070,723 25,784 1,346,792 

栃 木 県 14,344 788,239 9,604 579,223 

群 馬 県 11,148 476,134 10,140 379,134 

埼 玉 県 8,814 313,681 7,298 241,307 

千 葉 県 21,471 1,044,798 16,028 921,134 

東 京 都 7,863 124,250 5,257 95,645 

神 奈 川 県 16,959 459,648 16,311 475,619 

新 潟 県 34,082 1,233,635 31,268 1,153,177 

富 山 県 3,872 152,801 2,874 105,374 

石 川 県 11,316 646,437 5,190 144,954 

福 井 県 16,124 817,931 15,204 786,078 

山 梨 県 35,884 1,753,816 32,185 1,628,878 

長 野 県 26,360 1,473,067 25,215 1,303,800 

岐 阜 県 24,072 1,294,856 22,285 1,089,162 

静 岡 県 45,751 2,568,195 32,885 1,799,654 

愛 知 県 32,983 1,039,687 25,097 867,633 

三 重 県 10,864 426,907 9,775 410,216 

滋 賀 県 14,449 390,817 12,688 351,584 

（単位：百万円、件）

都道府県名
令和５年度 令和４年度

受入額 受入件数 受入額 受入件数

京 都 府 19,732 576,058 17,511 480,589 

大 阪 府 37,019 1,736,388 32,378 1,427,176 

兵 庫 県 29,553 1,278,606 26,867 1,105,069 

奈 良 県 3,557 162,813 3,238 145,247 

和 歌 山 県 21,998 1,604,590 20,753 1,721,544 

鳥 取 県 7,247 406,858 6,504 341,832 

島 根 県 6,015 212,437 5,149 198,268 

岡 山 県 10,283 490,115 8,000 379,054 

広 島 県 6,355 245,270 4,935 174,561 

山 口 県 4,521 202,701 3,198 152,018 

徳 島 県 3,635 191,470 2,891 151,091 

香 川 県 9,537 539,025 8,260 474,087 

愛 媛 県 12,740 881,176 8,810 615,117 

高 知 県 16,034 1,190,502 14,796 1,097,857 

福 岡 県 61,504 4,187,459 55,089 3,905,364 

佐 賀 県 40,508 2,454,584 41,643 2,715,845 

長 崎 県 16,711 838,106 16,029 874,863 

熊 本 県 29,888 2,014,579 28,773 2,111,557 

大 分 県 11,433 559,828 10,722 552,298 

宮 崎 県 52,012 2,803,099 46,644 2,507,947 

鹿 児 島 県 44,329 2,434,499 42,464 2,389,695 

沖 縄 県 14,875 473,581 12,331 420,114 

合 計 1,117,500 58,945,616 965,406 51,842,914 
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ふるさと納税を募集する際の使途の選択

○ ふるさと納税を募集する際の使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）の選択

・選択できる 1,745団体（97.7％）
・選択できない 41団体（ 2.3％）

○ 上記で「選択できる」と回答した団体における選択できる範囲

・分野を選択できる 1,681団体（94.1％）
・具体的な事業を選択できる 479団体（26.8％）
うち、クラウドファンディング型の実施※ 369団体（20.7％）

※ 「クラウドファンディング型」のふるさと納税とは、目標金額、募集期間等を定め、特定の事業にふるさと納税を募るもの

（プロジェクト総数：946事業、寄附金受入総額：16,712百万円）

○ 使途として選択可能な分野ごとの受入額、受入件数及び団体数

選択可能分野 受入額 受入件数 該当団体

子ども・子育て 151,169百万円 8,191,673件 952団体

教育・人づくり 80,448百万円 4,223,340件 988団体

地域・産業振興 78,676百万円 4,334,560件 1,097団体

まちづくり・市民活動 57,813百万円 2,984,416件 866団体

環境・衛生 55,768百万円 3,018,683件 1,029団体

選択可能分野 受入額 受入件数 該当団体

健康・医療・福祉 52,775百万円 2,875,034件 1,187団体

観光・交流・定住促進 31,438百万円 1,594,975件 730団体

スポーツ・文化振興 25,339百万円 1,053,168件 783団体

安心・安全・防災 20,066百万円 988,965件 634団体

災害支援・復興 9,237百万円 660,029件 343団体

※ その他、上記の複数分野に跨がるものや、寄附先団体に一任するもの等がある。

（％は全指定団体に占める割合を示す。）

<昨年度の状況>

1,745団体

41団体

1,677団体

431団体

337団体

22

（22ページ）



―105―

ふるさと納税の募集に要した費用（全団体合計額）

（単位:百万円）

区 分 金 額 受入額に占める割合 昨年度結果

返礼品の調達に係る費用 302,869 27.1% 27.8％

返礼品の送付に係る費用 80,138 7.2% 7.6％

広報に係る費用 6,801 0.6% 0.7％

決済等に係る費用 20,790 1.9% 2.0％

事務に係る費用等 132,315 11.8% 8.6％

合計 542,913 48.6% 46.8％

23
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ふるさと納税に係る住民税控除額及び控除適用者数の推移（全国計）

※ 各年度の計数は、前年中（例えば、令和６年度については、令和５年1月1日～令和５年12月31日の間）のふるさと納税に係るその翌年度の控除の適用状況である 。

※ 表中（ ）内の数値は、ふるさと納税ワンストップ特例制度の適用実績である。

※ 令和５年度までの計数は、各年度の「市町村税課税状況等の調」をもとに、令和６年度の計数は、現況調査の結果をもとに算出している。

○ ふるさと納税に係る住民税控除額及び控除適用者数（全国計）の推移は、下記のとおり。

○ 令和６年度課税における控除額の実績は約7,682億円（対前年度比：約1.1倍）、控除適用者数は約1,000万人（同：約1.1倍）

18.9  18.1  20.4 
210.2 

45.3  60.6  184.2 
1,001.9 

1,783.2 

2,456.6 

3,282.0 
3,479.3 

4,432.9 

5,716.8 

6,804.9 

7,682.3 

3.3  3.3  3.3 

74.2 
10.6  13.4  43.6  129.9 

227.1 
296.5 

396.3  413.6 
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746.3 
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H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

住民税控除額（億円）

控除適用者数（万人）

（単位：万人）（単位：億円）

（単位：万人、億円）

課税年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度

住民税控除額 18.9 18.1 20.4 210.2 45.3 60.6 184.2 
1,001.9 1,783.2 2,456.6 3,282.0 3,479.3 4,432.9 5,716.8 6,804.9 7,682.3

(229.6) (448.1) (649.4) (964.0) (1,086.1) (1,535.0) (2,056.6) (2,563.1) (2,992.3)

控除適用者数 3.3 3.3 3.3 74.2 10.6 13.4 43.6 
129.9 227.1 296.5 396.3 413.6 564.3 746.3 893.0 1,000.2

(41.9) (77.2) (110.1) (161.5) (177.3) (269.8) (375.5) (465.0) (536.6)
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ふるさと納税に係る住民税控除の適用状況 ※都道府県分と市区町村分の合計

（単位：百万円、人）

都道府県名
令和６年度課税

住民税控除額 控除適用者数

京都府 15,923 214,017 

大阪府 61,400 840,028 

兵庫県 36,575 490,545 

奈良県 7,534 104,407 

和歌山県 3,586 55,350 

鳥取県 1,446 25,735 

島根県 1,622 28,436 

岡山県 7,796 123,544 

広島県 12,852 188,674 

山口県 4,532 72,006 

徳島県 2,594 38,825 

香川県 3,861 60,853 

愛媛県 4,283 65,062 

高知県 1,806 29,729 

福岡県 25,488 369,392 

佐賀県 2,276 42,434 

長崎県 3,763 59,855 

熊本県 5,217 82,956 

大分県 3,338 52,392 

宮崎県 2,929 48,184 

鹿児島県 4,391 70,880 

沖縄県 3,866 63,191 

合計 768,231 10,001,724 

都道府県名
令和６年度課税

住民税控除額 控除適用者数

北海道 20,395 318,769 

青森県 2,493 42,533 

岩手県 2,521 43,006 

宮城県 8,682 131,770 

秋田県 1,848 32,536 

山形県 2,603 43,983 

福島県 4,671 71,364 

茨城県 11,759 171,315 

栃木県 7,521 106,327 

群馬県 7,358 108,271 

埼玉県 44,544 625,845 

千葉県 42,624 557,193 

東京都 189,933 1,861,141 

神奈川県 79,625 971,082 

新潟県 6,119 99,020 

富山県 3,556 59,914 

石川県 4,639 75,271 

福井県 2,705 46,970 

山梨県 3,362 47,701 

長野県 6,780 105,103 

岐阜県 9,220 140,850 

静岡県 16,846 244,783 

愛知県 54,764 720,563 

三重県 8,460 127,546 

滋賀県 8,126 122,373 
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（参考）令和５年度におけるふるさと納税受入額の多い20団体

（単位：百万円、件）

団体名 受入額 受入件数

宮崎県 都城市 19,384 1,012,796 

北海道 紋別市 19,213 1,243,201 

大阪府 泉佐野市 17,514 1,174,877 

北海道 白糠町 16,778 1,074,349 

北海道 別海町 13,903 923,046 

北海道 根室市 12,554 532,138 

愛知県 名古屋市 11,710 206,175 

静岡県 焼津市 10,687 698,210 

福岡県 飯塚市 10,513 872,784 

京都府 京都市 10,006 217,224 

茨城県 境町 9,938 659,070 

宮城県 気仙沼市 9,489 670,375 

岩手県 花巻市 9,060 610,680 

山梨県 富士吉田市 8,809 389,913 

宮崎県 宮崎市 8,192 432,387 

福井県 敦賀市 7,986 455,106 

佐賀県 上峰町 7,543 594,929 

北海道 弟子屈町 7,045 363,152 

茨城県 守谷市 6,905 328,590 

鹿児島県 志布志市 6,765 313,224 
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（参考）令和６年度課税における市町村民税控除額の多い20団体

（単位：百万円、人）

団体名 市町村民税控除額 控除適用者数

神奈川県 横浜市 30,467 439,267 

愛知県 名古屋市 17,654 255,163 

大阪府 大阪市 16,655 279,922 

神奈川県 川崎市 13,578 207,616 

東京都 世田谷区 11,028 146,812 

埼玉県 さいたま市 10,069 155,694 

福岡県 福岡市 9,651 157,450 

兵庫県 神戸市 9,264 149,692 

北海道 札幌市 8,974 164,329 

京都府 京都市 8,243 129,062 

東京都 港区 8,186 55,717 

千葉県 千葉市 6,653 93,789 

広島県 広島市 5,750 98,944 

東京都 大田区 5,631 105,718 

東京都 江東区 5,402 89,474 

東京都 杉並区 5,329 87,616 

東京都 品川区 5,095 76,830 

東京都 練馬区 4,987 98,669 

宮城県 仙台市 4,923 86,071 

東京都 渋谷区 4,921 43,061 
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地方団体による第一号寄附金［ふるさと納税］の募

集として次に掲げる取組を行わないこと。

ロ 寄附者から返礼品等の譲渡を受け、当該寄

附者にその対価として金銭の支払をすることを

業として行う者を通じた募集

ハ 返礼品等を強調した寄附者を誘引するため

の宣伝広告

地地場場産産品品基基準準［平成31年告示第179号第５条］

募募集集適適正正基基準準［平成31年告示第179号第２条第２号］

・ ポータルサイト等による寄

附に伴うポイント付与に係る

競争が過熱

・ 区域内での工程が製品の

企画立案等であり、実際の

製造地は区域外であるもの

・ 全国展開している宿泊施

設や飲食店の利用券等、当

該地方団体との関連性が

希薄なもの

・ ポータルサイトや返礼品取

扱事業者等が返礼品等を強

調した宣伝広告を実施

三 当該地方団体の区域内において返礼品等の

製造、加工その他の工程のうち主要な部分を行う

ことにより相応の付加価値が生じているものであ

ること。（略）

七 当該地方団体の区域内において提供される役

務その他これに準ずるものであって、当該役務の

主要な部分が当該地方団体に相当程度関連性

のあるものであること。

基基準準へへのの適適合合性性にに疑疑義義がが
生生じじてていいるる事事例例 等等

見見直直しし内内容容
［［RR66..1100～～((一一部部RR77..1100～～))］］

・ 製造者から、当該製品の価値の

過半が当該区域内で生じているこ

とについての証明がなされた場合

に限定 ［告示改正］

・ 宿泊は、同一県内展開の宿泊施

設に限る（以下は限定の対象外）

➣１人１泊５万円以下の宿泊

➣甚大な災害の被災地での宿泊
（発災の次の指定期間） ［告示改正］

・ 地域との関連性が希薄な役務

は対象外である旨の明確化
［Ｑ＆Ａ改正］

・ 民間事業者等が行う返礼品等

を強調した宣伝広告も禁止事項

である旨を明確化 ［告示改正］

・ 食品返礼品の産地名の適正な

表示を確保するため、必要な措

置を講ずる旨、募集適正基準に

明示 ［告示改正］

・ 寄附者に対しポイント等を付与

するポータルサイト等を通じた寄

附募集を禁止［告示改正。R7.10～］

○ ふるさと納税の適正な運用を確保する観点から、指定基準となる告示・Ｑ＆Ａを改正。

ふるさと納税の指定基準の見直し【令和６年６月２８日付け告示第203号】

ふるさと納税の返礼品として提供される食品について、産地名の表示を偽る事案が複数発

生していることを踏まえ、令和５年12月に、消費者庁、農林水産省及び国税庁と連名で、地

方団体に対し、ふるさと納税制度と食品表示法の適正な運用を行うよう通知を発出
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３３．．車車体体課課税税
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自動車に対する課税関係

○ 自動車に関しては、取得、保有、走行、各段階において総合的な課税を行うことにより、全体として適切な税負担が

実現されている。

取 得 保 有 利 ⽤ ⾛ ⾏

主主なな税税目目
自動車重量税

揮発油税

地方揮発油税

軽油引取税
自動車重量譲与税として

地方団体に譲与

地方揮発油譲与税として
全額を地方団体に譲与

⾞体課税

車体課税はその多くが地方財源（車体課税2.7兆円のうち2.3兆円）となっている。

：：地地方方財財源源

【 国 税 】 【 国 税 】【 道府県税・市町村税 】

【 道府県税 】

（前略）現行の自動車関係諸税は、税目が多くかつ複雑であることから、これを簡素化すべきであるという指摘がある。この問題は、納

税者の理解と協力を求める上で確かに重要であるが、現行の税体系は、自動車の取得、保有、燃料の消費に着目して各種の税を課す

こととしており、これによって全体として適正な税負担が実現されること等から現行税制には理由があるものと考えられる。

今後の税制のあり⽅についての答申（H5.11、税制調査会）（抄）

（環境性能割） （種別割）

自動車税・軽自動車税

30
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車体課税の課税イメージ

N年度(取得時) N＋１年度 N＋２年度 N＋３年度 N＋４年度 N＋11年度 N＋12年度 N＋13年度 N＋14年度

…環境性能割 …種別割
⾃動⾞税(環境性能割)
燃費性能等に応じて、
０～３％の税率を決定

グリーン化特例(軽課) ⾃動⾞税(種別割)
排気量等に応じて毎年度４月１日時点で賦課
（例：1,500cc超2,000cc以下で36,000円/年）

・・・・・ ・・・

廃⾞年N＋５年度

⽉割計算で
既納付分との
差額を還付

経年⾞に対する重課
13年超経過車に係る
種別割を15％重課

N＋15年度

自動車
重量税

自動車
重量税

自動車
重量税自動車重量税（国税）

車検時に、自動車の重量に応じて課税新規検査 車検 車検

自動車
重量税

車検

自動車
重量税

車検

自動車
重量税

車検

月
割

（例）⾃家⽤乗⽤⾞に対する課税のイメージ

電気自動車等に対して、
取得翌年度の種別割を
▲75％軽減
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1,095 1,131 1,159 1,195 1,250 1,302 1,352 1,405 1,459 1,515 1,573 1,636 1,687 1,739 1,776 1,804 1,843 1,892 

1,951 2,003 
2,384 2,486 2,581 2,662 2,750 2,827 2,920 3,002 3,078 

6,563 

5,621 

4,973 
4,637 4,641 4,496 

4,191 
4,473 4,509 4,528 4,570 

4,247 

3,663 2,310 
1,916 

1,678 
2,104 1,934 

863 
1,373 1,461 

1,897 1,982 
1,039 

489 1,036 1,058 
1,451 

1,212 
1,712 

24,152 
23,798 23,501 

23,347 
23,535 23,511 

23,280 23,341 23,098 
23,570 23,399 

23,058 

22,158 

20,594 
19,846 

19,453 
19,807 

19,570 

18,375 
18,804 

19,194 
19,787 20,068 19,612 

19,088 19,083 
19,639 

19,355 
19,839 

16,495 
17,046 

17,369 17,515 17,644 17,714 17,737 
17,463 

17,131 
17,528 

17,255 17,174 
16,808 

16,544 
16,155 15,972 15,860 15,744 15,562 15,428 15,349 15,405 15,504 15,423 15,302 15,198 15,268 15,141 15,049 

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

H8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6

車体課税（地方税）の税収推移

（注）表中における計数は、令和４年度までは決算額、令和５年度以降は地財計画額による。

税収ピーク

車体課税 計

軽自動車税種別割（＋旧軽自動車税）

旧自動車取得税

自動車税環境性能割 ・
軽自動車税環境性能割

26,000

24,000

22,000

20,000

18,000

16,000

14,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

～
～

～
～

自動車税種別割（＋旧自動車税）

▲▲44,,330000億億円円程程度度

○ 令和６年度においては１兆9,839億円、ピーク時の平成８年度と比較すると▲4,300億円程度の減と見込まれている。

（単位：億円）
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地方財源における車体課税

人口一人当たりの税収額の指数（令和４年度決算額）

○ 地方の車体課税は、税収が安定的で、また、地方部の方が都市部よりも人口一人当たり税収額が大きいことから、

「偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築」を目指していく中で、重要な税となっている。

⾃動⾞税

軽⾃動⾞税
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令 和 ５ 年 1 2 月 1 4 日
自由民主党・公明党

第三 検討事項

５ 自動車関係諸税の見直しについては、日本の自動車戦略やインフラ整備の長期展望を踏まえるとと

もに、「2050年カーボンニュートラル」目標の実現に積極的に貢献するものでなければならない。そ

の上で、自動車の枠を超えたモビリティ産業の発展に伴う経済的・社会的な受益者の広がりや保有か

ら利用への移行、地域公共交通へのニーズの高まり、ＣＡＳＥに代表される環境変化にも対応するた

めのインフラの維持管理・機能強化の必要性等を踏まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保

していくことを前提に、受益と負担の関係も含め、公平・中立・簡素な課税のあり方について、中長

期的な視点に立って検討を行う。その際、電気自動車等の普及や市場の活性化等の観点から、原因者

負担・受益者負担の原則を踏まえ、また、その負担分でモビリティ分野を支え、産業の成長と財政健

全化の好循環の形成につなげるため、利用に応じた負担の適正化等に向けた具体的な制度の枠組みに

ついて次のエコカー減税の期限到来時までに検討を進める。また、自動車税については、電気自動車

等の普及等のカーボンニュートラルに向けた動きを考慮し、税負担の公平性を早期に確保するため、

その課税趣旨を適切に踏まえた課税のあり方について、イノベーションへの影響等の多面的な観点も

含め、関係者の意見を聴取しつつ検討する。

※ 令和５年度与党税制改正大綱においても同一の記載。

令和６年度与党税制改正大綱（抄）（自動車関係諸税部分）
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歳⼊ 約３.４兆円 歳出 約５.８兆円

地⽅団体における⾃動⾞関係諸税の税収と
⾃動⾞に関する⾏政サービスに要する費⽤

※歳入及び歳出については令和３年度決算額。
※端数処理の関係で合計が一致しない。

ＨＨ3300年年３３月月 ＲＲ５５年年３３月月 ＲＲ1155年年３３月月

道路橋
（橋長２ｍ以上）

約25％ 約39％ 約63％

トンネル 約20％ 約27％ 約42％

建設後50年以上経過する社会資本の割合

※ 国土交通省ＨＰ「インフラメンテナンス情報」を基に作成。

新設・維持補修、
点検、除排雪 等

自動車に関する行政サービスと自動車関係諸税（車体課税＋燃料課税）の状況

○ 自動車に関する行政サービスに要する費用は、自動車関係諸税（車体課税＋燃料課税）の税収を上回っている。

○ 今後見込まれる道路や橋梁、トンネルなどの更新・老朽化対策や、防災・減災事業が確実に実施できるよう、社会インフラ財
源の確保は地方団体にとって極めて重要。

救救急急 約約００．．２２兆兆円円

交交通通安安全全対対策策
約約１１．．２２兆兆円円

道道路路関関係係
（（農農林林道道含含むむ））
約約４４．．４４兆兆円円

地地方方揮揮発発油油譲譲与与税税 約約００．．２２兆兆円円

軽軽油油引引取取税税
約約００．．９９兆兆円円

軽軽自自動動車車税税種種別別割割
約約００．．３３兆兆円円

自自動動車車税税種種別別割割
約約１１．．５５兆兆円円

自自動動車車重重量量譲譲与与税税
約約００．．３３兆兆円円

環環境境性性能能割割
約約００．．１１兆兆円円

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

2018 2028 2038 2048

（兆円）

将来の社会資本の維持管理・更新費の推計結果

〔予防保全〕
最大1.3倍

※平成30年11月30日「経済・財政一体改革推進委員会 国と地方のシステムワーキ
ング・グループ」国交省提出資料等を基に作成。

2018（H30） 2028 2038 2048 （年度）

予防保全：施設の機能等に不具合が発生する前に修繕等の対策を講じること。
事後保全：施設の機能等に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること。

約6.5兆円
～

約5.9兆円

約12.3兆円
～

約10.9兆円〔事後保全〕
最大2.4倍

約5.2兆円

35

（35ページ）

1100,,880000  

2255,,000000  
3300,,550000  

3366,,000000  

4433,,550000  

5500,,000000  

5577,,000000  

6655,,550000  

7755,,550000  

8877,,000000  

111100,,000000  

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000
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［税率：円］

［総排気量：cc］

軽⾃動⾞税 ← → ⾃動⾞税

⾃ 家 ⽤ 乗 ⽤ ⾞ の 標 準 税 率

令和６年度与党税制改正⼤綱 （令和５年12⽉14⽇、⾃由⺠主党・公明党）

第三 検討事項
５ （略）⾃動⾞税については、電気⾃動⾞等の普及等のカーボンニュートラルに向けた動きを考慮し、税負担の公平性

を早期に確保するため、その課税趣旨を適切に踏まえた課税のあり⽅について、イノベーションへの影響等の多⾯的な観
点も含め、関係者の意⾒を聴取しつつ検討する。

⾞両の価格・重量等に関わらず、電気⾃動⾞・燃料電
池⾃動⾞には最低税率（25,000円/年）を適⽤

電気自動車等の普及等を踏まえた自動車税の課税のあり方
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各各論論②② ：： 地地方方税税務務手手続続のの電電子子化化
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○ eLTAXにより、全ての地方団体に対し電子申告等が可能（H17.1 運用開始、H22 全地方団体が接続）

○ 令和４年度税制改正において、地方税法令上、電子申告等の対象を全ての申告・申請等の手続に拡大し、
実務的な準備が整ったものから順次eLTAXでの対応を拡大

○ eLTAX利用率は、年々増加 （令和５年度実績：法人道府県民税・法人事業税 85.3% 等）

○ デジタル技術の進展等を踏まえ、納税者の利便性の向上、課税当局の業務効率化・省力化、適

正・公正な課税の実現等のため、eLTAX（地方税のオンライン手続のためのシステム）等を活用し

た全国統一的な地方税務手続のデジタル化を推進。

地方税における税務手続のデジタル化

○ 令和元年10月より地方税共通納税システムの運用を開始、全ての地方団体に対し電子納付が可能に

○ 令和４年度税制改正において、地方税法令上、電子納付の対象を全ての税目に拡大

○ 令和５年４月から、地方税統一QRコード（eL-QR）を活用した電子納付の仕組みを導入

○ 納付に係るeLTAXの利用件数は、eL-QRの導入により大きく増加（令和５年度実績：前年度比約6.7倍）

納納付付ののデデジジタタルル化化

申申告告・・申申請請等等ののデデジジタタルル化化

○ 地方団体から納税者等に送付する「地方税関係通知」のうち、固定資産税、自動車税種別割等の納税通知
書等について、納税者等からの求めに応じて、eLTAX及びマイナポータルを活用して電子的に送付する仕組
みの導入に向けた取組みを進める

※ 個人住民税の特別徴収税額通知（特別徴収義務者用、納税義務者用）については、既に電子的な送受信が可能。

地地方方税税関関係係通通知知ののデデジジタタルル化化
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平成16年度

17～21年度

22年度

23～30年度

令和元年度

２年度

３年度

４年度

５年度

６年度以降

法法人人住住民民税税・・法法人人事事業業税税、、
固固定定資資産産税税（（償償却却資資産産））のの
申申告告開開始始 [[HH1177..11]]

電電子子申申告告・・申申請請等等 電電子子納納付付 国国税税ととのの情情報報連連携携・・そそのの他他通通知知のの電電子子化化

全全地地方方団団体体ががeeLLTTAAXXにに接接続続

地地方方税税共共同同機機構構のの設設立立 [[HH3311..44]]

※事業所税も追加 [H20.1]

ＯＳＳによる自動車税等の申
告開始 [H17.12]

JNKS（自動車税納付確認シス
テム）の運用開始[H27.4]

所所得得税税確確定定申申告告書書のの
連連携携開開始始 [[HH2233..11]]

法定調書、扶養是正情報の連
携開始 [H25.5、H25.6]

一定規模以上の事業者に対
し給与支払報告書等の電子
的提出を義務化 [H26.1]

地地方方税税共共通通納納税税シシスステテムムのの
運運用用開開始始 [[RR元元..1100]]

※新車新規のみ。中古車新規・移転
等登録、継続検査は、H29.4追加

特別徴収税額通知（特別徴収義

務者用）の電子化開始[H28.1] 源泉徴収票・給与支払報告書
の電子的提出の一元化[H29.1]

財務諸表提出の一元化
[R2.4]

個人住民税（利子割・配当割・株式等譲渡所得割）の申告・
納入手続の電子化 [R3.10]

地地方方税税統統一一QQRRココーードドをを用用いい
たた納納付付開開始始 [[RR55..44]]

大大法法人人にに係係るる電電子子申申告告義義務務
化化 [[RR22..44..11以以降降のの事事業業年年度度
にに係係るる申申告告]]

※固定資産税等全税目へ対象拡大
※納付手段も拡大（クレジット
カード、スマホ決済アプリ等）

軽自動車OSS、軽JNKSの運
用開始[R5.1]

特別徴収税額通知（納税義
務者用）の電子化開始[R6.1]

※電子的提出基準の引下げ[R3.1]

給与支払報告書、公的年金
等支払報告書の電子的提
出開始 [H20.1、H21.1]

法人の開廃業等に係る申請
手続の一元化、共通入力事
務の重複排除[R2.3]

地方たばこ税等の電子申告
開始[R5.10]

※対象は主として法人向けの税目

法法制制上上、、全全ててのの申申告告・・申申請請等等
のの手手続続へへ対対象象拡拡大大[[RR44改改正正]]
※実務的な準備が整ったものから
順次、eLTAX利用を開始

基幹税務システムの標準化
[R7年度までの移行を目指す]

固定資産税等に係る登記所
との情報連携開始[R2.1]

地方税務手続のデジタル化のあゆみ

※全ての税目の申告手続を令和７
年末までに順次、電子化対応

軽油引取税の電子申告[R6.10]、

個人住民税の電子申告[R7年末]
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地方団体A

地方団体B

地方団体C

納税者等
申告等

納税

電子申告

電子納税

○ eLTAXは、インターネットを利用して地方税に係る手続を電子的に行うシステム。

○ 複数団体に対する電子申告・電子納税を一括で行うことができるほか、地方団体と国税当局間の

情報連携に活用。

○ 地方共同法人である地方税共同機構が管理・運営。

法人住民税・法人事業税

個人住民税（給与所得・退職所得に係る特別徴収）

個人住民税（利子割・配当割・株式等譲渡所得割）

事業所税

自動車税環境性能割・種別割（OSS）（R5.1～）

軽自動車環境性能割（OSS）（R5.1～）

法人住民税・法人事業税

<eLTAX利用率：85.3％(R5年(2023年)度)>

固定資産税（償却資産）

事業所税

個人住民税（利子割・配当割・株式等譲渡所得割）

個人住民税（特別徴収のための情報のやりとり）

<eLTAX利用率：67.2％(R5年（2023年）度)>

国税連携

国税庁

連携

国税庁から確定申告データ

地方団体から課税情報

合計 11兆9,537億円(R5年（2023年）度)

eLTAX（エルタックス）について

インターネット回線

ＬＧＷＡＮ回線

専用回線
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5.8 7.6
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0
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20
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平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

法人道府県民税・法人事業税

法人市町村民税

個人住民税（給与支払報告書）

固定資産税（償却資産）

事業所税

市町村

県

源泉徴収票等
1,000枚以上

電子的提出義務化

（単位：％）

※１ 地方法人特別税及び特別法人事業税を含む。
※ 令和９年１月以降、個人住民税における給与支払報告書の電子的提出義務化の対象法人を源泉徴収票等30枚以上に要件引下げ予定（R6税制改正）
※ 固定資産税（償却資産）については、一部暫定値を含む。

地方税の申告等に係るeLTAX利用率の推移

100枚以上に
要件引下げ

○ eLTAXを通じた電子申告利用率は、年々、上昇している。

（参考）令和５年度 利子割：2.8％
配当割：20.8％

株式等譲渡所得割：54.7％

※１
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eLTAXを通じた申告・申請等に係る対象手続の拡大

＜従前、法令で個別列挙していた手続＞
・ 法人住民税・事業税の申告
・ 給与支払報告書の提出
・ 事業所税の申告
・ 固定資産税（償却資産）の申告 等

地方団体A

地方団体B

地方団体C

納税者等

申告等

＜今後、オンライン化予定の手続（実施予定時期）＞
・ 軽油引取税の申告（令和６年10月）
・ 個人住民税の申告（令和７年末） 等

Ｒ４税制改正

全ての申告・申請等の手続を
オンライン化の対象とする

○ eLTAX （地方税のオンライン手続のためのシステム）を通じた申告・申請等は、オンライン化のニーズに応じ
て、法人を対象とする手続を中心として拡大。従前、地方税法令上、対象手続を個別に規定してい
たが、令和４年度税制改正において、全ての申告・申請等の手続について、eLTAXを利用して行うこ
とができるよう所要の措置を講じた。

○ 実務的な準備が整ったものから順次eLTAXでの対応を拡大し、納税者の利便性等を向上。
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○ 令和元年10月から「地方税共通納税システム」が導入され、従来可能であった電子申告に加え、
eLTAXを通じた電子納税が可能。

○ 令和５年４月から、対象税目を全税目に制度拡大。あわせて納付手段についても従来の金融機関
経由のインターネットバンキング及びダイレクト納付（口座引落し）に加え、クレジットカードや地方税
統一QRコード（eL-QR）を活用したスマートフォン決済アプリ等による納付も可能となった。

11,,778888団団体体
（（全全地地方方団団体体））対対応応

＜主なメリット＞

納税者
■ 対象税目について、全ての地方

団体に対して、様々な納付手段に
よる電子納税が可能

■ 合計税額をeLTAXに送金すること
で、複数地方団体への「まとめ納
付」が可能

金融機関
■ 窓口来訪者の減少による窓口業

務の負担軽減
■ 領収済通知書の処理に係る負担

軽減
■ eL-QR対応金融機関であれば、

全地方団体のeL-QR付納付書の
取扱いが可能

地方団体
■ 納付・入金情報がeLTAX経由で

電子的に送付されるため消込作業
の効率が向上

■ 個別に金融機関・決済事業者と
契約等を行うことなく電子収納可能

地方税
共通納税
システム

納付
払込

地方税共通納税システムについて

○固定資産税・都市計画税

○自動車税（種別割）・軽自動車税
（種別割）

○地方たばこ税・ゴルフ場利用税・
入湯税・宿泊税 等

＋

※地方税法令上、全ての税目に拡大

○法人住民税・事業税

○個人住民税
（給与所得・退職所得に係る
特別徴収）

○事業所税

令和元年10月から

○個人住民税
（利子割・配当割・株式
等譲渡所得割）＋

令和３年10月から 令和５年度から

■ 対象税目

Ａ市

Ｂ町

Ｃ村
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地方税統一QRコード(eL-QR)の活用による地方税の電子納付について

○ 令和５年４月から、個人の納税者に馴染みの深い賦課課税税目（固定資産税、都市計画税、自動車

税種別割及び軽自動車税種別割※）の納付に「地方税統一QRコード(eL-QR)」を用いた仕組みを導入。
※ 不動産取得税、個人事業税、個人住民税（普通徴収）など他の税目についても、可能な限り活用

○ 納付手段についても、金融機関経由のダイレクト納付（口座引き落とし）やインターネットバンキ
ングに加え、「クレジットカード」や「スマートフォン決済アプリ」による納付が可能。

○ 金融機関窓口における納付受付後の事務処理においても、eL-QRによる処理ができるようにな
り、事務が簡素化・効率化。

納納税税者者
eLTAX操作

金融機関窓口

スマートフォン
操作

①

③

②
共共通通納納税税
シシスステテムム

eeLLTTAAXX

BANK

クレジットカード
ダイレクト納付

インターネットバンキング

○○ペイ ※１

※２

※１：利用可能なスマートフォン決済アプリ：R5.12月時点で、23のアプリが対応
※２：eL-QR対応可能金融機関：都市銀行・地方銀行・ゆうちょ銀行・信用金庫・労働金庫等485機関（R6.4月時点）
※３：eL-QR活用地方団体：1,779団体（47都道府県、1,732市区町村）（R6.1.1時点）

※地方税お支払サイト

地方税統一ＱＲコード（eL-QR）

地地

方方

団団

体体
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○ eLTAX（地方税のオンライン手続のためのシステム）を通じた電子納付の対象に地方税以外の地方公金を
追加することとし、地方自治法の改正に併せて、地方税共同機構の業務に公金収納事務を追加する
措置を講ずる。

※ 地方自治法の一部を改正する法律の施行の日から適用。

■ eLTAXを通じた電子納付の対象税目

■ eLTAXを通じた電子納付（イメージ）

地地方方団団体体納納税税者者

金融機関

電子データ・送金

BANK
電子データ・送金

ＱＲコード
付き納付書 電子データ・送金

地方税の全税目で
活用可能

（地方税共通納税システム）

地方公金へ拡大

地地方方税税以以外外のの

地地方方公公金金

・国民健康保険料
・道路占用料 等

地方公金に係るeLTAX経由での納付（令和６年度税制改正）

○固定資産税・都市計画税

○自動車税（種別割）・軽自動車税
（種別割）

○地方たばこ税・ゴルフ場利用税・
入湯税・宿泊税 等

＋

○法人住民税・事業税

○個人住民税
（給与所得・退職所得に係る
特別徴収）

○事業所税

令和元年10月から

○個人住民税
（利子割・配当割・株式
等譲渡所得割）＋

令和３年10月から 令和５年度から

※地方税法令上、全ての税目に拡大
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○ 納税者等の利便性向上のため、全ての申告等・納付の手続を対象として、実務的な準備が整っ
たものから順次、eLTAXでの対応を拡大しており、デジタル化が進展している。

○ 今後、地方税関係通知（納税通知書等）についてeLTAXやマイナポータルを活用した電子的送付
を実現し、地方税務手続の「デジタル完結」を目指す。

納税者等 地方団体

（法人）

（個人）
職員の手を介さず、

基幹税務システムに自動で取込み

申
告
等

全ての申告等の手続を
会社や自宅から実施

ネットワーク
システム

納
付

非対面手段により
会社や自宅から納付

指定金融機関

納付情報

自動消込
ネットワーク
システム

申告等データ

通
知
等

（法人）

（個人）

基幹税務システムから、
通知データを出力・送信

電子的に受領した情報
を事務処理に活用

ネットワーク
システム

通知データ

通知データ

地方税務手続の「デジタル完結」に向けて
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■納税通知書等の電子的送付（イメージ）

地地方方団団体体 納納税税者者等等

電子的に受領した情報を
後続する手続等に活用

納付・送金

連連携携

①納税通知書等を郵送

②電子的送付の申出

③データアップロード ④ダウンロード

等

○ 地方税関係通知のうち、固定資産税、自動車税種別割等の納税通知書等について、
eLTAX及びマイナポータルの更改・改修スケジュール等を考慮しつつ、納税者等からの
求めに応じて、eLTAX及びマイナポータルを活用して電子的に送付する仕組みの導入に
向けた取組みを進める。

※ 「納税通知書等」は、納税通知書（課税明細書を含む）及びそれに付随する納付書

納税通知書等の電子的送付について

【令和６年度与党税制改正大綱（令和５年12月14日自由民主党・公明党）［抄］】
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クラウド
提出

Ａ市

Ｂ区

地地方方公公共共団団体体

eLTAX

給与等の支払者

源泉徴収票

e-Tax
システム

国国

給与支払報告書

書面・光ディスク

書面・光ディスク

書面・光ディスク

源泉徴収票

従業員

・ 源泉徴収票の提出範囲を給与支払報告書と
揃えた上、給与支払報告書の提出があった場
合には、国に提出があったものとみなす。

源泉徴収票 給与支払報告書

・ 給与支払報告書の提出（電子）後、国へのデータ
連携（即時）を行う（協力要請）。

・ 給与支払報告書の提出（書面or光ディスク）後、
給与支払報告書の情報を国に提供する（協力要請）。

○ 給与等の支払者は次の書類をそれぞれ次の者に提出しなければならないこととされている。
① 給与所得の源泉徴収票：国（具体的には、給与等の支払者を所轄する税務署）及び従業員
② 給与支払報告書 ：従業員の居住地の地方公共団体

○ 給与所得の源泉徴収票の提出範囲を給与支払報告書に揃えて拡大した上で、地方公共団体に給与支払報
告書の提出があった場合には、その従業員について、国への給与所得の源泉徴収票の提出があったものと
みなすこととし、地方公共団体は、提出された給与支払報告書データ（書面又は光ディスクに係るもの）を、国
へデータ連携する（協力要請）。（eLTAX提出分は国税へ即時連携を行う。）[令和５年度税制改正]

※ 公的年金等についても同様とする。
※  上記の見直しは、令和９年１月１日以後に提出すべき給与所得及び公的年金等の源泉徴収票について適用する。

源泉徴収票の提出方法等の見直し
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